
基本目標１

活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高松東工業団地事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

①企業誘致の推進と流出防止 目

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

10 商工業振興費

財源内訳

基本施策 1 (1) 企業誘致の推進 項

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 35 商工費

主要施策 ①

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

事業費計

―

0 4,948

―0 0 7,632 7,632

0 0

H28

地元の管理組合と連携しながら、高松東ファクトリーパーク内
の景観を考慮して、法面や調整池周辺の草刈・伐採を行うとと
もに、調整池の水質検査を行うことで、下流への水質保全に
努める。企業が継続して、快適に運営できるような工業団地づ
くりを実施する。

高松東ファクトリーパーク内の草刈り
及び伐採作業を実施した。年２回調
整池の水質検査を行い、環境保持に
努めた。また、高松東ファクトリー
パーク内の散策マップを作成した。

計画額

計画額 0

当初予算額

計画額 0

H27
|

H30

H27

具
体
的
取
組

企業が継続して、快適に運営できるような工業団地づくりを目
指し、地元の管理組合と連携しながら、高松東ファクトリーパー
ク内の法面や調整池周辺の草刈・伐採を行うとともに、調整池
の水質検査を行い、下流の水質保全に努めた。

・高松東ファクトリーパーク内の草刈
り及び伐採作業を実施した。　　・年２
回調整池の水質検査を行い、環境保
持に努めた。また、平成２８年度から
草刈の時期・範囲を見直し、効率良く
実施することとした。

H29

地元の管理組合と連携しながら、高松東工業団地内の景観を
考慮し、法面や調整池周辺の草刈、伐採を実施した。各調整
池の水質検査を春と秋に実施し、水質保全に努めた。企業が
倒産したことから、弁護士及び破産管財人、地元管理組合と
の調整を行った。

高松東工業団地内の草刈り及び伐採
作業を実施した。調整池の水質検査
を春、秋に実施した。倒産企業が出
たため、企業の誘致を行う必要があ
る。

事
業
概
要

企業立地による産業振興を目的に香川県が整備した工業団
地であり、さぬき市の所有物件についての維持管理を行って
いる。企業が立地することで産業の振興と雇用の確保を図る
ための事業である。
開発区域面積79.9ha（全体）　　分譲面積33.2ha（全体）
分譲区画10区画（さぬき市）

草刈や、５つの調整池の水質検査を
実施し、高松東ファクトリーパーク内
の維持管理を行っている。さぬき市側
の１０区画全てに企業が立地すること
で、産業の振興と雇用の確保を図
る。

1,314

4,921

4,948

決算額 0

0

4,921

0

0

0 0 1,237

当初予算額 0 0 0 1,314

0 0

0

0.0

0

決算額 0 0 0 1,206 1,206

0

0.0

0 0 0 1,230

1,237

0.2

1,237

1,237

1,237

決算額 1,230

1,237

0.2当初予算額

2,503

0.02,578 2,578

2,485 2,485決算額 0 0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0.20 0 0

1,237 1,237

H30

高松東工業団地内の景観を考慮し、法面や調整池周辺の草
刈、伐採を実施する。
・調整池等水質検査実施（春及び秋）
・市有地法面及び市道沿い樹木伐採
・市道法面草刈（２回実施）

計画額 0 0

決算額

0 1,237 1,237

当初予算額 0 0 0 2,503



6

H30

計画値

活
動
指
標

草刈回数 ファクトリーパーク内の美観に配慮し、立地企業の獲
得を目指す

実績値 2

水質検査回数

H29指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

実績値 7 実績値 9

計画値

2

回

2

単位 H27 H28

実績値 12 実績値

計画値 2 計画値 2

100 100 計画値 100

立地企業及び調整池の水質検査を実施し、環境に配
慮した工業団地を目指す

回
計画値 2 計画値

2 実績値

6 計画値 6

実績値

計画値 計画値

％
計画値 100 計画値

実績値 100

実績値

計画値

実績値

6

計画値

評価点 評価点合計

成
果
指
標

区画利用率 さぬき市が分譲する10区画の利用状況

実績値 100

実績値 実績値 実績値

評
価

点

⇒ 必要はない
3／25点

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

余地がある 18 点

必要性低い ⇒ 必要性高い

二次評価（所属長）

実績値 90 実績値

計画値 計画値

なっていない ⇒ なっている

4 点

4 点

4

3 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い ⇒

評価点 評価点合計

点

点

チェック項目（１～５点で評価）

⇒ 余地はない 16４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

高松東工業団地は地元の産業振興及び雇用にとって重要な役割を担っておりますが、平成２９
年６月に企業が１社倒産したことから、香川県と協力しながら積極的に企業誘致に取り組まなけ
ればならないと考えております。また、企業が参入しやすいよう、他企業及び地元管理組合と協
議を行い、円滑に進むよう調整を行います。次に、地元管理組合がサクラやヤマモモの植樹及
び調整池等の管理、シルバー人材センターが法面及び緑地帯の管理を行っており、工業団地
の美観に尽力して参ります。また、市道の草刈りについては、建設課で行うとともに、新たに原
課においても２回実施をいたします。
今後も引き続き、環境及び水質の保全を図り、企業が継続して操業しやすい工業団地づくりを
進めていきたいと考えております。

高松東工業団地は平成２６年度にすべての区画が埋まり、地元の産業振興と雇用が順調に進
んでいたが、昨年度、倒産企業が出たことから、香川県と協力して積極的に企業誘致を行う必
要がある。
区域内の法面及び緑地、調整池の管理については、シルバー人材センター及び地元の管理組
合に対し、一部委託して環境整備を行っているものの、作業範囲が広範囲であることや会員の
高齢化が進んでおり、作業が遅れ気味になっていることから、三木町側と差が生じている。
また、同パークが完成し１５年以上が経過していることから雑木が法面等に生え、法面への影響
が懸念される。そのため、幹線道を含め、沿線の樹木の伐採を行い、パーク内の景観保全を行
う必要がある。

点 ／25点
必要がある

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企業立地推進事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 1 (1) 企業誘致の推進 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

企業立地は、財源及び雇用の確保などの面で重要な役割を
担っていることから、新たな企業の誘致や市内企業の規模拡
大等のための支援を行う事業である。

地域経済の活性化のため、製造業を
はじめ多様な企業を誘致し、雇用の
創出および安定的な財源の確保を図
る。

計画額 0

当初予算額 15,148

決算額 0

決算額

0 0

H30

香川県企業立地推進協議会において、県と連携して誘致活動
を行うほか、引合いに応じて、市の制度及び用地情報の提供
を行う。また、さぬき市企業立地促進条例の見直しによる新た
な制度の創設と周知を行う。

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

当初予算額

0

H28

計画額

11,400 35,022 101 46,523

― ―

0

10,900 153,000 869 179,917

0 0 0

0 0 0

当初予算額

0 0

決算額

0 0 0

H29

香川県企業立地推進協議会において、県と連携して誘致活動
を行うほか、引合いに応じて、市の制度及び用地情報の提供
を行う。また、さぬき市企業立地促進条例が期限を迎えること
から、更なる企業立地の推進を図るため、次年度以降の新た
な制度を検討する。

都市圏でのフェアで県と連携して県外
企業の誘致活動のほか、市の優遇制
度の案内を行った。また、旧松尾小
学校跡地の利便性を高めるため、
プール解体工事と進入路拡幅の設計
を行った。

計画額 0 0

決算額 0 11,400

0.3 0.0当初予算額 15,148 10,900 57,851 869 84,768

35,022 101 46,523

0 0 0

95,149

決算額

当初予算額 0 0 95,149 0

計画額 0 0 0



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

計画値 1 計画値 1

1

企業誘致フェアへの出展 県外企業の誘致に向けた都市圏でのフェアへの出展
件数

件
計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

相談・協議件数 企業立地促進助成金に係る相談・協議件数

件
計画値 計画値 計画値 20

実績値 実績値 実績値 7 実績値

20計画値

計画値

活
動
指
標

さぬき市企業立地促進条
例に基づく助成金対象企
業数

新たにさぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対
象指定を行った企業数

社
計画値 計画値

成
果
指
標

企業立地件数 市有地への工場等の新規立地及び増設件数（累計）

件
計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

計画値 8 計画値 10

実績値

計画値 2 計画値 2

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 6

4 実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

市外からの企業誘致や地元企業の事業規模拡大等に助成することは、市内の商工業振興及び
雇用の創出につながるものです。平成２９年度は、企業立地促進助成金の根拠条例であるさぬ
き市企業立地促進条例の期間を延長しました。引き続き、助成制度についての丁寧な説明を行
い、企業の投資意欲の喚起を促していきたいと考えています。また、市有地への工場等の立地
については、情報発信に伴う引き合いに対して、丁寧かつ速やかな対応に努め、新規立地の実
現を図っていきたいと考えています。

企業立地促進助成金は、地元企業の新工場建設や増設に対して助成しており、生産力の向上
などの事業規模の拡大と新規雇用の創出に関して、一定程度の効果が出ていると考えられる。
しかし、市有地への誘致については、企業側の求める面積や金額といった条件面が整わない事
例が多く、立地件数が伸びていない状況である。廃校になった旧学校用地を含め、市が企業誘
致を考えている土地への立地を実現していく方策について、更なる検討をしていきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業振興事業①(中小企業振興関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のための事業支援を
行う。
また、新規事業者、誘致に伴う企業立地助成を行う。

既存の商工業事業者に対しての事業
支援や新規事業者、市外からの企業
誘致を行うことで、さぬき市内の商工
業の振興や地域社会の発展と活性化
を目指す。

計画額 0

当初予算額 600

決算額 121,804

決算額 121,304 0 239,351 23,006 383,661

72,127 17,670

H30

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、中小企業支援策として
金融機関に預託し低金利による融資業務を行う。

H27

具
体
的
取
組

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、工場誘致及び企業立地
促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融機関に
預託し低金利による融資業務を行う。なお、平成２７年度は、さ
ぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対象指定を４件行っ
た。

新たに設備投資を検討している企業
に対し、当市の助成制度の案内だけ
でなく、香川県の助成制度やさぬき市
地域就職サポートセンター等の利用
案内を併せて行うなど、様々な事業支
援の提案を行った。

計画額 0

当初予算額 0

284,628

H28

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、工場誘致及び企業立地
促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融機関に
預託し低金利による融資業務を行った。

新たに設備投資を検討している企業
に対し、当市の助成制度の案内だけ
でなく、香川県の助成制度やさぬき市
地域就職サポートセンター等の利用
案内を併せて行うなど、様々な事業支
援の提案を行った。

計画額

0.6 0.0

0 485,673 55,231 662,708

― ―

0 266,958 17,670 284,628

634,140

0 562,677 68,200 631,477

0 563,460 70,680

0 266,958 17,670

0.0当初予算額 0 0 175,119 17,096 192,215

186,322 17,029 203,851

0 0

決算額 500 0

0.5

152,248 17,670 169,918

H29

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、中小企業支援策として
金融機関に預託し低金利による融資業務を行う。

商工会に対する助成金については、
補助対象経費の見直しを図るなど、
適正化に努めた。また、これに伴う補
助金交付要綱の改正を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.1 0.0当初予算額 600 0 60,600 16,263 77,463

60,000 15,196 75,196

72,127 17,670 89,797

77,171

決算額

当初予算額 0 0 60,000 17,171

計画額 0 0 89,797



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

20 計画値 20 計画値 20
相談・協議件数 企業立地促進助成金に係る相談・協議件数

件
計画値 20

実績値 17 実績値 8 実績値

132

実績値

実績値

商工会経営改善普及事業
相談指導件数

商工会経営指導員による巡回・窓口相談指導件数

回
計画値 6,616計画値 計画値 6,616

実績値 実績値 実績値

－ 実績値

2 計画値 2 計画値 2

4 実績値 3 実績値

事業所
計画値

計画値

活
動
指
標

市内事業所数（製造業） 工業統計調査を基に、これまでの調査結果から推計
なお、平成27年度、平成28年度は、工業統計調査が
実施されていないため、平成26年度調査結果を記載

事業所
計画値 140 計画値

計画値

成
果
指
標

さぬき市企業立地促進条
例に基づく助成金対象企
業数

新たにさぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対
象指定を行った企業数 社

計画値 2

実績値

計画値

計画値

実績値 実績値 132 実績値 138

1,038 実績値

140 計画値 138 計画値 138

実績値

計画値 1,037 計画値 1,037

実績値 実績値 実績値

16
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

4 点

2 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 3 点

点 4

商工会会員数 地域における商工業の発展を図ることを目的に組織さ
れた商工会の会員数

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

16
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

3

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

商工会への助成金については、平成26年度より事業費補助金として交付していますが、平成２８
年１０月に実施された本市監査委員による財政援助団体等監査において、一部の補助対象経費
等について見直しの指摘を受けました。指摘事項については、これまでに補助金交付要綱の改
正等の対応を行うなど改善してきましたが、今後も商工会と協議の上で事業内容や補助対象経
費の見直しを行うなど、適正化に努めます。

商工会への助成金については、商工会自体はもとより市内商工事業者の育成、支援に寄与する
ものであると考えるが、今後も監査等の指摘に関わらず、双方協議の上で事業内容や補助対象
経費の見直しに努めたい。また、他の商工関係各種団体への助成金についても同様に対応した
い。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業経営支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

小規模事業者の新分野進出や新商品開発に係る設備投資な
どを支援するため、小規模事業者経営改善資金（マル経融
資）の貸付を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部を
補給する。商工事業者等の経営活動等を支援するため、（公
財）かがわ産業支援財団所属の専門家による中小企業者向
けの相談会を開催する。

マル経融資の貸付を受けた事業者に
利子補給を行うことで、新分野進出や
新商品開発など幅広い事業展開の
促進を図る。また、中小企業等経営
支援相談事業を実施することにより、
中小企業の成長・発展を支援する。

計画額 0

当初予算額 209

決算額 1,174

決算額 631 0 0 0 631

1,723 0

H30

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

H27

具
体
的
取
組

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給　　継続６件、新規１９件
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、臨時相談会を
２回開催　　相談件数１７件

・平成28年度申請分よりマル経融資
の対象借入限度額を利用実態に合
わせて、500万円から1,000万円に引
き上げた。　　・平成28年度より相談
会の開催に加えて、希望に応じて専
門家を企業に派遣することとした。

計画額 0

当初予算額 0

1,717

H28

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

※平成28年度については、平成27年
度補正予算計上分を全額繰越したこ
とから当初予算額を「0」としている。
・相談事業については、これまでの商
工会のほか、金融機関との連携も強
化した。

計画額

0.2 0.0

0 2,181 2 3,357

― ―

0 1,717 0 1,717

6,880

0 5,812 0 6,021

0 6,880 0

0 1,717 0

0.0当初予算額 0 0 0 0 0

771 1 1,315

0 0

決算額 543 0

0.3

1,717 0 1,717

H29

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

・相談事業については、創業支援に
係る個別指導に本事業を活用するこ
ととした。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.3 0.0当初予算額 209 0 1,969 0 2,178

1,410 1 1,411

1,723 0 1,723

2,126

決算額

当初予算額 0 0 2,126 0

計画額 0 0 1,723



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

5 計画値 5 計画値 5

5

小規模事業者経営改善資
金利子補給事業を市内事
業所に周知・ＰＲするため
の広報活動の回数

市及び商工会による制度周知のための情報発信の回
数

回
計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値

計画値

実績値

中小企業等経営支援相談
事業を市内事業所等に周
知・ＰＲするための広報活
動の回数

市及び商工会による事業周知のための情報発信の回
数

回
計画値 5 計画値 計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値 5 実績値

55 計画値

10 計画値

活
動
指
標

中小企業等経営支援相談
事業相談支援件数

中小企業等経営支援相談事業における相談支援件
数

件
計画値 12 計画値

成
果
指
標

さぬき市小規模事業者経
営改善資金利子補給の新
規取扱件数

さぬき市小規模事業者経営改善資金利子補給の新
規の交付申請件数

件
計画値

実績値 19 実績値

実績値 17 実績値

10 計画値 10 計画値 10

実績値

15 計画値 15 計画値 15

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

24 実績値 16

41 実績値40 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 5 点

点 5

点

4 点
余地がある ⇒

点

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

中小企業・小規模事業者は地域経済や雇用において重要な役割を担っていますが、それらを取
り巻く状況は需要の減少や競争の激化などにより一層厳しいものとなっております。本市におい
ても例外ではなく、設備投資はもとより運転資金の確保にも苦慮している事業所も珍しくありま
せん。このような状況に歯止めをかけることを目的として商工会との連携の下、設備投資資金な
どマル経融資を受けた事業所に対してその利子の一部を市が助成することは、市内の中小企
業・小規模事業者の振興に寄与するものと考えます。
市内中小企業の経営等における諸課題を解決に導くために実施している中小企業等経営相談
事業については、平成２９年度より創業支援に係る個別指導を本事業で実施するなど、他事業
との組み合わせた取組を行いました。

マル経融資を受けた事業者への支払利子の助成制度については、平成２９年度は新規申請件
数が前年度を下回ったものの、依然高いニーズがあると考えられる。
中小企業等経営相談事業については、大幅に相談件数が増加した昨年度の水準を維持してい
ることから、市内事業所に定着しつつあると考えている。今後も、必要に応じて中小企業・小規
模事業者のニーズ沿った見直しを随時行いたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業等活性化支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ② ②産学官連携の推進による地域企業の支援 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

地域の豊富な農林水産物や優れた地場産業技術などの資源
を活用した地域特産品となる新商品の開発やその新商品を含
む地域特産品の販路開拓に係る取組みを支援する。また、平
成２８年度からは国内最大級の食品見本市にさぬき市ブース
を出展する。

地域資源を活用した新商品開発や販
路開拓を支援することにより、市内中
小企業者等の振興及び地域の活性
化を図る。国内最大級の食品見本市
に出展することにより、本市食品の魅
力を全国に発信する。

計画額 0

当初予算額 2,550

決算額 6,172

決算額 1,700 0 0 7 1,707

0 3,380

H30

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業2～3社程度
　販売力強化・販路開拓支援事業2社程度
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。
・関西圏販路開拓支援事業の実施4社程度

H27

具
体
的
取
組

・地域資源活用新商品開発等支援事業を実施
実施企業３社「さぬき市産のジャージー牛乳を使った手作りソ
フトクリームコーンの開発」「さぬき市特産の桑の葉を使ったス
イーツの開発」「さぬき市のミニトマトを使った土産物づくり」

・平成２８年度より新商品の開発に加
えて、地域資源を活用した商品の販
売力を強化し、販路開拓を図るため
の事業を追加した。　　・本市食品の
魅力を全国に発信するため、国内最
大級の食品見本市に出展した。

計画額 0

当初予算額 0

3,380

H28

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業実施企業3社
　販売力強化・販路開拓支援事業実施企業2社
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。

・平成29年度においてこれまでに本
事業で開発した商品を中心に関西圏
で販路開拓やＰＲを行う機会を関係
機関と調整・検討した。

計画額

0.2 0.0

0 0 5,392 11,564

― ―

0 0 3,380 3,380

13,520

0 6,353 6,240 15,143

0 0 13,520

0 0 3,380

0.0当初予算額 0 0 0 0 0

0 146 4,618

0 0

決算額 4,472 0

0.3

0 3,380 3,380

H29

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業2～3社程度
　販売力強化・販路開拓支援事業2社程度
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。
・関西圏販路開拓支援事業の実施4社程度

・本事業で開発した商品を中心に関
西圏で販売、ＰＲを行うため、関西圏
販路開拓支援事業を実施した。また、
丸亀市と連携して骨付鳥とさぬきワイ
ンの販路開拓、ＰＲを行う機会を関係
機関と調整・検討した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.5 0.0当初予算額 2,550 0 0 2,860 5,410

0 5,239 5,239

0 3,380 3,380

6,353

決算額

当初予算額 0 0 6,353 0

計画額 0 0 3,380



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

10 計画値 10 計画値 10

15

地域資源活用新商品開発
等支援事業の案件発掘の
ための企業等訪問件数

市及び商工会が地域資源活用新商品開発等支援事
業の周知及び案件発掘のために企業等を訪問した件
数

件
計画値 10

実績値 11 実績値 14 実績値

計画値

実績値

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

3 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

地域資源活用新商品開発
等支援事業による開発商
品数

地域資源活用新商品開発支援事業による開発商品
数

種類
計画値

実績値 5 実績値

実績値 実績値

3 計画値 3 計画値 3

実績値

計画値 計画値

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

4 実績値 16

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 5 点

点 5

点

4 点
余地がある ⇒

点

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

本事業は、地域の豊富な農林水産物や優れた地場産業技術などの資源を活用した地域特産
品となる新商品の開発や新商品を含む地域特産品の販路開拓に係る取組みを支援するもので
あり、市内中小企業者等の振興及び地域の活性化に大きく寄与するとともに、さらに、本事業で
開発した商品を県内外に広くPRすることにより本市の知名度向上にも貢献するものであります。
平成２９年度においては初めて食品以外の案件２社を採択し、最終的には手袋７点、鞄６点の
新商品が誕生しています。今後も、幅広い業種へのアプローチを行い、新商品開発や販路開拓
を支援することで地元企業の競争力強化に繋げていきます。

平成27年度に創設した地域資源活用新商品開発等支援事業により、これまでに10事業者25種
類の新商品が誕生した。中には販売を開始したところ想定以上の販売を記録したり、早くも市外
や県外で販売を行っている事業者もいるとの報告を受けている。このような商品をさぬき市の
「地域特産品」として育てていくためにも、継続した支援として市観光協会など関係機関と連携し
た情報発信等に取組むとともに、県外での販路開拓を希望する事業者向けに、平成28年度から
取組んでいる国内最大級の食品見本市への市ブース出展のほか、平成29年度は阪急梅田駅
エキナカで開催された催事にも出店した。今後も、商工会や地域金融機関などと連携して、本事
業に取組む事業者や開発案件の発掘に努めるとともに、「地域特産品」の開発や販路開拓を通
じた地域の活性化や市の知名度向上を推進したい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 創業支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ② ②産学官連携の推進による地域企業の支援 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

市内において新たに創業、第二創業を行う者に対して、創業
に要する経費の一部を支援する。

市内における創業、第二創業に係る
取組みを支援することにより、新たな
需要や地域経済の活性化を図る。

計画額 812

当初予算額 812

決算額 0

決算額

1,557 0

H30

・さぬき市創業支援事業の実施　　採択予定件数３件

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

0 500 1 501

― ―

3,188

0 2,376 0 3,188

0 2,376 0

当初予算額

決算額

H29

・さぬき市創業支援事業の実施　　採択予定件数３件 金融機関や支援機関を訪問するなど
して周知に努めたが、申請は１件に
留まったことから、事業内容の充実等
について検討を行った。

計画額 812 0

決算額 0 0

0.2 0.0当初予算額 812 0 819 0 1,631

500 1 501

819 0 1,631

1,557

決算額

当初予算額 0 0 1,557 0

計画額 0 0 1,557



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

計画値 6 計画値 6

6

創業セミナー・塾開催日数 市創業セミナー及び商工会における「さぬき創業塾」
開催日数

日
計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

創業件数 創業支援事業計画に基づく創業件数

件
計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

計画値 12 計画値 12

実績値

計画値 計画値

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 11

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

市内において新たに創業する者や第二創業を行う者を支援することで、新たな需要や雇用を促
し、地域経済の活性化を図ることを目的に平成２９年度に創設した事業であるが、初年度は、事
業要件等についての問い合わせは数件あったものの申請に至ったのは１件のみとなりました。
事業主が別会社等を立ち上げて他の事業に進出するケースが対象になるのかとの問い合わせ
が数件あったが、現行制度では対象としていないことから、申請を断念する事案がありました。
他の自治体では対象としているところもあることから、今後検討すべき課題の一つではないかと
考えています。

市内における創業や第二創業を推進することは、雇用の創出や地域の活性化に資するもので
あることから、今後も重点的に取組んでいく必要がある。そのツールの一つである本補助金につ
いては、初年度の募集の結果、申請が１件に留まったことから、原因を分析し創業者が利用し
やすい制度に改める必要があると考える。また、周知方法についても、改善点を検討すべきで
はないか。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,4000 100,000

当初予算額 0 0 100,000 6,500

計画額 0 103,400

106,500

決算額

0.0当初予算額 0 0 100,000 11,000

0 0

111,000

計画額

決算額

0.1

67,639

100,000 3,400 103,400

0 0 65,618 2,021

103,400

0 0 78,158 2,671

当初予算額 0 0 100,000 4,722

0 0計画額

当初予算額 0

103,400

―

0 400,000 13,600

0.0104,722

0.8

0 775,290 128,030 903,320

0 631,514 123,338 754,852

0

決算額

0.3

80,829

100,000 3,400

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

特に改善はないが、商品券発行によ
る市内での消費拡大を図り、市内商
工業の振興と活性化に努めた。

決算額 0

413,600

―0 400,000 25,622 425,622

100,000 3,400 0.6

0 100,000 3,400

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項

事業費（千円）

H28

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

特に改善はないが、商品券発行によ
る市内での消費拡大を図り、市内商
工業の振興と活性化に努めた。

事
業
概
要

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

さぬき市内における消費拡大を促す
とともに商工業の振興及び活性化に
寄与することを目的とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

103,400

具
体
的
取
組

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を
図った。

プレミアム付き商品券を発行したこと
により市内の消費拡大に寄与したほ
か商品券取扱指定店が増加した(Ｈ
26年度末402店舗→Ｈ27年度末477
店舗)ため、より商品券が利用しやす
い環境となった。

H30

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③魅力ある商業の振興

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 共通商品券発行事業特別会計 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 70 共通商品券発行事業特別会計

記入日 平成30年6月15日

款

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市共通商品券は、個人がさぬき市商工会で購入するもの以外に、市の施策である高齢者
運転免許証自主返納事業や結婚定住奨励事業等の助成金として利用されています。平成１８
年度の事業開始以降、総販売額は１２億円弱、換金率は９７％以上となっており、市内の消費拡
大並びに市外への購買力流出の抑制に寄与しているものと考えます。販売額が減少傾向にあ
るものの、市内における一定の購買額を維持する一因となることが期待されることから、現状の
制度を継続していく必要があると考えます。

平成１８年度より開始した本事業は、市内の商工業振興及び消費拡大に貢献してきたところで
ある。しかしながら、近年の商品券販売額は、プレミアム商品券の発売時を除き、緩やかに減少
している状況となっている。事業の効果や経費の検証並びに商工会との協議により、市内の商
工業振興に一層寄与するものとしていきたい。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

4

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 617,906 実績値 59,977 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

760,000 計画値

実績値

100,000 計画値 100,000 計画値 100,000

741,304 実績値 76,402 実績値 58,563

43,853

活
動
指
標

千円
計画値

商品券の発行枚数 商品券を発行することで市内の商業の活性化を図れ
るので、発行した枚数を指標とする。(1000円券)

計画値

成
果
指
標

商品券の換金申請額 商品券を利用することで市内の商業の活性化を図れ
るので、換金額を指標とする。

計画値

枚

実績値

商品券の発行枚数 商品券を発行することで市内の商業の活性化を図れ
るので、発行した枚数を指標とする。(500円券)

枚
計画値 計画値 10,000

645,000 計画値 95,000 計画値 95,000計画値 95,000

実績値32,498 実績値 32,851 実績値 29,421

単位 H27

10,000 計画値 10,000計画値10,000

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



主要施策

基本施策

0

3

H29

24,592

0

1,024

0

0

0

0

止水栓の開閉による計画的な配水と
老朽化した施設修繕の実施。

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

Ⅰ

①農業生産基盤の充実

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

その他地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

①

具
体
的
取
組

986

988

971

0

0

香川用水事業

0

0

0

991

26,071

23,622

77,701

25,805

24,613

24,580

24,801

991

970決算額

計画額

98,452

24,613

24,613

3,969

2,965

991

27,095

24,613

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

農業費

財源内訳

国県支出金

――

24,549

24,835

23,622

991

0

0

会計

農林水産業費

香川用水費

0

99,338

事業目的 / 改善内容

0

0

0

0 94,488

23,622

23,622

23,622

0

0

0

74,736

95,369

3,964

0

0

0

0

23,592

23,830

23,563

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

決算額

計画額

当初予算額

決算額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

香川用水施設の維持管理及び配水管理の実施。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

記入日 平成30年6月18日

0.7 0.0

事業費（千円）

0

担当課

35

05

30

01

土地改良課

一般会計

目

項

款

一般財源
事業費計

24,613

事業内容

1,004

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

0 991

25,5960

0.5 0.0

0.4 0.0



100

点5 点

評価点

⇒

計画値

18 点

チェック項目（１～５点で評価）
評価点評価点合計

18,185

18,185

10

6

100

18,185

％
100

円滑な配水

⇒

総合計画・
総合戦略指標

ｍ
計画値

計画値
箇所

施設の機能保持による適正な配水管理事業

実績値

なっている

優先度高い

管路の修繕

なっていない

必要性低い

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
／25点

3 点 3 点

19

5 点
⇒

余地はない

必要性高い
5

2

3

評価点合計

計画値

実績値

3 点

点

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

／25点点
必要はない

5 点

活
動
指
標

H28H27指標名

管路の管理 津田川沿岸支線6,221m
鴨部川沿岸支線11,964m
分水管路の管理

管路・空気弁・仕切弁等の修繕

単位

実績値

指標の説明

評
価

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

実績値

計画値

実績値

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

計画値

18,185

10

H29

実績値

18,185

実績値

方
向
性

理
由

香川用水事業は農業用水として市内の主要なため池・水路に配水しており、さぬき市農業の根
幹をなす事業であり、計画的な配水を行うことはもとより、地元ニーズに沿った形での配水量の
調整を実施する必要がある。
また、香川用水の施設・管路設置から４０年近くが経過し、老朽化が著しいことから、計画的な
修繕・更新を行いながら、平行して突発的な故障個所について、速やかに対応することが必要
であると考える。

一次評価（担当者）

100

10

実績値実績値 100

香川用水事業により、県内の水事情は大幅に改善され、安定的な配水は農業生産基盤を確保
し、農業の生産性の向上に貢献していることから、今後も管路の老朽化に対する修繕につい
て、速やかに対応するとともに、計画的な修繕・更新が必要であると考える。

点 3 点４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
必要がある

100

計画値

実績値

計画値

10計画値

18,185

H30

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値

5

100

10

18,185

計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

土地改良費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 土地改良維持管理事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

① ①農業生産基盤の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

40主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

○県単独補助土地改良事業（ため池1箇所、水路6箇所）
○多面的機能支払交付金
○小規模ため池防災対策特別事業(1箇所)
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（志度東）

H29

○県単独補助土地改良事業（ため池1箇所、水路7箇所）
○多面的機能支払交付金
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（白川原大池、花の山池）
○県営農業用河川工作物等応急対策事業（野間池井堰）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

H28

○県単独補助土地改良事業（ため池2箇所、水路7箇所）
○多面的機能支払交付金
○小規模ため池防災対策特別事業(1箇所)
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（白川原大池）
○県営農業用河川工作物等応急対策事業（野間池井堰）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

事
業
概
要

農業用排水機場ならびに農道等の管理のほか、農道、ため
池、農業用用排水路、ほ場整備など農業生産基盤の整備や
農村生活環境整備を実施するとともに、農業用施設を地域ぐ
るみで管理する多面的機能支払交付金制度を推進する。
さらに、防災の観点から県営農村地域防災減災事業を実施す
る。

土地改良法に基づき、農業の生産性
向上や農業構造の改善を目的に事
業を実施する。

H27

具
体
的
取
組

○県単独補助土地改良事業（ため池2箇所、水路2箇所）
○多面的機能支払交付金
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（弥勒池）
○小規模ため池防災対策特別事業（2箇所）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

H27
|

H30

261,524

5.4

100,500 22,286 48,978

決算額 177,234

当初予算額 89,760

計画額 89,760

決算額 64,600

956,058

―361,000 102,251 258,872 1,020,424

計画額 340,440

当初予算額 298,301

0.0

239,800 57,051 158,373 632,458

71,200 15,876

102,900

273,297 0.0

―

366,300 63,355 185,963

41,228 192,904

100,500 22,286 48,978 261,524

84,800 14,578 64,054

計画額

決算額

6.0

228,906

14,938 46,420 247,818

65,474

83,800 26,597 53,091

当初予算額 76,349 98,200 29,598 69,150

83,560

101,900

280,101

計画額

決算額

5.7

210,648

14,849 46,364 246,673

47,160

44,20161,000 11,282

0.0当初予算額 73,340 105,100 34,111 67,550

83,560

当初予算額 58,852 57,200 16,256 73,194

計画額 83,560 200,043

205,502

決算額



件
計画値 30

実績値

30

H28 H29 H30単位 H27

29 計画値 30計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
県費補助と市費補助の土
地改良事業実施件数

香川県の農業生産基盤整備における補助事業。
　事業費100万円以上、受益戸数2戸以上。
市の農業生産基盤整備における補助事業
　事業費10万円以上100万円未満で受益戸数2戸以

組織

活
動
指
標

実績値26 実績値 26 実績値 28

34

実績値 36 実績値

750

430

実績値

計画値

実績値 34

実績値 657 実績値

680 計画値 720 計画値650 計画値

多面的機能支払制度実施
活動組織数

農村環境の保全を図るために多面的機能支払制度を
活用し、共同で農地や農業用施設の維持管理を行っ
た組織数

425 計画値

実績値

430 計画値 430 計画値

36

414 実績値 489 実績値 315

実績値

計画値 36 43計画値 40計画値

優先度低い

成
果
指
標

農業生産基盤整備面積 土地改良事業実施による受益地面積

ｈａ
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

多面的機能支払制度協定
面積

農村環境の保全を図るために地域の活動組織が共同
で農地や農業用施設の維持管理を行った面積。

ha
計画値

実績値 629

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

20

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

評価点合計

点

5 点

点

点 3 点

実績値658

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業用施設の老朽化が進行しているため、これらの補修と更新を計画的に実施していく中、農
業生産力の維持に加え地域防災力の観点からも、所有者と管理者が連携を図りつつ、効果的
な長寿命化対策の実施を円滑に進めていくことが必要である。
また、近年の農村地域の過疎化、高齢化等による農業構造の変化に伴い、地域の共同活動に
より支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつあり、農用地や水路、農道等の地域資
源の保全管理に対する担い手農家の負担増大が懸念されている。
このような状況の中、多面的機能支払交付金事業を活用し、農業・農村の有する多面的機能の
維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推
進するものである。

生産性の高い農業を推進するためには、農業用施設の整備・改修など生産基盤の強化が必要
であり、併せて農業用のみならず地域防災の観点からもため池整備が重要であると考える。
また、農村地域は農業従事者の高齢化、後継者不足および混住化等から農業生産と施設管理
を取り巻く環境が厳しくなっていることから、土地改良区の組織体制を強化することで農業・農村
を守る力強い組織を作る必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

土地改良費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業基盤整備促進事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

① ①農業生産基盤の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

40主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

※29年度で事業終了

H29

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)
○換地処分登記等
○パイプラインL=1,166m（幹線）
※事業終了予定

区画整理後の農地について、換地処
分登記を行った。
また、受益地全てのパイプライン工事
が完了し、用水の安定供給と営農の
効率化が図られた。

H28

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)
○区画整理 A=1.9ha
○パイプライン L=974m(幹線)
○換地設計

区画整理後の農地について、換地計
画により登記ができるまでの間の一
時利用地指定を行った。また、パイプ
ライン（幹線）工事を実施した。翌年
度以降においても早期工事の着手を
行い、早期効果の発現を図る。

事
業
概
要

不整形な圃地や未整備な農道、また排水路等も老朽化が進
んでいることから、将来、営農計画や農地の流動化に多大な
影響を及ぼすため、ほ場整備、パイプラインの整備を実施し、
農業経営の安定化と維持管理の節減を図るとともに、農業経
営の担い手を確保することを目的とする。

当地域における農業経営の安定化と
維持管理の節減を図るとともに、農業
経営の担い手を確保することを目的
とする。

H27

具
体
的
取
組

○初音・川東地区（実施年度：平成27～29年度）
○区画整理Ａ＝1.9ha
○パイプラインＬ＝360m（幹線）
○ポンプ場1箇所
○換地設計

換地計画を策定し、区画整理（面整
備）を完了した。また、ポンプ施設を
設置しパイプライン（幹線）工事を実
施した。翌年度以降においても早期
工事の着手を行い、早期効果の発現
を図る。

H27
|

H30

71,120

1.1

10,800 7,112 708

決算額 93,750

当初予算額 52,500

計画額 52,500

決算額 22,326

121,186

―17,400 11,770 1,169 117,714

計画額 90,000

当初予算額 87,375

0.0

19,300 12,629 1,933 127,612

8,000 0

6,600

31,056 0.0

―

17,800 12,118 1,268

422 30,748

10,800 7,112 708 71,120

7,300 10,008 1,044

計画額

決算額

0.8

70,651

4,705 499 47,054

52,299

4,000 2,621 467

当初予算額 23,250 4,400 3,105 301

35,250

400

15,538

計画額

決算額

0.6

26,213

301 61 3,012

19,125

00 0

0.0当初予算額 11,625 2,200 1,553 160

2,250

当初予算額

計画額 0 0

決算額



ｍ
計画値 800

実績値

H28 H29 H30単位 H27

800 計画値 900計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
パイプライン整備延長 整備を計画している農業用施設の延長

ha

活
動
指
標

実績値360 実績値 974 実績値 1,124

2

実績値 実績値

実績値

計画値

実績値 2

実績値 実績値

計画値 計画値100 計画値

区画整理整備面積 整備を計画している区画整理の面積

32 計画値

実績値

64 計画値 100 計画値

14 実績値 53 実績値 100

実績値

計画値 計画値計画値

優先度低い

成
果
指
標

パイプライン整備進捗率 整備を計画している農業用施設の整備率

％
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

区画整理整備進捗率 整備を計画している区画整理の整備率

％
計画値

実績値 100

23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

23

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業従事者の減少や高齢化、農業所得の減少等の厳しい状況の中、食料自給率の向上を図る
とともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮されるために、担い手への農地集積
の加速や農業の高付加価値化の推進等により、意欲ある農業者が農業を継続できる環境の整
備や、農業生産効率の向上に成果が期待できるため、現状のまま継続する。

農業競争力の強化に向けた取り組みを行うためには、担い手への農地集積の加速化や農業の
高付加価値の推進等により競争力のある「攻めの農業」を展開する必要がある。
当事業を活用することにより、多様なニーズに沿ったきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に
進めるとともに、農地集積を図りつつ高収益性作物への転換を図る必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

0

0

5,017

4,310

H30

款

3,535

3,535

3,500

4,084

0

0

0

0

0

14,035

0

0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

4,084

H27
|

H30

14,035

3,535

3,535

財源内訳

0

0

3,884

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

②

3

Ⅰ

②多様な担い手の育成・確保

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

会計

農林水産業費

農業委員会費

農業費

0計画額

担当課

05

05

30

01

農業委員会事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

決算額

計画額

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及
び農業者の利益を代表する機関であり、農業者の地位向上並
びに農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図ることを目
的とし事業を展開する。市内の土地利用等について無秩序な
開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上する予定。農家台帳・農地管理シ
ステムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計
上する予定。

0

0

0

事業内容

3,884

3,500

7,779

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0 0

0

0

0

0

0

3,478

3,500

0

0

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。農業委員会法改正により、農業委員会改革を行って
いる先進地への視察研修費を計上している。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。

農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料の支出を行った。また、
県農業会議等への負担金等の支出
を行った。

農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料の支出を行った。また、
県農業会議等への負担金等の支出
を行い、また、先進地視察として１市1
町現地研修を行った。
農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料や県農業会議等への
負担金支出を行った。また、新たな農
業委員及び推進委員への実務研修
を積極的に行った。

当初予算額

決算額

0

0

0

0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

農業現場での担い手不足、鳥獣害被
害等による耕作放棄地の増加など厳
しい状況であるが、農業者の利益代
表機関として農業環境等の改善に向
けた取り組み・推進を図り、農業経営
の安定化を図る。

一般財源

11,672

20,415

事業費計

11,672

0.7 0.0

0.7 0.0

0.7

20,415

3,500

3,478

3,500

5,017

4,310

0

0

0

3,500

7,7790



実績値

／25点

点5 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

5

評価点

点5

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

計画値

実績値

H28H27

農家台帳システムの機器のリースおよび農家データ
の保守業務を行う

各種団体へ負担金の納付

さぬき市産農産物のJAが把握している農産物販売
額。
（農林水産課の農業振興事業と成果指標を共有）

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

計画値

実績値

活
動
指
標

評
価

農業者の代表機関としての責務を農業委員自らが自覚し積極的に活動できる体制が整った。ま
た、新たに農地利用最適化推進委員が加わり、各種研修会への参加により、地域農業者への
関わりなど意識改革が芽生え、重要なことであると認識している。さらには、農業委員会の多様
な業務遂行に当たっては、迅速かつ正確な農地情報を活用することから、農家台帳システムは
必要不可欠なものである。

成
果
指
標

2

2

指標名

農家台帳システム維持管
理

計画値

計画値

今
後
の
方
向
性

3

3

負担金支出

実績値

さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

23

⇒

⇒

計画値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 3

実績値

実績値

計画値

2実績値

3

3

2

実績値

3計画値

方
向
性

5 点

点5

3 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

5 点

5 点

4

理
由

農家台帳システムにより、膨大な農地関係情報を素早く検索し活用ができた。また、市内の農
地情報と税制情報のリンクにより、遊休農地の発生抑制や違反転用の早期に発見することが出
来る。しかしながら、現農家台帳システムから移行しなければいけない新システム（フェーズ２）
には不具合が多く発生していることから、移行には細心の注意が必要である。

件

二次評価（所属長）

点 23
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

3

2

H30

計画値 計画値2

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

0

0

646

597

H30

款

661

661

660

763

0

0

0

0

0

2,641

0

0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

913

H27
|

H30

2,641

661

661

財源内訳

0

0

800

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

②

3

Ⅰ

②多様な担い手の育成・確保

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

農林水産課 記入日 平成30年6月15日

会計

農林水産業費

農業振興費

農業費

0計画額

担当課

15

05

30

01

農業振興事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

0

0

0

0

150

1,127

0

0

0

134

150

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

決算額

計画額

東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
農業振興地域システム保守業務。

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域整備計画の基礎調査
○農産物販売促進活動に対する助成

0

0

0

事業内容

800

660

11,518

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0 0

0

0

0

993

0

1,187

660

0

0

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域システム保守業務
○大阪で実施したトップセールスの活動に対する助成

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域システム保守業務
○高松市で行ったトップセールスによる農産物販売促進活動
に対する助成

東讃農業改良普及協議会へ参画し、農業的課題等の研究や
普及啓発を実施している。農業振興地域の適正管理のため、
農業振興地域システムを保守し、土地異動データを入力・更新
した。さぬき市産農産物の販売促進活動として市長のトップ
セールスを神戸・大阪で実施した。台風で被災した農業用施設
（ビニールハウス）の復旧に対する助成を実施した。

新たにさぬき市産農産物の販売促進
活動に取り組んだ。台風で被災した
農業用施設に対する助成を行った。
H28年度も引き続き、販売促進活動を
支援する。

普及協議会を通じて、地域の農業の
課題・研究及び啓発活動を実施。農
業振興地域の適切な管理を図った。
市長のﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽによりさぬき市産農
産物の販売促進を図った。

普及協議会を通じて、さぬき市農業
の状況を把握し、課題を検討する。大
消費地の大阪での市長のトップセー
ルスによる農産物の販売促進を図っ
た。

当初予算額

決算額

0

0

0

0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

市の農業振興について、関係機関と
農業課題の研究、啓発活動を実施す
る。また、農業振興地域の適正管理、
農産物の販売促進活動を補助した
り、台風等で被災した農業用施設の
復旧に対する助成を実施。

一般財源

2,584

13,588

事業費計

3,711

0.5 0.0

0.5 0.0

0.5

13,738

660

2,180

660

646

731

0

0

0

660

11,5180



実績値

115,000

／25点

点4 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

4

評価点

点4

チェック項目（１～５点で評価）

3 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

計画値

実績値

H28H27

さぬき市産農産物のPR活動を実施する回数。

さぬき市産農産物のJAが把握している農産物販売
額。

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

計画値

実績値

111,000

129,000109,000

活
動
指
標

評
価

　さぬき市の農業情勢を把握し、課題を検討するとともに、トップセールスによる販売先への情
報発信は、さぬき市特産物の販売促進にとても重要である。また、農業振興地域整備計画につ
いても、今後のさぬき市の農業振興計画として重要である。

成
果
指
標

1

1

指標名

さぬき市産農産品のPR活
動数（トップセールスを含
む）

計画値

計画値

今
後
の
方
向
性

実績値

109,000
さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

18

⇒

⇒

計画値 113,000

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

1実績値 1

実績値

計画値

方
向
性

4 点

点4

3 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

4 点

4 点

3

理
由

さぬき市の農業を取り巻く情勢は、農業者の減少や高齢化、これらに伴う生産額の減少や耕作
放棄地の増加など厳しい状況にあり、相対的な農業の活力低下が懸念されている。
　こうしたことから、本事業では、協議会による農業課題の検討を行うとともに、トップセールス等
による販売促進活動を実施し、さぬき市農業の活性化を図っていくため必要である。また、さぬ
き市農業振興地域整備計画を見直す時期となっており、さぬき市の情勢に合ったより良い計画
を策定するための基礎調査を実施する。

万円

二次評価（所属長）

点 19
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

117,000

2

H30

計画値 計画値2

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 みろくふれあい農園事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

1,740 2,814

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

市内外の野菜づくりに意欲のある市民に対し農作業の場を提
供し、農作業、利用者間の交流を通して市民の健康で文化的
な生活の実現を図る。

市内外の農業者以外の住民等が、自
然とのふれあいを通じて住民等相互
の交流を促進し、地域の活性化や農
業に対する理解を深めることを目的と
する。

―0 1,801 30,162

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

施設、機械等の管理業務
地権者の事情で平成29年度末をもって閉園することになり、閉
園に向けた準備をした。

必要に応じ機械の修理をした。また、
閉園に向けた使用者への説明・周知
や地権者との協議に努めた。

計画額

0

0

0

H28

施設、機械等の管理業務 必要に応じ機械・器具の修理、また鳥
獣害対策の１つとしてワイヤメッシュ
柵を設置するなど環境の整備に努め
た。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 641

0

施設、機械等の管理業務
原形復旧のための工事をし、地権者に土地を返還する。

決算額

施設、機械等の管理業務 必要に応じ機械・器具の修理、また鳥
獣害対策の１つとしてワイヤメッシュ
柵を購入するなど環境の整備に努め
た。

計画額 0

0

―

0 510 616

1,126616

503

4,554

1,126

0.1

31,963

0

0 510

0 1,002

498 460

1,1210 480

0

1,1150 450 665

28,601

0.0

0 1,389 1,420 2,809

499

0.1 0.0

958

1,126460 666

1,151

1,151360 791

0.0

当初予算額 0 0 361 28,240

0 388 461

計画額 0 0

0.1

849

410 741

決算額



H30

回
計画値 2

0

1 計画値 1

実績値 0

計画値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
広報掲載数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

区画
計画値

広報等を利用し、農園利用者の増加を図る。

計画値

実績値

成
果
指
標

利用区画数 みろくふれあい農園に設置してある農園全９０区画の
うちの使用区画数。

計画値 計画値

80 計画値

計画値

計画値 70 70

実績値 53 実績値 50 実績値 39 実績値

70 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

12
優先度高い

点 13 点

3 点

3 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

2 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
2

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

みろくふれあい農園はサルによる農作物被害が酷く使用者が減少しており、サル対策を検討し
ていたが地権者の都合により平成29年度末をもって閉園した。
平成30年度は土地の原形復旧のための工事をし、地権者に土地を返還する。

　年々深刻化する鳥獣害被害に対し随時捕獲や防止柵等の対応をしているが、利用率が低下
し、空区画が増加している。
　地権者の都合により平成２９年度末をもって閉園、平成３０年度において土地の原形復旧を
し、地権者へ返還する。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農地流動化推進事業 担当課 農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 363

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手
農業者や農業生産法人への農地集積を図ることにより、遊休
農地・耕作放棄地の解消を目指すとともに効率的・安定的な農
業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興の発展に寄与す
るものである。

担い手へ農地を集積し効率的・安定
的な農業推進を図ることを目的とす
る。 ―0 0 321

計画額 400

当初予算額 300

決算額 280

H29

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。また、香川県
農地機構との事務連絡を図り、担い
手への農地集積・集約化への事務や
制度周知を行った。

計画額

100

100

100

H28

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。また、香川県
農地機構との事務連絡を図り、制度
の周知を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 100

決算額 100

H27

具
体
的
取
組

80

当初予算額 100

100

当初予算額 178

0

農地流動化の推進事業について計上する予定。農業経営基
盤強化促進法に基づく貸借に係る事務費計上予定。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を予定。

決算額

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。

計画額 100

0

―

0 0 93

19393

0

763

193

1.1

621

0

0 0

0 194

0 100

2780 0

0

1040 0 4

46

0.0

0 0 202 482

94

1.0 0.0

200

1900 90

190

1900 90

0.0

当初予算額 0 0 0 46

0 0 8

計画額 100 0

0.7

88

0 90

決算額



H30

件
計画値 500

394

500 計画値 500

実績値 387

計画値 500

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

300 計画値 300
件

計画値 300 計画値

計画値
農用地利用集積計画確認
事務

単位 H27 H28 H29

300

実績値 630 実績値 273 実績値 397 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 271 実績値
活
動
指
標

件
計画値

利用権設定契約期間満了
者への再設定通知

農地の貸し借りの期間が終了する者に通知する事務

農地の貸し借り契約書の内容確認

計画値

実績値

成
果
指
標

利用集積の成立件数 農地の賃貸借が成立したもの

計画値 計画値

500 計画値

計画値

計画値 500 500

実績値 271 実績値 394 実績値 387 実績値

500 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 20 点

4 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業従事者の高齢化等による農地の貸付を希望する者は増加しているものの、担い手不足か
ら農地の利用集積が図り難い状況である中、香川県農地機構を活用した農地集積や新規就農
の促進、認定農業者による担い手が拡充できる環境を機構集積員と連携・強化を図っていく。

利用集積の成立件数において前年度より若干減少したものの、農業委員会に新たに必須業務
となった「農地利用の最適化の推進」に、より重点を置いた活動が求められていることから、今
後も引き続き農業委員と推進委員が二人三脚の体制で、さらに農地機構集積員との連携のも
と、担い手への農地の集積・集約化などを進め、担い手への経営規模の安定・拡大に努めるこ
とが重要である。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



当初予算額 62,141 0 300 2,118

計画額 30,000 0

64,559

決算額

32,450

0.4 0.0当初予算額 31,944 0 350 2,006H29

人・農地プラン作成、県農地機構負担金、農業共済組合助
成、農業経営基盤強化資金利子助成、担い手育成助成、農地
中間管理事業、香川６次産業化促進事業、新規就農者ｻﾎﾟｰﾄ
事業、機構集積協力金、地域を支える集落営農推進事業、農
地集積補助金、農業次世代人材投資資金、経営体育成支援
事業

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 30,000 0

34,300

決算額 33,040 0 312 1,658 35,010

300 2,150 32,450

0.4 0.0当初予算額 41,518 0 350 2,036H28

人・農地プラン作成、県農地機構負担金、農業共済組合助
成、農業経営基盤強化資金利子助成、担い手育成助成、農地
中間管理事業、香川６次産業化促進事業、新規就農者ｻﾎﾟｰﾄ
事業、さぬき讃ﾌﾙｰﾂ生産拡大事業、機構集積協力金、地域を
支える集落営農推進事業、施設園芸推進事業、農地集積補
助金、青年就農給付金、担い手確保・経営強化支援事業

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 30,000 0

43,904

決算額 48,019 0 499 1,696 50,214

300 2,150 32,450

45,642

0.5 0.0

0 1,330 4,842 121,140

決算額 33,909 0 519 1,488 35,916

当初予算額 43,168 0 300 2,174 45,642H27

具
体
的
取
組

・人・農地プラン作成　・県農地機構負担金・農業共済組合助
成・農業経営基盤強化資金利子助成・担い手育成助成・農地
中間管理事業・高品質園芸作物生産拡大条件整備事業・さぬ
き讃フルーツ生産拡大事業・農地有効活用推進事業・地域を
支える集落営農推進強化事業・施設園芸推進事業・青年就農
給付金交付事業・規模拡大交付金

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 43,168

0 1,200 8,624

0 300 2,174

300 2,150

H30

○県農地機構負担金、農業共済組合等助成金
○新規就農者への補助事業
○担い手への農地集積事業及び施設整備導入支援
○集落営農組織への設立支援及び施設整備導入支援

142,992

― ―0 1,300 8,334 188,405
H27

|
H30

事
業
概
要

地域の担い手と位置付けられた経営体（認定農業者等）、及び
集落営農組織等の確保・育成や農地中間管理事業を活用し
た経営改善の促進を図るとともに、兼業、高齢農家、女性農業
者、新規就農者など、小規模な農業者に対しても支援を行い、
農家総参加の農業基盤の確立を図る。

さぬき市農業の担い手となる経営体
に対する国等の補助事業を実施する
ことにより、経営の改善や生産基盤
の強化を図る。

計画額 133,168

当初予算額 178,771

決算額 114,968

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目 15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05 農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 担い手育成事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　本市の農業者の減少や高齢化が顕著であり、さぬき市の農業、農地を活性化するためには担
い手の育成が必要不可欠である。
　こうしたことから、意欲ある多様な担い手を育成・確保することや集落営農の組織化を推進す
る。また、農業者の持続可能な経営体制を整備するため、農地の利用集積や機械設備の導入
や需要のある農産物への作付転換を推奨し、農業経営基盤を強化することで農業経営の安定
化、効率化を図っていく必要がある。
　
　
　

　地域の担い手と位置づけられた経営体及び集落営農組織等の確保・育成や経営改善の促進
を図るとともに、農業の担い手育成・確保のために新規就農者など農業者に対しても支援を
行っており重要な事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19 点

4 点

20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

500 計画値 550 計画値 600

実績値 452 実績値 545 実績値 552 実績値

94 計画値 96 計画値 98

実績値 100 実績値 102 実績値 107 実績値
成
果
指
標

認定農業者数 さぬき市農業の担い手となる認定農家の経営体数。
担いてとなる農業者の確保・育成を行なう。

経営体
計画値 92 計画値

活
動
指
標

担い手の耕作農地面積 担い手となる認定農業者が交錯する農地の面積。担
い手への農地集積が進むことで、耕作農地の保全並
びに耕作放棄地の発生を防いでいる。

ha
計画値 450 計画値

計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値

計画値 計画値

実績値 0 実績値 0 実績値 1

人農地プラン作成件数 今後の農業施策上の基礎となる【人・農地プラン】を市
内の集落単位で作成する。
※国の政策転換により集落単位に拘らず、さぬき市全
域のプランを作成。

集落
計画値 1

計画値

1 計画値 1 計画値 1

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業委員会交付金事業 担当課 農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

30

05 農業委員会費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 53,280

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及
び農業者の利益を代表する機関であり、農業者の地位向上並
びに農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図ることを目
的とし事業を展開する。
市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経
営の安定を今後とも図る。

農地法に基づく法令業務を適正に執
行するとともに、農業者の公的代表
機関として農政活動を行い、農業委
員会を円滑に運営する。

―0 0 60,787

計画額 6,707

当初予算額 7,066

決算額 4,929

H29

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事業をはじ
め、新旧農業委員及び新たな推進委
員の報酬などの支出を行った。また、
円滑な定例会が開催されるよう各地
区農業委員が中心となり許認可に伴
う現地確認や議論を重ねた。

計画額

2,054

1,700

1,700

H28

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事務事業、
農業委員の委員報酬、農地制度実施
円滑化事業に関する事務費の支出
等をした。
事前に小委員会を開催し円滑な定例
会が開催されるように努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 1,607

決算額 1,607

H27

具
体
的
取
組

1,664

当初予算額 1,250

1,658

当初予算額 14,067

0

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について予定。農業委員の委員報酬、農地の適正
な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を予定。

決算額

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事務事業、
農業委員の委員報酬、農地制度実施
円滑化事業に関する事務費の支出
等をした。
全農業委員による会議を定期的に開
催した。

計画額 1,607

0

―

0 0 14,280

15,88714,280

0

59,987

15,887

0.7

67,853

0

0 0

0 15,206

0 13,923

16,1210 0

0

18,6690 0 17,419

17,176

0.0

0 0 40,072 45,001

13,599

1.1 0.6

15,581

15,7000 14,000

14,700

13,7000 12,000

0.0

当初予算額 2,155 0 0 15,021

0 0 12,550

計画額 1,700 0

1.1

14,214

0 13,000

決算額



H30

回
計画値 13

13

13 計画値 13

実績値 14

計画値 13

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

200 計画値 200
件

計画値 200 計画値

計画値
全体会の開催

単位 H27 H28 H29

200

実績値 146 実績値 171 実績値 171 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 13 実績値
活
動
指
標

計画値

各種申請審査 農地法等に基づく申請の審査、許可、県への進達

全農業委員による会議

計画値

実績値

成
果
指
標

農地面積または耕作放棄地面積

計画値 計画値

計画値

計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

23
優先度高い

点 19 点

5 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

毎月定例会を開催することにより、幅広い意見の集約が出来るものである。また、農地法に基
づく農地の権利移動の許可等法令に基づく業務を実施するとともに、優良農地の流動化、担い
手農業者育成支援など農業行政推進に必要な機能を発揮するものである。

平成28年4月から農業委員会法、農地法等の改正が施行され、農業委員会の指揮の下で、地
域における農地利用の最適化や担い手の育成、発展の支援を推進する農地利用最適化への
推進のための法整備がされ、平成29年7月20日には本市農業委員会も新体制に移行した。こう
した中、当委員会でも、農業委員会に与えられている「優良農地の確保とその有効利用」、「担
い手の確保・育成」といった重要な使命と役割を進めていくと共に「関係機関・団体」との連携強
化・地域農業者との積極的な話し合い活動を進めることが重要であるとの認識に基づき、許認
可等意欲・行動する農業委員会として継続して取り組むことが重要である。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 耕作放棄地対策事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を耕作可能な状態
に再生することで、地域の農業を守るとともに、将来の担い手
への農地集積の加速化を図る。

耕作放棄地の解消を図り、担い手へ
の農地集積を図る。

―0 0 2,500

計画額 3,500

当初予算額 2,500

決算額 0

H29

遊休農地の再生利用に対する取り組みを支援し、耕作放棄地
の発生を防ぐ。

さぬき市遊休農地活用事業補助金交
付要綱を制定した。また、事業に取り
組んだ農業者に対し、補助金を交付
した。

計画額

0

500

500

H28

オリーブや市が指定する作物の栽培の普及推進を図り、地域
の農地を保全するとともに遊休農地化の発生防止対策を目的
とする。
国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取
り組みを支援する。

当初予定していた事業者が事業を行
わなかったため、実績なし。

計画額

決算額

H30

当初予算額 2,000

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 500

0

当初予算額 1,000

0

遊休農地の再生利用に対する取り組みを支援し、耕作放棄地
の発生を防ぐ。

決算額

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取
り組みを支援する。

当初予定していた事業者が事業を行
わなかったため、実績なし。

計画額 2,000

0

―

0 0 0

2,0000

0

3,500

2,000

0.2

5,000

0

0 0

0 0

0 0

1,0000 0

0

1,0000 0 500

1,000

0.0

0 0 124 124

0

0.2 0.0

0

5000 0

500

5000 0

0.0

当初予算額 0 0 0 1,000

0 0 124

計画額 500 0

0.2

124

0 0

決算額



H30

件
計画値 1

0

1 計画値 1

実績値 1

計画値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
耕作放棄地の再生支援件
数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

㎡
計画値

耕作放棄地の再生を支援した件数。

計画値

実績値

成
果
指
標

オリーブ栽培面積 オリーブの作付による耕作放棄地の解消を図る。

計画値 計画値

5,200 計画値

計画値

計画値 15,000 20,000

実績値 5,200 実績値 0 実績値 14,500 実績値

10,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19
優先度高い

点 18 点

4 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

特に集落の農地保全を目的とする集落営農組織に事業の目的及び概要について周知を行い、
集落内の遊休地対策を推進する。

増加し続ける耕作放棄地を未然に防ぐ本事業は有効である。今後、制度の活用状況により、現
状に即した事業として推進する必要がある。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

中山間地域直接支払事業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中山間地域等直接支払制度事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

55主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

H29

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

協定農用地の追加整備が4集落、超
急傾斜農地保全管理加算の新規取
組要望が1集落あり、協定を結び直し
た。全集落について協定に基づいた
活動が実施されていることを確認し
た。

H28

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

協定農用地の追加整備が2集落、体
制整備活動の新規取組要望が1集落
あり、協定を結び直した。全集落につ
いて協定に基づいた活動が実施され
ていることを確認した。

事
業
概
要

中山間地域等における集落と農用地を維持・管理していくため
の協定を締結し、地目及び傾斜区分毎に設定された交付単価
に基づいて協定農用地面積に応じた金額を交付する。

急傾斜地など生産コストがかかる中
山間地域における平地との農業生産
条件の不利補正策として、農業生産
活動の維持・活性化を図り、多面的
機能の確保や耕作放棄を未然に防ぐ
ことを目的とした事業である。

H27

具
体
的
取
組

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

4期開始年度であり、新規に2集落と
協定を結び、協定継続集落について
も協定農用地の見直し等を行った。
※H28年度以降の協定農用地の追加
と体制整備活動の新規取組の要望
があるので1部集落協定を結び直す。

H27
|

H30

25,443

0.9

0 0 7,585

決算額 43,393

当初予算額 17,858

計画額 17,858

決算額 14,310

90,213

―0 0 24,948 86,901

計画額 65,078

当初予算額 61,953

0.0

0 2 19,843 63,238

0 0

0

20,733 0.0

―

0 0 25,135

8,377 22,687

0 0 7,585 25,443

0 2 5,677

計画額

決算額

0.7

20,135

0 5,850 21,590

14,456

0 0 5,789

当初予算額 15,165 0 0 5,568

15,740

0

20,207

計画額

決算額

0.5

20,416

0 5,850 21,590

14,627

5,8500 0

0.0当初予算額 14,379 0 0 5,828

15,740

当初予算額 14,551 0 0 5,967

計画額 15,740 21,590

20,518

決算額



件
計画値 28

実績値

28

H28 H29 H30単位 H27

28 計画値 28計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
集落協定数 5年間事業に取り組む集落とその活動内容について

協定を締結する。

ha

活
動
指
標

実績値28 実績値 28 実績値 28

147

実績値 148 実績値

8

実績値

計画値

実績値 147

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

対象農用地面積 協定に記載され事業対象となっている農用地。

8 計画値

実績値

8 計画値 8 計画値

148

8 実績値 8 実績値 8

実績値

計画値 147 147計画値 147計画値

優先度低い

成
果
指
標

耕作放棄地防止効果 農用地減少防止面積＝対象農用地×11.6%（国の率）
耕作放棄地防止面積＝農用地減少防止面積×46%
（かい廃率）
※第3期対策最終評価（農林水産省）参照

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

ha
計画値

実績値

22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

20

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

中山間地域は流域の上流部に位置し、その地域における農業生産活動は下流域に対して水源
涵養機能、洪水防止機能等の多面的機能を有しています。しかし、中山間地域は農業生産活
動において自然的・経済的・社会的条件が不利な地域であり、特に担い手の減少、耕作放棄地
の増大が進みやすい地域でもあります。
本事業により中山間地域における農業生産活動の支援を行うことは、中山間地域の有する水
源涵養、災害防止といった役割を維持することに対して大いに効果があると考えています。対象
地域が制限され、また農業生産活動に不利な地域であることから事業対象となる集落、農用地
の大幅な増大が見込まれないこともあり、現在協定を締結している集落、農用地に引き続き支
援を続けていくことが重要であると考えます。

中山間地域の農業従事者の高齢化による深刻な担い手不足や耕作放棄地の増大に対して、こ
の制度を有効に活用し、農業生産の維持を通じて多面的機能の確保や地域の活性化に繋げて
いく必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 有害鳥獣被害防止対策事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④鳥獣被害対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

6,840 25,068

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

鳥獣の保護、及び狩猟の適正化に関する法律第9条、及び第
19条の規定に基づく事務、並びに有害鳥獣による農作物の被
害を防止するための事業である。

侵入防止柵の設置補助等の農地防
衛と地区猟友会による適切な個体数
調整を組み合わせて行うことで、市内
における有害鳥獣（イノシシ・ニホン
ザル等）による農作物等への被害を
防止・軽減するための事業である。

―0 1,710 36,645

計画額 7,183

当初予算額 23,689

決算額 18,593

H29

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
　（防除ネット　21セット・電気柵　15セット・金網柵　1,363枚）
・侵入防止柵（電気柵等）設置に係る市補助　（1セット）
・狩猟免許申請手数料補助　（夏期9名・冬期 4名　計13名）
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金　（イノシシ　1,148頭
・ニホンザル　91頭・シカ　45頭・アライグマ　7頭・ハクビシン

さぬき市鳥獣被害対策実施隊に市職
員含め62名を任命し、迅速な鳥獣捕
獲に向けた対応をとった。
さぬき市鳥獣害対策協議会のイノシ
シ用捕獲檻及びセンサーカメラ等の
購入に補助を行った。

計画額

5,827

1,795

1,798

H28

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
・狩猟免許申請手数料補助
・集落における鳥獣被害防止対策推進への補助
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金
・さぬき市鳥獣被害対策実施隊の設置
・さぬき市鳥獣害対策協議会の事業執行に係る補助　等

有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金
の対象鳥獣にシカを追加し、鳥獣捕
獲の拡充を図った。
さぬき市鳥獣被害防止計画に定める
被害防止施策を適切に実施するた
め、さぬき市鳥獣被害対策実施隊を

計画額

決算額

H30

当初予算額 1,795

決算額 4,969

H27

具
体
的
取
組

8,450

当初予算額 6,890

5,174

当初予算額 8,121

0

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害
防止のための補助等を行う。

決算額

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
　（防除ネット　26セット・電気柵　21セット・金網柵　3,029枚）
・侵入防止柵（電気柵等）設置に係る市補助　（3セット）
・狩猟免許申請手数料補助　（夏期 24名・冬期 5名　計29名）
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金　（イノシシ　548頭
・ニホンザル　129頭・アライグマ　13頭・ハクビシン　11頭）　等

狩猟免許新規取得者への補助とし
て、従来対象としてきた夏期試験合
格者に加え、H27年度からは冬期試
験合格者についても狩猟免許申請手
数料（上限5,200円）と予備講習会受
講料（全額補助）の補助を行った。

計画額 1,795

0

―

0 1,710 6,267

9,7726,267

0

39,091

9,772

1.2

62,044

0

0 1,710

0 11,711

0 5,264

13,9480 0

0

17,1780 0 10,288

21,146

0.0

0 0 19,767 38,360

6,742

0.9 0.0

10,438

9,7721,710 6,267

9,775

9,7721,710 6,267

0.0

当初予算額 9,177 0 0 11,969

0 0 7,761

計画額 1,795 0

0.9

16,211

1,710 6,267

決算額



H30

頭
計画値 450

600

400 計画値 400

実績値 1,239

計画値 350

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20 計画値 20
セット

計画値 20 計画値

計画値
有害鳥獣捕獲件数

単位 H27 H28 H29

20

実績値 3 実績値 0 実績値 1 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 677 実績値
活
動
指
標

万円
計画値

侵入防止柵（電気柵等）設
置数

市の補助事業を活用して設置された侵入防止柵（電
気柵等）の設置数。

市内地区猟友会等により有害鳥獣捕獲され捕獲奨励
金の対象になったイノシシ及びニホンザルの頭数。

計画値

実績値

成
果
指
標

さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

有害鳥獣による農作物被害額（減少していれば事業
の効果が認められる）、これが不明なら農産品販売額
（農業振興事業と成果指標を共有）。

計画値 計画値

109,000 計画値

計画値

計画値 113,000 115,000

実績値 109,000 実績値 129,000 実績値 117,000 実績値

111,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19
優先度高い

点 19 点

4 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　市内における有害鳥獣（イノシシ・ニホンザル等）による農作物等への被害は年度によって増
減があるものの、有害鳥獣の生息数自体は増加傾向にあるため、今後も侵入防止柵の設置補
助等の農地防衛と市内地区猟友会による適切な捕獲・個体数調整を組み合わせて継続的に行
う必要があると認められる。
　ただし、将来的には、今まで継続して行ってきた対策の効果が表れ、市内農作物等への被害
が逓減していくことを目指しているため、本事業自体も縮小していくことが望ましいと考えられ
る。

　年々深刻化する農作物被害を最小限に抑える役割を果たしているため、必要であると考え
る。自主防衛（電気柵等）と捕獲を組み合わせることで、農作物を有害鳥獣から守ることを強化
できている。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



2200 0

当初予算額 597 0 0 3,945

計画額 0 220

4,542

決算額

0.0当初予算額 708 0 0 4,017

0 0

4,725

計画額

決算額

0.6

3,603

0 220 220

422 0 0 3,181

220

380 0 0 3,860

当初予算額 523 0 0 3,994

0 0計画額

当初予算額 1,828

8,446

―

0 0 9,106

0.04,517

0.0

0 0 15,022 15,824

0 0 7,981 7,981

0

決算額

0.7

4,240

0 220

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・農事組合法人等へ
の機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

さぬき市の重点推進作物の出荷支援
や集落営農法人等への機械導入支
援、農業者の経営能力向上を支援し
た。また、環境に配慮した農業に取り
組む事業者に対する支援を行った。

決算額 0

9,106

―0 0 20,402 22,230

0 8,446 0.6

0 0 8,446

決算額 802

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

農業振興費

H28

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事
組合法人等への機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

特産品研究・産直活動や重点推進作
物の出荷支援や集落営農法人等へ
の機械導入支援、農業者の経営能力
向上を支援した。

事
業
概
要

消費者ニーズに対応した付加価値の高い農産物を安定的に
生産し、多様な流通・販売体制により産地づくりを図る。また、
地産地消や食育の推進、さらに食の安全・安心の確保に向け
た取り組みにより、消費者との信頼関係を深める。

農作物生産に対する支援を行い、安
定的な生産及び健全な経営を図る。
また、食への意識を高めるため、親
子参加型の食育推進活動等を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

8,446

具
体
的
取
組

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○大串ぶどう園撤去事業
○大串ぶどう園土地借上料

・農業者団体の農産物生産価値を高
める活動に対し支援した。
・大串ぶどう園の土地賃貸借契約期
間満了のため、地権者へ土地を返還
した。

H30

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・農事組合法人等へ
の機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 産地づくり事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

消費者のニーズに対応した付加価値の高い農産物を安定的、効率的に生産するための支援を
行い、農産物の産地としての基盤を強化する。また、環境に配慮した環境保全型農業の取り組
みを支援する。

　特色ある農作物の産地を育成し、また、地域の特性を生かした個性的な生産・販売ができる
環境を整備し、さぬき市ならではのきめ細やかな支援対策を推進するために必要な事業であ
る。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点19

点

点

5 点

3

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200 計画値

実績値

205 計画値 210 計画値 215

216 実績値 219 実績値 216

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

市内に農作物直売所に出
品している農業者数

地産地消を促進するため、市内の農産物直売所に農
産物を出品している農業者の総数。

計画値

実績値

さぬき市生活研究グルー
プ連絡協議会活動回数

生活研究グループ員相互の連絡と親睦を密にし、グ
ループ活動の促進と地域の発展に寄与する。

回
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値14 実績値 12 実績値 12

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,9750 0

当初予算額 8,350 0 0 0

計画額 7,075 11,050

8,350

決算額

0.0当初予算額 7,000 0 0 0

7,075 0

7,000

計画額

決算額

0.3

7,803

0 3,975 11,050

7,803 0 0 0

11,050

6,581 0 0 0

当初予算額 7,500 0 0 0

7,075 0計画額

当初予算額 30,422

11,545

―

0 0 15,898

0.07,500

0.0

0 0 2,991 24,439

0 0 2,991 10,055

0

決算額

0.3

6,581

0 3,975

○経営所得安定対策等推進事業 水稲の生産管理を行うとともに、国が
実施する有効な水田活用の方策に則
り、農業者の所得の安定化を図った。

決算額 7,064

44,695

―0 0 3,973 34,395

0 3,973 0.5

0 0 3,973

決算額 21,448

当初予算額 7,572

計画額 7,572

計画額 28,797

項 05

事業費（千円）

農業振興費

H28

○経営所得安定対策等推進事業 ・水稲の生産管理を行うことにより、
農業者の経営所得安定を図った。

事
業
概
要

国の農業政策については、大きな転換期を迎えている中、農
産物の安定供給、産地育成強化を図る。

地域協議会と連携し、農産物の安定
供給及び経営所得の改善を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

11,545

具
体
的
取
組

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事
組合法人等への機械整備等補助）
○経営所得安定対策等推進事業
○環境保全型農業直接支援事業

・集落営農組織等に対し、新たな機械
の導入支援をした。
・水稲の生産管理を行うことにより、
農業者の経営所得安定を図った。
・環境保全に効果の高い営農活動促
進支援を行った。

H30

○経営所得安定対策等推進事業

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 米政策改革支援事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

国の農業施策である経営所得安定対策事業を実施し、米麦を中心に経営している農業者の農
業経営の安定を図る。今後、主食用米の水稲生産については国からの生産数量の提示がなく
なり、各農業者が需要に応じた生産量を判断し経営することとなることから、本事業による農業
者への啓発が重要となる。

　国の農業施策については、大きな転換期を迎え、米の生産調整等について各農業者の適切
な判断が必要とされ、本事業での取り組みが重要となる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点21

点

点

4 点

4

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

90 計画値

実績値

90 計画値 90 計画値 -

94 実績値 91 実績値 91

活
動
指
標

％
計画値

計画値

成
果
指
標

生産調整への取り組み成
果

県から割り当てられた作付け面積に対する達成率。

計画値

実績値

生産調整の説明会開催回
数

生産調整に伴う説明会の開催回数。

回
計画値 計画値 -

計画値 計画値計画値

実績値20 実績値 19 実績値 5

単位 H27

20 計画値 20計画値20

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



13,1000 0

当初予算額 0 0 0 2,732

計画額 0 13,100

2,732

決算額

0.0当初予算額 0 0 0 1,783

0 0

1,783

計画額

決算額

0.4

677

0 2,500 2,500

0 0 0 677

1,100

0 0 0 14,278

当初予算額 0 0 0 16,368

0 0計画額

当初予算額 0

5,942

―

0 0 22,642

0.016,368

0.0

0 0 20,409 20,409

0 0 5,454 5,454

0

決算額

0.4

14,278

0 1,100

○ワイン加工施設電気設備（ＬＢＳ及びトランス・コンデンサー）
交換

電気設備（LBS及びコンデンサー）の
更新を行い、施設の適正管理に努め
た。

決算額 0

22,642

―0 0 26,825 26,825

0 5,942 0.2

0 0 5,942

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

農業農村施設費

H28

○ワイン加工施設屋根修繕 ・加工施設の屋根の防水シートを改
修し、建物内の雨漏りを防ぐととも
に、建物の外観風景等の回復を図っ
た。

事
業
概
要

老朽化している施設を適切に管理し、良質なさぬき市産ワイン
の生産に寄与する。また、老朽化による電気・機械設備のトラ
ブルを防止するため、計画的に機器交換を実施する。

老朽化している施設の適正管理を行
うことにより、安心、安全で良質なワ
インの製造を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

5,942

具
体
的
取
組

○ワイン加工施設貯酒冷却器更新
○ワイン加工施設電気設備（ＰＡＳ）交換

・ワイン貯酒冷却器更新により、ワイ
ンの品質向上を図った。
・電気設備（ＰＡＳ）を修繕し、施設及
び周辺地域への安全確保を行なっ
た。

H30

○ワイン等アルコール測定装置更新

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

22

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ワイン加工施設管理事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当該施設は県内唯一のワイン加工施設であり、大串自然公園の入口付近に位置する。建物は
建設以来２８年を経過しており、建物の経年劣化が顕著となっている。屋根の改修工事を行い、
建物外観風景を回復させ、来客者の印象や、大串半島全体の印象が良くするとともに、安心、
安全で良質なワインを生産する環境を確保することにより、さぬきワインの品質を向上させ、消
費者の満足度を高める。アルコール測定装置を導入し、品質のチェックを正確に実施し、加工施
設として適切な品質管理を実施する。

県内唯一のワイン加工施設であるが、建築以来２８年を経過しており、経年劣化、また電気・機
械設備等の痛みが顕著となってきている。屋根の改修工事により、大串半島のロケーションに
見合う建物外観風景を回復させ、来客者の印象や、大串半島全体の印象をよくしている。今後、
適切な施設管理により安心・安全で品質の良いワインの生産を図る。また、商工観光課とも連
携をとり、大串半島全体としての在り方の検討が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

↑32444 計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

34,870 計画値

実績値

33,306 計画値 33,306 計画値 33,306

32,404 実績値 33,444 実績値 32,884

活
動
指
標

千円
計画値

計画値

成
果
指
標

ワイン売上 ワインの売上高。

計画値

実績値

ワイン加工施設修繕件数 施設の適正管理係る修理件数。

件
計画値 計画値 3

計画値 計画値計画値

実績値2 実績値 1 実績値 1

単位 H27

1 計画値 3計画値2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域活性化複合施設管理事業①（施設管理・運営関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

22 農業農村施設費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

1,000 11,093

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

旧多和小学校施設を活用し、天体望遠鏡博物館を核とした地
域活性化複合施設を整備して運営していくことで、市の観光及
び産業の振興、定住促進など、地域活性化のための取組を推
進していく事業である。

産直、どぶろく、天体望遠鏡博物館と
地域活性化複合施設を整備し、市の
観光等に推進していく。 ―0 1,000 19,155

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

施設の適切な維持管理のため、天体
望遠鏡博物館の網戸や排煙オペレー
ター等の修繕を行った。

計画額

0

0

0

H28

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

天体望遠鏡収納庫の整備により、天
体望遠鏡博物館の施設の充実を図っ
た。
また、施設の老朽化に伴う屋上防水
修繕工事等を行い、施設の適切な維
持管理に努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 7,188

0

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

決算額

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

平成28年3月13日からの天体望遠鏡
博物館開館に向けて、役員会等で協
議を重ねた。指定管理者、天体望遠
鏡関係者、政策課と協力して式典を
成功させた。

計画額 0

0

―

0 1,000 2,843

3,8432,843

1,000

12,093

3,843

0.2

20,155

0

0 1,000

0 3,908

0 13,331

7,1880 0

0

4,9820 0 4,982

4,142

0.0

0 1,000 21,591 22,591

2,908

0.4 0.0

13,331

2,7500 2,750

2,750

2,7500 2,750

0.0

当初予算額 0 0 0 4,142

0 0 5,352

計画額 0 0

0.3

5,352

0 2,750

決算額



H30

箇所
計画値 0

3

2 計画値 2

実績値 5

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
修繕箇所数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用できる
ように適宜修繕を施す。

計画値

実績値

成
果
指
標

施設入場者数（天体望遠
鏡博物館）

土日、土日に係る祝日の施設入場者数。

計画値 計画値

500 計画値

計画値

計画値 3,000 3,000

実績値 401 実績値 3,017 実績値 3,183 実績値

3,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

16
優先度高い

点 16 点

4 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　天体望遠鏡博物館は老朽化と寒冷地であるため施設の故障が多いため、必要に応じて修繕
する。
　また、市の観光及び産業の振興など地域活性化のため、指定管理者とともに施設の管理運営
を行う。。

旧多和小学校施設を活用し、地域活性化複合施設を整備して運営していくことで、市の観光及
び産業の振興等、地域活性化のための取組を推進していく重要な事業である。天体望遠鏡博
物館も開館し、今後さぬき市の観光の１つとして重要な役割を担う施設である。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



1200 0

当初予算額 0 0 0 210

計画額 0 120

210

決算額

0.0当初予算額 0 0 0 210

0 0

210

計画額

決算額

0.3

118

0 120 120

0 0 0 118

120

21,140 0 0 118

当初予算額 0 0 0 210

0 0計画額

当初予算額 0

120

―

0 0 480

0.0210

0.0

0 0 350 21,490

0 0 114 114

0

決算額

0.2

21,258

0 120

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○鳥インフルエンザ発生に伴う防疫事業

・さぬき市が加盟している公益社団法
人香川県畜産協会に対して負担金を
拠出した。
・農家の生産意欲及び市内畜産物の
品質の向上を図るため、香川県畜産
共進会への出品補助を行った。

決算額 0

480

―0 0 750 750

0 120 0.2

0 0 120

決算額 21,140

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

畜産業費

H28

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○畜産競争力強化対策整備事業補助

搾乳作業や堆肥生産の効率化を通じ
て規模拡大を図るモデル的な酪農経
営を育成・支援することを目的に、家
畜飼養管理施設（ミルキングパー
ラー）の導入に対する補助を行った。

事
業
概
要

外国産食肉の輸入拡大、食の安全性の問題など、取り巻く環
境が非常に厳しい畜産農家の意欲拡大を図るための事業。

高齢化・後継者不足及び飼料価格高
騰等の複数の要因により、経営環境
が厳しさを増している市内酪農・畜産
農家に対し、県畜産共進会への出品
補助等を行い、農家の生産意欲の向
上に資するための事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

120

具
体
的
取
組

○県畜産協会負担　（負担金　110千円）
○県畜産共進会補助　（家畜搬入運賃補助　１頭分）

・さぬき市が加盟している公益社団法
人香川県畜産協会に対して負担金を
拠出した。
・農家の生産意欲及び市内畜産物の
品質の向上を図るため、香川県畜産
共進会への出品補助を行った。

H30

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○農協各部会（酪農部会・肉牛部会）等補助

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 畜産振興事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

122

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　さぬき市が加盟している公益社団法人香川県畜産協会は、畜産経営の安定向上と良質な畜
産物の生産、消費等の事業を推進して、畜産の振興に寄与することを目的としているものであ
り、今後も事業を継続していく必要がある。
　また、高齢化・後継者不足及び飼料価格高騰等の複数の要因により、厳しい経営状況に置か
れている市内酪農・畜産農家に対しては、今後とも県畜産共進会への出品補助等を行い、農家
の生産意欲の向上を継続的に図っていく必要がある。

畜産農家は、厳しい経営状態にあるため、畜産共進会への支援は減少する畜産農家及び畜産
業活性化のために必要であると思われる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

3

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

130 計画値 140 計画値 140

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値 117

100 計画値

実績値 105 実績値

実績値

12 計画値

実績値

12 計画値 12 計画値 12

10 実績値 13 実績値 11

活
動
指
標

農協畜産部会（酪農部会・
肉牛部会）の会員数

農協畜産部会（酪農部会・肉牛部会）の会員数。

頭
計画値

計画値

成
果
指
標

県畜産共進会への出品頭
数

牛・豚等の改良の成果と肉の品質を競う県畜産共進
会に出品された家畜頭数。

人
計画値

実績値

県畜産共進会への出品頭
数

県畜産共進会への出品頭数。

頭
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値10 実績値 13 実績値 11

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



8,4910 0

当初予算額 920 0 0 15,813

計画額 4,688 13,179

16,733

決算額

0.0当初予算額 1,852 0 0 15,963

4,688 0

17,815

計画額

決算額

0.6

14,698

0 9,009 13,697

1,127 0 0 13,571

13,179

1,657 0 0 13,060

当初予算額 3,775 0 0 18,170

4,688 0計画額

当初予算額 10,737

14,790

―

0 0 36,591

0.021,945

0.0

0 0 37,763 43,343

0 0 11,132 13,928

0

決算額

0.6

14,717

0 8,491

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

さぬき市森林整備計画に基づき、市
有林の適正な維持管理に努めた。ま
た、同様に私有林についても経営計
画に基づき、保育施業等を行い、県
査定額の１割以内を上限とし、補助を
行った。

決算額 2,796

54,845

―0 0 60,546 71,283

0 10,600 0.7

0 0 10,600

決算額 5,580

当初予算額 4,190

計画額 4,190

計画額 18,254

項 10

事業費（千円）

林業振興費

H28

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

さぬき市森林整備計画に基づき、保
育間伐、竹林伐採等を行い、適正な
維持管理に努めた。また、同様に私
有林についても保育施業を行い、県
査定額の１割以内を上限とし、補助を
行った。

事
業
概
要

森林施業の振興と森林の公益的機能の充実を図る。 森林の適切な維持管理及び保全を
行うことにより自然環境の維持を目的
とする。さぬき市森林経営計画に基
づき適切な施業を推進し、森林資源
の育成と多面的機能の維持管理を図
る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,790

具
体
的
取
組

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（搬出間伐）

さぬき市森林経営計画に基づき、計
画的に下刈り、間伐等の保育施業を
行った。また、私有林についても同様
に保育施業を行う者に県査定額の１
割を補助金として交付した。

H30

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑥ ⑥林業基盤の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 林業振興事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市森林経営計画に基づき、森林の適正な整備・保全を行い、森林を健全な状態で維持・
管理し、本来の森林が有する多面的機能を十全に発揮させる。また、私有林についても経営計
画に基づき施業を行った。今後も国県補助金等を含め、他事業と連携し各種様々な面で効率的
に維持管理を行う。

木材価格の長期低落傾向から脱する見通しがつけにくく、また所有者の山林に対する投資意識
は薄く、今後の森林の荒廃が危惧されるところである。しかし、森林環境保全のため、市森林経
営計画に基づく施業、私有林施業に対し補助金交付することにより所有者負担の軽減を図り、
森林荒廃を少しでもくいとめる必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 7 実績値 5 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

63 計画値

実績値

46 計画値 41 計画値 39

56 実績値 58 実績値 40

5

活
動
指
標

ha
計画値

市有林整備 さぬき市森林経営計画の基づき、市有林整備を施業
する。

計画値

成
果
指
標

森林施業の効率化 整備を終えた森林の面積または比率。

計画値

ha

実績値

私有林整備補助 私有林の整備（植栽・保育等）に対し補助金を交付し、
森林環境改善等を目的とした施業の集約化を促進す
る。

ha
計画値 計画値 35

14 計画値 11 計画値 4計画値 6

実績値49 実績値 53 実績値 35

単位 H27

35 計画値 35計画値49

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



5,1699,600 1,911

当初予算額 20,963 9,000 2,209 11,774

計画額 13,826 30,506

43,946

決算額

0.0当初予算額 2,225 1,800 950 6,648

13,826 9,600

11,623

計画額

決算額

0.5

8,762

1,911 5,169 30,506

1,128 1,200 638 5,796

30,506

3,394 3,800 373 4,699

当初予算額 7,521 0 430 5,181

13,826 9,600計画額

当初予算額 35,110

14,862

―

32,000 6,143 22,358

0.013,132

0.0

8,200 1,613 16,802 35,479

3,200 602 6,307 14,451

3,200

決算額

0.5

12,266

1,911 5,169

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

林道長尾谷鈴竹線路肩改良、林道矢
筈太郎兵衛線法面改良（モルタル吹
付工）を行った。林道改良を行うこと
により、災害に強く、安全で安心して
走行できる林道整備を目指す。

決算額 4,342

106,380

―14,000 3,999 30,454 83,563

410 6,851 0.6

3,200 410 6,851

決算額 8,864

当初予算額 4,401

計画額 4,401

計画額 45,879

項 10

事業費（千円）

治山林道建設費

H28

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

林道長尾谷杖立線法面改良（モルタ
ル吹付工）を行った。改良を行うこと
により、土砂崩れ等の防止を行い、事
故を未然に防ぐ。また、今後も定期的
な改良を行い安全で適正な林道管理
を行う。

事
業
概
要

林道の改良及び維持管理並びに治山 さぬき市林道は42路線あり、解説後
長い年月が経っており損傷が大きく
なっている個所が見受けられる。通行
時等の安全性を保持し、事故等を未
然に防ぐため危険と判断される路線
について治山事業を施業する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,862

具
体
的
取
組

○県単独補助林道整備事業2路線県単独補助治山事業1ヶ所
○林道維持修繕

林道改良事業として2路線、橋梁改修
1ヶ所及び維持修繕を行った。また、
林道の状況を調査することにより今
後の改良、維持修繕の計画的施業の
推進につとめる。

H30

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑥ ⑥林業基盤の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 治山林道事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

林道は、木材生産機能、森林の保全・水源かん養、森林管理等において重要な道路である。ま
た、山村地域の生活や産業活動のためにも利用され生活道の一部としても有効利用されてい
る。そのため、維持管理は必要不可欠なものであり、今後も定期的な改良事業を行う。また、計
画的に林道改良を行うことにより、山地災害等を未然に防ぎ、安全で安心して利用できる林道
管理を目指す。

市内における林業振興には、植栽、枝打ち、間伐材搬出等施業の基幹となる林道整備は必要
不可欠であり、継続的に維持管理し、また生活道的役割も担っているため、林道の通行の安全
を確保するための適正管理であることから、継続的な事業の遂行が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

3 点

4

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 12 実績値 11 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

12 計画値

実績値

12 計画値 12 計画値 12

15 実績値 12 実績値 11

10

活
動
指
標

整備数
計画値

林道維持修繕 林道通行時に支障となる雑草木、崩土の除去等の修
繕を行う。

計画値

成
果
指
標

林道施設の保全 適切に保全されている林道施設の数。

計画値

修繕数

実績値

林道施設等の改良 老朽化した林道の修繕を行い、適正な維持管理を行
う。

改良数
計画値 計画値 2

10 計画値 10 計画値 10計画値 10

実績値3 実績値 1 実績値 1

単位 H27

2 計画値 2計画値2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 0 0 0 322

計画額 0 0

322

281

0

0

715 715

715

○教育のもり維持管理 Ｈ28末の前山小学校の廃止に伴い、
椎茸植菌の体験学習については開
催していないが、教育のもり施設につ
いては適正な維持管理を行った。

計画額 0 0

502

決算額 0 0 0

0 715

0.1

0 686 686

0.0当初予算額 0 0 0 502

686

決算額 0 0 0 363 363

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 686

281

710

0.1 0.0

0 0 1,133 1,133

0 0 489

0 0 710

489

0 0 710 710

H30

○教育のもり維持管理

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○教育のもり維持管理
○椎茸植菌等の体験学習会実施

教育のもりの適切な維持管理を行
い、地域の児童に向けて、椎茸植菌
の体験学習を開催する。

計画額 0

H28

○教育のもり維持管理
○椎茸植菌等の体験学習会実施

教育のもりの適切な維持管理を行
い、地域の児童に向けて、椎茸植菌
の体験学習を開催する。H28末に前
山小学校が閉校することに伴い、H29
年度より椎茸植菌の体験学習を休止
する。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

地域住民、一般利用者が森林とのふれあいや体験学習を通じ
て、森林や山村に対する理解を深め、地域の再発見、地域づ
くりへの参加、及び世代間、地域間交流の促進を図る。

多和地区にある施設（教育のもり）の
適切な維持管理を行い、炭焼き施設
を利用した、炭焼きやシイタケの植菌
を地域の児童に体験学習をさせるこ
とにより、森林への親しみを深める。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

2,826

― ―0 0 2,220 2,220

0 0 2,826

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ⑦ ⑦森林への総合理解の浸透 目 05 林業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 10 林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育のもり管理事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

　椎茸植菌等の体験学習会は、前山小学校が平成28年度末を持って閉校したので、平成29年
度以降は休止している。
　教育のもり施設の利用が無くなることに伴い、本施設の休止について、香川県みどり整備課と
協議した結果、施設を建設するに当たって国及び県の補助金を活用していることから“休止する
ことが出来ない”との回答であった。
　本施設に設置されているトイレのみ日常的に利用されていることから、現状どおり適切な維持
管理に努める。
　ただし、民間等による施設の利用要望により有効活用が見込める場合は協議・検討の上、活
用するものとする。

前山小学校は閉校したが、施設を休止することはできない為、現状どおりの維持管理が必要で
ある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

7４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 1 点
余地がある ⇒ 余地はない

1 点

点

1 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 1 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

15

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 0

計画値 0

実績値 11 実績値 12 実績値 0 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

体験学習の参加者数 体験学習の参加者数。

人
計画値 10 計画値

日
計画値 10 計画値 10

10 計画値 0

計画値

活
動
指
標

計画値 0

実績値 7 実績値 6 実績値 0

教育のもり体験学習実施
回数

炭焼窯を利用した炭焼きや椎茸の植菌などの体験学
習を行った回数。

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 0 実績値

遊歩道整備業務日数 遊歩道の草刈りや路肩修繕等の土木作業を行った日
数。

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

1 計画値 0計画値 計画値 0

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 0 0 455 4,154

計画額 0 0

4,609

3,512

486

0

2,210 2,696

2,696

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

計画額 0 0

3,641

決算額 0 0 486

486 2,210

0.2

486 2,795 3,281

0.0当初予算額 0 0 486 3,155

3,281

決算額 0 0 486 2,522 3,008

0.2 0.0当初予算額 0 0 486 2,795

3,026

2,696

0.4 0.0

0 1,458 8,280 9,738

0 486 2,732

0 486 2,210

3,218

0 486 2,210 2,696

H30

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

計画額 0

H28

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

市内11漁港区域内における施設の維持、保全並びに施設利
用について、適切な管理、運営を図る。

漁港施設の円滑な利用を維持するた
め、継続的かつ適切な維持管理に努
めていく。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

11,369

― ―0 1,913 12,314 14,227

0 1,944 9,425

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①漁業生産基盤の整備 目 10 漁港管理費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 漁港管理事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

漁港施設の円滑な利用を維持するため、継続的かつ適切な維持管理に努めていく。 施設の円滑な利用を維持するため今後も継続していく必要があると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 420 実績値 394 実績値 395 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁港の登録漁船数 漁港に登録している漁船数。

隻
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

修繕箇所数 施設の機能を維持するための年間の修繕箇所数を指
標とする。

箇所
計画値 10

実績値 9 実績値 7 実績値 7 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

10 計画値 10計画値 計画値 10

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 37,500 22,800 4,520 17,916

計画額 54,000 25,200

82,736

49,073

0

17,600

3,794 83,644

80,700

○地震・津波対策事業　地質調査・測量設計（脇元）（H28繰越
分）
○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（白方、
泊）
○単独事業　海岸保全区域の見直し（白方、長浜）
○単独事業　深浅測量・潜水探査（泊）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための計画及
び区域の見直しを行った。

計画額 55,750 24,100

85,307

決算額 23,896 8,200 530

0 1,500

0.4

1,095 4,415 73,055

0.0当初予算額 47,350 18,100 971 18,886

73,055

決算額 13,393 7,300 502 3,973 25,168

0.4 0.0当初予算額 49,945 17,600 1,095 4,415

16,447

17,299

0.4 0.0

19,300 1,032 26,894 90,147

3,800 0 6,474

7,200 436 2,413

15,906

7,200 436 2,413 17,299

H30

○県単独補助漁港整備事業2漁港（脇元・泊）
○地震・津波対策事業（脇元）
○単独事業　地震・津波対策事業（脇元）に伴う電柱・物件移
転補償

決算額 5,632

H27

具
体
的
取
組

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）
○水産物供給基盤機能保全調査事業4漁港（脇元、小田浦、
白方、泊）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための調査を
行った。

計画額 7,250

H28

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）（H27繰越分）
○県単独補助漁港整備事業2漁港（小田浦、室沖）
○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（脇元、小
田浦）
○地震・津波対策事業　地質調査（脇元）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための計画を
行った。

H29

計画額 49,945

当初予算額 7,250

H27
|

H30

事
業
概
要

水産物の生産、流通の拠点づくりを推進し、水産物の安定供
給に資するため、漁場漁港施設を整備する。

漁港背後集落の安全、安心を確保す
るため、継続して漁港施設の適切な
整備に努めていく。

計画額 166,945

当初予算額 142,045

決算額 42,921

254,698

― ―65,700 7,022 43,630 258,397

74,100 1,531 12,122

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①漁業生産基盤の整備 目 15 漁港建設費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 漁港建設事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

漁港背後集落の安全、安心の確保や水産振興を図るために、老朽化に伴う漁港施設の長寿命
化を図るとともに、高潮・地震・津波対策、施設等改良工事を実施していくことは必要不可欠で
あることから、適切な事業の実施に努めていく。

施設の円滑な利用を維持するため今後も継続していく必要があると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

25４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

5 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

25

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 420 実績値 394 実績値 395 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁港の登録漁船数 漁港に登録している漁船数。

隻
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

単独県費補助事業計画箇
所数

漁港の整備及び高潮対策を実施する。

箇所
計画値 2

実績値 1 実績値 3 実績値 0 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

2 計画値 1計画値 計画値 1

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 1,800 0 0 6,544

計画額 100 0

8,344

4,501

0

0

3,178 3,278

3,278

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）
○水産業振興基礎調査

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。
また、今後の水産振興のための海洋
水質調査を継続的に実施した。

計画額 100 0

5,463

決算額 100 0 0

0 3,178

0.1

0 4,439 4,539

0.0当初予算額 100 0 0 5,363

4,539

決算額 1,099 0 0 3,361 4,460

0.1 0.0当初予算額 100 0 0 4,439

4,401

3,498

0.1 0.0

0 0 10,560 11,859

0 0 2,798

0 0 3,398

2,898

0 0 3,178 3,278

H30

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）
○水産業振興基礎調査

決算額 100

H27

具
体
的
取
組

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担
金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。

計画額 100

H28

○水産業振興基礎調査（H27繰越分）
○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。
また、海洋水質調査を実施し、今後
の水産業の振興のあり方を検討し
た。

H29

計画額 100

当初予算額 100

H27
|

H30

事
業
概
要

水産関係団体と連携し、種苗放流や栽培漁業を推進すること
により、水産資源の維持増大に努める。また、水産食育教室
や漁業体験活動を通して、水産物への理解と関心を高め、魚
食の普及を推進する。

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不
安定、漁協の弱体化、漁業就業者の
減少・高齢化など、厳しい現実に直面
している中で、漁業生産の増大並び
に漁業者の福祉の増進を図る。

計画額 400

当初予算額 2,100

決算額 1,299

14,593

― ―0 0 19,524 21,624

0 0 14,193

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②水産資源の確保と地産地消の推進 目 05 水産業振興費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 水産業振興事業①（水産資源関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不安定、漁協の弱体化、漁業就業者の減少・高齢化など、厳
しい現実に直面している中で、漁業生産の増大並びに漁業者の福祉の増進に努めていく。

漁業就業者の高齢化及び減少等厳しい現実に直面している中で、水産業振興に対し、必要な
事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 2,550

実績値 2,744 実績値 2,317 実績値 2,180 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

水産物の属人漁獲量 漁港の水産物の属人漁獲量の総トン数。

ｔ
計画値 2,700 計画値

計画値 計画値

2,650 計画値 2,600

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

水産振興対策事業交付件
数

水産業の振興を図るため漁協が行う事業に補助金を
交付した件数。

件
計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値 5 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

5 計画値 5計画値 計画値 5

H28 H29 H30

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止



決算額

当初予算額 0 0 0 132

計画額 0 0

132

148

0

0

185 185

167

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。

計画額 0 0

148

決算額 0 0 0

0 167

0.1

0 165 165

0.0当初予算額 0 0 0 148

165

決算額 0 0 0 165 165

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 165

148

220

0.1 0.0

0 0 494 494

0 0 181

0 0 220

181

0 0 220 220

H30

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○東讃地域マリノベーション推進協議会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。

計画額 0

H28

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。
活動実績の無い東讃地域マリノベー
ション推進協議会をH28に解散した。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

漁業者の財政基盤の強化を図るための支援を行うとともに、
担い手の育成・確保のために、漁業経営の近代化や安定化な
ど漁業者の経営環境向上のための支援を行う。

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不
安定、漁協の弱体化、漁業就業者の
減少・高齢化など、厳しい現実に直面
している中で、漁業者が将来にわ
たって安定した経営を維持・存続でき
る環境の整備を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

737

― ―0 0 665 665

0 0 737

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③経営体制の強化と担い手の確保 目 05 水産業振興費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 水産業振興事業②（漁業者関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不安定、漁協の弱体化、漁業就業者の減少・高齢化など、厳
しい現実に直面している中で、市内の漁業者が将来にわたって安定した経営を維持・存続でき
る環境の整備に努めていく。

漁業生産の増大並びに漁業者の福祉の増進を図るために有効であると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 421 実績値 371 実績値 357 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁業協同組合の組合員数 市内の漁業協同組合の組合員数。

人
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

漁業者緊急支援資金利子
補給件数

市内の漁業者が将来にわたって安定した経営を維
持・存続できる環境を整えるため、漁業者緊急支援資
金の貸付けを行った融資機関に対し、漁業者緊急支
援資金利子補給金を交付する。

件
計画値 25

実績値 25 実績値 22 実績値 21 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

25 計画値 25計画値 計画値 25

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



4,0390 269

当初予算額 12,000 0 1,492 2,201

計画額 9,672 13,980

15,693

決算額

0.0当初予算額 12,000 0 1,529 1,789

9,972 0

15,318

計画額

決算額

0.3

13,384

269 4,039 14,280

11,577 0 1,484 323

14,589

12,267 0 318 1,156

当初予算額 10,025 0 316 3,896

10,281 0計画額

当初予算額 44,624

14,907

―

0 1,076 16,156

0.014,237

0.0

0 2,143 5,418 42,004

0 341 3,939 14,879

0

決算額

0.2

13,741

269 4,039

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。また、七福神
と称する７本の松の周辺に柵を設置する。

修繕対応を要する箇所については、
香川県と協議の上、対応を行った。清
掃や草刈など、観光客の方が再訪し
たいと思えるような環境整備を行っ
た。

決算額 10,599

57,756

―0 3,606 11,925 60,155

269 4,039 0.2

0 269 4,039

決算額 34,443

当初予算額 10,599

計画額 10,599

計画額 40,524

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。

清掃や草刈など、観光客の方が再訪
したいと思えるような環境整備を行っ
た。

事
業
概
要

瀬戸内海国立公園及び県立公園に指定されている津田の松
原の維持管理を行い、観光客の誘致を図ることを目的とした
事業である。

施設内の維持管理業務を行うことで、
来場者が再度訪れたいと思うような
施設とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,907

具
体
的
取
組

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務のほか、塗装が薄くなっていた道の駅駐車場
の区画線の再塗装や台風によって破損したベンチの改修を実
施するなど、家族で公園を利用できるよう環境整備を行った。

道の駅の駐車場の区画線の再塗装
を行い、観光客が道の駅を利用しや
すい環境を整えた。今後、利用者が
安心、安全に公園を利用できるように
定期的な点検を行う。

H30

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。また、園内トイ
レで手洗い設備整備が不十分な箇所について対応を行う。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 津田松原維持管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市は香川県から公園内の清掃業務等の業務委託を受け、維持管理を行っておりますが、
園内改修工事等の施設整備事業については香川県が実施主体となっています。そのため、施
設の安全衛生面や利便性の向上といったことについては、香川県との間で緊密に連携を取り、
施設整備で何が必要とされるか、どの案件の優先順位が高いかなどの協議を進めており、平成
29年度は七福神と称する７本の松の周辺に柵の設置を数箇所行い、貴重な松の保護のための
取組を行いました。今後も、園内施設整備を県と共に取り組むことで、施設利用者が再度訪れ
たいと思えるような環境整備に務めます。

当公園施設は、瀬戸内海国立公園及び県立公園に指定されている県内有数の景勝地であり、
園内に群生する松は、樹齢が数百年となるものもある。そういった松の管理については、香川県
が枯れ松の伐採、さぬき市が園内清掃といった形態で維持管理業務を行っているところである。
担当者記載のとおり、園内施設整備についても、県と協議を行いながら進めているところである
が、園内の松についても、樹齢の数百年を超えるものがあるために、維持管理がおろそかに
なってしまうと、景観の悪化となるだけでなく、松によって人命が脅かされる危険性もあることか
ら、利用者の安全を確保するには、より一層の連携が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点15

点

点

3 点

3

14

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 9 実績値 9 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200,000 計画値

実績値

200,000 計画値 200,000 計画値 200,000

191,820 実績値 187,749 実績値 202,055

18

活
動
指
標

人
計画値

修繕件数 施設に係る修繕件数
計画値

成
果
指
標

利用者数 施設利用者数

計画値

件

実績値

津田の松原関連広告数 津田の松原に係る観光雑誌等への無料広告数

回
計画値 計画値 10

12 計画値 12 計画値 12計画値 12

実績値19 実績値 14 実績値 13

単位 H27

10 計画値 10計画値10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



11,9690 4,082

当初予算額 0 0 1,193 15,753

計画額 0 16,051

16,946

決算額

0.0当初予算額 0 0 1,178 9,423

0 0

10,601

計画額

決算額

0.4

9,717

4,082 13,969 18,051

0 0 1,038 8,679

21,051

0 0 965 8,063

当初予算額 0 0 1,356 6,687

0 0計画額

当初予算額 0

21,051

―

0 16,328 59,876

0.08,043

0.0

0 3,686 29,538 35,224

0 1,683 12,796 16,479

0

決算額

0.3

9,028

4,082 16,969

公園内で利用者に危険が及ぶ可能性がある場所の洗出を行
い、危険の解消又は回避に向けた取り組みを行う。また、野外
音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、恒常
的に実施している、自然公園維持管理業務について、事業効
果が高い効率で現れるよう前年事業の再点検を行う。

野外音楽広場や芝生広場等の草刈、
公衆トイレの清掃などについて、委託
事業者と連携して、来場者が再訪し
たいと思えるような環境作りに努め
た。

決算額 2,000

76,204

―0 7,809 48,832 56,641

4,082 16,969 0.2

0 4,082 16,969

決算額 2,000

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

公園内で利用者に危険が及ぶ可能性がある場所の洗出を行
い、危険の解消又は回避に向けた取り組みを行う。また、野外
音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、恒常
的に実施している、自然公園維持管理業務について、事業効
果が高い効率で現れるよう事業の再点検を行う。

維持管理業務の実施とともに、大串
半島活性化対策検討プロジェクトチー
ムにおいて、大串半島活性化対策の
今後の方向性について検討を行っ
た。

事
業
概
要

瀬戸内海国立公園内に位置し、市民の憩いの場であり、観光
スポットである大串自然公園及びさぬき市野外音楽広場の維
持管理を行い、本市の観光振興に寄与することを目的とする
事業である。

大串自然公園の眺望を活かすため、
周辺環境の整備を順次実施し、来場
者へ安全と安心、そして快適な空間
を提供する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

21,051

具
体
的
取
組

宿泊施設の火災報知器をリニューアルし、来場者へ安全を提
供したほか、共用部分に空調機を整備し、来場者の快適性を
向上させた。また、来場者が気持ちよく景観を楽めるよう、野
外音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など維持
管理に努めた。このほか、市町定住・交流促進事業としてピザ
窯を設置し、市内外からの誘客効果を向上させた。

宿泊施設の火災報知器のリニューア
ルと共用部分の空調機整備が完了し
た。今後は恒常的に実施している維
持管理業務の再点検を行い、事業の
効率化を目指す。　　※市町定住・交
流促進事業はH27年度単年事業

H30

野外音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、
恒常的に実施している、自然公園維持管理業務について、事
業効果が高い効率で現れるよう前年事業の再点検を行う。野
外音楽広場の公衆トイレの改修、車椅子席の整備など、施設
利用者が快適に利用できるような改修工事を行う。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 大串自然公園管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公共施設及び設備の安全性と快適性に対して、利用者のニーズの質が年々向上して行くのに
反し、実際の施設は老朽化が着実に進んでいます。老朽施設は何も手を打たなければ急激に
その安全性を失って行くものであり、それは大串自然公園の施設についても同様です。課題に
優先順位を設け、出来ることと出来ないことを精査し、それぞれに対処の方法を決定し、効率的
に維持管理を実施して行きます。また、テアトロンでのコンサートには、市内外から数多くの方が
来られますが、障害者や高齢者の方が利用しやすいような施設整備が遅れている状況にあるこ
とから、観客席、場内公衆トイレなどの改修工事の実施が必要です。加えて、大串自然公園でイ
ベントなどが開催される際の来場者用の駐車場不足に対応するために、現在使用していないテ
ニスコートのフェンス等を撤去することで、テニスコートを駐車場として活用できるような工事を実
施します。

大串自然公園は、その半島自体が瀬戸内海国立公園に位置し、観光資源としての価値を有し
ていることから、これを継続的に維持管理していくことが重要であると共に、誘客を図るべき方策
を取る必要がある。現状は園内の多くの施設が休止している状況であることから、既存施設の
除却を含め、今後の大串半島の活性化をどのように進めていくかの検討を進めていきたい。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点16

点

点

4 点

3

15

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 10 実績値 10 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

30,000 計画値

実績値

30,000 計画値 30,000 計画値 30,000

15,485 実績値 30,483 実績値 25,043

10

活
動
指
標

人
計画値

大串自然公園関連広告数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指すた
め、広告数とする

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園利用者数を算出することで、市内外の観光施設と
の比較と推移結果から来場者数を把握し、これを誘客
力の成果とする

計画値

回

実績値

既存施設の修繕件数 公園機能の維持に着目し、修繕件数とする

件
計画値 計画値 6

6 計画値 6 計画値 6計画値 6

実績値4 実績値 8 実績値 8

単位 H27

6 計画値 6計画値6

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



2,3970 0

当初予算額 5,200 0 0 2,664

計画額 4,431 6,828

7,864

決算額

0.0当初予算額 5,200 0 0 3,417

4,568 0

8,617

計画額

決算額

0.2

8,391

0 2,397 6,965

5,442 0 0 2,949

7,106

5,562 0 0 2,330

当初予算額 5,049 0 0 3,159

4,709 0計画額

当初予算額 20,304

7,252

―

0 0 9,588

0.08,208

0.0

0 0 7,406 23,265

0 0 2,127 6,982

0

決算額

0.2

7,892

0 2,397

亀鶴公園内の軽微な修繕等を行い、利用者の安全及び快適
性に配慮をした。伐採・除草・清掃作業を行い、観光客が再度
訪れたいと思うような公園づくりを行った。以前よりも菖蒲の育
成が進むよう業者及び維持管理者と協議し、土壌改良工事を
行った。菖蒲の球根がやせ細っていたため、新たに菖蒲の苗
を購入し、植え替えを行った。

日常の清掃及び草刈業務を通じて、
園内の衛生面、景観面の向上に努め
た。土壌改良工事では、圃場の高さ
を変更した。来年度も菖蒲の苗を購
入し、多くの来園者が利用してもらえ
るように改善を行う。

決算額 4,855

28,151

―0 0 11,637 31,941

0 2,397 0.2

0 0 2,397

決算額 15,859

当初予算額 4,855

計画額 4,855

計画額 18,563

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

亀鶴公園内の軽微な修繕を行う事で、利用者の安全性に配慮
するとともに、伐採・除草・清掃作業を行い、景観を保ち、観光
客が再度訪れたいと思うような公園づくりを実施する。また、花
しょうぶを３区画に分け、毎年１区画ごとに土壌改良工事を行
うことで、亀鶴公園の特徴である花しょうぶの維持管理を行う。

日常の清掃及び除草業務を通じて園
内の衛生面、景観面での向上に努め
た。花が平成２８年度も見劣りしたた
め、平成２９年度においても、圃場の
高さを調整するとともに、新たに苗を
購入し、景観の改善を行うこととした。

事
業
概
要

県立公園に指定されている亀鶴公園を多くの観光客に利用し
てもらうために施設の維持管理を行う。
面積19ha
・桜の名所約200本
・駐車場250台

県立公園に指定されている亀鶴公園
の維持管理を行い、地元の行事やイ
ベントを通して、多くの来園者に利用
してもらえるような取り組みを行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

7,252

具
体
的
取
組

亀鶴公園内の軽微な修繕を行う事で、利用者の安全性に配慮
するとともに、伐採・除草・清掃作業を行い、景観を保ち、観光
客が再度訪れたいと思うような公園づくりを実施した。花しょう
ぶ園の第３区画の土壌改良工事を行い、亀鶴公園の特徴であ
る、花しょうぶの維持管理を行った。

・日常の清掃及び除草業務を通じて
園内の衛生面、景観面での向上に努
めた。　　・花しょうぶの出来が以前と
比較し見劣りするものであったため、
平成２８年からは施肥を行うよう計画
を立てた。

H30

軽微な修繕等を行い、利用者の安全及び快適性に配慮する。
伐採、除草、清掃作業を行い景観保持に努める。
・照明機器取付業務（４月１日～桜の時期が終了まで）
・花しょうぶ園土壌改良工事
・菖蒲の苗購入業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 亀鶴公園整備事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

県立亀鶴公園は香川県から公園内の清掃業務等の業務委託を受け、維持管理を行っておりま
す。また、花しょうぶ園を除く園内改修工事等の施設整備事業は香川県が実施主体であり、老
朽化に伴う大型修繕等につきましては香川県と協議を進めていきます。また、桜や菖蒲の花の
名所地かつ地域住民の憩いの場として、施設の安全性の確保及び花木の質を保てるよう適切
な環境整備を実施し、利用者が快適に過ごせる場所を提供します。

本市の花木の名所地として、桜や菖蒲の花の開花時期には、市内外から多くの人が訪れてい
るが、近年菖蒲の花の開花状況が良くないとの声があがっていることから、土壌改良工事業者
及び日常管理者と協議等を行い改善する必要がある。また、老朽化するベンチや防護柵等の
修繕、遊歩道の落葉落枝の除去等適切な維持管理を実施し、利用者が安心してゆっくりと快適
な時間を過ごせる場所を提供していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点14

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

150,000 計画値

実績値

150,000 計画値 150,000 計画値 150,000

154,800 実績値 151,300 実績値 185,750

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園の利用者数を算出することで、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

実績値

広告回数 無料広告を掲載することで観光客の増加を目指す

回
計画値 計画値 5

計画値 計画値計画値

実績値15 実績値 15 実績値 10

単位 H27

5 計画値 5計画値5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



5,7820 5

当初予算額 0 0 2 6,312

計画額 0 5,787

6,314

決算額

0.0当初予算額 0 0 2 5,853

0 0

5,855

計画額

決算額

0.2

5,634

5 5,782 5,787

0 0 2 5,632

5,787

0 0 3 5,644

当初予算額 0 0 2 5,756

0 0計画額

当初予算額 0

5,787

―

0 20 23,128

0.05,758

0.0

0 10 16,551 16,561

0 5 5,275 5,280

0

決算額

0.2

5,647

5 5,782

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努め、
施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施した。トイ
レの維持管理も行い、散歩及びキャンプ等で訪れた人が快適
に過ごせするような公園づくりを実施した。キャンプの利用客
が増加しているため、ゴミの持ち帰りを促す看板を設置した。

公園環境を維持すること並びに利用
者の安全の確保に努めた。キャンプ
の利用者が増加し、ゴミ等の問題に
ついて対策が必要である。なお、利用
申請書については、運用形態を変更
する等再検討の必要がある。

決算額 0

23,148

―0 11 23,703 23,714

5 5,782 0.2

0 5 5,782

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努め、
施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施する。トイ
レの維持管理も行い、散歩に訪れた人等が快適に過ごせする
ような公園づくりを実施する。

限られた予算の中で公園環境を維持
すること、さらに、観光客の安全性の
確保に努めた。

事
業
概
要

門入の郷に訪れる多くの観光客に、自然豊かな癒しの場を提
供する。
面積約10ha
・トイレ4箇所
・芝生広場等
・三重の滝

公共施設としての防災面や景観面を
兼ね備えた門入の郷の良好な環境を
維持していくための除草・清掃や修繕
を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

5,787

具
体
的
取
組

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努める
とともに、施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施
した。トイレの維持管理を定期的に実施し、快適に過ごせする
ような公園づくりを目指した。また、使用されていない施設や場
所に「立入禁止」の張り紙をするど、危険性をなくすための取り
組みを行った。

特に業務の改善はないが、引き続き
限られた予算の中で公園環境を維持
することに努め、より多くの観光客が
訪れる公園を目指した。

H30

門入の郷の草刈、伐採、清掃作業を行い、施設に不備があれ
ば、修繕を実施する。トイレの維持管理も行い、訪れた人等が
快適に過ごせするような公園を目指す。
・椿の城周辺樹木伐採作業

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 門入の郷維持管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

門入の郷はダム公園であり、本市の土地だけではなく香川県の土地等もあることから、維持管
理並びに運営形態に関して課題を抱えている公園です。また、近年のアウトドアブームでキャン
プの利用者が増加しており、既存施設の破損及び機器の故障、ゴミの放置が増えております。
今後は香川県とも協議を行いながら使用方法等の検討をしていきたいと考えております。

夏季のハイシーズンには、子供からお年寄りまで多くの人が訪れ、各々が自由に楽しんでいる
様子がうかがえる。特に、近年は水辺の広場に多くのテントが張られ、賑わいを見せている。し
かし、トイレ等の施設の故障やゴミの放置が増加しており、近隣住民にも影響が懸念される。今
後も利用者に対して、ゴミの持ち帰りを促すなど対策を講じていく。また、使用申請方法が曖昧
なため、使用に対する問い合わせの際に明確な回答ができないことから、使用方法について検
討していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点15

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

55,000 計画値

実績値

55,000 計画値 55,000 計画値 55,000

59,409 実績値 64,165 実績値 73,940

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園の利用者数を算出する事で、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

実績値

広告回数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指す

回
計画値 計画値 3

計画値 計画値計画値

実績値3 実績値 3 実績値 4

単位 H27

3 計画値 3計画値3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



11,0130 8,157

当初予算額 0 0 7,440 11,916

計画額 0 19,170

19,356

決算額

1.0当初予算額 0 0 7,100 12,924

0 0

20,024

計画額

決算額

0.5

157,245

8,410 11,354 19,764

62,013 65,100 5,091 25,041

19,764

0 0 7,277 11,304

当初予算額 0 0 7,800 10,857

0 0計画額

当初予算額 0

19,764

―

0 33,387 45,075

1.018,657

1.0

65,100 20,073 47,356 194,542

0 7,705 11,011 18,716

0

決算額

0.4

18,581

8,410 11,354

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を考慮し、維持管理を実施した。地方創生交付金を活用
し、みろく荘については、主に男女同時に宿泊できる合宿施設
として改修を実施した。バーベキューハウスについては、数十
人グループでの利用を想定し、既存よりも広いバーベキューハ
ウスに改築を行った。

公園管理員と連携し、年間を通して計
画的に維持管理を行った。施設の老
朽化が進んでおり、利用者が安全に
利用できない箇所がある。今後も緊
急度の高いものから修繕及び取り壊
しを行っていく必要がある。

決算額 0

78,462

―0 30,750 47,051 77,801

8,410 11,354 0.4

0 8,410 11,354

決算額 62,013

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

施設の老朽化が進んでおり、みろく自然公園管理計画に基づ
きながら、維持管理を実施する。公園利用者の安全性や利便
性を十分に考慮して修繕を行い、再び訪れたいと思えるような
公園づくりを進める。

公園管理人と連携し、年間を通して計
画的に維持管理を行った。公園管理
計画に基づいて、利用者の安全性・
利便性を考慮し、緊急度の高いもの
から修繕を実施して行く。管理人の更
新作業を進めた。

事
業
概
要

自然豊かなみろく公園に市内外の子どもから高齢者までが訪
れる場を提供する。
面積約55ha
・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設
・キャンプ場
・イベントドーム等

日々の維持管理を効率的に行い、み
ろく自然公園の特徴である花木を多く
の来園者に安全で快適に見てもらえ
るよう整備する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

19,764

具
体
的
取
組

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を十分に考慮して修繕を行い、利用者が再び訪れたいと
思えるような公園づくりを進めた。突発的な修繕として、みろく
荘の高圧機器の動作不良が発覚したため、停電等を防ぐため
の修繕を実施した。

・公園管理人と連携し、年間を通して
計画的に維持管理を行った。平成２８
年度も引き続き、公園管理計画に基
づいて、利用者の安全性・利便性を
考慮し、緊急度の高いものから修繕
を実施して行く。

H30

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を考慮し、維持管理を実施する。
・管理員更新業務
・パンフレット等製本
・スポーツトラクター等施設設備修繕
・公園内樹木伐採業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 みろく自然公園管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公園が開園しておおよそ４０年が経つため、各施設の修繕及び設備の取り換えが必要な箇所が
多くあります。公園内には１０の施設がありますが、全ての修繕及び取替えを実施することは難
しく、課題に優先順位を設け、できることとできないことを精査し、効率的な維持管理を実施して
いきます。なお、平成２９年度に地方創生拠点整備交付金を活用し、みろく荘の改修工事並びに
バーベキューテラスの改築工事を実施しました。今後はファミリー層並びに団体客の獲得を目
指し、イベント等行ってまいります。また、これまでと同様に、一年中たくさんの花木が散策でき
る自然公園としても尽力して参ります。

みろく自然公園は、広大な敷地に数多くの施設が整備されており、市民はもとより、周辺の市町
からも来園され、憩いの場となっている。特に、週末ともなれば、ちびっこ広場やバーベキューハ
ウスで楽しむ家族連れや若者で賑わっている。しかし、施設が整備され、約４０年が経過するこ
とから施設の老朽化が進み、修繕費が増大している現状である。そのような中、平成２９年度に
地方創生拠点整備交付金を活用してみろく荘の改修及びバーベキューハウスの改築を進めた
ことから、来園者の増加に繋げていく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点19

点

点

3 点

4

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 5 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200,000 計画値

実績値

200,000 計画値 200,000 計画値 200,000

214,703 実績値 205,338 実績値 180,864

13

活
動
指
標

人
計画値

広告回数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指す
計画値

成
果
指
標

利用者数 公園利用者を計測することにより、公園整備の重点化
が図れる

計画値

回

実績値

環境整備 自然公園の特色を生かした環境整備を指標とする

㎥
計画値 計画値 500

5 計画値 5 計画値 5計画値 5

実績値500 実績値 500 実績値 500

単位 H27

500 計画値 500計画値500

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



9,4180 1,939

当初予算額 0 0 1,816 8,208

計画額 0 11,357

10,024

決算額

0.0当初予算額 0 0 2,002 6,414

0 0

8,416

計画額

決算額

0.2

8,243

1,939 9,418 11,357

0 0 1,819 6,424

11,357

0 0 1,776 8,890

当初予算額 0 0 2,220 10,962

0 0計画額

当初予算額 0

11,357

―

0 7,756 37,672

0.013,182

0.0

0 5,504 20,052 25,556

0 1,909 4,738 6,647

0

決算額

0.3

10,666

1,939 9,418

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施した。

指定管理者と連携し、観光客が利用
しやすしよう景観を含め、維持管理を
行った。平成３０年度は道の駅みろく
の指定管理期間が終了するため、新
たに指定管理者の募集をかける必要
がある。

決算額 0

45,428

―0 7,977 35,002 42,979

1,939 9,418 0.3

0 1,939 9,418

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施する。

指定管理者と連携し、観光客が利用
しやすしよう景観を含め、維持管理を
行った。道の駅みろくの運営方法を見
直し、経営改善を行った。

事
業
概
要

道の駅において観光客が快適に利用できるよう指定管理者及
び香川県と連携を図り本市の観光振興に寄与するための事業
である。
道の駅「みろく」及び「ながお」

防災拠点や情報提供の場所、雇用の
場所であったりと様々な機能が注目
されている道の駅で、利用者が快適
に利用できるように施設管理を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

11,357

具
体
的
取
組

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施した。国の充電インフラ
整備事業の補助により、香川県と協議を重ね、道の駅2ケ所に
充電インフラを設置した。

・電気自動車利用者がどこでも安心し
て移動できるよう、２つの道の駅に充
電設備を設置した。　　・平成２８年度
から道の駅みろくの運営方法を見直
し、引き続き来駅者が快適に利用で
きる取組を実施していく。

H30

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施する。
・各道の駅の修繕事業
・道の駅ながお周辺整備計画

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 道の駅管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

近年の道の駅では、地域の産業振興や複合施設の併設など多様性を持った施設が人気を集め
ています。そのような中で、市内の道の駅においても、経営の見直しや施設のリュニューアル、
新たなイベントを行うなど来駅者の増加に向け取り組みを進めております。引き続き、ニーズの
把握に努め、集客につながる取り組みを実施していくとともに、施設の維持管理に努めます。

市内に整備された道の駅は、県内外からの観光客が訪れることから、快適かつ清潔な施設を提
供している。また、イベント等を企画するなど、賑わいづくりに取り組んでいる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

500,000 計画値

実績値

500,000 計画値 500,000 計画値 500,000

529,771 実績値 667,695 実績値 615,829

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 来駅者数を指標とすることで、ほかの類似施設との比
較が可能となり、利用者の更なる増加を目指す

計画値

実績値

巡回回数 現場の安全や利用状態を確認し、何かあれば対応す
ることで、より良い道の駅づくりに役立てる

回
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値12 実績値 12 実績値 12

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 シーサイドコリドール維持管理事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

29,456 19,724

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

瀬戸内海の素晴らしい景色を望むシーサイドコリドールのコ
テージ、オートキャンプサイト及び球技場の運営を行い、訪れ
る人に安らぎと憩いの場を提供するため、施設の維持管理を
継続的に行うものである。

素晴らしい眺望にふさわしい施設敷
地内の景観維持を目指すとともに、
施設利用者に対する接遇の質を向上
することで、リピーターの増加を期待
するものである。

―0 32,539 15,363

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。
・施設内の設備の更新を行うことにより、再訪を促すような施
設環境整備に努める。

IHコンロなど、年数の経過により、使
用に危険が生じるものが出てきてい
ることから、設備の更新を行った。翌
年度以降も順次、改修を進めていき
たい。

計画額

0

0

0

H28

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。

スタッフとの連携を緊密に取ること
で、キャンプ場内の景観保持に努め
た。平成29年度以降は、観光客の意
見を聞き、リピーターの増加につなが
るような取組を行いたい。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 3,197

0

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。
・IHコンロやシャワー設備など、利用者側からの要望に応じた
整備を進める。

決算額

シーサイドコリドールオートキャンプ場管理棟に勤務するスタッ
フの接遇の質を高めるため、接遇マニュアルを作成した。ス
タッフ全員が統一した接遇を行うことで、来場者が気持ちよく施
設を利用し、リピーターとして、また口コミによる来場者の増加
に期待したものである。

作成した接遇マニュアルに沿って講
習会を行い、実践を経て、自己評価と
他者評価を実施した。その後、評価
結果を公表し、スタッフの責任感や使
命感の向上を図った。

計画額 0

0

―

0 7,364 4,931

12,2954,931

8,816

49,180

12,295

0.2

47,902

0

0 7,364

0 11,917

9,722 907

11,2020 8,005

0

11,6510 8,490 3,161

12,754

0.0

0 27,633 6,345 33,978

3,101

0.2 0.0

10,629

12,2957,364 4,931

12,295

12,2957,364 4,931

0.0

当初予算額 0 0 8,680 4,074

0 9,095 2,337

計画額 0 0

0.4

11,432

7,364 4,931

決算額



H30

回
計画値 6

3

6 計画値 6

実績値 4

計画値 6

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

6 計画値 6
件

計画値 6 計画値

計画値
シーサイドコリドール関連
広告回数

単位 H27 H28 H29

6

実績値 6 実績値 5 実績値 10 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 6 実績値
活
動
指
標

人
計画値

既存施設の修繕件数 施設機能の維持に着目し、修繕件数とする

無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指すた
め、広告数とする

計画値

実績値

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数を算出することで、市内外の観光施設と
の比較と推移結果から来場者数を把握し、これを誘客
力の成果とする

計画値 計画値

7,000 計画値

計画値

計画値 7,000 7,000

実績値 7,900 実績値 9,217 実績値 8,201 実績値

7,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

18
優先度高い

点 16 点

3 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

利用者の意見を聞くことで問題点の把握を行い、可能な限り改善を行うとともに、施設設備につ
いても、古くなっているものがあることから、更新を行うことにより、リピーターの増加が見込める
ような施設環境整備を進めていきたいと考えています。そのようなことから、平成29年度はコ
テージ内コンロの交換を行いましたが、今後も残りのコンロの交換を行うとともに、他の設備につ
いても計画的に更新を進めてまいりたいと考えています。

シーサイドコリドールは、利用者の安全確保のため、継続的な維持管理に取り組んでいるが、整
備後１３年が経過した施設はメンテナンスが必要となる時期に差し掛かっている。差し迫ったも
のから、更新を進めているところではあるが、今後は、キャンプ場全体の整備を着実に進めてい
くことで、更なる利用者の増加につなげていきたい。また、来場者への配慮の行き届いた施設に
することで、顧客を確保するとともに、天災などの危機に備えた取組を進めて行く必要がある。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光施設事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

66,484 194,848

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

観光客が安全かつ快適に利用できるよう観光施設の維持管
理を行うことを目的とした事業である。

観光施設の維持管理を行うことで、市
内外から訪れた観光客の再訪を促す
ことを目的とする。 ―0 34,611 111,345

計画額 1,636

当初予算額 1,708

決算額 1,273

H29

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

観光施設の老朽化により、設備の破
損なども数多く発生しているが、可能
な限り迅速に修繕対応を行った。

計画額

433

409

409

H28

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

逆打ちの年であり、例年よりも多くの
観光客が訪れたが、日常の維持管理
業務を適切に行うことや故障箇所に
対しては迅速に対応を行うことで、観
光客の来訪を促すよう努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 409

決算額 407

H27

具
体
的
取
組

433

当初予算額 433

433

当初予算額 30,199

0

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

決算額

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

平成２８年は逆打ちの年に当たり、当
市に訪れる観光客の増加も見込まれ
るため、設備の故障箇所については
修繕対応を行った。

計画額 409

0

―

0 16,621 48,712

65,74248,712

16,656

262,968

65,742

0.5

147,664

0

0 16,621

0 65,836

16,634 30,092

47,2980 16,666

0

5,3890 677 4,279

29,235

0.0

0 33,898 83,175 118,346

48,773

0.4 0.0

47,159

65,74216,621 48,712

65,742

65,74216,621 48,712

0.0

当初予算額 433 0 647 28,155

0 608 4,310

計画額 409 0

0.4

5,351

16,621 48,712

決算額



H30

件
計画値 10

6

10 計画値 10

実績値 7

計画値 10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
修繕件数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 10 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設に係る修繕件数

計画値

実績値

成
果
指
標

利用者数 該当施設の利用者数を算出する事で、どのくらいの人
が施設を利用しているか分かるため

計画値 計画値

440,000 計画値

計画値

計画値 440,000 440,000

実績値 447,900 実績値 585,000 実績値 236,400 実績値

440,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

13
優先度高い

点 13 点

3 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

観光施設の老朽化により、設備の破損なども数多く発生している状況です。発生した際には、迅
速に対応することとしていますが、定期的に施設の安全確認等を行うことで、発生する被害を無
くしたり減少させることが可能になると思います。今後、さぬき市においても国内外からの観光客
の増加が見込まれることから、施設の定期的な安全確認を行うことで、観光客の再訪を促すよう
な環境整備に努めます。

現在、四国遍路については、世界遺産への登録に向けた機運も高まっており、外国人巡礼者も
多くみられるようになった。今後、巡礼者が増加すれば、観光客の利用する公衆トイレといった
施設なども利用回数も増加することが見込まれる。その際に、施設の衛生環境が悪いということ
では、今後も訪れたいという人の増加は見込めない。維持管理の内容は、修繕、消耗品管理な
ど、目に見えて華やかな事業ではないが、今後、観光での誘客を図る際には、必ず必要となる
維持管理事業であることから、施設の安全点検を定期的に行うことで、利用者が満足できるよう
な環境を整える。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（観光振興対策関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

96,348 23,169

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とする。

―0 76,331 35,508

計画額 0

当初予算額 931

決算額 1,511

H29

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３２団体（イベント・地域行事）へ
の助成の見直し。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

市内観光施設の管理を行った。各イ
ベント行事への補助について考え、
将来的なさぬき市の観光を考え組織
改革の取り組みを行った。今後も関
係団体との協議を続ける。

計画額

0

0

0

H28

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３８団体（イベント・地域行事）へ
の助成の見直し。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

市内観光施設の管理を行った。各イ
ベント行事への助成の見直しを行い、
２９年度に向けて助成を４％カットす
る方向とし、観光宣伝事業費の比重
を重くすることで、さぬき市のＰＲ活動
をより多く行えることとした。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

1,511

当初予算額 931

0

当初予算額 5,443

0

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。

決算額

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３９団体（イベント・地域行事）へ
助成。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

施設管理や大串半島の遺跡、史跡の
案内看板を設置した。各イベント行事
への助成を行い、今後は観光対策と
して必要な事業であるかどうか、関係
団体と協議しながらよりよい観光振興
対策の推進を進めていく。

計画額 0

0

―

0 24,087 6,003

30,0906,003

24,087

119,517

30,090

0.3

112,770

0

0 24,087

0 30,025

14,849 14,750

29,8190 24,376

0

31,5200 13,750 16,839

21,341

0.0

0 50,973 37,497 89,981

5,938

0.2 0.0

29,599

29,80924,087 5,722

29,809

29,80924,087 5,722

0.0

当初予算額 14,118 7,223

12,037 16,809

計画額 0 0

0.1

30,357

24,087 5,722

決算額



H30

人
計画値 360

358

380 計画値 380

実績値 319

計画値 380

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
観光協会会員数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 354 実績値
活
動
指
標

千人
計画値

観光協会会員の数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人数

計画値 計画値

4,500 計画値

計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

14
優先度高い

点 15 点

3 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市への将来にわたる賑わいづくりを観光の側面から考えるとき、観光協会内の予算配分
見直しは避けて通れない課題でした。平成２９年度は関係各所の理解と協力により２８年度と比
較してイベントへの補助金を削減し、観光協会の事業としてさぬき市をＰＲするための活動が従
来より手厚く行えることとなりました。今後もイベントや行事による地域活性化と、交流人口の増
加による賑わい創出のバランスを考え、関係各所と話し合いを続けながら長期的視点に立った
観光振興を検討する必要があると感じます。

従来から課題とされてきた、事業のほとんどがイベント行事への助成で構成されており市外へ
向けた情報発信や企画等を活発に行えているとはいえないことに対し、観光協会内の予算配分
を振り分けなおすことで一定の変化をもたらすことができた。観光協会内部のみならず関係団体
にとっても観光について見直す機会になったと思われる。今後も観光協会本来のあるべき姿を
考えながら、関係各所と協議し、長期的視野で事業効果を検証し精査していく。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



67,4860 0

当初予算額 0 0 15,220 48,501

計画額 0 67,486

63,721

決算額

0.0当初予算額 0 0 15,220 45,586

0 0

60,806

計画額

決算額

0.5

60,762

0 67,486 67,486

0 0 15,220 45,542

66,086

0 0 14,500 85,518

当初予算額 0 0 14,500 86,380

0 0計画額

当初予算額 0

66,086

―

0 0 267,144

0.0100,880

0.0

0 44,220 182,640 226,860

0 14,500 51,580 66,080

0

決算額

0.3

100,018

0 66,086

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事及び修繕を実施した。温
泉施設等検討委員会を開き、市内５つの温泉について今後の
在り方の議論を行う。

温泉施設の安全性や利便性を考慮し
ながら修繕を行った。カメリア温泉の
指定管理期間が終了したため、公募
を行い、新たに指定管理の契約を締
結をした。引き続き温泉施設等検討
委員会の議論を円滑に進めていく。

決算額 0

267,144

―0 44,940 246,553 291,493

0 66,086 0.3

0 0 66,086

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

温泉費

H28

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事・修繕を実施する。

温泉施設の安全性や利便性を考慮し
ながら修繕を行った。春日温泉、ツイ
ンパルながお、ゆ～とぴあみろくの指
定管理期間が終了し、新たに指定管
理の契約を締結した。

事
業
概
要

市内温泉施設6箇所や道の駅津田の松原を管理・運営するこ
とにより、観光施設の充実、地域住民とのふれあいによる地域
活性化を図る。
・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津
田・クアパーク津田・ツインパルながお

市内６ヶ所の温泉施設の運営を指定
管理者に委託し、より多くの人が快適
に利用でき、再度訪れてもらえるため
の施設管理を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

66,086

具
体
的
取
組

市内６ヶ所の温泉施設について、利用者の安全性や利便性を
考慮し、優先順位をつけて修繕を実施した。平成２７年度か
ら、さぬき市SA公社の指定管理料を増額し、指定管理者が効
率よく営業できるように事業を進めた。

・温泉施設の安全性や利便性を考慮
しながら修繕を行った。　　・クアパー
ク津田、クアタラソさぬき津田、道の
駅の指定管理期間が終了し、新たに
指定管理の契約を締結した。

H30

施設の老朽化により、不具合が生じるものが出てきているた
め、利用者の安全性や利便性を考慮し、優先順位をつけて工
事・修繕を実施する。
・温泉施設等検討委員会の実施
・各施設の修繕業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 温泉施設管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

指定管理制度を活用して、カメリア温泉は株式会社門入カメリアへ、残り５ヶ所はさぬき市ＳＡ公
社へ運営を委託しています。利用者のニーズを考慮し集客につながる施策を実施するとともに、
施設の経年劣化による修繕について優先順位を立てながら実施しております。しかし、６ヶ所と
も老朽化による施設の不備が多く、修繕等の費用が毎年膨れ上がっている状況です。各温泉の
利用者数についても、利用者が減少してきていることから、温泉の在り方を再度考え、運営の継
続、中止といった今後の方向性を決定して参ります。

指定管理制度を活用し、利用者の増加を行っている。ツインパルながおにおいては、昨年より
ウォータースライダーを再開したことで集客が増加した。しかしながら、すべての温泉施設が老
朽化により、修繕等のランニングコストが増加している。今年度も引き続き温泉施設の在り方に
ついて検討委員会を実施し、運営の継続、中止といった方向性を決定していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点16

点

点

3 点

3

15

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 0 実績値 0 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

300,000 計画値

実績値

300,000 計画値 300,000 計画値 300,000

299,471 実績値 243,081 実績値 274,942

0

活
動
指
標

人
計画値

苦情件数 温泉施設の利用者に対するサービス向上として、利
用者からの苦情件数を指標とする

計画値

成
果
指
標

利用者数 温泉の利用者数を算出することで、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

件

実績値

修繕件数 温泉施設の安全性・利便性に着目し、修繕件数を指
標とする

件
計画値 計画値 10

0 計画値 0 計画値 0計画値 0

実績値13 実績値 24 実績値 12

単位 H27

10 計画値 10計画値10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 55 観光事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光事業特別会計 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

基本施策 5 (5) 観光の振興 項

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 121,000

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 施設の維持管理を適切に行うことに
より、観光客が安心、安全に利用でき
るような環境を整える。 ―0 30,420 125,780

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。
施設内の無線ＬＡＮ環境の整備を行うことにより、新規の利用
者の獲得、リピーターの増加を目指す。

無線LAN環境整備工事により、施設
内のネット環境整備を行い、利用者
の快適性の向上に努めた。

計画額

0

0

0

H28

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 宿泊施設として適切に運営できるよう
施設の管理運営上必要な維持管理
業務を指定管理者と連絡を取りなが
ら行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 42,100

0

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。
多様な利用者のニーズに応えるため、６畳和室をユニットバス
完備のツインルームに改修を行う。

決算額

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 宿泊施設として適切に運営できるよう
施設の管理運営上必要な維持管理
業務を行った。

計画額 0

0

―

0 0 60,500

60,50060,500

0

121,000

60,500

0.1

156,200

0

0 0

0 60,433

0 42,068

42,1000 0

0

15,3000 15,210 90

38,300

0.0

0 14,916 102,501 117,417

60,433

0.1 0.0

42,068

60,5000 60,500

0

00 0

0.0

当初予算額 0 0 15,210 23,090

0 14,916 0

計画額 0 0

0.1

14,916

0 0

決算額



H30

回
計画値 12

12

12 計画値 12

実績値 12

計画値 12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
巡回回数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 12 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設巡回回数

計画値

実績値

成
果
指
標

利用者数 該当施設の利用者数を算出する事で、どのくらいの人
が施設を利用しているか分かるため

計画値 計画値

20,000 計画値

計画値

計画値 20,000 20,000

実績値 21,343 実績値 21,625 実績値 17,136 実績値

20,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

13
優先度高い

点 15 点

2 点

1 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当施設は、指定管理者制度を利用し、さぬき市ＳＡ公社にて管理運営を行っていますが、、指定
管理者と連携し、安全面、衛生面ともに施設の維持管理をこれまで以上に適切に行っていきま
す。加えて、平成29年度は、施設内の無線ＬＡＮ環境の整備工事の実施により、観光客が通信
費用や速度を気にすることなくインターネットを利用できるような環境を整えました。今後は、プラ
イバシーが保たれた空間づくりとしてのバスルーム設置や高齢者層を含めた身体に負担が少な
いベットルームを完備することにより、利用者のターゲット層の幅を広げ、外国人観光客の増加
や利用者などのニーズの変化に対応した取組を進めてまいりたいと考えています。

クアパーク津田は、県内有数の観光地である津田の松原海水浴場に面した宿泊施設であり、県
内外から多くの観光客の利用がある施設である。担当者記載のとおり、平成29年度は、施設内
の無線ＬＡＮ環境の整備を実施し、平成30年度は、６畳和室をユニットバス完備のツインルーム
に改修する予定である。今後も指定管理者との協議を重ねながら、魅力ある宿泊施設としての
環境整備を進める必要があると考えている。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②国内外に向けた観光ＰＲの強化 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 19,768

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

観光客の増加を目的に宣伝活動等を実施する。 観光客の増加を目的に宣伝活動等を
実施する。

―0 0 21,851

計画額 0

当初予算額 2,013

決算額 20,762

H29

○観光宣伝事業（さぬき市知名度向上プロモーション事業、雑
誌等各媒体へ広告掲載、パンフレット等印刷）
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○奇想天外ミュージカルげんない高松凱旋公演鑑賞チケット
プレゼント事業

ラジオやブログ、ＳＮＳ等を活用し、知
名度向上プロモーション事業を実施。
ミュージカルげんないを鑑賞する機会
を提供することにより市内在住者に
平賀源内への関心を高めた。

計画額

0

0

0

H28

○さぬき市知名度向上プロモーション事業
○さぬき市大串半島活性化事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり
○さぬき市山のうまいもんまつり
○さぬき市観光ビックデータ調査分析
○せとうちアートクルーズ

ラジオやブログ、ＳＮＳ等を活用し、知
名度向上プロモーション事業を実施。
大串カフェ、山のうまいもんまつりを
新規事業として実施した。さぬき市観
光ビックデータ調査分析で得た情報
を今後に生かす。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 7,668

H27

具
体
的
取
組

1,398

当初予算額 990

11,696

当初予算額 6,181

0

○観光宣伝事業
○美しい花のまちづくり推進事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○東かがわ市との広域連携マップ作成
○自転車ハンガー設置

決算額

○観光宣伝事業（さぬき市知名度向上プロモーション事業、雑
誌等各媒体へ広告掲載、観光PRグッズ作成）
○美しい花のまちづくり推進事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○地域体験ツアー（香川県労働者福祉協議会）
○俵札研究事業補助金交付

県内外へＰＲをするため、ラジオやブ
ログ、ＳＮＳ等を活用し、知名度向上
プロモーション事業を実施。また、当
市の観光コンテンツを活用した地域
体験ツアー、瀬戸内モニターガール
の起用等新たな取組を実施した。

計画額 0

0

―

0 0 4,942

4,9424,942

0

19,768

4,942

0.6

23,864

0

0 0

0 11,600

0 5,604

6,1810 0

0

6,5470 0 5,557

6,194

0.1

0 0 13,409 34,171

3,932

0.7 0.0

17,300

4,9420 4,942

4,942

4,9420 4,942

0.0

当初予算額 1,023 0 0 5,171

0 0 3,873

計画額 0 0

0.4

5,271

0 4,942

決算額



H30

回
計画値 80

85

80 計画値 80

実績値 86

計画値 80

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

15 計画値 20
個

計画値 10 計画値

計画値
テレビ、ラジオ、雑誌等へ
の出演、掲載回数

単位 H27 H28 H29

25

実績値 13 実績値 23 実績値 24 実績値

実績値実績値 39,126 実績値

実績値 88 実績値
活
動
指
標

さぬき市観光協会ホーム
ページアクセス数

さぬき市観光協会ホームページ「さぬき市観光ガイド」
へアクセスされた回数。

千人
計画値

着地型旅行商品の開発総
数

地域性の強い観光資源をもとにした観光コンテンツの
総数

さぬき市をＰＲするため、各メディアに出演、掲載した
回数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数。

回
計画値 45,000 計画値

4,500 計画値

45,000 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

41,581 実績値 40,039

優先度低い ⇒

45,000

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

20
優先度高い

点 20 点

5 点

3 点

45,000 計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成２９年度は、以前から続けているコスモスの面的栽培の奨励補助や当市の特産物を味わう
うまいもんまつりを開催した一方、さぬき市の周知に一定の成果をあげたＦＭ香川によるラジオ・
ブログ・ＳＮＳによるプロモーションは終了しブロガーとの個別契約によりブログ・ＳＮＳによる知
名度向上プロモーション事業を開始しました。平賀源内を市民に今一度周知し、観光振興の芽
を育てる取り組みとして奇想天外ミュージカルげんない高松凱旋公演鑑賞チケットプレゼント事
業を行い、賑わいへの新しいきっかけづくりを行いました。着地型観光については、遊学のスス
メ事業により市内事業者の魅力の発掘や事業者間のコラボにより新しい商品を市内外に向けて
発信することができました。着地型観光商品造成及び広域観光の推進により、相乗効果による
交流人口の増加が望めるのではないかと考えています。

ＦＭ香川でのラジオを軸とした観光情報発信が無くなったがブロガーとの契約によりＳＮＳなどに
より情報発信を続け、特にブログは多くの方にアクセスしていただいていることは意味がある。
今後もさぬき市の観光情報を求める方に届く情報提供を続けたい。恒例となった冬のうまいもん
まつりは、さぬき市の名産である牡蠣を求め遠方からも問い合わせや来客があった。地域なら
ではの味覚や特産物は市外の方にも届く魅力があることがうかがえる。今すでにあるさぬき市
の魅力の発掘とそれを魅力的に見せる働きかけにより着地型旅行商品は充実しうると考える。
今後も訪問者に何が望まれているのかを分析しつつ広報活動を行い、また、広域観光の取り組
みによりさぬき市を訪れてもらうきっかけの間口が広がると考えるため、引き続き関係機関との
連携を図りながら魅力ある観光資源の発掘と磨き上げを行っていきたい。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（観光ＰＲ関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②国内外に向けた観光ＰＲの強化 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 9,752

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

※「観光協会事務局事業②③」事業費再掲

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とした事業である。

―0 0 25,154

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。
新たにインスタグラムでの観光アピールを行う。
県内外の観光事業に参加し、当市をＰＲする。

新たにインスタグラムの活用も開始
し、さぬき市の知名度向上に努めた。
マルシェで観光ＰＲブース出展回数を
前年より３倍増加し、さぬき市ＰＲを積
極的に行った。

計画額

0

0

0

H28

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。
観光PR用グッズ制作。さぬき市観光協会ホームページの更
新。フェイスブック活用。５団体へ助成。四国DC、ミュージカル
源内全国公演等観光PRブース出展。英語版総合パンフレット
制作。

新たにフェイスブックを活用し、さぬき
市の知名度向上に努めた。ミュージカ
ル源内全国公演や、マルシェで観光
ＰＲブースを出展した。ＰＲ用に英語
版総合パンフレット並びにさっきー
ちゃんシールを制作した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 2,510

0

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。

決算額

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行った。
観光パンフレット及び観光PR用グッズ制作　　さぬき市観光協
会ホームページの更新　　５団体へ助成　　食の大博覧会へ観
光PRブース出展

高松市で開催された県内最大の食イ
ベントへＰＲブースの出展した。また、
H28年度に行われる四国DC全体会
議やミュージカル源内全国公演へ向
けて、新たにパンフレットとPRグッズ
を作成した。

計画額 0

0

―

0 0 2,582

2,5822,582

0

9,752

2,582

0.2

25,154

0

0 0

0 2,570

0 2,412

2,5100 0

0

6,6760 0 6,676

13,386

0.0

0 0 10,337 10,337

2,570

0.2 0.0

2,412

2,3900 2,390

2,390

2,3900 2,390

0.0

当初予算額 0 0 0 13,386

0 0 5,355

計画額 0 0

0.1

5,355

0 2,390

決算額



H30

回
計画値 1

5

2 計画値 2

実績値 17

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20,000 計画値 20,000
部

計画値 20,000 計画値

計画値
県内外観光PRブース出展
回数

単位 H27 H28 H29

20,000

実績値 19,636 実績値 28,291 実績値 12,540 実績値

実績値実績値 39,126 実績値

実績値 1 実績値
活
動
指
標

さぬき市観光協会ホーム
ページアクセス数

さぬき市観光協会ホームページ「さぬき市観光ガイド」
へアクセスされた回数

千人
計画値

観光パンフレット及び観光
PRグッズ等配布数

各施設やイベント等にて配布した観光パンフレット及
び観光PRグッズの部数

観光PRを目的としたブースを出展した回数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数

人
計画値 45,000 計画値

4,500 計画値

45,000 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

41,581 実績値 40,039

優先度低い ⇒

45,000

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20
優先度高い

点 20 点

5 点

4 点

45,000 計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

観光協会の事業の中で、市外への観光宣伝活動として、観光ＰＲブースの出展やパンフレット・
グッズの作成、配布のほか、ウェブ上での情報発信等を行っています。２８年度から開始した
フェイスブック活用に続き、２９年度はインスタグラムの活用を開始しました。２９年度アクセス数
は、さぬき市観光協会ホームページは減少したものの、フェイスブック８８，９２７件、インスタグラ
ム３，５２４件と健闘しました。互いにリンクを貼ることで引き続き観光ＰＲの相乗効果も狙い活動
を継続します。２９年度は観光協会内の予算配分を見直したことで積極的にマルシェ出展を行
え、さぬき市の特産物の販売とパンフレット配布を行えました。今後も当市の魅力をを伝える努
力を行うと同時に、さぬき市に興味を持って下さった方がスムーズに情報を得ることができるよ
う、情報発信の工夫が必要だと考えます。

時代と共に情報収集方法は変わっていくことから、当市観光協会も従来からの観光協会ホーム
ページだけではなく、フェイスブックやインスタグラムを活用するなど、より新鮮な情報を提供す
る試みを始めた。また、当市の知名度向上のために積極的に市外イベントに参加するよう活動
を変えつつある。交流人口の増加を図るには「まずは知ってもらうところから」の取っ掛りが必要
であるため、情勢を踏まえつつ、今後も積極的なＰＲ活動を続けることが望まれる。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（広域観光連携関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③広域観光連携の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 9,752

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

※「観光協会事務局事業②③」事業費再掲

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とした事業である。

―0 0 11,768

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。
東かがわ市との広域連携事業により広域マップと旅行プランを
作成する。瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅
プラン」に掲載できるコースを作成する。
なお、この事業は観光事業費に組み込まれるため２９年度で
事業終了する。

「ぷち旅プラン」に２回さぬき市の観光
情報を掲載し、県内外からさぬき市を
訪れてもらうきっかけを作ったほか、
広域連携事業で観光マップを制作し
た。

計画額

0

0

0

H28

広域的にＰＲできる観光プランを充実させるるため、瀬戸・高松
広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できる
コースを作成した。

「ぷち旅プラン」にさぬき市冬のうまい
もんまつりツアーと天体望遠鏡博物
館を目玉とするモデルコースを掲載
し、県内外からさぬき市を訪れてもら
うきっかけを作った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 2,510

0

※２９年度で事業終了。

決算額

広域的にＰＲできる観光プランを充実させるるため、瀬戸・高松
広域定住自立圏事業を活用し、ジオサイト船の旅（東讃ジオサ
イトツアー）を実施したほか、「ぷち旅プラン」に掲載できるコー
ス作成に取組んだ。

「ジオサイト船の旅」と題して志度～
引田間の瀬戸内海と大自然を活用し
たジオサイトツアーを実施したもの
の、「ぷち旅プラン」への掲載までに
は至らなかった。今後も積極的なＰＲ
を行う。

計画額 0

0

―

0 0 2,582

2,5822,582

0

9,752

2,582

0.1

11,768

0

0 0

0 2,570

0 2,412

2,5100 0

0

6,6760 0 6,676

0

0.0

0 0 10,337 10,337

2,570

0.3 0.0

2,412

2,3900 2,390

2,390

2,3900 2,390

0.0

当初予算額 0 0 0

0 0 5,355

計画額 0 0

0.3

5,355

0 2,390

決算額



H30

コース
計画値 10

11

10 計画値 10

実績値 11

計画値 10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20,000 計画値 20,000
部

計画値 20,000 計画値

計画値
モデルコース数

単位 H27 H28 H29

20,000

実績値 19,636 実績値 28,291 実績値 12,540 実績値

実績値実績値 0 実績値

実績値 9 実績値
活
動
指
標

ぷち旅プラン掲載数 瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プ
ラン」に掲載された回数

千人
計画値

観光パンフレット及び観光
PRグッズ等配布数

各施設やイベント等にて配布した観光パンフレット及
び観光PRグッズの部数

ホームページや観光パンフレット等で公表しているモ
デルコース数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数

回
計画値 2 計画値

4,500 計画値

2 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

2 実績値 2

優先度低い ⇒

2

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21
優先度高い

点 21 点

5 点

4 点

2 計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

広域観光連携の推進として、市内または高松市から当市にかけてのモデルコースを展開、提供
することで県外から来る観光客が中心市街地から来訪しやすくなり、誘客が図れると考えられる
ため、継続して実施していくことが必要だと考えます。平成２９年度においては、高松観光コンベ
ンション・ビューローが発行する「ぷち旅プラン」に「紅葉の秋・へんろウォーキング～大窪寺編
～」と「第３回カメラレッスン＠天体望遠鏡博物館」を掲載できました。また、東かがわ市との広域
連携事業でさぬき市及び東かがわ市の広域マップを制作しました。このマップはサイクリストの
意見を盛り込んだことが特徴で、関西圏からのサイクリング客流入を目指しています。今後も広
域で連携して、高松方面からも徳島方面からも訪れてもらえるような情報提供を行ってまいりま
す。３０年度からは観光事業費内で活動継続します。

全国的にも広域的な観光連携は広まっており、各エリアで誘客をつのる観光事業が行われてい
る。従来より行われている瀬戸・高松広域定住自立圏事業の一環である「ぷち旅プラン」では、
さぬき市がかねてより補助してきたまちあるき事業が評価され、２年連続の掲載採用となったこ
とを評価したい。今後は観光ビジョンを共有できる市町や県と連携を図り、より魅力的な観光情
報を発信していくことが望ましい。遠方から来た観光客を誘導するような観光プランを作成する
ことと、週末に度々さぬき市に訪れてくれるような近隣住民への呼びかけとを両輪で考え、今後
一層広域的な観光のあり方を模索されたい。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,1420 0

当初予算額 0 0 3,420 0

計画額 0 3,142

3,420

決算額

1.0当初予算額 1,753 0 1,768 0

0 0

3,521

計画額

決算額

0.2

3,184

0 3,142 3,142

0 0 3,182 2

3,142

3,186 0 0 20

当初予算額 0 0 0 0

0 0計画額

当初予算額 1,753

3,420

―

0 0 12,846

1.00

1.1

0 3,182 226 9,477

0 0 204 3,087

0

決算額

0.1

3,206

0 3,142

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加及び実施　等
※紹介状発行件数８５件　※採用内定者数３７人　※登録事
業所数　２５５事業所（３月末）　※求人数　４４７人（３月末）

市広報誌と同時配布する求人情報誌
を発行し、センターの認知度向上と
マッチングする機会の創出に努めた。

決算額 2,883

12,846

―0 5,188 3,420 10,361

0 3,420 0.2

0 0 3,420

決算額 6,069

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

労働諸費

H28

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加　等
※紹介状発行件数５３件　※採用内定者数２４人　※登録事
業所数　２１７事業所（３月末）　※求人数　２４３人（３月末）

※平成28年度については、平成27年
度補正予算計上分を全額繰越したこ
とから当初予算額を「0」としている。
平成29年度には、市広報誌と同時配
布する求人情報誌の発行により、セ
ンターの周知拡大を図る。

事
業
概
要

市民やUターン希望者などを対象に、市内並びに近隣市町の
事業所への就職あっせん業務のほか、就職相談や求人情報
の公開を行う。

市民やＵターン希望者などを対象に
就職あっせん等を行うことにより、若
年層の定住促進、市内事業所の人材
確保、市民の雇用拡大を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

3,420

具
体
的
取
組

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加　等
※紹介状発行件数８４件　※採用内定者数１４人　※登録事
業所数　１８７事業所（３月末）　※求人数　４２３人（３月末）

平成28年度より徳島文理大学香川校
の学生を対象とした出張就職相談や
職場見学バスツアーを実施するな
ど、学生の就職支援を強化することと
した。

H30

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加及び実施　等

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①就労支援の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

労働費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域就職サポートセンター事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 25 労働費

基本施策 6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

若年層の定住促進、市内事業所の人材確保、市民の雇用拡大等を図ることを目的に、平成２６
年８月に「さぬき市地域就職サポートセンター」を開設し、採用内定者数、就職に関する相談件
数も年々増加しているところです。なお、平成２９年度は、市内企業の工場の閉所に伴い、離職
者のための就職あっせんが増加しましたが、本センターのきめ細やかな支援が採用内定者数
の増加につながったと考えます。近年の人手不足の状況の中、市内事業所の人材確保のため
にも、現状を維持していきたいと考えております。

「さぬき市地域就職サポートセンター」が開設して４年目を迎えたが、平成２９年度には市内企業
の工場閉所などの特殊事情はあったものの、就職内定者は年々増加している状況である。企業
の人材確保が困難な現在、市内事業所の人材不足の解消を支援していきたい。一方、平成２９
年度より、俗に言う「地方版ハローワーク」の制度が開始され、香川県においても「ワークサポー
トかがわ」を開設しており、国の公共職業安定所を含め、事業の継続について検討をしていきた
い。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5 点点

点20

点

点

3 点

4

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

14 計画値

実績値

16 計画値 18 計画値 20

14 実績値 24 実績値 37

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

地域就職サポートセンター
のマッチングにより就職し
た人数

地域就職サポートセンターのマッチングにより就職し
た人数

計画値

実績値

就職面接会等のイベント
に参加した回数

地域就職サポートセンター及び市内企業等をＰＲする
ために、香川県などが開催する就職面接会等のイベ
ントに参加した回数

回
計画値 計画値 7

計画値 計画値計画値

実績値7 実績値 10 実績値 9

単位 H27

7 計画値 7計画値7

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



9690 56,000

当初予算額 0 0 56,000 937

計画額 0 56,969

56,937

決算額

0.0当初予算額 0 0 56,000 937

0 0

56,937

計画額

決算額

0.1

56,937

56,000 969 56,969

0 0 56,001 936

56,969

0 0 56,000 937

当初予算額 0 0 56,000 937

0 0計画額

当初予算額 0

56,969

―

0 224,000 3,876

0.056,937

0.0

0 168,001 2,841 170,842

0 56,000 968 56,968

0

決算額

0.1

56,937

56,000 969

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

従来通り労働環境整備に努めた。ま
た、四国労働金庫への資金預託につ
いては、預託金の一部を有利子とし
た。

決算額 0

227,876

―0 224,000 3,780 227,780

56,000 969 0.1

0 56,000 969

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

労働諸費

H28

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

特に改善はないが、従来通り労働環
境整備に努めた。

事
業
概
要

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につ
なげるために関係団体への助成を行う。また、四国労働金庫
に資金を預託することにより、福祉、住宅資金等の低金利融
資を支援する。

労働者の保護と地位向上、福利厚生
面の向上を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

56,969

具
体
的
取
組

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

特に改善はないが、従来通り労働環
境整備に努めた。

H30

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②働き続けられる労働環境の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

労働費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 労働諸費事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 25 労働費

基本施策 6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保のために活動している関係団体への
財政支援を行うことは、地場産業の振興に加え、地域社会の発展に寄与するものと考えます。
また、四国労働金庫に資金預託することは、生活融資、住宅融資、災害特別融資などの勤労者
の生活向上に一定の役割を果たしています。これらのことから、今後も現状の財政支援や資金
預託を継続していく必要があるものと考えます。

香川労働基準協会大川支部や東さぬきＪＳＣの労働災害の防止、労働条件の向上、企業にお
ける快適な職場環境の推進、労働力の確保対策等は地域社会の発展に貢献していることか
ら、継続して財政支援を行う必要がある。また、四国労働金庫への資金預託は、地域の勤労者
の生活向上に寄与するものであることから、継続していく必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

14 計画値

実績値

16 計画値 18 計画値 20

14 実績値 24 実績値 37

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

地域就職サポートセンター
のマッチングにより就職し
た人数

地域就職サポートセンターのマッチングにより就職し
た人数

計画値

実績値

東さぬきＪＳＣによる雇用
に関する研修会、説明会
等の開催回数

市民の就労支援や市内事業所の人材確保を目的に
開催される研修や説明会の開催回数

回
計画値 計画値 5

計画値 計画値計画値

実績値5 実績値 4 実績値 4

単位 H27

5 計画値 5計画値5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 定住促進事業①（移住促進関係） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

① ①移住・二地域居住の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

「移住体験ハウス」の運営を行うとともに、香川県移住交流推推
進協議会への参加等をとおして移住交流施策の推進を図る。

H29

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　さぬき市）
・さぬき暮らし体験ツアー開催(4回)
・移住体験ハウス運営(利用日数10組、利用日数　196日)

香川県移住フェアにブースを出展した
ほか、移住コーディネーターによる相
談業務等きめ細やかな対応を図ると
もに移住促進サイト「ええとこさぬき
市」の更新頻度を高めるなど、情報発
信に努めた。

H28

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　東かがわ市）
・移住体験ハウス運営(利用者11組、利用日数　176日)

香川県主催の移住フェアにブースを
出展した。また、移住コーディネーター
を設置し、相談業務等きめ細やかな
対応を図るともに移住促進サイト「え
えとこさぬき市」の更新頻度を高める
など、情報発信に努めた。

事
業
概
要

移住希望者が市内での暮らしを体験できる「移住体験ハウス」
の設置・運営をはじめ、香川県移住交流推推進協議会への参
加等をとおして移住交流施策を推進する。

人口減少局面にある本市において、
活力ある持続可能な自治体であり続
けるために不可欠な要素である移住・
二地域居住者を増加させることを目指
す事業である。

H27

具
体
的
取
組

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　東かがわ市）
・さぬき暮らし体験ツアー開催(1回　28年2月)
・移住体験ハウス開設(27年10月)
・移住体験ハウス運営(利用者6組　63日)

本市への移住を促進するため、香川
県主催の移住フェアにブースを出展し
たほか、市独自の移住体験ツアーを
実施した。また、東讃地区では初めて
となる移住体験施設を津田町に開設
し、運用を開始した。

H27
|

H30

4,993

0.4

0 433 3,560

決算額 78

当初予算額 1,000

計画額 1,000

決算額 78

17,993

―0 1,378 16,233 18,611

計画額 2,000

当初予算額 1,000

0.0

0 1,183 11,798 13,059

0 438

0

1,719 0.1

―

0 1,633 14,360

1,906 2,422

0 433 3,560 4,993

0 340 2,950

計画額

決算額

0.4

3,290

400 3,600 5,000

0

0 405 6,942

当初予算額 0 0 345 1,374

1,000

0

4,056

計画額

決算額

0.3

7,347

400 3,600 4,000

0

3,6000 400

0.1当初予算額 0 0 300 3,756

0

当初予算額 0 0 300 7,543

計画額 0 4,000

7,843

決算額



回
計画値 2

実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

指標名 指標の説明
総合計画・

総合戦略指標

計画値
香川県移住フェア参加回
数

香川県が主催する移住フェアへのブース出展回数

回

活
動
指
標

実績値2 実績値 2 実績値 2

1

実績値 0 実績値

15

150

実績値

計画値

実績値 1

実績値 0 実績値

10 計画値 15 計画値10 計画値

さぬき暮らし体験ツアー開
催回数

さぬき市が主催する移住体験ツアーの開催回数

100 計画値

実績値

100 計画値 150 計画値

2

65 実績値 124 実績値 91

実績値

計画値 1 2計画値 2計画値

優先度低い

成
果
指
標

さぬき市への移住者数 転入届出者に対する窓口アンケートにおいて「香川県
外からの移住」と回答した世帯の世帯員数。

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

さぬき暮らし体験ツアー参
加者数

さぬき市が主催する移住体験ツアーへの参加者数

人
計画値

実績値 3

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値24

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

人口減少が著しい本市においては、地域社会を支える人材を確保することが重要な課題となって
います。このため、本市では香川県が主催する移住希望者を対象とした移住フェアや交流会に参
加するだけでなく、平成２７年度からは移住体験ハウスの開設、平成２８年度からは移住コーディ
ネーターを設置、平成２９年度からは、お試し滞在宿泊助成金制度やオーダーメイド型の移住ガ
イドツアーを実施するなど、積極的に移住促進策へ取り組んできました。
移住促進策が果たす人口減少抑止効果は限定的ではありますが、地域の活性化には欠かせな
い要素といえることから、切れ目のない取組の推進が不可欠であると考えています。

少子高齢化による人口減少が進行する本市において、市内への人の流れを取り戻すことは最重
要課題となっている。
平成２７年度に移住体験ハウスを開設し、運営してきたほか、、平成２８年度には移住促進家賃
等補助金、三世代同居・近居支援金の２つの制度を創設、また、平成２９年度からは、お試し滞
在宿泊助成金制度やオーダーメイド型の移住ガイドツアーを実施するなど、積極的に移住促進策
に取り組んできており、今後も引き続き、県外、市外からのUIJターンを、子育て世代から熟年世
代まで幅広く呼びかけ、人口の社会増を目指していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 定住促進事業②(定住支援関係） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

② ②定住支援の強化

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

定住促進策の制度周知及び交付事務を実施するとともに、そ
の政策効果を検証する。

H29

・定住奨励金（394件、11,713千円）
・結婚定住奨励事業（86組、8,600千円）
・三世代同居・近居支援金（38組、3,800千円）
・移住促進家賃等補助金（22組、4,081千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）
・新規広報事例の検討

定住支援に係る個々の相談・問い合
わせに応じて回答したほか、、売買に
よる住宅取得者に制度周知文を送付
するなど、交付対象となる方の申請
漏れの防止に努めた。

H28

・定住奨励金（417件、12,593千円）
・結婚定住奨励事業（80組、8,000千円）
・三世代同居・近居支援金（11組、1,100千円）
・移住促進家賃等補助金（12組、1,954千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）

平成27年度に創設した三世代同居・
近居支援金、移住促進家賃等補助金
に係る個々の相談・問い合わせに応
じて回答し、交付対象となる方の申請
漏れの防止に努めた。

事
業
概
要

人口減少を食い止めるための対策として、転出者の抑制及び
転入者の増加など定住促進に向けた取組を推進する。

人口減少局面にある本市において、
活力ある持続可能な自治体であり続
けるために不可欠な要素である定住
人口を確保するため、定住支援の強
化を目指す事業である。

H27

具
体
的
取
組

・定住奨励金（391件、11,753千円）
・結婚定住奨励事業（76組、7,600千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）

定住支援施策の効果測定を行い、既
存事業の継続を決定するとともに、子
育て中の世帯や県外在住世帯を積
極的に本市へ呼び込むため、新たに
三世代同居・近居支援金、移住促進
家賃等補助金の両制度を創設した。

H27
|

H30

25,458

0.4

0 0 25,458

決算額 2,750

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

100,458

―0 0 121,977 134,677

計画額 0

当初予算額 12,700

0.1

0 0 66,175 68,925

0 0

0

39,587 0.1

―

0 0 100,458

19,933 19,933

0 0 25,458 25,458

0 0 23,433

計画額

決算額

0.4

24,263

0 25,000 25,000

830

0 0 22,809

当初予算額 4,500 0 0 35,087

0

0

35,616

計画額

決算額

0.2

24,729

0 25,000 25,000

1,920

25,0000 0

0.1当初予算額 4,500 0 0 31,116

0

当初予算額 3,700 0 0 30,316

計画額 0 25,000

34,016

決算額



件
計画値 5

実績値

6

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 6計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
定住支援施策の広報件数 本市定住促進施策の広報実績。（例　情報誌掲載、駅

構内広告掲示など）

件

活
動
指
標

実績値5 実績値 5 実績値 5

0

実績値 58 実績値

15

60

実績値

計画値

実績値 0

実績値 11 実績値

5 計画値 10 計画値0 計画値

三世代同居・近居支援金
に関する交付相談件数

さぬき市三世代同居・近居支援金に関する窓口相談・
問い合わせ件数。

48 計画値

実績値

52 計画値 56 計画値

42

68 実績値 74 実績値 78

実績値

計画値 10 30計画値 20計画値

優先度低い

成
果
指
標

結婚定住奨励事業におけ
る効果測定に関する設問
への肯定回答数

交付者を対象とする事業効果測定アンケートにおける
設問（定住促進を後押しする制度だと思いますか。）に
「はい」と回答した数。（交付計画値の８割を想定。）

組
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

三世代同居・近居支援金
の交付数

さぬき市三世代同居・近居支援金交付要綱に基づく
交付数。（交付対象者は、親との三世代同居又は近
居を目的として本市へ転入した子育て世帯。）

組
計画値

実績値 0

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値38

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

人口減少が著しい本市においては、地域社会を支える人材を確保することが重要な課題となっ
ています。
このため、平成２３年度から定住奨励金事業、平成２５年度から結婚定住奨励事業、平成２８年
度から三世代同居・近居支援金、移住促進家賃等補助金など各種ソフト事業を中心とした施策
を実施し、その結果として人口減少の度合いが若干鈍化するなど一定の事業効果が確認され
ています。
しかしながら、国などによる人口予測では今後も本市人口は減少すると見込まれていることか
ら、市民の生活満足度を維持・向上していくとともに、転出者を抑制し転入者の増加を目指すと
いう、定住促進に向けた切れ目のない取組を今後も推進していくことが不可欠であると考えてい
ます。

少子高齢化による人口減少が進行する本市において、将来子育てをする若い世代の市外への
流出を食い止め、市内への人の流れを取り戻すことが最重要課題となっている。
平成２３年度から定住促進奨励金制度、平成２５年度から結婚定住奨励金制度を創設するな
ど、定住促進施策を進めてきたところだが、平成２８年度からは、移住促進家賃等補助金、三世
代同居・近居支援金の２つの制度を創設し、県外、市外からのUIJターンにも積極的に取り組ん
できており、今後も引き続き、住宅リフォームや空き家活用などの施策とも組み合わせながら、
定住促進のための切れ目のない支援に取り組んでいく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域おこし協力隊・集落支援員事業 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

③ ③まちの魅力発信と多様な交流活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援

H29

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援 地域おこし協力隊：2名の協力隊員による
活動地域やテーマの特定、地域団体等と
の連携による活動を行った。集落支援員：
巡回後のフォローアップを行うとともに、移
住コーディネーターとしての役割を加え、
移住・定住の促進に関する活動を行った。

H28

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援
・新たな地域おこし協力隊員及び集落支援員の募集

地域おこし協力隊：2名の協力隊員を採用
し、活動地域やテーマを特定し、地域団体
等と連携しながら活動した。集落支援員：
巡回後のフォローアップを行うとともに、移
住コーディネーターとしての役割を加え、
移住・定住の促進に関する活動を行った。

事
業
概
要

地域おこし協力隊：市内の特産品の情報発信及び志度地区・
多和地区の活性化
集落支援員：過疎地域の集落巡回を行い、集落の状況と課題
の整理及び空き家の有効利用及び移住・定住の促進

都会からの若者を受け入れて、柔軟
な地域おこし施策による地域活性化
と過疎集落の課題整理を行うことが
目的の事業である。

H27

具
体
的
取
組

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援
・新たな地域おこし協力隊員の募集
・集落支援員の活動項目の追加

地域おこし協力隊員：市内の特産品
をマルシェやピザ焼き体験を通じ市
内外へ情報発信した。また生産者の
意識向上を図った。　　集落支援員：
集落巡回から見えてきた課題に対す
る取組を新たな活動に加えた。

H27
|

H30

14,951

0.1

0 72 14,879

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

59,804

―0 168 52,824 52,992

計画額 0

当初予算額 0

3.0

0 64 31,674 31,738

0 48

0

14,996 4.0

―

0 288 59,516

9,007 9,055

0 72 14,879 14,951

0 16 10,041

計画額

決算額

0.1

10,057

72 14,879 14,951

0

0 0 12,626

当初予算額 0 0 96 14,900

0

0

15,090

計画額

決算額

0.1

12,626

72 14,879 14,951

0

14,8790 72

4.0当初予算額 0 0 0 15,090

0

当初予算額 0 0 0 7,955

計画額 0 14,951

7,955

決算額



回
計画値 12

実績値

12

H28 H29 H30単位 H27

12 計画値 12計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
活動報告掲載回数（広報
紙）

隊員及び支援員の活動報告の広報掲載回数（広報さ
ぬき）

活
動
指
標

実績値12 実績値 12 実績値 12

実績値 実績値

80

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

50 計画値

実績値

60 計画値 70 計画値

65 実績値 124 実績値 91

実績値

計画値 計画値計画値

優先度低い

成
果
指
標

移住者数 移住者数（志度・多和地区に限定することが理想だ
が、データがないため、市全体の移住者数とする。）

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値

実績値

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

4
必要性低い

優先度高い

18

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成28年10月から第2期となる隊員2名を委嘱し、活動内容をそれぞれ「多和地区活性化」と「源
内改革プロジェクトの推進」とし活動を行っている。地域団体との連携により、地域に根ざした取
組を推進していくことが不可欠だと考えています。

制度導入から3年が経過し、地域おこし協力隊及び集落支援員ともに任期満了を迎えることか
ら、28年度の募集に際し、活動内容等の見直しを行った。
地域おこし協力隊員については、全国的な需要増に伴い、人材の確保が難しくなってきているこ
とから、活動テーマを「多和地区活性化」と「源内の改革プロジェクト推進」の2つに絞り、地域密
着型の取組を推進することにより、外部人材の円滑な導入と活動の定着を図った。
集落支援員については、従来の集落支援活動に、移住コーディネーターとしての役割を加え、
空き家の活用や移住・定住の促進等を絡めながら、地方創生時代にふさわしい地域づくりに取
り組んでおり、今後も引き続き、こうした外部人材を有効に活用し、地域の活性化に取り組んで
いく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標２

安全、安心、快適に暮らせるまち



基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

21,193

2,000

3,975

22,038

H30

款

1,831

1,831

1,850

24,906

0

0

0

7,000

2,000

7,381

1,331

1,331

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

33,144

H27
|

H30

20,762

5,162

5,162

財源内訳

8,000

36,928

544,115

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

①

8

Ⅱ

①地域防災力の向上

(8) 消防・防災体制の充実

Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

会計

総務費

防災諸費

総務管理費

11,000

1,350計画額

担当課

60

05

10

01

防災支援事業①（地域防災関係）

事
業
概
要

具
体
的
取
組

5,381

7,704

109,830

3,720

6,687

22,800

6,723

1,035 2,000

504,700

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

3,831

決算額

計画額

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るための防災・減災事業を推進するため、防災情
報伝達手段の確保や防災訓練などの実施による住民の防災
意思の向上を図るとともに、地域防災力の向上を図るため自
主防災組織の育成を推進する事業である。

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や
各種団体の訓練や資機材購入に対する支援を実施する。※
本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」の
再掲。

事業内容

27,060

1,850

25,822

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

1,350 2,000

5,203

3,661

2,000

92,589

1,350

32,409

1,850

0

24,800

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や
各種団体の訓練や資機材購入に対する支援を実施する。ま
た、地域における防災リーダーとなる防災士を育成するため
に、市独自の防災士養成講座を開催する。※本事業に関する
予算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

大規模な災害に備えるため、市民を対象とした訓練や研修会
などを開催や、訓練や資機材購入に対する支援。また、未組
織地域の解消や活動の活性化を図るため、自主防災組織の
広域化を推進、地域での継続的な訓練を支援するため、自主
防災力強化事業費補助事業の要綱を改正した。※本事業に
関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や
各種団体の訓練や資機材購入に対する支援を実施した。
※本事業に関する決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲
となっている。

522,700

地域で実践的な防災訓練を実施した
自主防災組織に対して助成を行っ
た。また、地域における防災リーダー
となる防災士の資格取得に対して助
成と行い、地域防災力の向上に努め
た。
連合自治会支会を単位として、地域
で実践的な防災訓練を継続的に実施
できるように制度改正を行い、地域の
防災訓練に対して助成を行うなど、地
域防災力の向上に努めた。

連合自治会支会を単位として、地域
で実践的な防災訓練を継続的に実施
できるように支援を行い、新たに3地
域において防災訓練を実施した。ま
た、市独自の防災士養成講座を開催
し、多数の防災士を養成した。

当初予算額

決算額

5,668

2,000

0

連合自治会支会を単位として、地域
で実践的な防災訓練を継続的に実施
できるように制度改正を行い、地域の
防災訓練に対して助成を行うなど、地
域防災力の向上に努めた。

0

0

0.5

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

自主防災組織に対して各種助成を行
い、また、防災士の資格取得者に対
して助成を行うことにより、地域防災
力の向上をはかる。

一般財源

106,389

56,534

事業費計

760,112

0.3 0.6

0.3 0.6

0.2

125,966

5,200

128,659

5,200

7,593

37,609

2,000

1,848

1,618

0.50.3

5,200

80,067

49,72924,882

27,725

10,016



実績値

150

90

84

160

249

／25点

点4 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

236

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

4

評価点

点5

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

計画値

実績値

130

133

H28H27

支会単位等の広域化した自主防災組織による防災訓
練や防災研修会の実施回数。

市主催による防災訓練・防災講演会の実施回数。

自主防災組織結成行政区内世帯数／住民基本台帳
世帯数。

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

計画値

実績値

87

8482

活
動
指
標

評
価

　毎年、全国各地で発生する災害において、最も命を救ったのは自助、次いで共助となってお
り、公助は１割程度であったと言われることから、自助・共助意識の醸成や過去の災害を教訓と
した新しい防災知識の習得が命を守るために市民に求められることから、今後においても地域
防災力の向上に向けた取組を拡充して行く必要がある。

成
果
指
標

140

188

5

5

指標名

広域での防災訓練等実施
回数

計画値

計画値

防災訓練や研修会等の自主防災活動を実施した組織
数。

今
後
の
方
向
性

1

0

防災訓練等の実施回数

実績値

85
自主防災組織のカバー率

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

8

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

21

⇒

⇒

計画値 89

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 1

実績値

実績値

計画値

10実績値

1

1

10

実績値

1計画値

方
向
性

4 点

点5

4 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

4 点

4 点

4

理
由

近い将来、発生が予想されている南海トラフを震源とする巨大地震等、いつ・どこで発生するか
分からない災害から市民の生命や財産、地域を守るために、自助及び共助の精神を基に自分
の身や自分たちの地域は自分たちで守る意識を醸成することは必要不可欠であり、各種助成
事業を実施することで、地域防災力の要となる自主防災活動を活性化させることができるため。

自主防災組織による活動
実施組織数

回

％

回

二次評価（所属長）

点 21
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

1実績値

計画値

0

84

9

10

H30

計画値 計画値7

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 防災支援事業②（防災対策関係） 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

10

60 防災諸費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②防災対策等の推進 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

総務管理費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

103,550 124,240

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

総合計画や地域防災計画に基づき、市民の生命・財産を守る
ための防災減災事業を推進するため、防災情報伝達手段の
確保や避難所などの環境整備などのハード・ソフト事業を組み
合わせた事業である。※計画・予算・決算額は「災害発生時に
おける体制の整備」「国民保護体制の整備」を含んでいる。

災害から市民の生命及び財産を守る
ため、災害時の情報伝達手段や災害
備蓄品の整備、避難所の環境整備な
どのハード・ソフト事業の実施等

―645,600 39,861 96,892

計画額 59,565

当初予算額 62,712

決算額 109,830

H29

香川県の地域防災力総合支援事業費補助金等を活用し、備
蓄品の整備や各種計画の策定・修正を実施するとともに、老
朽化した防災設備の修繕などを実施する。※本事業に関する
予算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

同報系防災行政無線のデジタル化工事を
実施した。緊急避難場所等に当該施設が
どの災害に対応しているか誰が見てもわ
かるように看板を設置し避難所に備蓄用
棚及び備蓄倉庫を設置し、防災施設の環
境整備を行った。

計画額

9,399

3,669

3,669

H28

地域防災計画の修正を図るとともに、緊急避難場所の環境整
備、情報伝達手段としての防災行政無線（同報系）のデジタル
化を図る。また、被害想定にある避難者を収容するための避
難所・緊急避難場所を確保するため、施設管理者との協議を
進める。※本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①
②③④」の再掲となっている。

災害時の情報伝達手段である防災
行政無線（同報系）のデジタル化工事
に着手した。また、緊急避難場所にト
イレ及び備蓄倉庫を整備し、避難所
等における環境整備を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 48,558

決算額 92,589

H27

具
体
的
取
組

6,687

当初予算額 1,035

6,723

当初予算額 16,924

0

香川県の地域防災力重点分野支援事業補助金等を活用し、
備蓄品の整備や避難所における備蓄用棚の整備を進めるとと
もに、災害時の情報伝達手段である同報系防災行政無線の
難聴地域解消のための整備工事実施設計を実施する。※本
事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再
掲。

難聴地域解消のための同報系防災
行政無線整備工事実施設計業務を
実施した。また、備蓄品の整備や避
難所における備蓄用棚の整備を進
め、避難対策を実施した。

決算額

香川県の補助金等を活用し、防災行政無線基本計画の策定
や緊急輸送車両、備蓄品を整備するとともに、避難所等の環
境整備を図るため太陽光発電システムを利用した非常用電源
設備を整備した。
※本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」
の再掲となっている。

市民の生命・財産を守るため、地域
防災計画を修正するとともに、情報伝
達手段の確保や備蓄品、避難所の環
境整備を図った。

計画額 48,558

0

0.6 0.0

7,000

―

0 2,740 29,240

80,53829,240

3,661

287,355

80,538

0.8

845,065

0

0 2,740

0 128,659

1,848 22,038

651,316620,800 4,193

33,1442,000 5,203 24,906

80,067

0.0

522,700 21,193 106,389 760,112

32,409

0.7 0.0

37,609

36,439270 32,500

36,439

133,939100,270 30,000

0.0

24,882

22,800 27,725 25,822

504,700 5,668 27,060

計画額 3,669 0

0.9

544,115

270 32,500

決算額 3,831 11,000 10,016 49,729

当初予算額 3,720



H30

16
箇所

計画値 11

14

12 計画値 13

実績値 14

計画値 14

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

42 計画値 43
箇所

計画値 41 計画値

計画値
避難所指定箇所数

単位 H27 H28 H29

45

実績値 41 実績値 45 実績値 45 実績値 49

実績値実績値 実績値

実績値 11 実績値
活
動
指
標

人
計画値

緊急避難場所指定箇所数 災害時に備え緊急避難場所として利用できる施設等
を増やす。

災害時に備え避難所指定できる施設等を増やす。

計画値

実績値

成
果
指
標

避難所収容可能人数 指定した避難所の収容可能人数。

計画値 計画値

5,000 計画値

計画値

計画値 7,000 8,000

実績値 6,090 実績値 7,120 実績値 7,120 実績値 8,150

6,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

24
優先度高い

点 24 点

5 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　災害時における重要な情報伝達手段である同報系防災行政無線の難聴地域解消を図るた
め、また、緊急避難場所や避難所における備蓄倉庫の整備や避難誘導看板を整備するなどの
対策を講じることで、地域防災力をさらに向上させることができるため。

　同報系防災行政無線の第２期工事完了後において、なお音声等が聞こえ難い地域がある場
合の対処方法を検討するとともに、災害関連死等の２次災害を防止するために、避難所環境の
向上に努める必要がある。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 防災支援事業③（防災訓練関係） 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

10

60 防災諸費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③災害発生時における体制の整備 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

総務管理費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

103,550 124,240

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

総合計画や地域防災計画に基づき、市民の生命・財産を守る
ための防災・減災対策を推進するため、職員に対する訓練を
実施することにより、発災時の体制の確認や職員の危機管理
意識の向上を図る。※計画・予算・決算額は「②防災対策等の
推進」の再掲。

風水害・地震・津波など災害発生時
に迅速に対応できる職員配備計画を
見直す。 ―645,600 39,861 96,892

計画額 59,565

当初予算額 62,712

決算額 109,830

H29

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に
備えた職員研修及び訓練を実施する。※本事業に関する予
算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

前年度の配備人数など問題点を検証
し改善した職員配備計画に見直し
た。また、行政としての防災に関する
研修を全職員を対象として実施した。

計画額

9,399

3,669

3,669

H28

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に
備えた職員研修及び訓練を実施する。※本事業に関する予
算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲となっている。

前年度の配備人数など問題点を検証
し改善した職員配備計画に見直し
た。また、昨年度作成したBCPに関す
る管理職員を対象とした研修会を開
催した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 48,558

決算額 92,589

H27

具
体
的
取
組

6,687

当初予算額 1,035

6,723

当初予算額 16,924

0

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に
備えた職員研修及び訓練を実施する。※本事業に関する予
算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

前年度の配備人数など問題点を検証
し改善した職員配備計画に見直し
た。また、BCP見直しに係る非常時職
員参集訓練を実施し、職員の防災・
減災意識向上に努めた。

決算額

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に
備えた職員研修及び訓練を実施した。
※本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」
の再掲となっている。

前年度の配備人数など問題点を検証
し改善した職員配備計画に見直し
た。

計画額 48,558

0

0.4 0.3

7,000

―

0 2,740 29,240

80,53829,240

3,661

287,355

80,538

0.5

845,065

0

0 2,740

0 128,659

1,848 22,038

651,316620,800 4,193

33,1442,000 5,203 24,906

80,067

0.2

522,700 21,193 106,389 760,112

32,409

0.5 0.2

37,609

36,439270 32,500

36,439

133,939100,270 30,000

0.3

24,882

22,800 27,725 25,822

504,700 5,668 27,060

計画額 3,669 0

0.5

544,115

270 32,500

決算額 3,831 11,000 10,016 49,729

当初予算額 3,720



H30

1
回

計画値 0

0

1 計画値 2

実績値 1

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1 計画値 1
回

計画値 1 計画値

計画値
職員防災研修回数

単位 H27 H28 H29

1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

人
計画値

職員配備計画 災害発生時に迅速に対応できる職員配備計画の作
成。

配備計画分掌事務内容の研修を行う。

計画値

実績値

成
果
指
標

職員防災研修参加人数 研修への参加人数。

計画値 計画値

0 計画値

計画値

計画値 30 50

実績値 0 実績値 34 実績値 233 実績値 246

15 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 23 点

5 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

いつ・どこで発生するか分からない大規模災害時においても迅速に対応できる職員配備計画と
するため、昨年度からの問題点を洗い出し、人事異動を考慮した見直しを実施した。また、参集
訓練を含めた職員防災・減災研修を継続的に実施することで、行政職員として一人一人が防
災・減災対策の担当者である自覚を身に付けることができるため、各種訓練を計画・実施してい
く。

　自治体職員は住民の生命や財産を守る責務があると災害対策基本法に規定されており、平
常時からすべての職員が通常業務と並行し、BCPに定めた災害対策業務に関する準備を進め
て行く必要がある。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

消防費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 水防活動支援事業 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

45

15 水防費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③災害発生時における体制の整備 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 22,722

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市地域防災計画及び水防計画に基づき、集中豪雨や台
風などの水害及び津波から市民の生命及び財産を守るため
に活動する事業である。

集中豪雨や台風等の水害及び津波
から市民の生命及び財産を守るため
の活動を行う。 ―32,000 6,663 17,219

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危
険個所の見回りや救助活動等を支援するとともに、浸水被害
を防ぐための仮設ポンプを設置したり避難者の支援及び水防
活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に備える。

台風の襲来等による水害から市民の
生命及び財産を守るための水防活動
を実施した。

計画額

0

0

0

H28

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危
険個所の見回りや救助活動等を支援するとともに、浸水被害
を防ぐための仮設ポンプを設置したり避難者の支援及び水防
活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に備える。

台風の襲来等による水害から市民の
生命及び財産を守るための水防活動
を実施した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 4,796

0

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危
険個所の見回りや救助活動等を支援するとともに、浸水被害
を防ぐための仮設ポンプを設置したり避難者の支援及び水防
活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に備える。

台風の襲来等による水害から市民の
生命及び財産を守るための水防活動
を実施した。また、河川氾濫による浸
水対策のために排水ポンプを整備し
た。

決算額

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危
険個所の見回りや救助活動等を支援するとともに、浸水被害
を防ぐための仮設ポンプを設置したり避難者の支援及び水防
活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に備えた。

台風の襲来等による水害から市民の
生命及び財産を守るための水防活動
を実施した。

計画額 0

0

0.4 0.0

0

―

0 0 5,622

5,6225,622

0

22,722

5,622

0.3

55,882

0

0 0

0 9,618

0 3,320

4,7960 0

6,8010 0 6,801

38,663

0.0

31,300 38,447 43,042 112,789

9,618

0.3 0.0

3,320

5,7000 5,700

5,700

5,7000 5,700

0.0

15,521

32,000 6,663 0

0 12,851 14,583

計画額 0 0

0.4

27,434

0 5,700

決算額 31,300 25,596 72,417

当初予算額 0



H30

0
回

計画値 1

0

0 計画値 1

実績値 1

計画値 0

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
水防訓練実施回数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 1 実績値
活
動
指
標

人
計画値

水防団による水防活動訓練の実施回数（隔年実施）

計画値

実績値

成
果
指
標

水防訓練参加人数 水防団による水防活動訓練の参加人数（隔年実施）

計画値 計画値

150 計画値

計画値

計画値 150 0

実績値 164 実績値 0 実績値 129 実績値 0

0 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

25
優先度高い

点 25 点

5 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

近年台風時のみならず、ゲリラ豪雨など突発的な水害に対応する必要がある。本事業は水害
から市民の生命や財産を守るために今後も計画的に資機材の整備や消防団員の訓練を行い、
非常時に備える。

　水防業務に必要な資機材を整備するとともに、消防団員の水防訓練を継続的に実施すること
により、災害対応能力の向上に努める。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

消防費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防操法訓練事業 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

45

05 非常備消防費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④消防・救急体制の充実 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 14,996

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るために活動する「さぬき市消防団」の技術向上を
図るため参加する消防操法大会の操法訓練を実施する事業
である。

消防動作の基本である操法訓練を行
うことにより、団員の消防技術の向上
や資質向上を図ることを目的とする。 ―0 0 14,077

計画額 0

当初予算額 0

決算額 409

H29

さぬき市消防団大川方面隊の香川県消防操法大会出場に伴
う訓練等を通して消防団員の技術向上を図る。
訓練日数：40日（7～9月）

大川方面隊と連絡を密にし、常に効
率の良い訓練の実施に努めた。
結果は優良賞であった。

計画額

0

0

0

H28

さぬき市消防団志度方面隊の香川県消防操法大会出場に伴
う訓練等を通して消防団員の技術向上を図る。
訓練日数：40日（7～9月）
訓練場所：さぬき市役所西側駐車場

志度方面隊と連携を密にし、常に効
率の良い訓練の実施に努めた。
結果は優良賞であった。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

244

当初予算額 0

0

当初予算額

さぬき市消防団津田方面隊の香川県消防操法大会出場に伴
う訓練等を通して消防団員の技術向上を図る。
訓練日数：43日（7～9月）
※雨天大会延期に伴う訓練の増加。

津田方面隊と連絡を密にし、常に効
率の良い訓練の実施に努めた。
結果は優良賞であった。

決算額

さぬき市消防団寒川方面隊の香川県消防操法大会出場に伴
う訓練等を通して消防団員の技術向上を図る。
訓練日数：40日（7～9月）

寒川方面隊と連携を密にし、常に効
率の良い訓練の実施に努めた。

計画額 0

3,276

0

計画額 0

0 0 13,936 14,345

3,383

0.4 0.0

3,573

3,7000 3,700

0

―

0 0 3,696

3,6963,696

0

14,996

3,696

0.2

14,077

0

0 0

0 3,383

0 3,573

3,5090

0

0 3,509

0

3,522

3,350

0.0

3,800

3,8000 3,800

0.0

0.4 0.0

0.4

3,520

0 3,800

決算額 165 0 0 3,704 3,869

当初予算額 0 0 0 3,350

0 0

3,5220 0



実績値 43

計画値 40

H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
操法大会出場訓練日数

単位 H27 H28 H29

実績値 38 実績値
活
動
指
標

回
計画値

香川県消防操法大会の訓練を実施した回数。

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

40

40

40 計画値 40

実績値 40

成
果
指
標

操法大会出場訓練参加人
数

香川県消防操法大会の訓練を実施するにあたり、訓
練を円滑に行うため出動人員の確保を行う。

計画値 計画値

1,000 計画値

実績値 実績値

人
（延べ）

計画値

計画値 計画値

計画値 1,000 1,000

実績値 1,054 実績値 1,323 実績値 1,046 実績値 1,132

1,000 計画値

実績値

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 22 点

5 点

5 点

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒

消防操法大会に出場することによって、消防団員の消防技術の向上と士気高揚が図られる。ま
た、方面隊内での連携強化や方面隊幹部の指揮訓練等にもなり、地域での消防力の強化及び
市民への消防活動のＰＲにもなることから今後も事業の継続が必要であると考える。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　消防団員の消防技術向上と士気高揚に不可欠な訓練となっていることから、今後も継続する。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

消防費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防団支援事業 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

45

05 非常備消防費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④消防・救急体制の充実 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 2,652,004

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るために活動する「さぬき市消防団」の活動を支援
する事業である。

さぬき市消防団員の活動を支援す
る。
火災の消火活動や地域での防火活
動、団員訓練などを実施するととも
に、防火啓発活動を推進する。

―1,168,300 0 2,819,526

計画額 1,047

当初予算額 4,416

決算額 3,986

H29

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消
防団活動を支援する。また、大川広域消防本部の運営等に係
る経費を負担する。

消防団員が安全に活動できるように
安全装備品の拡充を図り、安全靴や
情報通信機器（トランシーバー）の配
備を行った。

計画額

0

0

0

H28

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消
防団活動を支援するとともに、団員の安全確保のための装備
を整備する。また、被災地や先進的な取組みを行っている消防
団の視察研修を実施し、幹部の意識の向上を図る。

消防団員が安全に活動できるように
安全靴や情報通信機器（トランシー
バー）等の安全装備品の拡充を図っ
た。また、平成26年に土砂災害のあっ
た広島市を視察し、土砂災害時の消
防団員の活動状況等を学んだ。

計画額

決算額

H30

当初予算額 1,047

決算額 941

H27

具
体
的
取
組

636

当初予算額 0

312

当初予算額

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消
防団活動を支援する。また、大川広域消防本部の運営等に係
る経費を負担する。

消防団員が安全に活動できるように安全
装備品の拡充を図り、安全靴や情報通信
機器（トランシーバー）の配備を行った。ま
た、鳥取県三朝町を視察し、平成28年に発
生した鳥取県中部地震時の三朝町消防団
の活動事例を学んだ。

決算額

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消
防団活動を支援するとともに、団員の安全確保のための装備
を整備した。

消防団員が安全に活動できるように
安全装備品の拡充を図り、安全靴や
情報通信機器（トランシーバー）の配
備を行った。

計画額 1,047

703,951

450,000

計画額 0

1,066,900 1,437 2,796,345 3,868,668

644,000

0.3 0.0

735,447

1,113,0000 663,000

49,500

―

484,600 0 663,004

1,148,651663,004

1,001

4,487,651

1,148,651

0.4

3,992,242

1,834,600

484,600 0

416,300 1,062,242

140 685,495

783,38190,900

450,000

0 692,481

450,000

739,907

727,503

0.0

1,113,000

1,113,0000 663,000

0.0

0.3 0.0

0.3

952,241

0 663,000

決算額 2,097 353,600 142 762,899 1,118,738

当初予算額 3,369 0 0 724,134

247,500 154

1,332,707592,800 0



実績値

計画値 4

H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20 計画値 20
人

計画値 20 計画値

計画値
火災予防活動の実施回数

単位 H27 H28 H29

実績値 4 実績値
活
動
指
標

回
計画値

消防学校入校人数 本市消防団員が香川県消防学校に入校し研修を受け
る人数。

火災件数を減少させるために、火災予防を呼びかける
活動を行う。

計画値 20

実績値 2 実績値 9 実績値 13 実績値 3

4

4

4 計画値 4

実績値 4

成
果
指
標

消防団員数 地域の安全を守るための消防団員を確保する。
(4月1日現在の団員数）

計画値 計画値

595 計画値

実績値 実績値

人
計画値

計画値 計画値

計画値 610 620

実績値 578 実績値 577 実績値 577 実績値 586

600 計画値

実績値

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

24
優先度高い

点 24 点

5 点

5 点

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

　近年では、消火活動だけではなく、水防活動や地元の防災訓練時での指導や、花火や草焼き
時の警戒活動など、様々な役割を担っている。また南海トラフ地震が３０年以内に７０％～８０％
の確率で発生するといわれており、本市においても甚大な被害が見込まれており、消防団として
の活動が期待されている。非常時への対応は日頃からの訓練が重要であり、計画的に訓練を実
施することで消防団員の資質及び技術の向上を図るとともに、地域の防災力を維持するために
消防団員の確保を目指す。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　資機材の充実、訓練の継続により消防力の強化を図っているが、毎年、消防団員数の減少が
進んでいる。現在の活動主体である基本団員に加え、機能別消防団員としての女性消防団を平
成３０年度に結成した。今後は大規模災害に備えた、大規模災害団員としてOB団員等の募集を
検討する。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

消防費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防施設整備事業 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

45

10 消防施設費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④消防・救急体制の充実 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 43,762

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るための消防施設等の維持管理等を行う事業であ
る。

消防施設及び設備の維持管理に要
する経費である。

―6,100 2,158 37,219

計画額 0

当初予算額 0

決算額 1,410

H29

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。
主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維
持管理等を行う。

消防団員が安全に活動できるよう、
消防施設及び設備の維持管理を適
正に実施し、不足の事態に備える必
要がある。

計画額

0

0

0

H28

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。
主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維
持管理を行う。
※今年度は寒川第３分団屯所においてエアコン取替え修繕、
志度第１分団金屋屯所において天井張替修繕を実施する。

消防団員が安全に活動できるよう、
消防施設及び設備の維持管理を適
正に実施する必要がある。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 123

H27

具
体
的
取
組

432

当初予算額 0

0

当初予算額

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。
主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維
持管理等を行う。

消防団員が安全・迅速に活動できる
ように消防施設及び設備の維持管理
を行う。

決算額

消防資機材や施設、設備の適正な維持管理等を行った。
主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維
持管理、末地区の防火水槽整備等。

今後も引き続き消防施設及び設備の
維持管理を適正に実施し、いつ発生
するかわからない災害に備える必要
がある。

計画額 0

8,556

0

計画額 0

3,500 2,369 34,111 41,390

10,224

0.2 0.0

8,346

17,1000 11,000

0

―

6,100 0 10,762

16,86210,762

1,163

55,962

16,862

0.2

45,477

12,200

6,100 0

3,500 15,010

184 8,162

9,6660

0

862 8,804

6,100

9,329

8,972

0.0

11,000

11,0000 11,000

0.0

0.2 0.0

0.2

9,478

0 11,000

決算額 855 0 532 7,169 8,556

当初予算額 0 0 648 8,324

0 490

9,9770 648



実績値 456

計画値 456

H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
消防車等機械器具点検

単位 H27 H28 H29

実績値 456 実績値
活
動
指
標

回
計画値

１９分団×月２回×１２月で定期的に消防車等の機械
器具点検を実施する。

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

456

456

456 計画値 456

実績値 456

成
果
指
標

整備不良による事故件数 整備不良による事故件数０を目指す。

計画値 計画値

0 計画値

実績値 実績値

件
計画値

計画値 計画値

計画値 0 0

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

0 計画値

実績値

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 23 点

5 点

4 点

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

地域の防災力を維持するためには、消防団の強化が不可欠である。
老朽化の進んでいる消防屯所についても、不良箇所があれば早急に修繕を行い、消防団活動
に支障のないように適正な維持管理に努める必要があるため。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　消防施設の維持管理及び修繕を適正に行い、消防防災力の維持に努めるとともに、消防屯所
の統廃合や建替えに向けた検討を進める。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

消防費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防自動車購入事業 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月24日

45

10 消防施設費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④消防・救急体制の充実 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 3,790

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るため、地域の消防力を維持する必要があること
から、老朽化した消防自動車を更新、整備する事業である。

老朽化した消防自動車を更新し、配
備車両の整備をする。

―93,600 0 2,292

計画額 2,000

当初予算額 0

決算額 0

H29

消防ポンプ車１台及び可搬ポンプ付積載車１台を更新した。

配備先
消防ポンプ自動車：長尾第２分団
可搬ポンプ付積載車：津田第１分団

消防ポンプ自動車１台（長尾第２分
団）、小型動力ポンプ積載車１台（津
田第１分団）を更新した。地域性、各
分団の要望等を踏まえながらコスト
の削減に努めた。

計画額

0

2,000

0

H28

消防ポンプ車１台及び可搬ポンプ付積載車１台を更新するとと
もに軽運搬車２台を新たに整備する。
配備先
消防ポンプ自動車：志度第２分団
可搬ポンプ付積載車：鴨部分団
軽運搬車：大川方面隊、寒川方面隊

消防ポンプ自動車１台（志度第２分
団）、小型動力ポンプ積載車１台（鴨
部分団）を更新し、軽運搬車２台（大
川方面隊、寒川方面隊）を新規購入
した。地域性、各分団の要望等を考
慮しながらコストの削減に努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

消防ポンプ車１台を更新する。

配備予定
可搬ポンプ付積載車：津田第３分団

可搬ポンプ付積載車（津田第３分団）
を更新した。地域性、各分団の要望
等を踏まえながらコストの削減に努め
た。

決算額

消防ポンプ車（可搬ポンプ無）１台を更新するとともに水槽車１
台を可搬ポンプ付積載車１台に更新した。

消防ポンプ自動車（小田分団）１台、
小型動力ポンプ積載車（志度第１分
団）１台を更新した。地域性、各分団
の要望等を考慮しながらコストの削減
に努めた。

計画額 0

889

29,700

計画額 0

85,700 0 4,870 90,570

838

0.1 0.0

30,588

34,0000 2,300

30,400

―

27,300 0 990

28,290990

0

112,290

28,290

0.1

95,892

106,500

27,300 0

24,600 25,438

0 188

32,63732,400

19,800

0 237

29,700

196

5,969

0.0

30,000

20,0000 200

0.0

0.1 0.0

0.1

28,689

0 300

決算額 0 2,900 0 2,955 5,855

当初予算額 0 5,100 0 869

27,800 0

28,99628,800 0



実績値 1

計画値 1

H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
消防自動車購入

単位 H27 H28 H29

実績値 2 実績値
活
動
指
標

台
計画値

老朽化した消防車両の更新を実施した台数。

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

2

4

4 計画値 2

実績値 2

成
果
指
標

消防団配備車両老朽化 20年以上経過している車両比率。

計画値 計画値

17 計画値

実績値 実績値

％
計画値

計画値 計画値

計画値 10 5

実績値 17 実績値 10 実績値 7 実績値 3

15 計画値

実績値

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

22
優先度高い

点 22 点

5 点

4 点

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

消防車両の計画的な更新に努め、消防力の維持のために継続的に事業を実施していく必要が
ある。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　迅速に消火活動を行うため、消防車両を定期的に更新することで、車両や機器の信頼性を確
保する等、日頃から消防力の維持に努める。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



8,0006,0000 2,000計画額 0

当初予算額 0 0 1,080 7,507H30

消火栓移設工事及び新設改良工事を実施する。
・水道工事に伴う消火栓移設工事：9基
・下水道工事に伴う消火栓移設工事：2基
・格納箱の維持管理

工事を実施するとともに、格納箱の適
正な維持管理に努めた。

0.0

8,587

決算額 170 0 991 7,424 8,585

0.1 0.0

0.1

5,659

2,000 6,000 8,000

137 0 504 5,018

5,794

0 0

6,874

計画額

決算額

6,972

計画額

決算額 0

16,000

0.0当初予算額 0 0 1,080

当初予算額 0 0 1,080 5,892

0 0

決算額

0.1

8,069

0 0 0

0

12,000

- -

0 0 0 0

0 0 0 0

―

0 4,000

0 0

H29

平成29年度の主な事業
・水道工事に伴う消火栓移設工事：2基
・水道工事に伴う消火栓新設工事：1基
・下水道工事に伴う消火栓移設工事：1基
・撤去・修繕工事：2基
・格納箱の維持管理

水道工事に伴う消火栓布設替工事：2
基
水道工事に伴う消火栓新設工事：1基
下水道工事に伴う消火栓付設替工
事：1基、撤去・修繕工事：2基
上記のとおり工事を実施するととも

消防施設費

令和1年6月24日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

その他 一般財源

10

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

主要施策 ④

0 0 658 7,411

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防水利整備事業 担当課 総務課危機管理室 記入日

0

H28

平成28年度の主な事業
・水道工事に伴う消火栓移設工事：3基
・下水道工事に伴う消火栓移設工事：2基
・新設改良工事：2基
・格納箱の維持管理

水道工事に伴う消火栓布設替工事：4
基、下水道工事に伴う消火栓布設替
工事：1基、新設改良工事：2基
消防水利に係る工事を上記のとおり
実施した。また、格納箱の適正な維
持管理も行った。

事
業
概
要

0

H27

具
体
的
取
組

※平成28年度新規事業

消防費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

④消防・救急体制の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

款 45 消防費

担当職員数(人）

2,153 19,853 22,313

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

地方債

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

当初予算額 0

計画額

計画額

―0 3,240 19,193 22,433

0

0

当初予算額 0
H27

|
H30

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民が安全に
安心して暮らせるように、火災から市民の生命や財産を守るた
め消火栓や防火水槽などの消防水利を整備するとともに適正
な維持管理等を行う。

消防水利の確保を図るため、市内の
消火栓及び防火水槽を適正に維持
管理する。また、格納箱の適正な維
持管理も行う。

決算額 307



消防活動と消防水利は密接に関係しており、迅速な消防活動及び、地元自治会などでも初期消
火を行うことが出来るようにするために消防水利の確保は非常に重要であることから事業を継
続的に実施する必要がある。ただし、消火栓を新設する場合には、危機管理課において施工す
る必要があると思うが、上下水道工事に伴う消火栓布設替工事については、上下水道部署が
実施し、危機管理課は負担金を納めるという手法をとったほうが事務手続きがが効率的であり、
事務の二重化を防ぐことが出来ると考える。

点

なっていない

点 ／25点
必要がある

20

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒

必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

⇒ なっている

評価点

余地がある ⇒

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

余地はない

点

点

5

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　上水道及び下水道事業者が実施する配管布設替工事は、消火栓の改良工事を伴うが、その
工事については、現在危機管理課で実施している。業務の合理化を考えると、危機管理課が設
計前協議に入ったうえで設計書を作成、各事業者において施工し、その負担金を危機管理課が
納入する方向で各事業者と協議を進める必要がある。

実績値

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

⇒

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

点

点18
点

4

5

2

評価点合計

点

5

点

点

実績値

計画値

0

実績値 実績値

- 実績値 1,283

1,288

実績値 1,283

実績値 0

- 計画値

実績値 1,283

1,283 1,285 計画値

0実績値

計画値

実績値

実績値 - 実績値

活
動
指
標

箇所
計画値

防火水槽整備数 消防水利を確保するために新たに設置した防火水槽
数

計画値

成
果
指
標

消防水利数 市内の消防水利数（消火栓数＋公設防火水槽数）

計画値

箇所

実績値

消火栓新規整備数 消防水利を確保するために新たに設置した消火栓数

箇所
計画値

- 計画値 0 計画値 1計画値 0

実績値 0- 実績値 0 実績値 1

H30単位 H27

2 計画値 2計画値- 計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

当初予算額

計画額 0

当初予算額

0.1 0.00

0 5,726 6,944

―

0

1,218

0

7,834

2,160

0

2,160 5,674

2,160 5,674

7,8345,674

7,834

決算額

H29

計画額

当初予算額

H27

具
体
的
取
組

平成27年度の主な事業
水道工事に伴う消火栓移設工事：2基
下水道工事に伴う消火栓移設工事：4基
消防水利不足地域新設工事：3基

水道工事に伴う消火栓移設工事：2基
下水道工事に伴う消火栓移設工事：2
基
新設改良工事：4基

計画額 0

H28

※平成28年度より、事業廃止

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

決算額

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 2,160 5,674 7,834

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及
び財産を守るための消防水利（消火栓）の整備及び維持管理
等を行う事業である。

消防水利の確保を図るため、市内の
消火栓を適正に維持管理する。

0 1,218 5,726 6,944

45

10 消防施設費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

④ ④消防・救急体制の充実 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

消防費

消防費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消火栓整備事業 担当課 総務課危機管理室 記入日



評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
点点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点
必要がある

点点
優先度低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点
点

点

点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点 点

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっていない ⇒

点

-

実績値 2 実績値 - 実績値 - 実績値 -

- 計画値計画値-3 計画値

活
動
指
標

基
計画値

計画値

実績値

新たに消火栓を設置した箇所数。

基
計画値 3

消火栓新規設置数

成
果
指
標

消防水利不足地域の解消 消防水利が不足している地域へ消火栓を設置し、有
事の際には早急にできるように対応する。

計画値

実績値 1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

-

- 計画値 -

実績値 -

計画値 -

H28 H29 H30

実績値

単位 H27

実績値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



事業費（千円）

④消防・救急体制の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―10,900 0 590 11,490

0 0 645 645

財源内訳
事業費計

H28

大川広域西消防署寒川分署の用地を確保するため、寒川支
所分庁舎を解体する。

大川広域西消防署寒川分署の用地
を確保するため、寒川支所分庁舎の
解体に係る実施設計を行った。

事
業
概
要

当初予算額

計画額

計画額

0

0 0 0

00

当初予算額 0
H27

|
H30

地域の消防力を維持するため、消防施設用地を整備する。 大川広域消防本部や消防団屯所な
ど施設建設に伴う用地を整備する。

決算額 0

款 45 消防費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ④ 消防施設費目

消防費

10

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 消防施設用地整備事業 担当課 総務課危機管理室 記入日

H27

具
体
的
取
組

※平成28年度新規事業

H30

H29

※平成28年度で事業終了

―

0 0 0

- -

11,490

計画額

当初予算額 0 10,900 0 590

0 0

0.0

決算額

0.0

645

0 0

当初予算額

計画額

決算額

計画額

決算額

645

決算額

当初予算額



-

H28 H29 H30単位 H27

100 計画値 -計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
事業進捗状況 事業進捗率

％
活
動
指
標

計画値 -

実績値実績値

-

実績値

- 実績値 20 実績値 -

計画値 計画値 計画値

-

実績値 実績値

㎡
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

成
果
指
標

消防施設用地の確保 消防用地整備面積

実績値

- 計画値

実績値 -

2,025 計画値 - 計画値

- 実績値 0 実績値

計画値

実績値 実績値

点

計画値

-

計画値

二次評価（所属長）

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

優先度低い

⇒ なっているなっていない

⇒

評価点合計

点

点

点

点

点

評価点

点
点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

評価点合計 評価点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 防災支援事業④（国民保護計画関係） 担当課 総務課危機管理室 記入日 令和1年6月21日

10

60 防災諸費

基本施策 8 (8) 消防・防災体制の充実 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ⑤ ⑤国民保護体制の整備 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

総務管理費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

103,550 124,740

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市国民保護計画に基づき、有事の事態から市民の生
命・財産を守るため、防災情報伝達手段の確保や訓練などを
実施するとともに、市民への啓発活動を推進する。※計画・予
算・決算額は「②防災対策等の推進」の再掲。

さぬき市国民保護法に基づき、国・
県・関係機関等が連携・協力して、迅
速・的確に住民の避難や救援などが
行うことができるようにする。

―645,600 39,861 96,892

計画額 59,565

当初予算額 62,712

決算額 109,830

H29

さぬき市国民保護計画を適宜修正する。※本事業に関する予
算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

さぬき市国民保護計画の修正に向け
見直しを行った。

計画額

9,399

3,669

3,669

H28

さぬき市国民保護計画の修正。
全国一斉訓練への参加。
※本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」
の再掲となっている。

さぬき市国民保護計画の修正に向け
見直しを行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 48,558

決算額 92,589

H27

具
体
的
取
組

6,687

当初予算額 1,035

6,723

当初予算額 16,924

0

さぬき市国民保護計画を適宜修正する。※本事業に関する予
算・決算額は「防災支援事業①②③④」の再掲。

さぬき市国民保護計画の修正に向け
見直しを行った。

決算額

さぬき市国民保護計画の修正に着手した。
※本事業に関する予算・決算額は「防災支援事業①②③④」
の再掲となっている。

さぬき市国民保護計画の修正に向け
見直しを行った。

計画額 48,558

0

0.2 0.0

7,000

―

0 2,740 29,240

80,53829,240

3,661

287,855

80,538

0.1

845,065

0

0 2,740

0 128,659

1,848 22,038

651,316620,800 4,193

33,1442,000 5,203 24,906

80,067

0.0

522,700 21,193 106,389 760,112

32,409

0.1 0.0

37,609

36,939270 33,000

36,439

133,939100,270 30,000

0.0

24,882

22,800 27,725 25,822

504,700 5,668 27,060

計画額 3,669 0

0.7

544,115

270 32,500

決算額 3,831 11,000 10,016 49,729

当初予算額 3,720



H30

2
回

計画値 2

2

2 計画値 2

実績値 2

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
全国一斉訓練への参加回
数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 2 実績値
活
動
指
標

人
計画値

全国一斉訓練への参加回数。

計画値

実績値

成
果
指
標

全国一斉訓練への参加人
数

全国一斉訓練への参加人数。

計画値 計画値

2 計画値

計画値

計画値 3 4

実績値 2 実績値 3 実績値 3 実績値 4

3 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 23 点

5 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

武力攻撃等から市民の身体・生命及び財産を守るために必要な事業であり、今後も継続してい
く必要がある。

　さぬき市国民保護計画に基づき、武力攻撃事態等の国民保護事案が発生したときに備え、県
や国等の行政機関や指定公共機関等との連携・連絡体制の確認を継続して行く。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

①

具
体
的
取
組

0

22,736

23,029

22,810

主要施策

基本施策

0

0

9

0

22,834

20,836

0

0

――

89,136

91,278

財源内訳 非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

総務管理費

事業費計

一般会計

目

項

款

会計

総務費

防災諸費

国県支出金

23,029

21,373

23,0290

0

H29

H30

0

決算額 0

0

0

22,736

22,610

22,834

20,836

0

0

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H27
|

H30

事
業
概
要

○防犯灯のＬＥＤ化を進めた。

○防犯灯のＬＥＤ化を進めた。

決算額

計画額

決算額

0

記入日 令和元年6月25日

0.2 0.0

事業費（千円）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

24,191

23,029

0

0

事業内容

担当課

60

05

10

01

生活環境課

事業目的 / 改善内容

00

0

0

その他地方債 一般財源

Ⅱ

①犯罪のないまちづくりの推進

(9) 生活安全対策の推進

Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

防犯環境整備事業

22,610

22,610

89,136

90,345

21,373

22,610

91,278

22,610

22,610

○防犯灯のＬＥＤ化を進めた。

さぬき市防犯灯設置要綱に基づいて、自治会長から申請の
あった防犯灯の新設や修繕に対応する。

○防犯灯修理
○防犯灯新設

○防犯灯修理
○防犯灯新設

○防犯灯修理
○防犯灯新設

○防犯灯修理
○防犯灯新設

歩行者の安全性を確保するとともに
犯罪の起こりにくい環境の整備を進め
る事業である。

0計画額

当初予算額

0

22,091

0○防犯灯のＬＥＤ化を進めた。

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

0

0

0

0

0

0

0 24,191

22,091

0.5 0.0

0.5 0.0

90,345

0

22,8100 0.00.5



4

4

⇒

必要はない必要がある

5 点
⇒

余地はない

なっていない

点

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件
計画値

防犯灯を新設した件数。

点

25

実績値

評価点評価点合計

5

23 点

計画値

360

179

点

5 点

5

必要性低い

チェック項目（１～５点で評価）

防犯灯修繕件数

実績値

計画値

計画値

実績値
件

評価点

⇒

計画値

実績値

件
252

点

／25点点

必要性高い

10

12

600

553

390

5 点

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

一次評価（担当者）

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点合計

計画値

実績値

指標名

防犯灯新設件数

17

今
後
の
方
向
性

実績値

計画値

実績値

評
価

刑法犯認知件数

防犯灯の球交換、器具の取り換え等の修繕を行う件
数。

香川県警察本部によって犯罪の発生が認知された件
数。

H27

活
動
指
標

成
果
指
標

計画値

実績値

計画値

13

600計画値

H29

10

実績値

計画値

H28

662

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

犯罪の発生を抑止し、安全安心に暮らすことのできる生活環境を確保するため、防犯灯を設置す
る。

点 5 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

方
向
性

理
由

新設件数は減少してきており、新設に関しては需要が落ち着いてきたものと考えられる。
しかし、防犯灯の器具の劣化により、修繕件数とLED化件数は年々増加している。
今後は、さらに修繕数・LED化件数が増加すると思われることから、事業の継続が必要である。

なっている

優先度高い

／25点

5

5

点

計画値

実績値

計画値

10

600

実績値

計画値

実績値

370

176

600

実績値

10

11

H30

計画値

実績値

858実績値

計画値

522

380

214

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 防犯推進事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和元年6月25日

款 10 総務費

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①犯罪のないまちづくりの推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

60

項 05

事業費（千円）

防災諸費

H28

○市防犯協会、県暴力追放運動推進センター、県防犯協会連
合会等の活動を支援し、運営経費の一部を負担する。
○学校安全パトロールや青色パトロールの活動を推進する。
○万引き防止キャンペーン等啓発活動を実施する。

○香川県警察本部から発令される犯
罪警戒警報の通知に基づき注意喚起
の音声告知放送を行った。
○犯罪被害未然防止功労者に対して
感謝状を贈り、報道を通じて犯罪防止
気運を高めた。

事
業
概
要

警察や市民と一体となって、安全・安心のまちづくりを推進す
る。

車上狙い、自転車盗、スリ、ひったくり
等の街頭犯罪や高齢者を狙った詐欺
事件が多発していることから犯罪のな
い住みよい社会をつくる事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

1,511

具
体
的
取
組

○市防犯協会、県暴力追放運動推進センター、県防犯協会連
合会等の活動を支援し、運営経費の一部を負担した。
○学校安全パトロールや青色パトロールの活動を推進した。
○万引き防止キャンペーン等啓発活動を実施した。

○香川県警察本部から発令される犯
罪警戒警報の通知に基づき注意喚起
の音声告知放送を行った。
○犯罪被害未然防止功労者に対して
感謝状を贈り、報道を通じて犯罪防止
気運を高めた。

H30

○市防犯協会、県暴力追放運動推進センター、県防犯協会連
合会等の活動を支援し、運営経費の一部を負担する。
○学校安全パトロールや青色パトロールの活動を推進する。
○万引き防止キャンペーン等啓発活動を実施する。

○香川県警察本部から発令される犯
罪警戒警報の通知に基づき注意喚起
の音声告知放送を行った。
○犯罪被害未然防止功労者に対して
感謝状を贈り、報道を通じて犯罪防止
気運を高めた。

H29

○市防犯協会、県暴力追放運動推進センター、県防犯協会連
合会等の活動を支援し、運営経費の一部を負担する。
○学校安全パトロールや青色パトロールの活動を推進する。
○万引き防止キャンペーン等啓発活動を実施する。

○香川県警察本部から発令される犯
罪警戒警報の通知に基づき注意喚起
の音声告知放送を行った。
○犯罪被害未然防止功労者に対して
感謝状を贈り、報道を通じて犯罪防止
気運を高めた。

決算額 0

6,044

―0 0 5,888 5,888

0 1,511 0.5

0 0 1,511

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

1,511

―

0 0 6,044

0.01,511

0.0

0 0 5,885 5,885

0 0 1,510 1,510

0

決算額

0.2

1,509

0 1,511 1,511

0 0 0 1,509

当初予算額 0 0 0 1,511

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 1,433

0 0

1,433

計画額

決算額

0.2

1,433

0 1,511 1,511

0 0 0 1,433

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 1,433

計画額 0 1,511

1,433

決算額 0 0 0 1,433 1,433

1,5110 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

12 計画値 12計画値12 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値 23 実績値 3 実績値 2
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

刑法犯認知件数(暦年) 市内における傷害や窃盗等、刑法犯の認知件数(警察
の統計に基づく数値であるため暦年となる。)。各種啓
発活動や環境整備により、犯罪件数が減少すると考え
る。

計画値

実績値

市広報紙掲載回数 さぬき市広報に防犯に関する記事を掲載した回数。

回
計画値

実績値

390 計画値

実績値 179

380 計画値 370 計画値 360

252 実績値 214 実績値 176

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点23

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

昨今の特殊詐欺被害の多様化や子どもの安全を守る必要性を鑑みると、今後さらに重要性を増
してくる事業であるため、事業の継続が必要であると考える。

犯罪の発生を抑止し、安全安心に暮らすことのできる生活環境を確保するため、警察や各種団
体と連携し、啓発活動を推進する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 交通安全環境整備事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 10 総務費

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②交通安全対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

55

項 05

事業費（千円）

交通安全対策費

H28

○交通安全設備修理
○交通安全整備新設
○交通事故多発箇所の点検に伴う警察や道路管理者等との
連携

市民等からの設置要望に対し、道路
や交通の状況を総合的に勘案し、関
係機関と協議して適切な対策を実施
するように努めた。

事
業
概
要

交通安全設備（道路反射鏡、防護柵、区画線等）の新設及び修
繕を行う。

交通事故等を防止するための交通環
境の整備を図る事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,360

具
体
的
取
組

○交通安全設備修理
○交通安全整備新設
○交通事故多発箇所の点検に伴う警察や道路管理者等との
連携

市民等からの設置要望に対し、道路
や交通の状況を総合的に勘案し、関
係機関と協議して適切な対策を実施
するように努めた。

H30

○交通安全設備修理
○交通安全整備新設
○交通事故多発箇所の点検に伴う警察や道路管理者等との
連携

市民等からの設置要望に対し、道路
や交通の状況を総合的に勘案し、関
係機関と協議して適切な対策を実施
するように努めた。

H29

○交通安全設備修理
○交通安全整備新設
○交通事故多発箇所の点検に伴う警察や道路管理者等との
連携

市民等からの設置要望に対し、道路
や交通の状況を総合的に勘案し、関
係機関と協議して適切な対策を実施
するように努めた。

決算額 0

57,970

―0 0 85,215 85,215

0 14,360 0.6

0 0 14,360

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

14,360

―

0 0 57,970

0.020,105

0.0

0 0 87,600 87,600

0 0 16,001 16,001

0

決算額

0.6

19,123

0 14,360 14,360

0 0 0 19,123

当初予算額 0 0 0 20,105

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 19,892

0 0

19,892

計画額

決算額

0.6

19,202

0 14,625 14,625

0 0 0 19,202

0.6 0.0当初予算額 0 0 0 30,858

計画額 0 14,625

30,858

決算額 0 0 0 33,274 33,274

14,6250 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

120 計画値 120計画値120 計画値 120

計画値 計画値計画値

実績値 11094 実績値 86 実績値 68
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

人身事故発生件数 香川県警察本部が公表する市内における交通事故の
発生件数

計画値

実績値

交通安全施設整備箇所数 道路反射鏡、ガードレール等交通安全施設の新設及
び修繕件数

件
計画値

実績値

380 計画値

実績値 208

370 計画値 360 計画値 350

342 実績値 274 実績値 264

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

交通事故等を防止するため、交通環境の整備を実施した。市民等からの設置要望に対し、今後
も適切な対策を実施するよう努める必要がある。

市民が交通事故に遭わず、安全で安心な生活ができるように、関係機関の意見を踏まえて状況
を把握し、警察、道路管理者と連携を図り、交通安全施設を整備する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 交通安全推進事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 10 総務費

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②交通安全対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

55

項 05

事業費（千円）

交通安全対策費

H28

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全運
転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業○交通安
全啓発のための電光掲示板設置事業に対する助成（長尾交通
安全協会）

○さぬき警察署等関係機関と連携し、
子供や高齢者を対象とした交通安全
教室や交通キャンペーンを実施した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

事
業
概
要

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子
どもや高齢者の自転車教室の開催等、各種交通安全活動を行
い、交通事故防止を図る。また、高齢者の交通事故抑止策とし
て、65歳以上の運転免許証自主返納者に対して商品券等を交
付する支援を行う。

市民に交通ルールの遵守と交通マ
ナーを習慣づけることにより、安全安
心なまちづくりを目指す事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

8,154

具
体
的
取
組

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全運
転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

○さぬき警察署等関係機関と連携し、
子供や高齢者を対象とした交通安全
教室や交通キャンペーンを実施した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

H30

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全運
転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

○さぬき警察署等関係機関と連携し、
子供や高齢者を対象とした交通安全
教室や交通キャンペーンを実施した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

H29

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全運
転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

○さぬき警察署等関係機関と連携し、
子供や高齢者を対象とした交通安全
教室や交通キャンペーンを実施した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

決算額 0

33,810

―0 8,000 29,678 37,678

1,000 7,154 0.7

0 1,000 7,154

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

8,154

―

0 4,000 29,810

0.08,470

0.0

0 9,797 27,005 36,802

0 920 7,019 7,939

0

決算額

0.7

11,346

1,000 7,514 8,514

0 0 4,457 6,889

当初予算額 0 0 1,000 7,470

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 2,000 7,463

0 0

9,463

計画額

決算額

0.7

8,873

1,000 7,571 8,571

0 0 2,390 6,483

0.7 0.0当初予算額 0 0 4,000 7,591

計画額 0 8,571

11,591

決算額 0 0 2,030 6,614 8,644

7,5710 1,000



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

60 計画値 60計画値60 計画値 60

計画値 計画値計画値

実績値 3331 実績値 34 実績値 37
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

人身事故発生件数（暦年） 市内における交通人身事故発生件数(警察の統計に
基づく数値であるため暦年となる)
各種啓発活動や環境整備により、交通事故件数が減
少すると考えられる

計画値

実績値

交通指導員出動回数 交通教室・交通キャンペーン等に交通指導員が参加す
る件数

件
計画値

実績値

380 計画値

実績値 208

370 計画値 360 計画値 350

342 実績値 274 実績値 264

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○人身事故発生件数は減少しているものの、死亡事故件数共は１件増加しており、引き続き警察や各関係
団体と連携して交通安全推進に努める。
【死亡事故件数】
　平成２９年（１～１２月）　２件
　平成３０年（１～１２月）　３件
○さぬき市高齢者運転免許証自主返納等支援事業については、昨今の高齢者による重大死傷事故等を未
然に防止するためにも、今後も継続して事業を行う必要がある。なお、平成３０年４月から「運転免許卒業カー
ド」の交付を受けた方についても対象としている。
　平成２７年度（４～３月）　　９８名（予算１，０００千円）
　平成２８年度（４～３月）　１４１名（予算１，５００千円）
　平成２９年度（４～３月）　２３９名（予算２，３９０千円）　※３９０千円流用
　平成３０年度（４～３月）　２０７名（予算４，０００千円）　※内卒業カードの交付を受けた方１０名

市民が交通事故に遭わず、安全で安心な生活ができるように、警察、各種団体と連携を図り、交
通安全対策を実施する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 防疫事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③消費者行政の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

飲食に起因する感染症や食中毒等の危害の防止等の活動を
行う団体（香川県食品衛生協会及び香川県飲食業生活衛生同
業組合）を支援する。

東讃食品衛生協会、香川県飲食業生
活衛生同業組合に対して補助金を交
付した。

事
業
概
要

飲食に起因する感染症、食中毒等の危害の防止等に必要な活
動を行い、公衆衛生の向上及び増進に資する団体に対し補助
を行う。

安全で衛生的な食品を提供するた
め、飲食に起因する感染症、食中毒
等の危害の防止等に必要な活動を行
い、公衆衛生の向上及び増進を図る
事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

189

具
体
的
取
組

飲食に起因する感染症や食中毒等の危害の防止等の活動を
行う団体（香川県食品衛生協会及び香川県飲食業生活衛生同
業組合）を支援した。

東讃食品衛生協会、香川県飲食業生
活衛生同業組合に対して補助金を交
付した。

H30

飲食に起因する感染症や食中毒等の危害の防止等の活動を
行う団体（香川県食品衛生協会）を支援する。

香川県食品衛生協会に対して補助金
を交付した。

H29

飲食に起因する感染症や食中毒等の危害の防止等の活動を
行う団体（香川県食品衛生協会及び香川県飲食業生活衛生同
業組合）を支援する。

東讃食品衛生協会、香川県飲食業生
活衛生同業組合に対して補助金を交
付した。

決算額 0

756

―0 0 798 798

0 189 0.1

0 0 189

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

189

―

0 0 756

0.0189

0.0

0 0 792 792

0 0 189 189

0

決算額

0.1

188

0 189 189

0 0 0 188

当初予算額 0 0 0 189

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 177

0 0

177

計画額

決算額

0.1

209

0 189 189

0 0 0 209

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 243

計画額 0 189

243

決算額 0 0 0 206 206

1890 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

195 計画値 195計画値195 計画値 195

計画値 計画値計画値

実績値 145195 実績値 188 実績値 177
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

食中毒の発生件数 香川県が公表する食中毒の発生件数
食中毒の発生状況（香川県食の安全安心ホームペー
ジ）

計画値

実績値

補助金の額 公衆衛生の向上及び増進に資する団体に対する補助
金

千円
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

2 実績値 1 実績値 1

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

県が発令する食中毒警報等の情報を各種団体と連携し、食中毒発生防止に努める。 香川県や各種団体と連携して、自然生態系の適正な保全や公衆衛生の向上を図るための啓発
を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業振興事業②（消費者行政関係） 担当課 商工観光課 記入日 令和1年6月25日

35

10 商工業振興費

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進 項 05

③ ③消費者行政の推進 目

Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款

商工費

商工費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 720 720

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

商工業の振興・地域社会の発展と活性化に寄与するため、安
心・安全な消費生活に繋がるような情報提供等に努める。

消費者からの相談窓口を開設し、市
民の消費生活の安全に寄与する。消
費生活の向上を目的に、消費生活問
題について研修や講演会等の活動を
後押しするため、さぬき市消費者団
体連絡協議会に補助金を交付する。

0 0 720 720

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

・消費者相談の窓口業務
・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

詐欺が疑われる消費者相談には音
声告知放送で市民に注意喚起した。
さぬき市消費者団体連絡協議会は、
消費生活問題についての情報交換と
研究を行い、地域の消費者の見識を
広げる啓発活動を行った。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

・消費者相談の窓口業務
・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

詐欺が疑われる消費者相談には音
声告知放送で市民に注意喚起した。
さぬき市消費者団体連絡協議会は、
エネルギー問題、地産地消、食品表
示等幅広く学び、地域の消費者の見
識を広げる活動を行った。

計画額 0

H28

・消費者相談の窓口業務
・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

詐欺が疑われる消費者相談には音
声告知放送で市民に注意喚起した。
さぬき市消費者団体連絡協議会は、
消費生活問題についての情報交換と
研究を行い、地域の消費者の見識を
広げる啓発活動を行った。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

・消費者相談の窓口業務
・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

詐欺が疑われる消費者相談には音
声告知放送で市民に注意喚起した。
さぬき市消費者団体連絡協議会は、
消費生活問題についての情報交換と
研究を行い、地域の消費者の見識を
広げる啓発活動を行った。

決算額 180

―

0

0

0

180

0

0

0 720

0 180

180180

720計画額 0

当初予算額

0.3 0.00 180 180

0.3 0.0

0 0

180

0 180 180

0 0 0 180

0

0

0 180

0.0当初予算額 0 0 0 180

0 0

180 0.1

180

計画額 0 0

180

0 180 180

0 0 0 180

1800 180

180

決算額 0 0 0 180 180

0.1 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 8

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 9

計画値 5

H28 H29 H30

実績値4

研修、講習会等参加 市民の消費生活の安全と向上を目指して、研修や講
演会に参加することで消費者としての知恵を身につけ
る。

計画値 20

実績値 42 実績値 45 実績値 32 実績値 31

計画値 20 計画値 20 計画値 20

9
活
動
指
標

件
計画値

計画値

実績値

市民の消費生活の安全と向上を目指し、さぬき市消
費者団体連絡協議会会員が一般消費者に向けてチラ
シ配布や啓発活動を行う。

回
計画値 5

一般消費者啓発活動

成
果
指
標

消費者相談件数 窓口、電話、メール等で市内から寄せられた相談の件
数を指標とする。被害の防止と発生後に適切な対応を
行うため、消費生活センター等と連携し、気軽に相談
できる体制をつくるため、件数は増加すると考える。

計画値

回

実績値

30

実績値 10 実績値 27 実績値 32 実績値 6

25 計画値計画値2015 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

17

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 3 点

市内においても詐欺の事案が発生しています。消費者相談窓口は、専門の消費生活相談員を
配置する香川県の消費生活センター等がありますが、市民に一番身近な市役所においても相
談を受けることにより、相談者の不安を減少させるとともに、被害の拡大を防ぐために音声告知
放送で注意喚起することは、消費生活の安全を確保するために必要と考えます。また、地域の
消費者団体である「さぬき市消費者団体連絡協議会」は、消費生活問題について市民への啓発
活動を推進しており、これを支援することは市民の消費生活の安全と向上につながると考えま
す。

市民の消費生活の安全、安心のため、相談窓口の設置と音声告知放送による注意喚起は必要
であることから、継続していきたい。また、さぬき市消費者団体連絡協議会の消費生活問題に関
する活動は、市民の消費生活の向上と詐欺被害等の防止につながっている。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.5 0.0当初予算額 0 50,000 0 10,671

計画額 0 31,000

60,671

決算額 0 30,100 1,017 13,549 44,666

0 21,000 52,000

0.5 0.0当初予算額 0 46,700 0 19,485 66,185

64 8,398

計画額 0 31,000

決算額 0 24,100 32,562

0 21,000 52,000

0.0当初予算額 0 55,000 0 13,137 68,137 0.8

0 20,000計画額

決算額 0 18,100

0

48

32,900 0

14,371

51,0000 31,000

46 7,499 25,645

H30

県施行事業負担金
負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10
根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項
海岸法第28条第2項
未登記処理業務

県施行事業負担金は、事業内容の確
認、事業費及び負担金が適正な金額
かどうかを県担当者と密に連絡を取
りながら、整備推進に努めた。未登記
処理は、改良工事、境界確認時に地
権者と協議し、処理の促進に努めた。

H27

具
体
的
取
組

県施行事業負担金
負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10
根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項
海岸法第28条第2項
未登記処理業務

県施行事業負担金は、事業内容の確
認、事業費及び負担金が適正な金額
かどうかを県担当者と密に連絡を取
りながら、整備推進に努めた。未登記
処理は、改良工事、境界確認時に地
権者と協議し、処理の促進に努めた。

H29

県施行事業負担金
負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10
根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項
海岸法第28条第2項
未登記処理業務

県施行事業負担金は、事業内容の確
認、事業費及び負担金が適正な金額
かどうかを県担当者と密に連絡を取
りながら、整備推進に努めた。未登記
処理は、改良工事、境界確認時に地
権者と協議し、処理の促進に努めた。

H28

県施行事業負担金
負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10
根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項
海岸法第28条第2項
未登記処理業務

県施行事業負担金は、事業内容の確
認、事業費及び負担金が適正な金額
かどうかを県担当者と密に連絡を取
りながら、整備推進に努めた。未登記
処理は、改良工事、境界確認時に地
権者と協議し、処理の促進に努めた。

H27
|

H30

事
業
概
要

県管理の幹線道路、重要河川及び重要港湾の整備を促進し、
市内各地へのアクセス向上や災害による被害低減を図るた
め、県が実施する市域内の県道、河川及び港湾の整備事業
に要する経費の一部を関係法令に基づき負担する事業であ
る。また、市道の未登記処理業務を地権者や関係者の要請等
により実施する事業である。

県施行事業負担金は、県が実施する
市内の県道、河川及び港湾の整備事
業に要する経費の一部を関係法令に
基づき負担する事業である。また未
登記処理業務は、市道内に存する土
地の未登記処理を目的とする。

計画額 0

当初予算額 0 184,600 0 60,240 244,840

125,900 0 78,947

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債

0.0

100,400 1,175 43,817 145,392

― ―

決算額 0

204,847

49,847

32,900 0 16,947

0.8

42,519

49,847計画額 0

16,947

決算額 0 28,100

当初予算額

その他 一般財源

主要施策 ① ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

記入日

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

目 05

事業費（千円）

土木総務費

令和1年6月21日

05 土木管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 土木管理事業 担当課 建設課

(10) 道路等の社会基盤の整備 項

総合計画上の位置付け 会計 01

基本施策 10

一般会計

款 40 土木費基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち



県施行負担金については、法令に基づき負担金を払う必要がある。県施行負担金の支払いに
より、市内県道・河川・港湾の整備促進に繋がり、有効である。
　今後も、県道・河川・港湾要望にあたり、要望順位を整理し、効率的に整備を行えるよう努めて
いく。
　未登記処理については、個人の所有権を侵害している場合があり、早急に処理する必要があ
る。　未登記処理は、市道と民地等の境界が明確になるため、有効である。今後も、過去の経緯
等から多くの未登記箇所が存在するため、工事等に併せ効率的に処理を行う必要がある。

　県管理の道路・河川・港湾については、何れも市民が日常的に利用している施設であり、施設
の新設改良等の整備事業を継続し、安定的に実施するため法令に基づき必要となるものであ
る。
　市道として整備済みの道路等において、道路として認識されているが、市有地となってない施
設について、市が実施する道路改良事業等において、未登記部分が確認されたものについて、
登記処理を行う必要がある。

／25点
必要がある ⇒

評
価

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い ⇒

3 点 ／25点 4
必要はない

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

理
由

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

余地がある ⇒

点

点

16点

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

⇒ なっている

3 3

点4

15

評価点 評価点合計

15 計画値

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
必要性高い

二次評価（所属長）

点

点

点

3

評価点

一次評価（担当者）

3

チェック項目（１～５点で評価）

点17

3 点

88.5 実績値 88.5

計画値

実績値

実績値

評価点合計

19 実績値 15

成
果
指
標

市内の県道改良率 市内の県道改良済延長／市内の県道実延長
88 88 計画値

15

活
動
指
標

未登記処理件数 市道内に存する未登記箇所の処理件数

件
計画値 15

未登記相談件数 市道内に存する未登記箇所の相談件数

計画値

実績値 19 実績値

実績値

実績値

15

20

実績値 18

計画値 計画値

計画値

％
計画値

実績値 88.4

89 計画値 89

実績値 88

15

件
計画値 15

計画値

実績値 19 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

15 実績値

1515 計画値

13 実績値 14

18 計画値 18 計画値

19

対象事業件数 県施行負担金対象事業の件数

件
計画値 19

実績値 17

H28 H29 H30

13

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



906

832

0.0

804

896

0

0.1 0.0

896

802

3,644

3,557

財源内訳

0

0

0

3,557

一般財源

3,304

3,644

0

0

0 3,304

0

0

0

広報活動や国等への要望活動等を
行う道路関係協会等に負担金を支払
うことで、市内の道路整備を促進す
る。

広報活動や国等への要望活動等を
行う道路関係協会等に負担金を支払
うことで、市内の道路整備を促進し
た。

具
体
的
取
組

決算額

①

10

Ⅱ

建設課

0

当初予算額

決算額

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

05

10

40

01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債

事業費（千円）

道路橋梁総務費

道路橋梁費

0

(10) 道路等の社会基盤の整備

道路橋梁事業

事業目的 / 改善内容

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

担当職員数(人）

土木費

年度

担当課

目

項

款

会計

①市道及び生活道路等の維持・整備促進

事業費計
国県支出金

事業内容

H27
|

H30

事
業
概
要

計画額

H28

当初予算額

決算額

広報活動や国等への要望活動等を
行う道路関係協会等に負担金を支払
うことで、市内の道路整備を促進し
た。

0

0

市道敷として借受けている土地の借上料である。また、市内の
道路整備を促進するため、広報活動や国等への要望活動等
を行うことを目的とする道路関係協会等への負担金である。

土地借上料
協会等負担金

土地借上料
協会等負担金

土地借上料
協会等負担金

土地借上料
協会等負担金

計画額

H30

0

0

0

0

0

H29

計画額

当初予算額

H27

決算額

0

0

0

0 921

866

896

921

804

0

0

0

0

0

869

0

896

896

0

計画額

当初予算額

決算額

広報活動や国等への要望活動等を
行う道路関係協会等に負担金を支払
うことで、市内の道路整備を促進し
た。

0

0

広報活動や国等への要望活動等を
行う道路関係協会等に負担金を支払
うことで、市内の道路整備を促進し
た。

計画額

0

0

0

当初予算額

0.00

8960

869

896

0.1 0.0921

802

0 0.1906

832

0

0

0

0

0

0

0

0.1

866

896

921



実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点合計

実績値

実績値

⇒ 21

実績値 実績値

計画値

実績値

計画値

14

14

計画値89

実績値

計画値

H30

88

計画値

H28

評
価

計画値

点4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

88.5

⇒

⇒

なっていない

計画値

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
⇒

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

加入団体数

市内の県道改良率
88

88.4

計画値

実績値 14

一次評価（担当者）

％

優先度高い

／25点
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点
必要はない必要がある ⇒

4 点

5 点

二次評価（所属長）

今
後
の
方
向
性

理
由

　団体に加入することで、要望活動等が効率的に行えるため、今後も負担金の支払いは必須と
考える。

　市道として管理している道路内に含まれる、JR敷地の借上げは、市道の整備上必要なもので
ある。
　各団体への加入は、道路・河川・砂防・港湾整備等に関する技術の研究や知識の習得、また
国に対する予算要望等の円滑な推進を図るために必要である。

成
果
指
標

市内の県道改良済延長／市内の県道実延長

活
動
指
標

実績値

各種団体に加入している件数

指標名 H27指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

団体

計画値

実績値

計画値 14

89

88.1

14

1414実績値

H29

計画値

88.5

計画値

実績値

14 計画値

実績値

計画値

計画値

点
必要性高い

なっている

計画値

実績値

余地がある

必要性低い

優先度低い
4 点

4

評価点

一次評価（担当者）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

実績値

／25点

4

4

点

点

5

点点

評価点合計評価点

21

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

市道のパトロールを行い、市道を良
好な状態に保ち、安全で快適な通行
を確保するよう努めた。

H30

道路橋梁修繕事業
除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修等を行う。
道路愛護協力団体報奨金等
道路台帳補正　Ｌ＝2.0㎞
私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により
70%)

95,773 211,382

0.4当初予算額 0 221,501

具
体
的
取
組

道路橋梁修繕事業
除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修等を行う。
道路愛護協力団体報奨金等
道路台帳補正　Ｌ＝19.0㎞
私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により
70%)

1.5 0.3

108,00617,500 46,663

0

1.4

165,400

95,500 20,109

0.4

196,169

8,100

1.5

110,700 8,200 102,601

30,600 8,100 107,40019,300

計画額 30,600 19,300

213,580

109,400 167,400

当初予算額 39,600 25,000 44,300 104,680

143,100 87,237 401,428 703,415

5,400 7,921

8,100 103,800 175,200

1.6

24,700 12,544 104,994 181,178

0.3当初予算額 42,000 26,300 7,948 109,514

道路橋梁修繕事業
除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修等を行う。
道路愛護協力団体報奨金等
道路台帳補正　Ｌ＝18.2㎞
私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により
70%)

募集広報等により、道路愛護協力団
体の除草延長を前年度より4,088ｍ延
ばすことができた。

決算額 71,650

83,600

募集広報等により、道路愛護協力団
体が、前年度より2団体増え、除草延
長も2,505ｍ延ばすことができた。

計画額

92,655

―

20,700 8,070 97,075

114,686

20,700 8,070 97,075 159,145

24,300

185,762

決算額 38,940

―779,988

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

市道を常に良好な状態に保ち、安全で快適な通行を確保する
ため、維持修繕工事等を実施するとともに、新たに市道認定さ
れた路線や改良等により幅員が変更になった路線の道路台
帳補正業務を実施する。また、私道について、一定の基準を
満たす場合、路面改修工事費（舗装・側溝）の一部を助成する
私道整備助成事業を新たに実施する。

市道を常に良好な状態に保ち、安全
で快適な通行を確保する。

667,145

33,300

H28

道路橋梁修繕事業
除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修等を行う。
道路愛護協力団体報奨金等
道路台帳補正　Ｌ＝2.0㎞
私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により
70%)

市道のパトロールを行い、市道を良
好な状態に保ち、安全で快適な通行
を確保するよう努めた。

決算額

決算額 8,710

H27

H29

計画額 39,000

当初予算額 33,300

24,000

159,145

32,370

182,700 68,518 413,870

133,500

当初予算額 114,900

417,675

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①市道及び生活道路等の維持・整備促進 目 10 道路橋梁維持費

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 10 道路橋梁費

基本目標 款 40Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費（千円）

土木費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 道路橋梁維持補修事業①（道路関係） 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

5

理
由

　市道は、便利な日常生活と活力ある産業活動を支えるために必要な基盤であり、今後増大す
る道路インフラの老朽化対策については、限られた財政状況の中で、計画的な整備が必要に
なっている。今後も、市道の修繕工事を計画的かつ効率的に推進するとともに、適正な維持管
理に努めて、安全で快適な通行を確保していく。
　また、道路愛護協力団体報奨金制度等によって、市民と協働して市道の維持管理を進めてい
く。

　市民が道路を安全に利用できるよう、市道の適正な維持管理を行うために必要な事業であ
り、今後とも限られた財源の中で、自治会の要望や地域のバランスを考えながら、緊急度・重要
度を踏まえ、道路の維持修繕工事を実施するとともに、老朽箇所や不良箇所の早期発見に努
め、交通事故を未然に防止するために、事業を実施する必要がある。
　また、団地内道路等で市道となっていない、私道について舗装整備等の助成を行うことによ
り、住環境の整備を促進するものである。
　また、管理延長が長く市単独での管理に限界のある市道の草刈について、道路愛護協力団
体に協力を頂きながら、市道の維持管理を行うものである。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

22１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

4 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

22余地はない

4 点

点

5 点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

道路愛護協力団体報奨金
制度除草延長

道路愛護協力団体報奨金制度による除草延長

計画値

計画値 95,500

実績値 91,636 実績値 95,724 実績値 94,152 実績値 87,685

計画値

95,50095,000 計画値 95,500 計画値

計画値

ｍ
計画値

計画値 3 計画値
件

実績値

H28 H29

32計画値 32計画値

実績値 24実績値 29

計画値

実績値 39

3

計画値 3 3 計画値 3

実績値 3 実績値 3

単位

計画値 30

実績値 25

道路維持修繕工事件数 市道維持修繕工事の件数

件

H30

34

H27

活
動
指
標

道路愛護協力団体報奨金
制度広報件数

道路愛護協力団体報奨金制度の広報件数

実績値 3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

現場条件に合わせ最大限に効果が
得られる施工方法等を検討し、コスト
の縮減を図ることで、整備の進捗率を
高めるよう努めた。

H30

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。
急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。
公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。
増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行
う。 27,755 258,702

0.0当初予算額 20,220 296,735

具
体
的
取
組

狭小な道路の拡幅及び退避場整備、急カーブなどの危険箇所
の局部改良、公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良、増加
する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行った。 1.6 0.0

11,491210,500 0

33,547

1.2

236,400

197,400 0

0.0

329,791

0

1.4

238,600 0 37,915

41,300 0 17,200177,900

計画額 38,000 182,000

326,440

17,400 237,400

当初予算額 91,310 221,900 0 13,230

714,300 0 57,149 985,709

136,900 0

0 18,400 278,800

1.4

169,500 0 9,309 209,837

0.0当初予算額 53,220 231,850 0 13,800

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。
急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。
公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。
増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行
う。

現場条件に合わせ最大限に効果が
得られる施工方法等を検討し、コスト
の縮減を図ることで、整備の進捗率を
高めるよう努めた。

決算額 214,260

777,400

現場条件に合わせ最大限に効果が
得られる施工方法等を検討し、コスト
の縮減を図ることで、整備の進捗率を
高めるよう努めた。

計画額

8,594

―

216,400 0 13,330

187,379

216,400 0 13,330 294,610

201,100

298,870

決算額 31,028

―1,216,655

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

交通の安全と円滑化や防災空間を確保し、市民生活の利便
性・安全性・快適性の向上を図るため、市内幹線道路等の新
設改良及び舗装整備を実施する事業である。

交通の安全と円滑化や防災空間を確
保し、市民生活の利便性・安全性・快
適性の向上を図る。

1,047,210

64,880

H28

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。
急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。
公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。
増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行
う。

現場条件に合わせ最大限に効果が
得られる施工方法等を検討し、コスト
の縮減を図ることで、整備の進捗率を
高めるよう努めた。

決算額

決算額 41,885

H27

H29

計画額 59,300

当初予算額 64,880

107,800

294,610

0

908,750 0 78,275

203,480

当初予算額 229,630

66,330

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①市道及び生活道路等の維持・整備促進 目 15 道路橋梁新設改良費

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 10 道路橋梁費

基本目標 款 40Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費（千円）

土木費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 道路橋梁新設改良事業(職員給与費除く） 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

5

理
由

市道整備については、市の予算、国や県補助金の配分割合、用地協力等の問題により、着手
や完了までに時間を要している箇所もあるのが課題となっている。今後も、幹線道路から身近な
生活道路に至るまで、市道路網の整備を計画的かつ効率的に推進するとともに、道路を利用す
るすべての人が、安全で快適に通行できる交通環境を実現するため、各地域の状況を踏まえ
て、交通安全施設や歩道の整備も検討していく。

　市道整備として、幹線道路については公共施設や都市機能に対する交通利便性の向上を図
り、生活道路については、車両や歩行者が円滑に移動できるよう狭小な箇所の拡幅や舗装の
改修等の道路整備を行うことで、快適な道路環境の整備を目的とし道路の新設・改良事業を行
うものであるが、国や県補助金の配分割合が減少するなか、緊急度・重要度を勘案しながら道
路の整備を進めて行く必要がある事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

22１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

4 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

22余地はない

4 点

点

5 点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

実績値 4.18実績値 4.02 実績値 4.15 実績値 4.15

計画値 4.02

成
果
指
標

市道における改良率 市道実延長に対する道路改良済延長の割合

％
計画値

計画値 70.51

実績値 70.83 実績値 71.38 実績値 71.44 実績値 71.61

4.00 計画値

70.43

4.02

70.25 計画値

道路における歩道設置率 市道実延長に対する歩道設置済延長の割合

70.34 計画値

4.02 計画値

％
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

32計画値 32計画値

実績値 20実績値 29

計画値

実績値 34

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 33

実績値 26

道路改良工事件数 市道改良工事の件数

件

H30

32

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

Ｈ31年度の申請件数の増加を目指
し、広報及び、ホームページに事業の
掲載を行い、周知に努めた。

H30

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があ
るばかりでなく、災害時の消防、救急活動に支障をきたしてい
る。このような狭あい道路を建築の機会に市民と行政が協力し
拡幅整備することにより、安全で快適な災害に強いまちを目指
す。 0 0

0.0当初予算額 0 3,555

具
体
的
取
組

申請予定件数4件
狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があ
るばかりでなく、災害時の消防、救急活動に支障をきたしてい
る。このような狭あい道路を建築の機会に市民と行政が協力し
拡幅整備することにより、安全で快適な災害に強いまちを目指
す。

0.4 0.0

00 0

0

0.2

4,600

0 0

0.0

0

0

0.2

0 0 3,555

0 0 4,6000

計画額 0 0

3,555

4,600 4,600

当初予算額 0 0 0 3,555

0 0 1,127 1,127

0 0

0 4,600 4,600

0.4

0 0 425 425

0.0当初予算額 0 0 0 3,555

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があ
るばかりでなく、災害時の消防、救急活動に支障をきたしてい
る。このような狭あい道路を建築の機会に市民と行政が協力し
拡幅整備することにより、安全で快適な災害に強いまちを目指
す。

Ｈ29年度の申請件数の増加を目指
し、広報及び、ホームページに事業の
掲載を行い、周知に努めた。

決算額 0

0

Ｈ28年度の申請件数の増加を目指
し、広報及び、ホームページに事業の
掲載を行い、周知に努めた。

計画額

702

―

0 0 4,500

702

0 0 4,500 4,500

0

3,555

決算額 0

―15,165

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

建築基準法に基づく用地の後退等に伴い、狭あい道路である
さぬき市道等の拡幅及び後退用地の整備の申出のあったもの
に対して、後退用地に係る測量、分筆及び所有権移転登記に
要する費用を負担し、舗装等の工事を行い、後退用地を道路
として整備する。なお後退用地は寄附としている。

建築基準法上に基づく、後退用地を
道路として整備することで住民の安
全で快適な生活の確保を目指す。

18,300

0

H28

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があ
るばかりでなく、災害時の消防、救急活動に支障をきたしてい
る。このような狭あい道路を建築の機会に市民と行政が協力し
拡幅整備することにより、安全で快適な災害に強いまちを目指
す。

Ｈ30年度の申請件数の増加を目指
し、広報及び、ホームページに事業の
掲載を行い、周知に努めた。

決算額

決算額 0

H27

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

4,500

0

0 0 15,165

0

当初予算額 0

18,300

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①市道及び生活道路等の維持・整備促進 目 15 道路橋梁新設改良費

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 10 道路橋梁費

基本目標 款 40Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費（千円）

土木費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 狭あい道路拡幅整備事業 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

5

理
由

建築基準法に基づく後退用地の整備により、狭小な道が拡幅され、市民の安全で快適な生活
に寄与できる事業である。建築基準法上において、建築主事の設置要件が人口25万人以上の
市となっており、さぬき市に建築主事がいないこと、近年、民間業者の建築確認が増えているこ
となどが、事業の認知が進んでいない理由の一つである。今後民間業者への周知及び、広報
への掲載を行うことで、周知を図っていく必要がある。

　住宅の密集地等道路幅員が狭く、歩行者及び車両の通行に支障のある路線について、安全
性の向上を図るともに，災害時の避難や緊急活動など，防災性の向上にも寄与するものであ
り、地域住民の協力得ることにより、住環境の整備を図る事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点 3 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

3 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

17余地はない

4 点

点

3 点

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

実施件数 狭あい道路整備事業の実施件数

計画値

計画値 3

実績値 2 実績値 1 実績値 0 実績値 0

計画値

34 計画値 3 計画値

計画値

件
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

2計画値 2計画値

実績値 1実績値 1

計画値

実績値 1

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 2

実績値 1

広報回数 狭あい道路整備事業の広報回数

回

H30

2

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 道路橋梁維持補修事業②（橋梁関係） 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 10 道路橋梁費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費計 正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

款 40 土木費

事業費（千円） 担当職員数(人）

10 道路橋梁維持費

165,150
H27

|
H30

事
業
概
要

橋梁について、これまでの対症療法的な対応から予防的で計
画的な対応で施設の延命化、改築更新費用の平準化を図るこ
とで、道路交通の安全性を確保し、橋梁施設の機能を安定的
に確保するよう、５年毎にすべての管理橋梁を点検し、橋梁長
寿命化修繕計画の策定を行い、修繕工事を実施する。

道路交通の安全性を確保しながら、
コストの縮減を図るため、対症療法的
な対応から予防的で計画的な対応
で、橋梁の長寿命化を図る事業であ
る。

決算額 164,041

主要施策 ② ②橋梁の長寿命化 目

財源内訳

計画額 175,300 0 29,000

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

当初予算額

87,300 0 36,613

H27

具
体
的
取
組

道路橋梁修繕事業
橋梁点検、長寿命化修繕工事

橋梁点検において、期間業務職員を
雇用し、小規模橋梁を職員自ら点検
することによって、委託経費の削減を
行った。

23,200

H28

道路橋梁修繕事業
橋梁点検、橋梁長寿命化修繕計画の策定、長寿命化修繕工
事

橋梁点検において、期間業務職員を
雇用し、小規模橋梁を職員自ら点検
することによって、委託経費の削減を
行った。

計画額

決算額

計画額 35,900

32,655

決算額 35,100

当初予算額 35,900

287,954

―

1,900

0 1,900

―

23,200 0 61,000

296,500

83,000 0 36,120 284,270

92,200

61,000

57,251

0.70.4

0 12,200 86,000

13,400

計画額

51,000 22,800

0 10,100 58,600

0.4 0.7

15,600 0 8,996

23,100

81,000

0

当初予算額 45,000 17,100 0 15,170 77,270

0 10,500 82,400

0.5 0.6H30

道路橋梁修繕事業
橋梁長寿命化修繕計画の策定、長寿命化修繕工事

橋梁点検において、期間業務職員を
雇用し、小規模橋梁を職員自ら点検
することによって、委託経費の削減を
行った。

0.3 0.6当初予算額 48,000 19,300 0 13,700

決算額 39,636 20,500

H29

道路橋梁修繕事業
橋梁点検、長寿命化修繕工事

橋梁点検において、期間業務職員を
雇用し、小規模橋梁を職員自ら点検
することによって、委託経費の削減を
行った。

101,970

67,100

48,800

9,997 70,133

5,350

計画額 39,600 23,100

決算額 56,650 37,800 0 7,520

65,000

0 4,400

当初予算額 36,250 23,400 0



H28指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値
橋

計画値 211

実績値 218

4

161 実績値

実績値

4

4

実績値 47

H29

87 計画値 87

117

3 計画値

130 計画値

計画値

H30

1 実績値 2 実績値 5

実績値

5 計画値
修繕橋梁数 橋梁修繕工事において、修繕及び更新を行った橋梁

数
橋

計画値

実績値

％
計画値

実績値 97.7

98 計画値

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

活
動
指
標

成
果
指
標

健全橋梁割合 橋梁点検において、判定区分Ⅰ及びⅡの橋梁数+修
繕橋梁数／点検橋梁数

橋梁点検数 直営点検と委託点検を合計した点検橋梁数

99

実績値 97.9

実績値

98 計画値 99 計画値

計画値 計画値

97.6 実績値 97.4

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

4

一次評価（担当者）

4

実績値

点

5

点

5 点

点

点21

点 4 点

点

　市道として管理している橋梁について、従来の事後的な壊れてから修繕を行う方式から、予防
的に橋梁点検を年次計画により行い、危険箇所を早期に発見し、危険度の高い箇所より修繕工
事を実施することにより、橋梁の落下事故等を防止するとともに、橋梁の長寿命化を図ること
で、トータルコストの削減につなげる事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

二次評価（所属長）

3

点

チェック項目（１～５点で評価）

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者）

理
由

　平成26年7月から地方自治体が管理するすべての橋梁に対して、5年に1回の近接目視による
点検が義務化された。そのため、毎年継続して橋梁点検を実施する必要がある。
　そして点検結果により、判定区分ⅢやⅣの橋梁が確認されたため、5年以内に対策する必要
があり、今後廃止も視野に入れながら、修繕または更新を着実に進めていく必要がある。
　また、今年度から２巡目の点検が開始となる。前回点検時からの損傷進行等の把握などによ
り、落橋や深刻な損傷による事故を未然に防ぎ、安心安全な社会基盤整備を目指す。

評
価

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

必要性低い ⇒

余地がある

必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21
優先度低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

⇒ 優先度高い

なっていない

5

⇒ なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 河川事業 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 15 河川費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費計 正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

款 40 土木費

事業費（千円） 担当職員数(人）

05 河川総務費

0
H27

|
H30

事
業
概
要

洪水時の氾濫を防止するため、河川の維持修繕工事を実施
するほか、台風時などの浸水被害を防止するため、雨水排水
ポンプ等の維持管理及び改良工事を実施する事業である。ま
た、治水・利水に大きな役割を果たしている市内3ダムの維持
管理に要する経費の一部を決められた率により県へ負担する
事業である。

近年多発しているゲリラ豪雨や台風
による大雨に備え、河川の維持修繕
工事、ポンプ場施設等の修繕、改良
及び増設工事を行う事業である。

決算額 0

主要施策 ③ ③河川の維持・整備促進 目

財源内訳

計画額 0 25,609 209,101

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

当初予算額

525,600 53,153 198,137

H27

具
体
的
取
組

河川事業
護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。
雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工
事
浦小田雨水排水ポンプ場改良工事、室沖ポンプ場改良工事
ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/4

老朽化で機能低下していているポン
プ場の修繕や能力不足によるポンプ
の増設工事を行い、適切な機能・能
力のポンプ場を整備した。ポンプの運
転方法を自家発電機とすることで、維
持管理費の節減に努めた。

276,400

H28

河川事業
護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。
雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工
事
白方ポンプ場改良工事
ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/5

老朽化で機能低下していているポン
プの更新を行い、適切な機能・能力
のポンプ場を整備した。

計画額

決算額

計画額 0

0

決算額 0

当初予算額 0

776,890

―

47,101

17,609 47,101

―

276,400 17,609 341,110

649,110

580,200 58,493 219,786 858,479

414,400

341,110

216,300

0.01.1

6,000 60,000 180,000

123,400

計画額

0 114,000

7,056 52,856 183,312

1.4 0.0

158,200 12,430 45,670

24,000

214,994

8,107

当初予算額 0 133,900 7,713 61,429 203,042

2,000 51,000 77,000

1.2 0.0H30

河川事業
護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。
雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工
事
ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/7

老朽化で機能低下していているポン
プの更新を行い、適切な機能・能力
のポンプ場を整備した。

1.1 0.0当初予算額 0 137,400 7,998 69,596

決算額 0 123,800

H29

河川事業
護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。
雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工
事
新町ポンプ場改良工事
ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/6

老朽化で機能低下していているポン
プの更新を行い、適切な機能・能力
のポンプ場を整備した。

188,543

51,000

0

56,828 188,735

41,660

計画額 0 0

決算額 0 120,200 25,560 42,783

99,333

0 51,000

当初予算額 0 32,500 25,173



H28指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値
件

計画値 6

実績値 5

6

3 実績値

実績値

6

6

実績値 5

H29

5 計画値 6

5

7 計画値

5 計画値

計画値

H30

4 実績値 7 実績値 8

実績値

6 計画値
雨水ポンプ場事業数 雨水排水ポンプの修繕・改修・増設工事数

事業
計画値

実績値

件
計画値

実績値 0

0 計画値

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

活
動
指
標

成
果
指
標

ポンプ場排水区域での浸
水被害件数

河川整備やポンプ場整備が完了した区域での浸水被
害件数

河川維持工事件数 河川の維持修繕工事件数

0

実績値 0

実績値

0 計画値 0 計画値

計画値 計画値

0 実績値 0

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

4

一次評価（担当者）

4

実績値

点

5

点

4 点

点

点21

点 4 点

点

　台風や豪雨に伴う高潮時の河川の氾濫を防止するため、雨水を排出するポンプの整備を計
画的に行うと共に、河川の決壊を防止するための維持改良工事の実施、また治水・利水に利用
される市内ダムの維持管理経費の一部を負担することで、大雨による住宅地域への浸水を防
止し、また河川水を有効に活用するために行う事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

二次評価（所属長）

4

点

チェック項目（１～５点で評価）

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者）

理
由

　河川・ポンプ場施設整備は、豪雨・台風時に住宅への浸水を防ぐ重要な施設である。設置後、
数十年経過し、老朽化しているポンプ施設も多く、今後も計画的な投資により、ポンプ場施設等
の適正な管理・更新を図り、施設の機能を維持する必要がある。

評
価

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

必要性低い ⇒

余地がある

必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21
優先度低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

⇒ 優先度高い

なっていない

4

⇒ なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

港湾内において、泊地の巡回を実施
し、施設未申請者及び使用料未納者
に対して、督促などによる適正な施設
使用を則した。海岸清掃活動参加に
ついてＣＡＴＶにより周知した。

H30

緑地施設等管理事業  3施設
海岸清掃事業
リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸
香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び
使用料徴収事務 0 6,565

0.0当初予算額 1,382 6,991

具
体
的
取
組

緑地施設等管理事業  3施設
海岸清掃事業
リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸
香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び
使用料徴収事務

0.3 0.0

780 5,094

1,479

0.3

7,358

0 5,086

0.0

6,551

5,604

0.3

0 5,265 344

1,552 5,604 2020

計画額 1,552 0

6,753

202 7,358

当初予算額 1,376 0 5,095 282

0 20,151 78 25,821

0 4,888

5,555 153 7,258

0.3

0 5,083 0 6,477

0.0当初予算額 1,383 0 5,113 245

緑地施設等管理事業  3施設
海岸清掃事業
リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸
香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び
使用料徴収事務

港湾内において、泊地の巡回を実施
し、施設未申請者及び使用料未納者
に対して、督促などによる適正な施設
使用を則した。海岸清掃活動参加に
ついてＣＡＴＶにより周知した。

決算額 5,592

0

港湾内において、泊地の巡回を実施
し、施設未申請者及び使用料未納者
に対して、督促などによる適正な施設
使用を則した。

計画額

0

―

0 5,515 111

6,228

0 5,515 111 7,158

0

6,741

決算額 1,394

―27,643

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

瀬戸内海沿岸の環境保全・美化を図るため、港湾施設及び海
岸施設の維持管理を実施するほか、港湾の適正な利用を確
保するため、小型船舶用泊地の使用許可事務及び使用料徴
収事務を県からの権限移譲により実施する事業である。

港湾の適正な利用を確保するため、
香川県が作成したマニュアルに基づ
き、小型船舶の所有者に対し、使用
許可及び使用料の徴収を行うもので
ある。

29,132

1,532

H28

緑地施設等管理事業  3施設
海岸清掃事業
リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸
香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び
使用料徴収事務

港湾内において、泊地の巡回を実施
し、施設未申請者及び使用料未納者
に対して、督促などによる適正な施設
使用を則した。海岸清掃活動参加に
ついてＣＡＴＶにより周知した。

決算額

決算額 1,340

H27

H29

計画額 1,550

当初予算額 1,532

1,379

7,158

22,278

0 20,988 982

6,186

当初予算額 5,673

668

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ④ ④港湾の維持・管理 目 05 港湾管理費

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 20 港湾費

基本目標 款 40Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費（千円）

土木費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 港湾管理事業 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4

理
由

　瀬戸内海の海岸と海域を美しく保つために、市と地元で毎年行っている海岸清掃活動を、地
元住民だけでなく市民全体が参加できるよう、ＣＡＴＶ等の啓発活動により幅広く周知し、美化意
識向上につながるよう努めていきたい。また、港湾管理については港湾の巡回を実施し、不法
係留がないよう未申請者に対して申請指導を行うなど適正な施設管理を実施していく。

　港湾の適正な利用を確保するため、小型船舶用泊地の使用許可事務及び使用料徴収事務を
県からの権限移譲により実施する事業である。
　また瀬戸内の海岸の環境保全のため行う、海岸清掃は市民によるボランティア活動として毎
年実施している事業である。
　何れの事業も海岸や港湾施設の保全を行うために必要な事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

4 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

18余地はない

3 点

点

3 点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

収納率 収入金額／調定金額×100

計画値

計画値 100

実績値 100 実績値 100 実績値 100 実績値 100

計画値

100100 計画値 100 計画値

計画値

％
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

110計画値 110計画値

実績値 103実績値 110

計画値

実績値 104

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 110

実績値 101

船舶数 津田港及び志度港に係留しているプレジャーボートの
船舶数

隻

H30

110

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 港湾建設事業 担当課 建設課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 10 (10) 道路等の社会基盤の整備 項 20 港湾費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

事業費計 正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

款 40 土木費

事業費（千円） 担当職員数(人）

10 港湾建設費

133,300
H27

|
H30

事
業
概
要

県が策定した「香川県地震・津波対策海岸堤防等整備計画」
に基づき、さぬき市が管理する志度港の地震・津波対策整備
事業を実施するものである。

香川県地震・津波対策海岸堤防等整
備計画に基づき、さぬき市が管理す
る志度港において地震津波対策整備
をすることで市民の生命と財産を守
る。

決算額 72,855

主要施策 ④ ④港湾の維持・管理 目

財源内訳

計画額 133,300 0 4,800

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

当初予算額

70,400 1,207 1,250

H27

具
体
的
取
組

※平成28年度新規事業 0

H28

測量試験及び地質調査
志度港全体延長 Ｌ＝420m

翌年度工事にむけて、地質調査等を
実施し、志度港の整備に努めた。

計画額

決算額

計画額 0

0

決算額 23,924

当初予算額 0

145,712

―

0

0 0

―

0 0 0

252,200

114,100 0 4,800 252,200

114,100

0

0

0.00.4

0 3,300 144,000

22,700

計画額

79,200 61,500

0 1,224 47,848

- -

0 0 0

25,600

54,100

1,207

当初予算額 79,200 61,500 0 3,300 144,000

0 1,450 54,100

0.4 0.0H30

港湾建設事業
主な工事内容
①既設海岸堤防等の嵩上
②海岸堤防等基礎部の鋼矢板打設
③海岸堤防等基礎部の地盤改良

最終年度事業であるため、地元関係
者と密に協議を行い、年度内に工事
が完了することができた。

0.4 0.0当初予算額 27,050 25,600 0 1,450

決算額 23,306 22,100

H29

港湾建設事業
主な工事内容
①既設海岸堤防等の嵩上
②海岸堤防等基礎部の鋼矢板打設
③海岸堤防等基礎部の地盤改良

胸壁、陸こうの工事に着手し、志度港
の整備に努めた。

51,250

54,100

27,050

1 46,614

50

計画額 27,050 27,000

決算額 25,625 25,600 0 25

54,100

0 50

当初予算額 27,050 27,000 0



H28指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値
ｍ

計画値 -

実績値 - 0 実績値

実績値

実績値 272

H29

140 計画値 140

247

計画値

0 計画値

計画値

H30

実績値 実績値

実績値

計画値計画値

実績値

％
計画値

実績値 -

- 計画値

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

活
動
指
標

成
果
指
標

整備率 完成した延長/整備の必要な延長×100

整備延長 海岸堤防等の嵩上、海岸堤防等基礎部の鋼矢板打
設・地盤改良

100

実績値 100

実績値

0 計画値 100 計画値

計画値 計画値

0 実績値 47

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

4

一次評価（担当者）

4

実績値

点

4

点

4 点

点

点20

点 4 点

点

　香川県地震・津波対策海岸堤防等整備計画が策定され、対策の必要な優先順位が定められ
たことから、さぬき市の管理港湾施設である志度港の堤防等について、平成28年度に詳細設計
や地質調査を行った。平成29年度から地震・津波対策工事を実施して平成30年度に事業が完
了し、市民の生命、財産等に及ぼす被害を低減することが図られた。
 
 
 
 
 
 
 
 

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

二次評価（所属長）

4

点

チェック項目（１～５点で評価）

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者）

理
由

　香川県が策定した「香川県地震・津波対策海岸堤防等整備計画」により地震津波対策の優先
順位が定められ、さぬき市が管理する志度港は、Ⅰ期（前期・後期）に整備するようになってい
た。　　　　　　　　　　　28年度より地質調査等を実施し、その結果に基づいて計画的に地震津波
対策整備を実施し、平成30年度に事業が完了した。

評
価

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

必要性低い ⇒

余地がある

必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
優先度低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

⇒ 優先度高い

なっていない

4

⇒ なっている

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

0

0

0

30,000

27,343

0

0

0

0

90,291

95,100

80,400

20,100

20,100

25,000

0.5

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 総務費

地方振興費

具
体
的
取
組

95,100

0

0

0

決算額

計画額

80,400

20,100

20,100

20,100

0

H30

⑤

10

Ⅱ

⑤生活環境整備事業の継続

(10) 道路等の社会基盤の整備 総務管理費

生活環境整備事業 令和元年6月25日

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

19,704

20,100

担当課

65

05

10

01 一般会計

目

項

款

会計

24,834

――

25,000

一般財源

90,291

H27
|

H30

事
業
概
要

18,410

20,100

20,000

20,100

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

管財課 記入日

事業目的 / 改善内容

市民の生活環境向上を図るための整
備工事を行う事業である。

工事箇所の施工開始時期を早め、早
期竣工を目指した。

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

18,410

20,100

20,000

24,834

当初予算額

決算額

0.6 0.0

0.6 0.0

0.5 0.0

事業費（千円）

0

0

0

19,704

20,100

30,000

27,343

0

0

財源内訳

0

0

0

0

0

事業費計

0.2

事業内容

0

0

0

地元要望に対して早期完成に向けた
工法検討並びに工事費削減に努め
た。

地元要望に対して早期完成に向けた
工法検討並びに工事費削減に努め
た。

地元要望に対して早期完成に向けた
工法検討並びに工事費削減に努め
た。

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための
生活道路・排水路等の整備工事を行う。

工事の実施設計業務の委託(7件）
整備工事の発注件数
　舗装工事等　9件

工事の実施設計業務の委託（5件）
整備工事の発注件数
　舗装工事　9件

工事の実施設計業務の委託(4件)
整備工事の発注件数
　舗装工事　10件
　土木工事　 8件
　その他修繕工事　1件

○工事の実施設計業務の委託（5件）
○整備工事（23件）　（うち、舗装整備工事（16件）、安全施設
整備工事（2件）、水路整備工事（3件）、その他修繕工事（2
件））

計画額

当初予算額



20

9

3

点

点

5
余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

活
動
指
標

成
果
指
標

22

22

40

計画値計画値

実績値

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

実績値

H28H27指標名

要望を受け、現地確認回
数

実施件数

10

計画値

実績値

23

要望を受け、現地確認をした回数

実施可能であると回答した要望の内、実施した件数

計画値

計画値

実績値

今
後
の
方
向
性

評
価

20

9

9

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

20

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

理
由

本事業は法定外財産の整備であり、他事業での採択が困難であるものを実施し、市民の生活
環境の向上を目的としている。よって、この事業は必要なものである。

一次評価（担当者）

5 点

4 点

4 点

3 点

／25点 ／25点

本事業は平成１７年度より国から譲与を受けた法定外公共物を地元自治会より要望を受け、地
域住民の方々が生活するうえで安全に、また、住みよい環境を整える目的で行っている事業で
ある。
最近においては、当該事業の存在が市民に広まったこともあり、要望件数も多くなってきている
ことから、今後、他事業に属さない案件かどうか精査し本来の目的に沿って事業を実施したい。

点 5 点

5 点

二次評価（所属長）

⇒ 21 点

4

必要はない必要がある ⇒

21 点

計画値

実績値

実績値

計画値37

19

H30

計画値

実績値

計画値

20

9

計画値

実績値

計画値

20

計画値

実績値

計画値

チェック項目（１～５点で評価）

回

4 点

実績値 実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティバス事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 11 (11) 公共交通網の充実 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①誰もが利用し得る利便性の高い公共交通手段の提供 目 65 地方振興費

244,256

― ―0 52,788 168,149 250,637
H27

|
H30

事
業
概
要

交通不便地域の解消はもとより、市民の安全で快適な暮らし
のための身近な交通手段として、地域密着型公共交通システ
ムの提供を行う。市内交通事業者と連携し、現在５ルート（バ
ス３ルート、ジャンボタクシー２ルート）を運行している。

高齢者を始めとする交通弱者に安全
で快適な公共交通の提供。市内観光
客の交通の軸として魅力ある路線の
創造。また、より便利で身近な公共交
通を目指し、利用者の要望に沿った
路線開拓を実施する。

計画額 30,400

当初予算額 29,700

決算額 29,367

H27

具
体
的
取
組

さぬき市コミュニティバスの運行及び施設の維持管理等を実
施した。
※平成２４年２月にダイヤ改正及び運行車両等の見直しを実
施。また、同年４月より、志度～多和線において休日運賃の改
定（200円→500円）を行うなど、経営の効率化及び収支改善等
を図っている。

さぬき市コミュニティバスの運行及び
バス停施設等の維持管理を行った。
また、利用促進を目的とした広報・啓
発活動を実施した。
・広報紙を利用した利用促進　 年２回

計画額 7,600

0 52,606 161,250

0 13,606 41,250

13,000 40,000

H30

○市内のバス事業者１社及びタクシー事業者５社に委託し、５
ルートのコミュニティバスを運行するとともに、159か所のバス
停施設の維持管理を行った。
○鉄道や路線バス等の公共交通機関との接続や利便性の向
上に向けて、ルート・ダイヤ編成の検討準備に取り組んだ。

さぬき市コミュニティバスの運行及び
バス停施設等の維持管理を行った。
広報・啓発として、市広報に夏休み中
の利用促進に向けた記事などを３回
掲載した。

62,456

0.6 0.0

0 52,421 167,880 249,668

決算額 7,706 0 13,723 40,750 62,179

当初予算額 7,600 0 13,606 41,250 62,456

0.5 0.0当初予算額 7,600 0 13,600 41,400H28

○市内のバス事業者１社及びタクシー事業者６社に委託し、５
ルートのコミュニティバスを運行するとともに、159か所のバス
停施設の維持管理を行った。

広報・啓発として、バスブックを配布
するほか、市広報に関連記事を２回
掲載した。
利用環境向上のため、バス車両１台
をツーステップバスからワンステップ
バスに切り替えた。

計画額 7,600 0

62,600

決算額 7,650 0 13,572 41,170 62,392

13,000 40,000 60,600

0.5 0.0当初予算額 7,600 0 13,020 42,361H29

○市内のバス事業者１社及びタクシー事業者５社に委託し、５
ルートのコミュニティバスを運行するとともに、159か所のバス
停施設の維持管理を行った。

さぬき市コミュニティバスの運行及び
バス停施設等の維持管理を行った。
広報・啓発として、市広報に年末年始
の利用を促進するための記事を１回
掲載した。

計画額 7,600 0

62,981

決算額 7,172 0 12,295 43,057 62,524

13,000 40,000 60,600

0.7 0.0当初予算額 6,900 0 12,562 43,138

計画額 7,600 0

62,600

決算額 6,839 0 12,831 42,903 62,573

60,600



2 計画値 2 計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 2

計画値 計画値

実績値 2 実績値 2 実績値 1

利用促進啓発回数 コミュニティバスの利用促進に向けた広報紙への掲載
回数

回
計画値 2

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

コミュニティバス コミュニティバス年間利用者数

人
計画値 100,000 計画値

活
動
指
標

利用者数
コミュニティバス収支比率

コミュニティバス運行に係る収入と経費の比率
（（バス使用料+運行協力金+広告収入）/事業費）

％
計画値 30 計画値

計画値

100,000 計画値 100,000 計画値 100,000

実績値 93,541 実績値 89,324 実績値 85,352 実績値 84,803

30 計画値 30 計画値 30

実績値 22.1 実績値 21.8 実績値 19.7 実績値 20.5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21 点

5 点

21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点

点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

高齢化が進む中、運転免許証を返納してもお出かけに困らない生活環境をつくることは市の責
務として大変重要だと考える。広告料収入の増加により収支率は上がったものの、コミュニティ
バス利用者は減り続けている。人口減少に伴う利用者減も想定されるが、住民や事業所ニーズ
に応えられていない結果とも考えられるため、大川自動車・琴平電気鉄道・ＪＲ四国・タクシー事
業者等と連携し、各種データを収集しながらコミュニティバスのルートやダイヤの見直しに取り組
む。

市民の暮らしを支え、安心で快適なまちづくりのための公共交通のひとつとして、コミュニティバ
スは必要な手段である。
しかし、平成29年度においては、利用者の減少から運賃収入も減収となった。そのような状況か
ら、今後の運行再編計画を作成するにあたり、各ルートにおけるバス停ごとの乗降客等のデー
タ収集を行い、更に利便性を向上するための検討が必要である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公共交通検討協議会運営事業 担当課 都市計画課 記入日

基本施策 11 (11) 公共交通網の充実 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②公共交通利用促進対策の推進 目 65 地方振興費

200

― ―0 0 100 100
H27

|
H30

事
業
概
要

平成22年度に設置された「さぬき市公共交通検討協議会」の
運営及び公共交通利用促進啓発資料の作成・配布する。
既存公共交通機関利用者満足度アンケート調査の実施する。

地域公共交通の確保・維持・改善に
関する検討の場として、平成22年度
に設置された「さぬき市公共交通検
討協議会」の運営を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

利用促進や周知に必要なグッズの拡充を図るため、冊子型時
刻表（バスブック）を増刷し、支所や市内のＪＲ・琴電等での配
布を行ったほか、事業の終了に向けた検討作業を実施した。

公共交通の利用促進を目的に作成し
た、冊子型時刻表（バスブック：コミュ
ニティバスダイヤの他、病院情報など
を盛込む）が好評なため、増刷を行っ
た。

計画額 0

0 0 200

0 0 200

0 0

200

0.1 0.0

0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

当初予算額 0 0 0 100 100

当初予算額H28

事業終了
計画額 0 0

決算額

0 0 0

当初予算額H29

計画額 0 0

決算額

0 0 0

当初予算額

計画額 0 0

決算額

H30

0



- 計画値 - 計画値 -

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 -

計画値 計画値

実績値 1 実績値 - 実績値 -

会議のあり方を見直す検
討回数

本会議の統合や重複する活動の統合整理に向けた、
関係各課との検討協議回数

回
計画値 1

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

冊子型時刻表の配布部数 冊子型時刻表の配布部数

冊
計画値 50 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

- 計画値 - 計画値 -

実績値 50 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 バスストップ駐車場管理事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 11 (11) 公共交通網の充実 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②公共交通利用促進対策の推進 目 05 都市計画総務費

86,630

― ―169,500 12,861 17,916 222,937
H27

|
H30

事
業
概
要

高松自動車道高速志度・津田バスストップ用駐車場の維持管
理等を行う。

バスストップ利用者の利便性の確保・
維持を目的に維持管理を行う。
なお、平成25年度においては、バス
ストップ駐車場の利用者等を対象とし
た利用実態調査等を実施し、拡充に
ついて検討する。

計画額 0

当初予算額 22,660

決算額 18,128

H27

具
体
的
取
組

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津
田バスストップ用駐車場の維持管理を実施した。
平成25年度に策定した志度バスストップ駐車場における整備
計画（案）に基づき、駐車場整備の基本計画策定業務を実施
した。

バスストップ利用者の利便性の確保・
維持を目的に維持管理を行った。
志度バスストップ駐車場の拡充検討
として、全体測量業務を実施した。

計画額 0

0 1,120 85,510

0 280 2,908

280 1,200

H30

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津
田バスストップ用駐車場の維持管理を行った。
津田バスストップは、駐車場整備のため、用地の購入、建物の
補償を行い、法面工、水路など構造物の一部の整備を行っ
た。

津田バスストップでは関係者と協議を
し、事業の進め方を確認した。

3,188

0.2 0.0

101,700 17,129 14,780 151,737

決算額 0 0 267 2,261 2,528

当初予算額 0 0 280 2,908 3,188

0.2 0.0当初予算額 0 75,000 280 5,202H28

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津
田バスストップ用駐車場の維持管理を行っている。
志度バスストップ駐車場整備基本計画により用地を取得した。
また、津田バスストップ駐車場における整備計画（案）に基づ
き、駐車場整備の基本計画策定業務を実施。

志度バスストップ駐車場は、２回にわ
たり地元自治会と協議を行い、事業
の了承を得るとともに用地を取得し
た。
津田バスストップでは、関係者と協議
を行い整備計画を策定した。

計画額 0 0

80,482

決算額 0 32,100 273 5,363 37,736

280 80,202 80,482

0.2 0.0当初予算額 0 78,900 12,031 5,621H29

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津
田バスストップ用駐車場の維持管理を行った。
志度バスストップは、駐車場の増設が完成した。
津田バスストップは、駐車場の新設に向け、全体測量設計を
実施しているが、全体測量設計、用地購入、建物補償につい
て、平成３０年度に繰り越した。

志度バスストップ駐車場は、臨時駐
車場を第２駐車場として整備し、駐車
台数を５０台から７５台に拡充した。
津田バスストップでは、関係者と協議
会を設置し、事業の進め方を協議し
た。

計画額 0 0

96,552

決算額 0 20,100 16,338 1,753 38,191

280 1,200 1,480

0.4 0.0当初予算額 22,660 15,600 270 4,185

計画額 0 0

42,715

決算額 18,128 49,500 251 5,403 73,282

1,480



24 計画値 24 計画値 24

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 24

放置自転車の撤去実施回
数

バスストップに放置してある自転車の撤去実施回数

回
計画値 2 計画値 2

実績値 24 実績値 24 実績値 24

施設点検回数 利用者が安心して駐車場を利用できるように点検、清
掃、草刈りの回数

回
計画値 24

計画値 2 計画値 2

実績値 2 実績値 2 実績値 2 実績値 2

成
果
指
標

志度バスストップ駐車場利
用率

志度バスストップの駐車場の利用率

％
計画値 90 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

90 計画値 90 計画値 90

実績値 90 実績値 90 実績値 90 実績値 80

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19 点

3 点

19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

志度バスストップについては、第２駐車場の整備後、ゴールデンウィークや年末年始の時期に
駐車場が混雑することもあったが、概ね、余裕をもって駐車できる状況となっている。
津田バスストップについては、現状でも台数に余裕があるが、バス停までの移動距離の短縮な
ど、利便性の向上に向けて駐車場の整備が必要である。

志度バスストップについては、臨時駐車場を第２駐車場として整備したことにより、合計駐車台
数が５０台から７５台に拡充されたことで志度地区における駐車場不足は解消した。
津田の松原SA下り側の津田バスストップ駐車場について、30年度に用地購入し実施途中であ
る整備工事を引き続き行い、利用しやすい駐車場を整備する。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ＪＲ駅関連施設管理事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 11 (11) 公共交通網の充実 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②公共交通利用促進対策の推進 目 05 都市計画総務費

19,752

― ―0 1,887 26,822 28,709
H27

|
H30

事
業
概
要

ＪＲの駅は、広域交通網におけるさぬき市の玄関口のひとつで
あり、特に志度駅はＪＲと維持管理協定を締結している。通勤・
通学・通院などに利用する市民及び当市に来訪する観光客が
快適かつ安全に利用できるように施設の維持管理等を行う。

ＪＲの駅は、通勤・通学等に多くの市
民が移動手段として利用しているた
め、駅利用者の利便性の確保・維持
を目的に管理する事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理
を行う。
・ＪＲ志度駅（自由通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）
・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始
・ＪＲ造田駅（駐輪場）
・ＪＲ志度駅エレベーター内の防犯カメラシステム修繕

駅利用者の利便性の確保・維持を目
的に施設の清掃を行う。
旧観光案内所を民間企業に貸与し
た。

計画額 0

0 2,989 16,763

0 886 4,115

886 4,300

H30

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理
を行った。
・ＪＲ志度駅（自由通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）
・ＪＲ志度駅南駐車場
・ＪＲ造田駅（駐輪場）
・ＪＲ神前駅（駐輪場）

ＪＲ志度駅の蛍光灯をＬＥＤ化した。
JR神前駅の駐輪場の整備を行った。
ＪＲ造田駅駅前整備とて、ロータリー、
駐輪場の整備を行った。

5,001

0.2 0.0

0 869 26,509 27,378

決算額 0 0 194 4,540 4,734

当初予算額 0 0 886 4,115 5,001

0.3 0.0当初予算額 0 0 331 4,048H28

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理
を行った。
・ＪＲ志度駅（自由通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）
・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始
・ＪＲ造田駅（駐輪場）

駅利用者の利便性の確保・維持を目
的に施設の清掃を行う。
志度駅の自由通路に平賀源内をイ
メージした町屋風の装飾をした。（政
策課）

計画額 0 0

4,379

決算額 0 0 230 4,346 4,576

331 4,048 4,379

0.2 0.0当初予算額 0 0 331 4,574H29

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理
を行った。
・ＪＲ志度駅（自由通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場等）
・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始
・ＪＲ造田駅（駐輪場）
・ＪＲ神前駅（駐輪場）

駅利用者の利便性の確保・維持を目
的に施設の清掃を行う。
JR神前駅の駐輪場対策として、民間
駐車場の土地を一部借上げた。

計画額 0 0

4,905

決算額 0 0 222 4,119 4,341

886 4,300 5,186

0.5 0.0当初予算額 0 0 339 14,085

計画額 0 0

14,424

決算額 0 0 223 13,504 13,727

5,186



365 計画値 365 計画値 365

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 365

放置自転車撤去回数 利用環境の維持・向上を目的に、放置自転車等の撤
去実施回数

回
計画値 2 計画値 2

実績値 365 実績値 365 実績値 365

志度駅清掃回数 利用者が安心して快適に利用できるよう駅周辺及びト
イレ等の清掃回数

回
計画値 365

計画値 2 計画値 2

実績値 2 実績値 2 実績値 2 実績値 2

成
果
指
標

ＪＲ・琴電志度駅利用者数 ＪＲ志度駅及び琴電志度駅の１日当たりの利用者数

人
計画値 3,200 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

3,200 計画値 3,200 計画値 3,200

実績値 3,167 実績値 3,268 実績値 3,138 実績値 3,106

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18 点

3 点

17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

ＪＲ等の利用者の利便性を向上させるため、各駅の維持管理、整備を行っている。
ＪＲ造田駅の周辺整備として、駅前にロータリーと駐輪場の整備を行っており、今後はトイレの整
備などを実施し、さらに利便性の向上を図る。

市内におけるＪＲの駅は、志度・オレンジタウン・造田・神前・津田・鶴羽と6駅あるものの、志度
駅以外は無人駅となっている。また、ＪＲ四国においても各駅舎の老朽化に伴い順次、建物の
改築やトイレの廃止を行っており、駅や駅周辺の環境が変化している。
そのような中、平成29年度に造田駅の駅舎が改築されたことから、駅舎以外の整備が早急に望
まれていたところであり、平成29年に策定された造田駅周辺整備基本計画に基づき、平成30年
度から3か年の計画で整備を行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 パーク・アンド・ライド駐車場管理事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 11 (11) 公共交通網の充実 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②公共交通利用促進対策の推進 目 05 都市計画総務費

1,623

― ―0 1,734 0 1,734
H27

|
H30

事
業
概
要

パーク・アンド・ライド駐車場は、鉄道を利用して通勤・通学を
する住民の利便性を確保するとともに、公共交通機関の利用
促進・交通混雑の緩和・環境負荷の軽減を目的としている。津
田中央駐車場は、近辺が地理的要因から駐車場確保が困難
であり、近隣住民の駐車場需要の充足と付近での迷惑駐車の
削減を目的としている。これらの施設の維持管理を行う。

駐車場利用者の利便性の確保・維持
を目的にパーク・アンドライド駐車場
及び津田町中央駐車場の維持管理
を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の
維持管理を行う。
○パーク・アンド・ライド駐車場（さぬき市志度字田中5385番地
6）　平成15年4月供用開始　駐車可能台数　101台
○津田中央駐車場（さぬき市津田町津田字南上所1010番地
10の一部）　駐車可能台数　73台

平成27年度パーク・アンド・ライド利用
台数は延39台、津田町中央駐車場の
利用区画数は延40区画であった。年
3回追加募集を、年１回新規募集を広
報紙、ホームページ及び文字放送で
広報・周知をした。

計画額 0

0 1,073 550

0 265 0

278 0

H30

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の
維持管理を行った。
○パーク・アンド・ライド駐車場（さぬき市志度字田中5385番地
6）　平成15年4月供用開始　駐車可能台数　84台
○津田中央駐車場（さぬき市津田町津田字南上所1010番地
10の一部）　駐車可能台数　73台

平成30年度パーク・アンド・ライド利用
台数は延45台、津田町中央駐車場の
利用区画数は延35区画であった。年
2回追加募集を、年2回新規募集を広
報紙、ホームページ及び文字放送で
広報・周知をした。

265

0.1 0.0

0 1,622 0 1,622

決算額 0 0 251 0 251

当初予算額 0 0 265 0 265

0.1 0.0当初予算額 0 0 265 0H28

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の
維持管理を行った。
○ﾊﾟｰｸ・ｱﾝﾄﾞ・ﾗｲﾄﾞ駐車場（さぬき市志度字田中5385番地6）
平成15年4月供用開始　駐車可能台数　101台
○津田中央駐車場（さぬき市津田町津田字南上所1010番地
10の一部）　駐車可能台数　73台

平成28年度パーク・アンド・ライド利用
台数は延40台、津田町中央駐車場の
利用区画数は延37区画であった。年
3回追加募集を、年2回新規募集を広
報紙、ホームページ及び文字放送で
広報・周知をした。

計画額 0 0

265

決算額 0 0 247 0 247

265 550 815

0.1 0.0当初予算額 0 0 926 0H29

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、パーク・アン
ド・ライド及び津田町中央駐車場の維持管理を行った。
○パーク・アンド・ライド駐車場については、開設後14年を経過
し、区画線の劣化が見られるため、駐車スペース区画線の塗
替え及び補修を行った。

パーク・アンド・ライド駐車場の１区画
の幅を2.2mから2.8mに広げ、駐車時
の安全と利便性を確保した。また、契
約者以外の無断駐車が多いとの苦情
に応え、「無断駐車禁止」の看板を設
置した。

計画額 0 0

926

決算額 0 0 853 0 853

265 0 265

0.2 0.0当初予算額 0 0 278 0

計画額 0 0

278

決算額 0 0 271 0 271

278



4 計画値 4 計画値 4

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 4

計画値 計画値

実績値 4 実績値 4 実績値 4

駐車場利用向上のための
周知回数

利用者数の向上を図るため、ホームページ等での周
知回数

回
計画値 4

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

駐車場の利用率 駐車場施設の総区画数における使用許可・契約数

台
計画値 50 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

50 計画値 50 計画値 50

実績値 39 実績値 40 実績値 29 実績値 45

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

17 点

3 点

16
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点 2

理
由

利用率の向上に向け、広報紙、ホームページ及び文字放送で空き情報を周知する。 利用率を向上させるため、広報紙、ホームページ及びケーブルテレビの文字放送を活用し、分
かりやすい広報・周知を行う。
引き続き、志度・津田の両駐車場の利用促進について公共交通機関とも連携して周知を行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民間住宅耐震対策支援事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①良好な住環境の提供と支援 目 05 都市計画総務費

46,800

― ―0 0 10,909 39,900
H27

|
H30

事
業
概
要

国及び県の補助制度に基づき、既存住宅の耐震対策を実施
する市民に対し補助金交付するものである。
市内にある、新耐震基準以前（S56.5.31）に建てられた民間住
宅の耐震対策（耐震診断、改修工事等）を実施する所有者に、
費用の一部を補助する。

地震に対する既存住宅の耐震性の
向上を図り、市民の安全を確保する
ことを目的とする。

計画額 33,932

当初予算額 28,991

決算額 13,000

H27

具
体
的
取
組

耐震診断：事業費限度額130千円補助金限度額90千円
耐震改修：事業費限度額1,800千円補助金限度額900千円
次年度にむけて、耐震改修工事：補助率の廃止（補助上限金
額900千円）及び補助対象工事の追加（部分改修工事、耐震
シェルター等設置工事）を行った。

耐震対策の推進にむけて、国及び県
の方針を踏まえ、補助内容の拡充を
行った。

計画額 8,483

0 0 12,868

0 0 3,217

0 3,217

H30

補助申請期間中の書類審査及び交付金支給事務を行った。
耐震診断：事業費限度額130千円補助金限度額90千円
耐震改修：補助金限度額900千円
部分耐震改修：補助金限度額500千円
耐震シェルター等設置：補助金限度額200千円

耐震対策関係アンケート調査と耐震
診断補助制度のPRを行うため、　　葭
池団地近辺の旧耐震基準住宅の個
別訪問を行った。

11,700

0.3 0.0

0 0 4,634 17,634

決算額 3,133 0 0 1,097 4,230

当初予算額 8,483 0 0 3,217 11,700

0.2 0.0当初予算額 9,008 0 0 3,392H28

補助申請期間中の書類審査及び交付金支給事務を行う。
耐震診断：事業費限度額130千円補助金限度額90千円
耐震改修：補助金限度額900千円
部分耐震改修：補助金限度額500千円
耐震シェルター等設置：補助金限度額200千円

補助対象工事の追加及び補助対象
経費における補助率を廃止する改正
を行った。

計画額 8,483 0

12,400

決算額 2,898 0 0 1,059 3,957

0 3,217 11,700

0.1 0.0当初予算額 5,750 0 0 2,150H29

補助申請期間中の書類審査及び交付金支給事務を行った。
耐震診断：事業費限度額130千円補助金限度額90千円
耐震改修：補助金限度額900千円
部分耐震改修：補助金限度額500千円
耐震シェルター等設置：補助金限度額200千円

耐震対策関係アンケート調査と耐震
診断補助制度のPRを行うため、津
村・三井、金屋・江の口近辺の旧耐震
基準住宅の個別訪問を行った。平成
30年度では、旧耐震基準住宅を事前
に調査し、効率よく戸別訪問を行う。

計画額 8,483 0

7,900

決算額 1,545 0 0 572 2,117

0 3,217 11,700

0.2 0.0当初予算額 5,750 0 0 2,150

計画額 8,483 0

7,900

決算額 5,424 0 0 1,906 7,330

11,700



2 計画値 2 計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 2

計画値 計画値

実績値 3 実績値 2 実績値 2

補助制度周知啓発事業数 さぬき市及びさぬき市内で開催される啓発事業数
（広報活動、個別訪問活動、相談会開催活動）

回
計画値 3

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

民間住宅耐震対策支援補
助金補助件数
（耐震診断）

耐震対策のうち、耐震診断調査にかかる補助金支給
件数

件
計画値 50 計画値

活
動
指
標

民間住宅耐震対策支援補
助金補助件数
（耐震対策工事）

耐震対策のうち、耐震対策工事（耐震改修工事、部分
耐震改修工事・耐震シェルター・ベッド）にかかる補助
金支給件数

件
計画値 8 計画値

計画値

50 計画値 50 計画値 50

実績値 9 実績値 14 実績値 8 実績値 16

8 計画値 8 計画値 8

実績値 4 実績値 3 実績値 2 実績値 7

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23 点

5 点

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

　本事業は、地震に対する既存住宅の耐震性の向上を図り、市民の安全を確保することを目的
としているが、住宅耐震性能に関する住民の関心度合いや、改修工事に必要な自己資金の確
保など、所有者の様々な要因により、必ずしも活動指標が、直接的に成果につながっていない
現状がある。
　今後は、戸別訪問、広報誌などによる周知等、耐震改修の啓発に努めながら、耐震化率を向
上させる。

市民が安全で安心して生活していくために既存住宅の耐震化は必要であるが、耐震化に関する
関心の低さや改修工事に必要な資金面の問題から、直接的な成果につながっていないため、
引き続き制度の目的・趣旨を説明・周知を行う。さらに、拡充された項目も含め耐震改修の必要
性について啓発に努める。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 緊急輸送道路沿道建築物等耐震対策支援事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①良好な住環境の提供と支援 目 05 都市計画総務費

20,984

― ―0 0 5,532 21,743
H27

|
H30

事
業
概
要

地震発生時における建築物の倒壊による緊急輸送道路の閉
塞を防ぎ、避難や救急救援活動、緊急物資の輸送等の機能を
確保するため、緊急輸送道路沿道及び避難路沿道の建築物
の耐震対策を実施する者に対し、国及び県の補助制度に基づ
き補助金を交付する。

地震発生時における建築物の倒壊に
よる緊急輸送道路の閉塞を防ぎ、避
難や救急救援活動、緊急物資の輸送
等の機能を確保する。

計画額 15,736

当初予算額 16,211

決算額 5,891

H27

具
体
的
取
組

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業
に対して、国及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診
断費用・補強設計費用・耐震改修工事費用）を補助した。

国費及び県費の補助拡充に基づき、
補助限度額算定基準を改定し、補助
に向けた準備を整えた。

計画額 3,934

0 0 5,248

0 0 1,312

0 1,312

H30

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業
に対して、国及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診
断費用・補強設計費用・耐震改修工事費用）を補助する。

対象者への個別訪問による事業啓発
活動を実施したことにより、災害時の
危機管理意識等の高揚を図った。
また、令和元年度から都市整備課が
所管する。

5,246

0.1 0.0

0 0 2,527 8,418

決算額 0 0 0 0 0

当初予算額 3,934 0 0 1,312 5,246

0.2 0.0当初予算額 5,318 0 0 1,774H28

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業
に対して、国及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診
断費用・補強設計費用・耐震改修工事費用）を補助した。

国費及び県費の補助拡充に基づき、
補助限度額算定基準を改定した。

計画額 3,934 0

7,092

決算額 1,137 0 0 488 1,625

0 1,312 5,246

0.1 0.0当初予算額 4,512 0 0 1,504H29

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業
に対して、国及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診
断費用・補強設計費用・耐震改修工事費用）を補助した。

避難路沿道については、建築物が地
震によって倒壊した場合において、そ
の敷地に接する道路の通行を妨げ、
相当数のものの円滑な避難を困難と
することを防止した。

計画額 3,934 0

6,016

決算額 4,754 0 0 2,039 6,793

0 1,312 5,246

0.1 0.0当初予算額 2,447 0 0 942

計画額 3,934 0

3,389

決算額 0 0 0 0 0

5,246



1 計画値 1 計画値 1

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 1

計画値 計画値

実績値 0 実績値 1 実績値 1

補助制度周知啓発事業数 さぬき市及びさぬき市内で開催される啓発事業数
（広報活動、個別訪問活動、）

回
計画値 1

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

緊急輸送道路沿道建築物
等耐震対策支援事業補助
件数

耐震対策（診断・設計・改修工事）にかかる補助金支
給件数

件
計画値 1 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

1 計画値 1 計画値 2

実績値 0 実績値 1 実績値 2 実績値 0

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

24 点

5 点

24
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

本事業は、地震時および災害復旧時における、緊急輸送道路の閉塞回避、避難や救急救援活
動、緊急物資の輸送等の機能を確保するための施策の一つである。
避難路沿道建築物（要安全確認計画記載建築物）の耐震診断については、耐震改修促進法に
より、耐震診断の結果を所管行政庁に報告することが義務化され、補助率も10/10となってい
る。このことから、当該建築物の所有者の戸別訪問を実施し、補助制度の活用をPRすることに
より、耐震対策の推進を図る。

地震発生時における建築物の倒壊による緊急輸送道路の閉塞を防ぎ、避難や救急救援活動、
緊急物資の輸送などを確保するため、該当建築物の所有者に対し、戸別訪問を実施し、補助制
度の目的・趣旨を説明する。
また、国・県に対し制度の拡充・継続を要望する。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住宅リフォーム支援事業（一般住宅関係） 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①良好な住環境の提供と支援 目 05 都市計画総務費

74,240

― ―0 0 69,330 78,480
H27

|
H30

事
業
概
要

住宅リフォーム支援事業については、市民の生活環境の向上
及び定住促進、地域経済対策として市内産業の活性化を図る
ために、市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅に
係るリフォーム工事を自己以外の市内事業者の施工により行
う者に対し、その支援を行うためさぬき市共通商品券を交付す
る。

市民の生活環境の向上と定住促進
及び地域経済の活性化を図るため、
自己以外の市内の施工業者を利用し
て、個人住宅の修繕、補修、増築など
のリフォームを行った者に対して、さ
ぬき市共通商品を交付する。

計画額 8,000

当初予算額 9,150

決算額 27,845

H27

具
体
的
取
組

平成24年度から実施している、市内において自ら所有し自己
の居住に供する住宅に係るリフォーム工事に加えて、市内の
空き家を購入し、工事完了後に住民登録し居住する者も対象
とし、当該住宅のリフォーム工事費に対し、さぬき市共通商品
券を交付した。
※事業費再掲、26繰越予算2500万円

募集期間を2週間で年2回行っている
が、期間が短いとの要望があり、2週
間から1か月と延長した。

計画額 2,000

0 0 66,240

0 0 2,060

0 20,060

H30

市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅に係るリ
フォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券を交付した。

5月6日から受付を行い、予算に達し
た時点で受付を終了した

4,060

0.7 0.0

0 0 63,708 91,553

決算額 21,970 0 0 0 21,970

当初予算額 0 0 0 0 0

0.4 0.0当初予算額 2,000 0 0 22,060H28

市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅に係るリ
フォーム工事に加えて、市内の空き家を購入し、工事完了後
に住民登録し居住する者も対象とし、当該住宅のリフォーム工
事費に対し、さぬき市共通商品券を交付した。

申請日から交付決定日までの期間の
短縮要望があり、4月1日から受付を
随時とし、予算に達した時点で受付を
終了した。

計画額 2,000 0

24,060

決算額 200 0 0 20,308 20,508

0 22,060 24,060

0.5 0.0当初予算額 2,750 0 0 22,810H29

市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅に係るリ
フォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券を交付した。

平成２９年度までの時限事業であっ
たが、利用者アンケートの回答や事
業実績による経済効果等を検証した
結果、その効果を継続するため、更
に３年間延長することとした。

計画額 2,000 0

25,560

決算額 2,175 0 0 20,080 22,255

0 22,060 24,060

0.6 0.0当初予算額 4,400 0 0 24,460

計画額 2,000 0

28,860

決算額 3,500 0 0 23,320 26,820

22,060



130 計画値 130 計画値 130

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 132

計画値 計画値

実績値 152 実績値 137 実績値 111

住宅リフォーム補助件数 住宅リフォーム支援事業補助金交付決定件数

件
計画値 130

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

リフォーム支援制度による
経済効果

商品券交付によって誘発された経済効果の額
（工事総額-交付した共通商品券の交付額）

円
計画値 225,000,000 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

180,000,000 計画値 180,000,000 計画値 180,000,000

実績値 258,537,283 実績値 235,453,804 実績値 215,261,045 実績値 224,344,954

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

17 点

3 点

17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点

点 2 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

平成24年度から29年度までの時限制度であったが、その経済効果等から32年度まで延長した
ところである。今後は、巨大地震の備えとして実施している耐震対策事業（住宅の耐震診断・改
修、危険ブロック塀の撤去）や、空き家・移住対策として実施している空き家リフォーム支援事業
の強化に向け、予算配分の見直しについて検討する必要があると考える。

令和2年度まで事業の実施を延長したが、今後は耐震対策事業や空き家対策事業への重点的
な予算配分を検討する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住宅管理事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 30 住宅費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①良好な住環境の提供と支援 目 05 住宅管理費

229,383

― ―13,800 79,584 124,851 327,052
H27

|
H30

事
業
概
要

住宅に困窮する低所得者に対して、健康で文化的な生活を営
むことができる住宅を整備することにより、生活の安定と社会
福祉の増進のため、市営住宅を適正に管理する。

健康で文化的な生活を営むに足りる
住宅を整備し、住宅に困窮する低額
所得者に対して低廉な家賃で賃貸
し、又は転貸することにより、市民生
活の安定と社会福祉の増進に寄与す
る。

計画額 63,957

当初予算額 108,817

決算額 67,968

H27

具
体
的
取
組

○市営住宅の管理については、必要に応じて修繕を行い、適
正に管理し、老朽化の激しい空き家住宅について除却した。
○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿
命化計画」に基づき、鵜部団地の外壁改修工事のほか、上辛
立団地４戸、公文明団地６戸の老朽化対策工事及び仁兵谷団
地の法面等工事を実施した。

老朽化により問題のある市営住宅を
５戸除却し、老朽化等による修繕を実
施した。また、鵜部団地の外壁改修
工事、上辛立団地老朽化対策工事及
び仁兵谷団地の法面等工事を実施し
た。

計画額 22,057

0 61,707 103,719

0 19,807 28,019

12,900 31,900

H30

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するなど、適正な維持管理に努める。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、神前団地（Ｄ・
Ｅ棟、集会所）の外壁改修工事を実施する。さらに、耐用年数
を経過し、老朽化の著しい西内間団地６戸を除却する。

老朽化により問題のある市営住宅を
６戸除却し、老朽化等による修繕を実
施した。また、神前団地の外壁改修
工事についても、国の交付金を年度
途中で追加要望したことにより、予定
どおりの取組ができた。

69,883

2.2 0.0

13,800 78,952 109,648 270,368

決算額 16,624 0 18,748 27,414 62,786

当初予算額 22,057 0 19,807 28,019 69,883

2.1 0.0当初予算額 46,478 0 21,326 50,547H28

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するほか、適正に維持管理を行った。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、鵜部団地（Ｃ
棟）・神前団地（Ａ棟）の外壁改修工事及び改良住宅新町団地
（蓮住寺側）の耐震補強・外壁改修工事を実施した。さらに、吉
見団地４戸を除却した。

退去時の修繕に関し、複数件数を一
括して発注するなど、効率的で経済
的な維持管理を行った。
国庫補助金の要望額に対する配分
額の減少の影響により、長寿命化計
画に遅れが生じている。

計画額 15,500 0

118,351

決算額 20,866 0 19,452 40,220 80,538

15,500 23,300 54,300

2.0 0.0当初予算額 26,770 0 20,021 34,602H29

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するなど、適正な維持管理に努めた。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、神前団地（Ｂ・
Ｃ棟）の外壁改修工事及び改良住宅新町団地（国道側）の耐
震補強・外壁改修工事を実施した。さらに、耐用年数を経過
し、老朽化の著しい小岩団地４戸を除却した。

国の交付金を年度途中で追加要望し
たことにより、当初配分時には見送る
こととした神前団地Ｃ棟の大規模改
修を実施することができ、予定どおり
の取組ができた。

計画額 13,500 0

81,393

決算額 18,552 0 18,665 33,894 71,111

13,500 20,500 47,500

2.2 0.0当初予算額 13,512 13,800 18,430 11,683

計画額 12,900 0

57,425

決算額 11,926 13,800 22,087 8,120 55,933

57,700



5 計画値 5 計画値 5

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 6

修繕件数 市営住宅の主体構造部及び附属設備の修繕件数

件
計画値 200 計画値 200

実績値 5 実績値 4 実績値 4

市営住宅の除却数 老朽化が進み安全性に問題がある市営住宅の除却
数

戸
計画値 9

計画値 200 計画値 200

実績値 229 実績値 206 実績値 162 実績値 135

成
果
指
標

市営住宅の除却対象件数 安心で安全な生活を充実させるための住宅環境及び
周辺環境の整備における除却対象件数

件
計画値 35 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

33 計画値 29 計画値 26

実績値 35 実績値 31 実績値 27 実績値 21

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20 点

5 点

21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 4

理
由

多くの住宅において老朽化が進み、耐震性能も含め、管理が困難になっている中、さぬき市市
営住宅長寿命化計画に基づき、引き続き計画的に、外壁改修工事等の長寿命化改善や、老朽
危険住戸の除却を行う。
また、入居者の意向を確認した上での住み替えの手法や、空き家や除却後の空き地の管理経
費の軽減に向けた検討を進める。
市営住宅の本来的な性格上、入居者に低所得者が多いことから、家賃等が滞納になった場合、
その回収は容易ではないが、再建監理室の協力も得ながら更なる対策を講じる。

民間賃貸住宅や一戸建て住宅の増加から、市営住宅の需要が減少し、空き室が増加している
状況であるため、入居者の意向を確認した上で、木造住宅等からの住み替えの検討を進め、老
朽化が進んでいる住宅を除却し、適正に管理できる維持管理戸数とする。
除却の財源に、国庫補助金を充当しているが、補助要望額に対する配分額が減少となった場
合、さぬき市市営住宅長寿命化計画の進捗に遅れが生じることとなる。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 老朽危険空き家対策事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②空き家対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

○空き家に関する相談・適正管理の指導
○老朽危険空き家の審査
○老朽危険空き家除却支援補助金の交付（５戸）

老朽危険空き家除却支援事業補助金
の交付５戸分について適正に実施し
た。

事
業
概
要

市内の老朽危険空き家（住宅）を所有者が除却する際、除却費
用の一部を補助する。

市民の身体、財産、生活環境を保護
するために、空家の適切な管理を行う
事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

8,000

具
体
的
取
組

○空き家に関する相談・適正管理の指導
○老朽危険空き家の審査
○老朽危険空き家除却支援補助金の交付

老朽危険空き家除却支援事業補助金
の応募者に対して審査を行い、適正
に補助金を交付した。

H30

○空き家に関する相談・適正管理の指導
○老朽危険空き家の審査
○老朽危険空き家除却支援補助金の交付

老朽危険空き家除却支援事業補助金
の交付１２戸分について適正に実施し
た。

H29

○空き家に関する相談・適正管理の指導
○老朽危険空き家の審査
○老朽危険空き家除却支援補助金の交付

老朽危険空き家除却支援事業補助金
の交付１１戸分について適正に実施し
た。

決算額 4,117

32,000

―0 0 12,000 48,000

0 2,000 0.3

0 0 2,000

決算額 33,183

当初予算額 6,000

計画額 6,000

計画額 24,000

当初予算額 36,000

8,000

―

0 0 8,000

0.08,000

0.0

0 0 11,071 44,254

0 0 1,374 5,491

0

決算額

0.3

7,039

0 2,000 8,000

5,278 0 0 1,761

当初予算額 6,000 0 0 2,000

6,000 0計画額

0.0当初予算額 12,000 0 0 4,000

6,000 0

16,000

計画額

決算額

0.3

15,972

0 2,000 8,000

11,977 0 0 3,995

0.3 0.0当初予算額 12,000 0 0 4,000

計画額 6,000 8,000

16,000

決算額 11,811 0 0 3,941 15,752

2,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 10計画値5 計画値 10

計画値 計画値計画値

実績値 124 実績値 5 実績値 11
活
動
指
標

%
計画値

計画値

成
果
指
標

空き家の除却の進捗率 当該年度までの老朽危険空き家除却件数の累計／
2,620件(平成25年住宅・土地統計調査における「空家」
「その他の住宅」の件数。小数点以下切り上げ）

計画値

件

実績値

当該年度の老朽危険空き
家除却件数

前年度末現在の老朽危険空き家支援事業補助金を活
用して除却した空き家の件数

件
計画値

実績値

0.2 計画値

実績値 1.2

0.3 計画値 0.7 計画値 1.1

0.2 実績値 0.3 実績値 0.8

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○空き家の放置による雑草の繁茂、瓦等の落下、動物の往来、倒壊の危険性の相談が多くなっ
ている。所有者の特定、現況の調査、改善通知を行い、適正な管理を促す。
○老朽危険空き家除却補助金の活用を周知し、空き家の除却を促進する。

適切な管理が行われていない空き家に対して、市は、全庁的な取り組みを行うため、空き家対策
プロジャクトチームを設置して、役割分担に応じた対応を行っている。本課は、市民の総合窓口と
なっていることから、市民からの情報を空き家対策プロジェクトチームと共有する。また、適切な管
理を啓発するとともに、老朽危険空き家の除却を推進する

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住宅リフォーム支援事業(空き家バンク登録住宅関係） 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②空き家対策の推進 目 05 都市計画総務費

77,740

― ―0 0 71,390 82,540
H27

|
H30

事
業
概
要

住宅リフォーム支援事業（空き家バンク登録住宅）について
は、平成27年度から移住・定住、地域経済対策として市内の
産業の活性化及び雇用の創出を図るため、空き家バンクを通
じて購入した市内の空き家を、市内に事業所を有する事業者
を利用してリフォームを行う者に、さぬき市共通商品券を交付
する補助制度を新たに開始する。

本市への移住・定住の促進と地域経
済活性化を目的に市内の事業者を利
用して、空き家バンクを通じて購入し
た空家のリフォームを行う者にその経
費の一部を補助する。

計画額 8,750

当初予算額 11,150

決算額 6,075

H27

具
体
的
取
組

平成27年度から空き家バンク登録物件へのリフォーム工事に
係る補助制度を新たに開始し、市外から市内へ移住・定住す
るために登録物件を購入した者が市内の事業者を利用して、
リフォーム工事を実施する費用に対し、さぬき市共通商品券を
交付した。

移住・定住促進と地域経済活性化を
目的に、空き家バンクを通じて市内の
空き家を購入し、リフォーム工事を
行った者に対して、さぬき市共通商品
券を交付した。

計画額 2,000

0 0 68,990

0 0 2,060

0 22,810

H30

空き家の有効活用と市内への移住・定住を促進するため、市
内事業者を利用して①空き家のリフォームと②家財道具の処
分をする場合、事業費の1/2(①上限100万円、②上限10万円）
を補助した。
対象となる住宅：空き家バンク登録住宅
補助対象者：空き家の所有者又は空き家の利用者

移住・定住促進と地域経済活性化を
目的に、空き家バンクを通じて市内の
空き家を活用する者が行うリフォーム
工事に対し、補助金を交付した。

4,060

0.1 0.0

0 0 64,143 70,218

決算額 200 0 0 435 635

当初予算額 2,000 0 0 2,060 4,060

0.1 0.0当初予算額 2,000 0 0 22,060H28

市外から市内へ移住・定住する目的で、空き家バンク登録物
件を購入した者が市内の事業者を利用して、リフォーム工事を
実施する費用に対し、さぬき市共通商品券を交付した。

移住・定住促進と地域経済活性化を
目的に、空き家バンクを通じて市内の
空き家を購入し、リフォーム工事を
行った者に対して、さぬき市共通商品
券を交付した。

計画額 2,000 0

24,060

決算額 200 0 0 20,308 20,508

0 22,060 24,060

0.1 0.0当初予算額 2,750 0 0 22,810H29

空き家の有効活用と市内への移住・定住を促進するため、市
内事業者を利用して①空き家のリフォームと②家財道具の処
分をする場合、事業費の1/2(①上限100万円、②上限10万円）
を補助した。
対象となる住宅：空き家バンク登録住宅
補助対象者：空き家の所有者又は空き家の利用者

空き家の有効活用と市内への移住定
住促進を図るため、新たに空き家リ
フォーム支援事業補助金交付要綱を
制定し、補助内容（補助対象者、補助
額、対象工事）を充実させた。

計画額 2,000 0

25,560

決算額 2,175 0 0 20,080 22,255

0 22,060 24,060

0.2 0.0当初予算額 4,400 0 0 24,460

計画額 2,750 0

28,860

決算額 3,500 0 0 23,320 26,820

25,560



10 計画値 10 計画値 10

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 9

計画値 計画値

実績値 2 実績値 1 実績値 5

空き家リフォーム補助件
数

住宅リフォーム支援補助金のうち空き家バンク掲載物
件のリフォーム補助金の交付決定件数

件
計画値 10

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

空き家リフォーム支援制
度による経済効果

商品券又は交付によって誘発された経済効果の額
（工事総額－商品券交付額又は補助金交付額）

円
計画値 6,000,000 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

10,000,000 計画値 10,000,000 計画値 10,000,000

実績値 6,423,000 実績値 2,612,552 実績値 8,600,433 実績値 14,623,440

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21 点

5 点

22
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 5

理
由

空き家の有効活用と移住者増加を実現させるため、全日本不動産協会や宅地建物取引業協会
とも協力して本制度の周知に努める。

市内の空き家を調査し、空き家を有効活用するとともに市への移住・交流を促進させ地域を活
性化させるため、空き家バンクへの登録を推進し、補助額を平成29年度から拡充している。
今後も、空き家バンク登録物件を増やすため、全日本不動産協会や宅地建物取引業協会など
にリーフレットを配布し、幅広く制度の周知を図る。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 空き家等対策事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②空き家対策の推進 目 05 都市計画総務費

7,212

― ―0 0 3,712 7,212
H27

|
H30

事
業
概
要

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、空き家等対
策計画の策定、空き家等実態調査の実施、空き家対策協議会
の設立運営等、空き家対策に必要な取組を講じる。

空家等対策の推進に関する特別措
置法に基づき、市内の空家等の有効
活用及び危険な空家の削減を主な目
的とする。

計画額 3,500

当初予算額 3,500

決算額 2,543

H27

具
体
的
取
組

※平成28年度新規事業
計画額 0

0 0 3,712

0 0 0

0 50

H30

・空家等対策計画に基づき、空家等に対して必要な措置を
行った。

H28年度に実施した実態調査の結果
がＣ判定の者に、結果の通知及び適
正管理の周知を行った。
12月に市空家等対策協議会を開催し
た。

0

- -

0 0 3,077 5,620

決算額 0 0 0 0 0

当初予算額 0 0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 3,500 0 0 3,580H28

・市内全域47,791件を対象に、空家等実態調査を実施し、
1,338件の老朽度・危険度を判定した。
・実態調査の結果を受け、空家等対策協議会を開催し、空家
等対策計画について検討した。

空家等実態調査は、住宅調査にノウ
ハウを持つ住宅地図を作製する民間
事業者に委託して実施した。

計画額 3,500 0

7,080

決算額 2,543 0 0 3,048 5,591

0 3,580 7,080

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 82H29

・空家等対策協議会を開催し、さぬき市空家等対策計画を策
定した。
・空家等対策計画に基づき、危険度の高い空家等に対し、注
意喚起、情報提供を行った。

8月にさぬき市空家等対策計画を策
定した。
H28年度に実施した実態調査の結果
がD・E判定の者に、結果の通知及び
適正管理の周知を行った。

計画額 0 0

82

決算額 0 0 0 12 12

0 82 82

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 50

計画額 0 0

50

決算額 0 0 0 17 17

50



5 計画値 5 計画値 5

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 0

空家等に対する措置件数 空家台帳に記載される空家に対して、個別に実施した
措置件数（実数更新、除却、改修・再利用）

件
計画値 - 計画値 2,600

実績値 - 実績値 0 実績値 0

空家等実態追跡調査回数 空家等実態調査成果資料である、空家台帳の情報更
新を職員の目視、近隣住民からの情報提供により調
査した回数

回
計画値 -

計画値 5 計画値 5

実績値 - 実績値 0 実績値 8 実績値 6

成
果
指
標

空き家台帳に記載された
空き家の数。

空き家台帳に記載された空き家の数

件
計画値 - 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

2,600 計画値 2,600 計画値 2,600

実績値 - 実績値 1,385 実績値 1,377 実績値 1,371

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18 点

5 点

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

除却情報の更新やリフォーム等利活用実績等の反映方法など空き家等実績調査結果データの
共有体制に工夫が必要。

特定空家の指定や措置について、空家等対策協議会で審議し、法に基づき適正な措置を行う
必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 都市計画総務事業（旧 都市計画策定事業） 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ③ ③都市計画の推進 目 05 都市計画総務費

4,316

― ―0 1,608 7,366 9,355
H27

|
H30

事
業
概
要

都市計画関連の法律に基づく土地利用計画の具体的方策を
検討する。

都市の健全な発展と秩序ある整備を
目的として、都市計画道路、都市計
画区域や用途地域等の分野におい
て、総合的観点から土地利用計画推
進施策を実施する。

計画額 408

当初予算額 381

決算額 369

H27

具
体
的
取
組

都市計画の決定や見直しをするための研究として、国及び県
の主催する協議会への参加、他公共団体の事例研究、資料
収集及び情報交換を図った。

都市計画の決定や見直しをするため
の都市計画審議会の開催の外、他団
体の事例研究、資料収集及び情報交
換を図った。

計画額 102

0 1,614 2,294

0 402 -100

404 902

H30

H32年度末の次期さぬき市都市計画マスタープランの策定に
向けて、現計画の見直しや新たな計画の決定を行う準備を
行った。
建築確認申請、開発許可申請や土地利用規制等対策に係る
事務等を適切に処理した。

国・県が主催する協議会への参加を
通して情報交換を図るほか、他市町
村の事例研究、資料収集することに
より、次期プラン策定に当たっての工
程を確認した。

404

0.2 0.0

0 989 7,053 8,411

決算額 106 0 181 0 287

当初予算額 102 0 402 -100 404

0.2 0.0当初予算額 49 0 402 370H28

都市計画の決定や見直しをするための研究として、国及び県
の主催する協議会への参加、他公共団体の事例研究、資料
収集及び情報交換を図った。

都市計画の決定や見直しをするため
の都市計画審議会の開催の外、他団
体の事例研究、資料収集及び情報交
換を図った。

計画額 102 0

821

決算額 50 0 366 307 723

404 902 1,408

0.5 0.0当初予算額 118 0 402 6,745H29

H32年度末の次期さぬき市都市計画マスタープランの策定に
向けて、現計画の見直しや新たな計画の決定を行う準備とし
て、国・県が主催する協議会への参加を通して情報交換を図
るほか、他市町村の事例研究、資料収集を行った。
次期プラン策定に当たって必要となる作業等の洗い出した。

国・県が開催する協議会や研修会に
積極的に参加するなどして、他地域
の事例研究、資料収集及び情報交換
を図った。
そのほか、建築確認申請、開発許可
申請や土地利用規制等対策に係る

計画額 102 0

7,265

決算額 114 0 222 6,455 6,791

404 590 1,096

0.6 0.0当初予算額 112 0 402 351

計画額 102 0

865

決算額 99 0 220 291 610

1,408



1 計画値 1 計画値 1

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 0

計画値 計画値

実績値 0 実績値 0 実績値 0

都市計画行政に係る都市
計画決定（変更）のための
審議会開催件数

都市計画の決定・変更のための審議会の開催件数
（随時）

回
計画値 1

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

都市計画の決定・変更の
ための審議会の開催件数

都市計画の決定・変更のための審議会の開催件数
（随時）

回
計画値 1 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21 点

5 点

21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点

点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

都市計画マスタープランの進行管理や見直しについては、個別の事業を起こすものとし、その他
総務事務に係るもののみを対象とする。

都市計画における決定・変更がある場合は、都市計画審議会を随時開催し、審議を行う。
また、都市計画マスタープランについては、平成３２年度を目標に次期計画の策定に向け具体
的な準備に取り掛かる。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 都市公園管理事業 担当課 都市計画課 記入日 令和1年6月21日

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 25 都市計画費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち 款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ④ ④市民に親しまれる公園・緑地の整備充実 目 20 都市公園管理費

15,544

― ―0 2,497 17,355 19,852
H27

|
H30

事
業
概
要

市民が文化的・健康的な生活を営むため、市内38カ所の都市
公園及び新開公園、真珠島公園、臨海緑地、せせらぎの道等
を適正に維持管理する。

市民が文化的・健康的な生活を営
み、公共の福祉の増進に資するた
め、市内38カ所の都市公園及び新開
公園、真珠島公園、臨海緑地、せせ
らぎの道等を適正に維持管理する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の
安全確保を図った。
平成２６年度から実施している安全点検により不具合のあった
遊具の再塗装を継続して実施したほか、オレンジタウン４号公
園に設置されている遊具の修繕を行った。

市内の都市公園を適正に管理するた
め遊具等の公園施設の安全確保を
図った。
街区公園遊具の塗装及び不具合の
あった遊具の修繕を実施した。

計画額 0

0 32 15,512

0 8 5,010

8 3,500

H30

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の
安全確保を図る。

草刈等の維持管理を実施し、危険度
が高い樹木については、業務委託に
より伐採した。
遊具等施設安全点検を業務委託によ
り実施した。

5,018

0.2 0.0

0 2,362 19,429 21,791

決算額 0 0 8 5,596 5,604

当初予算額 0 0 8 5,010 5,018

0.2 0.0当初予算額 0 0 8 3,502H28

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の
安全確保を図った。
オレンジタウンの法面や金屋２号公園の遊具の修理を行い、
金屋４号公園では安全対策施設として、車両進入防護柵や
フェンスの設置をした。

草刈等の維持管理や公園遊具の修
繕や安全対策を講じた。

計画額 0 0

3,510

決算額 0 0 8 5,280 5,288

8 3,502 3,510

0.2 0.0当初予算額 0 0 2,473 4,323H29

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の
安全確保を図った。
三井第１号公園、オレンジタウン第４号公園の遊具の修理、志
度南ニュータウン２号公園、３号公園にある遊具の撤去を行っ
た。
間川三十二勝探勝公園の駐車場の舗装工事を行った。

草刈等の維持管理や公園遊具の修
繕や安全対策を講じた。
遊具の修繕、撤去や駐車場の舗装工
事を行った。

計画額 0 0

6,796

決算額 0 0 2,292 4,197 6,489

8 3,500 3,508

0.4 0.0当初予算額 0 0 8 4,520

計画額 0 0

4,528

決算額 0 0 54 4,356 4,410

3,508



38 計画値 38 計画値 38

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 38

遊具等の安全点検回数 遊具等の老朽化に伴い、安全点検及び現況調査の回
数

公園
計画値 13 計画値 13

実績値 37 実績値 38 実績値 38

維持管理のための草刈、
清掃件数

市民が安全・快適に利用するための草刈、清掃件数

公園
計画値 37

計画値 13 計画値 13

実績値 13 実績値 13 実績値 13 実績値 13

成
果
指
標

公園・広場で発生した事故
件数

公園・広場で発生した事故件数

公園
計画値 0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

0 計画値 0 計画値 0

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

16 点

3 点

16
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点 2

理
由

都市公園は維持管理として、地元住民、シルバー人材センター、直営により実施している。
公園内の樹木について、公園設置から年数が経過したため、樹木が繁茂していることから、地
元管理ができないため、業者により伐採作業が必要となる。
また、遊具等の施設についても、点検を強化し、修繕、更新等を実施する必要がある。

都市公園の維持管理については、地元自治会等との協議により草刈・清掃などの日常管理を
お願いしているが、樹木等の成長により、剪定・伐採が難しくなった高木は市で行っている。
また、遊具等については業者に点検を委託し事故が起こらないよう修繕、更新を実施する必要
がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 火葬場管理事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 13 (13) 墓地・斎場の整備

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①犯罪のないまちづくりの推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

○火葬受付システムの維持管理
○さぬき市斎場の運営
○三木・長尾葬斎組合（しずかの里）の運営支援

施設の経年劣化に伴い、修繕等の必
要な措置を行った。

事
業
概
要

さぬき市斎場は、指定管理者に委託して運営する。また、しず
かの里は、三木・長尾葬斎組合が運営する。

人生終焉の場にふさわしい尊厳と品
位を有し、遺族にやすらぎと憩を提供
できる斎場の運営・管理を行う事業で
ある。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

73,538

具
体
的
取
組

○火葬受付システムの維持管理
○さぬき市斎場の運営
○三木・長尾葬斎組合（しずかの里）の運営支援

施設の経年劣化に伴い、修繕等の必
要な措置を行った。

H30

○火葬受付システムの維持管理
○さぬき市斎場の運営
○三木・長尾葬斎組合（しずかの里）の運営支援

施設の経年劣化に伴い、修繕等の必
要な措置を行った。

H29

○火葬受付システムの維持管理
○さぬき市斎場の運営
○三木・長尾葬斎組合（しずかの里）の運営支援

施設の経年劣化に伴い、修繕等の必
要な措置を行った。

決算額 0

307,538

―0 56,122 248,283 304,405

13,904 59,634 0.2

0 13,904 59,634

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

73,538

―

0 52,904 254,634

0.078,145

0.0

0 61,619 247,391 309,010

0 14,281 58,465 72,746

0

決算額

0.3

77,567

13,000 65,500 78,500

0 0 14,508 63,059

当初予算額 0 0 14,752 63,393

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 13,738 62,542

0 0

76,280

計画額

決算額

0.3

75,398

13,000 67,800 80,800

0 0 16,363 59,035

0.3 0.0当初予算額 0 0 13,728 62,714

計画額 0 74,700

76,442

決算額 0 0 16,467 66,832 83,299

61,7000 13,000



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

540 計画値 550計画値530 計画値 560

計画値 計画値計画値

実績値 540529 実績値 483 実績値 524
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

斎場施設利用に関する苦
情件数

施設利用中に生じた困難事案(快適に利用できなかっ
た内容等)に係る意見数

計画値

実績値

さぬき市斎場の年間火葬
件数

さぬき市斎場の年間火葬件数

件
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

1 実績値 0 実績値 0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○安らぎのある環境づくりに努め、さぬき市斎場及びしずかの里の適切な管理運営を行う。
○設備の修繕計画を作成し、特定年に経費が集中しないように分散し、必要な改修を進める。

人の尊厳とやすらぎの確保に向けて、安定した運営を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



款 20 衛生費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 13 (13) 墓地・斎場の整備 項 05

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 墓地公園管理事業 担当課 生活環境課 記入日 令和1年6月28日

保健衛生費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

主要施策 ② ②墓地の確保と適切な維持管理

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

目

地方債

20

財源内訳
事業費計

非正規
（臨時･嘱託

等）

―

事業費（千円）

環境衛生費

0

24,332

0 14,920 7,844

担当職員数(人）

その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

市民が市営墓地を安心して使用できるよう適正な維持管理を
行う。

民間等の墓地を利用することが困難
な市民に、市が墓地を整備して提供
するとともに、墓地、埋葬等に関する
法律に基づいて適正な墓地を形成す
る事業である。 0

正規
(再任用含む）

国県支出金

決算額

―22,764

0計画額 0

当初予算額

14,669 9,663

0.0

0.2H27

具
体
的
取
組

○市営墓地の管理運営
○墓地の改葬等の許可
○共同墓地整備事業補助金の交付
○墓地管理組合等支援

○市営墓地の維持管理を行った。
○竹林の里墓地公園の区画造成を実
施し、使用者を公募した。 0.0

0 15,350 3,205 18,555

0

H30

○市営墓地の管理運営
○墓地の改葬等の許可
○共同墓地整備事業補助金の交付
○墓地管理組合等支援

○市営墓地の維持管理を行った。
○広報、ホームページにより市営墓地
の公募を行い、利用者の増加を図っ
た。

H28

○市営墓地の管理運営
○墓地の改葬等の許可
○共同墓地整備事業補助金の交付
○墓地管理組合等支援

○市営墓地の維持管理を行った。
○広報、ホームページにより市営墓地
の公募を行い、利用者の増加を図っ
た。

H29

○市営墓地の管理運営
○墓地の改葬等の許可
○共同墓地整備事業補助金の交付
○墓地管理組合等支援

○市営墓地の維持管理を行った。
○広報、ホームページにより市営墓地
の公募を行い、利用者の増加を図っ
た。

当初予算額 0

計画額 12,2065,069 7,137

0

計画額

7,420 3,205 10,625

0 5,069 7,137 12,206

00

決算額

決算額

0.3

3,592

3,200 800 4,000

0 0 3,592 0

当初予算額 0 0 3,129 1,221

0 0

4,350

0.0当初予算額 0 0 3,689 -587

0 0

3,102

計画額

決算額

0.3

2,596

3,200 863 4,063

0 0 2,596 0

0.0当初予算額 0 0 3,033 73

計画額 0 4,0633,200

0.33,106

決算額 0 0 1,742 0 1,742

8630



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
市営墓地の使用許可の区
画数

市営墓地の使用許可の区画数

区画

H28 H29 H30単位 H27

2,260 計画値 2,275計画値

活
動
指
標

実績値 2,4922,492

2,492 計画値 2,492 計画値 2,492計画値 2,492

計画値 2,246

実績値 2,274実績値 2,245 実績値 2,261 実績値 2,270

2,290

市営墓地利用率 市営墓地の全区画の数に対する使用許可の区画数

％
計画値

市営墓地全区画の数 市営墓地の全区画数
計画値

成
果
指
標

市営墓地管理不全区画割
合

全区画数に対する管理不全区画数の割合
（毎年７月下旬に調査を行っており、管理不全区画と
は、使用許可をしている区画のうち、雑草が生えるなど
適正な管理をしていない区画をいう）

％
計画値

区画

実績値 1.5

2.1 計画値 1.8 計画値 1.4

1.9 実績値 1.6 実績値 1.7

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 2,492 実績値 2,492 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

2.4 計画値

実績値 90.1

91.5 計画値

実績値 90.7 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

92.1 計画値 92.7 計画値 93.3

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 5

実績値 91.3

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

5

91.1

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○市営墓地の使用状況を調査し、不適切な使用者に対して適正な管理を通知する。
○市営墓地の区画整備について、今後の状況に応じて墓地の造成を検討し、適切な区画の確保
を行う。

民間等の墓地を利用することが困難な市民に、市が墓地を整備して提供するとともに、墓地、埋
葬等に関する法律に基づいて適正な墓地を形成する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



基本目標３

健全な心身と思いやりを育むまち



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

41,845

地方債

H30

H27
|

H30

44,846

46,085

総合計画上の位置付け

――

82,129

72,893

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託等）

正規
(再任用含む）

その他

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

款

会計

民生費

児童福祉総務費

児童福祉費

331,057

79,092

79,092

財源内訳

0

0

43,511

43,511

国県支出金

0

0

0

担当課

05

10

15

01

乳幼児医療費支給事業

①

14

Ⅲ

①安心して産み・育てられる医療体制の整備

(14) 子育て支援の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

43,180

45,845

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

事
業
概
要

具
体
的
取
組

45,845

39,727

143,138 0

0

0

0

152,009

0

129,542

0

0

0

0

子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

0.6 0.0

0.3 0.0

計画額

0

0

0

0

0

0根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

事業内容

40,535

44,846

44,386

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

事業目的 / 改善内容

医療費の一部をその保護者に支給す
ることにより、乳幼児の疾病の早期発
見と治療の促進を図る。未熟児養育
医療費は、養育に必要な医療等の給
付を行うことにより未熟児の疾病及び
障害の予防を図る。

一般財源

165,275

179,827

事業費計

34,539

決算額

33,939

36,974

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

36,974

32,321

84,57339,727 0

0

77,119

82,819

82,819

乳幼児医療費支給事業は、乳幼児医療費及び未熟児養育医
療費で構成している。
乳幼児医療費は、医療保険に加入している小学校就学前にお
ける乳幼児の医療費に係る自己負担分を支給する。
未熟児養育医療費は、「母子保健法」に基づく低体重児の届
け出の受理、未熟児の訪問指導及び養育医療の支給を行う。

乳幼児医療費及び未熟児養育医療費の給付を行った。
乳幼児医療  39,217件  給付額66,727千円
未熟児養育医療 11件  給付額 1,090千円

0.4 0.0

乳幼児医療費及び未熟児養育医療費の給付を行った。
乳幼児医療  40,364件  給付額68,579千円
未熟児養育医療 21件  給付額 1,307千円

乳幼児医療費及び未熟児養育医療費の給付を行った。
乳幼児医療  41,514件  給付額 69,871千円
未熟児養育医療 12件  給付額 868千円

乳幼児医療費及び未熟児養育医療費の給付を行った。
乳幼児医療　43,336件　　給付額　72,736千円
未熟児養育医療　10件　　給付額　593千円

74,166

0

0

0

0

179,048

35,581

35,581

30,924

36,044

32,358

39,715

0.00.4

84,573

78,925

70,639

294,817

322,965

事業費（千円）

当初予算額

決算額

0

0

0

0



97

98.7

100

100

評価点評価点合計 評価点合計

100

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

100

受給率(乳幼児医療)

計画値

実績値

100.0

100.0

計画値

実績値

受給者数／市内の乳幼児数

％

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

なっている

優先度高い

／25点
必要はない

5 点

3 点

4

指標名

受給延件数(乳幼児医療)

件
実績値実績値

42,000計画値

H28H27

当年度中の受給延件数

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

100

100

43,000

43,336

受給者数／未熟児養育医療対象の乳幼児数

10

10

受給延件数(未熟児養育
医療)

活
動
指
標

評
価

42,000

5

二次評価（所属長）

実績値

計画値

実績値

実績値

方
向
性

理
由

乳幼児期は病気にり患しやすく、また病気を繰り返しやすい傾向があるため、乳幼児の健康保
持のためには医療にかかりやすい環境整備を図る必要がある。そのためには経済的負担を強
いることなく医療にかかれることが重要である。

受給率(未熟児養育医療)

件

％

計画値 9

実績値

計画値 9

97.397.0

98

12

97

計画値

実績値

当年度中の受給延件数

評価点

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
⇒ 21

⇒

⇒
3 点

点5

点 21

点5

／25点

点4 点

4 点

点

計画値

実績値

11実績値

計画値

21

98.7

42,000

39,217実績値 40,364

H30

計画値 計画値

41,514

計画値

計画値

実績値

9

97

計画値

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 8,734 0 0 4,060 12,794

3,333 9,500

8,444

3,3330 0

0.0当初予算額 7,214 0 0 4,968

6,167

0.2 0.0当初予算額 9,176 0 0 3,960

計画額 6,167 9,500

13,136

計画額

決算額

0.2

9,565

0 3,333 9,500

6,537

3,930

当初予算額 6,243 0 0 3,073

6,167

0

12,182

計画額

決算額

0.1

12,374

0

0.1

0 0 14,091 44,049

0 0

0

9,316 0.0

―

0 0 13,322

3,073 9,316

0 0 3,323 9,490

0 0 3,028

H27
|

H30

9,490

0.1

0 0 3,323

決算額 29,958

当初予算額 6,167

計画額 6,167

決算額 6,243

37,990

―0 0 15,324 44,124

計画額 24,668

当初予算額 28,800

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金

目

H30

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、
「病児・病後児保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を
免除する。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

H29

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、
「病児・病後児保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を
免除する。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

H28

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、
「病児・病後児保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を
免除する。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

事
業
概
要

病児・病後児保育事業は、「さぬき市病児・病後児保育事業実
施要綱」及び「さぬき市第3子以降3歳未満児に係る病児・病後
児保育の利用料無料化実施要綱」に基づき、病気や病気の回
復途中にあり集団での保育が困難な児童で、保護者の就労等
により家庭で保育を行うことが困難な場合に、病児・病後児保
育施設で一時的に保育を行うものである。

保護者の負担を軽減することによっ
て子育て支援を図る。

H27

具
体
的
取
組

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、
「病児・病後児保育室コスモス」で実施した。
当初、第3子以降の3歳児未満児の利用料を免除していたが、
10月からは、第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児
の保育無料化事業を開始した。

10月から対象児童を生後6か月から
小学3年生までを生後6か月から小学
6年生までに拡大した。また、利用料
の免除を第２子で満３歳未満の子ど
も及び第３子以降就学前児童に拡大
した。

事業費（千円）

保育所運営委託費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 病児・病後児保育事業 担当課 子育て支援課 記入日

担当職員数(人）

① ①安心して産み・育てられる医療体制の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20主要施策

財源内訳

児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

病児・病後児保育事業は、平成27年度から利用料免除の対象年齢の拡充がされてから、疾病
の流行状況などによって増減はあるものの、一定数の需要はあるものである。今後も、病気又
は病気の回復途中にあり、集団での保育が困難な生後６か月から小学６年生までの児童をもつ
保護者の就労等の支援のため、事業継続が必要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 3 点

実績値 33

点

点 4

点

点21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

受入延べ人数 病児・病後児保育利用児童受入延べ人数

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

一日当たり利用児童数 利用延数÷開設日数

人
計画値

実績値 2

514 実績値 650 実績値 672

実績値

計画値 計画値

4

580

実績値

計画値

実績値

実績値 3 実績値

3 計画値 3 計画値3 計画値

520 計画値

実績値 627

540 計画値 560 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
延べ定員数 病児・病後児保育実施延定員数

(定員数×実施日数)
活
動
指
標

実績値972 実績値 984 実績値 980

実績値 実績値

計画値

976実績値

970

H28 H29 H30単位 H27

970 計画値 970計画値
人

計画値 970

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 子ども医療費支給事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

① ①安心して産み・育てられる医療体制の整備 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 165,273 165,273

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

子ども医療費は、「さぬき市子ども医療費の支給に関する条
例」に基づき、医療費の一部をその保護者に支給するもので
ある。

医療費の助成をすることにより、子育
て世帯の負担軽減を図るとともに、子
どもの疾病の早期発見と治療を促進
することを目的とする。

0 0 166,789 194,816

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

子ども医療費は医療保険に加入している小学生及び中学生
の通院と入院に係る医療費を一部負担ありで償還払いにて助
成するものである。

平成29年8月受診分から、大川保健
医療圏域において、通院に係る医療
費は、併用レセプトを利用しない現物
給付による助成を開始した。また、課
税世帯に対する一部負担金を廃止し
た。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

子ども医療費は医療保険に加入している小学生及び中学生
の通院と入院に係る医療費を一部負担するもので、償還払い
として助成した。（※平成26年度繰越事業）
受給資格者　2,877人
給付額　27,347千円

・平成27年度から通院に係る医療費
の支給対象年齢を中学校卒業まで引
き上げたほか、入院に係る医療費の
一部負担金の額を2,000円から1,000
円に引き下げた。

計画額 0

H28

子ども医療費は医療保険に加入している小学生及び中学生
の通院と入院に係る医療費を一部負担ありで償還払いにて助
成するものである。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

子ども医療費は医療保険に加入している小学生及び中学生
の通院と入院に係る医療費を現物給付又は償還給付にて助
成するものである。

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

決算額 28,096

―

0

0

28,027

0

0

28,027

0 210,000

0 0

00

210,000計画額 0

当初予算額

0.9 0.00 37,000 37,000

0.9 0.0

0 0

38,911

0 70,000 70,000

0 0 0 38,911

0

0

0 69

0.0当初予算額 0 0 0 54,822

0 0

54,822 0.6

73,451

計画額 0 0

58,941

0 70,000 70,000

0 0 0 58,941

70,0000 70,000

73,451

決算額 0 0 0 68,868 68,868

0.5 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 2,958

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

2,995 計画値 2,923

実績値 3,068

計画値 2,845

H28 H29 H30

実績値2,877

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

2,836
活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

受給資格登録が完了している子ども医療費の受給資
格者数（ひとり親医療・重心医療の人数を差し引いた
もの）

人
計画値 3,247

受給資格者数

成
果
指
標

受給率 受給者／受給資格者

計画値

実績値

75

実績値 66 実績値 78 実績値 90 実績値 97

75 計画値計画値7575 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

20

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 5 点

子ども医療費支給事業は、医療費の自己負担分を保護者に支給することにより、疾病の早期発
見及び早期治療を促進するとともに、子育て世帯の負担の軽減につながるものである。平成29
年8月受診分からは、課税世帯に対する一部負担金の廃止と大川保健医療圏域内（さぬき市及
び東かがわ市内）における現物給付を実施することで制度の拡充を行っている。しかしながら、
当市と東かがわ市を除く県内の他の自治体においては、県内現物給付による窓口無料化が実
施されていて、保護者からは依然として、県内現物化の実施を求める声が多くある。今後は、保
護者に対する利便性と向上と財政状況の検証を行いながら、子ども医療費の制度拡充を検討し
ていく必要がある。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.44.3

36,823

41,181

33,32633,001

0

0

0.4

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

子どもの健全な成長・発達を促すた
め、安心・安全な妊娠・出産・育児の
ための支援や子どもの成長を見守り
育む地域づくり等の保健活動を実施
するための事業である。

一般財源

130,196

160,154

事業費計

131,637

2.9 0.6

3.2 0.6

2.7

161,770

37,782

34,771

38,238

40,763

29,550

0

0

256

安定した妊娠期を過ごせるよう、妊婦
健診の内容の充実を図った。両親学
級を「パパママ教室」と改称し、日曜の
開催日を設け、体験型の内容に変更
することで父親の参加を促した。

子育て支援課、幼保連携室とも連携し
ながら、健全な成長・発達を促す支援
ができるよう定期的に情報共有を行う
システムを見直した。また、特定不妊
治療に対する助成を行い、経済的負
担の軽減を図った。

妊娠期からの相談体制の充実を図る
為、リーフレットを工夫しハイリスク妊
婦への訪問等を行った。また、産後う
つ予防の為訪問時にアンケートを実
施し、産婦の不安軽減を図った。

当初予算額

決算額

2

0

0

妊娠期から出産後の切れ目ない支援
を実施するため、他課や産科医療機
関等と連携を図り、安全な出産や育
児不安の軽減に努めた。新生児訪問
後のカンファレンスを必須とし、産婦
へのより良い支援を検討した。

事業内容

33,495

36,363

40,782

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

460 0

0

0

0

365

460

34,406

37,778

0

0

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン21（第2次）」に基づき、
妊婦・乳幼児等の健診のほか、あらたに新生児スクリーニング
検査、産後ケア事業を実施し、健全な成長・発達を促す支援を
行う。また健康教室・相談による知識の普及啓発、支援を行う。

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン21（第2次）」に基づき、
妊婦・乳幼児等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援
を行ったほか、健康教室・相談による知識の普及啓発、支援を
行った。また、特定不妊治療支援事業を実施した。

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン21（第2次）」に基づき、
妊婦・乳幼児等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援
を行ったほか、健康教室・相談による知識の普及啓発、支援を
実施した。
妊婦健診では超音波検査を1回追加し、両親学級の内容を見
直すことで、父親の参加率向上を図った。

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

325

決算額

計画額

母子保健法に基づき、妊婦・乳幼児等の健診を実施し、健全な
成長・発達を促す支援を行う。また健康教室・相談による知識
の普及啓発、支援を行う。

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン21（第2次）」に基づき、
妊婦・乳幼児等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援
を行う。また健康教室・相談による知識の普及啓発、支援を行
う。

0

0

0

1,840

1,616

1,439

399

493

0

256

501 0

0

0

0

460計画額

担当課

10

05

20

01

母子保健・支援事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

②

14

Ⅲ

②母性と乳幼児の健康づくりの支援

(14) 子育て支援の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

国保・健康課 記入日 令和1年6月20日

会計

衛生費

母子衛生費

保健衛生費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

41,588

H27
|

H30

151,081

38,238

38,238

財源内訳

0

0

33,990

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

2

0

40,507

29,294

H30

款

37,778

37,778

37,322

41,087

0

0

0

0

0

149,241

460

460



計画値

実績値

78実績値

計画値

99

98

250

253

H30

計画値 計画値250

H29

実績値

理
由

令和元年5月より、さぬきッズ子育てサポートセンターが開設し、妊娠期から子育て期において切
れ目ない支援体制がより強化された。子育て世代が孤立せず、安心・安全に妊娠や出産が出来
るように支援事業を継続していく。

子どもと保護者を対象とし
た教室・相談の参加者数

回

％

人

二次評価（所属長）

点 22
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

方
向
性

5 点

点5

4 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

4 点

5 点

4

計画値 97

実績値

実績値

計画値

242実績値

98

97

258

実績値

97計画値

250

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

22

⇒

⇒

計画値 95

１ → ２ → ３ → ４ → ５

今
後
の
方
向
性

97

97

子どもと保護者を対象とし
た教室・相談の開催回数

実績値

95
乳幼児健診の受診割合

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

成
果
指
標

950

982

250

282

指標名

新生児・乳児期の訪問件
数

計画値

計画値

両親学級・タッチケア教室・プレようちえん教室・乳幼児
相談・こども相談の参加者数

活
動
指
標

計画値

実績値

950

1,021

H28H27

出生後、早期から母子の心身の健康状態や育児状況
を把握し、育児不安を軽減することで適切な養育を支
援するための訪問指導件数

両親学級・タッチケア教室・プレようちえん教室・乳幼児
相談・こども相談の開催回数

3～4ヵ月児健診・1歳6ヵ月児健診・3歳児健診の受診
率（3健診の平均）　　※小数点以下四捨五入

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

計画値

実績値

95

10097

評価点

点5

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

実績値

950

95

99

950

767

／25点

点4 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

1,017

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

4

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ブックスタート事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

③ ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 796 796

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

ブックスタート事業は、赤ちゃんの健やかな成長を応援するた
め、絵本の手渡し及び子育て支援情報を伝えるものである。

赤ちゃんと保護者の方が絵本を開くこ
とで、心ふれあうひとときを持つきっ
かけを作る活動で、赤ちゃんとの触れ
合いの時間を作ってもらうための啓
発活動。 0 0 774 774

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～6ヵ月児
健診）で、ボランティア団体、地域子育て支援センター、市立図
書館及びファミリーサポートセンター等の協力を得て、絵本の
楽しさや子育て支援情報を伝える。
※Ｈ29年度　233組（健診225組　手渡し8組）

３～４か月児健診時にブックスタート
事業を実施するとともに、あわせて子
育て支援情報を周知した。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～4か月児
健診）で、ボランティア団体、地域子育て支援センター、市立図
書館及びファミリーサポートセンター等の協力を得て、絵本の
楽しさや子育て支援情報を伝えた。
※Ｈ27年度　266組（健診258組、その他手渡し8組）

３～４か月児健診時にブックスタート
事業を実施するとともに、あわせて子
育て支援情報を周知した。

計画額 0

H28

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～5ヵ月児
健診）で、ボランティア団体、地域子育て支援センター、市立図
書館及びファミリーサポートセンター等の協力を得て、絵本の
楽しさや子育て支援情報を伝える。
※Ｈ28年度　245組（健診245組手渡し）

３～４か月児健診時にブックスタート
事業を実施するとともに、あわせて子
育て支援情報を周知した。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～7ヵ月児
健診）で、ボランティア団体、地域子育て支援センター、市立図
書館及びファミリーサポートセンター等の協力を得て、絵本の
楽しさや子育て支援情報を伝える。
※Ｈ30年度　236組

３～４か月児健診時にブックスタート
事業を実施するとともに、あわせて子
育て支援情報を周知した。

決算額 191

―

0

0

0

193

0

0

0 784

0 193

193193

784計画額 0

当初予算額

0.6 0.00 186 186

1.1 0.1

0 0

183

0 197 197

0 0 0 183

0

0

0 191

0.0当初予算額 0 0 0 211

0 0

211 0.2

206

計画額 0 0

210

0 197 197

0 0 0 210

1970 197

206

決算額 0 0 0 190 190

0.2 0.2当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 236

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

200 計画値 200

実績値 233

計画値 200

H28 H29 H30

実績値266

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

245
活
動
指
標

件
計画値

計画値

実績値

ブックスタートの説明ができた件数

件
計画値 250

ブックスタート説明件数

成
果
指
標

ブックスタート配布件数 ブックスタートの啓発ができた件数

計画値

実績値

200

実績値 266 実績値 245 実績値 233 実績値 236

200 計画値計画値200250 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

ブックスタート事業を通じて子育て支援情報を伝える良い機会となっている。また、虐待リスクを
軽減するためにも訪問にて絵本を配布して、相談につながる体制づくりとしており、今後も必要
とされる事業と考える。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 子ども・子育て支援事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

③ ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 15,359 22,591

0

7,232

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

子ども・子育て支援事業は、「子ども・子育て支援法」に基づ
き、「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や新制度の事務・事
業を行い、子ども・子育て支援を総合的に推進するものであ
る。

子ども・子育て会議において、平成27
年3月に策定したさぬき市子ども・子
育て支援計画の進行管理を行う。教
育・保育施設及び地域の子育て支援
事業の利用者支援等を行う。 0 0 23,677 30,622

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び
地域の子育て支援事業の利用者支援等実施。
子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しによる一部改
正実施。
子育て支援情報を集約した子育てハンドブック「すくすくファイ
ルさぬきッズ」作成。

子ども・子育て支援事業計画にある
各事業の量の見込みと確保方策につ
いて見直しを行った。また、子育てハ
ンドブックは、写真やイラスト等により
視覚的に誰もが見やすく利用しやす
い内容に工夫した。

計画額

当初予算額 1,432

H27

具
体
的
取
組

平成27年4月に子ども・子育て支援新制度が本格的にスタート
したことから、「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・
保育施設及び地域の子育て支援事業の利用者支援等を行っ
た。
・子ども・子育て会議　2回

子育て支援相談員を子育て支援課内
に新たに配置したほか、平成27年度
からスタートしたマイナンバー制度に
対応できるよう保育業務システムの
改修を行った。

計画額 1,666

H28

「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び
地域の子育て支援事業の利用者支援等を行った。

幼児期の教育・保育、地域の子ども・
子育て支援の総合的な推進を図るた
めに子育て応援ガイドブックの配布、
「さぬき市子ども・子育て会議」開催等
を行った。

決算額

H30

当初予算額 1,666

計画額

「さぬき市子ども・子育て会議」において、子ども・子育て支援
に関する施策作を総合的に審議するとともに、子育て支援アプ
リを利用した子育て支援を行う。

ICTを利用した情報配信ツールとし
て、母子手帳アプリ「さぬきッズダイア
リー」の運用を開始した。
また、第2期さぬき市子ども・子育て支
援事業計画策定の基礎資料となる
ニーズ調査を行った。

決算額 8,390

―

0

0

6,945

5,259

0

1,688

0 15,095

0 3,593

5,2593,593

21,759計画額 6,664

当初予算額

0.2 0.00 1,857 3,289

0.4 0.5

1,666 0

2,834

0 3,834 5,500

1,738 0 0 1,096

0

0

0 6,702

0.0当初予算額 1,960 0 0 2,854

1,666 0

4,814 0.2

7,055

計画額 1,666 0

8,990

0 3,834 5,500

1,755 0 0 7,235

5,5000 3,834

9,229

決算額 1,764 0 0 8,644 10,408

0.2 0.0当初予算額 2,174 0 0



単位 H27

実績値 3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

4 計画値 4

実績値 3

計画値 4

H28 H29 H30

実績値2

子育て支援相談員の配置 子育て支援相談員を子育て支援課内に配置
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

計画値 1 計画値 1 計画値 1

3
活
動
指
標

子育て支援相談件数 子育て支援相談件数

人
計画値

計画値

実績値 76

子ども・子育て会議の開催

回
計画値 4

子ども・子育て会議の開催
数

成
果
指
標

子ども・子育て会議の参加
者数

子ども・子育て会議の参加者数

件
計画値 100

人

実績値

30

実績値 25 実績値 25 実績値 25 実績値 25

30 計画値計画値3030 計画値

計画値 100

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19

222実績値

100 計画値 100 計画値

261実績値 230 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 3 点

「さぬき市子ども・子育て支援計画」（平成２７年度～平成３１年度）の最終年度を迎えることか
ら、教育・保育、地域子育て支援事業の計画の進捗状況及び同事業計画策定に係るニーズ調
査結果を基礎資料として、第2期さぬき市子ども・子育て支援事業計画の策定が必要である。
また、子ども・子育て支援を総合的に推進するためには、子育て支援にかかる情報配信手段と
して子育て支援アプリ「さぬきッズダイアリー」、子育てハンドブック「すくすくファイルさぬきッズ」、
フェイスブックページ「ハートフルタウン」は有効である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域組織活動育成事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

③ ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 1,120 1,120

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市子育て支援地域組織活動補助金交付要綱に基づき、
子育てボランティア等の地域組織に補助金を交付する。

母親クラブ、子育てボランティア等の
地域組織が実施する、児童健全育成
に寄与する活動の育成を図るもので
ある。

0 0 701 701

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相
談、子育て情報の提供及び子育てサークル等の活動に対し、
補助金を交付する。平成29年度より、子育て支援ネットワーク
構築事業を追加する。

平成30年4月より運用するさぬき市子
育て支援ネットワークフェイスブック
ページ「ハートフルタウン」の開設準
備を行った。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

2団体に補助金を支給した。
（津田町母親クラブ、子育てボランティア保育ママ）

H28年度から交付要件を緩和し、より
広い範囲の団体の活動への補助を
可能とするよう要綱改正を行った。

計画額 0

H28

改正した要綱に基づき、子育てボランティア6団体に対し説明
会を開催した結果、3団体より申請があり、補助金を支給した。
（子育てボランティア保育ママ、津田まつぼっくりの会、カンガ
ルーランド）

特になし。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相
談、子育て情報の提供及び子育てサークル等の活動に対し、
補助金を交付する。また子育て支援ネットワークを構築する。

平成31年3月から当該事業の対象経
費として、会場費（使用料、賃借料な
ど）を追加する要綱改正を行った。

決算額 120

―

0

0

0

120

0

0

0 480

0 120

120120

480計画額 0

当初予算額

0.1 0.00 360 360

0.1 0.0

0 0

179

0 120 120

0 0 0 179

0

0

0 120

0.0当初予算額 0 0 0 460

0 0

460 0.1

180

計画額 0 0

222

0 120 120

0 0 0 222

1200 120

180

決算額 0 0 0 180 180

0.1 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

6 計画値 6

実績値 3

計画値 6

H28 H29 H30

実績値2

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

3
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

補助金の交付対象となった団体の数

団体
計画値 2

補助金交付団体数

成
果
指
標

会員数 補助金交付団体の会員数

計画値

実績値

120

実績値 60 実績値 36 実績値 34 実績値 32

120 計画値計画値12080 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

18

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 19 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

児童健全育成に寄与する団体の活動を支援するため、補助金の交付を継続して実施する。ま
た、子育て支援ネットワークフェイスブックページ「ハートフルタウン」を活用し、効果的に子育て
支援情報をPRできるように、団体との連携強化を図る。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 乳児家庭全戸訪問事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

③ ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 3,000 458 4,188

0

730

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、子育て支援に
関する情報提供や教育環境等の把握を行うほか、養育につい
ての相談に応じ、助言・援助を行う。

子育ての孤立化を防ぐため、不安や
悩みを聞き、子育て支援に関する情
報提供を行うとともに、支援が必要な
家庭に対し適切な関係機関に結び付
けることで、地域の中で子どもが健や
かに育成できる環境整備を図る。

0 2,678 247 3,671

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

出生届出時に提出された「出生児連絡届」の内容をもとに、民
生・児童委員に訪問を依頼し、子育てに必要な情報提供とし
て、子育て応援ガイドブックを配布してもらう。その際に回収し
た資料をもとに、各家庭や乳児の状況に応じて関係機関への
取り次ぎを行う。また、子育てに必要な情報を盛り込んだ、子
育てハンドブックを作成する。

民生・児童委員に「出生児連絡届」に基づ
いて、各家庭を訪問してもらい、子育て支
援情報冊子の配布とともに、子育てに関
する悩みや要望の聞き取りをしてもらっ
た。また、子育てハンドブック「すくすくファ
イル　さぬきッズ」を作成した。

計画額

当初予算額 148

H27

具
体
的
取
組

※28年度新規事業
計画額 0

H28

出生届出時に提出された「出生児連絡届」の内容をもとに、民
生・児童委員に訪問に必要な情報提供を行うとともに、子育て
応援ガイドブックや子育て関係のパンフレット等を子どもの人
数分用意し、訪問時に手渡してもらうよう依頼する。また、回収
した資料をもとに、各家庭や乳児の状況に応じて関係機関へ
の取り次ぎを行う。

民生・児童委員に「出生児連絡届」に
基づいて、各家庭を訪問してもらい、
子育て支援情報冊子の配布ととも
に、子育てに関する悩みや要望の聞
き取りをしてもらった。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

出生届出時に提出された「出生児連絡届」の内容をもとに、民
生・児童委員に訪問に必要な情報提供を行うとともに、子育て
応援ガイドブックや子育て関係のパンフレット等を子どもの人
数分用意し、訪問時に手渡してもらうよう依頼する。また、回収
した資料をもとに、各家庭や乳児の状況に応じて関係機関へ
の取り次ぎを行う。

民生・児童委員に「出生児連絡届」に基づ
いて、各家庭を訪問してもらい、子育て支
援情報冊子の配布とともに、子育てに関
する悩みや要望の聞き取りをしてもらっ
た。また、子育てハンドブック「すくすくファ
イル　さぬきッズ」を更新した。

決算額 0

―

0

0

746

0

0

0

0 222

0 0

00

666計画額 444

当初予算額

0.2 0.20 74 222

- -

148 0

221

0 74 222

185 0 0 36

0

0

0 0

0.2当初予算額 170 0 3,000 176

148 0

3,346 0.1

208

計画額 148 0

2,867

0 74 222

124 0 2,678 65

2220 74

620

決算額 437 0 0 146 583

0.1 0.0当初予算額 412 0 0



単位 H27

実績値 220

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

250 計画値 250

実績値 228

計画値 250

H28 H29 H30

実績値-

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

228
活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

乳児のいる家庭を民生・児童委員が訪問する件数に
より、支援が必要な家庭を見つけ出し、より良い支援
へ導く。

件
計画値 -

訪問件数

成
果
指
標

訪問実績(面談率) 乳児のいる家庭への訪問実績を把握し、より細やか
な支援とサービスの周知徹底を目指す。

計画値

実績値

95

実績値 - 実績値 95 実績値 93 実績値 95

95 計画値計画値95- 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

4 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

子育て中の孤立化を防ぐためには、地域とのつながりが不可欠であり、保健師や助産師と合わ
せて、地域に根ざした民生委員が訪問することが必要である。また、情報の収拾に努め、子育
て世代の求める情報提供ができるように努めていく必要がある。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,112

決算額 0 0 96 1,655 1,751

0.8 0.3当初予算額 0 0 103 1,009

計画額 0 0 4,400

1.0 0.4当初予算額 0 0 110 1,108 1,218

101 2,733 4,484

110 4,290 4,400

H29

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用
及び保育関係団体負担金の拠出等を行う。

国・県の制度改正に伴う保育料の見
直しを実施した。

計画額 0 0

決算額 1,650 0

0.4当初予算額 0 0 112 3,547 3,659

96 3,622 4,376

0 0

決算額 658 0

1.3

110 4,290 4,400

0.6 0.0

0 384 12,482 15,174

― ―

0 112 4,152 4,264

17,464

0 437 9,816 10,253

0 442 17,022

0 112 4,152

決算額 0 0 91 4,472 4,563

110 4,290

H30

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用
及び保育関係団体負担金の拠出等を行う。

入所申込に必要な添付書類の見直し
を行った。

H27

具
体
的
取
組

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用
及び保育関係団体負担金の拠出等を行った。

平成27年度から子ども・子育て支援
新制度が導入されたため、申込様式
の見直しを行った。さらに効率化を図
るため、引き続き様式の見直しを行っ
ていく。

計画額 0

当初予算額 0

4,264

H28

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用
及び保育関係団体負担金の拠出等を行う。

国・県の制度改正に伴う保育料の見
直しを実施した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

保育所総務事業は、「さぬき市保育の実施に関する条例施行
規則」に基づき、保育所の入所決定や保育料徴収に関する事
務を行うものである。

保育所入退所や保育料徴収等の事
務を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 2,308

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 05 児童福祉総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保育所総務事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　児童福祉法に基づき実施しており、保育所の円滑な運営の目的は達成されている。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

99 実績値 99

7,225 実績値 5,6497,642 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

100 計画値 100 計画値 100

実績値 99

9,330 計画値 9,330 計画値 9,330

100 計画値

活
動
指
標

保育料口座振替件数 口座振替による保育料徴収件数

件
計画値 9,330 計画値

成
果
指
標

保育料収納率 現年度における保育料の収納率

%
計画値

実績値 99 実績値

実績値 8,889 実績値

実績値 5,828

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

9,330 計画値 9,330 計画値 9,330

7,393

保育料徴収 保育料徴収件数

件
計画値 9,330

実績値 9,245 実績値 8,302 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 2,372 0 0 2,659 5,031

3,156 5,288

2,372

3,1560 0

0.0当初予算額 2,372 0 0 2,866

2,132

0.2 0.0当初予算額 2,372 0 0 2,844

計画額 2,132 5,288

5,216

計画額

決算額

0.1

5,032

0 3,156 5,288

2,372

0 0 2,661

当初予算額 2,372 0 0 2,878

2,132

0

5,238

計画額

決算額

0.1

5,033

0

0.1

0 0 10,684 20,172

0 0

0

5,250 0.0

―

0 0 12,624

2,704 5,076

0 0 3,156 5,288

0 0 2,660

H27
|

H30

5,288

0.1

0 0 3,156

決算額 9,488

当初予算額 2,132

計画額 2,132

決算額 2,372

21,152

―0 0 11,744 20,992

計画額 8,528

当初予算額 9,248

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉
協議会」へ委託するとともに、ひとり親家庭等に対してファミ
リー・サポート・センター利用料の一部を補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとす
る。）

来年度からひとり親家庭等に対する
利用料の補助額が拡充するよう投稿
改正を行った。

H29

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉
協議会」へ委託するとともに、ひとり親家庭等に対してファミ
リー・サポート・センター利用料の一部を補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとす
る。）

ひとり親家庭等（低所得者、ダブルケ
ア負担世帯を含む）の会員が利用す
るときに、優先的に調整できる旨の案
内を登録時に手引きを用いて周知す
るよう依頼をした。

H28

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉
協議会」へ委託するとともに、ひとり親家庭等に対してファミ
リー・サポート・センター利用料の一部を補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとす
る。）

根拠法令に基づき、適切な申請処理
と給付に努めた。

事
業
概
要

ファミリー・サポート・センター事業は、「ファミリー・サポート・セ
ンター事業実施要綱」及び「さぬき市ひとり親家庭等子育て支
援事業補助金交付要綱」に基づき、地域において子育ての援
助を受けたい人と子育ての援助を行いたい人が会員となる相
互援助活動を支援するものである。

地域において子育ての援助を受けた
い人と子育ての援助を行いたい人が
会員となる相互援助活動を支援する
ことによって、育児の困り事を軽減し
子育て支援するものである。

H27

具
体
的
取
組

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉
協議会」へ委託するとともに、ひとり親家庭等に対してファミ
リー・サポート・センター利用料の一部を補助した。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとす
る。）

児童扶養手当の新規申請に来られ
た、ひとり親になられた方で小学３年
生以下の児童がおられる方にファミ
リー・サポート・センターについてパン
フレットを用いて周知した。

事業費（千円）

児童福祉総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ファミリーサポートセンター事業 担当課 子育て支援課 記入日

担当職員数(人）

④ ④子育て支援サービスの充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

ファミリー・サポート・センター事業は、子育ての援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員と
なり、一時的な子育てを助け合う相互援助活動を支援することで、共働きやひとり親家庭等の子
育て世帯の負担を軽減を行っている。平成30年度は、次年度からひとり親家庭等の利用料の補
助額を拡充するための要綱改正を行った。今後は、委託先である社会福祉協議会と連携し、持
続的な活動ができるように、当該事業やまかせて会員養成講座等の周知を行いながら会員の
獲得に努めていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

22

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

活動延件数 ファミリー・サポート・センター会員による相互援助活
動延件数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

件
計画値

実績値

2,067 実績値 2,240 実績値 2,093

実績値

計画値 9 9計画値 9

2,060

実績値

計画値

実績値 9

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

13

2,850 計画値

実績値 1,716

2,060 計画値 2,060 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
会員の登録者数 ファミリー・サポート・センター入会会員数

(お願い会員、まかせて会員、どっちも会員の合計)

人

活
動
指
標

実績値348 実績値 371 実績値 374

9

実績値 6 実績値

ひとり親登録者数 ファミリー・サポート・センター入会者のうち、ひとり親と
して登録した人数

9

計画値

387実績値

360

H28 H29 H30単位 H27

340 計画値 350計画値
人

計画値 330

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



271,707

決算額 12,217 0 158,079 59,898 230,194

32.0 66.2当初予算額 8,444 0 42,814 220,449

計画額 5,050 0 267,000

30.5 68.8当初予算額 8,856 0 47,653 216,308 272,817

99,324 133,525 245,061

50,000 211,950 267,000

H29

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,729千
円
各保育所運営経費：67,705千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。また、保育時間や延
長保育の見直しを行った。

計画額 5,050 0

決算額 12,212 0

65.2当初予算額 9,665 0 50,049 213,508 273,222

33,529 195,879 240,537

5,040 0

決算額 11,129 0

29.9

50,000 211,950 266,990

28.8 54.2

0 331,841 568,951 943,935

― ―

0 50,322 210,874 266,236

1,067,226

0 190,838 861,139 1,083,982

0 200,322 846,724

0 50,322 210,874

決算額 7,585 0 40,909 179,649 228,143

50,000 211,950

H30

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：168,070千
円
各保育所運営経費：62,124千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。また、保育時間や延
長保育の見直しを行った。

H27

具
体
的
取
組

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行った。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：91,236千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。

計画額 5,040

当初予算額 5,040

266,236

H28

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：173,608千
円
各保育所運営経費：66,929千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。また、29年度に向け
て保育時間や延長保育の見直しにつ
いて協議を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

保育所運営事業は、「児童福祉法」に基づき、公立保育所の
円滑な運営を行うため、保育に必要な事務を行うものである。

公立保育所の運営に関し、保育に必
要な事務を行う。

計画額 20,180

当初予算額 32,005

決算額 43,143

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保育所運営事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

入所児童数が前年より減少しているものの、2019年度から保育料無償化が予定されており、入
所児童数が増加することも想定されることから、数年間は入所児童数の増減を注視する必要が
ある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

398 実績値 404

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

455 計画値 455 計画値 455

実績値 385

計画値 計画値

455 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

入所児童数 公立保育所入所児童数（実人数）の合計

人
計画値

実績値 415 実績値

実績値 実績値

455

実績値 6

定員数 公立保育所定員数

人
計画値 455 計画値 計画値 455

実績値 455 実績値 455 実績値 455 実績値

455455 計画値

6 計画値 6 計画値 6

6

施設数 公立保育所設置数

箇所
計画値 6

実績値 6 実績値 6 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



14,689

決算額 0 0 3,993 10,996 14,989

5.6 2.3当初予算額 0 0 4,990 9,699

計画額 0 0 9,000

3.8 2.2当初予算額 0 0 5,991 7,623 13,614

6,804 7,308 14,112

0 9,000 9,000

H29

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行
う。

定期的に実施している害虫駆除や浄
化槽の維持管理のほか、 随時修繕
を行った。また、かがわ健やか子ども
基金を活用し、富田保育所で老朽化
した遊具を撤去し、新たに大型遊具2
基を設置した。

計画額 0 0

決算額 0 0

1.6当初予算額 0 0 5,997 7,535 13,532

5,940 7,578 13,518

0 0

決算額 0 0

3.2

0 9,000 9,000

2.6 0.0

0 16,737 34,933 51,670

― ―

0 0 8,841 8,841

35,841

0 16,978 33,698 50,676

0 0 35,841

0 0 8,841

決算額 0 0 0 9,051 9,051

0 9,000

H30

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行
う。

定期的に実施している害虫駆除や浄
化槽の維持管理のほか、 随時修繕
を行った。また、かがわ健やか子ども
基金を活用し、寒川保育所及び長尾
保育所に新たに大型遊具2基を設置
した。

H27

具
体
的
取
組

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を
行った。

定期的に実施している害虫駆除や浄
化槽の維持管理のほか、 随時修繕
を行った。今後も児童が安全快適に
過ごせるよう、随時修繕を行ってい
く。

計画額 0

当初予算額 0

8,841

H28

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行
う。

定期的に実施している害虫駆除や浄
化槽の維持管理のほか、 随時修繕
を行った。また、かがわすこやか子ど
も基金を活用し、志度保育所で老朽
化した遊具を撤去し、新たに大型遊
具を設置した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

保育所管理事業は、「児童福祉法」に基づき、公立保育所の
維持管理を行うものである。

公立保育所の施設・整備の維持管理
を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保育所管理事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　子どもたちが安全で快適な保育所での生活が行えるよう、市内の保育所における施設・設備
の維持管理を行うものであり、必要性は大きいと考える。予算の範囲内で優先順位を考え、保
育所運営に影響のないよう、管理を行っていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

0 実績値 0

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

0 計画値 0 計画値 0

実績値 0

計画値 計画値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

事故件数 施設の不具合による事故発生件数

件
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

実績値 12

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

12 計画値 12 計画値 12

12

遊具管理 保守点検回数

回
計画値 12

実績値 12 実績値 12 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



552

決算額 0 0 0 103 103

4.6 2.4当初予算額 0 0 0 552

計画額 333 0 530

4.2 2.3当初予算額 0 0 0 552 552

0 168 168

0 197 530

H29

志度保育所で休日保育を行う。 休日保育を実施した。
計画額 333 0

決算額 0 0

1.9当初予算額 0 0 0 540 540

0 25 25

333 0

決算額 0 0

4.2

0 197 530

3.8 0.1

0 0 751 751

― ―

0 0 196 529

2,119

0 0 1,840 2,173

0 0 787

0 0 196

決算額 0 0 0 455 455

0 197

H30

志度保育所で休日保育を行う。 休日保育を実施した。

H27

具
体
的
取
組

志度保育所で休日保育を実施した。（定員10名）
平成27年度の登録児童数は5名。

休日保育を実施した。
計画額 333

当初予算額 333

529

H28

志度保育所で休日保育を行う。 休日保育を実施した。
計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

休日保育事業は、保育所入所児童が保護者の勤務等により
休日等に保育に欠ける場合に、市立保育所において保育を行
うものである。

保育所が休みとなる日曜日と祝日(年
末年始を除く)に、仕事等で家庭保育
が困難となる児童について、保育を
行う。

計画額 1,332

当初予算額 333

決算額 0

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 休日保育事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　保護者の働き方が多様化しており、日曜・祝日も保育所での保育が必要とされている。今後も
就労支援、子育て支援のため、引き続き実施していく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

113 実績値 95

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

100 計画値 100 計画値 100

実績値 64

計画値 計画値

100 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

利用児童数 休日保育利用児童延人数

人
計画値

実績値 132 実績値

実績値 実績値

実績値 660

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

660 計画値 660 計画値 660

660

延定員数 休日保育実施延定員数（定員数×実施日数）

人
計画値 660

実績値 660 実績値 660 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



803

決算額 0 0 182 166 348

0.1 2.3当初予算額 218 0 475 110

計画額 126 0 430

0.1 2.2当初予算額 218 0 475 110 803

265 195 460

240 64 430

H29

志度保育所で一時預かりを行う。 一時預かりを実施した。
計画額 126 0

決算額 0 0

1.9当初予算額 200 0 432 101 733

352 244 948

126 0

決算額 352 0

0.2

240 64 430

0.7 1.8

0 1,107 704 2,163

― ―

0 240 64 430

1,720

0 1,622 385 2,769

0 960 256

0 240 64

決算額 0 0 308 99 407

240 64

H30

志度保育所で一時預かりを行う。 一時預かりを実施した。

H27

具
体
的
取
組

志度保育所で一時預かりを実施した。（定員5名） 一時預かりを実施した。
計画額 126

当初予算額 126

430

H28

志度保育所で一時預かりを行う。 一時預かりを実施した。
計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

一時預かり事業は、「児童福祉法」に基づき、就学前の児童が
家庭において一時的に保育が困難となる場合に、市立保育所
において保育を行うものである。

家庭において一時的に保育が困難な
乳児や幼児を対象に一時的に預かり
を実施している。

計画額 504

当初予算額 762

決算額 352

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 一時預かり事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　核家族化が進み、保育所入所要件を満たさない家庭でも一時的に保育が受けられる受け皿を
用意することで、保護者のリフレッシュや子どもの集団生活体験が可能となるため、引き続き子
育て支援を行っていく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

17
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

969 実績値 800

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

900 計画値 900 計画値 900

実績値 664

計画値 計画値

900 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

利用児童数 一時預かり利用児童延人数

人
計画値

実績値 878 実績値

実績値 実績値

実績値 960

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

960 計画値 960 計画値 960

960

延定員数 実施延定員数（定員数×実施日数）

人
計画値 960

実績値 960 実績値 1,060 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



401,994

決算額 196,628 0 66,903 86,218 349,749

0.4 0.0当初予算額 234,851 0 66,400 100,743

計画額 250,000 0 500,000

0.5 0.0当初予算額 227,716 0 106,167 132,038 465,921

102,302 127,352 481,356

140,000 110,000 500,000

H29

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所
を委託することから運営費を支払する。

保育を必要とする保護者の要望をで
きるだけ叶えるため、定員の増加を
図り、更に弾力的な受け入れを行っ
た。

計画額 250,000 0

決算額 251,702 0

0.0当初予算額 312,209 0 139,476 165,031 616,716

124,318 134,711 565,447

250,000 0

決算額 306,418 0

0.5

140,000 110,000 500,000

0.2 0.0

0 432,117 499,277 1,972,461

― ―

0 143,340 116,534 511,040

2,011,040

0 455,383 514,346 1,995,671

0 563,340 446,534

0 143,340 116,534

決算額 286,319 0 138,594 150,996 575,909

140,000 110,000

H30

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所
を委託することから運営費を支払する。

保育を必要とする保護者の要望をで
きるだけ叶えるため、定員の増加を
図り、更に弾力的な受け入れを行っ
た。

H27

具
体
的
取
組

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所
を委託することから運営費を支払った。

市外の保育所6施設を利用した。今後
は待機児童解消のため、他自治体の
児童受け入れが難しいため減少する
見込み。

計画額 251,166

当初予算額 251,166

511,040

H28

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所
を委託することから運営費を支払する。

保育を必要とする保護者の要望をで
きるだけ叶えるため、定員の増加を
図り、更に弾力的な受け入れを行っ
た。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

民間保育所・管外保育所委託事業は、「児童福祉法」に基づ
き、市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ本市の
児童を入所させるものである。

保護者の就労場所等により、さぬき
市以外の保育所を希望する場合、そ
の希望する保育所がある自治体の許
可に基づき保育所入所させる。

計画額 1,001,166

当初予算額 1,025,942

決算額 1,041,067

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 20 保育所運営委託費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民間保育所・管外保育所委託事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　待機児童の解消のために積極的な受入（定員を超えた弾力入所）を依頼し、潜在的な保育
ニーズの解消を図るため、今後も引き続き受入枠の確保を依頼し、就労及び子育て支援を実施
していく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

557 実績値 462

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

550 計画値 550 計画値 550

実績値 325

計画値 計画値

540 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

入所児童数 市内私立及び管外保育所入所委託児童数（実人数）
の合計

人
計画値

実績値 543 実績値

実績値 実績値

実績値 280

管外保育所定員 定員が設けられていないなら、省略してよい

⇒定員はありません。

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

480 計画値 480 計画値 480

400

私立保育所定員 入所を委託する市内私立保育所定員

人
計画値 440

実績値 440 実績値 480 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民間保育所育成事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

20 保育所運営委託費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 64,533 183,392

0

118,859

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

民間保育所育成事業は、「さぬき市民間保育所育成事業費補
助金交付要綱」に基づき、市内の民間保育所が行う特別保育
等の事業に対し、補助金を交付するものである。

民間保育所が実施する各事業の経
費を補助する。民間保育所の保育の
充実が図られ、児童福祉の増進を図
る。

0 0 58,640 163,043

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

市内民間保育所等が実施する延長保育、地域子育て支援セ
ンター及び一時預かり等の特別保育事業に対し、補助金を交
付する。

子ども・子育て支援交付金交付要綱
の基準を順守しているか確認するた
めに、実績報告の添付様式を作成し
た。

計画額

当初予算額 25,278

H27

具
体
的
取
組

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援セン
ター及び一時預かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付
した。

民間保育所が実施する延長保育、地
域子育て支援センター及び一時預か
り等の特別保育事業に対し、補助金
を交付した。

計画額 40,995

H28

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援セン
ター及び一時預かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付
する。

さぬき市民間保育所育成事業費補助
金交付要綱に基づき民間保育所が
実施する延長保育等に対し、補助金
を交付した。

決算額

H30

当初予算額 40,995

計画額

市内民間保育所等が実施する延長保育、地域子育て支援セ
ンター及び一時預かり等の特別保育事業に対し、補助金を交
付する。

民間保育所等が実施する延長保育、
地域子育て支援センター及び一時預
かりに要する経費等について、補助
金を交付することにより、支援事業の
提供体制を確保した。

決算額 39,518

―

0

0

104,403

61,748

0

25,280

0 83,012

0 20,753

61,74820,753

246,992計画額 163,980

当初予算額

0.2 0.00 14,264 39,542

0.2 0.0

40,995 0

40,900

0 20,753 61,748

26,202 0 0 14,698

0

0

0 14,238

0.0当初予算額 26,202 0 0 14,756

40,995 0

40,958 0.2

14,760

計画額 40,995 0

41,042

0 20,753 61,748

26,316 0 0 14,726

61,7480 20,753

41,144

決算額 26,605 0 0 14,978 41,583

0.2 0.0当初予算額 26,384 0 0



単位 H27

実績値 5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H28 H29 H30

実績値5

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

5
活
動
指
標

千円
計画値

計画値

実績値

補助金の交付件数

件
計画値 5

補助金の交付件数

成
果
指
標

補助金の交付額 補助金の交付額

計画値

実績値

40,000

実績値 39,542 実績値 40,900 実績値 41,144 実績値 42,583

40,000 計画値計画値40,00040,000 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

16

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 15 点

3 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 4 点

平成27年度から子ども・子育て支援新制度が始まり、地域の特性やニーズに即した制度運営や
サービス提供を実施している。子ども・子育て支援法に規定する子地域子ども・子育て支援事業
に要する経費について、適正な補助金を交付することにより、民間保育所の支援事業の提供体
制を確保することは、子育て支援の推進を図るために必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童館運営事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 43,378 43,378

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童館への職員配置。
児童館運営委員会の開催。

さぬき市児童館条例に基づき、児童
館の効率的な運営等を図るため、さ
ぬき市児童館運営委員会の開催及
び職員の配置を行う。

0 0 41,253 41,253

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

児童館長（3館兼務）1名配置
臨時児童厚生員（嘱託）3名配置
児童館運営委員会開催（3/19）

市立児童館5館に児童厚生員1名を
配置（正職2名、嘱託3名）。うち3館に
ついて、児童館長（非常勤特別職）1
名を配置する。（2館は、子育て支援
課長が兼務）児童館運営委員会は年
1回開催。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

臨時児童厚生員（嘱託）3名配置
児童館運営委員会開催（3/18）

市立児童館5館に児童厚生員1名を
配置（正職2名、嘱託3名）。児童館運
営委員会は年1回開催。※平成28年
度より児童館3館について、児童館長
（非常勤特別職）1名を配置。

計画額 0

H28

児童館長（3館兼務）1名配置
臨時児童厚生員（嘱託）3名配置
児童館運営委員会開催（3/18）

市立児童館5館に児童厚生員1名を
配置（正職2名、嘱託3名）。うち3館に
ついて、児童館長（非常勤特別職）1
名を配置する。（2館は、子育て支援
課長が兼務）児童館運営委員会は年
1回開催。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

「さぬき市児童館運営委員会」を開催し、児童館の効率的な運
営、適切な管理及び児童の健全育成について審議するととも
に、職員の適正な配置を行う。

市立児童館5館に児童厚生員1名を
配置（正職2名、嘱託3名）。うち3館に
ついて、児童館長（非常勤特別職）1
名を配置する。（2館は、子育て支援
課長が兼務）児童館運営委員会は年
1回開催。

決算額 7,806

―

0

0

0

10,565

0

0

0 42,295

0 10,565

10,56510,565

42,295計画額 0

当初予算額

0.1 0.00 10,773 10,773

0.1 0.0

0 0

10,745

0 10,570 10,570

0 0 0 10,745

0

0

0 7,806

0.0当初予算額 0 0 0 10,802

0 0

10,802 0.1

11,238

計画額 0 0

11,200

0 10,580 10,580

0 0 0 11,200

10,5800 10,580

11,238

決算額 0 0 0 11,502 11,502

0.1 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1 計画値 1

実績値 1

計画値 1

H28 H29 H30

実績値1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

1
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

児童館運営委員会の開催回数

回
計画値 1

児童館運営委員会開催回
数

成
果
指
標

来館者数 来館者の延べ人数（放課後児童クラブを除く）

計画値

実績値

10,000

実績値 9,232 実績値 9,649 実績値 9,649 実績値 9,346

10,000 計画値計画値10,00010,000 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 19 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 5 点

児童館条例により、各児童館へ館長及び児童厚生員を配置する必要であるが、館長について
は、３館の兼務であり、残り２館は子育て支援課長の兼務となっており、課長が兼務の館におい
ては、児童厚生員が休暇が取れない状況となっている。また、県の監査において、各館常時２
名の配置体制の指導を受けている。配置体制については、放課後児童クラブとの併設での運営
により、対応をしているが、児童館のあり方を含めた運営の改善が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童健全育成事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 3,886 3,886

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童館において、地域児童の健全育成に必要な教材・図書・
遊具等を管理して児童館活動を行うとともに、保護者の子育て
コミュニティー活動ができるよう環境づくりを行う。

児童館を児童の健全な遊びの場とし
て提供し、児童の健康増進及び豊か
な情操の育成を図るとともに、子育て
支援として保護者の子育てコミュニ
ティー活動の場とする。 0 0 3,386 3,386

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

各児童館でのイベントの実施、文房具・遊具等の消耗品の購
入、職員研修への参加

従来の定期イベントに加え、館外イベ
ントへも積極的に参加し、児童館活動
の周知を図った。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

各児童館でのイベントの実施、文房具・遊具等の消耗品の購
入、職員研修への参加

各児童館における定期イベントの実
施や遊具等の補充により、児童館活
動の推進を図った。

計画額 0

H28

各児童館でのイベントの実施、文房具・遊具等の消耗品の購
入、職員研修への参加

従来の定期イベントに加え、館外イベ
ントへも積極的に参加し、児童館活動
の周知を図った。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

地域児童の健全育成に必要な教材・図書・遊具等を管理して
児童館活動を行うとともに、保護者の子育てコミュニティー活
動ができるよう環境づくりを行う。

従来の定期イベントに加え、館外イベ
ントへも積極的に参加し、児童館活動
の周知を図った。

決算額 859

―

0

0

0

955

0

0

0 3,875

0 955

955955

3,875計画額 0

当初予算額

1.0 6.50 974 974

1.0 4.5

0 0

854

0 960 960

0 0 0 854

0

0

0 859

5.0当初予算額 0 0 0 964

0 0

964 0.7

993

計画額 0 0

816

0 980 980

0 0 0 816

9800 980

993

決算額 0 0 0 857 857

0.1 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 107

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

30 計画値 30

実績値 53

計画値 30

H28 H29 H30

実績値27

研修参加人数 県または外郭団体が主催する各種研修等への延べ
参加人数（館長または児童厚生員）

計画値 6

実績値 14 実績値 5 実績値 7 実績値 6

計画値 6 計画値 6 計画値 6

58
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

児童館主催のイベントの実施回数

回
計画値 30

児童館イベントの実施回
数

成
果
指
標

来館者数 来館者の延べ人数（放課後児童クラブを除く）

計画値

人

実績値

1,000

実績値 9,232 実績値 9,649 実績値 9,649 実績値 9,369

10,000 計画値計画値10,00010,000 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 19 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 5 点

遊具・図書等を段階的に更新し、児童健全育成の拠点としての機能を維持するとともに、イベン
ト等の活動により、地域における子育てコミュニティの確立に努める。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童館管理事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 10,000 26,944 36,944

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。 さぬき市児童館条例に基づき、児童
館の維持管理を行うものである。

0 9,888 25,764 35,652

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。ま
た、造田児童館に屋外遊具(幼児用コンビネーション遊具１基、
砂場１基）の新設を行った。

施設の修繕や老朽備品の交換によ
り、施設の機能の維持に努めた。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行った。 修繕や老朽備品の交換を進め、施設
の機能の維持に努めた。

計画額 0

H28

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行った。 施設の修繕や老朽備品の交換によ
り、施設の機能の維持に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。ま
た、（仮称）寒川町児童館に屋外遊具を新設する。

施設の修繕や老朽備品の交換によ
り、施設の機能の維持に努めた。

決算額 6,001

―

0

0

0

6,335

0

0

0 25,735

0 6,335

6,3356,335

25,735計画額 0

当初予算額

1.3 3.90 5,589 5,589

1.8 2.7

0 0

5,202

0 6,400 6,400

0 0 0 5,202

0

0

0 6,001

3.0当初予算額 0 0 6,000 8,199

0 0

14,199 1.3

6,821

計画額 0 0

14,167

0 6,500 6,500

0 0 6,000 8,167

6,5000 6,500

10,821

決算額 0 0 3,888 6,394 10,282

2.3 3.0当初予算額 0 0 4,000



単位 H27

実績値 18

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 16

計画値 5

H28 H29 H30

実績値6

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

17
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

施設の修繕件数

件
計画値 5

修繕件数

成
果
指
標

来館者数 来館者の延べ人数（放課後児童クラブを除く）

計画値

実績値

10,000

実績値 9,232 実績値 9,649 実績値 9,649 実績値 9,346

10,000 計画値計画値10,00010,000 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

4 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 4 点

児童館の維持管理について、必要なメンテナンスを行い、施設の機能を維持する。遊具につい
ては、安全点検を行った結果に基づき、修繕、撤去を行う。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 107,261 68,471 292,907

0

117,175

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

志度・鴨庄を除く市内5箇所6クラブの放課後児童クラブの管
理・運営を行うとともに、職員の適正な配置を行う。

放課後家庭において養育に欠ける小
学4年生までの児童及びその他健全
育成上指導を要する児童を対象とし
て学童保育を行い、児童の健全な育
成を図るものである。 0 107,565 50,024 266,916

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

放課後児童指導員43名（嘱託11名、期間業務32名）
※志度・鴨庄放課後児童クラブを除く。

拡充への対応可能な施設を神前石
田小学校の統合小学校と合わせて整
備を行うこととした。

計画額

当初予算額 30,276

H27

具
体
的
取
組

放課後児童指導員39名配置（嘱託9名、期間業務30名）
※志度・鴨庄放課後児童クラブを除く。

対象学年を4年生までに拡充するとと
もに、造田児童館で土曜日学童保育
を行った。
※H28以降において6年生までの拡充
を検討する。

計画額 20,598

H28

放課後児童指導員39名（嘱託9名、期間業務30名）
※志度・鴨庄放課後児童クラブを除く。

他部局と利用可能の施設の協議を
行った。

決算額

H30

当初予算額 20,598

計画額

放課後児童指導員24名（嘱託6名、期間業務18名）
※志度・鴨庄放課後児童クラブを除く。

津田町東部放課後児童クラブの小学
校の移転に向けた協議を行った。

決算額 63,722

―

0

23,721

109,327

66,114

24,590

24,385

108,195 92,074

24,590 20,926

66,11420,926

290,898計画額 90,629

当初予算額

0.6 23.025,522 14,809 70,607

0.8 21.2

22,245 0

64,291

26,557 22,600 71,402

26,171 0 26,079 12,041

0

0

0 15,616

25.0当初予算額 32,432 0 28,080 17,561

23,893 0

78,073 0.6

15,175

計画額 23,893 0

71,299

28,524 24,274 76,691

30,754 0 27,165 13,380

76,69128,524 24,274

78,113

決算額 28,017 0 30,600 8,987 67,604

0.2 24.0当初予算額 33,869 0 29,069



単位 H27

実績値 24

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

30 計画値 30

実績値 20

計画値 30

H28 H29 H30

実績値25

研修参加人数 県又は外郭団体等が主催する各種研修等への延べ
参加人数（放課後児童指導員）

計画値 25

実績値 32 実績値 27 実績値 21 実績値 38

計画値 25 計画値 25 計画値 25

24
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

放課後児童指導員数（志度・鴨庄を除く）

人
計画値 27

放課後児童指導員数

成
果
指
標

入会児童数 放課後児童クラブの登録児童数（年間、長期）
※志度・鴨庄放課後児童クラブを除く
(H30.5現在入会者数）

計画値

人

実績値

400

実績値 358 実績値 375 実績値 278 実績値 383

400 計画値計画値380360 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 3 点

6年生までの拡充が必要であるが、拡充に際しては、拡充に必要な定員確保のため、施設の整
備や指導員の確保が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―14,200 16,502 1,313 55,551

0

23,536

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。 志度小学校の放課後家庭において
養育に欠ける小学4年生までの児童
やその他健全育成上指導を要する児
童を対象として学童保育を行い、児
童の健全な育成を図るものである。 13,300 11,716 1,201 56,071

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行った。
志度第2放課後児童クラブ専用施設の整備を行った。
　2階建　鉄骨造　床面積183.33㎡

待機児童の解消及び対象学年の拡
充への対応のため、志度第2放課後
児童クラブ専用施設の整備を行っ
た。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行った。 対象学年を4年生までに拡充した。
※H28以降において、6年生までの拡
充を検討する。

計画額 0

H28

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行った。 特に無し。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。 児童が施設で楽しめるように対応を
行った。

決算額 2,603

―

0

2,603

29,854

3,997

3,997

0

17,585 0

3,997 0

3,9970

17,585計画額 0

当初予算額

0.1 10.04,277 0 4,277

0.1 9.0

0 0

2,870

4,316 0 4,316

0 0 2,870 0

0

0

0 0

11.0当初予算額 23,536 14,200 4,087 1,313

0 0

43,136 0.1

0

計画額 0 0

46,227

4,636 0 4,636

27,980 13,300 3,746 1,201

4,6364,636 0

4,141

決算額 1,874 0 2,497 0 4,371

0.1 8.0当初予算額 0 0 4,141



単位 H27

実績値 8

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

12 計画値 12

実績値 12

計画値 12

H28 H29 H30

実績値10

研修参加人数 県又は外郭団体等が主催する各種研修等への延べ
参加人数

計画値 9

実績値 12 実績値 11 実績値 9 実績値 3

計画値 9 計画値 9 計画値 9

10
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

志度放課後児童クラブの指導員数

人
計画値 12

放課後児童指導員数

成
果
指
標

入会児童数 志度放課後児童クラブの登録児童数（年間、長期）
(H30.5現在入会者数）

計画値

人

実績値

150

実績値 141 実績値 143 実績値 108 実績値 128

150 計画値計画値140130 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 3 点

6年生までの拡充のため、施設整備を行ったが、利用者の増加により、現在の4年生までで定員
に達する可能性がある。拡充に際しては、更に施設の整備を図る必要がある。また、そのため
の必要な定員確保も必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 鴨庄放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

④ ④子育て支援サービスの充実 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 8,818 0 8,818

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。 さぬき北小学校の放課後家庭におい
て養育に欠ける小学4年生までの児
童やその他健全育成上指導を要する
児童を対象として学童保育を行い、
児童の健全な育成を図るものであ
る。

0 7,735 127 8,528

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。 特に無し。
計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行った。 対象学年を4年生までに拡充した。
※H28以降において、6年生までの拡
充を検討する。

計画額 0

H28

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。 児童指導員の中途退職に伴い、代替
指導員の配置に要する賃金が増と
なった。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。 児童の適正な体調管理を図るため、
空調修繕等を行った。

決算額 1,869

―

0

1,869

666

1,935

1,935

0

8,515 0

1,935 0

1,9350

8,515計画額 0

当初予算額

0.1 5.02,205 0 2,205

0.1 5.0

0 0

2,635

2,090 0 2,090

0 0 2,635 0

0

0

0 0

5.0当初予算額 0 0 2,263 0

0 0

2,263 0.1

0

計画額 0 0

2,171

2,245 0 2,245

0 0 2,171 0

2,2452,245 0

2,415

決算額 666 0 1,060 127 1,853

0.1 5.0当初予算額 0 0 2,415



単位 H27

実績値 5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H28 H29 H30

実績値5

研修参加人数 県又は外郭団体等が主催する各種研修等への延べ
参加人数

計画値 5

実績値 3 実績値 6 実績値 3 実績値 2

計画値 5 計画値 5 計画値 5

5
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

鴨庄放課後児童クラブの指導員数

人
計画値 5

放課後児童指導員数

成
果
指
標

入会児童数 鴨庄放課後児童クラブの登録児童数（年間、長期）
(H30.5現在入会者数）

計画値

人

実績値

80

実績値 67 実績値 68 実績値 49 実績値 64

80 計画値計画値6060 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 18 点

5 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 3 点

6年生までの拡充が必要であるが、拡充に際しては、拡充に必要な定員確保のため、施設の整
備や指導員の確保が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園・保育所統合施設整備事業 担当課 学校再編対策室

(14) 子育て支援の充実 項

総合計画上の位置付け 会計 01

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実

基本施策 14

記入日

目 05

一般会計

款 15 民生費基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

10 児童福祉費

児童福祉総務費

事業費（千円） 担当職員数(人）

国県支出金 地方債 その他

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

0

378,000 3,1470

0

2,037

H27
|

H30

事
業
概
要

学校再編計画等に伴い津田地区の２幼稚園及び２保育園を
統合し、H31の開園に向けて、新たな統合園舎を整備する。
園舎の建設及び周辺整備等を実施し、各園の統合に関する業
務全般を行う。

少子化に伴い、園児数が減少する
中、子どもの教育・保育に適した施設
整備、安全且つ、他施設との連携が
図れる環境を整備するため、津田地
区の幼稚園及び保育所を統合する。

計画額

当初予算額

財源内訳

625,513

―

事業費計 正規
(再任用含む）

―28,000 3,147 640 31,787

18,100 20,138

非正規
（臨時･嘱託

等）

244,366

一般財源

1

H27

具
体
的
取
組

※H28からの新規事業。
計画額 0 0 0

決算額

H29

津田地区の幼稚園及び保育所の統合により、認定こども園を
設置することに決定したことから、H29からは認定こども園整備
事業に引き継ぐ。ただし、H28に着手した新園舎の設計業務に
ついては、本年度に繰越して実施した。

新園舎の設計業務が前年度から繰
越となったため、予定していたスケ
ジュールの見直しを図り、本年度にお
ける各工事の工程等の調整を行っ
た。
H28繰越分　20,138千円

計画額

0 28,000

H28

津田町の2幼稚園及び2保育所を統合し、新たな統合園舎を設
置するため、前年度に作成した新園舎の基本構想を踏まえ
て、設計業務を行う。

新園舎が認定こども園となることが決
定したことで、関係者から意見を取り
入れ、設計の見直しを行った。
業務量の増加によりH29に繰越した。

計画額

0 0 0

0.0 0.0当初予算額 0 0 0 0 0

決算額 0

0

0 0 0 0

0

0.0当初予算額 0 28,000 3,147 640 0.4

18,100 2,037 1 20,138

0.3

31,787

決算額 0

31,7873,147 640

0 0 0 0

0.1当初予算額

H30

0 0

決算額 0

243,726 593,7260 350,000 0

計画額

当初予算額

決算額



H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

4

計画値

0 計画値 1 計画値 4

実績値実績値 実績値

計画値

H28 H29

実績値 1 実績値 -0 実績値 0

計画値

実績値

計画値

計画値

成
果
指
標

設計及び工事の進捗状況 統合施設整備事業に関する実施設計、工事、管理委
託、その他業務数に対して、完了した業務数を示す。
・業務完了数／予定業務数7

実績値

※H29からは認定こども園整備事業で実施。

※H29からは認定こども園整備事業で実施。

活
動
指
標

設計及び工事件数 統合施設整備事業に関する実施設計、工事、管理委
託、その他業務数を示す。
・H28（実施設計1）、H29（工事1、実施設計1、管理委
託1）、H30（工事1、備品整備1、備品移転1）

件
計画値

10011

0 実績値 14実績値
％

計画値 0 計画値

0 実績値

計画値 計画値

実績値

計画値 55 計画値

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

-

点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

点

実績値

計画値

実績値 実績値

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 優先度高い

点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

点
なっていない

余地がある

⇒ なっている

⇒ 余地はない

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点点

／25点

評
価

／25点

理
由

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
⇒ 必要はない必要がある

点
優先度低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.00.00

0

- -

0.1 0.0

0.0 0.00

0

0

0

0

7,287

0

市内の民間保育所が定員数の増加
や新たな事業を実施するにあたり、
必要な施設整備について助成を行
う。

外壁修繕を行ったことにより、雨漏り
の心配がない快適な保育環境で教
育・保育の実施が可能となった。29年
度からは認定こども園に移行する。

0

0

0

0

0

00

0

当初予算額

決算額

計画額

00

0

0

実績なし。

0

0

0

0 0

事業内容

0

0

さぬき市社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、市内の
民間保育所が行う施設整備事業に対して助成を行う。

実施予定なし。

実施予定なし。
認定こども園化による施設整備については新たに「こども園施
設整備支援事業」を創設した。

石田保育園が行う大規模修繕に対し、その費用の一部を助成
する。
（園舎外壁にはがれ・ひび割れ等が発生しており、雨水の浸水
を防ぐため塗装工事を行う。）

※平成28年度新規事業

事業費（千円）

0

9,717

9,717

0

0

0

0

0

0計画額

当初予算額

決算額

実績なし。

0

0

0

3,239

事業費計

7,287

9,717

9,717

財源内訳

0

0

0

3,239

一般財源

2,663

4,624

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

6,478

6,478

4,624

④

14

Ⅲ

④子育て支援サービスの充実

(14) 子育て支援の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

担当課

20

10

15

01 一般会計

目

項

款

会計

0

0

0

H27
|

H30

事
業
概
要

0

3,239

3,239

2,663

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

民生費

保育所運営委託費

児童福祉費

民間保育所施設整備支援事業

事業目的 / 改善内容

具
体
的
取
組

H30

0

0

0

0

0

6,478

6,478

0

0

0

0

0



計画値

実績値

実績値

計画値

480

280

計画値

実績値

550

実績値

計画値

実績値

H30

計画値

実績値

計画値

480

400

一次評価（担当者）

18 点

チェック項目（１～５点で評価）

人

4 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

⇒

550

547

計画値

536

18 点

実績値

計画値

実績値

計画値

H29

500

533

計画値

実績値

480

480

計画値

実績値

評
価

計画値

点4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

活
動
指
標

実績値

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

民間保育所最大受け入れ月の人数

4 点

3 点

二次評価（所属長）

／25点

方
向
性

理
由

子どもたちが安全で快適な環境で保育が受けられるよう、必要に応じて実施していく。

民間保育所の定員数合算

指標名 H28H27

440

440

実績値

定員数

入所児童数

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

人
計画値

計画値

実績値

550

319

3

点

点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

実績値

計画値

実績値

3 点

4 点

4 点

3 点

／25点

4
必要性高い

なっている

優先度高い

⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 特定教育・保育施設給付事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 22 こども園費

367,008

― ―0 0 117,578 364,423

0 0 121,248
H27

|
H30

事
業
概
要

子ども・子育て支援新制度で、子どものための教育・保育給付
として、認定こども園、幼稚園、保育所等共通の仕組みに変更
された。
本事業は認定こども園等の施設型給付施設に対して給付を行
う。

保護者の就労支援のため、保育所入
所率を上昇させる。

計画額 245,760

当初予算額 246,845

決算額 245,332

H30

認定こども園に対し、子ども一人あたりの教育・保育に要する
費用を基に算定された公定価格から利用者負担額を 控除し
た額を給付する。

保護者の就労支援のため、就学前児
童の保育を市内私立認定こども園及
び市外認定こども園へ入所させる。

決算額

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

H28

※平成29年度新規事業

-

H29

計画額 0

当初予算額

0

- -

0 0 109,452 354,784

0 0 0

0.0当初予算額 81,920 0 0 40,416

決算額

- -当初予算額

16,075 89,388

0

0

40,416 122,336

0.3

244,672

認定こども園に対し、子ども一人あたりの教育・保育に要する
費用を基に算定された公定価格から利用者負担額を 控除し
た額を給付する。

保護者の就労支援のため、就学前児
童の保育を市内私立認定こども園及
び市外認定こども園へ入所させる。

計画額 81,920 0

122,336

決算額 73,313 0 0

0 80,832

0.4

0 0 0

決算額 172,019 0 0 93,377 265,396

0.0当初予算額 164,925 0 0 77,162

計画額 163,840 0

242,087



計画値 210

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値 105計画値

計画値 254,632

実績値 実績値 実績値 89,388

児童数 認定こども園等を利用する年間児童数（延べ）

人
計画値

実績値 実績値 実績値 1,089 実績値 2,831

支弁額 認定こども園等に支払う給付費の額

実績値 250,804

成
果
指
標

入所児童数 認定こども園等の最大入所月の児童数

人
計画値 計画値

千円
計画値 計画値

計画値 105

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 254,632

計画値 210

実績値 実績値 実績値 95 実績値 256

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

　待機児童の解消のために積極的な受入（定員を超えた弾力入所）を依頼し、潜在的な保育
ニーズの解消を図るため、今後も引き続き受入枠の確保を依頼し、就労及び子育て支援を実施
していく。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 こども園施設整備支援事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 22 こども園費

353,571

― ―132,400 34,292 7,875 551,097

86,500 0 40,119
H27

|
H30

事
業
概
要

幼児教育と保育を一体的に提供するため、社会福祉法人で認
定こども園を設置する者又は設置しようとする者に必要な施設
整備費について、その費用の一部を市が助成することにより
施設の拡充、充実を図り、児童福祉の向上に努める。

市内民間保育所の認定こども園移行
に伴う改修工事や新設工事に対し、
施設整備補助を行う。

計画額 226,952

当初予算額 376,530

決算額 229,188

H30

 社会福祉法人が新設する認定こども園建設工事に対し助成
を行う。

葭池保育園・改築及び長尾福祉会・
創設による認定こども園整備工事に
ついて平成２９年度分を繰越し、助成
を行った。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

H28

※平成29年度新規事業

-

H29

計画額 6,478

当初予算額 0

0

- -

45,400 34,720 9,683 318,991

0 0 0

0 0 0

0

0 0 0 0

0.0当初予算額 163,496 86,500 0 4,636

9,717

決算額

- -当初予算額 6,478 0 0 3,239

0 0

0

0

4,636 254,632

0.5

89,222

 葭池保育園が平成30年度認定こども園へ移行するための増
改築工事と、新規参入の社会福祉法人による新設認定こども
園建設工事について助成を行う。

葭池保育園・改築及び長尾福祉会・
創設による認定こども園整備工事に
ついて平成２９年度分を繰越し、助成
を行う。

計画額 163,496 86,500

254,632

決算額 0 0 0

0 32,244

0.1

0 3,239 9,717

決算額 229,188 45,400 34,720 9,683 318,991

0.0当初予算額 206,556 45,900 34,292 0

計画額 56,978 0

286,748



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値 1計画値

計画値 210

実績値 実績値 実績値 105

施設数 民間認定こども園施設数

園
計画値

実績値 実績値 実績値 1 実績値 2

定員 民間こども園の定員数

実績値 240

成
果
指
標

入所児童数 民間こども園の最大受け入れ月の児童数

人
計画値 計画値

人
計画値 計画値

計画値 105

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 105

計画値 210

実績値 実績値 実績値 93 実績値 248

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

子どもたちが安全で快適な環境で保育・教育が受けられるよう、今後も必要に応じて実施してい
く。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



166,574

決算額 30,167 460,300 79,501 12,547 582,515

0.7 0.5当初予算額 0 101,700 49,499 15,375

計画額 0 0 146,165

0.5 0.1当初予算額 36,878 580,800 75,422 7,703 700,803

16,245 7,786 202,431

0 243,726 593,726

H29

H29から幼稚園・保育所統合施設整備事業から引き継ぎ、認
定こども園の建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び給
食調理用厨房機器工事、これらの施工監理を行う業務委託を
実施した。また、次年度着手予定の外構工事に関する設計業
務を実施した。

園舎建築工事については、各工種の
調整と調和を図りながらスムーズに
進捗している。事業は次年度に繰り
越して実施するため、建築工事と外
構工事との工期の調整を図る。

計画額 0 350,000

決算額 178,400

0.0当初予算額

0 0

決算額

0.0

0 0 0

638,700 95,746 20,333 784,946

― ―

739,891

682,500 124,921 23,078 867,377

350,000 0 389,891

0 0 0

決算額

0 146,165

H30

前年度から繰り越した、新園舎建築を完了し、続けて外構工事
及び既存施設からの備品移転業務等、認定こども園の開園に
必要な施設整備を完了した。
なお、この事業は、統合整備完了のため、３０年度で終了す
る。

事業は前年度から繰り越して実施、
園舎建築工事については、外構工事
との工期等を調整しながら完了した。

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

当初予算額

0

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

学校再編計画等に伴い津田地区の２幼稚園の統合を実施す
るにあたり、２保育園も含めた計画とし、H31に認定こども園を
開園するため、各種工事や委託業務を実施する。

少子化に伴い、園児数が減少する
中、子どもの教育・保育に適した施設
整備、安全且つ、他施設との連携が
図れる認定こども園施設を整備する。

計画額 0

当初予算額 36,878

決算額 30,167

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 23 こども園建設費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 認定こども園整備事業 担当課 学校再編対策室 記入日 令和1年6月19日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 5

理
由

　本事業（ハード整備）終了。開園後の施設管理、運営については、引き続き幼保こども園課が
実施する。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

- 実績値 16

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

- 計画値 50 計画値 100

実績値 100

計画値 計画値

- 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

設計及び工事の進捗状況 認定こども園整備事業に関する実施設計、工事、管理
委託、その他業務数に対して、完了した業務数を示
す。
・業務完了数／予定業務数6

％
計画値

実績値 - 実績値

実績値 実績値

実績値 3

※一部は幼稚園・保育所統合施設整備事業で実施。
計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

- 計画値 3 計画値 3

3

設計及び工事件数 認定こども園整備事業に関する実施設計、工事、管理
委託、その他業務数を示す。
・H29（工事1、実施設計1、管理委託1）、H30（工事1、
備品整備1、備品移転1）

件
計画値 -

実績値 - 実績値 - 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 要保護児童対策地域協議会事業　（旧 児童対策地域協議会事業） 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 2,170 5,332

0

3,162

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童対策地域協議会事業は、「さぬき市児童対策地域協議会
設置要綱」に基づき、要保護児童の適切な保護、要支援児童
及び特定妊婦への適切な支援を図るため、「さぬき市児童対
策地域協議会」の開催及び児童虐待防止の啓発等を行うもの
である。

協議会を開催することで関係機関の
連携を密に持ち、虐待ケースの重度
化を防ぐ支援ができるようになる。ま
た、地域への児童虐待防止の啓発活
動を行うことで、虐待発生の予防や虐
待リスクを下げる働きかけを行う。

0 0 1,369 4,776

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務
者会議を年3回及び個別ケース会議を随時開催し、要保護児
童等の支援について関係機関と必要な情報の交換や支援の
方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児童
虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

協議会の各会議を実施することで関
係機関の連携を図った。また、市内
の幼保小中学校に対してオレンジリ
ボン啓発を行い、また長尾中学、津
田高等学校においてＤＶ予防研修を
実施した。

計画額

当初予算額 786

H27

具
体
的
取
組

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務
者会議を年5回及び個別ケース会議を随時開催し、要保護児
童等の支援について関係機関と必要な情報の交換や支援の
方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児童
虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進した。

協議会の各会議を実施することで関
係機関の連携を図った。また、市内
全小学校に対してオレンジリボンや
相談の説明を行ったほか、また全中
学校に対してデートDV防止の啓発研
修を実施した。

計画額 882

H28

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務
者会議を年3回及び個別ケース会議を随時開催し、要保護児
童等の支援について関係機関と必要な情報の交換や支援の
方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児童
虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

協議会の各会議を実施することで関
係機関の連携を図った。また、市内
の小学校に対してオレンジリボンや
相談の説明を行ったほか、またさぬき
南中学校に対してデートDV防止の啓
発研修を実施した。

決算額

H30

当初予算額 882

計画額

「さぬき市要保護児童対策地域協議会」の代表者会議を年1
回、実務者会議を年3回及び個別ケース会議を随時開催し、
要保護児童等の支援について関係機関と必要な情報の交換
や支援の方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施
や、児童虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進す
る。

協議会の各会議を実施することで関
係機関の連携を図った。また、市内
の幼保小中学校に対してオレンジリ
ボン啓発を行い、また志度中学、志
度高等学校、寒川高等学校において
ＤＶ予防研修を実施した。

決算額 922

―

0

0

3,407

1,414

0

396

0 2,895

0 532

1,414532

7,721計画額 4,826

当初予算額

0.4 0.80 587 1,373

0.3 0.8

786 0

1,276

0 587 1,373

932 0 0 344

0

0

0 526

1.0当初予算額 646 0 0 537

1,466 0

1,183 0.3

514

計画額 1,692 0

1,135

0 768 2,234

811 0 0 324

2,7000 1,008

1,362

決算額 1,268 0 0 175 1,443

0.3 0.5当初予算額 848 0 0



単位 H27

実績値 39

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20 計画値 20

実績値 22

計画値 20

H28 H29 H30

実績値29

個別ケース検討会開催回
数

ケース支援について関係機関との話し合いを持った回
数

計画値 20

実績値 38 実績値 13 実績値 13 実績値 14

計画値 20 計画値 20 計画値 20

23
活
動
指
標

件
計画値

計画値

実績値

児童虐待やＤＶについての啓発をした回数。

回
計画値 20

オレンジリボンＤＶ啓発回
数

成
果
指
標

虐待処理等件数 児童虐待の対応件数

計画値

回

実績値

20

実績値 36 実績値 21 実績値 38 実績値 96

20 計画値計画値2020 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

22

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 22 点

5 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

児童虐待への予防や対応をするための事業であり、児童福祉法に基づいて市の責務として必
要とされる事業である。市民に対しての啓発にも取組み、意識向上も必要とされるので継続する
ことが必要と考える。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

／25点
必要がある

5 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 家庭児童相談室事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 21,155 24,325

0

3,170

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

家庭児童相談室事業は、「児童福祉法」に基づき、家庭児童
相談室を設置し、子育て、児童虐待及びＤＶ等の各種相談業
務を行うものである。

育児不安等を背景に様々な相談ニー
ズが増える中、家庭児童相談員と保
健師を配置した相談窓口及び相談専
用電話を設置することで気軽に相談
できる体制を作る。 0 0 18,223 21,393

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員
及び保健師を配置するとともに相談専用電話を設置するな
ど、相談者が安心して相談ができる体制を整備し、育児不安
の相談や児童虐待の通告等を受ける。

保健師1名、家庭児童相談員2名を配
置。また、課内に配置されている母
子・父子自立支援員ともケースについ
て連携を図り、相談体制の充実を
図った。

計画額

当初予算額 665

H27

具
体
的
取
組

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員
及び保健師を配置するとともに相談専用電話を設置するな
ど、相談者が安心して相談ができる体制を整備した。また、育
児不安の相談や児童虐待の通告等を受け付けした。

保健師1名、家庭児童相談員2名を配
置。また、課内に配置されている母
子・父子自立支援員ともケースについ
て連携を図り、相談体制の充実を
図った。

計画額 665

H28

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員
及び保健師を配置するとともに相談専用電話を設置するな
ど、相談者が安心して相談ができる体制を整備し、育児不安
の相談や児童虐待の通告等を受ける。

保健師1名、家庭児童相談員2名を配
置。また、課内に配置されている母
子・父子自立支援員ともケースについ
て連携を図り、相談体制の充実を
図った。

決算額

H30

当初予算額 665

計画額

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員
及び保健師を配置するとともに相談専用電話を設置するな
ど、相談者が安心して相談ができる体制を整備し、育児不安
の相談や児童虐待の通告等を受ける。

保健師1名、家庭児童相談員2名を配
置。また、課内に配置されている母
子・父子自立支援員ともケースについ
て連携を図り、相談体制の充実を
図った。

決算額 6,390

―

0

0

3,170

6,049

0

665

0 22,526

0 5,384

6,0495,384

25,186計画額 2,660

当初予算額

0.3 0.80 5,714 6,379

0.4 0.8

665 0

5,973

0 5,714 6,379

665 0 0 5,308

0

0

0 5,725

1.0当初予算額 920 0 0 5,533

665 0

6,453 0.3

4,524

計画額 665 0

4,676

0 5,714 6,379

920 0 0 3,756

6,3790 5,714

5,444

決算額 920 0 0 3,434 4,354

0.3 1.0当初予算額 920 0 0



単位 H27

実績値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

2 計画値 2

実績値 2

計画値 3

H28 H29 H30

実績値2

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

2
活
動
指
標

件
計画値

計画値

実績値

家庭児童相談員数

人
計画値 2

家庭児童相談員数

成
果
指
標

相談対応処理実数 相談活動実施対象者の実数

計画値

実績値

130

実績値 281 実績値 233 実績値 347 実績値 381

130 計画値計画値130150 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 21 点

5 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

家庭児童相談室で家庭や児童に対する全般的な相談を受ける体制を継続し、他の関係機関と
連携を取りながら対応を継続していくことが必要であると考える。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 子育て短期支援事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 364 796

0

432

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

子育て短期支援事業は、「さぬき市子育て短期支援事業実施
要綱」に基づき、保護者の病気や仕事により家庭での養育が
困難になった児童や緊急に保護を必要とする母子等を、児童
福祉施設で一定期間、養育及び保護するものである。

緊急に保護を必要とする母子等に対
して一定期間養護及び保護を行うこ
とで家庭での養育を安定的に行える
ようにする。

0 0 130 130

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的
理由及び冠婚葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で
養育することが困難な状況にある満1歳以上の児童における
短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施設は、「讃岐
学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

必要時に利用できるよう事前の相談
等を受け付けるようにした。

計画額

当初予算額 108

H27

具
体
的
取
組

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的
理由及び冠婚葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で
養育することが困難な状況にある満1歳以上の児童における
短期入所生活援助及び夜間養護を行った。契約施設は、「讃
岐学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

必要時に利用できるよう事前の相談
等を受け付けるようにした。

計画額 108

H28

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的
理由及び冠婚葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で
養育することが困難な状況にある満1歳以上の児童における
短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施設は、「讃岐
学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

必要時に利用できるよう事前の相談
等を受け付けるようにした。

決算額

H30

当初予算額 108

計画額

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的
理由及び冠婚葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で
養育することが困難な状況にある満1歳以上の児童における
短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施設は、「讃岐
学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

必要時に利用できるよう事前の相談
等を受け付けるようにした。

決算額 54

―

0

0

0

199

0

0

0 364

0 91

19991

796計画額 432

当初予算額

0.1 0.00 91 199

0.1 0.0

108 0

22

0 91 199

0 0 0 22

0

0

0 54

0.0当初予算額 108 0 0 91

108 0

199 0.1

91

計画額 108 0

54

0 91 199

0 0 0 54

1990 91

199

決算額 0 0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 108 0 0



単位 H27

実績値 0

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

7 計画値 7

実績値 0

計画値 7

H28 H29 H30

実績値1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

0
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

利用希望等の相談があった件数

件
計画値 7

相談、受付延件数

成
果
指
標

利用者数 必要時利用をした方の人数

計画値

実績値

5

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

5 計画値計画値55 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

子どもが養育できない時に備えて、子どもを安全な環境で養育することに対応するためにこの
事業を継続することが必要とされる。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童手当支給事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

10 児童措置費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 417,117 2,691,905

0

2,274,788

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童手当支給事業は、「児童手当法」に基づき、次世代の社
会を担う児童の育ちを社会全体で支援するため、児童手当を
支給するものである。

児童手当を支給することにより、家庭
等における生活の安定に寄与すると
ともに、次代の社会を担う児童の健
やかな成長に資することを目的とす
る。 0 0 406,843 2,627,852

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支
給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）
10,000円・3歳以上～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中
学校修了前10,000円・特例給付5,000円

制度の適正な運用を行い、正確に手
当を支給した。住民の異動等を正確
に確認することにより、支給漏れ支給
過りのないように努めた。

計画額

当初予算額 578,524

H27

具
体
的
取
組

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支
給した。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）
10,000円・3歳以上～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中
学校修了前10,000円・特例給付5,000円

制度の適正な運用を行い、正確に手
当を支給した。住民の異動等を正確
に確認することにより、支給漏れ支給
過りのないように努めた。

計画額 602,860

H28

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支
給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）
10,000円・3歳以上～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中
学校修了前10,000円・特例給付5,000円

制度の適正な運用を行い、正確に手
当を支給した。住民の異動等を正確
に確認することにより、支給漏れ支給
過りのないように努めた。

決算額

H30

当初予算額 602,860

計画額

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支
給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）
10,000円・3歳以上～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中
学校修了前10,000円・特例給付5,000円

制度の適正な運用を行い、正確に手
当を支給した。支給過りのないよう
に、住民の異動等を正確に確認する
ことに努めた。

決算額 695,460

―

0

0

2,221,009

713,263

0

587,927

0 434,375

0 110,403

713,263110,403

2,806,314計画額 2,371,939

当初予算額

0.6 0.00 106,219 684,743

0.3 0.0

596,228 0

669,051

0 109,188 705,416

565,546 0 0 103,505

0

0

0 107,533

0.0当初予算額 552,211 0 0 101,142

589,669 0

653,353 0.5

99,353

計画額 583,182 0

641,612

0 107,986 697,655

542,126 0 0 99,486

689,9800 106,798

640,546

決算額 525,410 0 0 96,319 621,729

0.5 0.0当初予算額 541,193 0 0



単位 H27

実績値 2,784

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

3,000 計画値 2,900

実績値 2,807

計画値 2,800

H28 H29 H30

実績値3,098

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

2,916
活
動
指
標

率
計画値

計画値

実績値

児童手当受給者数

人
計画値 3,100

受給者数

成
果
指
標

受給率 児童手当受給率

計画値

実績値

100

実績値 100 実績値 100 実績値 100 実績値 100

100 計画値計画値100100 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 19 点

4 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 4 点

児童手当法に基づき、児童（中学校終了まで）を養育している人に、児童手当を支給することに
より、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長
に資することを目的とする事業である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ひとり親家庭等医療費支給事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 70,795 134,429

0

63,634

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支
払った医療費の自己負担額を支給する。(ただし、市民税課税
世帯は、入院は500円・外来は250円を差し引いた額。児童の
対象年齢は、原則として18歳に達する日以後の最初の3月31
日まで。)

「さぬき市ひとり親家庭等医療費に関
する条例」に基づき、ひとり親家庭等
に医療費の一部を支給することによ
り、健康保持及び生活の安定に寄与
し、福祉の向上を図る。 0 0 71,680 134,973

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支
払った医療費の自己負担額を支給する。(ただし、入院500円・
外来250円の一部自己負担分は、29.8.1受診分から廃止する。
児童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後の最初の
3月31日までとする。)

支給対象者の保険切替に漏れがな
いよう各受付場所に保険証一覧を作
成し、保険の切替がスムーズに行え
るようにした。

計画額

当初予算額 16,473

H27

具
体
的
取
組

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支
払った医療費の自己負担額を支給した。
受給資格認定者　1,267人
給付額　32,736千円

支給対象者の保険切替に漏れがな
いよう各受付場所に保険証一覧を作
成し、保険の切替がスムーズに行え
るようにした。

計画額 15,755

H28

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支
払った医療費の自己負担額を支給する。(ただし、市民税課税
世帯は、入院は500円・外来は250円を差し引いた額とする。児
童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後の最初の3
月31日までとする。)

支給対象者の保険切替に漏れがな
いよう各受付場所に保険証一覧を作
成し、保険の切替がスムーズに行え
るようにした。

決算額

H30

当初予算額 15,755

計画額

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支
払った医療費の自己負担額を支給する。(ただし、児童の対象
年齢は、原則として18歳に達する日以後の最初の3月31日ま
でとする。)

決算額 33,002

―

0

0

63,293

32,808

0

15,768

0 68,053

0 17,053

32,80817,053

131,808計画額 63,755

当初予算額

0.5 0.00 17,811 34,284

0.5 0.0

16,000 0

32,182

0 17,000 33,000

15,423 0 0 16,759

0

0

0 17,234

0.0当初予算額 15,741 0 0 18,796

16,000 0

34,537 0.5

17,135

計画額 16,000 0

34,897

0 17,000 33,000

16,010 0 0 18,887

33,0000 17,000

32,800

決算額 16,092 0 0 18,800 34,892

0.5 0.0当初予算額 15,665 0 0



単位 H27

実績値 1,183

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1,267 計画値 1,267

実績値 1,262

計画値 1,267

H28 H29 H30

実績値1,267

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

1,255
活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

受給資格の認定を受けた人数

人
計画値 1,258

受給資格者数

成
果
指
標

受給率 実支給者数のうち、母・父・姉等／受給資格者数のう
ち、母・父・姉等(ひとり親世帯数)

計画値

実績値

65

実績値 41 実績値 45 実績値 48 実績値 49

60 計画値計画値5550 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

17

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 16 点

3 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 4 点

　ひとり親家庭等について、医療費の一部を支給することにより、ひとり親家庭等の健康の保持
及び増進並びにその生活の安定に寄与し、福祉の向上を図ることを目的としており、重要な事
業である。
　さらに、保護者等からの県内現物化の要望が多く、制度の拡充について検討していく必要があ
ると思われる。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 80 0 0 2,543 2,623

2,539 2,599

20

2,5390 0

0.5当初予算額 80 0 0 2,627

60

0.0 0.7当初予算額 80 0 0 2,634

計画額 60 2,599

2,714

計画額

決算額

0.1

2,598

0 2,539 2,599

60

0 0 2,602

当初予算額 60 0 0 2,618

60

0

2,707

計画額

決算額

0.0

2,622

0

0.2

0 0 10,174 10,374

0 0

0

2,678 0.5

―

0 0 10,156

2,491 2,531

0 0 2,539 2,599

0 0 2,538

H27
|

H30

2,599

0.0

0 0 2,539

決算額 200

当初予算額 60

計画額 60

決算額 40

10,396

―0 0 10,418 10,698

計画額 240

当初予算額 280

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報
の提供、職業能力の向上や求職活動に関する支援及び母子・
父子自立支援プログラムの策定等を行うとともに、ひとり親家
庭等の生活全般についての相談指導を行う。

「ひとり親家庭guido」により、拡充した
制度の周知を図るとともに、ひとり親
家庭等の総合的自立支援策の一つ
である母子父子寡婦福祉資金貸付に
関する相談・指導を実施した。

H29

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報
の提供、職業能力の向上や求職活動に関する支援及び母子・
父子自立支援プログラムの策定等を行うとともに、ひとり親家
庭等の生活全般についての相談指導を行う。

「ひとり親家庭guido」により、拡充した
制度の周知を図るとともに、ひとり親
家庭等の総合的自立支援策の一つ
である母子父子寡婦福祉資金貸付に
関する相談・指導を実施した。

H28

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報
の提供、職業能力の向上や求職活動に関する支援及び母子・
父子自立支援プログラムの策定等を行うとともに、母子福祉資
金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払が
完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給
する。

母子・父子自立支援員が作成した「ひ
とり親家庭guido」兼相談申込書等に
より、ひとり親家庭への支援を幅広く
行った。

事
業
概
要

ひとり親家庭等福祉事業は、「母子及び父子並びに寡婦福祉
法」に基づき、母子・父子自立支援員を配置して母子家庭の母
及び父子家庭の父の自立に必要な情報提供や指導等を行う
とともに、母子福祉資金等借受者に対して当該資金に係る利
子の補給を行い、経済的自立の促進と生活の安定を図るもの
である。

ひとり親家庭の経済的自立の促進と
生活の安定を図るものである。

H27

具
体
的
取
組

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報
の提供、職業能力の向上や求職活動に関する支援及び母子・
父子自立支援プログラムの策定等を行うとともに、母子福祉資
金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払が
完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給
した。

求職中のひとり親に対して、ハロー
ワークと連携して母子・父子自立支援
プログラム策定を積極的に行った。

事業費（千円）

ひとり親家庭等福祉費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ひとり親家庭等福祉事業 担当課 子育て支援課 記入日

担当職員数(人）

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

ひとり親家庭等福祉事業は、「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づき、母子・父子自立支
援員を配置し、母子家庭の母及び父子家庭の父の自立に必要な情報提供や指導等を行い、経
済的自立の促進と生活の安定を図るもので、効率的に執行されている。したがって、今後も現
行のとおり継続すべきと考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

4 点

点

点 3 点

実績値

点

点 3

点

点19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

19

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

相談回数 母子・父子自立支援員の相談回数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

回
計画値

実績値

215 実績値 317 実績値 227

実績値

計画値 計画値

200

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

200 計画値

実績値 238

200 計画値 200 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
相談員設置人数 母子・父子自立支援員の人数

活
動
指
標

実績値1 実績値 1 実績値 1

実績値 実績値

計画値

1実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値
人

計画値 1

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 186 0 0 17 203

25 100

0

250 0

0.1当初予算額 300 0 0 100

75

0.0 0.1当初予算額 300 0 0 100

計画額 75 100

400

計画額

決算額

0.0

0

0 25 100

0

0 0 0

当初予算額 180 0 0 60

75

0

400

計画額

決算額

0.0

0

0

0.1

0 0 47 233

0 0

0

240 0.1

―

0 0 100

30 30

0 0 25 100

0 0 0

H27
|

H30

100

0.1

0 0 25

決算額 186

当初予算額 75

計画額 75

決算額 0

400

―0 0 285 1,140

計画額 300

当初予算額 855

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発を支援
するもので、対象教育訓練を受講し、修了した場合、経費の
60％（12,000円以上で20万円を上限）を支給する。（雇用保険
法に基づく一般教育訓練給付金の支給を受けることができる
者は、その支給額との差額を支給。）

母子及び父子並びに寡婦福祉法施
行令の一部を改正する政令の施行
（平成29年4月1日施行）に基づいた
相談事務を行い、３件に給付金を支
給した。

H29

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発を支援
するもので、対象教育訓練を受講し、修了した場合、経費の
60％（12,000円以上で20万円を上限）を支給する。（雇用保険
法に基づく一般教育訓練給付金の支給を受けることができる
者は、その支給額との差額を支給。）

平成29年度より雇用保険法による教
育訓練給付の受給支給を有する者も
対象となったことから、相談時等にお
いて周知を図った。

H28

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、国が予め指定した
講座を受講して職業能力の開発を自主的に行う者に対し、教
育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。【支給
額】・受講のために支払った費用の60％に相当する額（12,000
円以上で20万円を上限）

母子及び父子並びに寡婦福祉法施
行令の一部を改正する政令の施行
（平成29年4月1日施行）に基づいた
相談事務を行った。

事
業
概
要

自立支援教育訓練給付金事業は、「さぬき市自立支援教育訓
練給付金事業実施要綱」に基づき、就職を希望するひとり親
家庭の父又は母に対し、自立支援教育訓練給付金を支給す
ることにより、主体的な能力開発の取組を支援し、自立の促進
を図るものである。

就職を希望するひとり親家庭の父又
は母に対し、自立支援教育訓練給付
金を支給することにより、主体的な能
力開発の取組を支援し、自立の促進
を図るものである。

H27

具
体
的
取
組

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、国が予め指定した
講座を受講して職業能力の開発を自主的に行う者に対し、教
育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。【支給
額】・受講のために支払った費用の20％に相当する額（4,000
円以上で10万円を上限）

給付金に関する相談事務を実施し
た。

事業費（千円）

ひとり親家庭等福祉費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 自立支援教育訓練給付金事業 担当課 子育て支援課 記入日

担当職員数(人）

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令の一部改正により、平成31年4月から自立支援教育訓
練給付金が拡充されるため、ひとり親家庭の経済的自立を目的とした事業として必要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 3

点

点18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

18

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

優先度低い

成
果
指
標

支給件数 自立支援教育訓練給付金の支給件数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

件
計画値

実績値

0 実績値 0 実績値 0

実績値

計画値 計画値

2

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

5 計画値

実績値 3

2 計画値 2 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
相談件数 自立支援教育訓練給付金の相談件数

活
動
指
標

実績値3 実績値 1 実績値 3

実績値 実績値

計画値

3実績値

4

H28 H29 H30単位 H27

4 計画値 4計画値
件

計画値 3

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童扶養手当支給事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 516,931 775,272

0

258,341

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童扶養手当支給事業は、「児童扶養手当法」に基づき、父
又は母と生計を同じくしていない児童の家庭生活の安定と自
立の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給し、児童福祉
の増進を図るものである。

児童扶養手当を支給し、児童福祉の
増進を図る。

0 0 502,535 752,983

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託等）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶
養義務者の所得により支給する。（ただし、所得制限を超える
と全部又は一部が停止になる。【支給額】・全部支給月額
42,290円　・一部支給月額42,280円～9,980円（対象児童が2人
の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算
あり）

認定請求等については、書類審査及
び居住の実態調査等すみやかに実
施し、適正な支給決定を行った。

計画額

当初予算額 64,357

H27

具
体
的
取
組

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶
養義務者の所得により支給した。（ただし、所得制限を超える
と全部又は一部が停止になる。）【支給額】・全部支給月額
41,020円　・一部支給月額41,010円～9,680円（対象児童が2人
の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算
あり）

申請者に説明漏れがないようにする
ため、説明用チェックシートを作成し
た。

計画額 67,984

H28

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶
養義務者の所得により支給する。（ただし、所得制限を超える
と全部又は一部が停止になる。【支給額】・全部支給月額
42,330円　・一部支給月額42,320円～9,990円（対象児童が2人
の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算
あり）

「児童扶養手当を受けている方へ」を
作成し、申請時及び現況届時等に配
布することで児童扶養手当制度の理
解を深め、適正な支給決定を行った。

決算額

H30

当初予算額 67,984

計画額

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶
養義務者の所得により支給する。（ただし、所得制限を超える
と全部又は一部が停止になる。【支給額】・全部支給月額
42,500円　・一部支給月額42,490円～10,030円（対象児童が2
人の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加
算あり）

決算額 188,390

―

0

0

250,448

204,016

0

62,564

0 526,032

0 136,032

204,016136,032

789,016計画額 262,984

当初予算額

0.5 0.00 128,778 193,135

0.6 0.0

65,000 0

185,635

0 130,000 195,000

61,693 0 0 123,942

0

0

0 125,826

0.0当初予算額 62,000 0 0 124,053

65,000 0

186,053 0.4

128,068

計画額 65,000 0

188,270

0 130,000 195,000

62,669 0 0 125,601

195,0000 130,000

192,068

決算額 63,522 0 0 127,166 190,688

0.4 0.0当初予算額 64,000 0 0



単位 H27

実績値 446

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

500 計画値 500

実績値 459

計画値 500

H28 H29 H30

実績値469

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

461
活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

受給資格の認定を受けた人数

人
計画値 500

受給資格者数

成
果
指
標

受給率 受給者／受給資格者

計画値

実績値

90

実績値 86 実績値 82 実績値 85 実績値 84

90 計画値計画値9090 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

　児童扶養手当は、父母の離婚等で父又は母と生計を同じくしていない児童が育成されるひとり
親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給
されるため、重要な事業である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童措置事業 担当課 子育て支援課 記入日 令和1年6月20日

15

30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

児童福祉費

民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 500 505 2,520

0

1,515

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童措置事業は、「児童福祉法」に基づき、経済的理由により
入院助産を受けることができない場合及び監護が必要な児童
が福祉に欠ける場合に、助産施設への入院や母子生活支援
施設への入所ができるよう、費用の一部を負担するものであ
る。

保健上必要があるにもかかわらず、
経済的理由で入院助産を受けること
ができない場合、適切に助産に関す
る支援が受けられる。また、必要に応
じて保護者及び児童を母子生活支援
施設において保護する。

0 83 538 790

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用
の一部を病院や施設等に支払う。

対象となる方がいなかったが、適切な
利用に向けた相談を受ける体制はで
きている。

計画額

当初予算額 508

H27

具
体
的
取
組

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用
の一部を病院や施設等に支払った。

適切な支援利用につながるように相
談支援を行った。

計画額 253

H28

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用
の一部を病院や施設等に支払う。

助産支援が必要な方へ児童措置事
業を実施した。

決算額

H30

当初予算額 253

計画額

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用
の一部を病院や施設等に支払う。

対象となる方がいなかったが、適切な
利用に向けた相談を受ける体制はで
きている。

決算額 0

―

0

0

169

420

81

0

324 344

81 86

42086

1,680計画額 1,012

当初予算額

0.1 0.0161 171 840

0.1 0.0

253 0

328

81 86 420

169 0 83 76

0

0

0 0

0.0当初予算額 505 0 172 163

253 0

840 0.1

85

計画額 253 0

295

81 86 420

0 0 0 295

42081 86

420

決算額 0 0 0 167 167

0.1 0.0当初予算額 249 0 86



単位 H27

実績値 0

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

2 計画値 1

実績値 0

計画値 1

H28 H29 H30

実績値1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

1
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

相談件数

人
計画値 1

相談件数

成
果
指
標

保護件数 助産施設を利用した人数

計画値

実績値

1

実績値 0 実績値 1 実績値 0 実績値 0

1 計画値計画値21 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 20 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

安心安全な助産を提供するために必要な事業である。現在のところ利用される方は少ないが、
事業として継続することが必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

／25点
必要がある

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

19,915

当初予算額 22,990 0 0 0 22,990

22,990

0.1 0.0

0 0 1,409 19,915

0 0 1,409

0 0 0

H30

決算額 18,506

H27

具
体
的
取
組

児童手当の支給対象児童を基本として、簡素な給付金の支給
対象世帯を含め対象児童1人につき3千円を支給した。ただ
し、特例給付の支給対象児童、生活保護制度内で対応される
被保護者等を除く。

児童手当の現況届に申請書を同封
するなど、申請者の負担軽減を行っ
た。

計画額 22,990

H28

※27年度で事業終了
※返還金　　2,411千円

H29

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

平成26年4月から消費税率が8％へ引き上げられたため、子育
て世帯に対して簡素な給付措置を引き続き行う。

消費税の引上げに際し、子育て世帯
への影響を緩和するため。

計画額 22,990

当初予算額 22,990

決算額 18,506

22,990

― ―0 0 0 22,990

0 0 0

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 05 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業 担当課 子育て支援課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 -

実績値 3,244 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

支給件数 子育て世帯臨時特例給付金の支給件数

件
計画値 3,500 計画値

計画値 計画値

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

支給対象児童数 子育て世帯臨時特例給付金の支給対象児童数

人
計画値 6,400

実績値 5,572 実績値 - 実績値 - 実績値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 5,825 0 0 2,228 8,053

1,525 6,100

4,061

1,5250 0

0.2当初予算額 4,234 0 0 1,412

4,575

0.0 0.1当初予算額 5,928 0 0 1,977

計画額 4,575 6,100

7,905

計画額

決算額

0.1

4,569

0 1,525 6,100

3,426

0 0 1,354

当初予算額 5,228 0 0 1,743

4,575

0

5,646

計画額

決算額

0.1

5,415

0

0.2

0 0 5,680 21,854

0 0

0

6,971 0.2

―

0 0 6,129

955 3,817

0 0 1,554 6,213

0 0 1,143

H27
|

H30

6,213

0.1

0 0 1,554

決算額 16,174

当初予算額 4,659

計画額 4,659

決算額 2,862

24,513

―0 0 6,686 26,735

計画額 18,384

当初予算額 20,049

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、養成機関における
１年以上のカリキュラムを修業して資格取得が見込まれる者
に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給
額が異なる。）

准看護師から看護師の資格を取得す
るなど生活の経済的負担の軽減及び
不安の解消に努めた。

H29

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、養成機関における
１年以上のカリキュラムを修業して資格取得が見込まれる者
に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給
額が異なる。）

准看護師から看護師の資格を取得す
るなど生活の経済的負担の軽減及び
不安の解消に努めた。

H28

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、養成機関における
１年以上のカリキュラムを修業して資格取得が見込まれる者
に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給
額が異なる。）

准看護師等の資格を取得し、病院に
就職することで安定した収入を得るこ
とができるよう支援を継続した。

事
業
概
要

高等職業訓練促進給付金給付事業は、「さぬき市高等職業訓
練促進給付金等事業実施要綱」に基づき、ひとり親家庭の父
又は母が経済的自立に効果が高い資格の取得を目的とする
養成機関で修業する場合に、高等職業訓練促進給付金及び
修了支援給付金を支給することにより、生活の経済的負担の
軽減を図り、安定した修業環境を提供するものである。

高等職業訓練促進給付金及び修了
支援給付金を支給することにより、生
活の経済的負担の軽減を図り、安定
した修業環境を提供するものである。

H27

具
体
的
取
組

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあ
ると認められるひとり親家庭の父又は母で、養成機関における
２年以上のカリキュラムを修業して資格取得が見込まれる者
に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給した。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給額
が異なる。）

給付金に関する相談・支給事務を実
施し、就職へとつなげることができ
た。

事業費（千円）

ひとり親家庭等福祉費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高等職業訓練促進給付金給付事業 担当課 子育て支援課 記入日

担当職員数(人）

⑤ ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

高等職業訓練促進給付金は、ひとり親の方が経済的自立に効果が高い資格の取得を目的とす
る養成機関で一定期間のカリキュラムを修業する場合において支給されるものである。高等職
業訓練促進給付金の支給を受けることにより、生活の経済的負担の軽減及び不安の解消、資
格取得、ひいては安定した就業環境を提供することにつながるため必要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 3

点

点18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

18

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

優先度低い

成
果
指
標

就職率 就職者数÷受講修了者

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

％
計画値

実績値

100 実績値 100 実績値 100

実績値

計画値 計画値

75

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

75 計画値

実績値 100

75 計画値 75 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
受給者数 高等職業訓練促進給付金の新規申請者及び継続者

活
動
指
標

実績値4 実績値 5 実績値 7

実績値 実績値

計画値

7実績値

6

H28 H29 H30単位 H27

6 計画値 6計画値
人

計画値 5

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生きがい活動支援通所事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日

款 15 民生費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

主要施策 ① ①健康づくりや介護予防の推進 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

介護保険の認定を受けていない家に閉じこもりがちなひとり暮
らし高齢者等に対し通所のサービスを提供する。

高齢者の生きがいづくりと社会参加を
推進し、社会的孤独感の解消及び自
立生活の助成を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

決算額 0 0 0 10,755 10,755

H30

※平成２８年度末で事業廃止

H27

具
体
的
取
組

（委託先事業所）さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか
荘、サマリヤ。
（利用対象者及びサービス内容）市内に住所を有する６５歳以
上の一人暮らし高齢者、又は、昼間高齢者世帯で家に閉じこ
もりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提
供した。

利用者の心身の状況に応じて適切な
サービスが受けられるよう委託先事
業所と連携を取った。２８年度は、介
護保険課で実施している事業との整
合性も含めて事業内容の見直しを検
討することとする。

計画額 0

当初予算額 0

10,946

0.1 0.0

0 0 21,032 21,032

― ―

0 0 10,946 10,946

21,892

0 0 21,848 21,848

0 0 21,892

0 0 10,946

H28

（委託先事業所）さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか
荘、サマリヤ。
（利用対象者及びサービス内容）市内に住所を有する６５歳以
上の一人暮らし高齢者、又は、昼間高齢者世帯で家に閉じこ
もりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提
供。

利用者の心身の状況に応じて適切な
サービスが受けられるよう介護保険
課と連携し、委託先事業所と連携を
取った。事業の整合性も含めて事業
内容の見直しを図った。平成２８年度
末で事業廃止

計画額 0 0

決算額 0 0

0.1

0 10,946 10,946

0.0当初予算額 0 0 0 10,902 10,902

0 10,277 10,277

H29

※平成２８年度末で事業廃止
計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

計画額



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

7,268 計画値 - 計画値 -

-

生きがい活動支援通所事
業の利用延べ人数

生きがい活動支援通所事業に登録し、利用している
方の人数

人
計画値 7,268

実績値 7,170 実績値 6,851 実績値

計画値

-

実績値 -

広報等による周知 事業周知が不可欠なことから、広報等で事業内容を
周知する

回
計画値 0 計画値 計画値 -

実績値 0 実績値 1 実績値 - 実績値

-1 計画値

257 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

生きがい活動支援通所事
業の登録者数

生きがい活動支援通所事業の登録者数

人
計画値

実績値 240 実績値

実績値 実績値

223 実績値 -

実績値

265 計画値 - 計画値 -

実績値 -

計画値 計画値

実績値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 点

点

点

点
余地がある ⇒

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

0

0

0

17,080

17,080

0

0

0

0

80,320

80,320

67,097

18,080

18,080

16,080

0.1

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 民生費

老人福祉費

具
体
的
取
組

70,320

0

0

0

決算額

計画額

67,097

18,080

18,080

16,325

0

H30

②

15

Ⅲ

②社会参加の推進

(15) 高齢者福祉の充実 社会福祉費

シルバー人材センター補助事業 令和1年6月25日

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

18,080

17,180

担当課

10

05

15

01 一般会計

目

項

款

会計

29,080

――

16,080

一般財源

70,320

H27
|

H30

事
業
概
要

16,080

15,512

29,080

16,325

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

長寿障害福祉課 記入日

事業目的 / 改善内容

高齢者が生きがいを持って充実した
生活を送れるよう就業機会を確保し
提供する事業である。

一般（民間）企業との兼ね合いもあ
り、新規事業の開拓がままならず、事
業運営にあたり更なる軽費節減を図
り、経営努力を図った。

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

16,080

15,512

19,080

19,080

当初予算額

決算額

0.1 0.0

0.1 0.0

0.1 0.0

事業費（千円）

0

0

0

18,080

17,180

17,080

17,080

0

0

財源内訳

0

10,000

10,000

0

0

事業費計

0.0

事業内容

10,000

10,000

0

高齢者が生きがいを持って就業機会
を確保するために、事業運営におい
ては、適正就業による請負と派遣事
業の強化を図った。

H30からシルバー人材センターが高
齢者の就業機会を確保すべく実施予
定の循環型農業事業について、当セ
ンター及び関係部署と事業内容につ
いて協議を図った。

H30からシルバー人材センターが高
齢者の就業機会を確保すべく実施し
ている循環型農業事業について、当
センター及び関係部署と事業内容に
ついて協議を図った。

継続雇用制度等による高年齢者の安定した雇用の確保の促
進、高年齢者等の雇用の促進、定年退職者に対する就業の
機会の確保等の措置を総合的に講じ、もって高年齢者の職業
の安定、その他福祉の増進を図るとともに、経済及び社会の
発展に寄与することを目的とする。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施した。

計画額

当初予算額



285,000

241,705

4

点

点

4
余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

活
動
指
標

成
果
指
標

5,600

5,470

650

594

285,000

計画値計画値

実績値

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

実績値

H28H27指標名

受注件数

会員数

受注金額

5,193

650

計画値

実績値

285,292

シルバー人材センターにおける契約件数

シルバー人材センターにおける会員数

シルバー人材センターにおける契約金額

計画値

計画値

実績値

今
後
の
方
向
性

評
価

5,600

4,961

650

265,822

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

5,600

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

理
由

　シルバー人材センターがこれまで事業所や家庭から高齢者に適した仕事の注文を受け、就業
意欲のある登録会員に経験や希望にあった仕事を紹介することで、高齢者に就業を通じた社会
参加を推進してきた事業運営に加え、H30年から実施している高齢者がもっと安定した就業機会
と充実した生活を確保するための新たな事業運営が、スムーズに展開できるよう当センターと連
携を図っていきたい。

一次評価（担当者）

4 点

4 点

4 点

4 点

／25点 ／25点

点 4 点

4 点

二次評価（所属長）

⇒ 20 点

4

必要はない必要がある ⇒

20 点

計画値

実績値

558実績値

計画値

569

285,000

280,531

538

H30

計画値

実績値

計画値

5,600

5,062

650

計画値

実績値

計画値

285,000

計画値

実績値

計画値

チェック項目（１～５点で評価）

人

千円

4 点

実績値 実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,067

決算額 0 0 62 3,912 3,974

0.1 0.0当初予算額 0 0 54 4,013

計画額 0 0 3,910

0.1 0.0当初予算額 0 0 59 3,865 3,924

68 3,783 3,851

101 3,809 3,910

H29

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指
定管理：市社会福祉協議会）

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんが
わ）、大串老人いこいの家及び陶芸創作館は、
利用状況をみながら運営方法について検討を
すすめていく。津田老人福祉センターは、施設
の老朽化を考慮しながら指定管理を存続する。
また、椿の庄さんがわのＨ30の土地賃貸料に
ついて、貸主と交渉し減額とした。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 106 3,813 3,919

75 3,839 3,914

0 0

決算額 0 0

0.1

101 3,809 3,910

0.1 0.0

0 313 15,232 15,545

― ―

0 101 3,809 3,910

15,640

0 320 15,500 15,820

0 404 15,236

0 101 3,809

決算額 0 0 108 3,698 3,806

101 3,809

H30

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指
定管理：市社会福祉協議会）

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さ
んがわ）、大串老人いこいの家及び陶芸
創作館は、利用状況をみながら運営方法
について検討をすすめていく。津田老人福
祉センターは、施設の老朽化を考慮しな
がら指定管理を存続する。

H27

具
体
的
取
組

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指
定管理：市社会福祉協議会）

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の
庄さんがわ）、大串老人いこいの家及
び陶芸創作館は、利用状況をみなが
ら運営方法について検討をすすめて
いく。津田老人福祉センターは、施設
の老朽化を考慮し検討する。

計画額 0

当初予算額 0

3,910

H28

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指
定管理：市社会福祉協議会）

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄
さんがわ）、大串老人いこいの家及び陶
芸創作館は、利用状況をみながら運営
方法について検討をすすめていく。津田
老人福祉センターは、施設の老朽化を
考慮しながら指定管理を存続する。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指
定管理：市社会福祉協議会）

高齢者福祉施設を利用者が目的に
合わせて利用することにより、健康の
増進等を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ② ②社会参加の推進 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高齢者福祉施設管理事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　各施設においては、高齢者の健康増進や地域住民の交流の場の提供など、それぞれの地域
において必要な施設とし定着はしているが、高齢者等のニーズの多様化や利用状況等も鑑み、
今後の運営方法等を検討していく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

0 実績値 0

2,160 実績値 1,8492,064 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

1 計画値 1 計画値 1

実績値 0

1,500 計画値 1,500 計画値 1,500

1 計画値

活
動
指
標

利用者数 施設利用者数【高齢者生きがい発揮促進施設（椿の
庄さんがわ）、大串老人いこいの家、陶芸創作館】

人
計画値 1,500 計画値

成
果
指
標

運営に伴うトラブル発生件
数

運営上支障をきたすトラブルの件数

人
計画値

実績値 0 実績値

実績値 1,859 実績値

実績値 3

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

3 計画値 3 計画値 3

3

巡回件数 施設を巡回して、施設設備等のメンテネンスを行い、
適正に管理する。

件
計画値 3

実績値 0 実績値 3 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

537

地方債

H30

H27
|

H30

566

490

総合計画上の位置付け

――

854

950

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

款

会計

民生費

福祉施設費

社会福祉費

2,444

839

839

財源内訳

366

1,480

473

473

国県支出金

0

1,538

366

担当課

45

05

15

01

福祉施設管理事業

②

15

Ⅲ

②社会参加の推進

(15) 高齢者福祉の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

481

473

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

事
業
概
要

具
体
的
取
組

534

0

0 0

0

0

0

0

366

0

0

0

0

0

福祉総務課 記入日 令和1年6月28日

0.1 0.0

0.1 0.0

計画額

423

0

0

0

0

0お盆と年度末の時期に施設利用者と
清掃を実施した。
今後の施設利用について、施設利用
者と情報交換をした。
漏電の危険があった電灯の交換をし
た。

事業内容

527

566

525

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

事業目的 / 改善内容

地域老人会の活動の場として利用す
ることにより、住民の健康と福祉の増
進を図る事業である。

一般財源

2,051

2,022

事業費計

0

決算額

0

0

囲碁同好会の利用にとどまっている
ことから、地域組織活動育成事業の
拠点施設としての利用方法の検討を
行った。

施設周辺の危険箇所の管理（伐木
等）を実施した。

お盆と年度末の時期に施設利用者と
清掃を実施した。
電気料金の節約のために、電気契約
の見直しをした。

0

0

5660 0

364

825

473

882

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北
原ふれあい会館施設を運営管理する。

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北
原ふれあい会館施設を運営管理する。

0.1 0.0

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北
原ふれあい会館施設を運営管理する。

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北
原ふれあい会館施設を運営管理する。

北原ふれあい会館施設を運営管理を行った。

907

348

370

344

0

2,078

0

0

0

0

0

506

0.00.1

566

927

907

3,589

3,502

事業費（千円）

当初予算額

決算額

402

401

0

0



3,960

1,845

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

利用者数

計画値

実績値

計画値

実績値

高齢者の活動として北原ふれあい会館を利用した人
数

チェック項目（１～５点で評価）

2 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

なっている

優先度高い

／25点
必要はない

5 点

2 点

2

指標名

会館日数

日
実績値実績値

264計画値

H28H27

高齢者の活動として北原ふれあい会館を利用した日
数

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

264

259
活
動
指
標

評
価

264

5

二次評価（所属長）

実績値

計画値

実績値

実績値

方
向
性

理
由

本施設は建築後４５年を経過しており、老朽化していることから、公共施設再生基本計画で現津
田幼稚園に移転する予定としているが、選挙の際の投票所にもなっているため、隣接するきん
りん園や選挙管理員会との協議が必要である。

人

計画値

実績値

計画値

3,1063,433

3,960 3,960

計画値

実績値

評価点

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
⇒ 13

⇒

⇒
1 点

点2

点 11

点2

／25点

点1 点

2 点

点

計画値

実績値

実績値

計画値

2,065

264

257実績値 253

H30

計画値 計画値

268

計画値

計画値

実績値

3,960

計画値

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,630

決算額 0 0 267 4,226 4,493

0.2 0.0当初予算額 0 0 184 4,446

計画額 0 0 4,475

0.2 0.0当初予算額 0 0 184 4,606 4,790

262 4,442 4,704

155 4,320 4,475

H29

市内５箇所にあるふれあいプラザの維持管理について、高齢
者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成など地
域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢
者や一般市民の健康増進に寄与することを目的として実施す
る。

市内に類似施設が多数あることか
ら、受益者負担がまちまちであるが、
統一した見解づくりに向けた取り組み
の検討を継続する。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 165 4,554 4,719

282 4,444 4,726

0 0

決算額 0 0

0.2

155 4,320 4,475

0.2 0.0

0 1,034 17,267 18,301

― ―

0 155 4,320 4,475

17,900

0 688 17,926 18,614

0 620 17,280

0 155 4,320

決算額 0 0 223 4,155 4,378

155 4,320

H30

市内５箇所にあるふれあいプラザの維持管理について、高齢
者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成など地
域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢
者や一般市民の健康増進に寄与することを目的として実施す
る。

市内に類似施設が多数あることか
ら、受益者負担がまちまちであるが、
統一した見解づくりに向けた取り組み
の検討を継続する。

H27

具
体
的
取
組

市内５箇所にあるふれあいプラザの維持管理について、高齢
者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成など地
域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢
者や一般市民の健康増進に寄与することを目的として実施し
た。

巡回等が不十分であったため、28年
度においては施設メンテネンス等を
強化し、管理費用の縮減に努める。

計画額 0

当初予算額 0

4,475

H28

市内５箇所にあるふれあいプラザの維持管理について、高齢
者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成など地
域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢
者や一般市民の健康増進に寄与することを目的として実施す
る。

市内に類似施設が多数あることか
ら、受益者負担がまちまちであるが、
統一した見解づくりに向けた取り組み
の検討を継続する。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

高齢者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成な
ど地域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、
高齢者や一般市民の健康増進に寄与することを目的とする。

市内５箇所のふれあいプラザを管理
運営する事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ② ②社会参加の推進 目 45 福祉施設費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ふれあいプラザ管理事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　市内５か所にあるふれあいプラザは、地域における高齢者の健康増進や教養の向上、ボラン
ティア活動の育成など地域住民の交流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢者や一
般市民の健康増進に寄与するための施設として一定の役割は果たしているが、市内にある類
似施設との利用料金等の統一化に努める。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

0 実績値 0

26,604 実績値 24,91827,801 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

1 計画値 1 計画値 1

実績値 0

28,500 計画値 28,500 計画値 28,500

1 計画値

活
動
指
標

利用者数 市内５箇所のふれあいプラザの利用者数【鴨庄、小
田、鴨部、寒川、造田ふれあいプラザ】

人
計画値 28,000 計画値

成
果
指
標

運営に伴うトラブル発生件
数

運営上支障をきたすトラブルの件数

件
計画値

実績値 0 実績値

実績値 28,065 実績値

実績値 5

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

5 計画値 5 計画値 5

5

巡回件数 市内５箇所のふれあいプラザ施設を巡回して、施設設
備等のメンテネンスを行い、適正に管理する。

件
計画値 5

実績値 0 実績値 5 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域支え合い体制づくり事業 担当課 福祉総務課 記入日 令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③見守りと支援の仕組みづくり 目 05 社会福祉総務費

5,072

― ―0 5,126 5,217 10,343

0 0 5,072
H27

|
H30

事
業
概
要

平成２５年の災害対策基本法の改正において、避難行動要支
援者名簿を活用した実効性のある避難支援がなされるよう避
難行動要支援者名簿の作成が市町村に義務付けられた。こ
のため、名簿を活用し、避難支援や安否確認等に役立てると
ともに、平常時の地域の見守りや支え合い活動につなげてい
く。

災害時や災害が発生するおそれがあ
る場合に自力で避難することが困難
な方を避難行動要支援者として事前
に把握し、災害等による緊急時の避
難支援や安否確認などの支援体制を
整備する事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 1,319

H30

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、災害等による
緊急時の避難支援や安否確認など避難行動要支援者の生命
を守るために必要な措置を講ずるため基礎となる名簿を管理
し、また、新たな登録対象者を掲載するなどの更新を行う。

要援護者台帳システムの更新にあわせて、避難行動要
支援者名簿に係るＣＳＶファイルの加工機能、要援護者
申請書印刷機能、要援護者個別支援計画機能の追加を
行った。
上記の機能追加により、災害が発生したとき、又は災害
が発生するおそれがある場合に、安否確認や避難支
援、誘導を迅速かつ適切に実施した。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、災害等による
緊急時の避難支援や安否確認など避難行動要支援者の生命
を守るために必要な措置を講ずるため基礎となる名簿を管理
し、また、新たな登録対象者を掲載するなどの更新を行う。

名簿登録希望者及び新たに登録対
象者となった者を追加した避難行動
要支援者名簿を作成をするとともに、
情報提供についての同意が得られた
方を掲載した名簿を条件の整った避
難支援等関係者に提供した。

計画額 0

H28

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、災害等による
緊急時の避難支援や安否確認など避難行動要支援者の生命
を守るために必要な措置を講ずるため基礎となる名簿を管理
し、また、新たな登録対象者を掲載するなどの更新を行う。

名簿登録希望者及び新たに登録対
象者となった者を追加した避難行動
要支援者名簿を作成をするとともに、
情報提供についての同意が得られた
方を掲載した名簿を条件の整った避
難支援等関係者に提供した。

H29

計画額 0

当初予算額 0

1,478

0.2 0.0

0 1,320 4,784 7,423

0 0 1,156

0 0 1,478

1,156

0 0 1,478 1,478

0.0当初予算額 0 0 5,126 1,120

1,155

決算額 0 0 0 1,104 1,104

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 1,155

1,143 3,782

0

0

1,172 1,172

0.3

1,172

既存の災害時要援護者台帳システムを更新するとともに、災
害等による緊急時の避難支援や安否確認など避難行動要支
援者の生命を守るために必要な措置を講ずるため基礎となる
名簿を管理し、また、新たな登録対象者を掲載するなどの更
新を行う。

要援護者台帳システムの更新にあわせて、避難行動要
支援者名簿に係るＣＳＶファイルの加工機能、要援護者
申請書印刷機能、要援護者個別支援計画機能の追加を
行った。
上記の機能追加により、災害が発生したとき、又は災害
が発生するおそれがある場合に、安否確認や避難支
援、誘導を迅速かつ適切に実施した。

計画額 0 0

6,246

決算額 1,319 0 1,320

0 1,172

0.2

0 1,250 1,250

決算額 0 0 0 1,381 1,381

0.0当初予算額 0 0 0 1,464

計画額 0 0

1,464



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

2 計画値 2計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

避難行動要支援者名簿の
更新回数

いつ発生するかわからない災害に対応するために、
名簿情報の更新をする。

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

実績値

成
果
指
標

名簿登録者の内、情報提
供同意者の割合

避難行動要支援者名簿登録者の内、名簿情報を避難
支援等関係者に事前提供することに同意をした人の
割合
※小数点以下四捨五入

％
計画値 65 計画値

計画値 計画値

70 計画値 72

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値

計画値 74

実績値 68 実績値 67 実績値 69 実績値 66

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

10

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

13４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

3 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

2

理
由

　避難行動要支援者の状況（生活・心身含む健康状態・家族構成含む）は、日々変化しており、
登録形態及び情報の共有化等が追い付けない状態である。
　名簿情報を避難支援等関係者に事前提供することに同意しないとしていた者の中にも、生活
状況等が変化したため同意する又は、施設入所するなど変化があり、対応に苦慮している。
　今後は、障害福祉課、長寿介護課、市民課、危機管理課等全庁的に登録等に関わり行くべき
と考える。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



367,412

決算額 0 121,000 0 33,354 154,354

0.1 0.0当初予算額 0 291,400 0 76,012

計画額 0 0

H29

大川広域への負担金及びさわやか荘（社会福祉法人津田福
祉会）
施設整備に係る元利償還金の補助を行う。

大川広域行政組合養護老人ホーム
整備事業に伴うH29事業分負担金及
びH28繰越事業分（14,394千円）負担
金の支出、社会福祉法人の施設整備
に係る元利償還金への補助を行っ
た。

計画額 0 0

32,080

0.1 0.0当初予算額 0 237,800 0 15,782 253,582

0

H30

大川広域への負担金及びさわやか荘（社会福祉法人津田福
祉会）
施設整備に係る元利償還金の補助を行う。

大川広域行政組合養護老人ホーム
整備事業に伴うH30事業分負担金
（151,228千円）負担金の支出、社会
福祉法人の施設整備に係る元利償
還金への補助を行った。

決算額 0 294,100 0 20,664

決算額 0 37,900 0 31,737 69,637

H28

大川広域への負担金及びさわやか荘（社会福祉法人津田福
祉会）
施設整備に係る元利償還金の補助を行う。

一部事務組合に対する地方債償還
費負担金4件と老朽化に伴う施設整
備費負担金、社会福祉法人の施設整
備に関する元利償還金補助を行っ
た。

計画額 0 0

当初予算額 0 72,000 0 25,277

決算額 0 0 0 32,025 32,025

0 32,080 32,080

0 0 128,320

0 0 32,080

H27

具
体
的
取
組

大川広域への負担金及びさわやか荘（社会福祉法人津田福
祉会）
施設整備に係る元利償還金の補助を行った。

一部事務組合に対する負担金及び
社会福祉法人の施設整備に関する
元利償還金補助を行った。H28は、大
川広域行政組合と話し合いを持ち、
運営等の改善を図る。

計画額 0

当初予算額 0 0 0

H27
|

H30

事
業
概
要

高齢者福祉施設（さざんか荘、さわやか荘）に対する運営負担
金、償還負担金、補助金

高齢者福祉施設（さざんか荘、さわや
か荘）に対しての運営負担金、償還
負担金、補助金、介護保険事業特別
会計繰出金、防災改修に対する補助
金

計画額 0

当初予算額 0

128,320

― ―601,200 0 149,151 750,351

0 32,080

32,080 32,080

453,000 0 117,780 570,780

32,080

0.1 0.0

97,277

32,080 32,080

314,764

0.1 0.0

決算額 0

主要施策 ③ ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 老人福祉事業（長寿障害福祉課・負担金） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　現在、大川広域行政組合立さざんか荘養護老人ホームの老朽化に伴う施設整備を進めてお
り、事業に要する経費を構成する団体と負担しているが、今後の運営等に関する事項について
改善すべき点は構成団体と協議を重ねていく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

180 実績値 180

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

180 計画値 180 計画値 180

実績値 180

計画値 計画値

180 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

施設の定員 高齢者福祉施設（さざんか荘、さわやか荘）の定員

人
計画値

実績値 180 実績値

実績値 実績値

実績値 3

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

6 計画値 6 計画値 6

3

交付件数 負担金、補助金交付件数

件
計画値 5

実績値 5 実績値 6 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.00.10

0

0.1 0.0

0.1 0.0

0.1 0.0160

0

394

161

0

0

394

社会福祉法人等が利用者負担を減
免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る。

社会福祉法人等が利用者負担を減
免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る準備を整
えた。

全ての特別養護老人ホームで、低所
得者の利用者負担軽減を行うことが
できるよう体制が整備され、低所得者
の介護保険サ－ビス利用促進を図っ
ている。

0

0

0

0

0

0120

295

当初予算額

決算額

計画額

00

41

0

社会福祉法人等が利用者負担を減
免することにより、低所得者の介護
サービス利用促進を図る。

120

0

295

0 0

事業内容

0

99

生活困窮者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担
軽減を行った社会福祉法人等に対して、軽減額の一部を助成
する。

生活困窮者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担
軽減を行った社会福祉法人等に対して、軽減額の一部を助成
する。

生活困窮者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担
軽減を行った社会福祉法人等に対して、軽減額の一部を助成
する。

生活困窮者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担
軽減を行った社会福祉法人等に対して、軽減額の一部を助成
する。

利用者の申請に基づき、軽減の対象者を決定し、軽減割合・
有効期限等を記載した「利用者負担軽減確認証」を市が交付
したのは１名。社会福祉法人等は利用者が提示した確認証の
内容に基づき利用料を軽減するが、対象者が少数のため、補
助申請がなかった。

事業費（千円）

0

394

394

394

394

0

0

99

0計画額

当初予算額

決算額

社会福祉法人等が利用者負担を減
免することにより、低所得者の介護
サービス利用促進を図る。 0

0

0

279

事業費計

0

1,109

1,576

財源内訳

0

0

0

396

一般財源

0

0

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

1,180

830

0

③

15

Ⅲ

③見守りと支援の仕組みづくり

(15) 高齢者福祉の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

介護保険課 記入日 令和1年6月20日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

担当課

10

05

15

01 一般会計

目

項

款

会計

99

99

40

H27
|

H30

事
業
概
要

0

99

99

0

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

民生費

老人福祉費

社会福祉費

老人福祉事業（介護保険課・繰出金除く）

事業目的 / 改善内容

具
体
的
取
組

H30

0

0

0

0

0

295

295

0

0

0

295

295



計画値

実績値

実績値

計画値

1

0

計画値

実績値

1

実績値

計画値

実績値

H30

計画値

実績値

計画値

1

0

一次評価（担当者）

18 点

チェック項目（１～５点で評価）

件

件

3 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

⇒

1

0

計画値

0

19 点

実績値

計画値

実績値

計画値

H29

1

0

計画値

実績値

1

0

計画値

実績値

評
価

計画値

点5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

活
動
指
標

実績値

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

生活困窮者等に対する介護保険サービスに係る利用
者負担軽減を行った社会福祉法人等に対して、軽減
額の一部を助成する。

4 点

5 点

二次評価（所属長）

／25点

方
向
性

理
由

この事業は社会福祉法人等が、その社会的・公益的な役割を果たす一環として、低所得者に対
して、利用者負担の軽減に取り組み、市がその軽減にかかる費用を助成する制度であり、その
機会を確保するためにも、事業自体は維持する必要がある。
　ただ、負担限度額認定や高額サービス費による還付など他の負担軽減制度もあり、この制度
の利用者は少ない。

利用者からの申請に基づき、決定した軽減対象者に、
軽減割合・有効期限等を記載した「利用者負担軽減確
認証」を交付する。社会福祉法人等は利用者が提示
した確認証の内容に基づき利用料を軽減する。

指標名 H28H27

1

1

実績値

利用者負担軽減確認証交
付件数

社会福祉法人等利用者負
担減免補助金申請件数

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件
計画値

計画値

実績値

1

0

3

点

点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

実績値

計画値

実績値

5 点

3 点

3 点

3 点

／25点

3
必要性高い

なっている

優先度高い

⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



13,233

決算額 0 0 3,077 9,586 12,663

0.3 0.0当初予算額 0 0 2,095 11,138

計画額 0 0 16,177

0.3 0.0当初予算額 0 0 3,889 8,948 12,837

2,675 9,964 12,639

10,212 5,965 16,177

H29

敬老事業：80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支
給する。
敬老祝金：80歳（2,500円）88歳（5,000円）99歳以上（7,500円）
の高齢者に祝金（さぬき市商品券）を支給する。

本年度から敬老祝金の支給額を従来
の額から半額に減額し、改善を図っ
た。
また現在敬老会を実施している支会・
自治会、いきいきネット等をサポート
し、特色ある取組を広く啓発した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 10,212 6,634 16,846

5,026 11,358 16,384

0 0

決算額 0 0

0.3

10,212 5,965 16,177

0.3 0.0

0 19,851 37,303 57,154

― ―

0 10,212 5,695 15,907

64,438

0 26,408 32,415 58,823

0 40,848 23,590

0 10,212 5,695

決算額 0 0 9,073 6,395 15,468

10,212 5,965

H30

敬老事業：80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支
給する。
敬老祝金：80歳（2,500円）88歳（5,000円）99歳以上（7,500円）
の高齢者に祝金（さぬき市商品券）を支給する。

事業の改善を図る目的で、自治会等
が敬老会を実施する際の運営マニュ
アル等を見直し、わかりやすい内容
に改定し、会の運営をサポートし、事
業の参考としてもらった。

H27

具
体
的
取
組

敬老事業：80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を自
治会等に支給した。
敬老祝金：80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000
円）の高齢者に祝金（さぬき市商品券）を支給した。

自治会等が敬老会を実施する際のマ
ニュアル等を作成し、会の運営時に
参考としてもらうような取り組みを行っ
た。２８年度はマニュアルの内容を見
直し、よりわかりやすい内容とするよ
う努める。

計画額 0

当初予算額 0

15,907

H28

敬老事業：80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支
給する。
敬老祝金：80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000
円）の高齢者に祝金（さぬき市商品券）を支給する。

自治会等が敬老会を実施する際の運
営マニュアル等をわかりやすい内容
に見直し、会の運営時の参考としても
らうような概要版を作成し、事業の改
善を図る。
平成２９年度から、敬老祝金支給額を

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

多年にわたり社会に貢献してきた高齢者に対し、長寿のお祝
いをする。

希薄になりつつある高齢者への敬愛
の気持ちをあらわすとともに、地域ぐ
るみで高齢者やその家族を温かく見
守る環境を醸成する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ③ ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 敬老記念事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 3

理
由

　敬老記念事業には、２つの事業があります。８０歳・８８歳・９９歳以上の方への節目のお祝金
の支給事業と、市内各自治会や団体等に対する敬老会事業等への補助事業があります。
　後期高齢者（７５歳以上）の人口は、２０２８年までは増加する見込みである中、本事業につい
ては、各方面から事業の内容についての改善等の意見を頂いており、様々な検討を毎年重ね
てきておりますが、各地域・自治会等の負担とならない様な改善内容にする必要があり、具体的
な改善策には至っておりません。
　本事業が、高齢者を敬愛する事業であるとともに、地域コミュニティ醸成事業になっていくよう、
関係機関等とも連携を図りながら、引き続き本事業の検討、協議を重ねたいと考えます。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

16
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点15
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

39 実績値 39

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

40 計画値 40 計画値 40

実績値 35

計画値 計画値

37 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

自治会等での敬老会の開
催割合

実績報告書による。
敬老会開催団体／事業申請団体

％
計画値

実績値 37 実績値

実績値 実績値

実績値 2

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

1

敬老会運営マニュアルの
作成

敬老会運営マニュアルを作成し、自治会等に配布する
ことで、事業主旨の理解をはかる。

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



474

決算額 252 0 0 85 337

0.3 0.0当初予算額 355 0 0 119

計画額 312 0 416

0.1 0.0当初予算額 507 0 0 169 676

0 78 310

0 169 676

H29

・さぬき社会福祉協議会へ一部委託し、市民後見人養成のた
めの研修と適切な活動のための支援を実施する。
・さぬき市市民後見推進事業検討委員会を設置し、市民後見
人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築を図る。
・広報やパンフレット等により周知、啓発を行い、市民後見人
の活動を推進する。

市民後見推進事業検討委員会にて
協議しながら、市民後見人養成研修
を実施した。研修修了者を市民後見
人名簿に登録し、権利擁護の新たな
担い手を養成することができた。

計画額 507 0

決算額 232 0

当初予算額

0 0

決算額

0 0 0

0 0 163 647

― ―

1,092

0 0 288 1,150

0 0 273

0 0 0

決算額

0 104

H30

・さぬき社会福祉協議会へ一部委託し、市民後見人の適切な
活動のための研修や支援を実施する。
・さぬき市市民後見推進事業検討委員会を設置し、市民後見
人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築を図る。
・広報やパンフレット等により周知、啓発を行い、市民後見人
の活動を推進する。

市民後見人養成研修修了者に対し、
定期的な研修を通して資質向上を図
り、その活動を推進した。市民後見推
進事業検討委員会において市民後
見人の支援体制について協議した
が、引き続き活動を支援していく必要

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

当初予算額

0

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

認知症高齢者の福祉を増進することを目的に、権利擁護の新
たな担い手として市民後見人を養成する。

市民後見人を確保できる体制を整
備・強化し、その活動を推進すること
で成年後見制度の利用促進を図る。

計画額 819

当初予算額 862

決算額 484

主要施策 ③ ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市民後見推進事業 担当課 介護保険課 記入日 令和1年6月20日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　市民後見人養成研修の修了者に対して、継続してフォローアップ研修を実施することで、資質
向上を図る。また、市民後見人として選任された後の活動を支援するため、支援体制の整備・強
化を図る必要がある。
　昨年度作成したパンフレットの配布により、成年後見制度及び市民後見人の活動について、
周知・啓発を行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

22
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点22
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 6

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 5 点

点 4

計画値 10 計画値 5

実績値 6

計画値 計画値

計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

市民後見人候補者名簿へ
の登録者数

市民後見人養成研修を修了し今後市民後見人として
の活動を希望する、市民後見人候補者名簿登録者。

人
計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

実績値 11

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

計画値 20 計画値 10

12

市民後見人養成のための
研修の受講者数

市民後見人養成のための基本カリキュラムである基
礎研修と実践研修、フォローアップ研修の受講者。

人
計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



171,600

決算額 0 0 31,838 110,474 142,312

0.4 -当初予算額 0 0 33,416 138,184

計画額 0 0 172,445

0.4 -当初予算額 0 37,100 33,294 139,295 209,689

33,345 113,657 183,202

32,653 139,792 172,445

H29

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において
養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入
所措置を行う。

心身及び経済的理由から居宅におい
て生活することが困難な高齢者を、
適正に養護老人ホームへ入所措置を
行い、また、軽費老人ホーム行基ハ
イツに火災時の人命救助としてスプリ
ンクラーの設置を行った。

計画額 0 0

決算額 0 36,200

-当初予算額 0 0 33,319 144,568 177,887

33,122 117,034 150,156

0 0

決算額 0 0

0.4

32,653 139,792 172,445

0.4 -

36,200 133,259 463,345 632,804

― ―

0 32,653 143,965 176,618

693,953

37,100 132,682 566,012 735,794

0 130,612 563,341

0 32,653 143,965

決算額 0 0 34,954 122,180 157,134

32,653 139,792

H30

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において
養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入
所措置を行う。

心身及び経済的理由から居宅におい
て生活することが困難な高齢者を、
適正に養護老人ホームへ入所措置を
行った。

H27

具
体
的
取
組

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において
養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入
所措置を行った。

養護老人ホーム（さざんか荘）の施設
も老朽化していることから、将来を見
据えた運営等の在り方等について、
検討を行った。

計画額 0

当初予算額 0

176,618

H28

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において
養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入
所措置を行う。

居宅において養護を受けることが困
難な高齢者に養護老人ホームへの適
切な入所措置、施設運営等を行って
いる。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において
養護を受けることが困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入
所措置する。
また、軽費老人ホーム（行基ハイツ）及び生活支援ハウス（日
盛苑）の指定管理業務をさぬき市社会福祉協議会に指定して
いる。

身体上若しくは精神上、環境上の理
由により居宅において養護を受ける
ことが困難な高齢者を養護老人ホー
ム等に入所措置する。また軽費老人
ホーム及び生活支援ハウスの指定管
理業務を社協に指定管理する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ④ ④地域包括ケアシステムの構築 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高齢者入所施設委託事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　身体上もしくは精神上の理由により、居宅における養護を受けることが困難な高齢者を老人福
祉法に基づく法的事務であり、独居の高齢者が増加傾向にあるため、高齢者の居住環境や経
済的理由を考慮し、養護老人ホームや自立した支援を支える軽費老人ホーム等の入所や支援
は増加する状況において、低所得等で他の施設では負担が困難な人が安心して生活できる場
を提供できるよう継続していく必要がある。
　また、軽費老人ホーム等の施設運営について、継続して社会福祉協議会等へ指定管理を行っ
ていく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

60 実績値 59

45 実績値 4346 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 5

75 計画値 75 計画値 75

実績値 52

50 計画値 50 計画値 50

75 計画値

活
動
指
標

軽費老人ホーム入所者数 日盛苑・行基ハイツの入所者数【年度末】

人
計画値 50 計画値

成
果
指
標

養護老人ホーム入所（措
置）者数

さざんか荘、盲香東園の入所者（措置）数【年度末】

人
計画値

実績値 66 実績値

実績値 45 実績値

50

実績値 150

軽費老人ホーム定員数 日盛苑・行基ハイツの定員数

人
計画値 50 計画値 計画値 50

実績値 50 実績値 50 実績値 50 実績値

5050 計画値

150 計画値 150 計画値 150

150

養護老人ホーム定員数 さざんか荘、盲香東園の定員数

人
計画値 150

実績値 150 実績値 150 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



7,801

決算額 0 0 83 2,216 2,299

0.3 0.0当初予算額 0 0 139 7,662

計画額 0 0 2,815

0.3 0.0当初予算額 0 0 156 7,872 8,028

119 2,311 2,430

204 2,611 2,815

H29

在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急
通報装置の設置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給
付や老人用電話の貸与
（対象者：概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし
老人等）

対象となる高齢者や家族、民生委員
等からの相談を受け訪問、申請、給
付をした。事業内容を広報誌、介護
支援専門員担当者会、民生・児童委
員会等で周知し、必要な方へ適切な
サービスが提供できるよう努めた。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 172 2,257 2,429

121 1,751 1,872

0 0

決算額 0 0

0.2

204 2,611 2,815

0.2 0.0

0 477 8,298 8,775

― ―

0 204 2,611 2,815

11,260

0 671 20,402 21,073

0 816 10,444

0 204 2,611

決算額 0 0 154 2,020 2,174

204 2,611

H30

在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急
通報装置の設置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給
付や老人用電話の貸与
（対象者：概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし
老人等）

事業対象となる高齢者やその家族、
民生委員、ケアマネージャー等から
の相談・申請により給付した。事業内
容を広報等で周知し、必要な方への
適切なサービスが提供できるよう努
めた。

H27

具
体
的
取
組

在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や緊急
通報装置の設置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給
付や老人用電話の貸与を行った。
（対象者：概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし
老人等）

事業対象となる高齢者やその家族、
ケアマネージャーからの相談・申請に
より給付した。２８年度は事業内容を
広報等で周知し、必要な方への適切
なサービスが提供できるよう努める。

計画額 0

当初予算額 0

2,815

H28

在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急
通報装置の設置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給
付や老人用電話の貸与
（対象者：概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし
老人等）

事業対象となる高齢者やその家族、
ケアマネージャーからの相談・申請に
より給付した。事業内容を広報誌、ケ
アマネ担当者会、民生・児童委員会
等で周知し、必要な方への適切な
サービスが提供できるよう努めた。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

一人暮らし高齢者等に対し、日常生活用具等を給付する。 高齢者が安心して在宅での生活が続
けられるよう環境の整備を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ④ ④地域包括ケアシステムの構築 目 10 老人福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高齢者在宅福祉サービス事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　本事業は、「さぬき市高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画」の中の基本目標の一つ
として、在宅で生活する一人暮らしの高齢者の生活支援を行っている事業です。
　本市において、住み慣れた地域で安心して幸せに暮らせるまちづくりを目指す一方で、一人暮
らしの高齢者は年々増加しており、緊急通報装置によって、救急要請するケースも増えてきてお
ります。
　必要な方に各方面から情報提供等ができるよう、地域包括支援センター、各事業所の介護支
援専門員、民生委員、関係機関とも常に連携を図りながら、本事業の周知や啓発活動を今後も
継続して実施していきたいと考えます。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

16
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点16
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

80 実績値 74

0 実績値 03 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

107 計画値 107 計画値 107

実績値 59

6 計画値 6 計画値 6

107 計画値

活
動
指
標

日常生活用具給付件数 火災警報器等の給付件数

件
計画値 6 計画値

成
果
指
標

緊急通報装置利用者数 緊急通報装置を利用している人数

人
計画値

実績値 93 実績値

実績値 4 実績値

2

実績値 4

ケアマネージャーへの周
知

ケアマネージャーの連絡会等で周知する。

回
計画値 0 計画値 計画値 1

実績値 0 実績値 1 実績値 2 実績値

11 計画値

1 計画値 1 計画値 1

2

広報等による周知 事業周知が不可欠なことから、広報等で事業内容を
周知する

回
計画値 0

実績値 0 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



11,866

決算額 0 0 0 11,866 11,866

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 11,866

計画額 0 0 11,157

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 11,780 11,780

0 11,778 11,778

0 11,157 11,157

H29

障害者生活支援（相談支援） 障害者相談支援事業所９か所に委託
して実施した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 11,377 11,377

0 11,376 11,376

0 0

決算額 0 0

0.3

0 11,157 11,157

0.3 0.0

0 0 46,176 46,176

― ―

0 0 11,157 11,157

44,628

0 0 46,180 46,180

0 0 44,628

0 0 11,157

決算額 0 0 0 11,156 11,156

0 11,157

H30

障害者生活支援（相談支援） 障害者相談支援事業所９か所に委託
して実施した。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

障害者生活支援（相談支援） 障害者相談支援事業所９か所に委託
して実施した。

計画額 0

当初予算額 0

11,157

H28

障害者生活支援（相談支援） 障害者相談支援事業所９か所に委託
して実施した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害のある人が、その有する能力や適性に応じて自立した日
常生活又は社会生活を営むことができるよう、住民に最も身近
な市を中心として事業を実施する。
地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえ、地域の事情
に応じた柔軟な事業形態となるよう、創意工夫により事業を効
率的・効果的に実施する。

障害者等、障害児の保護者又は障害
者等の介護を行う者などからの相談
に応じ、必要な情報の提供等の便宜
を図ることや、権利擁護のために必
要な援助を行います。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①相談体制の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者地域生活支援事業（障害者生活支援関係） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

当該事務は障害者総合支援法に基づく法定事務であり、障害のある方がその有する能力や適
性に応じ自立した日常生活及び社会生活を営むことができる地域社会の実現を目的としてお
り、今後も事業の継続的な実施が必要。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

17
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

3,282 実績値 2,999

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

3,500 計画値 3,500 計画値 3,500

実績値 3,384

計画値 計画値

3,500 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

相談支援件数 相談支援の延件数

件
計画値

実績値 3,225 実績値

実績値 実績値

実績値 9

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

9 計画値 9 計画値 9

9

障害者相談支援事業実施
数

市が委託して障害者相談支援事業を実施している事
業所数

か所
計画値 9

実績値 9 実績値 9 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



53,447

決算額 38,794 0 0 8,886 47,680

0.7 0.0当初予算額 39,750 0 0 13,697

計画額 70,320 0 93,875

0.6 0.0当初予算額 40,830 0 0 13,836 54,666

0 16,372 57,299

1 21,169 84,370

H29

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（13件）
育成医療費支給業務（29レセプト）
肢体不自由児等通所医療

対象となる児童等の保護者や障害児
相談支援事業所からの相談、申請に
より給付している。支給基準に拠る
「療育」の目的を明らかにし、今後更
なる支給量の適正化を図る。

計画額 63,200 0

決算額 40,927 0

0.0当初予算額 47,737 0 0 16,172 63,909

0 14,551 52,225

57,000 0

決算額 37,674 0

0.6

1 19,084 76,085

0.5 0.0

0 0 53,816 217,620

― ―

0 0 16,109 63,734

323,566

0 0 59,814 235,756

0 3 81,418

0 0 17,611

決算額 46,409 0 0 14,007 60,416

1 23,554

H30

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（12件）
育成医療費支給業務（66レセプト）
肢体不自由児等通所医療

対象となる児童等の保護者や障害児相談
支援事業所からの相談、申請により給付
している。支給基準に拠る「療育」の目的
を明らかにし、今後更なる支給量の適正
化を図る。（この事業は、組織改編のた
め、令和元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

・障害児等通所給付費支給（74人）
・障害者自立支援給付費支給（31人）
・補装具支給（21件）
・育成医療費支給（65レセプト）

対象となる児童等の保護者や障害児
相談支援事業所からの相談、申請に
より給付している。給付人数に比較し
て給付量が多いため、必要な児童等
へ必要なサービス（質、量）が提供で
きるよう努める。

計画額 51,625

当初予算額 47,625

69,236

H28

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（13件）
育成医療費支給業務（41レセプト）
肢体不自由児等通所医療

対象となる児童等の保護者や障害児
相談支援事業所からの相談、申請に
より給付している。支給基準を定めた
ことにより「療育」の目的を明らかに
し、今後の支給量の適正化を図って
いく。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
育成医療費支給業務

児童福祉法及び障害者総合支援法
による障害児通所支援や障害者福祉
サービス等の給付を行うことにより、
障害児が地域で安心して暮らせる社
会の構築を図る。

計画額 242,145

当初予算額 175,942

決算額 163,804

主要施策 ② ②障害児への支援 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者自立支援給付事業（障害児） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

児童福祉法及び障害者総合支援法に基づく法定事務であり、障害児とその保護者が地域で
安心して暮らせるよう、日中活動の場や福祉用具等の充実を図るもの。ことに日中活動の支
援については、従来の「療育の場」としての役割を拡充し、個々のケースにより対応していく。
なお、障害児通所事業所の質の低下が全国的な問題にもなっているため、香川県と連携しな
がら事業所への指導監査等の立ち入り調査を適宜実施し、療育の体制（支援の量や質等）を
確認・指導していくこととしたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

21
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くな
る）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

69 実績値 68

29 実績値 6641 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

70 計画値 70 計画値 70

実績値 65

60 計画値 60 計画値 60

70 計画値

活
動
指
標

育成医療費請求レセプト
件数

実際に医療費として計上された件数により把握する
もの。

件
計画値 60 計画値

成
果
指
標

受給者数 計画相談により、支援（障害児等通所給付）に結び
ついたものを把握する。

人
計画値

実績値 69 実績値

実績値 65 実績値

実績値 65

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

70 計画値 70 計画値 70

68

相談申請件数 障害児等通所給付を希望する、年間の実相談件
数。

件
計画値 70

実績値 69 実績値 69 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



428

決算額 213 0 0 214 427

0.1 0.0当初予算額 213 0 0 215

計画額 214 0 428

0.1 0.0当初予算額 320 0 0 323 643

0 322 643

0 322 643

H29

さぬき市社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、施設整
備事業にかかる借入金の利子補給を行った。
　真清水荘（平成29年度終了予定）
　香東園（平成32年度終了予定）

社会福祉法人真清水荘と香東園の
施設整備事業にかかる借入金の利
子補給を行った。

計画額 321 0

決算額 321 0

0.0当初予算額 429 0 0 430 859

0 430 859

429 0

決算額 429 0

0.1

0 430 859

0.1 0.0

0 0 1,534 3,064

― ―

0 0 568 1,135

3,065

0 0 1,536 3,065

0 0 1,534

0 0 568

決算額 567 0 0 568 1,135

0 214

H30

さぬき市社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、施設整
備事業にかかる借入金の利子補給を行った。
　香東園（平成32年度終了予定）

社会福祉法人香東園の施設整備事
業にかかる借入金の利子補給を行っ
た。

H27

具
体
的
取
組

さぬき市社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、施設整
備事業にかかる借入金の利子補給を行った。
　のぞみ園（平成27年度終了）
　真清水荘（平成29年度終了）
　香東園（平成32年度終了）

のぞみ園に対する利子補給期間が
終了した。

計画額 567

当初予算額 567

1,135

H28

さぬき市社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、施設整
備事業にかかる借入金の利子補給を行った。
　真清水荘（平成29年度終了予定）
　香東園（平成32年度終了予定）

社会福祉法人真清水荘と香東園の
施設整備事業にかかる借入金の利
子補給を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

社会福祉施設の整備を促進するため、独立行政法人福祉医
療機構から資金の借入を行う社会福祉法人等（既に施設整備
のために借入を行っている法人を含む。）に対して、利子の補
給を行う。

社会福祉施設の整備を促進するた
め、独立行政法人福祉医療機構から
資金の借入を行う社会福祉法人等
（既に施設整備のために借入を行っ
ている法人を含む。）に対して、利子
の補給を行う。

計画額 1,531

当初予算額 1,529

決算額 1,530

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 05 社会福祉総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会福祉施設整備促進事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

　社会福祉施設を整備した社会福祉法人に対する経済的支援を行うことにより、社会福祉施設
の整備を促進し、整備後の安定運営を図ることが必要であり、継続実施と考える。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

21
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

140 実績値 140

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

140 計画値 140 計画値 80

実績値 80

計画値 計画値

210 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

施設の定員 利子補給対象施設の定員

人
計画値

実績値 210 実績値

実績値 実績値

実績値 1

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

2 計画値 2 計画値 1

2

利子補給件数 利子補給施設の件数

件
計画値 3

実績値 3 実績値 2 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



199,418

決算額 53,601 0 639 108,539 162,779

0.4 0.0当初予算額 62,244 0 0 137,174

計画額 58,560 0 173,103

0.4 0.0当初予算額 61,150 0 0 120,975 182,125

1,262 112,805 167,535

1 114,542 173,103

H29

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に
限る）については、一部自己負担金を求めない。また、加入の
医療保険世帯全員が、住民税非課税の場合にも一部自己負
担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。H29.8月診療分からは

事業内容を広報等で周知した。
Ｈ29.8月診療分から一部自己負担金
なし及びさぬき市東かがわ市の契約
医療機関では、現物給付とした。
ただし、入院、７０歳以上及び後期高
齢者については、償還給付。

計画額 58,560 0

決算額 53,468 0

0.0当初予算額 56,100 0 1 108,114 164,215

1,428 100,528 154,044

58,560 0

決算額 52,088 0

0.4

1 114,542 173,103

0.4 0.0

0 4,424 424,863 642,384

― ―

0 1 114,542 173,103

692,412

0 2 480,805 718,861

0 4 458,168

0 1 114,542

決算額 53,940 0 1,095 102,991 158,026

1 114,542

H30

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に
限る）については、一部自己負担金を求めない。また、加入の
医療保険世帯全員が、住民税非課税の場合にも一部自己負
担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

事業内容を広報等で周知した。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に
限る）については、一部自己負担金を求めない。また、加入の
医療保険世帯全員が、住民税非課税の場合にも一部自己負
担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

事業内容を広報等で周知した。
計画額 58,560

当初予算額 58,560

173,103

H28

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に
限る）については、一部自己負担金を求めない。また、加入の
医療保険世帯全員が、住民税非課税の場合にも一部自己負
担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

事業内容を広報等で周知した。
計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

重度心身障害者等に医療費の一部を支給することにより、健
康の保持及び増進並びに生活の安定に寄与し、重度心身障
害者等の福祉の向上を図ることを目的とする。

重度心身障害者等について、医療費
の一部を支給することにより、その健
康の保持及び増進並びにその生活
の安定に寄与し、もって重度心身障
害者等の福祉の向上を図る。

計画額 234,240

当初予算額 238,054

決算額 213,097

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 重度心身障害者等医療費支給事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

障害者は健常者に比べ医療機関での受診機会が多く、医療費の一部を支給することにより、障
害者世帯の経済的負担の軽減することができる。また、医療費助成を受けることにより安心して
医療を受けることができ、障害者の健康の保持及び増進につながる。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

37,212 実績値 40,732

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

39,000 計画値 39,000 計画値 39,000

実績値 38,776

計画値 計画値

40,000 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

重心医療支給申請件数 受給資格者が医療機関で受診した１レセプトを１件と
した支給件数。

件
計画値

実績値 38,071 実績値

実績値 実績値

実績値 1

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

2

広報等による周知 事業周知が不可欠なことから、広報等で事業内容を
周知する

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



35,963

決算額 21,005 0 0 11,623 32,628

0.2 0.0当初予算額 22,812 0 0 13,151

計画額 24,351 0 38,255

0.3 0.0当初予算額 22,856 0 0 13,061 35,917

0 11,791 32,348

0 13,904 38,255

H29

特別障害者手当支給業務　（延べ支給対象者数　880人)
障害児福祉手当支給業務　（延べ支給対象者数　252人)
心身障害者扶養共済制度掛金助成業務　（対象者数　12人）
心身障害児福祉年金支給業務　（支給対象者数　105人）

広報等で周知し申請により審査を行
い、一定の要件を満たす障害者・児
等に対して支給している。

計画額 24,351 0

決算額 20,557 0

0.0当初予算額 24,119 0 0 13,835 37,954

0 12,068 33,173

24,351 0

決算額 21,105 0

0.5

0 13,904 38,255

0.5 0.0

0 28 48,133 133,002

― ―

0 0 13,904 38,255

153,020

0 0 53,951 148,089

0 0 55,616

0 0 13,904

決算額 22,174 0 28 12,651 34,853

0 13,904

H30

特別障害者手当支給業務　（延べ支給対象者数　893人)
障害児福祉手当支給業務　（延べ支給対象者数　262人)
心身障害者扶養共済制度掛金助成業務　（対象者数　12人）
心身障害児福祉年金支給業務　（支給対象者数　92人）

広報等で周知し申請により審査を行
い、一定の要件を満たす障害者・児
等に対して支給している。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

特別障害者手当支給(延べ支給対象者数 940人)　　・障害児
福祉手当支給(延べ支給対象者数300人)経過的福祉手当支
給(延べ支給対象者数12人)　　・心身障害者扶養共済制度掛
金助成(対象者16人)　　・心身障害児福祉年金支給(対象者
103人)

広報等で周知し申請により審査し一
定の要件を満たす障害者に対して支
給している。

計画額 24,351

当初予算額 24,351

38,255

H28

特別障害者手当支給(延べ支給対象者数 896人)　　・障害児
福祉手当支給(延べ支給対象者数274人)　　・心身障害者扶養
共済制度掛金助成(対象者14人)　　・心身障害児福祉年金支
給(対象者105人)

広報等で周知し申請により審査し一
定の要件を満たす障害者に対して支
給している。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

特別障害者手当支給業務
障害児福祉手当支給業務
経過的福祉手当支給業務
心身障害者扶養共済制度掛金助成業務
心身障害児福祉年金支給業務

日常生活で常時介護を必要とする在
宅の重度障害者（児）に、手当等を支
給することにより経済的援助を行うと
ともに、福祉の増進に寄与するもので
す。

計画額 97,404

当初予算額 94,138

決算額 84,841

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害福祉手当等支給事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

　特別障害者手当等については法定事務であり、その他手当についても心身障害者・児等への
経済的支援の実施により、生活の安定と福祉の増進を図るものである。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

1,170 実績値 1,132

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

1,250 計画値 1,250 計画値 1,250

実績値 1,155

 計画値 計画値

1,250 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

特別障害者(児)手当支給
件数

特別障害者・障害児福祉手当等の支給人数

人
計画値

実績値 1,252 実績値

実績値 実績値

実績値 1

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

1

広報等による周知 広報等で事業内容を広く周知する

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,019,149

決算額 728,637 0 0 234,829 963,466

2.0 0.0当初予算額 763,200 0 0 255,949

計画額 856,680 0 1,143,670

2.0 0.0当初予算額 714,307 0 0 239,431 953,738

268,801 987,589

1 260,899 1,039,700

H29

障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（101件）
更生医療費支給業務（1,458レセプト）
療養介護医療費支給業務

対象となる障害者本人やその保護
者、計画相談支援事業所からの相
談、申請により、本市における支給基
準に従い給付している。

計画額 778,800 0

決算額 718,788

0.0当初予算額 721,125 0 1 241,708 962,834

0 228,777 898,546

708,000 0

決算額 669,769 0

1.9

1 237,189 945,190

1.9 0.0

0 0 955,639 3,731,509

― ―

0 0 217,166 864,941

3,988,000

0 1 954,254 3,800,662

0 4 1,000,741

0 1 215,664

決算額 658,676 0 223,232 881,908

1 286,989

H30

障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（84件）
更生医療費支給業務（1,496レセプト）
療養介護医療費支給業務

対象となる障害者本人やその保護
者、計画相談支援事業所からの相
談、申請により、本市における支給基
準に従い給付している。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

・障害者自立支援給付費支給（370人）
・補装具支給（113件）
・更生医療費支給（1,236レセプト）
・療養介護医療支給（12人）

対象となる障害者本人やその保護
者、計画相談支援事業所からの相
談、申請により給付している。支給基
準等を定めることにより適切な支給を
進めるとともに、必要なサービス（質、
量）が提供できるよう努める。

計画額 643,775

当初予算額 647,775

859,440

H28

障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務（102件）
更生医療費支給業務（1,221レセプト）
療養介護医療費支給業務

対象となる障害者本人やその保護
者、計画相談支援事業所からの相
談、申請により給付している。支給基
準を定め、さぬき市における一般的
な給付の考え方を明確にした。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
更生医療費支給業務
療養介護医療費支給業務

障害者総合支援法による障害者福祉
サービスの給付を行うことにより、障
害者等が地域で安心して暮らせる社
会の構築を図る。

計画額 2,987,255

当初予算額 2,846,407

決算額 2,775,870

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者自立支援給付事業（障害者） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく法定事務であり、市を実施主体とし、障害者・児
が地域で安心して暮らせるよう、障害福祉サービスや福祉用具等の充実を図るもの。適切な
サービス検討のため、計画相談支援事業所への情報提供や助言、協議を深めるよう努めるこ
ととする。また、事業所の質の担保や給付費の適正化を図るため、事業所への指導監査等の
立ち入り調査を適宜実施していくこととしたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

22
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点22

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くな
る）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

399 実績値 400

1,458 実績値 1,4961,221 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

420 計画値 430 計画値 440

実績値 380

1,230 計画値 1,230 計画値 1,230

410 計画値

活
動
指
標

更生医療費請求レセプト
件数

実際に医療費として計上された件数により把握する
もの。

件
計画値 1,230 計画値

成
果
指
標

受給者数 相談申請により、自立支援給付の支給に結びつい
たものを把握する。

人
計画値

実績値 413 実績値

実績値 1,236 実績値

実績値 380

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

420 計画値 430 計画値 440

400

相談申請件数 自立支援給付（障害福祉サービス）を希望する、年
間の相談申請件数。

件
計画値 410

実績値 413 実績値 399 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,232

決算額 38 0 0 798 836

0.3 0.0当初予算額 428 0 0 3,804

計画額 361 0 2,197

0.4 0.0当初予算額 428 0 0 4,094 4,522

0 1,360 1,584

0 1,836 2,197

H29

・ガイドヘルパー派遣事業(延べ利用者 67人)
・障害者住宅改造助成(1件)
・難聴児補聴器購入費助成(1件)
・点字新聞講読
・障害者福祉タクシー助成事業（使用実績 162枚）

申請により障害児の通園通学に必要
に応じてガイドヘルパーを派遣してい
る。
重度の障害を持ちながら在宅で生活
する方に対し、タクシー料金の一部を
助成する。

計画額 361 0

決算額 224 0

0.0当初予算額 361 0 0 1,846 2,207

0 1,493 1,790

361 0

決算額 297 0

0.2

0 1,836 2,197

0.2 0.0

0 0 4,706 5,265

― ―

0 0 1,836 2,197

8,788

0 0 11,580 13,158

0 0 7,344

0 0 1,836

決算額 0 0 0 1,055 1,055

0 1,836

H30

・ガイドヘルパー派遣事業(延べ利用者 52人)
・障害者住宅改造助成（0件）
・難聴児補聴器購入費助成（1件）
・点字新聞講読
・障害者福祉タクシー助成事業（使用実績 162枚）
・市主催行事に係る手話通訳及び要約筆記費

申請により障害児の通園通学に必要に応
じてガイドヘルパーを派遣している。
重度の障害を持ちながら在宅で生活する
方に対し、タクシー料金の一部を助成す
る。
（この事業は、組織改編のため、令和元年
度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

・ガイドヘルパー派遣事業(延べ利用者 67人)
・障害者住宅改造助成(0件)
・難聴児補聴器購入費助成(0件)
・点字新聞講読

申請により障害児の通園通学に必要
に応じてガイドヘルパーを派遣してい
る。

計画額 361

当初予算額 361

2,197

H28

・ガイドヘルパー派遣事業(延べ利用者 76人)
・障害者住宅改造助成(1件)
・難聴児補聴器購入費助成(1件)
・点字新聞講読

申請により障害児の通園通学に必要
に応じてガイドヘルパーを派遣してい
る。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

ガイドヘルパー派遣事業
障害者住宅改造助成
難聴児補聴器購入費助成
点字新聞講読

在宅で生活する障害者（児）を支援す
る。

計画額 1,444

当初予算額 1,578

決算額 559

障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 20

基本施策 16

款 15 民生費

(16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者在宅福祉サービス事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

19 点5 点
余地がある ⇒

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

必要性低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

理
由

点 ／25点

　本事業で行う各種在宅福祉サービスは、障害者が在宅で安心して暮らすことができる日常生
活の支援を図るものである。単独での外出が困難な障害児が学校等に通学通園するときにガイ
ドヘルパーを派遣することにより、障害児童の自立と社会参加を促進し、福祉の増進を図る。ま
た、重度の障害を持ちながら在宅で生活する方に対してタクシー料金の一部を助成し、障害者
の社会参加の促進及び経済的負担の軽減を図る。

必要がある ⇒ 必要はない

3 点

点 3

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3 点
⇒

5 点

3

必要性高い

76 実績値 67

1 実績値 0

70 計画値 70 計画値 70

実績値 52

1 計画値 1 計画値 1

1 実績値

70 計画値

活
動
指
標

障害者住宅改修件数 障害者の住宅改修に対する補助件数

件
計画値 1 計画値

成
果
指
標

ガイドヘルパー延べ利用
者数

障害児が学校等に通学・通園するときに派遣するガイ
ドヘルパーの延べ利用者数

人
計画値

実績値 67 実績値

実績値 0 実績値

実績値 6

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

8 計画値 8 計画値 8

6

申請件数 障害児が学校等に通学・通園するときに派遣するガイ
ドヘルパーの申請件数

件
計画値 8

実績値 7 実績値 8 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0

決算額 0 0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 0 10,000

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 0 0

0 0 0

0 10,000 10,000

H29

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会
福祉法人に対し、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金交付要綱に基づく補助対象基本額の２５％以内の額を
補助する。

実績なし
計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 0 0

0 10,423 10,423

0 0

決算額 0 0

0.1

0 10,000 10,000

0.1 0.0

0 0 16,498 16,498

― ―

0 0 10,000 10,000

40,000

0 0 10,000 10,000

0 0 40,000

0 0 10,000

決算額 0 0 0 6,075 6,075

0 10,000

H30

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会
福祉法人に対し、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金交付要綱に基づく補助対象基本額の２５％以内の額を
補助する。

実績なし
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会
福祉法人に対し、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金交付要綱に基づく補助対象基本額の２５％以内の額を
補助する。

グループホームを整備する社会福祉
法人祐正福祉会への補助金は事業
実施後に交付するが、年度内の竣工
が見込めないことから翌年度への繰
越となった。（決算額6,075千円、執行
額0千円）

計画額 0

当初予算額 0

10,000

H28

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会
福祉法人に対し、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金交付要綱に基づく補助対象基本額の２５％以内の額を
補助する。

前年度から繰越となっていたグルー
プホームを整備する社会福祉法人祐
正福祉会への補助金を交付した。
（決算額10,423千円）

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会
福祉法人に対し、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金交付要綱に基づく補助対象基本額の２５％以内の額を
補助する。

社会福祉法人等が整備する施設整
備に要する費用の一部を補助するこ
とにより、施設入所者等の福祉の向
上を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ③ ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会福祉法人助成事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 4

理
由

社会福祉法人等が整備する施設整備に要する費用の一部を補助することにより、施設入所者
等の福祉の向上を図るため、今後も継続して実施する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

15
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

28 実績値 38

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

28 計画値 29 計画値 29

実績値 38

計画値 計画値

27 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

グループホーム入所定員
数

市内に所在するグループホームの入所定員数

人
計画値

実績値 23 実績値

実績値 実績値

実績値 0

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

0 計画値 1 計画値 1

0

施設整備に伴う補助件数 社会福祉法人等への施設整備に伴う補助件数

件
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



9,410

決算額 1,170 0 0 7,919 9,089

0.3 0.0当初予算額 1,272 0 0 8,138

計画額 1,282 0 7,489

0.3 0.0当初予算額 984 0 0 5,741 6,725

0 5,586 6,480

0 6,207 7,489

H29

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

事業内容を広く知ってもらうため、広
報等で周知する。

計画額 1,282 0

決算額 894 0

0.0当初予算額 1,099 0 0 5,952 7,051

0 5,638 6,715

1,282 0

決算額 1,077 0

0.3

0 6,207 7,489

0.3 0.0

0 0 25,177 29,516

― ―

0 0 6,207 7,489

29,956

0 0 26,038 30,675

0 0 24,828

0 0 6,207

決算額 1,198 0 0 6,034 7,232

0 6,207

H30

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

事業内容を広く知ってもらうため、広
報等で周知した。

H27

具
体
的
取
組

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

事業内容を広く知ってもらうため、広
報等で周知する。

計画額 1,282

当初予算額 1,282

7,489

H28

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

事業内容を広く知ってもらうため、広
報等で周知する。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

高齢者、障害者等の各種団体に補助金を交付する。 各種団体に補助することで、健全な
団体運営を推進する。

計画額 5,128

当初予算額 4,637

決算額 4,339

主要施策 ④ ④社会参加の促進と就労支援 目 05 社会福祉総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 福祉団体助成事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月25日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　本事業による助成団体は、高齢者の社会参加の促進や老人クラブの加入者間の親睦や連携
の増進等により、高齢者の福祉の向上に努める活動であり、今後も本市の社会福祉等の推進
にとって必要な団体と考えます。
　しかし一方では、老人クラブ等への加入者は年々減少傾向にあり、今後も団体が活発な事業
展開ができるよう、加入促進への施策等の検討が必要であると考えます。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

15
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点15
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

5,780 実績値 5,496

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

6,300 計画値 6,300 計画値 6,300

実績値 5,127

計画値 計画値

6,300 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

さぬき市老人クラブ会員数 老人クラブに加入している高齢者の人数

人
計画値

実績値 6,077 実績値

実績値 実績値

実績値 3

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

1

老人クラブ加入促進のた
めの周知

事業周知が不可欠なことから、広報等で事業内容を
周知する

回
計画値 0

実績値 0 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,854

決算額 0 0 0 1,116 1,116

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 1,854

計画額 0 0 1,396

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 5,826 5,826

0 4,279 4,279

0 1,396 1,396

H29

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のた
めの援助を行う身体障害者相談員及び知的障害者相談員
の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援
第５次さぬき市障害者計画及び第５期さぬき市障害福祉計

29年9月開催の香川県障害者スポー
ツ大会へ参加した。
第５次さぬき市障害福祉計画等を策
定した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 1,434 1,434

0 952 952

0 0

決算額 0 0

0.1

0 1,396 1,396

0.1 0.0

0 0 6,826 6,826

― ―

0 0 1,396 1,396

5,584

0 0 10,510 10,510

0 0 5,584

0 0 1,396

決算額 0 0 0 479 479

0 1,396

H30

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のた
めの援助を行う身体障害者相談員及び知的障害者相談員
の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

30年9月開催の香川県障害者スポー
ツ大会へ参加した。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のた
めの援助を行う身体障害者相談員及び知的障害者相談員
の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

27年9月開催の香川県障害者スポー
ツ大会へ参加した。

計画額 0

当初予算額 0

1,396

H28

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のた
めの援助を行う身体障害者相談員及び知的障害者相談員
の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

28年9月開催の香川県障害者スポー
ツ大会へ参加した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害をもつ人々に各種のサービスを提供し生活の援助を行
う。

香川県障害者スポーツ大会や福祉大
会へバス送迎を行い、社会参加の促
進を図る。また、身体障害者及び知
的障害者の相談員を委託し、相談し
やすい環境づくりに取組む。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ④ ④社会参加の促進と就労支援 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者福祉事業 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

県スポーツ大会等への支援により、障害者へのｽﾎﾟｰﾂの普及や他市町の障害者との交流等
を通じて、障害者の社会活動への参加の促進を行っている。相談員については、関係法令に
基づき設置しているもので、身体障害者及び知的障害者に対して、相談及び指導を行う相談
支援体制づくりの一環として欠かせないものである。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くな
る）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

138 実績値 97

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

200 計画値 200 計画値 200

実績値 149

計画値 計画値

200 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

身体障害者相談員及び知
的障害者相談員の相談件
数

身体障害者相談員及び知的障害者相談員への延
べ相談件数

件
計画値

実績値 195 実績値

実績値 実績値

実績値 1

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

1

身体障害者相談員及び知
的障害者相談員の広報等
による周知

事業周知が不可欠なことから、広報等で事業内容を
周知する

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.1 0.0当初予算額 141 0 0 48

計画額 128 0 171

0.1 0.0当初予算額 141 0 0 47 188

0

43 171

0.1

171

H29

意思疎通支援（奉仕員の養成） 聴覚障害者協会に委託して手話奉仕
員養成講座を開催した。30年度は東
かがわ市で開催予定。

計画額 128 0

決算額 99 0

H28

意思疎通支援（奉仕員の養成）
計画額 128 0

189

決算額 107 0 0

当初予算額 142 0 0 47

36 143

0 43

H30

意思疎通支援（奉仕員の養成） 聴覚障害者協会に委託して手話奉仕
員養成講座を開催した。31年度も東
かがわ市で開催予定。
（この事業は、組織改編のため、令和
元年度から障害福祉課に移管）

聴覚障害者協会に委託して手話奉仕
員養成講座を開催した。29年度も志
度コミュニティセンターで開催予定。

189

決算額 105 0 0 35 140

0 0 172

0 0 43

H27

具
体
的
取
組

意思疎通支援（奉仕員の養成） 聴覚障害者協会に委託して手話奉仕
員養成講座を開催した。28年度は志
度コミュニティセンターで開催予定。

計画額 128

当初予算額 128 0 0 43

決算額 77 0

H27
|

H30

事
業
概
要

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成
研修する

聴覚障害者等のコミュニケーション支
援に不可欠な手話奉仕員を養成する

684

― ―0 0 185 737

0 43

171

0 36 113

171

0.1 0.0

0 0 140 528

0.0

33 132

0

計画額 512

当初予算額 552

決算額 388

主要施策 ⑤ ⑤地域ぐるみの障害者福祉の充実 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者地域生活支援事業（ボランティア養成関係） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

障害者総合支援法に基づく、地域生活支援事業の必須事業であり、市を実施主体とする。県下
17市町と共同で香川県聴覚障害者協会に委託して事業を実施し、手話奉仕員を養成することに
より、意思疎通を図りやすくし、聴覚障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことが
できるようにする。今後も事業の継続が必要である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

7 実績値 6

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

10 計画値 10 計画値 10

実績値 11

計画値 計画値

10 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

手話奉仕員養成講座受講
者数

手話奉仕員養成講座受講者数(入門編+基礎編)

人
計画値

実績値 7 実績値

実績値 実績値

実績値 1

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

1

広報等による周知 広報で受講者を募集する

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



58,594

決算額 23,407 0 0 32,425 55,832

0.8 0.0当初予算額 33,820 0 0 24,774

計画額 36,982 0 55,693

0.7 0.0当初予算額 33,831 0 0 21,560 55,391

0 29,398 56,170

0 18,711 55,693

H29

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎
通支援（手話通訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援セ
ンター、移動支援、日中一時支援、障害者日常生活用具給
付、自動車運転免許取得・改造助成、障害者スポーツ大会支
援、虐待防止、発達障害児者支援、障害支援区分審査会。

それぞれの事業において、申請に
より支給を行った。

計画額 36,982 0

決算額 26,772 0

0.0当初予算額 36,009 0 0 19,129 55,138

0 22,234 47,754

36,982 0

決算額 25,520 0

0.8

0 18,711 55,693

0.8 0.0

0 138 105,784 207,065

― ―

0 0 18,711 55,693

222,772

0 0 84,174 224,816

0 0 74,844

0 0 18,711

決算額 25,444 0 138 21,727 47,309

0 18,711

H30

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎
通支援（手話通訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援セ
ンター、移動支援、日中一時支援、障害者日常生活用具給
付、自動車運転免許取得・改造助成、障害者スポーツ大会支
援、虐待防止、発達障害児者支援、障害支援区分審査会。

それぞれの事業において、申請に
より支給を行った。
（この事業は、組織改編のため、令
和元年度から障害福祉課に移管）

H27

具
体
的
取
組

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎
通支援（手話通訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援セ
ンター、移動支援、日中一時支援、障害者日常生活用具給
付、自動車運転免許取得・改造助成、障害者スポーツ大会支
援、虐待防止、発達障害児者支援、障害支援区分審査会。

それぞれの事業において、申請に
より支給を行った。

計画額 36,982

当初予算額 36,982

55,693

H28

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎
通支援（手話通訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援セ
ンター、移動支援、日中一時支援、障害者日常生活用具給
付、自動車運転免許取得・改造助成、障害者スポーツ大会支
援、虐待防止、発達障害児者支援、障害支援区分審査会。

それぞれの事業において、申請に
より支給を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

障害のある人が、その有する能力や適性に応じて自立した日
常生活又は社会生活を営むことができるよう、住民に最も身近
な市を中心として事業を実施する。
地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえ、地域の事情
に応じた柔軟な事業形態となるよう、創意工夫により事業を効
率的・効果的に実施する。

障害者等の福祉の増進を図るととも
に、障害の有無に関わらず住民が
相互に人格と個性を尊重し安心して
暮らすことのできる地域社会の実現
に寄与する。

計画額 147,928

当初予算額 140,642

決算額 101,143

主要施策 ⑥ ⑥障害者が暮らしやすい地域づくり 目 20 障害者福祉費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害者地域生活支援事業（支援関係） 担当課 長寿障害福祉課 記入日 令和1年6月26日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

当該事務は障害者総合支援法に基づく法定事務である。障害のある方がその有する能力や適
性に応じ、自立した日常生活及び社会生活を営むことができる地域社会の実現ため、今後も事
業の継続が必要である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

21
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

63 実績値 61

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 4

64 計画値 66 計画値 68

実績値 64

計画値 計画値

62 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

移動支援事業利用者数 支給決定を受けた者のうち、1回／年以上利用した者
の人数

人
計画値

実績値 69 実績値

実績値 実績値

6

実績値 86

地域活動支援センター事
業利用者数

地域活動支援センター事業の１日当たりの平均利用
実人数（年間延べ利用者数／開所日数）

人
計画値 6 計画値 計画値 6

実績値 6 実績値 6 実績値 6 実績値

66 計画値

80 計画値 80 計画値 80

83

移動支援事業の申請件数 1年間の実申請件数

件
計画値 80

実績値 81 実績値 82 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 169 90,554 90,723

104,714 104,714

0

100,7140 0

0.0当初予算額 0 0 0 99,220

0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 97,756

計画額 0 100,714

97,756

計画額

決算額

0.1

96,366

0 108,714 108,714

0

0 328 97,032

当初予算額 0 0 0 96,784

0

0

99,220

計画額

決算額

0.1

97,360

0

0.0

0 906 395,789 396,695

0 202

0

96,784 0.0

―

0 0 426,856

112,044 112,246

0 0 112,714 112,714

0 207 96,159

H27
|

H30

112,714

0.1

0 0 112,714

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

426,856

―0 0 406,474 406,474

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボラ
ンティアなどの人材と、その安定的な確保・定着をめざすととも
に、団塊の世代をはじめとした新たな地域の担い手を育成し、
新たな支え合いの仕組みを構築していく。

今後のリーダーの養成として、若年層
を対象とした防災ワンデイキャンプ及
びおとうさんの読み聞かせ講座など
開催したが、ボランティアの登録に至
らなかった。ボランティアの高齢化が
顕著であるため、養成を急ぎたい。

H29

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボラ
ンティアなどの人材と、その安定的な確保・定着をめざすととも
に、団塊の世代をはじめとした新たな地域の担い手を育成し、
新たな支え合いの仕組みを構築していく。

住民による自主的なボランティア活動
が展開しやすい環境を整え、多くの方
がボランティアに参加できるよう今の
さぬき市に必要なボランティアを検討
した。今後は、リーダーの養成等に取
り組みたい。

H28

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボラ
ンティアなどの人材と、その安定的な確保・定着をめざすととも
に、団塊の世代をはじめとした新たな地域の担い手を育成し、
新たな支え合いの仕組みを構築していく。

市民の方々から要望が多いが担い手が不足している傾
聴ボランティアの養成と、安定したボランティア活動のた
めにフォローアップ講座を開催した。また、防災ボラン
ティアを要請することで、減災についての住民意識の向
上と地域での横のつながり、支え合う仕組みづくりの構
築を推進した。

事
業
概
要

年齢や障害の有無にかかわらず、地域におけるすべての人が
安心して快適に生活を営めるような社会をめざし、行政だけで
なくＮＰＯ、ボランティア、企業などがコミュニティ組織と連携・協
働して、地域ぐるみで住民同士が支え合うことができる仕組み
を構築する。

福祉への関心、福祉活動への参加と
自立を高めて市民協働によるまちづ
くりを進めるうえで地域で自主的な福
祉活動を行う市民やボランティアの人
材を育成し、継続した事業の展開を
行いボランティアの拡大を図る。

H27

具
体
的
取
組

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボラ
ンティアなどの人材と、その安定的な確保・定着をめざすととも
に、団塊の世代をはじめとした新たな地域の担い手を育成し、
新たな支え合いの仕組みを構築した。

市民の方々から要望が多いお話しを
聞くボランティア講座を開催し、ボラン
ティアを育成したり、視覚障害者のボ
ランティア講座を開催しボランティア
に係る市民が増加するなど地域で助
け合う仕組みの構築を推進した。

事業費（千円）

社会福祉総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会福祉総務事業（ボランティア活動関係） 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

① ①住民主体の支え合いによるまちづくり

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

認知症の方や精神障害者のお話し相手や、空き家の剪定など、地域の生活課題への対応も求
められ、必要とされるボランティアの種類も多岐に渡ることから、多くの人が自主的にボランティ
ア活動に参加できるよう支援する必要がある。個人ボランティア数は概ね目標値に近いが、核と
なるリーダーの養成や団体の後継者不足が課題である。次世代の担い手の育成が必要になっ
てくる。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値 6061

点

点 4

点

点20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

3
必要性低い

優先度高い

20

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

個人ボランティア人数 ボランティアセンタ－に登録している個人で活動する
ボランティア人数

団体
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

ボランティア団体数 ボランティアセンタ－に登録している団体で活動する
ボランティア団体

人
計画値

実績値 63

99 実績値 94 実績値 89

実績値

計画値 4 4計画値 4

67

100

実績値

計画値

実績値 4

実績値 63 実績値

65 計画値 67 計画値64 計画値

3

100 計画値

実績値 101

100 計画値 100 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
ボランティア育成講座の開
催数

地域で支え合う関係を作るため必要であるボランティ
アを育成する講座を開催する。

回

活
動
指
標

実績値3 実績値 3 実績値 3

4

実績値 4 実績値

ボランティア支援講座等の
開催数

既存のボランティアグループを支援するフォローアップ
講座や研修会を開催する。

4

計画値

5実績値

3

H28 H29 H30単位 H27

3 計画値 3計画値
回

計画値 3

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民生委員事業①（人材育成関係） 担当課 福祉総務課 記入日 令和1年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①住民主体の支え合いによるまちづくり 目 05 社会福祉総務費

56,495

― ―0 0 22,793 57,098

0 0 22,498
H27

|
H30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民との
パイプ役として、多種多様な地域福祉のニーズに応えて活動
しており、地域福祉の推進には欠かせない存在である。この民
生委員の活動の支援を行う。
　・民生委員の活動に必要な経費
　・民生委員協議会の開催、事業実施のための経費

民生委員児童委員の日常活動、各地
区民生委員協議会の運営等を支援
する事業である。

計画額 33,997

当初予算額 34,305

決算額 34,214

H30

　地域におけるすべての人々が安心して快適に生活できる社
会にするために、地域ぐるみで住民同士がお互いに支え合う
ことが重要であることから、関係部署及び各種ボランティア団
体と連携し、人々のつながりをもって問題の解決に当たる。

※当初予算・決算額については、民
生委員事業②（サービス利用支援関
係）、③（福祉の基盤づくり関係）の再
掲となっている。

決算額 8,480

H27

具
体
的
取
組

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会に
するためには地域ぐるみで住民同士が支え合うことが重要で
あることから、各種ボランティア団体と連携し、人々のつながり
をもって問題の解決に当たった。

民生委員児童委員の日常業務であ
る相談・支援活動に必要な知識の習
得のため、研修会を開催し、行政、各
種団体等が実施する研修会へも積極
的に参加した。

計画額 8,498

H28

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会に
するためには地域ぐるみで住民同士が支え合うことが重要で
あることから、各種ボランティア団体と連携し、人々のつながり
をもって問題の解決に当たった。

１２月の民生委員児童委員の一斉改
選において委員定数の３分の１の委
員が退任し新任委員となった。様々
な課題に早期に対応できるよう各地
区民児協において積極的に研修を実
施した。

H29

計画額 8,503

当初予算額 8,498

14,410

0.2 0.0

0 0 22,476 56,690

0 0 5,829

0 0 5,912

14,309

0 0 5,912 14,410

0.0当初予算額 8,498 0 0 5,336

14,271

決算額 8,476 0 0 5,666 14,142

0.2 0.0当初予算額 8,544 0 0 5,727

5,232 13,806

0

0

5,337 13,835

0.1

14,410

　地域におけるすべての人々が安心して快適に生活できる社
会にするためには、地域ぐるみで住民同士が支え合うことが
重要であることから、各種ボランティア団体・関係部署と連携
し、人々のつながりを以て問題の解決に当たった。

　民生委員児童委員の日常活動であ
る相談及び支援活動に必要な知識の
習得のため、福祉関係の研修会を開
催するとともに、行政及び各種団体
等が実施する研修会へも積極的に参
加した。

計画額 8,498 0

13,834

決算額 8,574 0 0

0 5,912

0.2

0 5,337 13,840

決算額 8,684 0 0 5,749 14,433

0.0当初予算額 8,765 0 0 5,818

計画額 8,498 0

14,583



計画値 2,700

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

2,600 計画値 2,600計画値

計画値 3,000

実績値 2,795 実績値 2,784 実績値 2,179

民生委員児童委員協議会
運営・研修回数

民児協定例会・研修会等開催数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

回
計画値 2,500

実績値 2,441 実績値 2,482 実績値 2,467 実績値 2,417

連絡調整件数(委員同士） 民生委員による委員同士の連絡調整を行った延件数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

実績値 2,263

成
果
指
標

民生委員・児童委員の欠
員月数

市内全地域における民生委員・児童委員の辞職等に
よる欠員月数

月
計画値 12 計画値

件
計画値 2,800 計画値 2,900

12 計画値 10

2,600 計画値 2,600

活
動
指
標

民生委員児童委員協議会
運営・研修参加人数

民児協定例会・研修等参加者の延人数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

人
計画値

計画値 2,900

計画値 10

実績値 3 実績値 1 実績値 0 実績値 0

計画値 2,600

実績値 2,441 実績値 2,482 実績値 2,467 実績値 2,417

2,500 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　時代の変遷とともに民生委員児童委員の活動は、多岐にわたり様々な新たな問題が発生して
いる。これらに対応するために、日々研鑽し、関係諸機関と連携を取りながら研修を重ねてい
る。
　民生委員児童委員として、地域を把握し、発生した諸問題を市役所をはじめ関係機関と連絡を
密にとり、繋いでいくことは大事なことであるが、民生委員等の多様な問題への適応化が難しく
なってきている。
　このため、新たな研修及び講習を重ねていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 169 90,554 90,723

104,714 104,714

0

100,7140 0

0.0当初予算額 0 0 0 99,220

0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 97,756

計画額 0 100,714

97,756

計画額

決算額

0.1

96,366

0 108,714 108,714

0

0 328 97,032

当初予算額 0 0 0 96,784

0

0

99,220

計画額

決算額

0.1

97,360

0

0.0

0 906 395,789 396,695

0 202

0

96,784 0.0

―

0 0 426,856

112,044 112,246

0 0 112,714 112,714

0 207 96,159

H27
|

H30

112,714

0.1

0 0 112,714

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

426,856

―0 0 406,474 406,474

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉
サービスへの参入の促進を行うとともに、福祉サービスの質の
向上や利用者の権利擁護を推進することで、安心してサービ
スが受けられるまちづくりを推進する。

高齢者や障害者等、深刻な権利侵害
をはじめとする様々な困りごとや不安
を抱えている人々に対する相談支援
の充実・強化を専門職チームで対応
した。

H29

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉
サービスへの参入の促進を行うとともに、福祉サービスの質の
向上や利用者の権利擁護を推進することで、安心してサービ
スが受けられるまちづくりを推進する。

近隣トラブル対応のため、民生委員
や福祉委員等の協力により対象者と
の関係づくりを図り、そこに至った要
因を聞き取るなどして対象者の生活
改善に努めた。

H28

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉
サービスへの参入の促進を行うとともに、福祉サービスの質の
向上や利用者の権利擁護を推進することで、安心してサービ
スが受けられるまちづくりを推進する。

民生委員からの事例を基に支援方法
を検討協議した。また、市外社協から
の視察研修を受け入れ、意見交換を
行った。

事
業
概
要

住民が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、個々
の生活やニーズに対応したサービスを適切に利用できるしくみ
が必要であることから、地域での福祉活動と専門的な支援を
行える体制を地域の中につくる。

地域の福祉施設、民生児童委員、社
協が持つ機能を活かし、地域のあら
ゆる福祉課題・生活課題を受け止め
るネットワークをつくり、つなぎ、つな
がり、地域で課題解決する仕組みを
つくり、福祉でまちづくりを推進する。

H27

具
体
的
取
組

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉
サービスへの参入の促進を行うとともに、福祉サービスの質の
向上や利用者の権利擁護を推進することで、安心してサービ
スが受けられるまちづくりを推進した。

さぬき市地域ネットワーク会議を開催
し、民生委員、福祉施設、社協、関係
機関がお互いの顔の見える関係をつ
くり、地域課題に対して、連携・協働し
て取り組める体制づくりを推進した。

事業費（千円）

社会福祉総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会福祉総務事業（サービス関係） 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

② ②安心して暮らせるサービス利用の仕組みづくり

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

個別の支援課題から見えてきた地域の課題について、住民主体の活動する地域福祉推進員や
関係団体等にフィードバックし、地域を構成するすべての人たちが、それぞれの立場で支え合
い、予防の地域づくりを展開していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評価点合計

点

4 点

点

点 5 点

実績値 45

点

点 5

点

点22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

3
必要性低い

優先度高い

20

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

優先度低い

成
果
指
標

支援回数 支援を必要とする方の相談に応じ、関係機関と連携し
たり、制度につないだり、必要に応じて緊急的な支援
を行った回数

件
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

民生委員から相談された
地域の課題への対応件数

地域の最前線で相談を受けている民生委員からつな
がってきた課題に対して、丁寧に一つひとつアプロー
チしていく。

回
計画値

実績値 2

9 実績値 15 実績値 29

実績値

計画値 3 3計画値 3

10

10

実績値

計画値

実績値 1

実績値 10 実績値

10 計画値 10 計画値10 計画値

8

10 計画値

実績値 39

10 計画値 10 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
ネットワーク構築のための
さぬき市ネットワーク会議
の開催

福祉施設、民生委員、社協、関係機関が地域の課題
を共有し、顔の見える関係を築いていくための会議開
催回数

回

活
動
指
標

実績値5 実績値 11 実績値 9

3

実績値 10 実績値

社会資源のリスト作成及
び地域アセスメント回数

相談窓口や社会福祉施設、社会福祉協議会が提供で
きる資源等のリストを作成し、生活圏域ごとの地域ア
セスメントを行った回数

8

計画値

11実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値
回

計画値 5

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民生委員事業②（サービス利用支援関係） 担当課 福祉総務課 記入日 令和1年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②安心して暮らせるサービス利用の仕組みづくり 目 05 社会福祉総務費

56,495

― ―0 0 22,793 57,098

0 0 22,498
H27

|
H30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民との
パイプ役として、多種多様な地域福祉のニーズに応えて活動
しており、地域福祉の推進には欠かせない存在である。この民
生委員の活動の支援を行う。
　・民生委員の活動に必要な経費
　・民生委員協議会の開催、事業実施のための経費

民生委員児童委員の日常活動、各地
区民生委員協議会の運営等を支援
する事業である。

計画額 33,997

当初予算額 34,305

決算額 34,214

H30

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な
支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割をはたすととも
に、高齢者や障がい者世帯等の見守りや安否確認を行う。

※当初予算・決算額については、民
生委員事業①（人材育成関係）、③
（福祉の基盤づくり関係）の再掲と
なっている。

決算額 8,480

H27

具
体
的
取
組

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な
支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割をはたすととも
に、高齢者や障がい者世帯等の見守りや安否確認を行った。

地域住民の身近な相談役として相
談・支援活動行い、必要に応じて行
政・各種関係団体と密接な連携を保
ち、問題意識を共有することで課題解
決へ向け対応した。

計画額 8,498

H28

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な
支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割をはたすととも
に、高齢者や障がい者世帯等の見守りや安否確認を行った。

１２月の民生委員児童委員の一斉改
選において委員定数の３分の１の委
員が退任し新任委員となった。様々
な課題に早期に対応できるよう各地
区民児協において積極的に研修を実
施した。

H29

計画額 8,503

当初予算額 8,498

14,410

0.2 0.0

0 0 22,476 56,690

0 0 5,829

0 0 5,912

14,309

0 0 5,912 14,410

0.0当初予算額 8,498 0 0 5,336

14,271

決算額 8,476 0 0 5,666 14,142

0.2 0.0当初予算額 8,544 0 0 5,727

5,232 13,806

0

0

5,337 13,835

0.1

14,410

　住民の生活上の様々な相談に応じ、行政をはじめ適切な支
援やサービスへの「つなぎ役」としての役割をはたすとともに、
高齢者、障がい者世帯等及び子どもたちの見守りや安否確認
を行った。

　地域住民の身近な相談役として相
談を受け、関係部署につなぐ等の支
援活動を行い、相談者と密接な関係
を保ち、生活及び地域に根ざす問題
意識を関係役所と共有することで課
題解決へ向け対応した。

計画額 8,498 0

13,834

決算額 8,574 0 0

0 5,912

0.2

0 5,337 13,840

決算額 8,684 0 0 5,749 14,433

0.0当初予算額 8,765 0 0 5,818

計画額 8,498 0

14,583



計画値 15,000

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

14,800 計画値 14,800計画値

実績値 14,216 実績値 14,277 実績値 14,365 実績値 14,025

民生委員・児童委員の周
知回数

民生委員・児童委員制度及び委員の周知（紹介）回数
　（市広報紙、市ＨＰ、キャンペーン・・・・・・）

成
果
指
標

民生委員・児童委員の相
談・支援件数

民生委員相談・支援を行った延件数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

件
計画値 3,000 計画値

回
計画値 2 計画値

活
動
指
標

民生委員・児童委員の訪
問・連絡活動件数

実績値 2 実績値

民生委員・児童委員活動
日数

民生委員活動延日数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

日
計画値 14,500

計画値 3

計画値 3,200

実績値 3,098 実績値 3,115 実績値 2,813 実績値 2,292

実績値 2

2

3,100 計画値 3,150

計画値 3

2 実績値 2

5 点

点

5 点

点

訪問・連絡活動をを行った延件数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

件
計画値 計画値

実績値 10,114 実績値 9,349 実績値 8,618

10,000 計画値 10,500

実績値 8,429

10,000 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

11,000

4 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 5 点

⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

優先度低い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　住民の相談を受けやすくするために、総合的な知識を必要とし、また、馴染みやすい体制づく
りが必要である。
　そのために、各地区地域のボランティア等に参加し、地域おこしの一員（一因）となっている。こ
のことが良い反面、様々な役職等が民生委員等に偏りすぎ、日々の活動に疲弊した面が見受
けられる。
　組織の分散化や、多様な人々の受け入れ等を実施するなど地域社会の共助共生化の一歩と
して進めていきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4
余地がある ⇒ 余地はない

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 169 90,554 90,723

104,714 104,714

0

100,7140 0

0.0当初予算額 0 0 0 99,220

0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 97,756

計画額 0 100,714

97,756

計画額

決算額

0.1

96,366

0 108,714 108,714

0

0 328 97,032

当初予算額 0 0 0 96,784

0

0

99,220

計画額

決算額

0.1

97,360

0

0.0

0 906 395,789 396,695

0 202

0

96,784 0.0

―

0 0 426,856

112,044 112,246

0 0 112,714 112,714

0 207 96,159

H27
|

H30

112,714

0.1

0 0 112,714

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

426,856

―0 0 406,474 406,474

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組み
づくりが必要とされていることから、社会福祉協議会と連携をと
りながら、地域の人たちがいつでも自由に利用でき、そこに行
けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする機
能を備えた拠点の整備を行う。

居場所強化型見守り活動の機能を含
め、高齢者の外出機会を増加させ、
孤独感や引きこもりの解消等、地域
社会における健康でいきいきとした生
活の実現を図っている。

H29

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組み
づくりが必要とされていることから、社会福祉協議会と連携をと
りながら、地域の人たちがいつでも自由に利用でき、そこに行
けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする機
能を備えた拠点の整備を行う。

地域の支え合い及び閉じこもり防止
や、介護予防を目的としているが、新
たに３つのサロンが結成されたものの
休止サロンは増加傾向である。

H28

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組み
づくりが必要とされていることから、社会福祉協議会と連携をと
りながら、地域の人たちがいつでも自由に利用でき、そこに行
けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする機
能を備えた拠点の整備を行う。

小地域ごとの居場所としてサロン活動を
展開した。新たに登録するサロンがあった
ものの、高齢化や世話人不足による活動
休止や活動停滞のサロンが増加している
ため、今後は休止サロン等への働きかけ
を行う必要がある。

事
業
概
要

地域福祉を推進するため、地域住民やボランティアなどの参
加による活動と公的なサービスが効果的に連携していくよう、
地域住民の視点で施策を点検し、いきいき福祉の基盤づくりに
取り組む。

誰もが住み慣れた地域で安心して暮
らせるようなまちづくりをめざし、援助
を必要とされる方へ地域内の住民自
らが、きめ細やかな福祉活動を展開
し、お互いに助け合って、小地域に於
ける福祉のまちづくりを進めていく。

H27

具
体
的
取
組

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組み
づくりが必要とされていることから、社会福祉協議会と連携をと
りながら、地域の人たちがいつでも自由に利用でき、そこに行
けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする機
能を備えた拠点の整備を行った。

ふれあいサロン活動の継続及び充実
と見守り隊の発足を目指し、サロン交
流会や活動推進者研修会を実施し、
活動者が相互に情報交換できる仕組
みをつくった。

事業費（千円）

社会福祉総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会福祉総務事業（福祉の基盤づくり関係） 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

③ ③いきいき福祉の基盤づくり

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

高齢者が地域社会から孤立することなく能力を生かした活動ができるよう、ふれあいサロン等で
のプログラムのアイデアや工夫をし、地域活動や教育、文化など幅広い分野で生きがいづくりと
社会参加を推進する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評価点合計

点

4 点

点

点 5 点

実績値 883872

点

点 5

点

点23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

22

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

ふれあいサロンの開催 サロン交流会の参加者数

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

地域福祉推進委員研修会
の開催

活動推進者研修会の参加者数

人
計画値

実績値 961

278 実績値 239 実績値 250

実績値

計画値 11 11計画値 11

1,100

300

実績値

計画値

実績値 11

実績値 925 実績値

1,100 計画値 1,100 計画値1,150 計画値

10

350 計画値

実績値 250

300 計画値 300 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
ふれあいサロンの開催 サロン交流会の開催回数

回

活
動
指
標

実績値9 実績値 8 実績値 10

11

実績値 10 実績値

地域福祉推進委員研修会
の開催

活動推進者研修会の開催回数

9

計画値

8実績値

9

H28 H29 H30単位 H27

9 計画値 9計画値
回

計画値 9

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民生委員事業③（福祉の基盤づくり関係） 担当課 福祉総務課 記入日 令和1年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③いきいき福祉の基盤づくり 目 05 社会福祉総務費

56,495

― ―0 0 22,793 57,098

0 0 22,498
H27

|
H30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民との
パイプ役として、多種多様な地域福祉のニーズに応えて活動
しており、地域福祉の推進には欠かせない存在である。この民
生委員の活動の支援を行う。
　・民生委員の活動に必要な経費
　・民生委員協議会の開催、事業実施のための経費

民生委員児童委員の日常活動、各地
区民生委員協議会の運営等を支援
する事業である。

計画額 33,997

当初予算額 34,305

決算額 34,214

H30

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業
について情報共有・共通認識のもと連携し活動を支援する。

※当初予算・決算額については、民
生委員事業①（人材育成関係）、②
（サービス利用支援関係）の再掲と
なっている。

決算額 8,480

H27

具
体
的
取
組

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業
について情報共有・共通認識のもと連携し活動を支援した。

地域での相談・支援活動を行っていく
上で把握したニーズ・生活課題を関
係機関・団体等に伝えるとともに、社
会福祉協議会が福祉サービスを実施
するための各種事業に積極的に協力
した。

計画額 8,498

H28

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業
について情報共有・共通認識のもと連携し活動を支援した。

地域での相談・支援活動を行っていく
上で把握したニーズ・生活課題を関
係機関・団体等に伝えるとともに、社
会福祉協議会が福祉サービスを実施
するための各種事業に積極的に協力
した。

H29

計画額 8,503

当初予算額 8,498

14,410

0.2 0.0

0 0 22,476 56,690

0 0 5,829

0 0 5,912

14,309

0 0 5,912 14,410

0.0当初予算額 8,498 0 0 5,336

14,271

決算額 8,476 0 0 5,666 14,142

0.2 0.0当初予算額 8,544 0 0 5,727

5,232 13,806

0

0

5,337 13,835

0.1

14,410

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会等福祉関係団
体が実施する事業について情報共有・共通認識のもと連携し
活動を支援した。

　地域での相談・支援活動を行ってい
く上で把握したニーズ・生活課題を関
係機関・団体等に伝えるとともに、社
会福祉協議会等福祉関係団体が福
祉サービスを実施するための各種事
業に積極的に協力した。

計画額 8,498 0

13,834

決算額 8,574 0 0

0 5,912

0.2

0 5,337 13,840

決算額 8,684 0 0 5,749 14,433

0.0当初予算額 8,765 0 0 5,818

計画額 8,498 0

14,583



計画値 105

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

105 計画値 105計画値

計画値 10

実績値 10 実績値 10 実績値 10

民生委員・児童委員数
（区域担当）

民生委員・児童委員（区域担当）の現員数
※香川県民生委員定数樹齢に定める定数　105人

人
計画値 105

実績値 105 実績値 105 実績値 105 実績値 105

民生委員・児童委員数
（主任児童委員）

民生委員・児童委員（主任児童委員）の現員数
※香川県民生委員定数条例に定める定数　10人

実績値 10

成
果
指
標

民生委員・児童委員の社
会福祉協議会等が実施す
る事業への参加協力件数

民生委員の行事・事業・会議への参加協力を行った延
件数件数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

件
計画値 3,000 計画値

人
計画値 10 計画値 10

3,100 計画値 3,100

4,900 計画値 4,950

活
動
指
標

民生委員・児童委員の地
域福祉活動・自主活動件
数

民生委員の地域福祉活動・自主活動を行った延件数
　（民生委員（児童委員）の活動状況報告による。）

件
計画値

計画値 10

計画値 3,200

実績値 3,083 実績値 3,173 実績値 3,412 実績値 3,283

計画値 5,000

実績値 4,856 実績値 4,563 実績値 5,194 実績値 4,991

4,800 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

23

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

23４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

5 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　世帯移動及び人口増減で、山間部や半島周辺部の高齢化、市街地での核家族化が更に進
み、自治会単位での世帯数に大きな変革が生まれている。また、自治会加入率が80％を大きく
下回り、地域最小単位自治の確立が難しくなってきている。さらに、近年大きな問題となっている
８０５０問題（８０歳以上の高齢者親に扶養されている５０歳代のひきこもり子ども）や、高齢者や
幼児などへの虐待が起きているとともに、高齢者による交通（自動車事故等）問題が、日夜新聞
等マスメディアで報道されている。
　市として、地区地域の相談者である民生委員児童委員の定数を見直し、都市部市街地での複
数任命及び山間半島部での兼務任命等を考えていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域福祉計画事業 担当課 福祉総務課 記入日 令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 05 社会福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③いきいき福祉の基盤づくり 目 05 社会福祉総務費

3,394

― ―0 0 3,394 3,394

0 0 3,394

H27
|

H30

事
業
概
要

誰もが住みなれた地域で健やかに安心して暮らせる地域社
会を実現するために、地域に住む人々が様々な公私の活動
主体と協働して、お互い思いやりを持って支え合い、助け合う
地域づくりを目指すための計画を策定する事業である。

家族形態の多様化や個人のライフス
タイルの変化により、地域コミュニティ
の機能が低下している。また、依然と
して厳しい財政状況の中、様々な行
政及び地域課題について、自助･共
助の取組みを目指し計画を策定する
ものである。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

さぬき市第３期地域福祉計画（平成２６年度～平成３０年度）
が終了することから、次期計画（平成３１年度～平成３５年度）
策定する。

決算額

H27

具
体
的
取
組

計画額

H28

H29

計画額

当初予算額

0 0 3,216 3,216

当初予算額

決算額

当初予算額

0.3

3,394

計画額

決算額

0 3,394

決算額 0 0 0 3,216 3,216

0.0当初予算額 0 0 0 3,394

計画額 0 0

3,394



計画値 3

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

― 計画値 ―計画値

計画値 5

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ―

市民ワークショップﾟの開
催回数

地域福祉計画策定のための市民ワークショップﾟの開
催回数 回

計画値 ―

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ― 実績値 5

地域福祉計画策定委員会
の開催回数

地域福祉計画策定委員会の開催回数

実績値 5

成
果
指
標

地域福祉計画の策定数 地域福祉計画の策定数

件
計画値 ― 計画値

回
計画値 ― 計画値 ―

― 計画値 ―

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 ―

計画値 1

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ― 実績値 1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くな
る）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　令和元年度から令和５年度を見据えての第４期地域福祉計画を策定した。今期の計画は、実
働計画というべき地域福祉活動計画（社会福祉協議会策定）と併せた計画策定としたため、計
画の進捗状況が分かりやすく、達成状況等についても診断可能となった。そのため、令和２年
度から計画の評価組織として「地域福祉計画評価委員会」を設置し、計画の進捗状況や達成
状況等の評価を行うこととしている。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保健衛生事業（繰出金除く） 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月20日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 05

事業費（千円）

保健衛生総務費

H28

○負担金：がん予防等の思想普及事業負担金（香川県総合健
診協会）、准看護師養成事業負担金（大川地区医師会）、大川
広域救急医療対策費（大川広域行政組合）
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）
○臨時職員賃金
【※多和診療所事業特別会計繰出金　5,800千円は除く】

産科医等育成・確保支援事業ではさぬき
市民病院の就業規則が改定になり補助対
象額が増額になった。H28年度は国保・健
康課臨時職員の賃金を組替計上してい
る。H29年度からは健康管理システム管理
事業を組替計上する。

事
業
概
要

保健衛生の準義務的経費であり、関係団体等への負担金、補
助金の交付等を実施する。
臨時職員の賃金を計上している。

地域の医療機関や関係団体、准看護
師養成所に対する負担金・補助金の
交付を通じて地域医療の充実を図る
ための事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,035

具
体
的
取
組

○負担金：がん予防等の思想普及事業負担金（香川県総合健
診協会）、准看護師養成事業負担金（大川地区医師会）、大川
広域救急医療対策費（大川広域行政組合）
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）
【※多和診療所事業特別会計繰出金　1,800千円は除く】

准看護師養成事業負担金について
は、平成27年1月1日人口50,965人×
10円を負担している。
H28年度からは、秘書広報課で計上し
ていた国保・健康課臨時職員の賃金
を組み換え計上している。

H30

○負担金：がん予防等の思想普及事業負担金（香川県総合健
診協会）、准看護師養成事業負担金（大川地区医師会）、大川
広域救急医療対策費（大川広域行政組合）
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）
○臨時職員賃金○健康管理システム管理事業
【※多和診療所事業特別会計繰出金　2,900千円は除く】

H30年度は子育て世代包括支援セン
ターにおける相談員の賃金を計上し
ていたが採用がなかったため、チラシ
印刷等開設準備のみ実施している。
また、付随して歳入の国庫補助金が
増額している。

H29

○負担金：がん予防等の思想普及事業負担金（香川県総合健
診協会）、准看護師養成事業負担金（大川地区医師会）、大川
広域救急医療対策費（大川広域行政組合）
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）
○臨時職員賃金○健康管理システム管理事業
【※多和診療所事業特別会計繰出金　2,600千円は除く】

H29年度は健康管理システム管理事業を
組み替え計上し、様々な法律に基づき実
施している事業のデータを基に、市民が自
己健康管理が行えるよう活用した。H30年
度は子育て世代包括支援センターにおけ
る子育て支援相談員の賃金等を計上して
いる。

決算額 834

55,994

―0 2,300 61,916 71,219

575 12,457 0.1

0 575 12,457

決算額 5,816

当初予算額 1,003

計画額 1,003

計画額 4,012

当初予算額 7,003

14,035

―

0 2,322 49,660

0.016,573

0.0

0 2,304 57,469 65,589

0 576 12,218 13,628

0

決算額

0.1

16,187

575 12,457 14,035

1,165 0 576 14,446

当初予算額 1,418 0 575 14,580

1,003 0計画額

0.0当初予算額 1,596 0 575 16,747

1,003 0

18,918

計画額

決算額

0.1

17,846

586 12,373 13,962

1,184 0 576 16,086

0.1 0.0当初予算額 2,986 0 575 18,132

計画額 1,003 13,962

21,693

決算額 2,633 0 576 14,719 17,928

12,3730 586



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

1,890 計画値 1,890計画値1,338 計画値 1,890

1 計画値 1 計画値 0計画値 0

実績値 1,5061,113 実績値 1,553 実績値 1,579
活
動
指
標

健康管理システム管理 システムトラブルの発生件数

件
計画値

健康管理システム管理 各種健診・検診状況や検診結果等のデータ管理のた
めの、システムの改修回数

計画値

成
果
指
標

市内産科での分娩件数 さぬき市内産科医療機関での分娩件数

回
計画値

回

実績値

産科医等育成・確保支援
事業補助金交付金額

産科医療機関及び産科医等の確保を図るために地域
でお産を支える産科医等に支給する分娩手当額

千円
計画値

実績値 0

210 計画値

実績値 226

300 計画値 300 計画値 300

211 実績値 235 実績値 245

0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 1 実績値 2 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値 0

0 計画値

実績値 0 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

0 計画値 0 計画値 0

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 1

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

4 点

4

0

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

健康管理システム管理業務は各種健診・検診や予防接種、地域保健・健康増進事業報告等を行い、市民の
自らの健康管理を支えるために必要なシステム管理を委託するものであり、システムの管理は業者委託でな
ければ出来ない。
香川県総合健診協会はさぬき市集団がん検診の委託先であり、がん及び結核に関する正しい知識の普及啓
発活動のためのパンフレット作成や情報提供等を実施するために必要である。
大川広域救急医療対策費は病院群輪番制病院事業、小児救急医療支援事業、在宅当番医療病院事業を実
施するための負担金であり、産科医等確保支援事業は産科医等の処遇改善を通じて産科医療機関及び産
科医を確保することで、安定した分娩体制を維持するものである。また、准看護師養成事業により、高齢化社
会において需要が増大している看護業務を担う人材を育成し、それらによって東讃圏域で安心・安全な生活
を送り、医療を受ける体制を確保・充実させることが必要である。これらの事業によって、さぬき市総合計画
基本施策19「地域医療の充実」にもつながる取り組みでもあり、今後も継続して実施していく必要があると感
じている。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 健康づくり活動推進事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月20日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 05

事業費（千円）

保健衛生総務費

H28

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保
健活動等を実施するための事業であり、幅広い年齢層の市民
に対しての健康教育等の実施、感染症対策等健康危機管理の
充実、保健師・栄養士の資質向上のため必要な事業を実施す
る。

まちの健康応援団活動を市民と協働して
取組み、健康なまちづくりを実践したほか、
地区の活動グループや学校等に対し健康
教育を行った。今後も市民の健康づくりを
推進するため保健活動に取り組んでいく。

事
業
概
要

健康増進法に基づく幅広い年齢層の市民に対しての健康教育
等の実施、感染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養
士の資質向上のため必要な事業を実施する。

市民と行政が協働で知恵を出し合い
健康なまちを実現するための取り組
み（まちの健康応援団）や感染症対
策、保健活動研修費用等、保健活動
等を実施するための事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

459

具
体
的
取
組

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保
健活動等を実施するための事業であり、幅広い年齢層の市民
に対しての健康教育等の実施、感染症対策等健康危機管理の
充実、保健師・栄養士の資質向上のため必要な事業を実施し
た。

まちの健康応援団活動を市民と協働して
取組み、健康なまちづくりを実践したほか、
各自治会や老人会・婦人会等に対し健康
教育を行った。今後も市民の健康づくりを
推進するため保健活動に取り組んでいく。

H30

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保
健活動等を実施するための事業であり、幅広い年齢層の市民
に対しての健康教育等の実施、感染症対策等健康危機管理の
充実、保健師・栄養士の資質向上のため必要な事業を実施す
る。

まちの健康応援団活動を市民と協働して
取組み、健康なまちづくりを実践したほか、
地区の活動グループや学校等幅広い年代
の市民に対し健康教育を行った。今後も市
民の健康づくりを推進するため保健活動に
取り組んでいく。

H29

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保
健活動等を実施するための事業であり、幅広い年齢層の市民
に対しての健康教育等の実施、感染症対策等健康危機管理の
充実、保健師・栄養士の資質向上のため必要な事業を実施す
る。

まちの健康応援団活動を市民と協働して
取組み、健康なまちづくりを実践したほか、
地区の活動グループや婦人会、イベント等
で健康教育を行った。今後も市民の健康
づくりを推進するため保健活動に取り組ん
でいく。

決算額 0

1,854

―0 856 654 1,510

300 159 0.3

0 300 159

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

459

―

0 1,200 654

0.0356

0.0

0 723 508 1,231

0 288 58 346

0

決算額

0.2

336

300 159 459

0 0 112 224

当初予算額 0 0 300 56

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 144 203

0 0

347

計画額

決算額

0.1

266

300 168 468

0 0 241 25

0.2 0.0当初予算額 0 0 112 236

計画額 0 468

348

決算額 0 0 82 201 283

1680 300



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

10 計画値 10計画値10 計画値 10

計画値 計画値計画値

実績値 1915 実績値 16 実績値 17
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

まちの健康応援団の活動
普及推進者数

市民と行政が協働で知恵を出し合い健康なまちを実現
するための取り組みを行う「まちの健康応援団」が地域
活動にて普及推進を行った人数（広報活動、イベント開
催・出演、定例会等の参加延べ人数）

計画値

実績値

まちの健康応援団の活動
回数

市民と行政が協働で知恵を出し合い健康なまちを実現
するための取り組みを行う「まちの健康応援団」の定例
会及び地域での活動回数（広報活動、イベント開催・出
演、定例会等の回数）

回
計画値

実績値

150 計画値

実績値 1,778

150 計画値 150 計画値 150

804 実績値 885 実績値 637

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

5 点点

点20

点

点

4 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市民一人一人が生涯を通じて健康で生き生きと暮らすため、自主的に健康の保持・増進に取り
組むことや、市民と協働で健康なまちづくりを推進していくことは、重要な地域の課題である。
市民の健康づくりのための地域での健康教育・健康相談や、感染症対策などの健康危機に対応
するためにも、保健師・管理栄養士や保健活動に携わる者の資質向上を図り、健康づくり活動に
継続して取り組んでいく必要があると考える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ８０２０運動推進事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

乳幼児を対象とした歯科教室や２歳児歯科健診、妊婦歯科健
診に加え、成人期に対して成人歯科健診、歯周病検診、特定
健診の結果で要歯科受診となった未受診者に対し、電話での
受診勧奨を実施。一般市民の啓発として、歯科医師会と合同で
歯の健康フェスタを開催。歯と口腔の健康づくり週間には歯科
衛生士の歯科健康教室を開催。

28年度より新たに成人歯科健診・歯
周病検診を実施し、節目年齢での歯
科疾患の早期発見・治療と正しい口
腔ケアについて啓発を行った。29年度
は乳幼児と保護者を対象とした歯科
健康教室の回数を増やす。

事
業
概
要

健康増進法に基づき、歯及び口腔衛生に関する正しい知識の
普及啓発を行い、歯科疾患予防に関する適切な習慣を身につ
け、生涯を通じて主体的に歯の健康づくりに取り組めるよう支
援することを目的とする。事業の実施を通じて、８０歳になって
も自分の歯を２０本以上保とうとする８０２０運動の推進を行う。

ライフステージに応じて、正しい知識
の普及啓発や歯科健診の機会を設
け、生涯を通じて主体的に歯や口腔
の健康づくりに取り組めるよう支援し、
８０２０運動を推進するための事業で
ある。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

285

具
体
的
取
組

乳幼児を対象とした歯科教室や２歳児歯科健診、妊婦歯科健
康診査を実施した。また、成人期に対しては、一般市民を対象
とした歯科健康教室や特定健診の結果、要歯科受診となった
が未受診の者に対し、歯科健康教室の案内とともに電話での
受診勧奨を実施した。

２歳児歯科健診未受診者に個別勧奨
を行った。平成28年度からは２歳児歯
科健診・妊婦歯科健診を母子保健事
業から移管、新たに成人歯科健診・歯
周病検診を実施することで生涯を通じ
た歯科保健対策を推進する。

H30

乳幼児とその保護者を対象とした歯科健康教室や２歳児歯科
健診、妊婦歯科健診、成人期に対して成人歯科健診、歯周病
検診、特定健診の結果で要歯科受診となった未受診者に対し、
電話での受診勧奨を実施。一般市民の啓発として、歯科医師
会と合同で歯の健康フェスタを開催。またイベントに併せて歯科
健康教室開催。

こどもと保護者が集うイベントに併せて歯
科健診・歯科健康教室を開催し、歯科疾患
の早期発見や正しい口腔ケアの啓発を
行った。各種健（検）診では、受診率向上
に向けて受診勧奨通知や広報・音声告知
放送での周知を行った。

H29

乳幼児とその保護者を対象とした歯科健康教室や２歳児歯科
健診、妊婦歯科健診、成人期に対して成人歯科健診、歯周病
検診、特定健診の結果で要歯科受診となった未受診者に対し、
電話での受診勧奨を実施。

乳幼児とその保護者を対象とした歯科健
康教室の実施回数を増やし、参加者数も
増加した。各種健（検）診では、広報やホー
ムページで受診勧奨だけでなく歯科疾患
の周知・啓発を行った。30年度は一般市民
への啓発として歯科健康教室を開催する。

決算額 0

1,142

―0 0 7,162 8,807

0 285 0.2

0 0 285

決算額 1,730

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 1,645

285

―

0 0 1,142

0.02,937

0.0

0 0 5,575 7,305

0 0 253 253

0

決算額

0.3

2,417

0 285 285

533 0 0 1,884

当初予算額 342 0 0 2,595

0 0計画額

0.0当初予算額 642 0 0 2,173

0 0

2,815

計画額

決算額

0.3

2,307

0 286 286

625 0 0 1,682

0.5 0.0当初予算額 661 0 0 2,109

計画額 0 286

2,770

決算額 572 0 0 1,756 2,328

2860 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

8 計画値 10計画値－ 計画値 12

55 計画値 58 計画値 60計画値 60

実績値 8－ 実績値 8 実績値 10
活
動
指
標

むし歯のない３歳児の割
合

３歳児健診受診者のうち、むし歯に罹患していない者
の数／受診者数

％
計画値

２歳児歯科健康診査受診
率

２歳児歯科健診受診者数／対象者数
計画値

成
果
指
標

定期的に歯科医院を受診
する者の割合

さぬき市特定健康診査受診者（40～74歳）のうち、定期
的に歯科医院を受診している者の割合

％
計画値

％

実績値

歯周病検診受診率 歯周病検診受診者数／対象者数

％
計画値

実績値 72

65.0 計画値

実績値 59.1

65.0 計画値 65.0 計画値 65.0

54.8 実績値 55.8 実績値 58.3

60

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 57 実績値 59 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 76

70 計画値

実績値 69 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

70 計画値 75 計画値 75

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 73

評価点合計

点

5 点点

点21

点

点

4 点

4

77

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

歯と口腔の健康は、口から食べる喜び、話す楽しみを保つ上で重要であり、身体的な健康のみな
らず精神的、社会的な健康にも大きく寄与する。健康寿命の延伸のためには、健全な口腔機能を
生涯にわたり維持できるよう、歯周病予防、う蝕予防及び歯の喪失予防への取り組みが不可欠
である。
さぬき市の3歳児う蝕有病率は、国・県より高い状況にある。乳歯の状態が永久歯にも影響する
など乳幼児期の口腔ケアは重要であり、知識の普及啓発が必要である。
妊娠期から保護者の歯の健康づくりの意識を高め、乳幼児期、青年期、壮年期とライフステージ
に応じた正しい口腔ケアが行えるよう、健（検）診や健康教室の機会を通じて知識の普及啓発を
図り、生涯を通じた歯科保健対策を推進していくことが重要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 健康管理システム管理事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

27年度委託業務より、結核・肺がん検診質問票修正業務以外
の内容を委託し、事業実施の様々なデータを基に、市民が自己
健康管理が行えるよう活用して地域保健・健康増進事業報告
等を行う事業である。

H27年度に引き続き、検診申込データ
作成業務を臨時職員が行い、委託料
の削減を図った。
H29年度は保健衛生事業に組替計上
する。

事
業
概
要

健康増進法、母子保健法、予防接種法、結核予防法、がん対
策基本法等に基づき実施した事業の様々なデータを基に、市
民が自己健康管理が行えるよう活用し、地域保健・健康増進事
業報告等を行う事業である。

健康管理システムにより、各種健診・
検診のデータ管理、予防接種の発送
業務や履歴管理、地域保健・健康増
進事業報告等を行い、市民自らの健
康管理に活用することを目的とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

2,009

具
体
的
取
組

成人健康診査および高齢者インフルエンザ個人案内等の出力
委託業務と、地域保健・健康増進法の統計・実績報告書変更に
対応するシステム改修を行った。

業者への委託内容を見直し、H27年度
は総合健診・集団検診申込データ作
成業務を臨時職員が行い、委託料の
削減を図った。H28年度については結
核・肺がん検診データ作成業務の見
直しを図る。

H30

H29

※29年度から保健衛生事業に組替計上

決算額 0

3,607

―0 0 3,622 3,622

0 2,009 0.1

0 0 2,009

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

2,009

―

0 0 3,607

0.01,613

0.0

0 0 3,522 3,522

0 0 1,910 1,910

0

決算額

0.1

1,612

0 1,598 1,598

0 0 0 1,612

当初予算額 0 0 0 1,613

0 0計画額

当初予算額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

1 計画値計画値1 計画値

計画値 計画値計画値

実績値1 実績値 2 実績値
活
動
指
標

回
計画値

計画値

成
果
指
標

健康管理システム管理 システムトラブルの発生件数

計画値

実績値

健康管理システム管理 各種健診・検診状況や検診結果等のデータ管理のた
めの、システムの改修回数

回
計画値

実績値

0 計画値

実績値

0 計画値 計画値

0 実績値 0 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値 実績値 実績値

実績値

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

点

実績値

評価点合計

点

点点

点

点

点

点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 食育・食生活改善事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

全ての母子健診時において、対象者全員に朝食や間食のとり
方に重点をおいた個別相談を実施した。
成人・高齢者を対象とした健康教育にも取組んだ。
食生活改善推進協議会と連携し、小中学生を中心とした食育
や地産地消の普及、食文化の伝承に努めた。

幼児の朝食摂取率90％を維持できる
よう、簡単レシピの紹介や生活リズム
の改善につながる個別相談を実施し
た。健康教育では、バランス食や、み
そ汁の塩分測定による減塩の啓発に
取組んだ。

事
業
概
要

「食」についての意識を高め、「食」に関する知識と「食」を選択
する力を習得し、健全な食生活を実践できるように食育を推進
するボランティア（主に食生活改善推進協議会）と協力し行う事
業である。

食に関する知識と食を選択する力を
習得し健全な食生活を実践できるよ
う、食育・食生活改善を推進する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

1,439

具
体
的
取
組

全ての母子健診時において、対象者全員に朝食や間食のとり
方に重点をおいた個別相談を実施した。また、就学前児童の保
護者を対象に、就学までに望ましい食習慣を習得できるよう講
話の機会を設けた。成人・高齢者を対象とした健康教育にも取
組んだ。食生活改善推進協議会と連携し、小中学生を中心とし
た食育や地産地消の普及、食文化の伝承に努めた。

母子健診時において、望ましい朝食
や間食のとり方の重要性に気づける
よう、分かりやすい資料を使用して個
別相談を実施した。健康教育では、
フードモデルや写真カードを使用し、
興味深く取組める講義に努めた。

H30

母子健診時に、対象者全員に、朝食の内容や間食のとり方に
重点をおいた個別相談を実施した。
成人・高齢者を対象とした健康教育にも取組み、個別相談につ
ないで継続的に支援した。
食生活改善推進協議会と連携し、小中高校生を対象とした食
育や、介護食、減塩対策、食品ロス問題にも取り組んだ。

母子健診時において、簡単レシピの紹
介やワンポイントアドバイスなどの情報
提供を行い、朝食摂取率の向上に努め
た。健康教育では、集団指導後に個別
相談につなぐ人数を増やし、継続的な食
生活改善の啓発に取り組んだ。

H29

母子健診時に、対象者全員に、朝食の内容や間食のとり方に
重点をおいた個別相談を実施した。
成人・高齢者を対象とした健康教育にも取組み、健康教室参加
後に個別相談にもつながるよう啓発した。
食生活改善推進協議会と連携し、小中学生を中心とした食育
や地産地消の普及、食文化の伝承に努めた。

母子健診時に朝食レシピブック等を配布
しながら簡単レシピの紹介をし、生活リ
ズムの改善と合わせた個別相談を実施
した。健康教育では、興味深く取組める
内容に努め、教室後に個別相談につな
がる者を増やし食生活改善を促した。

決算額 0

5,812

―0 0 5,739 5,739

0 1,439 0.7

0 0 1,439

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

1,439

―

0 0 5,812

0.01,436

0.0

0 0 5,645 5,645

0 0 1,420 1,420

0

決算額

0.6

1,415

0 1,439 1,439

0 0 0 1,415

当初予算額 0 0 0 1,436

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 1,433

0 0

1,433

計画額

決算額

0.5

1,405

0 1,467 1,467

0 0 0 1,405

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 1,431

計画額 0 1,467

1,431

決算額 0 0 0 1,405 1,405

1,4670 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

140 計画値 150計画値130 計画値 150

750 計画値 750 計画値 750計画値 750

実績値 149170 実績値 181 実績値 153
活
動
指
標

3歳児朝食摂取率 3歳児健診時食生活アンケート集計結果による。
朝食を「毎日食べる」と回答した者／3歳児健診受診総
数

人
計画値

乳幼児健診時栄養指導数 乳幼児健診時に個別栄養指導を実施した人数
計画値

成
果
指
標

栄養相談・講習会参加者
数

個別に栄養相談を実施した人数及び食育・食生活改
善に関する講習会に参加した人数の合計

％
計画値

回

実績値

栄養相談・講習会実施回
数

栄養相談を実施した回数及び食育・食生活改善に関
する講習会実施回数の合計

回
計画値

実績値 729

1,950 計画値

実績値 1,590

2,000 計画値 2,000 計画値 2,000

2,068 実績値 1,871 実績値 1,796

793

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 851 実績値 802 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 93.0

92.0 計画値

実績値 93.1 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

92.0 計画値 93.0 計画値 94.0

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 93.7

評価点合計

点

5 点点

点21

点

点

4 点

4

94.6

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

食生活を取り巻く社会環境は大きく変化し、豊かになる一方で、朝食の欠食に代表される食習慣
の乱れや野菜の摂取不足、脂質の過剰摂取等の栄養の偏りに起因する生活習慣病の増加や孤
食など様々な問題があり、心身の健康への影響が大きく懸念されている。
さぬき市食育推進計画、さぬきすこやかプラン21（第2次）においては、子どもを産み育てる親世
代に食習慣の乱れがみられることが子どもの食習慣にも大きく影響していることをふまえ、家庭
において、食と健康に対する正しい知識をもち、楽しみながら健全な食生活を身に付けることを目
標に掲げ、取組みを推進している。また、糖尿病や高血圧といった生活習慣病の罹患率も高いた
め、バランスのとれた食事や減塩の啓発にも取組んでいる。
今後も子どもたちへの食育をまず継続するとともに、関係団体とも連携し、幅広い年代層に健全
な食生活を推進していく必要性を感じている。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保健センター管理事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①健康づくり活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

35

項 05

事業費（千円）

保健施設費

H28

健康活動拠点である、4箇所の保健センター（津田保健セン
ター・大川保健センター・志度保健センター・長尾保健センター）
の管理を行い、施設設備の破損や老朽化による修繕について
は、必要性の高いものから順次実施した。

使用頻度の高い津田保健センターの
トイレ修繕、大川保健センターの消防
設備修繕を行い、利用者が安全で心
地よく利用できるよう改善した。

事
業
概
要

地域保健法に基づき設置している保健センターの管理を行うも
のである。

施設維持管理のため、各種保守点
検・清掃委託等を行うことにより、円滑
な保健事業の遂行と施設を利用する
市民への利便を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

4,913

具
体
的
取
組

健康活動拠点である、4箇所の保健センター（津田保健セン
ター・大川保健センター・志度保健センター・長尾保健センター）
の管理を行い、施設の老朽化による修繕については、必要性
の高いものから順次実施している。その他、安全に使用できる
ための施設管理費を執行した。

志度保健センターのエアコン修理、長
尾保健センターの消防設備修繕を行
い、利用者が安全で心地よく利用でき
るよう改善した。

H30

健康活動拠点である、4箇所の保健センター（津田保健セン
ター・大川保健センター・志度保健センター・長尾保健センター）
の管理を行い、施設の修繕については、必要性の高いものか
ら実施した。
その他、安全に使用できるための施設管理費を執行した。

使用頻度の高い津田保健センターの
エアコンとトイレ、志度保健センターの
エアコンと昇降機の修繕を行い、利用
者が安全で心地よく利用できるよう改
善した。

H29

健康活動拠点である、4箇所の保健センター（津田保健セン
ター・大川保健センター・志度保健センター・長尾保健センター）
の管理を行い、施設の修繕については、必要性の高いものか
ら実施した。
また、津田交番前交差点改良工事に伴い、津田保健センター
のフェンス取替工事を実施した。

大川保健センターのエアコン修理、消
防設備修繕を行い、利用者が安全で
心地よく利用できるよう改善した。

決算額 0

19,848

―0 2 20,316 20,318

1 4,912 0.5

0 1 4,912

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

4,913

―

0 4 19,844

0.05,349

0.0

0 11 18,877 18,888

0 0 4,945 4,945

0

決算額

0.5

4,580

1 4,912 4,913

0 0 0 4,580

当初予算額 0 0 1 5,348

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 4,851

0 0

4,851

計画額

決算額

0.3

4,856

1 5,010 5,011

0 0 0 4,856

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 5,205

計画額 0 5,011

5,205

決算額 0 0 11 4,496 4,507

5,0100 1



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

800 計画値 800計画値700 計画値 800

計画値 計画値計画値

実績値 783844 実績値 809 実績値 838
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

保健センター利用者数 保健センターを使用した保健事業、各種行事などの参
加者数

計画値

実績値

保健センター利用回数 保健センターを使用した保健事業、各種行事などの回
数

回
計画値

実績値

18,000 計画値

実績値 24,219

20,000 計画値 20,000 計画値 20,000

22,028 実績値 22,824 実績値 24,680

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点17

点

点

3 点

3

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市民の健康保持と保健意識の向上及び各種検診等地域保健に関し必要な事業を行うことを目的
とする施設であり、地域住民の健康づくり活動の拠点として大きな役割を果たしている。
利便性が高く、年間延べ20,000人を超える利用があるが、建物、施設設備の老朽化による破損も
増えてきており、今後も、利用者が安全、快適に活動できるよう計画的な修繕を検討しつつ、さぬ
き市公共施設再生基本計画において示された施設の方向性に基づいて随時見直し、類似の公
共施設との使用料の調整や、徴収基準、施設の貸出し基準についても検討していく必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生活習慣病予防・改善事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②生活習慣病対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で
策定した目標に向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防の
ための体験型健康教室を実施した。また、定期的な健康相談
の機会を設けている。

特定健診データで要指導の割合の高
い項目に重点をおいた教室を企画、
案内するとともに、主体的な健康づく
りが行えるよう、グループワークを取り
入れた健康教室を行った。

事
業
概
要

健康増進法に基づき、健康の保持・増進と発病を予防する「第
１次予防」に重点を置く事業である。ライフステージに応じた健
康づくり（特に糖尿病、脂質異常症に焦点をあてた疾病予防講
座、各地区での健康相談あるいは訪問指導において個別保健
指導）を行う。

自分自身や家族の健康のためにも生
活習慣病の予防・早期発見の大切
さ、健康の保持・増進に関する正しい
知識・理解を深め、市民がその人らし
く健康で暮らせるよう、健康に対する
取り組みを支援する事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

736

具
体
的
取
組

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で
策定した目標に向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防の
ための体験型健康教室を実施した。
特に今年度からは健康増進事業対象者への参加促進に努め
た。

集団健康教育（ロコモティブ・シンド
ローム（運動器症候群）予防教室）を
開催し、実践に近い運動実技を啓発
するとともに、今後の継続実施を促し
た。

H30

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で
策定した目標に向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防の
ための体験型健康教室を実施する。事業評価を行い、ライフス
テージに応じた健康づくりに取り組めるよう啓発、生活習慣予
防教室・相談・保健指導、健（検）診を実施する。

特定健診データで要指導の割合の高
い項目に重点をおいた教室を開催。
グループワークを取り入れ、教室を通
して、生活習慣の改善及びその継続
が行えるよう日常生活における意識
の変化を促した。

H29

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で
策定した目標に向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防の
ための体験型健康教室を実施する。事業評価を行い、ライフス
テージに応じた健康づくりに取り組めるよう啓発、生活習慣予
防教室・相談・保健指導、健（検）診を実施する。

特定健診データで要指導の割合の高
い項目に重点をおいた教室を開催。
日常生活における意識の変化を促
し、生活習慣の改善及びその継続が
行えるような健康教室を行った。

決算額 94

2,952

―0 24 1,766 2,632

0 456 0.9

0 0 456

決算額 470

当初予算額 280

計画額 280

計画額 862

当初予算額 842

736

―

0 0 2,090

0.0659

0.0

0 13 1,668 2,151

0 0 461 555

0

決算額

0.9

517

0 542 736

113 0 0 404

当初予算額 239 0 0 420

194 0計画額

0.0当初予算額 149 0 12 477

194 0

638

計画額

決算額

0.8

500

0 546 740

132 0 7 361

1.5 0.0当初予算額 174 0 12 413

計画額 194 740

599

決算額 131 0 6 442 579

5460 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

33 計画値 33計画値32 計画値 33

8 計画値 10 計画値 10計画値 10

実績値 3032 実績値 33 実績値 29
活
動
指
標

からだ改善教室参加者の
測定結果改善率

からだ改善教室へ参加前後で身体計測値の改善した
人の割合（体重、腹囲、体脂肪率）

人
計画値

生活習慣病予防に関する
啓発回数

市民全体へ、生活習慣病予防、健康の保持・増進に関
する正しい知識・理解を深めるための周知・啓発回数
（ホームページ、広報誌、文字放送掲載、音声告知放
送）

計画値

成
果
指
標

生活習慣病予防教室及び
健康相談参加者延べ数

生活習慣病予防に関する健康教室、健康相談への参
加者延べ数

％
計画値

回

実績値

生活習慣病予防に関する
健康教室の開催数

からだ改善教室1クール×13回（3ヶ月間）、病態別教
室（脂質異常症、糖尿病：1クール4回×2コース）、運
動・食卓講座1クール×5回、ロコモ予防・筋力アップ1
クール×4回、運動教室1クール×3回

回
計画値

実績値 5

5,000 計画値

実績値 3,034

5,000 計画値 5,000 計画値 5,000

3,701 実績値 3,451 実績値 3,358

5

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 8 実績値 6 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 88

80 計画値

実績値 86 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

80 計画値 80 計画値 80

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 88

評価点合計

点

5 点点

点20

点

点

4 点

4

86

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

国保加入者の疾病状況を見ると、糖尿病やがん、高血圧といった生活習慣病は上位にあり、医
療費にも大きな影響を与えている。特定健康診査結果では、全身性疾患につながる糖尿病や動
脈硬化の進行に関係する項目（ＨｂＡ１ｃやＬＤＬ）の要指導者は５割を超えており、40代から増加
していく傾向にある。また、高齢化に伴い糖尿病罹患者も増えており、若年期から病気の予防、
早期発見、生活習慣の改善に取り組むことがますます重要になってくる。
さぬき健やかプラン２１（2次）においては、生活習慣の改善を心がけ、定期健診によって体の状
態を知り、自分も家族も体調管理を行う人が増加するという目標が掲げられている。健診受診に
よる気づきを促し、主体的に健康づくりに継続して取り組む意識づくりが必要であることから今後
も継続した啓発活動や、地域の状況に合わせた効果的な健康教育、健康相談を実施してくことが
重要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 予防接種事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③予防医療の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイル
ス)を実施し、予防接種による健康被害の迅速な救済を図る。ま
た、平成２８年１０月よりＢ型肝炎を定期接種に加えた。

予防接種法に基づく予防接種の実
施、広報や新生児・乳児訪問、乳幼児
健診時に啓発を行った。予防接種の
高い接種率を維持していくため、今後
も啓発に努める。

事
業
概
要

予防接種法に基づき、伝染のおそれがある疾病の発生及びま
ん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生の向上及び
増進に寄与するとともに、予防接種による健康被害の迅速な救
済を図る。

感染症のまん延防止及び市民の健康
の保持を目的に予防接種を実施する
と共に予防接種による健康被害の迅
速な救済を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

113,221

具
体
的
取
組

平成２６年１０月より定期接種となった、水痘ワクチンと成人用
肺炎球菌ワクチンの接種委託料を増額している。
子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨の差し控えにより接種
率の見直しを行っている。

予防接種法に基づく予防接種の実
施、広報や新生児・乳児訪問、乳幼児
健診時に啓発を行った。予防接種の
高い接種率を維持していくため、今後
も啓発に努める。

H30

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイル
ス)を実施し、予防接種による健康被害の迅速な救済を図る。

予防接種法に基づく予防接種の実
施、広報や新生児・乳児訪問、乳幼児
健診時に啓発を行った。予防接種の
高い接種率を維持していくため、今後
も啓発に努める。

H29

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイル
ス)を実施し、予防接種による健康被害の迅速な救済を図る。

予防接種法に基づく予防接種の実
施、広報や新生児・乳児訪問、乳幼児
健診時に啓発を行った。予防接種の
高い接種率を維持していくため、今後
も啓発に努める。

決算額 4,317

459,236

―0 0 456,639 474,015

0 108,963 0.5

0 0 108,963

決算額 18,754

当初予算額 4,258

計画額 4,258

計画額 16,972

当初予算額 17,376

113,221

―

0 0 442,264

0.2120,702

0.2

0 0 418,520 437,274

0 0 105,049 109,366

0

決算額

0.5

108,857

0 108,963 113,221

4,365 0 0 104,492

当初予算額 4,352 0 0 116,350

4,258 0計画額

0.3当初予算額 4,385 0 0 116,027

4,385 0

120,412

計画額

決算額

0.5

108,221

0 108,729 113,114

4,369 0 0 103,852

0.6 0.3当初予算額 4,381 0 0 115,299

計画額 4,071 119,680

119,680

決算額 5,703 0 0 105,127 110,830

115,6090 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

288 計画値 276計画値300 計画値 272

計画値 計画値計画値

実績値 320304 実績値 307 実績値 320
活
動
指
標

％
計画値

計画値

成
果
指
標

麻しん風しん2期接種率 麻しん風しん2期の年度対象者の予防接種接種率

計画値

実績値

予防接種の説明人数 新生児及び乳幼児訪問等を利用して予防接種の予診
票綴とパンフレットを渡し、予防接種に関する説明を個
別に行った人数

人
計画値

実績値

98.0 計画値

実績値 91.6

98.0 計画値 98.0 計画値 98.0

94.5 実績値 95.6 実績値 93.0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点21

点

点

4 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

予防接種の必要性に対する保護者の意識レベルを高めるためにも、さぬき市の広報誌において
周知回数を増やすことで接種率の向上に取り組む。
特に平成31年1月以降、風しん患者数の増加が報告されていることを鑑み、麻しん風しん混合ワ
クチンの周知回数を増やすことで啓発に努める。
現在実施している、４月に第２期の小学校就学前１年間の接種対象者への個人通知と、１２月末
に接種確認ができない対象者に対して再度通知、それでも接種確認ができない対象者へは２月
中旬に個別に電話連絡を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 健康診査事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③予防医療の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

がん検診の実施
・日帰り健診として総合健診（人間ドック）を実施
・乳・子宮頸がん検診は土日検診を実施し、子宮頸がん検診は
検診日を１日追加。休日検診として、胃・子宮頸・肺がん検診を
追加実施。大腸がん検診は、秋に追加検診を実施
肝炎ウィルス検査（個別勧奨対象者）の実施

・総合健診受入人数が100名増加。
・個別勧奨による申込が増加した子宮
頸がんの集団検診を土曜日に２日間
実施。
・10月に大腸がん検診を追加実施し、
108名の受診があった。

事
業
概
要

健康増進法・がん対策基本法に基づく事業であり、二次予防を
目的としての早期発見・早期治療に向けた健康診査・がん検
診・結核検診を推進し、住民自ら健康管理を効率的に行ない、
健康の保持増進を図る。

・早期発見・早期治療を目的とした健
康診査・がん検診・結核検診を推進
・住民自らが健康管理を行い、健康の
保持増進を図る

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

51,140

具
体
的
取
組

がん検診の実施
・日帰り健診として総合健診（人間ドック）を実施
・乳・子宮頸・大腸がん検診は土日検診を実施
・子宮頸・乳・大腸がん検診では一定年齢の者を対象に無料
クーポン券を配布し、受診を勧奨した。
肝炎ウィルス検査（個別勧奨対象者）の実施

乳がん検診では、委託機関を１追加
し、受入・受診機会の拡充を図った。
子宮頸がんは、24-39歳で過去４年間
の検診未受診者に個別に受診勧奨。
対象を絞り、子宮頸・乳がんは再勧奨
した。

H30

がん検診の実施
・日帰り健診として総合健診（人間ドック）を実施
・乳・子宮頸がん検診は土日検診を実施。大腸がん検診での不
定期受診者へ受診勧奨し、休日検診として胃・肺がん検診を実
施、大腸がんは秋にも追加検診を実施
肝炎ウィルス検査（個別勧奨対象者）の実施

乳がん検診無料クーポン対象者303
名に啓発グッズを同封通知し、受診勧
奨を行った。秋の追加検診では、協会
けんぽ特定健診との抱き合わせ検診
を実施し、新たな受診の啓発の機会と
なった。

H29

がん検診の実施
・日帰り健診として総合健診（人間ドック）を実施
・乳・子宮頸がん検診は土日検診を実施。胃・肺・大腸がん検
診での不定期受診者へ受診勧奨し、休日検診として胃・肺がん
検診を1日追加、大腸がんは秋にも追加検診を実施
肝炎ウィルス検査（個別勧奨対象者）の実施

子宮頸がん検診無料クーポン対象者
の受診率は前年比2.7％増加した。個
別勧奨は受診のきっかけになってい
るが各種がん検診受診者数は減少傾
向。休日検診は60歳以下の受診割合
が約2倍高い。

決算額 2,535

205,659

―0 28,024 161,914 201,196

6,518 40,457 2.8

0 6,518 40,457

決算額 8,879

当初予算額 4,165

計画額 4,165

計画額 16,660

当初予算額 11,258

51,140

―

0 26,016 162,983

0.249,552

0.2

0 29,519 144,934 183,332

0 6,982 38,164 47,681

0

決算額

2.6

47,025

6,516 40,329 51,010

2,212 0 7,629 37,184

当初予算額 2,471 0 6,703 40,378

4,165 0計画額

0.3当初予算額 2,507 0 6,710 40,956

4,165 0

50,173

計画額

決算額

1.8

44,210

6,499 41,157 51,821

2,023 0 7,430 34,757

2.0 0.3当初予算額 2,115 0 8,093 40,123

計画額 4,165 51,688

50,331

決算額 2,109 0 7,478 34,829 44,416

41,0400 6,483



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

2,300 計画値 2,300計画値2,200 計画値 2,300

1,040 計画値 1,120 計画値 1,120計画値 1,120

実績値 2,2462,055 実績値 2,259 実績値 2,239
活
動
指
標

子宮頸がん検診の受診率 子宮頸がん検診の受診率向上により、早期発見・早期
治療につなげる。
※受診率は地域保健・健康増進事業報告に準じる

％
計画値

子宮頸がん検診の申込者
数

集団（バス）検診や検診機関での個別検診等、受診し
やすい体制を整備し、疾病の早期発見・早期治療につ
なげる。

計画値

成
果
指
標

総合健診の受診率 総合健診受診を希望した人が、確実に受診できる。
総合健診受診者数／総合健診申込数

％
計画値

人

実績値

総合健診の申込者数 健康診査とがん検診を同日に受診できる機会を確保
し、疾病の早期発見・早期治療につなげる。

人
計画値

実績値 792

100 計画値

実績値 95

100 計画値 100 計画値 100

99 実績値 97 実績値 95

820

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 882 実績値 945 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 22.1

50 計画値

実績値 15.4 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

50 計画値 50 計画値 50

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 13.3

評価点合計

点

5 点点

点21

点

点

4 点

4

14.5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

 がんは主要死因別死亡数、国保医療費とも1位であり、男性の2人に1人、女性の3人に1人が、
がんにかかる可能性があるといわれている。本人のみならず、介護や経済面と家族を含めた周
囲への負担も大きくなることから、がんの早期発見、早期治療が重要である。まず、がん検診受
診率を高めることが重要である。
  がん検診に対する啓発を継続し知識や理解を広めるとともに、受診のきっかけづくりとしての無
料クーポン券を含む個別勧奨や、子育て・働く世代が受診しやすい環境としての休日検診実施や
託児、総合健診や特定健康診査との同時実施、個別検診での委託機関や受入人数の拡充を
図っていく必要がある。受診希望者が確実に受診できる体制づくりについて、関係機関とも協議
しながら、今後も継続した取り組みを行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合戦略 

総合計画 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 



保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 後期高齢者健診事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月21日

款 20 衛生費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③予防医療の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

予防費

H28

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康
診査の実施するための経費として、各種健診を行う医療機関
等への委託料及び事務経費を計上している。

昨年度に引き続き、受診率の向上の
ため周知を行った。

事
業
概
要

後期高齢者医療制度の被保険者に対する健康診査を実施す
るための事業である。病気の早期発見および予防に寄与して
いる。

病気の早期発見とその予防を目的と
して、健康診断を行い、住民の健康増
進を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

25,342

具
体
的
取
組

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康
診査の実施するための経費として、各種健診を行う医療機関
等への委託料及び事務経費を執行した。

広報や文字放送、音声告知放送など
の周知を通じて健康診査受診者数と
受診率の向上に努めた。

H30

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康
診査の実施するための経費として、各種健診を行う医療機関
等への委託料及び事務経費を計上している。

広報、文字放送、音声告知放送及び
ホームページを活用して継続受診の
周知を行った。

H29

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康
診査の実施するための経費として、各種健診を行う医療機関
等への委託料及び事務経費を計上している。

昨年度に引き続き、広報や文字放
送、音声告知放送などの周知を実施
し、受診率の向上のため周知を行っ
た。

決算額 0

106,342

―0 103,448 2,639 106,087

24,536 806 0.4

0 24,536 806

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

25,342

―

0 102,536 3,806

0.025,872

0.0

0 99,313 2,099 101,412

0 24,849 470 25,319

0

決算額

0.4

25,188

26,000 1,000 27,000

0 0 24,704 484

当初予算額 0 0 25,198 674

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 26,421 506

0 0

26,927

計画額

決算額

0.2

24,689

26,000 1,000 27,000

0 0 24,189 500

0.4 0.0当初予算額 0 0 27,293 653

計画額 0 27,000

27,946

決算額 0 0 25,571 645 26,216

1,0000 26,000



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

8,250 計画値 8,250計画値8,200 計画値 8,250

2,597 計画値 2,641 計画値 2,641計画値 2,641

実績値 8,3957,765 実績値 8,159 実績値 8,309
活
動
指
標

％
計画値

受診者数 受診券送付者のうち、実受診者数
計画値

成
果
指
標

受診率 送付者に対する受診者の割合

計画値

人

実績値

受診券送付者数 被保険者のうち、施設入所者等を除く方の人数

人
計画値

実績値 2,664

32 計画値

実績値 32

32 計画値 32 計画値 32

31 実績値 32 実績値 30

2,522

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 2,370 実績値 2,594 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点19

点

点

4 点

3

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

生活習慣病の早期発見・早期治療のために健康診査を継続して受診し、重症化予防や健康づく
りを推進していくことが大切である。長寿・健康増進事業補助金が平成３０年度から段階的に減
額されているため、実施方法や自己負担金等について検討が必要と考えている。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

当初予算額 0

計画額

計画額

―0 0 232 316

0

0

当初予算額 84
H27

|
H30

健康増進法に基づき心の健康づくりを進めていくための事業を
行うことにより、周知及び教室による知識の普及と適切な対処
方法ができる支援や、市民の心と身体の健康バランスを保ちな
がらいきいきと自分らしく生活できるよう支援などを行う。

市民が心の健康に関心を持ち、自殺
や精神疾患、精神的危機への適切な
対応について、正しい知識を持つこと
を目的に啓発活動等を行う事業であ
る。

決算額 170

款 20 衛生費

担当職員数(人）

0 114 284

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 心の健康づくり事業 担当課 国保・健康課 記入日

0

H28

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや
自殺予防対策についての啓発活動を実施する。

思春期層に対し心の健康について関心を
持つ健康教室を、市内中学校（１校）の全
校生徒及び保護者（希望者）を対象に開催
した。また地域住民を対象に、うつ病など
精神疾患に対する理解を得るための講演
会を開催した。

事
業
概
要

103

H27

具
体
的
取
組

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、思春期への教室
及び中高年の心の健康づくりを目的とした啓発活動や精神科
医による研修を実施した。

市内の高等学校で心の健康教室を開
催した。また、市広報紙で啓発活動を
実施するとともに、地域で活躍する民
生委員児童委員を対象とした研修会
を開催した。今後も各年齢層に応じた
啓発を実施していく。

保健衛生費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

④心の健康づくり

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

H29

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや
自殺予防対策についての啓発活動を実施する。

思春期層に対し心の健康教室を、市
内中学校（１校）の全校生徒及び保護
者（希望者）を対象に開催した。また、
地域住民を対象に、うつ病など精神疾
患に対する理解を得るための講演会
を開催した。

保健衛生総務費

令和1年6月21日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

その他 一般財源

05

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 05

主要施策 ④

35 0 0 32

103

414

0.1 0.0

0 0 20 72

0 0 103 103

―

0 0

0 0

決算額

67

計画額

決算額 52

414

0.0当初予算額 38 0 0

当初予算額 0 0 0 67

0 0

決算額

0.1

67

0 103 103

0.0

80

決算額 45 0 0 34 79

0.6 0.0

0.3

66

0 104 104

38 0 0 28

28

0 0

66

計画額

当初予算額 46 0 0 34H30

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや
自殺予防対策についての啓発活動を実施する。

全庁的な自殺対策の推進を目指して、さぬ
き市自殺対策計画を策定した。また、中学
校（１校）の全校生徒及び保護者を対象に
心の健康教室を開催し、地域住民を対象
に、うつ病など精神疾患に対する理解を得
るための講演会を開催した。

1041040 0計画額 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値2 計画値 2

計画値 計画値計画値

実績値 22 実績値 2 実績値 2
活
動
指
標

睡眠による休養がとれて
いないものの割合

睡眠による休養を十分にとれていないものの割合の減
少を目指し、特定健康診査受診者（対象40～64歳国
保）問診票により割合を算出

人
計画値

計画値

成
果
指
標

心の健康についての健康
教室等参加者数

健康教室等への参加者数

％
計画値

実績値

心の健康についての健康
教室等の開催数

市民を対象とした心の健康に対する正しい知識と理解
を促進するための健康教室等の開催回数

回
計画値

200

実績値 606

実績値

200 計画値

実績値 483

200 200 計画値

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

24.6 計画値

実績値 33.6 実績値 35.1

217 実績値 430

24.6 計画値 24.6 計画値 24.6

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

点

点21
点

4

4

5

評価点合計

点

4

点

点

実績値 34.3

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

自殺やうつ病は大きな社会問題であり、心の不調に自身や周囲が早く気づき、適切に対応できる
ことが重要である。また、様々なストレス要因にさらされている現代においては、ストレスが心の
健康に悪影響を及ぼす一因でもあり、一人ひとりがストレスの軽減や十分な休養を心がける必要
があると同時に、ストレスを緩和できる環境づくりも大切である。
さぬき市における休養・心の健康に関する課題は、働く世代が抱えるストレスが大きいこと、睡眠
による休養が十分でないこと、気分転換の方法を持たない子供が半数いることなどがあり、さぬ
きすこやかプラン21（第２次）においては、睡眠による休養をしっかり取り、ストレスをためないよう
心がけることを目標に掲げている。
自殺対策計画に基づき、誰も自殺に追い込まれない社会の実現に向けて、心の健康づくりに対
する取り組みを、広い年代層に向けて、今後も継続する必要性がある。

実績値 33.7

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

⇒ なっている

評価点

余地がある ⇒

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

余地はない

点

点

4

点

なっていない

点 ／25点
必要がある

21

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

18,379,960

19,209,554

18,095,956

4,589,096

4,589,096

決算額

計画額

1,688,088

503,155

503,155

18,210

484,485

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

事業費計

――

4,792,683

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

①

19

Ⅲ

①市民病院を核とした医療体制の充実

(19) 地域医療の充実

病院事業会計①（医療体制の充実関係） 市民病院総務企画課 記入日 令和1年6月28日

4,615,468

5,071,557

基本施策

担当課

0 病院事業会計

目

項

款

会計

574,846

548,524

116,200

65,000

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

503,155

具
体
的
取
組

3,092

2,475

財源内訳

15,945,527

16,563,030

15,798,935

3,957,500

3,957,500

447,200

456,560

441,800

117,200

2,121,015

2,163,750

117,200

15,141

26,214

11,241

11,241

7,202

5,121

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

7,713

1,300

1,300

1,300

61,500

65,900

4,679

2,901

273.0 103.0

281.0 113.0

284.0 114.0

170,900

141,300

4,116,780

3,861,089

569,109

571,354

4,586,627

4,488,280

4,756,218

4,477,988

4,403,112

4,694,588

4,620,757

4,062,119

3,959,559

3,937,495

348,399

516,640

大川保健医療圏域における地域中核病院として、一般医療は
もとより救急医療、へき地医療、在宅医療、災害医療などの政
策医療の提供に努めるとともに、公営企業としての経済性を発
揮しつつ、市民ニーズに応えていくため、保健・福祉と一体的
な医療提供体制の構築に取り組みながら、より良質で高度な
医療提供に努める。

3,976,813

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児
医療）及び在宅医療に取り組むとともに５疾病（がん、脳卒中、
急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）に対する安定した医療提
供に努める。

・大川二次医療圏域の病院群輪番制当番医の実施（年間183
日）
・大川地区小児夜間急病診察室の実施（年間365日）
・内科、脳神経外科、精神科心療内科など一般診療の提供
・安定した周産期医療の提供　・地域包括ケア病棟の運用
・ＢＣＰ（事業継続計画）の作成及び災害訓練の実施

・大川二次医療圏域の病院群輪番制当番医の実施（年間183
日）
・大川地区小児夜間急病診察室の実施（年間365日）
・内科、脳神経外科、精神科・心療内科など一般診療の提供
・地域包括ケア病棟の設置

・大川二次医療圏域の病院群輪番制当番医の実施（年間182
日）　　・大川地区小児夜間急病診察室の実施（年間366日）
・内科、脳神経外科、精神科・心療内科等一般診療の提供
・分娩受入制限の解除　　・在宅療養支援室の設置
※当初予算額・決算額については「病院事業会計①②」再掲。

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

市民が、心身の健康面において、
日々安心して過ごせるよう安定した医
療提供の維持に努める。

医師不足の昨今、継続的に救急医療
を提供するため、大学病院からの応
援体制の強化に努めた。また、在宅
医療の提供では、訪問診察・看護・リ
ハビリを所管する部署を集約し、安定
かつ効率的な組織づくりに努めた。
昨年度に引き続き、より多くの救急応需に
対応するため、大学病院からの協力体制
（医師派遣）の強化を図るとともに、応需
率が上がるよう救急担当医を当番制にす
るなど、限られた人的医療資源を最大限
に有効活用する取り組みを行った。

計画額

当初予算額

決算額

3,988,413

4,164,404

4,001,474

事業内容

497,982

352,049

65,000

106,960

118,400

116.0286.04,324,346

複数名の助産師が同時に長期休暇を取得したことにより、一
時助産師不足に見回れたが、助産師確保のため、香川県助
産師出向支援事業の活用や積極的な公募活動を行った結
果、現周産期医療提供体制を保持することができ、市民に対
してはサービスを低下させることなく、安心・安全な医療が提
供できた。また、災害医療に関しては、平成30年度中の災害
対策マニュアル改定（アクションカード整備）及びＢＣＰ策定に
向け、計画的に机上訓練の実施、院外研修への参画などを
行った。

昨年度に引き続き、大学病院との連
携強化に努めた。医師不足という状
況に変わりはなかったが、大学病院
からの医師の派遣協力により、一般
医療をはじめとする医療の提供体制
を維持した。

200,000

一般財源



成
果
指
標

小児を対象とした時間外診療の実施日数

広域行政から救急搬送の受入要請があった際の応需
率

小児夜間急病診察室で診察を行った患者数

点

点

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

日

実績値

計画値

／25点

65

2,650

1,958

80

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

余地がある

必要性低い

必要はない必要がある ⇒

80

計画値

実績値

4

4 点

4 点

4 点4

計画値

H28H27指標名

大川二次医療圏域におけ
る病院群輪番制当番医実
施日数

小児夜間急病診察室診療
日数

実績値

計画値

実績値

182

182

366

366

休日・時間外における広域行政からの救急患者の受
入体制を整備した日数

活
動
指
標

今
後
の
方
向
性

実績値

2,650

2,237

実績値

2,650

2,209

計画値

実績値

計画値

評
価

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

理
由

地域医療を取り巻く環境は厳しく、医師の地域偏在や特定の診療科における医師不足は未だ
解消されておらず、今後さらに医師確保が困難になっていくことが予想されます。
引き続き、医師確保に最善を尽くし、一般医療及び救急医療、災害医療、周産期医療、小児医
療などの政策医療や在宅医療を安定して提供していきます。

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

182実績値 183 実績値

4 点

計画値

実績値

計画値

実績値

4

計画値 365 計画値

実績値

計画値

方
向
性

実績値

点

点

365

救急患者応需率

実績値

2,650

2,167

80

72

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

必要性高い

日

％

人

4

5 点4 点

二次評価（所属長）

／25点

計画値

実績値

365実績値

計画値

⇒

H30

計画値 182 計画値

H29

183

183

183

20 点 21 点

チェック項目（１～５点で評価）

小児夜間急病診察室取扱
患者数

365

80

67

365

計画値

67

なっている

優先度高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

365

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



5,071,557

決算額 5,121 141,300 3,976,813 571,354 4,694,588

2.4 0.0当初予算額 7,202 170,900 4,324,346 569,109

計画額 1,300 200,000 4,615,468

2.2 0.0当初予算額 4,679 106,960 4,164,404 516,640 4,792,683

4,001,474 497,982 4,620,757

3,988,413 348,399 4,403,112

H29

・糖尿病診療を考える会の開催（年間5回）
・病病連携推進協議会の開催（年間2回）
・医療介護連携に関する意見交換会の開催（年間2回）
　*平成29年度から地域包括支援センターが中心的役割（主催
者）を担うこととなった。
・歯科医師連携による衛生士の配置

地域包括ケアシステムの構築に向
け、地域の保健・医療・福祉を担う機
関と積極的に意見交換等を行うな
ど、密に連携強化を図った。

計画額 1,300 65,000

決算額 2,901 118,400

0.0当初予算額 3,092 61,500 4,116,780 574,846 4,756,218

3,861,089 548,524 4,477,988

1,300 65,000

決算額 2,475 65,900

2.0

3,937,495 484,485 4,488,280

2.0 0.0

441,800 15,798,935 2,121,015 18,379,960

― ―

117,200 3,957,500 503,155 4,589,096

18,095,956

456,560 16,563,030 2,163,750 19,209,554

447,200 15,945,527 1,688,088

117,200 3,957,500 503,155

決算額 7,713 116,200 3,959,559 503,155 4,586,627

4,062,119 352,049

H30

地域医療連携の推進を図るとともに、地域包括ケアシステム
の構築に寄与するため、地域の保健・医療・福祉を担う機関と
情報交換を行う他、研修会等を開催する。

昨年度に引き続き、地域の保健・医
療・福祉を担う機関と積極的に意見
交換等を行った。

H27

具
体
的
取
組

・糖尿病診療を考える会（近隣の開業医、施設等76団体を対
象とした医療勉強会）の開催（年間6回）　　・病病連携推進協
議会（大川医療圏域内の6病院の連携強化を目的とした協議
会）の開催（年間4回）　　・医療介護連携に関する意見交換会
（仮称）の開催（年間2回）
※当初予算額・決算額については「病院事業会計①②」再掲。

地域包括ケアシステムの実現に向け
て、医療と保健、医療と福祉の連携を
一層強化するため、平成28年度から
院内に新部署を立ち上げるための準
備を行った。

計画額 11,241

当初予算額 11,241

4,589,096

H28

・糖尿病診療を考える会の開催（年間5回）
・病病連携推進協議会の開催（年間3回）
・医療介護連携に関する意見交換会の開催（年間1回）
・歯科医師連携による衛生士の配置
※当初予算額・決算額については「病院事業会計①②」再掲。

地域包括ケアシステムの実現に向け
て、左記の会議等の開催を通し、地
域包括ケアに関わる関係機関・団体
との円滑な連携（情報共有）、加えて
積極的な協働を図る。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

大川保健医療圏域における地域中核病院として、一般医療は
もとより救急医療、へき地医療、在宅医療、災害医療などの政
策医療の提供に努めるとともに、公営企業としての経済性を発
揮しつつ、市民ニーズに応えていくため、保健・福祉と一体的
な医療提供体制の構築に取り組みながら、より良質で高度な
医療提供に努める。※事業費再掲

市民が、心身の健康面において、
日々安心して過ごせるよう地域の医
療水準の向上に努めるとともに、地
域の保健・医療・福祉が一体となっ
た、より高度な市民サービスに寄与
する。

計画額 15,141

当初予算額 26,214

決算額 18,210

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②地域医療の連携推進 目

基本施策 19

款

(19) 地域医療の充実 項

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 病院事業会計②（地域医療連携関係） 担当課 市民病院総務企画課 記入日 令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 0 病院事業会計



評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

20 点4 点
余地がある ⇒

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

必要性低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

理
由

地域包括ケアシステムの構築に向けては、地域の保健・医療・福祉を担う機関とのさらなる連携
強化が必要不可欠と考えています。
市民病院は、より一層有意義な意見交換会、研修会等を企画・開催に努め、市民の健康の維
持と増進に貢献しています。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

4 点

点 4

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4 点
⇒

4 点

4

必要性高い

131 実績値 171

- 実績値 -

450 計画値 450 計画値 450

実績値 119

357 計画値 357 計画値 357

55 実績値

450 計画値

活
動
指
標

医療介護連携に関する意
見交換会（仮称）延参加団
体数

医療介護連携に関する意見交換会に参加した延団体
数
*地域包括支援センター主催となったため、延参加団
体数等の把握・管理については当該センターに移行。

団体
計画値 167 計画値

成
果
指
標

糖尿病診療を考える会延
参加人数

さぬき市民病院が主催する医療勉強会の実施に伴っ
て参加した延人数

人
計画値

実績値 108 実績値

実績値 61 実績値

0

実績値 6

医療介護連携に関する意
見交換会（仮称）開催回数

保健・医療・福祉の連携を図るため、地域包括支援セ
ンター、地域の介護サービス事業者等との円滑な連
携体制実施に向けた意見交換会の開催回数

回
計画値 2 計画値 計画値 3

実績値 2 実績値 1 実績値 0 実績値

33 計画値

6 計画値 6 計画値 6

5

糖尿病診療を考える会開
催回数

さぬき市民病院が主催する医療勉強会の開催回数

回
計画値 6

実績値 6 実績値 5 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 50 多和診療所事業特別会計

当初予算額 0

計画額

計画額

―0 13,348 24,552 37,900

0

0

当初予算額 0
H27

|
H30

地域の拠点として、安心して地域に密着した医療サービスを受
けることができるための多和診療所の施設管理・医療用消耗
器財・医薬品及び衛生材料費等の経費である。

多和地区における医療受診機会の確
保を目的とする。

決算額 0

款

担当職員数(人）

13,768 24,460 38,228

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 多和診療所事業特別会計 担当課 国保・健康課 記入日

0

H28

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医
薬品及び衛生材料費等の経費である。

昨年度に引き続き、往診・訪問診療を
行った。また、施設内で発生した雨漏
りにより医療用精密機器等への影響
を防ぐ為、修繕を行った。

事
業
概
要

9,100

H27

具
体
的
取
組

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医
薬品及び衛生材料費等の経費である。

地域の高齢化率が高いため、多和診
療所まで来られない方に対して、さぬ
き市民病院地域連携室と協力し、往
診・訪問診療を始めた。

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

③診療所の継続的な運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

H29

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医
薬品及び衛生材料費等の経費である。

高齢者でも利用しやすい往診・訪問診
療について、また調剤薬局の併設な
ど広報に掲載し周知した。

令和1年6月6日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

その他 一般財源

基本施策 19 (19) 地域医療の充実 項

主要施策 ③

0 0 3,578 8,528

5,532

22,348

0.2 1.0

0 3,650 4,706 8,356

0 3,568 5,532 9,100

―

0 14,414

0 3,568

決算額

9,200

計画額

決算額 0

36,762

1.0当初予算額 0 0 3,315

当初予算額 0 0 3,150 6,050

0 0

決算額

0.2

12,106

3,568 5,532 9,100

1.0

9,800

決算額 0 0 3,186 5,703 8,889

0.2 1.0

0.2

8,877

3,639 5,642 9,281

0 0 3,354 5,523

6,485

0 0

9,800

計画額

当初予算額 0 0 3,315 6,485H30

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医
薬品及び衛生材料費等の経費である。

高齢者でも利用しやすい往診・訪問診
療を積極的に行った。

9,2815,6420 3,639計画額 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

97 計画値 101計画値99 計画値 100

計画値 計画値計画値

実績値 9697 実績値 95 実績値 100
活
動
指
標

訪問診療利用者の延人数 多和診療所医師の訪問診療（往診含む）利用者の年
間延人数

人
計画値

計画値

成
果
指
標

一日当たりの診療者数 来院者数／診療日数
診療日一日当たりの来院者年間の平均人数

人
計画値

実績値

診療所の診療日数 年間診療日数

日
計画値

8

実績値 7

実績値

8 計画値

実績値 6

8 8 計画値

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

5 計画値

実績値 26 実績値 50

8 実績値 8

36 計画値 30 計画値 30

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

点

点19
点

4

4

4

評価点合計

点

4

点

点

実績値 24

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

地域の過疎化に伴い高齢者の割合が増え、人口は年々減少している状況ではあるが、へき地薬
局との連携や、往診・訪問診療の実施により、利用者の確保に努め、地域医療を継続して実施し
ていく必要がある。

実績値 26

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

⇒ なっている

評価点

余地がある ⇒

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

余地はない

点

点

4

点

なっていない

点 ／25点
必要がある

19

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

137,100

0

0

300

7,663

0

0

0

0

408,387

436,000

514,900

136,000

136,000

2,936

1.0

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

具
体
的
取
組

3,936

98,564

94,420

135,600

決算額

計画額

1,600

400

400

400

125,951

H30

③

19

Ⅲ

③診療所の継続的な運営

(19) 地域医療の充実

津田診療所事業特別会計 令和1年6月17日

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

587

400

担当課

52 津田診療所事業特別会計

目

項

款

会計

87,669

――

101,500

一般財源

9,806

H27
|

H30

事
業
概
要

95,976

136,000

95,000

105,400

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

津田診療所 記入日

事業目的 / 改善内容

市民の健康保持に必要な医療提供。
健康保持、健康増進、介護予防に寄
与。

平成２８年から内科診療が週４日と
なったため、内科医師の求人募集（香
川県医師会ドクターバンクの登録）を
行った。

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

0

105,000

1,556

400

300

0

当初予算額

決算額

7.0 9.0

1.0 9.0

1.0 11.0

事業費（千円）

0

0

0

126,538

137,500

103,500

98,204

103,200

90,541

財源内訳

513,300

432,064

398,581

135,600

135,600

事業費計

13.0

事業内容

94,700

87,669

0

今までリハビリを利用していた患者の
サポート及び信頼回復。（リハビリ教
室）
市民への健康保持及び健康増進に
係る取り組み。（健康教室）

市民が安心して診療が受けられるよ
う老朽化した医療機器の整備。（画像
運用）
スポーツ振興に寄与し、スポーツ医
学の正しい知識を身につけてもらうた
め。また広域的に若い世代の患者を
地域に根差した公的医療施設とし
て、保健活動及び介護予防活動に取
り組む。

地域住民の健康保持に必要な医療の提供が受けられるよう、
診療所の運営・管理に係る事業である。

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。
「リハビリ教室」、「健康教室」及び「スポーツ医学に関する出前
講座」を実施

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。
画像制御装備の老朽化に伴い、それに係るハード及びソフト
の整備を行う。（ハード、ソフト合わせ1500千円程度）
今年度より、所長の専門分野である「スポーツ医学に関する出
前講座」を市内の高校生を対象に実施。

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。
H27.3.31 リハビリテーション科休止に伴う、「リハビリ教室」及
び「健康教室」を行う。

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行い、市民の健
康保持に必要な医療を提供した。

計画額

当初予算額



133,160

88,103

80

80

3

点

点

3
余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

活
動
指
標

成
果
指
標

80

80

108

100

-

-

133,160

計画値計画値

実績値

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

人

実績値

-

-

H28H27指標名

外来患者数

リハビリ教室
健康教室

外来収入

69

1,400

計画値

実績値

125,947

１日当たりの平均患者数

参加者数

外来収入＋受託事業収入

計画値

計画値

実績値

今
後
の
方
向
性

評
価

74

70

1,400

93,381

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

74

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

理
由

・長期投与の減少や広域的に利用患者が増えたことから、「外来患者数」・「外来収入」が増加し
た。
・「リハビリ教室」、「健康教室」共に非常に好評であり、今後も地域に根差した保健活動及び介
護予防事業に努める。
・来年度、所長の交代に向け「診療体制の構築」に取り組む。

一次評価（担当者）

4 点

5 点

5 点

3 点

／25点 ／25点

点 3 点

4 点

二次評価（所属長）

⇒ 20 点

5

必要はない必要がある ⇒

20 点

計画値

実績値

578実績値

計画値

794

133,160

90,538

727

H30

計画値

実績値

計画値

74

74

1,400

計画値

実績値

計画値

133,160

計画値

実績値

計画値

チェック項目（１～５点で評価）

リハビリ教室
健康教室

人

千円

％

5 点

実績値

満足度調査

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

80

80

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 1,948 0 0 213 2,161

1,393 3,161

1,837

1,3930 0

1.0当初予算額 1,839 0 0 2,033

1,768

0.4 1.0当初予算額 1,686 0 0 743

計画額 1,768 3,161

2,429

計画額

決算額

0.4

3,215

0 1,358 3,110

1,755

0 0 1,696

当初予算額 1,755 0 0 1,357

1,752

0

3,872

計画額

決算額

0.4

3,533

0

1.0

0 0 3,686 10,986

0 0

0

3,112 1.0

―

0 0 5,502

317 2,077

0 0 1,358 3,110

0 0 1,460

H27
|

H30

3,110

0.0

0 0 1,358

決算額 7,300

当初予算額 1,752

計画額 1,752

決算額 1,760

12,542

―0 0 5,491 12,523

計画額 7,040

当初予算額 7,032

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図るこ
とを目的とし、医療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過
誤請求等の発見に努めている。また、レセプト点検技術の向
上を図ることを目的とした、研修会等にも参加している。

　診療報酬明細書の点検に精通した
臨時職員を雇用しレセプトの点検を
行うことにより、資格審査や内容点検
を行い、重複受診による被保護者の
健康被害を防ぐとともに医療扶助の
適正化を図る。

H29

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図るこ
とを目的とし、医療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過
誤請求等の発見に努めている。また、レセプト点検技術の向
上を図ることを目的とした、研修会等にも参加している。

診療報酬明細書の点検に精通した臨
時職員を雇用しレセプトの点検を行う
ことにより、資格審査や内容点検を行
い医療扶助の適正化を図り、基準改
定等に関し作業の省力化・迅速化を
行った。

H28

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図るこ
とを目的とし、医療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過
誤請求等の発見に努めている。また、レセプト点検技術の向
上を図ることを目的とした、研修会等にも参加している。

一年を通じて臨時職員を雇用し、業
務を実施した。28年度よりクラウドを
活用した電子レセプトによるデーター
管理に移行したことにより、作業の省
力化・迅速化など事務効率の改善を
図る事が出来た。

事
業
概
要

セーフティネット支援対策等事業費補助金交付要綱に掲げる
事業のうち別添資料「生活保護適正実施推進事業費明細一
覧表」記載事業を実施する。

生活保護(扶助費)のうち医療費(医療
扶助)について、レセプト内容を確認
し、対象者の資格や採られた医療行
為と請求は適切であったか等の内容
を点検し、誤りについては審査機関を
通じて是正を図る。

H27

具
体
的
取
組

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図るこ
とを目的とし、医療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過
誤請求等の発見に努めた。また、レセプト点検技術の向上を
図ることを目的とした研修会等に参加した。

上記目的を果たすために、臨時職員
を雇用し業務を実施した。(下半期は
内容点検については業者委託)

事業費（千円）

生活保護総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生活保護適正化推進事業 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

① ①生活保護制度の適正な運用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

生活保護費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当該制度は、診療報酬明細書の点検に精通した臨時職員を雇用しレセプトの点検を行うことに
より、資格審査や内容点検を行うことにより、医療扶助の適正化を図るとともに、重複受診や頻
回受診を把握するのに有効であるが業務自体は高度な専門性が要求され、医療事務に慣れた
職員が行わない限り、現状を維持していくほか方法はないものと考える。
現業職員の研修費についても生活保護に携わる業務が被保護者の日常生活に直結する業務
であることから、広い範囲での要求や疑問が寄せられ、それらに対し適正に答えていくために
は、現業員としての深い知識と独特な見識が要求されることから、全国のワーカー研修で経験
を積むことは有益であると考えられる。
生活保護端末における基準改定作業を効率的に行うことにより、事務の迅速化と作業内容の統
一性を図れることから今後も継続する必要がある。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

評価点合計

点

3 点

点

点 3 点

実績値

点

点 3

点

点17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

4
必要性低い

優先度高い

18

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

再審査請求により減額と
なった金額

レセプト点検を実施した結果、医療機関からの請求に
誤りを発見し審査機関に差し戻した結果、減額となっ
た医療費

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

千円
計画値

実績値

2,884 実績値 4,509 実績値 1,558

実績値

計画値 計画値

1,000

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

1,000 計画値

実績値 1,110

1,000 計画値 1,000 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
再審査請求取扱量 レセプト点検を実施した結果、医療機関からの請求に

誤りを発見し審査機関に差し戻した件数
活
動
指
標

実績値75 実績値 105 実績値 69

実績値 実績値

計画値

75実績値

50

H28 H29 H30単位 H27

50 計画値 50計画値
件

計画値 50

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 160 0 0 71,818 71,978

2,141 2,141

0

2,1410 0

0.0当初予算額 0 0 0 2,778

0

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 6,945

計画額 0 2,141

6,945

計画額

決算額

0.5

24,595

0 2,102 2,102

0

0 0 54,619

当初予算額 0 0 0 3,408

0

0

2,778

計画額

決算額

0.5

54,619

0

0.0

0 0 168,126 168,286

0 0

0

3,408 0.0

―

0 0 8,486

17,094 17,094

0 0 2,102 2,102

0 0 24,595

H27
|

H30

2,102

0.5

0 0 2,102

決算額 160

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

8,486

―0 0 15,233 15,233

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護
行政の適正な運営を図る。

生活保護業務の遂行に当たって必要
な福祉事務所嘱託医賃金や一般需
用費等を執行した。

H29

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護
行政の適正な運営を図る。

生活保護業務の遂行に当たって必要
な福祉事務所嘱託医賃金や一般需
用費等を執行した。

H28

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護
行政の適正な運営を図る。

生活保護業務の遂行に当たって必要
な福祉事務所嘱託医賃金や一般需
用費等を執行した。

事
業
概
要

生活保護行政の実施機関として目的達成のために必要な事
務事業である。

生活保護業務の遂行に当たって必要
となる事務費である。

H27

具
体
的
取
組

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護
行政の適正な運営を行った。

生活保護業務の遂行に当たって必要
な福祉事務所嘱託医賃金や一般需
用費等を執行した。

事業費（千円）

生活保護総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 一般事業 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

① ①生活保護制度の適正な運用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

生活保護費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

福祉事務所の設置において、嘱託医の設置は法において求められているものであり、この部分
における改善の余地は少ない。
また、指標に上げた電算処理システムであるが、業務効率化のと合わせて正確性の確保には
欠かせないものである。近隣に営業所等が存在しない点は不満だが、サポート体制は十分なも
のがある。また、今後個人番号制度の本格的な運用が開始される中で、システムの活用範囲は
広がってゆくものと思われる。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値 3650

点

点 4

点

点21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

5
必要性低い

優先度高い

22

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

嘱託医意見聴取数 嘱託医からの意見聴取件数

回
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

システムサポ－ト件数 レセプト点検システムの操作について、システム業者
に対して問合わせサポートを求めた回数

件
計画値

実績値 20

3 実績値 16 実績値 20

実績値

計画値 4 4計画値 4

24

12

実績値

計画値

実績値 4

実績値 41 実績値

24 計画値 24 計画値24 計画値

4

12 計画値

実績値 12

12 計画値 12 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
嘱託医勤務日数 生活保護業務において、意見の聴取等が義務付けら

れる福祉事務所嘱託医の勤務日数

回

活
動
指
標

実績値48 実績値 48 実績値 48

4

実績値 4 実績値

システム保守点検 システムの保守点検回数

4

計画値

48実績値

48

H28 H29 H30単位 H27

48 計画値 48計画値
日

計画値 48

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 387,269 0 9,457 38,963 435,689

99,504 439,652

400,736

99,5040 2

0.0当初予算額 392,736 0 0 114,907

340,146

3.0 0.0当初予算額 414,744 0 0 130,871

計画額 340,146 439,652

545,615

計画額

決算額

3.0

448,488

2 99,504 439,652

388,816

0 5,862 44,225

当初予算額 340,788 0 2 104,114

340,146

0

507,643

計画額

決算額

3.0

450,823

2

0.0

0 29,360 214,979 1,753,783

0 11,163

0

444,904 0.0

―

0 8 398,016

74,997 418,783

0 2 99,504 439,652

0 2,878 56,794

H27
|

H30

439,652

2.7

0 2 99,504

決算額 1,509,444

当初予算額 340,146

計画額 340,146

決算額 332,623

1,758,608

―0 4 449,396 1,937,814

計画額 1,360,584

当初予算額 1,488,414

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助を実施する。 憲法で保障された、健康で文化的な
最低限の生活を保障するため、適正
な扶助に努めた。

H29

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助を実施する。 憲法で保障された、健康で文化的な
最低限の生活を保障するため、適正
な扶助に努めた。

H28

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助を実施する。 憲法で保障された、健康で文化的な
最低限の生活を保障するため、適正
な扶助に努めた。

事
業
概
要

生活保護法に基づき、生活に困窮する市民等に対し、その困
窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を
保障するとともに、その自立助長を促すことを目的とする。

最後のセーフティネットとして、市民生
活を守り、憲法で保障された生存権
に由来する、健康で文化的な最低限
の生活を保障するものである。

H27

具
体
的
取
組

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助を実施した。
・年間平均生活保護世帯数　201世帯
・年間平均被保護者数　269人

憲法で保障された、健康で文化的な
最低限の生活を保障するため、適正
な扶助に努めた。

事業費（千円）

扶助費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 扶助事業 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

① ①生活保護制度の適正な運用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10主要施策

財源内訳

生活保護費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

【市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか】とする問いに対して、【4】をつけてい
る。これは、【サービスを受けている側の視点】と【サービスを受けていない一般市民の視点】に
おいて温度差が異なるため、その様な評価としたものである。
近年、本市のおける被保護世帯数や被保護者数は横這いの範囲内に収まっており、その意味
からは安定しているが、医療費の増大等見過ごせない部分も多々ある。
また、保護制度を社会の公器と考えるならば、一定の利用者がある事は問題ないと考えるが、
制度利用者の意識が近年変貌していることも問題である。それは、本来なら【困難な状況から抜
け出すための一時的な方法】としての制度であるべきものが、【生活保護になることで安住の地
を得られた】とする駆け込み寺的な考えを抱いて相談･申請に及ぶ者が増えてきている。
これらの事から、今後もさらに扶助費の増大は避けられないものと認識している。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値 277269

点

点 4

点

点

。

23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

22

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

年間平均生活保護世帯数 当該年度中に生活保護を受給した世帯の平均世帯数
である。

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

年間平均被保護者数 当該年度中に生活保護を受給した被保護者の平均人
数である。

世帯
計画値

実績値 269

201 実績値 203 実績値 210

実績値

計画値 計画値

350

255

実績値

計画値

実績値

実績値 262 実績値

300 計画値 325 計画値280 計画値

210 計画値

実績値 218

225 計画値 240 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
生活保護の相談件数 当該年度内における生活保護相談件数である。

活
動
指
標

実績値97 実績値 92 実績値 87

実績値 実績値

計画値

97実績値

130

H28 H29 H30単位 H27

130 計画値 130計画値
件

計画値 130

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



生活保護費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住宅・生活支援対策事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日

款 15 民生費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②自立に向けた支援の実施

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 15

事業費（千円）

生活保護総務費

H28

※27年度で事業廃止（生活困窮者自立支援事業に移行）

事
業
概
要

15～64歳の稼働年齢層にある、就労疎外要因のない被保護
世帯を対象とし、世帯訪問、公共職業安定所同行等を実施し、
被保護者の就労活動を支援する。
また、離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のう
ち、住宅を喪失又は喪失の恐れのある者に住宅手当を支給
し、住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行う。

被保護世帯に属する者のうち稼働能
力を有する者に対し、専門的な立場
から助言・指導を行い、被保護世帯
の自立を促した。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

1,739

具
体
的
取
組

・就労支援相談員：被保護世帯に属する稼働能力を有する者
に対し、専門的な立場から助言・指導を行い、適切かつ迅速な
職業相談及び就労指導を実施して被保護世帯の自立を促進
する。
・住宅手当：支給対象者の申請に基づき、住宅手当を支給す
る（最長９か月）。

派遣会社との間で、就労支援相談員
の派遣に係る委託契約を締結し、対
象者に対し、専門的な立場から助言・
指導を行い、被保護世帯の自立を促
した。

H30

H29

決算額 876

1,739

―0 0 1,361 1,739

0 1,361 0.4

0 0 1,361

決算額 876

当初予算額 378

計画額 378

計画額 378

当初予算額 378

1,739

―

0 0 1,361

1.0

0 0 271 1,147

0 0 271 1,147

0

決算額

当初予算額

計画額

当初予算額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

- 計画値 -計画値25 計画値 -

計画値 計画値計画値

実績値 -27 実績値 - 実績値 -
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

期間内に就労した者 当該年度中に就労支援員による就労支援対象とな
り、支援員の指導により期間中に1回でも就労した者

計画値

実績値

支援対象人数 当該年度中に就労支援員による就労支援を受けた者

人
計画値

実績値

10 計画値

実績値 -

- 計画値 - 計画値 -

7 実績値 - 実績値 -

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値 実績値 実績値

実績値

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

点

実績値

評価点合計

点

点点

点

点

点

点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 8,163 0 0 1,253 9,416

3,229 12,914

8,543

3,2290 0

0.0当初予算額 8,679 0 0 2,893

9,685

0.6 0.0当初予算額 9,183 0 0 3,062

計画額 9,685 12,914

12,245

計画額

決算額

0.6

9,441

0 3,224 12,889

8,554

0 0 1,680

当初予算額 8,715 0 0 2,907

9,665

0

11,572

計画額

決算額

0.6

10,223

0

0.0

0 0 4,453 37,598

0 0

0

11,622 1.0

―

0 0 12,565

633 8,518

0 0 2,883 11,528

0 0 887

H27
|

H30

11,528

0.4

0 0 2,883

決算額 33,145

当初予算額 8,645

計画額 8,645

決算額 7,885

50,245

―0 0 11,745 46,967

計画額 37,680

当初予算額 35,222

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

・自立相談支援事業：複合的理由により生活保護に至る前段
階にある生活困窮者に対して、問題整理と解決支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金
を支給する。（最長１２か月）　　・就労支援相談員：被保護世
帯のうち稼働能力を有する者に、専門的立場から職業相談及
び就労指導等を実施して自立を促進する。

さぬき市社会福祉協議会へ事業委託して生活困窮者の
支援を行い、生活保護になる前の段階で支援を行えた。
家を失う恐れの有る者に対し住宅確保給付金を支給し、
生活保護申請になる前に援助できた。
被保護者に対して就労支援事業により就労へ導くことに
より、一部の被保護者を就労につなげた。

H29

・自立相談支援事業：複合的理由により生活保護に至る前段
階にある生活困窮者に対して、問題整理と解決支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金
を支給する。（最長１２か月）　　・就労支援相談員：被保護世
帯のうち稼働能力を有する者に、専門的立場から職業相談及
び就労指導等を実施して自立を促進する。

さぬき市社会福祉協議会へ事業委託して生活困窮者の
支援を行い、生活保護になる前の段階で支援を行えた。
家を失う恐れの有る者に対し住宅確保給付金を支給し、
生活保護申請になる前に援助できた。
被保護者に対して就労支援事業により就労へ導くことに
より、一部の被保護者を就労につなげた。

H28

・自立相談支援事業：複合的理由により生活保護に至る前段
階にある生活困窮者に対して、問題整理と解決支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金
を支給する。（最長１２か月）　　・就労支援相談員：被保護世
帯のうち稼働能力を有する者に、専門的立場から職業相談及
び就労指導等を実施して自立を促進する。

さぬき市社会福祉協議会へ事業委託
して生活困窮者の支援を行った。

事
業
概
要

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活困
窮者に対し、自立相談支援事業及び住宅確保給付金事業を
実施し、自立を支援する。

生活保護世帯の急増に対し、困窮世
帯が生活保護に陥る前支援を行う。
また、家を失う恐れの有る者に対し住
宅確保給付金を支給するほか、被保
護者に対して就労支援事業により就
労へ導く。

H27

具
体
的
取
組

・自立相談支援事業に関する相談件数：79件
・住宅確保給付金：0件
・支援プラン作成：16件

さぬき市社会福祉協議会へ事業委託
して生活困窮者の支援を行った。

事業費（千円）

生活保護総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生活困窮者自立支援事業 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

③ ③生活困窮者への相談業務の拡充

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

生活保護費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当該制度は、生活保護に陥りそうな世帯に対して支援を与えることでそれを未然に防ぐことを目
的としている。過去２年間の被保護者世帯数が横這いとなっていることの一つの要因が当該取
り組みにあると考えれば、その効果は十分に果たしているのではないか。また、当該取り組みに
際して県内の類似規模の自治体では、直営事業としている中で、本市においては社会福祉協
議会に委託事業としている点等で、一定の成果を挙げていると考えている。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値 21

点

点 4

点

点22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

20

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

優先度低い

成
果
指
標

支援プラン作成件数 相談を受けた結果、生活上の諸問題を解決するため
相談者を含めた関係団体等を召集し自立支援調整会
議を開催する。その上で協議を行い、支援プランを作
成する。

件
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

住宅確保給付金事業にお
ける給付件数

職を失うことにより住居の確保が困難となった者に対
して住宅を維持･確保するための給付金を支給する。

件
計画値

実績値 0

16 実績値 27 実績値 19

実績値

計画値 計画値

2

15

実績値

計画値

実績値

実績値 0 実績値

2 計画値 2 計画値2 計画値

10 計画値

実績値 32

12 計画値 14 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
生活困窮者自立相談支援
事業における相談件数

委託先であるさぬき市社会福祉協議会に対して、さぬ
き市民病院から寄せられた当該事業に係る相談件数
である。活

動
指
標

実績値79 実績値 78 実績値 71

実績値 実績値

計画値

71実績値

150

H28 H29 H30単位 H27

120 計画値 140計画値
件

計画値 100

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



6,516,888

4,091,739 1,699,785

決算額 4,254,958 0 16,542 1,381,371 5,652,871

当初予算額 4,526,825 0 7,396 1,436,479

0 3,423,243

6,924,5000 3,782,528 1,598,539

5,970,700

3.8

7,377,700

7,377,7004,091,739 1,699,785

3.0

5.9 3.0

0 4,091,739

0 6,780,100

3,445,952 1,514,699

7,000,0000

0

4.3

0 10,296,921 6,022,280 25,415,259

1,680,946

4.3 2.8

6,465,400

7,377,7004,091,739 1,699,785

0

―

0 4,091,739 1,699,785

7,377,7001,699,785

3,411,184

29,510,800

7,377,700

3.5

27,272,900

0

3,619,085 1,729,556

0

レセプト点検調査、医療費通知、特定健康診査・特定保健指導
の実施に加え、第２期データヘルス計画に基づき保健事業を実
施する。第２期データヘルス計画に基づく保健事業→特定健診
未受診者対策、糖尿病性腎症重症化予防、ジェネリック医薬品
利用促進事業、重複服薬者事業

第２期データヘルス計画に基づき、保
健師と国保事務担当者が連携して保
健事業を実施した。委託による電話未
受診者勧奨では対象者選定により効
果的なアプローチを行った。

決算額

レセプト点検調査により、関係機関と連携をとり適正な医療に
努めたほか、医療費通知、後発医薬品利用差額通知、年間無
受診健康世帯表彰等を実施した。
特定健康診査・特定保健指導を実施し、疾病予防等の推進に
努める。

糖尿病等の重症化予防や医療費削
減につながる効率性・効果性を盛り込
んだデータヘルス計画を策定した。特
定健診対象者を３グループに分けて
受診勧奨はがきを送付した結果、受
診率が１．４％改善した。

計画額 1,586,176

1,445,264

0

計画額 1,586,176

H30

当初予算額 1,586,176

決算額 1,687,970

H27

具
体
的
取
組

1,648,381

当初予算額 1,543,433

1,504,749

当初予算額

計画額 6,344,704

当初予算額 9,307,793

決算額 9,096,058

H29

レセプト点検調査、医療費通知、特定健康診査・特定保健指導
の実施に加え、データヘルス計画に基づき、特定健康診査未
受診者への受診勧奨通知、特定保健指導利用者へ運動教室
への参加の呼びかけ、糖尿病重症化予防として治療中断者へ
の受診勧奨、糖尿病と関連性がある歯周病予防のための受診
勧奨、ジェネリック医薬品利用を促進する。第２期データヘルス

第２期データヘルス計画では、保健師
と国保事務担当者が連携して策定に
至った。また、29年度より委託による
電話未受診者勧奨を行い、特定健診
未受診者に対してアプローチを行っ
た。

計画額

1,651,359

1,586,176

1,586,176

H28

レセプト点検調査、医療費通知、特定健康診査・特定保健指導
の実施に加え、データヘルス計画に基づき、特定健康診査未
受診者への受診勧奨通知、特定保健指導利用者へ運動教室
への参加の呼びかけ、糖尿病重症化予防として治療中断者へ
の受診勧奨、糖尿病と関連性がある歯周病予防のための受診
勧奨、ジェネリック医薬品利用を促進する。

27年度に策定したデータヘルス計画
に基づき保健事業を実施した。特定
健診の受診勧奨はがきについては文
面等を改めて検討し送付した結果、受
診率が向上した。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

16,366,956 6,799,140

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

国民健康保険事業の運営の適正化・健全化を図るため、レセ
プト点検調査の充実や広報等による啓発活動を推進し、適正
な受診の推進に努める。生活習慣病の予備群や重症化及び合
併症の早期発見・改善するため、特定健康診査・特定保健指
導を実施し、健康保持の増進を進める。国民皆保険制度の趣
旨を説明し、保険税の収納率向上を図る。

国民健康保険は、低所得者や高齢者
が多く加入しており、適正な運営を堅
持していくために、国、県,保険者が役
割を明確にして、保険者として健全な
運営を継続していく。

―0 11,500,748 6,464,359

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①国民健康保険制度の健全な運営 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

総合計画上の位置付け 会計 10 国民健康保険事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 国民健康保険事業特別会計 担当課 国保・健康課 記入日 令和1年6月21日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

国民健康保険法により運営が義務付けられている。
第２期データヘルス計画に基づいた保健事業に取り組み、被保険者の健康づくりや疾病予防等
により、医療費適正化を推進していく。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

点

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19
優先度高い

点 19 点

4 点

3 点

計画値 計画値

計画値 420,584 420,584

実績値 412,337 実績値 409,677 実績値 430,904 実績値 447,338

420,584 計画値

実績値

成
果
指
標

被保険者１人当たりの療
養諸費

療養諸費費用額/平均被保険者数

計画値 計画値

410,040 計画値

実績値 実績値

円
計画値

特定保健指導実施率 特定保健指導実施者数／特定保健指導対象者数
(実績値は特定健診受診率同様、変更する可能性があ
り、確定は秋頃の予定。）

特定健康診査受診者数/特定健康診査対象者数
（実績値は国保加入者の異動状況により変更する可能
性があり、確定は秋頃の予定。）

計画値 50

実績値 49.2 実績値 47.8 実績値 48.2 実績値 47.0（概算）

50

40.9

55 計画値 60

実績値 40.7

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

55 計画値 60
人

計画値 50 計画値

計画値
特定健康診査受診率

単位 H27 H28 H29

実績値 39.9 実績値
活
動
指
標

％
計画値

実績値 40.9（概算）

計画値 65

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



640,000

0 650,000

決算額 0 0 0 632,499 632,499

当初予算額 0 0 0 630,468

0 0

640,0000 0 640,000

630,468

0.0

650,000

650,0000 650,000

0.0

0.2 0.0

0 0

0 620,000

0 625,260

631,0570

0

0.2

0 0 2,517,759 2,517,759

620,000

0.1 0.0

625,260

650,0000 650,000

0

―

0 0 630,691

630,691630,691

0

2,580,691

630,691

0.1

2,532,216

0

0 631,057

0

療養給付費市町負担金 香川県後期高齢者医療広域連合と連
携し、糖尿病性腎症重症化予防事業
や重複服薬者通知事業に取り組み医
療費の削減を図った。

決算額

療養給付費市町負担金 後期高齢者健康診査の実施をあらゆ
る機会をとらえて周知徹底したり、ジェ
ネリック医薬品(後発医薬品)の差額通
知を送付することにより医療費の削減
を図った。

計画額 0

640,000

0

計画額 0

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

療養給付費市町負担金 香川県後期高齢者医療広域連合と連
携し、糖尿病性腎症重症化予防事業
や重複服薬者通知事業に取り組み医
療費の削減を図った。

計画額

0

0

0

H28

療養給付費市町負担金 医療費削減のために、後期高齢者の
健康診査の受診率向上をめざし、新
たに歯科健康診査を実施した。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 2,580,691

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

後期高齢者医療制度の「医療給付費」と、保険料の市負担分
（軽減額）

後期高齢者医療制度の「医療給付
費」と、保険料の市負担分(軽減額)及
び特別会計に係る繰出しをする事業
である。

―0 0 2,532,216

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②後期高齢者医療制度の適正な運営 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

社会福祉費

15

10 老人福祉費

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

民生費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 後期高齢者医療事業（後期高齢者医療事業特別会計への繰出金除く） 担当課 国保・健康課 記入日 令和1年6月7日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

医療費の市が負担すべき部分であり、制度上やめることができない。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19
優先度高い

点 20 点

3 点

5 点

計画値 計画値

計画値 628,000 627,000

実績値 620,000 実績値 625,260 実績値 640,000 実績値 632,499

629,000 計画値

実績値

成
果
指
標

療養給付費 医療費の市負担額の減少

計画値 計画値

630,000 計画値

実績値 実績値

千円
計画値

ジェネリック医薬品の差額通知の送付件数
前年度までは、１００円以上に送付したが今年から３０
０円以上に送付

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

2,000

216

2,000 計画値 2,000

実績値 151

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
差額通知送付件数

単位 H27 H28 H29

実績値 2,100 実績値
活
動
指
標

件
計画値

実績値 345

計画値 2,000

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



705,047

440,000 220,000

決算額 0 0 517,938 224,481 742,419

当初予算額 0 0 500,964 236,036

0 493,288

691,3000 473,175 218,125

737,000

0.0

660,000

660,000440,000 220,000

0.0

1.2 0.0

0 454,275

0 650,124

464,610 206,954

671,7000

0

1.3

0 1,917,430 851,724 2,769,154

208,530

1.3 0.0

671,564

660,000440,000 220,000

0

―

0 454,275 207,625

661,900207,625

441,594

2,641,900

661,900

1.3

2,761,900

0

459,538 212,162

0

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医
療制度に係る適正な資格の提供と理解が得られるようにする
ための事業である。

保険証や当初保険料納税通知書を送
付する場合に、介護保険課とも連携し
ながら送付先変更届を提出してもらっ
たり、郵便局に転送届を提出すること
を推進した。

決算額

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医
療制度に係る適正な資格の提供に努めた。

保険証や当初保険料納税通知書を送
付する場合に、あらゆる機会をとらえ
て事前に送付先変更届を提出しても
らい郵便局による「あて所なし」の件
数を減少させた。

計画額 0

211,759

0

計画額 0

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医
療制度に係る適正な資格の提供と理解が得られるようにする
ための事業である。

保険証や当初保険料納税通知書を送
付する場合に、介護保険課とも連携し
ながら送付先変更届を提出してもらっ
たり、郵便局に転送届を提出すること
を推進した。

計画額

0

0

0

H28

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医
療制度に係る適正な資格の提供と理解が得られるようにする
ための事業である。

保険証や当初保険料納税通知書を送
付する場合に、「あて所なし」の件数を
減少させるために郵便局に転送届を
提出することを推進した。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

1,774,275 867,625

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医
療制度に係る適正な資格の提供と理解が得られるようにする
ための事業である。

後期高齢者医療被保険者証や限度
額適用・標準負担額減額認定証等の
交付に伴う経費やシステムの運用管
理に係る経費を計上している。

―0 1,887,952 873,948

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②後期高齢者医療制度の適正な運営 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

総合計画上の位置付け 会計 17 後期高齢者医療事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 後期高齢者医療事業特別会計 担当課 国保・健康課 記入日 令和1年6月7日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

高齢者の医療の確保に関する法律に基づくものであり、制度がある限り続けなければならない。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

17
優先度高い

点 17 点

3 点

4 点

計画値 計画値

計画値 99.6 99.6

実績値 99.6 実績値 99.7 実績値 99.5 実績値 99.6

99.6 計画値

実績値

成
果
指
標

保険料の徴収率 現年度分の徴収率

計画値 計画値

99.6 計画値

実績値 実績値

％
計画値

後期高齢者医療被保険者証の交付件数

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

8,841

9,234

8,921 計画値 9,000

実績値 9,669

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
被保険者証交付件数

単位 H27 H28 H29

実績値 9,151 実績値
活
動
指
標

件
計画値

実績値 9,786

計画値 9,080

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 介護保険事業特別会計 担当課 介護保険課 記入日 令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 20 介護保険事業特別会計

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③介護保険制度の健全な運営 目

22,768,769

― ―0 10,844,791 3,259,909 22,737,200

0 10,978,709 3,124,075
H27

|
H30

事
業
概
要

介護保険は、介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域
で誰もが安心して生活を送れるように、社会全体で支えあう制
度である。加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等
により要介護状態になった方に対して必要な給付等を行う介
護保険業務に関し、保険者として運営を行う。また、地域包括
支援センターを設置し、総合相談、権利擁護等の事業を行う。

健康づくり・介護予防の推進、地域に
おける安心な生活の確保、介護サ－
ビスの基盤整備と質の向上、介護保
険事業の適正・円滑な運営、生きが
いづくり・社会参加の促進等を目的と
する。

計画額 8,665,985

当初予算額 8,632,500

決算額 8,348,205

H30

保険料の賦課徴収・介護認定・保険給付を行う。介護予防・生
活支援サービス事業、一般介護予防事業、総合相談支援業
務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業
務、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、
認知症総合支援事業等の事業を行う。

健康づくり・介護予防の推進、地域に
おける安心な生活の確保、介護サ－
ビスの基盤整備と質の向上、介護保
険事業の適正・円滑な運営、生きが
いづくり・社会参加の促進等を目的と
する。

決算額 2,026,524

H27

具
体
的
取
組

保険者として、保険料の賦課徴収・介護認定・保険給付を行っ
た。また、地域包括支援センターにかかる事業として、一次予
防事業、二次予防事業、介護予防ケアマネジメント業務、総合
相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメン
ト支援業務等の事業を行った。生活支援体制整備事業、認知
症総合支援事業を開始した。

健康づくり・介護予防の推進、地域に
おける安心な生活の確保、介護サ－
ビスの基盤整備と質の向上、介護保
険事業の適正・円滑な運営、生きが
いづくり・社会参加の促進等を目的と
する。

計画額 2,053,053

H28

保険料の賦課徴収・介護認定・保険給付を行う。第７期介護保
険事業計画策定に向けたアンケートを実施する。総合相談支
援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援
業務、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業等の事
業を行う。介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防
事業、在宅医療・介護連携推進事業を開始する。

健康づくり・介護予防の推進、地域に
おける安心な生活の確保、介護サ－
ビスの基盤整備と質の向上、介護保
険事業の適正・円滑な運営、生きが
いづくり・社会参加の促進等を目的と
する。

H29

計画額 2,148,735

当初予算額 2,053,053

5,399,800

11.6 6.1

0 10,532,917 3,330,157 22,211,279

2,576,055 786,534

0 2,600,959 745,788

5,389,113

0 2,600,959 745,788 5,399,800

8.9当初予算額 2,237,115 0 2,778,508 921,977

5,569,400

決算額 2,058,616 0 2,598,187 829,829 5,486,632

10.8 6.1当初予算額 2,133,606 0 2,646,022 789,772

869,245 5,638,381

2,785,997

0

791,148 5,776,257

12.9

5,946,299

保険料の賦課徴収・介護認定・保険給付を行う。第７期介護保
険事業計画を策定する。介護予防・生活支援サービス事業、
一般介護予防事業、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括
的・継続的ケアマネジメント支援業務、在宅医療・介護連携推
進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業等の
事業を行う。

介護保険法の規定に基づき、３年ご
とに計画を策定しており、今回は地域
包括ケアシステムの深化・推進、介護
保険制度の持続可能性の確保を目
指して、次年度からの「第７期介護保
険事業計画」を策定した。

計画額 2,199,112 0

5,937,600

決算額 2,096,809 0 2,672,327

2,869,577 811,637

9.4

2,722,176 775,502 5,646,413

決算額 2,166,256 0 2,686,348 844,549 5,697,153

8.0当初予算額 2,208,726 0 2,819,302 802,372

計画額 2,265,085 0

5,830,400



計画値 1,650

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

1,550 計画値 1,600計画値

計画値 20

実績値 22 実績値 26 実績値 19

地域包括支援センター総
合相談実数

住み慣れた地域で可能な限り生活できるようにするた
めには高齢期特有の課題を社会が支援することが重
要であり、支援につなぐ窓口となっている地域包括支
援センターの相談実数を指標とする。

件
計画値 1,500

実績値 1,868 実績値 1,734 実績値 1,535 実績値 1,413

介護予防サポーター講習
会修了者数

介護が必要にならないための介護予防が重要である
ため、介護予防を推進するためのサービスを提供する
とともに、サービス確保のための人材育成に取り組
む。

実績値 10

成
果
指
標

要介護認定率 要介護認定者数を高齢者人口で除して算出。第６期
介護保険事業計画の推計値と比較する。高齢者の増
加に伴い要介護認定者も急増しないよう、介護予防事
業を推進していく。

％
計画値 21 計画値

人
計画値 20 計画値 20

21 計画値 21

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 20

計画値 21

実績値 21 実績値 20 実績値 21 実績値 21

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

22４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

5 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

　「超高齢社会」となり、団塊の世代が後期高齢期を迎える２０２５年を見据え、高齢者のみなら
ず、全ての世代が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、持続可能な社会保
障制度として、介護保険制度を継続していく必要がある。
　しかし、急速な少子超高齢化によって、世代間格差が顕著であり、今後の若い世代への負担
が増大していることから、国の抜本的な制度改正の動向を注視していくとともに、介護保険事業
計画に基づき、本制度の適正な運用を図るとともに、保険給付の適正な執行に一層努めてい
く。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 介護サービス事業特別会計 担当課 介護保険課 記入日 令和1年6月20日

総合計画上の位置付け 会計 23 介護サービス事業特別会計

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③介護保険制度の健全な運営 目

116,800

― ―0 88,372 4,328 92,700

0 116,000 800
H27

|
H30

事
業
概
要

予防給付による介護予防ケアマネジメント業務を行う。 介護保険における介護予防給付の対
象となる要支援者が介護予防サービ
ス等の適切な利用等を行なうことが
できるよう支援する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

要支援者の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要
支援者及びその家族の希望等を勘案し、介護予防サービス等
の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を作成すると
ともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保される
よう、介護予防サービス事業者等との連絡調整等を行う。

介護支援専門員等連絡会を年３回実
施。研修や情報交換を行うことにより
介護支援専門員相互や関係機関と
の連携が一層強化され、ケアマネジメ
ントの質が向上し、地域の支援体制
の拡充につながった。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

要支援者の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要
支援者及びその家族の希望等を勘案し、介護予防サービス等
の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を作成（７，１
７８件）するとともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供
が確保されるよう、介護予防サービス事業者等との連絡調整
等を行った。

法改正により、平成２８年度から介護
予防給付のサービスの一部が地域
支援事業のサービスへ移行すること
から、介護予防サービス事業者等を
対象とする説明会を開催するととも
に、市広報紙等により周知した。

計画額 0

H28

要支援者の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要
支援者及びその家族の希望等を勘案し、介護予防サービス等
の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を作成すると
ともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保される
よう、介護予防サービス事業者等との連絡調整等を行う。

法改正による介護予防給付のサービ
スの一部の地域支援事業への移行
は、介護予防サービス事業者等を対
象とした説明会の開催等により、円滑
に行うことができた。

H29

計画額 0

当初予算額 0

26,700

2.3 7.9

0 86,225 0 86,225

0 26,020 0

0 26,500 200

26,020

0 26,500 200 26,700

7.0当初予算額 0 0 18,760 240

27,500

決算額 0 0 24,132 0 24,132

2.1 7.9当初予算額 0 0 26,255 1,245

0 17,719

29,800

0

200 30,000

1.2

31,000

要支援者の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要
支援者及びその家族の希望等を勘案し、介護予防サービス等
の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を作成すると
ともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保される
よう、介護予防サービス事業者等との連絡調整等を行う。

介護予防サービス計画の根拠となる
アセスメントの様式について、包括内
で検討した「アセスメントシート」を使
用して、適正なアセスメントーを実施。
自立支援に向けたサービス計画に繋
げることができた。

計画額 0 0

19,000

決算額 0 0 17,719

30,800 200

1.9

28,900 200 29,100

決算額 0 0 18,354 0 18,354

8.0当初予算額 0 0 16,857 2,643

計画額 0 0

19,500



計画値 858

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

845 計画値 855計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

要支援認定者数 要支援１及び要支援２の認定を受けている者の数（各
年度９月末日現在）

人
計画値 837

実績値 899 実績値 910 実績値 930 実績値 937

実績値

成
果
指
標

介護予防サービス計画作
成件数

要支援者の依頼を受け、地域包括支援センター又は
委託先の居宅介護支援事業所の介護支援専門員が
作成する介護予防サービス計画の件数（各年度９月
分）※地域支援事業の介護予防ケアマネジメントの件

件
計画値 561 計画値

計画値 計画値

567 計画値 573

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値

計画値 576

実績値 603 実績値 626 実績値 632 実績値 649

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

25

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

23４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

5 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

　介護保険法に位置付けられた必須事業であることから、継続して実施する。
　なお、業務の実施に当たっては、引き続き、「指定介護予防基準」を遵守し、効果的に支援を
行うものとする。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,808

0 0

決算額 1,948 0 0 0 1,948

当初予算額 1,505 0 0 0

0 0

9540 0 0

1,505

0.0

1,200

1,2000 0

0.0

1.2 0.0

0 0

0 781

0 0

9340

0

0.9

0 0 0 5,315

0

0.8 0.0

778

1,2000 0

0

―

0 0 0

9380

0

4,538

938

0.8

4,331

0

0 0

0

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところに
より市町村が行う事務を、地方自治法に規定する法定受託事
務として実施するものである。

国や年金事務所との連携を密に行
い、研修に積極的に参加することに
よって制度等への理解を深める。その
上市民の利便性を考慮し、事務の効
率化を図る。

決算額

国民年金市町村事務の実施に必要な経費を執行した。 市民課・各支所の年金事務担当者が
担当者研修に参加することで、申請受
付段階での申請書類チェックの確実
性が増し、書類返戻件数を減らすこと
ができた。

計画額 938

0

0

計画額 1,200

H30

当初予算額 938

決算額 781

H27

具
体
的
取
組

1,808

当初予算額 954

778

当初予算額

計画額 4,538

当初予算額 4,331

決算額 5,315

H29

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところに
より市町村が行う事務を、地方自治法に規定する法定受託事
務として実施するものである。

国からの法定受託事務として、市民の
利便性を考慮し、窓口において運営
することとされており、国との協力連
携を図ることで事務の効率化を図る。

計画額

934

1,200

1,200

H28

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところに
より市町村が行う事務を、地方自治法に規定する法定受託事
務として実施するものである。

年金事務所との連携を密に行うこと
で、円滑な処理を図ることができる。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところに
より市町村が行う事務を、地方自治法に規定する法定受託事
務として実施するものである。

国管掌事業であるが、国民年金への
加入手続き等について市民の利便性
を考慮し、国からの法定受託事務とし
て、窓口において運営することとされ
ており、国との協力連携を図ることで
事務の効率化を図る。

―0 0 0

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④国民年金制度への適切な運用と啓発 目

Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

社会福祉費

15

25 国民年金費

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

民生費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 国民年金事業 担当課 国保・健康課 記入日 令和1年6月20日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

日本年金機構へ市民の要望等を伝える等、法廷受託事務以外でも協力連携事務の範囲内で連
携を図ることで、引き続き事務の効率化を図る。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

点

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

なっていない ⇒

点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1

点

点

点

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

17
優先度高い

点 16 点

2 点

5 点

計画値 計画値

計画値 25 25

実績値 14 実績値 14 実績値 8 実績値 6

25 計画値

実績値

成
果
指
標

返戻率 受付件数に対する返戻件数割合

計画値 計画値

30 計画値

実績値 実績値

％
計画値

国民年金に関する申請書類(免除・給付)の受付件数

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

1,600

2,177

1,600 計画値 1,600

実績値 1,701

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
申請件数

単位 H27 H28 H29

実績値 1,748 実績値
活
動
指
標

件
計画値

実績値 2,284

計画値 1,600

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



基本目標４

学ぶ意欲と豊かな心を育むまち



0.00.3

2,810

2,688

2,4772,477

0

0

0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

教育委員会会議等教育委員の諸活
動の円滑な運営を図る。

一般財源

10,286

10,793

事業費計

10,286

0.3 0.0

0.3 0.0

0.3

10,793

2,810

2,679

2,810

2,550

2,481

0

0

0

・委員全員が全国規模の研修に参加
した。　　・教育施設の実態や問題点
の把握に努めるため、定例会のうち
第５回を志度公民館鴨部分館、第１０
回定例会を志度学校給食共同調理
場において開催した。
・引き続き、委員が教育現場の視察
や各種研修会への参加をすることに
より、教育行政上の多種多様な課題
に対応できる体制を整えるよう努め
た。

・委員が、全国規模の研修に参加し
たほか、先進事例の視察を行った。

当初予算額

決算額

0

0

0

・引き続き、委員が教育現場の視察
や各種研修会への参加をすることに
より、教育行政上の多種多様な課題
に対応できる体制を整えるよう努め
た。

0

0

事業内容

2,649

2,810

2,688

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0 0

0

0

0

0

0

2,679

2,810

0

0

・教育委員会の会議（定例会、臨時会）を開催する。
・各種研修会等に参加する。
・市立幼稚園、小学校、中学校その他の教育機関を訪問す
る。
・学校行事や社会教育関係行事に参加する。

・教育委員会の会議（定例会、臨時会）を開催する。
・各種研修会等に参加する。
・市立幼稚園、小学校、中学校その他の教育機関を訪問す
る。
・学校行事や社会教育関係行事に参加する。

・教育委員会の会議（定例会、臨時会）を開催した。
・各種研修会等に参加した。
・市立幼稚園、小学校、中学校その他の教育機関を訪問した。
・学校行事や社会教育関係行事に参加した。

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

0

決算額

計画額

市町村に設置を義務付けられている教育委員会の運営を行
う。
教育長及び５人の委員を持って構成され、これら構成員の合
議により、教育行政の運営に関する基本方針を決定や、教育
課題の把握、協議及び方針の決定を行うとともに、小・中学校
の教育的な指導を行う。

・教育委員会の会議（定例会、臨時会）を開催する。
・各種研修会等に参加する。
・市立幼稚園、小学校、中学校その他の教育機関を訪問す
る。
・学校行事や社会教育関係行事に参加する。

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

0

0計画額

担当課

05

05

50

01

教育委員会運営事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

①

22

Ⅳ

①「生きる力」を育む学校教育の充実

(22) 学校教育の充実

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

教育総務課 記入日 令和1年6月24日

会計

教育費

教育委員会費

教育総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

2,751

H27
|

H30

11,234

2,804

2,804

財源内訳

0

0

2,649

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

0

0

2,550

2,481

H30

款

2,804

2,804

2,810

2,751

0

0

0

0

0

11,234

0

0



計画値

実績値

84実績値

計画値

99

81

14

14

H30

計画値 計画値14

H29

実績値

理
由

　教育委員会は、法律に基づいて設置されている行政委員会であり、教育行政における教育委
員会の果たす役割の強化が求められている。

回

件

二次評価（所属長）

点 23
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

方
向
性

4 点

点5

4 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

5 点

4 点

5

計画値 100

実績値

実績値

計画値

14実績値

94

100

13

実績値

100計画値

14

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

22

⇒

⇒

計画値 70

１ → ２ → ３ → ４ → ５

今
後
の
方
向
性

100

112

教育機関訪問等回数

実績値

70
審議案件数

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

　教育委員会は、法律に基づいて設置されている行政委員会であり、教育委員会組織の更なる
充実・強化を図るため、教育長及び教育委員の各種研修会及び行事等への積極的な参加を促
し、各種の情報の収集や諸課題の把握に努めてもらう必要がある。
　学習指導要領の改訂や認定こども園の開設等に伴い、教育委員会の重要性は増していると
考える。

成
果
指
標

14

16

指標名

会議開催回数
計画値

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値

H28H27

定例会及び臨時会を開催した回数。

各種教育機関に訪問及び各種研修会に参加したのべ
回数。

定例会及び臨時会において審議した議案の件数。

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

計画値

実績値

70

8971

評価点

点5

チェック項目（１～５点で評価）

3 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

実績値

70

121

／25点

点5 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

5

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 事務局運営事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

項 05

事業費（千円）

事務局費

H28

・教育長の会議、研修への参加   ・公印の管理、文書管理
・規則及び規程等の管理            ・教育要覧の発行
・事務の点検及び評価               ・教育振興補助金の交付
・職員及び臨時職員の給与等の支払、各種手当の認定
・市町村共済、公立学校共済に係る申請手続及び報告等
・臨時職員に係る健保、雇保、労災手続(取得・喪失・認定等)

教育委員会事務局の運営に係る各
種の事務及び業務であるため、それ
ぞれに必要な業務内容を精査し、効
率的な業務を行った。

事
業
概
要

教育委員会事務局の全般的な管理・運営を行う。 教育委員会事務局の運営に係る各
種事務及び業務の推進を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

22,570

具
体
的
取
組

・教育長の会議、研修への参加   ・公印の管理、文書管理
・規則及び規程等の管理            ・教育要覧の発行
・事務の点検及び評価               ・教育振興補助金の交付
・職員及び臨時職員の給与等の支払、各種手当の認定
・市町村共済、公立学校共済に係る申請手続及び報告等
・臨時職員に係る健保、雇保、労災手続(取得・喪失・認定等)

教育委員会事務局の運営に係る各
種の事務及び業務であるため、それ
ぞれに必要な業務内容を精査し、効
率的な業務を行った。

H30

・教育長の会議、研修への参加   ・公印の管理、文書管理
・規則及び規程等の管理            ・教育要覧の発行
・事務の点検及び評価               ・教育振興補助金の交付
・職員及び臨時職員の給与等の支払、各種手当の認定
・市町村共済、公立学校共済に係る申請手続及び報告等
・臨時職員に係る健保、雇保、労災手続(取得・喪失・認定等)

教育委員会事務局の運営に係る各
種の事務及び業務であるため、それ
ぞれに必要な業務内容を精査し、効
率的な業務を行った。

H29

・教育長の会議、研修への参加   ・公印の管理、文書管理
・規則及び規程等の管理            ・教育要覧の発行
・事務の点検及び評価               ・教育振興補助金の交付
・職員及び臨時職員の給与等の支払、各種手当の認定
・市町村共済、公立学校共済に係る申請手続及び報告等
・臨時職員に係る健保、雇保、労災手続(取得・喪失・認定等)

教育委員会事務局の運営に係る各
種の事務及び業務であるため、それ
ぞれに必要な業務内容を精査し、効
率的な業務を行った。

決算額 0

91,270

―0 0 83,838 83,838

0 22,570 1.3

0 0 22,570

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

22,570

―

0 0 91,270

0.019,562

0.0

0 3,409 55,671 59,080

0 1,654 14,328 15,982

0

決算額

1.4

13,059

0 22,800 22,800

0 0 1,755 11,304

当初予算額 0 0 0 19,562

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 20,441

0 0

20,441

計画額

決算額

1.3

14,022

0 22,900 22,900

0 0 0 14,022

1.3 0.0当初予算額 0 0 0 21,265

計画額 0 23,000

21,265

決算額 0 0 0 16,017 16,017

23,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

34 計画値 34計画値34 計画値 34

12 計画値 12 計画値 12計画値 12

実績値 3235 実績値 33 実績値 32
活
動
指
標

件
計画値

臨時職員数 教育委員会事務局における臨時職員の人数。
計画値

成
果
指
標

審議案件数 教育委員会の審議案件数。
（教育委員会運営事業と成果指標を共用）

計画値

人

実績値

職員数 教育委員会事務局における市費職員の人数。

人
計画値

実績値 15

70 計画値

実績値 121

70 計画値 70 計画値 70

71 実績値 89 実績値 81

14

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 11 実績値 11 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

4 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

  教育委員会事務局の運営に係る事務及び業務であるため、業務の種類には、変更するもの
がないと思われる。
  業務の内容や取組み方を精査し、効率的な業務の推進を図る。

　教育委員会事務局を運営する上で必要であり、今後においても効率的な業務の推進を図りな
がら、管理・運営を行っていく必要があると考える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 国際理解教育推進事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

学校教育総務費

H28

・市内幼稚園・小学校・中学校等に外国語指導助手（ＡＬＴ）３
名を派遣した。
・公民館親子教室に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣した。
（「親子で英語であそぼう」計３回開催　7/2・11/5・12/10）
・夏休み期間中に市内放課後児童クラブへ外国語指導助手を
派遣した。（計７か所）

外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣するに
当たり、急な日程変更依頼等にも柔
軟に対応し、できる限り派遣先の要
望に応えられるよう努めた。

事
業
概
要

中学校での日本人教師の外国語授業の補助、小学校での外
国語活動等の補助及び幼稚園・児童クラブ等での外国語のふ
れあい・地域における外国文化の紹介、交流活動により国際
理解教育の推進を図る。

外国の文化や言語についての理解を
深め、国際化に対応できる人材を育
成する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

11,135

具
体
的
取
組

・市内幼稚園・小学校・中学校等に外国語指導助手（ＡＬＴ）２
名を派遣した。
・公民館親子教室に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣した。
（「親子で英語であそぼう」計３回開催　7/11・10/17・12/6）
・国際理解推進事業「Easter Adventure」の開催　4/18

各学校等から提出される外国語指導
助手（ＡＬＴ）関係書類の様式を一部
変更し、ＡＬＴをより活用しやすいもの
に努めた。

H30

・市内幼小中等に外国語指導助手（ALT）３名を派遣
・公民館事業「イングリッシュデイキャンプ親子教室」　開催
・市内放課後児童クラブへ外国語指導助手を派遣　計６か所
・男女共同参画・国際交流推進室が主催した国際交流事業
「ALTといっしょにHappy Spring」にALTを派遣

外国語指導助手（ALT）を様々な団体やイ
ベントに積極的に派遣することを通して、
英語への関心を深め、英語に慣れ親しむ
体験活動の充実に努めた。なお、この事
業は、機構改革のため、令和元年度から
学校教育課に移管する。

H29

・市内幼小中等に外国語指導助手（ALT）３名を派遣
・公民館親子教室事業「親子で英語であそぼう」　計２回開催
・市内放課後児童クラブへ外国語指導助手を派遣　計７か所
・男女共同参画・国際交流推進室が主催した国際交流事業
「Happy　Spring」にALTを派遣

外国語指導助手（ALT）を様々な団体
やイベントに積極的に派遣することを
通して、英語への関心を深め、英語
に慣れ親しむ体験活動の充実に努め
た。

決算額 0

60,225

―0 1,368 53,719 55,087

240 10,895 0.6

0 240 10,895

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 10

当初予算額 0

11,135

―

0 1,320 58,895

3.014,636

2.0

0 1,352 51,083 52,435

0 240 10,012 10,252

0

決算額

0.5

13,327

360 15,000 15,370

0 0 344 12,983

当初予算額 0 0 360 14,276

10 0計画額

3.0当初予算額 0 0 384 14,164

0 0

14,548

計画額

決算額

0.5

14,381

360 16,500 16,860

0 0 384 13,997

0.5 3.0当初予算額 0 0 384 14,384

計画額 0 16,860

14,768

決算額 0 0 384 14,091 14,475

16,5000 360



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

3 計画値 3計画値2 計画値 3

計画値 計画値計画値

実績値 32 実績値 3 実績値 3
活
動
指
標

小学校・幼稚園等派遣日
数

ＡＬＴの小学校・幼稚園への派遣日数。

時間
計画値

計画値

成
果
指
標

中学校授業数 ＡＬＴの市内中学校での授業数。

日
計画値

実績値

外国語指導助手（ＡＬＴ）人
数

市内で語学指導等を行うＡＬＴの人数。

人
計画値

実績値

700 計画値

実績値 1,302

730 計画値 730 計画値 730

951 実績値 1,081 実績値 1,323

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値 93

50 計画値

実績値 93 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

60 計画値 60 計画値 60

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 113

評価点合計

点

5 点点

点19

点

点

4 点

3

104

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　外国語教育の推進を含んだ新しい学習指導要領の全面実施が、令和２年度から小学校で、
令和３年度から中学校で予定されている中、ALTが果たすべき役割やALTに対する期待はます
ます高まってきている。
　本市においても、市内各中学校（３校）を拠点校としてALTを３名配置し、中学校のみならず、
各中学校区内の小学校・幼稚園にも、積極的に派遣を行っていることころであるが、ALTが今ま
で以上に質の高い授業を提供できるように、関係機関と連携を図りながら、国際理解教育の推
進に努めていきたい。
　そのような中、令和元年度からは、機構改革に伴い、当事業は学校教育課に移管されること
から、これまで学校教育課で所管してきた外国語活動支援員とALTを併せた活用の展開などが
期待できる。

　外国語教育の推進を含んだ新しい学習指導要領の全面実施が、令和２年度から小学校で、
令和３年度から中学校で予定されている中、ALTが果たすべき役割やALTに対する期待はます
ます高まってきている。
　近年のグローバル化に対応していく人材育成の観点から、今後益々、外国語指導助手（ＡＬＴ）
の果たす役割は大きいと考えることから、中学校のみならず、幼稚園・小学校での英語教育の
充実に努めていく必要があると考える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.81.61,396

1,387

1.3 0.1

1.1 0.5

1.6 0.813,812

12,277

10,791

12,985

11,192

12,290

10,791

・小児生活習慣病予防健診における
事後指導の対象児をメタボのみから
メタボ予備軍に拡大した。
・学力向上先進地視察を行い、市の
現状分析や今後の対策について検
討を行った。
・小児生活習慣病予防健診における
検査機関によるメタボ等の判定と学
校医による判定が違う場合があるの
で、学校医による判定の欄を追加し
た。

1,564

1,571

0

0

0

0403

0

当初予算額

決算額

・小児生活習慣病予防健診日程につ
いて、11月になると血管が収縮し、採
血が困難になるため、10月中旬まで
の健診終了とした。

410

395 0 1,522

0

0

354

0

0

計画額

0379

11,186

9,426

0

10,360

9,108

学校保健安全法に定められた就学時健康診断等の学校保健
や、学校教育活動の円滑な実施に資する学校指導などの実
施に係る事業である。
平成28年度からは、教育課程、学習指導等に関する専門的分
野に係る事務に従事する指導主事を配置する事業を追加して
いる。

就学時健康診断、日本スポーツ振興センター災害共済給付事
務、小児生活習慣病予防健診、小中学生を対象としたフッ化
物洗口、感染症予防対策等の学校保健事業を行うとともに、
市教育振興計画等に沿った学校教育活動を推進するための
事業を実施する。

就学時健康診断、日本スポーツ振興センター災害共済給付事
務、小児生活習慣病予防健診、小中学生を対象としたフッ化
物洗口、感染症予防対策等の学校保健事業を行うとともに、
市教育振興計画等に沿った学校教育活動を推進するための
事業を実施する。

就学時健康診断、日本スポーツ振興センター災害共済給付事
務、小児生活習慣病予防健診、小中学生を対象としたフッ化
物洗口、感染症予防対策等の学校保健事業を行うとともに、
市教育振興計画等に沿った学校教育活動を推進するための
事業を実施する。
また、嘱託の指導主事1名を学校教育課に配置する。

就学時健康診断、日本スポーツ振興センター災害共済給付事
務、小児生活習慣病予防健診、小中学生を対象としたフッ化
物洗口、感染症予防対策等の学校保健事業を行うとともに、
市教育振興計画等に沿った学校教育活動を推進するための
事業を実施した。

事業費（千円）

9,854

10,596

13,255

10,596

10,596

1,653

1,653

8,943

1,683計画額

当初予算額

決算額

・小児生活習慣病予防健診の結果表
について判定項目欄をメタボリックシ
ンドローム・予備軍、要再検査等項目
別に確認できるよう判定項目欄を変
更した。

1,517

学校保健事業の円滑な実施のほか、
市教育方針や各年度における学校教
育の重点の推進に向けた学校運営
上の指導など、学校教育活動の充実
のための取組や支援を行う。

43,300

事業費計

45,613

50,648

42,774

財源内訳

6,672

6,130

6,124

36,102

一般財源

38,1200

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0

1,218

1,369

①

22

Ⅳ

①「生きる力」を育む学校教育の充実

(22) 学校教育の充実

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

学校教育課 記入日 令和1年6月17日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

担当課

15

05

50

01 一般会計

目

項

款

会計

8,943

9,108

11,885

H27
|

H30

事
業
概
要

7,969

8,943

11,286

10,365

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

教育費

学校教育総務費

教育総務費

学校教育推進事業

事業目的 / 改善内容事業内容

具
体
的
取
組

H30

0

0

0

0

241

0

405

1,683

1,644

1,653

0

0



計画値

実績値

15実績値

計画値

95

92

計画値

実績値

60

実績値

計画値

実績値

H30

計画値

実績値

計画値

95

93

一次評価（担当者）

18 点

チェック項目（１～５点で評価）

言語活動に関する質問に
肯定的に回答した児童の
割合

回数

％

点

3 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

⇒

15

60

88

15

計画値

54

19 点

51

13

実績値

13

計画値

実績値

計画値

H29

60

59

計画値

実績値

95

89

計画値

実績値

評
価

13計画値

点3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

活
動
指
標

実績値

48

46実績値

小児生活習慣病予防健診
受診率

市教委主催の教職員研修
の実施回数

小児生活習慣病予防健診
における事後指導実施率

5

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

健診の結果、事後指導の対象とされた児童（メタボ又
はメタボ予備軍）のうち、実際に事後指導を受けた者
の割合（事後指導実施者数÷事後指導対象者数）

　教職員の長時間勤務が課題となっている中、次の世代を担う子どもたちが、未来に向けて「生
きる力」を確実に身に付け成長していくため、学校教育においては、「知・徳・体」のバランスのと
れた教育活動を推進し、教育内容の一層の充実を図ることが求められている。
　こうした中、教育の質の向上に欠かせない教職員の資質の向上について、県教育委員会とも
連携しながら研修と指導の充実に努める必要がある。
　また、子どもたちの学習活動を支える基本となる健康・体力を増進するため、学校保健活動や
体力づくりを適切に行いながら、家庭との連携による望ましい生活習慣づくりを進めていく必要
がある。

4 点

4 点

二次評価（所属長）

／25点

方
向
性

理
由

　園長・校長研修会後に、園長研修会・校長研修会をそれぞれ実施し、研修時間の短縮と内容
の充実を図ることができた。
　児童生徒が主体的・対話で深い学びとなるよう、学校訪問を通じて教員に指導した結果、目的
意識を持った話し合いの場で、友達の話を最後まで聞くことができる児童生徒が増えた。

健診対象児童のうち、実際に健診を受診した者の割
合（健診受診者数÷対象児童数）

教職員に対する市教委主催の研修会の年間延べ実
施回数（園長・校長研修会、中堅教員研修会、教務主
任・現職教育主任研修会、初任者研修会、小中高生
徒指連絡会等）

指標名 H28H27

95

93

13

14

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

％

県学習状況調査の質問紙調査（小６）において、「友達
と話し合うとき、友達の話や意見を最後まで聞くことが
できますか」との質問に「当てはまる」と回答した児童
の割合

計画値

計画値

実績値

65

54

55

43

4

点

点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

実績値

53

57

計画値

実績値47

点

4 点

3 点

3 点

／25点

4
必要性高い

なっている

優先度高い

⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



50,253

決算額 0 0 0 48,007 48,007

1.0 42.0当初予算額 0 0 0 50,253

計画額 0 0 30,450

0.8 40.0当初予算額 0 0 0 48,649 48,649

0 47,049 47,254

0 30,450 30,450

H29

小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援
するため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員を配置す
る。

資質向上のための研修会を経験年
数ごとに開催し、学習活動に支障をき
たすことがないようにした。

計画額 0 0

決算額 205 0

49.0当初予算額 0 0 0 62,067 62,067

0 56,569 56,569

0 0

決算額 0 0

0.3

0 30,450 30,450

0.2 44.0

0 0 180,462 180,667

― ―

0 0 30,439 30,439

121,800

0 0 191,408 191,408

0 0 121,800

0 0 30,450

決算額 0 0 0 28,837 28,837

0 30,450

H30

小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援
するため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員を配置す
る。

研修会を開催し、支援の方法、児童
生徒への関わり方について学習し、
支援員の資質向上に繋がった。

H27

具
体
的
取
組

小中学校の通常学級に在籍する特別な配慮を必要とする児
童生徒を支援するため、必要に応じ対象校に特別支援教育支
援員３１人を配置した。

・資質向上のための研修を初心者・
経験者別に実施した。
※Ｈ28年度から障害児支援事業と統
合。H28年度は幼稚園生活補助員分
も含めて予算計上（予算執行は幼保
連携推進室）

計画額 0

当初予算額 0

30,450

H28

小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援
するため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員及び学校
生活支援者を配置する。
特別支援教育支援員３４人（うち、日本語通訳１人）
学校生活支援者５人
幼稚園補助員１０人

特別な配慮を必要とする児童生徒の
増加に伴い、特別支援課養育支援員
の増員を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

小中学校に在籍する発達障害等を有する児童生徒に対し、
個々の状況に応じた支援を行い、充実した学校生活が送れる
よう特別支援教育支援員を配置する事業である。
平成28年度からは、特別な配慮を必要とする児童生徒を支援
するため、必要に応じ対象校に担任を補助する学校生活支援
者や幼稚園生活補助員を配置する事業を追加している。

小中学校に在籍する発達障害等を有
する児童生徒に対し、支援員を配置
することにより、学習活動や学校生活
上のサポートを行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 205

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 15 学校教育総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 特別支援教育支援員配置事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　通常学級や特別支援学級に在籍する発達障害を有する特別な配慮を必要とする児童生徒
が、必要な支援を受けながら円滑な学校生活が送る事ができるよう、教育環境を整える必要が
ある。
　今後、支援が必要な児童生徒を的確に把握し、必要に応じて支援員を配置するとともに特別
支援学級における不登校児童生徒の増加を抑制する対策として、教職員との連携を図れるよう
勤務時間も含めて勤務日数を検討していく。
　また、特別支援教育支援員の資質向上のため、研修会の実施も継続的に行う。

　特別な支援や配慮を要する児童生徒に対し、児童生徒や学級の実情を踏まえて、学校教育
活動上の適切な指導や必要な支援を行う支援員を配置することにより、児童生徒一人ひとりの
状況に応じたきめ細かな特別支援教育を推進する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

5.7 実績値 54 実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20

点 4 点

点 4

0 計画値 0 計画値 0

実績値 0

10 計画値 10 計画値 10

0 実績値 0

0 計画値

活
動
指
標

特別支援学級における不
登校児童生徒の割合

不登校児童生徒数のうち、特別支援学級に在籍する
児童生徒数の割合

％
計画値 － 計画値

成
果
指
標

通常の授業が成立しなく
なった件数

通常学級において、授業中に児童生徒が教師の指示
や制止を無視して勝手にしゃべったり立ち歩くなどして
通常の授業が成立しなくなった件数

件
計画値

実績値 0 実績値

実績値 － 実績値

5

実績値 41

学校生活支援者の配置人
数

特別支援学級に在籍する障害を有し、特別な配慮を
要する児童生徒を支援するための学校生活支援者の
配置人数
(H29より特別支援教育支援員と一本化。）

人
計画値 － 計画値 計画値 -

実績値 － 実績値 5 実績値 5 実績値

-7 計画値

32 計画値 40 計画値 42

40

特別支援教育支援員の配
置人数

通常学級に在籍する発達障害等を有し、特別な配慮
を要する児童生徒を支援するための特別支援教育支
援員の配置人数

人
計画値 32

実績値 31 実績値 33 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



18,088

決算額 4,008 0 0 13,835 17,843

0.3 15.0当初予算額 1,064 0 0 17,024

計画額 0 0 6,652

0.3 14.0当初予算額 0 0 5,000 4,323 9,323

0 8,531 9,356

0 6,652 6,652

H29

学校教育活動支援員（外国語）を小学校に配置するとともに、
全ての小中学校に学校図書館活動支援員を配置する。

・学校図書館活動支援員への研修会
を絵継続して行い、資質向上に努め
た。
・外国語教育推進モデル校に支援員
２名を配置し、先行実施に向けて研
究を行った。

計画額 0 0

決算額 825 0

13.0当初予算額 0 0 5,000 4,152 9,152

5,000 3,718 8,718

0 0

決算額 0 0

0.2

5,000 6,652 11,652

0.2 0.0

0 10,000 27,516 42,349

― ―

0 5,000 1,652 6,652

31,608

0 15,000 27,151 43,215

0 10,000 21,608

0 5,000 1,652

決算額 0 0 5,000 1,432 6,432

0 6,652

H30

学校教育活動支援員（外国語）を小学校に配置するとともに、
全ての小中学校に学校図書館活動支援員を配置する。

・学校図書館活動支援員への研修会
を絵継続して行い、資質向上に努め
た。
・外国語活動支援員を市内小学校に
配置し、外国語活動の充実を図った。

H27

具
体
的
取
組

学校教育活動支援員（外国語）2人を小学校に配置するととも
に、全ての小中学校に学校図書館活動支援員を配置した。

・学校図書館活動支援員のうち図書
館司書の資格を有する支援員を講師
に、研修を実施した。
・統合後の図書整理を円滑に行うた
め、統合校への配置時間を増やし
た。

計画額 0

当初予算額 0

6,652

H28

学校教育活動支援員（外国語）2人を小学校に配置するととも
に、全ての小中学校に学校図書館活動支援員を配置する。
前山小学校と長尾中学校を兼務で１名の学校図書館活動支
援員を配置した。

・学校図書館活動支援員の勤務時間
を１日３時間から４時間に増やし、より
読書活動の推進や読書環境の整備
を行っている。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

小学校学習指導要領において義務付けられている小学校5・6
年生に対する外国語活動の指導補助を行うため、外国語活動
支援員を配置する事業である。また、児童生徒の読書活動を
推進するため、学校図書館の環境整備や読書活動の指導補
助を行う学校図書館活動支援員を配置する事業である。

・外国語や外国文化への理解を深
め、コミュニケーションを図ろうとする
態度の育成を図る。
・学校における読書環境を整備し、児
童生徒の読書活動を推進する。

計画額 0

当初予算額 1,064

決算額 4,833

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 15 学校教育総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校教育活動支援事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 4

理
由

・外国語活動支援員の配置については、令和２年度の新学習指導要領全面実施に先がけて、
小学校５・６年生で年間７０時間、３・４年生で年間３５時間の授業が実施されている。さらに質の
高い外国語科及び外国語活動の授業を実施する。
・図書館活動支援員の配置については、継続して学校図書館の環境整備（蔵書管理及び掲示
物）を行い、児童生徒の読書に対する関心を高め、読書活動の活性化を図る。（各校１名）

小学校における外国語活動では、新学習指導要領の全面実施により新しく教科化され、こうし
た授業を効果的に実施するためには、外国語に堪能な人材の協力を得る指導体制を充実する
ことが必要である。
また、読書活動の充実を通じて、確かな学力の育成や豊かな人間性を形成するため、学校図書
館の利活用の推進が求められており、平成27年4月1日に施行された改正学校図書館法では、
学校への学校司書（学校教育活動支援員）の配置が努力義務とされたところである。このため、
今後も引き続き学校図書館の機能向上の役割を担う学校図書館活動支援員を配置する必要が
ある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

70 実績値 8276 実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19

点 4 点

点 4

80 計画値 80 計画値 80

実績値 -

80 計画値 80 計画値 80

- 実績値 -

- 計画値

活
動
指
標

読書の好きな児童の割合 小学校6年生のうち、県学習状況調査において「本を
読むのが好き」及び「どちらかといえば好き」と答えた
児童の割合

％
計画値 80 計画値

成
果
指
標

外国語に興味を持った児
童の割合

小学校5・6年生のうち、外国語学習に興味を持った児
童数の割合（H28年度からアンケート実施予定）
アンケート未実施のため成果指標から削除。

％
計画値

実績値 - 実績値

実績値 78 実績値

11

実績値 2,765

学校図書館活動支援員の
配置校数

学校図書館の環境整備や児童生徒の読書活動推進
の支援に当たる支援員を配置した学校数

人
計画値 12 計画値 計画値 11

実績値 12 実績値 11 実績値 11 実績値

1112 計画値

1,050 計画値 1,050 計画値 1,050

1,630

学校教育活動支援員（外
国語）による年間授業時
間数

学校教育活動支援員（外国語）が実際に授業の支援
を行った年間授業時間数

時間
計画値 1,050

実績値 1,050 実績値 1,052 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

31,770

0.3 8.0

0 0 27,761 27,761

0 0 27,761

0 0 31,770

27,761

0 0 31,770 31,770

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

小中学校の特別支援学級に在籍する特別な配慮を必要とす
る児童生徒の学校生活を支援するため、対象校に学校生活
支援者8人を配置した。また、幼稚園に在籍する特別な配慮を
必要とする園児の園生活を支援するため、対象園に幼稚園生
活補助員13人を配置した。

・資質向上のための研修を初心者・
経験者別に実施した。

計画額 0

H28

※H28年度から特別支援教育支援員配置事業に統合

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する心身に障害等
を有する児童生徒・園児のうち、特に配慮を要する者の学校
（園）生活を支援するため、担任を補助する学校生活支援者や
幼稚園生活補助員を配置する事業である。

小中学校の特別支援学級や幼稚園
に在籍する配慮を要する児童生徒等
に対し、支援員を配置することによ
り、学校（園）生活上のサポートを行
う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

31,770

― ―0 0 31,770 31,770

0 0 31,770

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 10 事務局費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 障害児支援事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 -

計画値 -

実績値 11 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値 -

成
果
指
標

特別支援学級における不
登校児童生徒の割合

不登校児童生徒数のうち、特別支援学級に在籍する
児童生徒数の割合

％
計画値 11 計画値

人
計画値 13 計画値 -

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値 -

実績値 13 実績値 - 実績値 -

学校生活支援者の配置人
数

特別支援学級に在籍する特別な配慮を要する児童生
徒を支援するための学校生活支援者の配置人数

人
計画値 8

実績値 8 実績値 - 実績値 - 実績値 -

幼稚園生活補助員の配置
人数

幼稚園に在籍する特別な配慮を要する園児を支援す
るための幼稚園生活補助員の配置人数

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

672

0.0 0.2

0 0 588 588

0 0 588

0 0 672

588

0 0 672 672

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

児童が悩みを気軽に話せ、ストレスが和らぎ、心のゆとりを持
てるような学校教育環境づくりのため、教職経験者やカウンセ
リング経験者など児童にとって身近な立場となる第三者的な
相談員を学校に配置した。

・担当教員、スクールソーシャルワー
カー、スクールカウンセラー等教育相
談関係者同士の連携を図った。

計画額 0

H28

※H28年度から教育相談体制支援事業に統合

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

児童、保護者や教職員の悩みの相談、その他学校の教育活
動への支援等を行うため、心の教室相談員を配置する事業で
ある。相談員は、教職経験者やカウンセラー経験者など本事
業の趣旨を理解し、積極的に取り組む意欲のある者のうちか
ら委嘱し、概ね週1回半日程度各学校において相談活動に従
事する。

心の教室相談員が学校長をはじめ、
学級担任・スクールカウンセラー・支
援担当教職員との連携を図り、児童
及び保護者の心の悩みや問題の早
期発見・防止を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

672

― ―0 0 672 672

0 0 672

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 05 学校管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10 小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 心の教室相談員設置事業（小学校） 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 -

計画値 -

実績値 2.9 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値 -

成
果
指
標

児童1,000人当たりの不登
校児童数

児童1,000人当たりの不登校児童数

人
計画値 1.5 計画値

時間
計画値 672 計画値 -

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値 -

実績値 588 実績値 - 実績値 -

心の教室相談員配置校数 心の教室相談員を配置した小学校数

校
計画値 7

実績値 7 実績値 - 実績値 - 実績値 -

心の教室相談員の年間勤
務時間数

心の教室相談員が勤務し、児童と関わった年間時間
数

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

945

0.0 0.2

0 0 902 902

0 0 902

0 0 945

902

0 0 945 945

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

生徒が悩みを気軽に話せ、ストレスが和らぎ、心のゆとりを持
てるような学校教育環境づくりのため、教職経験者やカウンセ
リング経験者など生徒にとって身近な立場となる第三者的な
相談員を学校に配置した。

・担当教員、スクールソーシャルワー
カー、スクールカウンセラー等教育相
談関係者同士の連携を図った。

計画額 0

H28

※H28年度から教育相談体制支援事業に統合

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

生徒、保護者や教職員の悩みの相談、その他学校の教育活
動への支援等を行うため、心の教室相談員を配置する事業で
ある。相談員は、教職経験者やカウンセラー経験者など本事
業の趣旨を理解し、積極的に取り組む意欲のある者のうちか
ら委嘱し、概ね週3回半日程度各学校において相談活動に従
事する。

心の教室相談員が学校長をはじめ、
学級担任・スクールカウンセラー・支
援担当教職員との連携を図り、生徒
び保護者の心の悩みや問題の早期
発見・防止を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

945

― ―0 0 945 945

0 0 945

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 05 学校管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15 中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 心の教室相談員設置事業（中学校） 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 -

計画値 -

実績値 31 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値 -

成
果
指
標

生徒1,000人当たりの不登
校生徒数

生徒1,000人当たりの不登校生徒数

人
計画値 28 計画値

時間
計画値 945 計画値 -

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値 -

実績値 902 実績値 - 実績値 -

心の教室相談員配置校数 心の教室相談員を配置した中学校数

校
計画値 3

実績値 3 実績値 - 実績値 - 実績値 -

心の教室相談員の年間勤
務時間数

心の教室相談員が勤務し、生徒と関わった年間時間
数

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校教育振興事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10 小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 10 教育振興費

15,386

― ―0 12,616 14,948 28,348

0 0 14,760
H27

|
H30

事
業
概
要

児童の豊かな読書経験の機会を充実し、読書活動を推進する
ため、学校図書の整備を行う事業である。また、観察・実験・体
験等の活動を通じた基礎学力の向上を図るため、教育課程に
対応した教材・教具の整備を行う事業である。

学校図書及び教材備品の充実によ
り、児童の豊かな読書経験並びに基
礎学力の向上に資する。

計画額 626

当初予算額 784

決算額 769

H30

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

決算額 214

H27

具
体
的
取
組

学校図書及び教材備品等を計画的に整備した。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用した。

まちづくり基金を活用して、学校図書
の充実を図ったほか、理科教育振興
補助事業等を活用し、教材備品の整
備を行った。

計画額 155

H28

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

H29

計画額 155

当初予算額 155

3,811

0.2 0.0

0 24,665 14,600 40,034

0 4,458 3,476

0 0 3,656

8,148

0 0 3,656 3,811

0.0当初予算額 311 0 0 3,760

10,470

決算額 235 0 12,526 3,121 15,882

0.2 0.0当初予算額 225 0 6,995 3,250

3,771 4,618

0

0

3,724 3,882

0.3

3,882

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

計画額 158 0

4,071

決算額 247 0 600

0 3,724

0.3

0 3,656 3,811

決算額 73 0 7,081 4,232 11,386

0.0当初予算額 93 0 5,621 4,282

計画額 158 0

9,996



計画値 200

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

200 計画値 200計画値

計画値 200

実績値 230 実績値 787 実績値 259

小学校１校当たりの図書
購入額

小学校１校当たりの図書購入額
（図書購入額÷学校数）

千円
計画値 200

実績値 453 実績値 430 実績値 319 実績値 622

小学校１校当たりの教材
購入額

小学校１校当たりの教材購入額
（教材購入額÷学校数）

実績値 391

成
果
指
標

学校図書館図書標準の達
成状況

学校図書館（小学校）における図書標準に定められた
冊数に対する蔵書数の市全体の割合

％
計画値 150 計画値

千円
計画値 200 計画値 200

150 計画値 150

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 200

計画値 150

実績値 145 実績値 150 実績値 158 実績値 156

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　平成２８年１月策定のさぬき市教育大綱において「読書のまち さぬき」として、読書を中心とし
た教育活動の充実を基本方針に掲げており、平成３０年４月には、さぬき南小学校が読書活動
の実践に関する文部科学大臣表彰を受賞するなど、読書活動を中心とする優れた教育活動が
実践されつつある。
　今後も、市内全ての児童が豊かな読書経験を積み、知的活動の機会が増えるよう、一層の学
校図書の充実を図りたいと考えている。
　さぬき市教育の重点項目として「読書活動の充実」が掲げられており、各小学校において工夫
した読書活動ができるような教育活動が実践されている。今後も市内全て児度が豊か読書経験
を積むことにより、知的活動の機会が増えるよう、学校図書の充実を図っていく。

児童が読書に親しむ習慣を身に付け、確かな学力や豊かな人間性を育むためには、学校図書
館の蔵書の整備、充実を図ることが必要である。また、学校で使われる各種の教材教具は、学
習活動における教育効果を高め、児童生徒の基礎的・基本的な学習理解を助ける上で極めて
重要であり、その充実は不可欠なものである。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

607

0.0 0.2

0 0 481 481

0 0 481

0 0 607

481

0 0 607 607

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

12学級以上の小学校（4校）に対するスクールカウンセラーの
派遣時間を追加した。

・担当教員、スクールソーシャルワー
カー、スクールカウンセラー等教育相
談関係者同士の連携を図った。

計画額 0

H28

※H28年度から教育相談体制支援事業に統合

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

県教育委員会により、全ての小中学校にスクールカウンセ
ラーが派遣されているが、12学級以上の小学校に対し、県と
市町の共同事業により派遣時間を追加するものであり、事業
に要する経費の一部（所要経費の2分の1）を市町が負担する
ものである。

いじめ等の問題行動等の早期発見・
早期対応や未然防止を図るとともに、
心に問題を抱える児童生徒、保護者
や教職員に対する校内の教育相談
体制を充実する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

607

― ―0 0 607 607

0 0 607

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 05 学校管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10 小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 スクールカウンセラー配置事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 -

計画値 -

実績値
小学生2.9
中学生31.0

実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値 -

成
果
指
標

児童生徒1,000人当たりの
不登校児童生徒数

児童生徒1,000人当たりの不登校児童生徒数

人
計画値

小学生1.5
中学生28.0

計画値

件
計画値 500 計画値 -

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値 -

実績値 452 実績値 - 実績値 -

スクールカウンセラー配置
校数

12学級以上の小学校へのスクールカウンセラーの配
置校数

校
計画値 4

実績値 4 実績値 - 実績値 - 実績値 -

スクールカウンセラーによ
る相談件数

児童生徒がスクールカウンセラーに相談を行った延べ
件数

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生徒就学援助事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15 中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 10 教育振興費

69,924

― ―0 0 68,529 69,997

0 0 68,764
H27

|
H30

事
業
概
要

経済的理由により、就学が困難な生徒の家庭に対して、学校
生活に要する費用の一部を援助する事業である。また、特別
支援学級に在籍する生徒の保護者の経済的負担を軽減する
ため、その負担能力に応じて必要な援助を行う事業である。

経済的理由等により、就学が困難な
生徒の保護者及び特別支援学級に
在籍する児童生徒の保護者に対し、
負担能力等に応じた適切な援助を行
う。

計画額 1,160

当初予算額 1,468

決算額 1,062

H30

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

平成３１年度から支給費目に卒業ア
ルバム代を追加するよう要綱の改正
を行った。

決算額 313

H27

具
体
的
取
組

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給した。

就学援助費支給要綱に基づき、対象
者の認定及び援助費の支給を行った
ほか、マイナンバー条例施行に伴い
所要の要綱改正を行った。

計画額 290

H28

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

新入学児童生徒学用品費等の支給
単価及び支給時期の前倒しについて
検討を行った。

H29

計画額 290

当初予算額 290

17,481

0.1 0.0

0 0 61,927 62,989

0 0 15,026

0 0 17,191

15,339

0 0 17,191 17,481

0.0当初予算額 444 0 0 15,478

15,685

決算額 217 0 0 13,036 13,253

0.2 0.0当初予算額 354 0 0 15,331

16,156 16,468

0

0

17,191 17,481

0.3

17,481

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

新入学児童生徒学用品費の支給時
期を早め、３月に支給するよう変更し
た。また、平成３０年度から支給費目
にクラブ活動費、生徒会費及びＰＴＡ
会費を追加するよう要綱改正を行っ
た。

計画額 290 0

15,922

決算額 312 0 0

0 17,191

0.3

0 17,191 17,481

決算額 220 0 0 17,709 17,929

0.0当初予算額 380 0 0 20,529

計画額 290 0

20,909



計画値 101

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

101 計画値 101計画値

計画値 47

実績値 47 実績値 40 実績値 42

就学援助費平均支給額 要保護及び準要保護児童生徒就学援助費の生徒１
人当たり平均支給額（年間支給額÷受給者数）

千円
計画値 100

実績値 101 実績値 98 実績値 108 実績値 112

就学奨励費平均支給額 特別支援教育就学奨励費の生徒１人当たり平均支給
額（年間支給額÷受給者数）

実績値 42

成
果
指
標

就学援助費受給率 中学校の全生徒数のうち、就学援助費の支給を受け
ている者の割合（認定生徒数÷全生徒数）

％
計画値 12.0 計画値

千円
計画値 51 計画値 47

12.0 計画値 12.0

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 47

計画値 12.0

実績値 11.6 実績値 10.7 実績値 12.3 実績値 11.9

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

19４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　義務教育の円滑な実施を目的に、経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して、給
食費や学用品の購入等に要する費用を継続的に支給する必要があるため、現在の支給水準を
維持する必要がある。
　また、新入学児童生徒学用品等の支給単価を国の補助単価改定に合わせて増額した。
　なお、平成３１年度からは支給費目に卒業アルバム代を追加するよう要綱改正を行い、事業
の目的に沿った必要な援助を適切に実施していく。

子どもの貧困対策の推進に関する法律第10条の規定により、地方公共団体は、就学の援助、
学資の援助その他の貧困の状況にある子どもの教育に関する支援のために必要な施策を講ず
るものとされている。これらの規定の趣旨を踏まえ、保護者の経済的な状況に応じた就学援助
を適切に実施しいく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校教育振興事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15 中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 10 教育振興費

20,820

― ―0 0 20,503 21,279

0 0 19,076
H27

|
H30

事
業
概
要

生徒の豊かな読書経験の機会を充実し、読書活動を推進する
ため、学校図書の整備を行う事業である。また、観察・実験・体
験等の活動を通じた基礎学力の向上を図るため、教育課程に
対応した教材・教具の整備などを行う事業である。

学校図書及び教材備品の充実によ
り、生徒の豊かな読書経験並びに基
礎学力の向上に資する。

計画額 1,744

当初予算額 776

決算額 1,016

H30

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。また、老朽化した吹奏楽用楽器を計画的に更
新する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

決算額 400

H27

具
体
的
取
組

学校図書及び教材備品等を計画的に整備した。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用した。また、運動部活動の競技力の向上を図るため
に地域で活躍するプロスポーツチームを招致したほか、老朽
化した吹奏楽用楽器を計画的に更新した。

図書購入予算を増額し、学校図書の
充実を図ったほか、理科教育振興補
助事業等を活用し、教材備品の整備
を行った。

計画額 432

H28

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。また、プロの指導者を招致すること等により部
活動の競技力等の向上を図るとともに、老朽化した吹奏楽用
楽器を計画的に更新する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

H29

計画額 432

当初予算額 432

5,157

0.2 0.0

0 2,844 18,207 22,067

0 530 4,725

0 0 4,725

5,655

0 0 4,725 5,157

0.0当初予算額 0 0 0 4,402

4,554

決算額 0 0 500 4,433 4,933

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 4,554

4,307 6,061

0

0

4,813 5,253

0.3

5,253

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の
整備に際しては、国庫補助事業である理科教育振興補助事業
等を活用する。また、老朽化した吹奏楽用楽器を計画的に更
新する。

まちづくり基金を活用して、教育用備
品及び学校図書の充実を図ったほ
か、理科教育振興補助事業等を活用
し、教材備品の整備を行った。

計画額 440 0

4,402

決算額 291 0 1,463

0 4,813

0.3

0 4,725 5,157

決算額 325 0 351 4,742 5,418

0.0当初予算額 344 0 0 6,822

計画額 440 0

7,166



計画値 400

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

400 計画値 400計画値

計画値 1,000

実績値 1,275 実績値 1,242 実績値 1,259

中学校１校当たりの図書
購入額

中学校１校当たりの図書購入額
（図書購入額÷学校数）

千円
計画値 400

実績値 500 実績値 366 実績値 400 実績値 433

中学校１校当たりの教材
購入額

中学校１校当たりの教材購入額
（教材購入額÷学校数）

実績値 1,128

成
果
指
標

学校図書館図書標準の達
成状況

学校図書館（中学校）における図書標準に定められた
冊数に対する蔵書数の市全体の割合

％
計画値 130 計画値

千円
計画値 1,000 計画値 1,000

130 計画値 130

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 1,000

計画値 130

実績値 126 実績値 125 実績値 134 実績値 134

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　平成２８年１月策定のさぬき市教育大綱において「読書のまち さぬき」として、読書を中心とし
た教育活動の充実を基本方針に掲げており、市内全ての生徒が豊かな読書経験を積み、知的
活動の機会が増えるよう、一層の学校図書の充実を図りたいと考えている。
　さぬき市教育の重点項目として、「読書活動の充実」が掲げられている。市内全ての児童生徒
が豊かな読書経験を重ね知的活動の機会が増すよう、一層の学校図書の充実を図りたい。

生徒が読書に親しむ習慣を身に付け、確かな学力や豊かな人間性を育むためには、学校図書
館の蔵書の整備、充実を図ることが必要である。また、学校で使われる各種の教材教具は、学
習活動における教育効果を高め、児童生徒の基礎的・基本的な学習理解を助ける上で極めて
重要であり、その充実は不可欠なものである。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



5,790

5,500

0.4

0

決算額

0.06,661

5,800

0.4

0

0 5,790

5,800

6,661

0

5,615 5,615

5,225

5,800

0.0

0

計画額

当初予算額

決算額

具
体
的
取
組

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。
・学校が主催する人権講演会等の活動支援
・人権・同和教育研究グループの活動支援
・さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援
・人権劇団「未来」の活動支援
・じんけんフェスタinさぬきの開催

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。
・学校が主催する人権講演会等の活動支援
・人権・同和教育研究グループの活動支援
・さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援
・人権劇団「未来」の活動支援
・じんけんフェスタinさぬきの開催

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。
・学校が主催する人権講演会等の活動支援
・人権・同和教育研究グループの活動支援
・さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援
・人権劇団「未来」の活動支援
・じんけんフェスタinさぬきの開催

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進した。
・学校が主催する人権講演会等の活動支援
・人権・同和教育研究グループの活動支援
・さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援
・人権劇団「未来」の活動支援
・じんけんフェスタinさぬきの開催

0

0

0

0

0

0

人権講演会等の活動資金を支援する
ことで、さまざまな講師に依頼するこ
とができ、人権意識を高める機会を
提供した。

計画額

0

人権・同和問題について理解を深め
る機会となった。また、PTAが参加す
ることで、親子で共に学ぶ機会となる
とともに、幼稚園では同年代の保育
所との合同開催することにより、交流
も深められた。
学校が会場となる人権講演会や人形
劇では、人権について教わるのでは
なく、楽しく、自然に感じ取る機会がも
て、保護者が参加した家庭では、人
権について話し合える時間を持つこと
ができた。

当初予算額

計画額

当初予算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H30

0

0

0

0

0

0

人権同和教育における啓発活動を支
援することにより、学校（園）での人権
教育の推進を図り、各種差別に対す
る理解を深めるように促進する。

じんけんフェスタinさぬきを「辛立文化
センター冬のつどい」と辛立文化セン
ターにて同時開催し、イベント運営経
費の削減及びより多くの参加を得るこ
とできた。

5,867

担当課

20

30

50

01

社会教育費

教育費

人権教育費

0

0

0

0

21,539

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債

0

0

0

0 5,867

会計

0

――

0.0

0.2 0.0

0.2

0

21,539

5,024

5,800

5,895

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

24,03824,038

23,2670

①

22

Ⅳ

①「生きる力」を育む学校教育の充実

(22) 学校教育の充実

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

人権推進課 記入日

事業目的 / 改善内容事業内容 財源内訳

0

0

一般会計

目

項

款

学校、PTA及び各種研究団体における人権・同和教育事業に
対し、活動を支援するとともに、じんけんフェスタinさぬきの開
催により市民に対して幅広い啓発活動を行う。

H27

H28

H27
|

H30

事
業
概
要

0

0

5,867

5,867

0

5,024

0

0

0

0

決算額

5,800

0

5,500

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

決算額

基本目標

5,225

0 5,800

0

0

事業費（千円）

0

23,267

一般財源

0

0

5,895

事業費計
国県支出金

人権同和教育支援事業 令和1年6月25日



評価点評価点合計

1,500

1,800

評価点合計

計画値

実績値

計画値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

実績値

計画値

1

22

19

実績値 実績値

計画値

10,000

実績値

理
由

人権・同和教育活動を推進するためには、各種団体と協力連携を行う。また、行事の企画運営
をを一層工夫していく必要がある。

4

⇒

方
向
性

／25点

19 点

5 点

点

／25点

一次評価（担当者）

余地はない

　本事業は、人権・同和教育を推進するにあたり、人権・同和問題を正しく理解し、認識を深め、
人権問題に気づき、考え、自ら実践行動や態度を養うことを目的としたものであり、更に家庭、Ｐ
ＴＡ、市民及び企業等の学習の取組を推進することやより人権・同和教育の広がりのために、支
援事業の要綱の制定や目的に沿った事業展開となるよう、改善を図る必要があると考える。

点 3 点

4 点

二次評価（所属長）

18 点

4

点

3 点

4

点

点

4

4

2 点

計画値

実績値

10,000

5,365

計画値

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

1

8,311

実績値

人権フェスタの参加者数
1,500

1,5001,700

計画値

実績値

人権フェスタの参加者数

必要はない必要がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

⇒

今
後
の
方
向
性

評
価

指標名

人権・同和教育支援団体
数

じんけんフェスタの開催

人権・同和教育支援団体
の活動参加者数

10,469

指標の説明

活
動
指
標

成
果
指
標

1,500

1,200

23

22

1

1

10,000 10,000

7,258

人

計画値

実績値

23

幼稚園、小・中学生による人権啓発活動の発表会を
開催する

人権・同和教育支援支援団体における実施事業の参
加者数

計画値

計画値

実績値

実績値

人権・同和教育支援に係る支援団体数
幼稚園・小・中学校のPTA組織、その他団体3

回数

単位
総合計画・
総合戦略指標

団体

H28H27

23

1

人
計画値

実績値

1

計画値

計画値

H30

実績値

計画値

実績値

H29

計画値

1

22

17

1

計画値

実績値

実績値

1,500

なっていない

余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

チェック項目（１～５点で評価）

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

評価点

⇒

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

0

0 0 284

310

0 0

0.0

決算額

H30

人権・同和教育に関した資料を市広報誌に掲載することや学
校を通じて配布することで、啓発を行う。
・広報誌掲載
・人権・啓発資料学校配布
・人権・同和啓発作品募集・展示・文集作成配布

冬に開催している人権フェスタにおい
て、人権標語やポスターの展示を屋
外で行い、来場者の目に触れやすい
ようにした。

0

0.0

0.0

310

0

0 239

計画額

0 0 277

0 250

216

0

239

0.4

216

310

250

284

209

0.2

0.5

310

209

310

0

0

0

310

277

0.0

222

0 0 319 0.2当初予算額 0

人権・同和教育に関した資料を市広報誌に掲載することや学
校を通じて配布することで、啓発を行う。
・広報誌掲載
・人権・啓発資料学校配布
・人権・同和啓発作品募集・展示・文集作成配布

親子で人権について考え、じんけん
フェスタ等で作品展示をすることによ
り、人権問題を身近に感じてもらえる
機会を提供した。

計画額 0

319

319

0 222

0 319

決算額 0

0 0

0

0

H27

具
体
的
取
組

人権・同和教育に関した資料を市広報誌に掲載することや学
校を通じて配布することで、啓発を行った。
・広報誌掲載
・人権・啓発資料学校配布
・人権・同和啓発作品募集・展示・文集作成配布

作品を市役所や各支所等に展示する
ことにより、多くの市民が身近に人権
問題を感じてもらえる機会を提供し
た。

計画額 0

H28

人権・同和教育に関した資料を市広報誌に掲載することや学
校を通じて配布することで、啓発を行う。
・広報誌掲載
・人権・啓発資料学校配布
・人権・同和啓発作品募集・展示・文集作成配布

0

0

0 0

決算額 0

当初予算額 0

当初予算額 0

親子で人権について考え、じんけん
フェスタ等で作品展示をすることによ
り人権問題を身近に感じてもらえる機
会を提供した。また、辛立文化セン
ターにて標語作品を2か月間（10～11
月）展示を行った。

H29

計画額 0

0

当初予算額

H27
|

H30

事
業
概
要

人権・同和教育に対する啓発活動を行う。 幼・小・中学生から標語・作文・習字・
硬筆・ポスターを募集し、作品集や展
示を行うことにより、市民に対する人
権啓発活動に活用している。

決算額

年度

1,249

― ―0 0 1,130 1,130

0 0

0 0 886 886

(22) 学校教育の充実 項 30 社会教育費

0

事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）

1,249計画額 0

当初予算額 0

国県支出金 地方債 その他 一般財源

款 50 教育費Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 20 人権教育費

基本施策 22

基本目標 Ⅳ

一般会計

記入日 令和1年6月25日

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 人権・同和啓発事業 担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 01



今
後
の
方
向
性

理
由

子どもたちに人権作品作りに取り組んでもらうことで、年齢によっては保護者にも考えてもらう機
会を持ってもらうことが可能となる。また、人権週間やじんけんフェスタで、知り合いの子どもの
作品が展示されていることで興味を引き、人権啓発の機会となるので、今後も継続していくもの
とする。

　本事業は、人権作品づくりに取組むことにより、子どもころから身近にある人権・同和問題につ
いて気づかせることや親子で話し合いをしながら作成することを通じて、人権感覚や意識の高揚
を図ることを目的としいる事業であることから、今後も本事業を継続的に推進する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点 ／25点 4

4

3３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

4

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか 点
余地がある

点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

18 点

⇒

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

3 点 3 点

必要性低い ⇒

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

⇒ 余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

18

⇒

評価点合計 評価点 評価点合計

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い

なっていない

実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点

点
優先度低い

4 点
必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

203

300

210 実績値

計画値 300

計画値 計画値

計画値

実績値 232 実績値

300 計画値

計画値

活
動
指
標

幼・小・中学校への依頼回
数

実績値 223

300

計画値

実績値 4

12

成
果
指
標

人権・同和教育作品応募
数

幼・小・中学生から応募があった作品数（標語・作文・
習字・硬筆・ポスター）

点
計画値

広報「さぬき」掲載回数

回
計画値

広報「さぬき」に『人権教育シリーズ』を掲載した回数

実績値 12

12

実績値 4 実績値 4 実績値 4

計画値12 計画値

実績値

計画値 12

実績値 12 実績値

総合計画・
総合戦略指標

4
回

単位

計画値4計画値4

H27 H28 H29 H30

4

1212

計画値

指標名

人権・同和啓発作品簿募集・展示・文集作成配布回数

指標の説明

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 大川学校給食事業 担当課 学校教育課 記入日

款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 35 保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 45 学校給食費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

大川共同調理場管内の幼稚園、小中学校に1日約3,000食の
給食を実施するために必要な臨時調理員等を雇用する事業で
ある。

大川調理場管内の幼稚園・小中学校
に安全でおいしい給食を提供する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

決算額 0 0 0 39,976 39,976

H30

H27

具
体
的
取
組

調理員17人、運転手5人計23人の臨時職員を雇用した。 調理や事務に支障を来すことなく、給
食を提供できた。

計画額 0

当初予算額 0

45,692

H28

※H28年度から学校給食事業に統合
計画額

0.3 22.0

0 0 39,976 39,976

― ―

0 0 45,692 45,692

45,692

0 0 45,692 45,692

0 0 45,692

0 0 45,692

当初予算額

決算額

H29

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

計画額



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 - 計画値 -

-

臨時職員数 調理、配送に必要な臨時職員の人数

人
計画値 23

実績値 23 実績値 - 実績値

計画値

実績値 -

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

給食業務に支障を来した
日数

臨時職員の雇用や配置に起因して、給食の調理や配
送に支障を来した日数

日
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

- 計画値 - 計画値 -

実績値 -

計画値 計画値

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

- 実績値 -

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 点

点

点

点
余地がある ⇒

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点 点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度学校給食事業 担当課 学校教育課 記入日

款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 35 保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 45 学校給食費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

志度共同調理場管内の幼稚園、小中学校に1日約1,700食の
給食を実施するために必要な臨時調理員等を雇用する事業で
ある。

志度調理場管内の幼稚園・小学校・
中学校に安全で・おいしい給食を提
供する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

決算額 0 0 0 23,036 23,036

H30

H27

具
体
的
取
組

調理員12人、事務職員1人計13人の臨時職員を雇用した。 調理や事務に支障を来すことなく、給
食を提供できた。

計画額 0

当初予算額 0

24,775

H28

※H28年度から学校給食事業に統合
計画額

0.3 13.0

0 0 23,036 23,036

― ―

0 0 24,775 24,775

24,775

0 0 24,775 24,775

0 0 24,775

0 0 24,775

当初予算額

決算額

H29

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

計画額



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 - 計画値 -

-

臨時職員数 調理、事務に必要な臨時職員の人数

人
計画値 13

実績値 13 実績値 - 実績値

計画値

実績値 -

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

給食業務に支障を来した
日数

臨時職員の雇用や配置に起因して、給食の調理や事
務に支障を来した日数

日
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

- 計画値 - 計画値 -

実績値 -

計画値 計画値

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

- 実績値 -

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 点

点

点

点
余地がある ⇒

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点 点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校給食事業 担当課 学校教育課 記入日 令和元年6月4日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 35 保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 45 学校給食費

1,265,460

― ―0 881,739 523,882 1,405,621

0 880,929 384,531
H27

|
H30

事
業
概
要

全ての市立幼稚園、小中学校に安全でおいしい学校給食を提
供し、食育の推進を図るため、学校給食共同調理場を管理運
営する事業である。

市内の幼稚園・小学校・中学校に安
全でおいしい給食を提供し、食育の
推進を図ることを目的とする。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

2か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,100食の
学校給食の調理、提供を行う。また、老朽化した施設設備の
計画的な整備を行った。

・安全で安心な給食を作るうえで、効
率的に設備の更新を進めた。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

2か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,600食の
学校給食の調理、提供を行った。また、老朽化した施設設備を
計画的に整備するため、大川調理場においてコンベクション
オーブンの更新や空調設備の増設を、志度調理場において食
器・食缶洗浄機の一部の更新を行った。

・計画していた大型調理機等の更新
を行い、調理の効率化を図った。

計画額 0

H28

共同調理場２か所において、年間約200日・1日約4,300食の学
校給食の調理、提供を行った。また、大川調理場ではコンベク
ションオーブン、志度調理場では食缶洗浄機等、老朽化した施
設設備を計画的に更新した。

・計画していた大型調理機等の更新
を行い、調理の効率化及び安全化を
図った。
・安全な調理体制を構築するため、調
理班をを編成し班長制度の導入を検
討した。

H29

計画額 0

当初予算額 0

320,460

0.0 0.0

0 843,495 374,375 1,217,870

0 215,742 94,573

0 223,929 96,531

310,315

0 223,929 96,531 320,460

35.0当初予算額 0 0 209,199 140,837

380,058

決算額 0 0 233,778 60,935 294,713

14.1 35.0当初予算額 0 0 247,370 132,688

68,189 269,188

219,000

0

96,000 315,000

13.1

314,000

２か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,300食の
学校給食の調理、提供を行った。また、計画的設備更新で老
朽化した志度調理場のボイラー設備を入れ替えた。

・不安定な動作をする調理設備等の
更新を図った。

計画額 0 0

350,036

決算額 0 0 200,999

218,000 96,000

13.1

220,000 96,000 316,000

決算額 0 0 192,976 150,678 343,654

37.0当初予算額 0 0 201,241 153,826

計画額 0 0

355,067



計画値 202

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

203 計画値 204計画値

計画値 4,116

実績値 4,588 実績値 4,386 実績値 4,140

給食実施日数 年間の給食実施日数（調理場の稼働日数）

日
計画値 202

実績値 201 実績値 202 実績値 204 実績値 200

1日当たりの調理食数 2か所の調理場における5月1日現在の1日当たりの調
理食数の合計数

実績値 4,067

成
果
指
標

地場産物使用率 学校給食に使用した食品総数に占める、県内産の食
品数の割合

％
計画値 31 計画値

食
計画値 4,588 計画値 4,386

32 計画値 32

　 計画値

活
動
指
標

　 　

　
計画値

計画値 4,300

計画値 33

実績値 31 実績値 33 実績値 34 実績値 34

計画値

実績値 　 実績値 実績値 実績値

　 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

14

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

14４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

2

理
由

　食物アレルギー対策に向けた体制整備については、現状施設設備では除去食の提供ができ
ず、そのため、食物アレルギー詳細献立の確認で対応している。今後は調理場の改修や新調
理場の建設など長期的な計画のなかで、大規模に施設整備の必要がある。
　なお、今後の消費税の増税等、食料品の価格高騰により，給食費の改定も検討する必要があ
る。

　施設の老朽化・喫食者数の減少・アレルギー対応施設の整備等などを考慮し、今後の２調理
場の在り方について、検討する時期がきていると考える

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

総合計

拡充 要改善 統合・廃現状維 抜本的見拡充 統合・廃現状維 要改善 抜本的



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

6,283

0.2 2.2

0 0 3,029 5,927

0 0 3,029

0 0 3,339

5,927

0 0 3,339 6,283

H30

決算額 2,898

H27

具
体
的
取
組

児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、多様な支援方
法を探り、児童生徒を取り巻く環境を整えていくため、嘱託の
スクールソーシャルワーカー2人を雇用し、小中学校に派遣し
た。

・教育相談担当者の連携を強化する
ため年2回合同研修会を実施した。

計画額 2,944

H28

※H28年度から教育相談体制支援事業に統合

H29

計画額

当初予算額 2,944

H27
|

H30

事
業
概
要

学校問題支援アドバイザーとして、スクールソーシャルワー
カーを雇用し、必要に応じて小中学校に派遣する。

専門的な立場から児童生徒、保護者
や教職員からの相談に応じ、支援を
行うことにより、児童生徒の問題行動
の未然防止、早期発見及び早期解決
を図る。

計画額 2,944

当初予算額 2,944

決算額 2,898

6,283

― ―0 0 3,339 6,283

0 0 3,339

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 10 事務局費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校問題支援アドバイザー配置事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値 -

小学生1.5
中学生28.0

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

児童生徒1,000人当たりの不登校児童生徒数

人
計画値

計画値 -

計画値 -

実績値
小学生40.0
中学生28.6

実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値 -

実績値
小学生2.9
中学生31.0

実績値 - 実績値 -

実績値 -

成
果
指
標

支援した児童生徒のうち
問題が解決又は好転した
割合

スクールソーシャルワーカーの支援の対象となった児
童生徒の抱える問題の件数うち、問題が解決及び支
援中であるが好転した件数の割合

％
計画値

小学生40.0
中学生28.6

計画値

人
計画値

小学生44
中学生51

計画値 -

- 計画値 -

- 計画値 -

活
動
指
標

児童生徒1,000人当たりの
不登校児童生徒数

計画値 -

実績値
小学生44
中学生51

実績値 - 実績値 -

スクールソーシャルワー
カーの派遣校数

スクールソーシャルワーカーを派遣した学校数

校
計画値

小学校5
中学校3

実績値
小学校5
中学校3

実績値 - 実績値 - 実績値 -

スクールソーシャルワー
カーの支援対象児童生徒
数

スクールソーシャルワーカーの支援の対象となった児
童生徒数

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



11,351

決算額 3,848 0 0 6,800 10,648

0.7 3.2当初予算額 3,700 0 0 7,651

計画額 4,416 0 9,258

1.1 3.2当初予算額 4,440 0 0 7,029 11,469

0 7,167 10,867

0 4,842 9,258

H29

・嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を小中学校に派遣
・児童生徒の身近な相談に応じる心の教室相談員を小中学校
に配置
・スクールカウンセラーを県から小中学校に派遣（12学級以上
の小学校への追加派遣分に対し負担金を支出）

・スクールソーシャルワーカーを各中
学校区に一人ずつ派遣した。
・心の教室相談員７名を小・中学校に
配置した。

計画額 4,416 0

決算額 3,700 0

3.5当初予算額 4,458 0 0 7,166 11,624

0 4,885 9,159

4,416 0

決算額 4,274 0

0.9

0 4,842 9,258

- -

0 0 18,852 30,674

― ―

27,774

0 0 21,846 34,444

0 0 14,526

決算額

0 4,842

H30

・嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を小中学校に派遣
・児童生徒の身近な相談に応じる心の教室相談員を小中学校
に配置
・スクールカウンセラーを県から小中学校に派遣（12学級以上
の小学校への追加派遣分に対し負担金を支出）

・スクールソーシャルワーカーを各中
学校区に派遣した。
・心の教室相談員７名を小・中学校に
配置した。

H27

具
体
的
取
組

※Ｈ28年度から学校問題支援アドバイザー配置事業、心の教
室相談員設置事業、スクールカウンセラー配置事業を本事業
に一本化。

計画額

当初予算額

H28

・嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を小中学校に派遣
・児童生徒の身近な相談に応じる心の教室相談員を小中学校
に配置
・スクールカウンセラーを県から小中学校に派遣（12学級以上
の小学校への追加派遣分に対し負担金を支出）

・スクールソーシャルワーカーを各中
学校に一人ずつ配置した。
・心の教室相談員を小中連携の観点
から中学校に増員した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

児童生徒、保護者や教職員に対する相談活動に応じ、学校に
おける教育相談体制の整備を図るため、スクールソーシャル
ワーカー、心の教室相談員及びスクールカウンセラーを派遣、
配置する。

専門的な立場から児童生徒、保護者
や教職員からの相談に応じ、支援を
行うことにより、児童生徒の問題行動
の未然防止、早期発見及び早期解決
を図る。

計画額 13,248

当初予算額 12,598

決算額 11,822

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 15 学校教育総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育相談体制支援事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 4

理
由

支援を必要とする児童生徒については、様々な要因を背景に抱えており、それぞれの状況や置
かれている立場をスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー、心の教室相談員が理解
し、専門性を生かした継続的な働き掛けが必要です。また、児童生徒が発するＳＯＳを見逃さな
いように多方面からの視点で支援することも重要であり、健康福祉部子育て支援課など必要に
応じて他の機関との連携を図っており、一定の成果を収めています。

学校では、いじめや不登校、発達障害等への対応に加え、生活習慣の確立や児童虐待といっ
た家庭生活等に起因する問題への対応を余儀なくされている。こうした問題に適切に対応して
いくためには、教員とは異なる専門性や経験を有する専門的な人材を学校に配置し、教員と共
にその専門性を発揮する体制が求められている。
このため、教育と福祉の両面に関して専門的な知識・技術を有するスクールソーシャルワーカー
や、学校において児童生徒の身近な相談相手となる心の教室相談員、臨床心理の専門家であ
るスクールカウンセラーを学校に派遣し、教育相談体制づくりの充実を図り、様々な課題を抱え
る子どもに対してきめ細かな対応を行っていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

21
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

小学生7.7
中学生44.2

実績値
小学生8.7
中学生37.4

小学生6.2
中学生36.8

実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点21

点 4 点

点 4

小学生40.0
中学生30.0

計画値
小学生40.0
中学生30.0

計画値
小学生40.0
中学生30.0

実績値
小学生34.6
中学生38.2

小学生1.5
中学生28.0

計画値
小学生1.5
中学生28.0

計画値
小学生1.5
中学生28.0

小学生15.4
中学生13.6

実績値
小学生40.5
中学生27.5

- 計画値

活
動
指
標

児童生徒1,000人当たりの
不登校児童生徒数

児童生徒1,000人当たりの不登校児童生徒数

人
計画値 - 計画値

成
果
指
標

スクールソーシャルワー
カーが支援した児童生徒
のうち問題が好転及び解
決した割合

支援の対象となった児童生徒数のうち問題が解決及
び支援中であるが好転した児童生徒の割合

％
計画値

実績値 - 実績値

実績値 - 実績値

1,649

実績値 11

心の教室相談員の年間勤
務時間数

心の教室相談員が勤務し、児童と関わった年間時間
数

時間
計画値 - 計画値 計画値 1,724

実績値 - 実績値 1,541 実績値 1,659 実績値

1,7241,724 計画値

12 計画値 11 計画値 11

11

スクールソーシャルワー
カーの配置校数

スクールソーシャルワーカーを派遣した学校数

校
計画値 -

実績値 - 実績値 10 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

拡充 統合・廃 拡充 要改善 統合・廃現状維 要改善 抜本的 現状維 抜本的見

総合計



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 児童就学援助事業 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月17日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10 小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 10 教育振興費

63,464

― ―0 0 64,738 67,835

0 0 62,128
H27

|
H30

事
業
概
要

経済的理由により、就学が困難な児童の家庭に対して、学校
生活に要する費用の一部を援助する事業である。また、特別
支援学級に在籍する児童の保護者の経済的負担を軽減する
ため、その負担能力に応じて必要な援助を行う事業である。

経済的理由により就学困難な児童の
保護者に対して、就学援助費を支給
することにより、就学を支援し、もって
義務教育の円滑な実施に資する。

計画額 1,336

当初予算額 3,097

決算額 3,036

H30

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

平成３１年度から支給費目に卒業ア
ルバム代を追加するよう要綱の改正
を行った。

決算額 636

H27

具
体
的
取
組

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給した。

就学援助費支給要綱に基づき、対象
者の認定及び援助費の支給を行った
ほか、マイナンバー条例施行に伴い
所要の要綱改正を行った。

計画額 334

H28

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

新入学児童生徒学用品費等の支給
単価及び支給時期の前倒しについて
検討を行った。

H29

計画額 334

当初予算額 334

15,866

0.1 0.0

0 41 60,776 63,853

0 0 13,815

0 0 15,532

14,451

0 0 15,532 15,866

0.0当初予算額 922 0 0 15,668

16,949

決算額 668 0 0 14,281 14,949

0.2 0.0当初予算額 717 0 0 16,232

14,678 15,504

0

0

15,532 15,866

0.3

15,866

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学
用品費、新入学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医
療費、給食費を支給する。

新入学児童生徒学用品費の支給時
期を早め、３月に支給するよう変更し
た。また、平成３０年度から支給費目
に生徒会費及びＰＴＡ会費を追加する
よう要綱改正を行った。

計画額 334 0

16,590

決算額 826 0 0

0 15,532

0.3

0 15,532 15,866

決算額 906 0 41 18,002 18,949

0.0当初予算額 1,124 0 0 17,306

計画額 334 0

18,430



計画値 68

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

68 計画値 68計画値

計画値 32

実績値 33 実績値 32 実績値 32

就学援助費平均支給額 要保護及び準要保護児童生徒就学援助費の児童１
人当たり平均支給額（年間支給額÷受給者数）

千円
計画値 68

実績値 66 実績値 68 実績値 68 実績値 70

就学奨励費平均支給額 特別支援教育就学奨励費の児童１人当たり平均支給
額（年間支給額÷受給者数）

実績値 33

成
果
指
標

就学援助費受給率 小学校の全児童数のうち、就学援助費の支給を受け
ている者の割合（認定児童数÷全児童数）

％
計画値 8.0 計画値

千円
計画値 32 計画値 32

8.0 計画値 8.0

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 32

計画値 8.0

実績値 8.3 実績値 8.7 実績値 9.2 実績値 11.3

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

19４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　義務教育の円滑な実施を目的に、経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して、給
食費や学用品の購入等に要する費用を継続的に支給する必要があるため、現在の支給水準を
維持する必要がある。
　また、新入学児童生徒学用品等の支給単価を国の補助単価の改定に合わせて増額をした。
　なお、平成３１年度からは支給費目に卒業アルバム代を追加するよう要綱改正を行い、事業
の目的に沿った必要な援助を適切に実施していく。

子どもの貧困対策の推進に関する法律第10条の規定により、地方公共団体は、就学の援助、
学資の援助その他の貧困の状況にある子どもの教育に関する支援のために必要な施策を講ず
るものとされている。これらの規定の趣旨を踏まえ、保護者の経済的な状況に応じた就学援助
を適切に実施しいく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

5,865

0.2 0.0

0 0 3,755 5,308

0 0 3,755

0 0 4,615

5,308

0 0 4,615 5,865

H30

決算額 1,553

H27

具
体
的
取
組

世帯の所得や兄弟（姉妹）の状況に応じて保育料及び入園料
を減免し、保護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園
設置者に対し、幼稚園就園奨励費補助金を交付した。

・国の就園奨励費補助基準の改定に
伴い、国の基準に沿った補助を実施
できるよう要綱の一部改正を行った。

計画額 1,250

H28

※H28年度から幼保連携推進室へ事業移管

H29

計画額

当初予算額 1,250

H27
|

H30

事
業
概
要

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者の所得状況に応じて、経
済的負担を軽減し、幼稚園への就園機会の拡充を図ることを
目的に幼稚園の保育料等の軽減措置を講じる事業である。

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者
の所得状況に応じて、経済的負担を
軽減し、幼稚園への就園機会の拡充
を図る。

計画額 1,250

当初予算額 1,250

決算額 1,553

5,865

― ―0 0 4,615 5,865

0 0 4,615

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 私立幼稚園補助事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 -

実績値 129 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

対象園児一人当たりの負
担軽減金額

対象園児一人当たりの負担経験金額（補助金支出総
額÷対象園児数）

千円
計画値 143 計画値

計画値 計画値

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

補助対象園児数 私立幼稚園通園児童のうち負担軽減対象園児数

人
計画値 41

実績値 41 実績値 - 実績値 - 実績値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



28,555

決算額 15,085 0 0 9,025 24,110

0.3 0.0当初予算額 17,796 0 0 10,759

計画額 1,356 0 5,865

0.3 0.0当初予算額 31,048 0 0 14,778 45,826

0 8,388 21,345

0 4,509 5,865

H29

世帯の所得や兄弟（姉妹）の状況に応じて保育料及び入園料
を減免し、保護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園
設置者に対し、幼稚園就園奨励費補助金を交付。新制度移行
幼稚園に対して、さぬき市が認定した１号認定こどもを教育・
保育するために必要となる経常的経費を施設に給付。

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者
の経済的負担軽減と私立幼稚園へ
の就園機会の拡充を図る。

計画額 1,356 0

決算額 12,957 0

0.0当初予算額 1,369 0 0 4,521 5,890

0 4,538 6,513

1,356 0

決算額 1,975 0

0.3

0 4,509 5,865

- -

0 0 21,951 51,968

― ―

17,595

0 0 30,058 80,271

0 0 13,527

決算額

0 4,509

H30

世帯の所得や兄弟（姉妹）の状況に応じて保育料及び入園料
を減免し、保護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園
設置者に対し、幼稚園就園奨励費補助金を交付。新制度移行
幼稚園に対して、さぬき市が認定した１号認定こどもを教育・
保育するために必要となる経常的経費を施設に給付。

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者
の経済的負担軽減と私立幼稚園へ
の就園機会の拡充を図る。

H27

具
体
的
取
組

※学校教育課から移管。
計画額

当初予算額

H28

世帯の所得や兄弟（姉妹）の状況に応じて保育料及び入園料
を減免し、保護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園
設置者に対し、幼稚園就園奨励費補助金を交付。（対象者52
名）28年度については、施設型給付対象施設は該当なし。

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者
の経済的負担軽減と私立幼稚園へ
の就園機会の拡充を図るとともに、公
立幼稚園と私立幼稚園の保護者負
担の格差を解消した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

【就園奨励費補助】私立幼稚園に通う園児を持つ保護者の経
済的負担の軽減等を目的に、保育料の一部を補助する。
【施設型給付】私立幼稚園の教育・保育ニーズに応じて必要と
なる経常的経費を、保護者に対する個人給付として支給する。
（施設が代理受領）

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者
の経済的負担軽減と私立幼稚園へ
の就園機会の拡充を図る。

計画額 4,068

当初予算額 50,213

決算額 30,017

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 民間幼稚園運営事業（旧私立幼稚園補助事業） 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月18日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

　私立幼稚園の役割は、年々重要性を増している。比較的柔軟に活用できる預かり保育の実
施、特徴のある教育理念に基づいた教育・保育さらには満３歳から教育を受けられる環境等
は、公立幼稚園にはない私立幼稚園ならではの特性である。今後、多様化する保護者ニーズへ
の対応、保護者の選択肢の拡大等を考えると、私立幼稚園に対する本事業は現状維持とした
い。

　引き続き児童の受け入れをお願いしたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

21 実績値 28実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18

点 4 点

点 2

143 計画値 143 計画値 143

実績値 143

計画値 36 計画値 36

125 実績値 126

143 計画値

活
動
指
標

私立幼稚園に在籍する子
ども

私立幼稚園に在籍する市内の子ども（３月１日現在）
計画値 計画値

成
果
指
標

対象園児一人当たりの負
担軽減金額

対象園児一人当たりの負担経験金額（補助金支出総
額÷対象園児数）

千円
計画値

実績値 129 実績値

実績値 実績値

45

実績値 13

市内私立幼稚園 市内の私立幼稚園の定員

人
計画値 計画値 計画値 45

実績値 実績値 実績値 45 実績値

45計画値

41 計画値 41 計画値 41

26

補助対象園児数 私立幼稚園通園児童のうち負担軽減対象園児数

人
計画値 41

実績値 41 実績値 52 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園施設整備事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②就学前教育の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 20

事業費（千円）

幼稚園管理費

H28

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を実施する。 幼稚園からの修繕要望に対して、現
地調査により緊急性や危険性を判断
し、優先順位を付けて工事、修繕を実
施した結果、良好な教育環境を維持
することができた。

事
業
概
要

幼稚園施設の適正・効率的な整備を行い、良好な教育環境の
維持を図る。

幼稚園施設の危険個所、破損個所等
を聞き取りや現場確認により把握し、
工事、修繕を行うことで、施設の環境
改善、安全確保を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

4,988

具
体
的
取
組

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を実施した。 緊急性の高い個所については、優先
的に改修・修繕工事を実施し、教育
環境の改善及び園児の安全確保に
努めた。

H30

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。 保守点検や現地調査により現状を把握
し、工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育環境
の改善を最大限に図ることができた。な
お、この事業は、機構改革のため、令和元
年度から幼保こども園課に移管する。

H29

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。 聞き取りや現地調査により緊急性や
危険性を判断し、優先順位を付けて
工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育
環境の改善を最大限に図ることがで
きた。

決算額 0

27,988

―0 7,712 25,610 33,322

0 4,988 0.1

0 0 4,988

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

4,988

―

0 0 27,988

0.09,047

0.0

0 7,128 28,700 35,828

0 0 6,018 6,018

0

決算額

0.1

9,182

0 6,000 6,000

0 0 0 9,182

当初予算額 0 0 0 9,047

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 4,687

0 0

4,687

計画額

決算額

0.1

5,726

0 8,000 8,000

0 0 0 5,726

0.1 0.0当初予算額 0 0 7,712 6,888

計画額 0 9,000

14,600

決算額 0 0 7,128 7,774 14,902

9,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

16 計画値 24計画値16 計画値 24

計画値 計画値計画値

実績値 1627 実績値 8 実績値 10
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所数 聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

修繕件数 劣化又は故障した施設・設備の効用を回復させた修
繕及び工事の件数。

件
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

4 実績値 0 実績値 1

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　長尾幼稚園及び造田幼稚園は、施設の老朽化が進んでいることから、他の園と比較して遜色
ない園環境を整備していく必要がある。また、消防設備や遊具等については、保守点検により
見つかった不良箇所を適正に修繕していくことで安全性が保たれるものであり、本事業は、今後
も継続して実施していく必要がある。

　各施設の老朽化が進む中、安全・安心な教育環境の維持を図り、良好な教育環境を維持して
いくためには必要不可欠な事業である。
　予算的な制約の中で、施設の現状把握を的確に行い、優先度も考慮しながら計画的に教育環
境の保全及び園児の安全確保に努めていかなければならないと考えるが、突発的で緊急性が
高い修繕等への予算対応が難しいことが多い。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園施設管理事業(教育総務課分） 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②就学前教育の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 20

事業費（千円）

幼稚園管理費

H28

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検、土地借上等を実施する。

保守点検結果に基づいた修繕等を実
施したことにより施設の安全性が確
保された。

事
業
概
要

公立幼稚園８園の運営及び施設の維持管理を行う事業であ
る。

事務の効率化及び施設の定期点検
による安全確保等を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

6,306

具
体
的
取
組

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検、土地借上等を実施した。

保守点検結果に基づいた修繕等によ
り施設の安全性が確保された。

H30

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の
維持管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の
費用である。

施設・設備の定期的な保守点検を実施し
たことにより、良好な園環境を維持した。
また、事務機器、土地の借上げ等により、
幼稚園運営が適切に行われた。なお、こ
の事業は、機構改革のため、令和元年度
から幼保こども園課に移管する。

H29

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の
維持管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の
費用である。

各幼稚園の設備保守管理委託及び
事務機器、土地の借上げ等により、
学校運営が適切に行えるよう環境整
備を図った。

決算額 0

27,926

―0 2,722 21,077 23,866

1,571 4,765 0.2

0 1,541 4,765

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 67

6,336

―

0 1,941 25,985

0.05,731

0.0

0 0 21,373 21,373

0 0 5,646 5,646

0

決算額

0.2

5,484

0 7,420 7,420

0 0 0 5,484

当初予算額 67 0 1,151 4,513

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 5,996

0 0

5,996

計画額

決算額

0.2

5,573

183 7,517 7,700

0 0 0 5,573

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 5,803

計画額 0 6,500

5,803

決算額 0 0 0 4,670 4,670

6,2830 217



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

36 計画値 36計画値36 計画値 36

計画値 計画値計画値

実績値 3736 実績値 36 実績値 39
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所数 聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

保守点検回数 施設の安全性を確保するために行った保守点検の回
数。

回
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

4 実績値 0 実績値 1

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　幼稚園の運営及び施設の維持管理上、必要不可欠な経費であるため、継続して実施する。 　施設の適切な管理運営及び安全性を確保するためには、年間を通じての維持管理に努めて
いく必要があることから、今後も継続して実施する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 3,976 3,976

0 3,912 3,912

24,717 68,680 93,397

H29

幼稚園8園の運営及び施設の維持管理 幼稚園における保健事業の円滑な運
営を継続して実施した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 4,028 4,028

0 3,967 3,967

0 0

決算額 0 0

0.1

24,717 68,680 93,397

40.9 24.0

0 27,950 62,742 90,692

― ―

0 24,717 68,680 93,397

280,191

0 24,717 76,684 101,401

0 74,151 206,040

0 24,717 68,680

決算額 0 0 27,950 54,863 82,813

H30

※H30年度から「幼保連携推進室」の幼稚園施設管理事業に
移管。

H27

具
体
的
取
組

・幼稚園8園の運営及び施設の維持管理
・研究指定による授業等研究（県学力向上モデル校事業1園、
県幼児教育研究発表園1園、県人権・同和教育研究大会報告
園1園）

・さぬき南幼稚園が県の学力向上モ
デル校事業（幼小連携実践研究）の
指定を受け、研究に取り組んだ。

計画額 0

当初予算額 0

93,397

H28

幼稚園8園の運営及び施設の維持管理

※H28年度から学校保健関係予算を除き「幼保連携推進室」
に移管。

幼稚園における保健事業の円滑な運
営を継続して実施した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

市立幼稚園の運営及び施設の維持管理を行う事業である。 基本施策である「主体性・創造性・生
きがいを育む教育・文化のまちづくり」
の達成に向けて、教育環境の整備と
教育内容の充実を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園施設管理事業(学校教育課分） 担当課 学校教育課 記入日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

必要性低い ⇒
点

点
余地がある ⇒

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

点 点

点

163 計画値 163 計画値 -

実績値 -

計画値 計画値

207 実績値 260

163 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

園児一人当たりの幼稚園
運営及び施設管理経費

幼稚園運営及び施設管理に係る経費
（事業費決算額÷園児数）

千円
計画値

実績値 163 実績値

実績値 実績値

-

実績値 -

研究指定事業に取り組む
幼稚園数

国・県・市等の指定を受け、授業研究等に取り組む延
べ幼稚園数

園
計画値 3 計画値 計画値 -

実績値 3 実績値 4 実績値 4 実績値

33 計画値

8 計画値 8 計画値 -

8

幼稚園数 市立幼稚園の数

園
計画値 8

実績値 8 実績値 8 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



100,682

決算額 2,529 0 15,793 70,905 89,227

33.5 30.6当初予算額 2,593 0 16,047 82,042

計画額 0 0 93,397

29.7 33.4当初予算額 2,704 19,508 0 85,726 107,938

19,060 75,166 96,957

24,717 68,680 93,397

H29

幼稚園8園の運営及び施設の維持管理 配慮を要する幼児の支援として生活
補助員を各園に積極的に配置。幼小
連携の充実のために研修を行うなど
の学力向上モデル校事業、教員の資
質向上を図る幼児教育推進体制構
築事業を実施した。

計画額 0 0

決算額 2,731 0

37.9当初予算額 0 0 0 97,632 97,632

23,566 55,400 81,680

0 0

決算額 2,714 0

28.1

24,717 68,680 93,397

- -

0 58,419 201,471 267,864

― ―

280,191

19,508 16,047 265,400 306,252

0 74,151 206,040

決算額

24,717 68,680

H30

幼稚園8園の運営及び施設の維持管理 配慮を要する幼児の支援として生活
補助員を各園に積極的に配置。幼小
連携の充実のために研修を行うなど
の学力向上モデル校事業、教員の資
質向上を図る幼児教育推進体制構
築事業を実施した。

H27

具
体
的
取
組

※学校保健関係予算を除き、学校教育課から移管。
計画額

当初予算額

H28

幼稚園8園の運営及び施設の維持管理 前年度に引き続き、配慮を要する幼
児の支援として積極的に生活補助員
を各園に配置した。また、国が進める
幼児教育推進体制構築事業を実施
し、教員の資質向上を図った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

市立幼稚園の運営及び施設の維持管理を行う事業である。 基本施策である「主体性・創造性・生
きがいを育む教育・文化のまちづくり」
の達成に向けて、教育環境の整備と
教育内容の充実を図る。

計画額 0

当初予算額 5,297

決算額 7,974

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園施設管理事業(幼保連携推進室分） 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月10日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　少子化の進行、女性の社会進出等により、幼稚園の就園率は減少傾向にあるものの、小学校
への接続を意識した幼児教育を提供する施設としての意義は大きいと考えるため、本事業は現
状維持としたい。
　しかしながら、一定程度の集団規模を形成できなければ、集団の中での幼児教育を提供する
ことは難しいため、園児数を見ながら、保護者のニーズや地域の動向等も含め、市立幼稚園の
在り方を検討してくことが望まれる。

　施設の維持管理が主なものであるが、引き続き事故のないように管理をしていきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18

点 4 点

点 3

163 計画値 163 計画値 163

実績値 266

計画値 計画値

207 実績値 260

163 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

園児一人当たりの幼稚園
運営及び施設管理経費

幼稚園運営及び施設管理に係る経費
（事業費決算額÷園児数）

千円
計画値

実績値 163 実績値

実績値 実績値

3

実績値 8

研究指定事業に取り組む
幼稚園数

国・県・市等の指定を受け、授業研究等に取り組む延
べ幼稚園数

園
計画値 3 計画値 計画値 3

実績値 3 実績値 4 実績値 4 実績値

33 計画値

8 計画値 8 計画値 8

8

幼稚園数 市立幼稚園の数

園
計画値 8

実績値 8 実績値 8 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

11,617

0.5 10.0

0 9,507 148 9,655

0 9,507 148

0 8,538 3,079

9,655

0 8,538 3,079 11,617

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保
育指導員を雇用し、幼稚園教育時間の終了後、預かり保育を
実施した。

・降園時間が30分繰り上げられたこと
に伴い、各園で午睡の時間を確保す
るなど、預かり保育環境の改善を
図った。

計画額 0

H28

※H28年度から幼保連携推進室へ事業移管

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

少子高齢化の中、地域の実態や保護者ニーズに応じて、家庭
と連携した子育て支援を図るため、通常の教育時間終了後及
び長期休業期間中に幼稚園の責任の下、預かり保育を実施
する事業である。

少子高齢化の中、地域の実態や保護
者ニーズに応じて、家庭と連携した子
育て支援を図るため、通常の教育時
間終了後及び長期休業期間中に幼
稚園の責任の下、預かり保育を実施
する事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

11,617

― ―0 8,538 3,079 11,617

0 8,538 3,079

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園預かり保育事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 -

実績値 185 実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

預かり保育利用人数 預かり保育を利用した園児数
年間：140人
一時： 45人

人
計画値 200 計画値

計画値 計画値

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

預かり保育指導員数 預かり保育に携わる臨時職員（預かり保育指導員）の
数

人
計画値 9

実績値 12 実績値 - 実績値 - 実績値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



11,313

決算額 2,062 0 7,817 52 9,931

4.6 13.4当初予算額 2,448 0 7,640 1,225

計画額 0 0 11,617

4.2 13.6当初予算額 1,136 0 10,093 569 11,798

9,237 176 9,683

8,538 3,079 11,617

H29

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保
育指導員を雇用し、幼稚園教育時間の終了後等に預かり保育
を実施する。

生活補助員を教育時間終了後に預
かり保育指導員として雇用し、幼児の
支援の充実を図った。

計画額 0 0

決算額 270 0

13.1当初予算額 0 0 9,682 1,533 11,215

9,820 0 9,820

0 0

決算額 0 0

3.8

8,538 3,079 11,617

- -

0 26,874 228 29,434

― ―

34,851

0 27,415 3,327 34,326

0 25,614 9,237

決算額

8,538 3,079

H30

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保
育指導員を雇用し、幼稚園教育時間の終了後等に預かり保育
を実施する。

生活補助員を教育時間終了後に預
かり保育指導員として雇用し、幼児の
支援の充実を図った。

H27

具
体
的
取
組

※学校教育課から移管。
計画額

当初予算額

H28

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保
育指導員を雇用し、幼稚園教育時間の終了後等に預かり保育
を実施する。

生活補助員を教育時間終了後に預
かり保育指導員として雇用し、幼児の
支援の充実を図った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

少子高齢化の中、地域の実態や保護者ニーズに応じて、家庭
と連携した子育て支援を図るため、通常の教育時間終了後、
長期休業期間中及び７時３０分から８時３０分までの早朝に幼
稚園の責任の下、預かり保育を実施する事業である。

少子高齢化の中、地域の実態や保護
者ニーズに応じて、家庭と連携した子
育て支援を図るため、通常の教育時
間終了後、長期休業期間中及び７時
３０分から８時３０分までの早朝に幼
稚園の責任の下、預かり保育を実施

計画額 0

当初予算額 3,584

決算額 2,332

主要施策 ② ②就学前教育の充実 目 05 幼稚園管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 20 幼稚園費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 幼稚園預かり保育事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月10日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　本事業は、保護者の就労支援及び子育て支援の一環として、大きな役割を担っていると考え
ることから、現状維持として継続していきたい。また、本事業の実施により、保育所における待機
児童の解消が図られている。

　保護者のニーズを把握し、引き続き預かり保育事業を実施していきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

23,057 実績値 20,166― 実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18

点 3 点

点 4

200 計画値 200 計画値 200

実績値 ―

― 計画値 23,057 計画値 23,100

170 実績値 ―

200 計画値

活
動
指
標

預かり保育利用人数 預かり保育を利用した園児の延べ人数（２９年度から
１日当たりの料金体系としたため、延べ人数を指標と
することに変更。）

人
計画値 ― 計画値

成
果
指
標

預かり保育利用人数 預かり保育を利用した園児数（年度末）
年間：140人(H27)   136人（Ｈ28）
一時： 45人(H27)　　 34人（Ｈ28）

人
計画値

実績値 185 実績値

実績値 ― 実績値

実績値 10

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

9 計画値 9 計画値 9

13

預かり保育指導員数 預かり保育に携わる臨時職員（預かり保育指導員）の
数

人
計画値 9

実績値 12 実績値 12 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

決算額

当初予算額

2,720

0.1 0.0

0 0 2,640 2,640

0 0 2,640

0 0 2,720

2,640

0 0 2,720 2,720

H30

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

嘱託の指導主事1名を学校教育課に配置した。 ・学校指導に関することのうち、特に
教育相談関係事務や学校保健関係
事務の補助を行った。

計画額 0

H28

※H28年度から学校教育推進事業に統合

H29

計画額

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

教育課程、学習指導等に関する専門的分野に係る事務に従
事する指導主事を配置する事業である。

教育課程、学校指導等に関する専門
分野に係る事務に従事する職員を学
校教育課に配置し、学校教育活動の
円滑な実施に資する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

2,720

― ―0 0 2,720 2,720

0 0 2,720

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③教職員の資質の向上 目 10 事務局費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 指導主事配置事業 担当課 学校教育課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 -

実績値
小学生2.9
中学生31.0

実績値 - 実績値 - 実績値 -

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

児童生徒1,000人当たりの
不登校児童生徒数

児童生徒1,000人当たりの不登校児童生徒数

人
計画値

小学生1.5
中学生28.0

計画値

計画値 計画値

- 計画値 -

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

所掌分野の研修会の開催
回数

教育相談担当教員、心の教室相談員、スクールカウ
ンセラー、スクールソーシャルワーカー等の合同研修
会の開催回数

回
計画値 2

実績値 2 実績値 - 実績値 - 実績値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

- 計画値 -計画値 計画値 -

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 奨学金事業 担当課 教育総務課 記入日 令和1年6月24日

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 10 事務局費

126,040

― ―0 99,455 18,291 117,746
H27

|
H30

事
業
概
要

経済的理由により進学・就学が困難である者に対し、奨学金を
無利子で貸与し、卒業後貸付期間に２年を加えた期間内で返
還させる。
高校・高等専門学校：月額１５，０００円
大学・短大・専修学校：月額３７，０００円

教育機会の均等の確保を図り、次代
を担う人材の育成に寄与する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

高校・高等専門学校の生徒３名、大学・短大・専修学校の学生
７０名に貸し付け、のべ１１２名から返還を受けた。
また、返還者に現況届を提出させた。

・債権管理強化の観点から、返還者
に現住所等の現況届を提出させた。・
今後の奨学金制度の見直しの参考と
するため、貸付者に対しアンケート調
査を実施した。

計画額 0

0 116,349 9,691

0 28,849 2,691

27,500 4,000

H30

高校・高等専門学校の生徒３名、大学・短大・専修学校の学生
６０名に貸し付け、１０８名から返還を受ける。
返還者に現況届を提出させる。

実施方法等を検討する中で、現行の
市奨学金貸付者に対する奨学金制
度に関するアンケート調査を実施し
た。

31,540

0.2 0.0

0 109,997 3,616 113,613

決算額 0 0 30,948 444 31,392

当初予算額 0 0 28,849 2,691 31,540

0.3 0.0当初予算額 0 0 30,641 323H28

高校・高等専門学校の生徒６名、大学・短大・専修学校の学生
６０名に貸し付け、１０９名から返還を受ける。
返還者に現況届を提出させる。

・制度利用者の利便性向上等を目的とし
て、大学生への貸付期間を「正規の修業
年限」とするとともに、返還期間を貸付期
間の３倍の期間に延長した。
・債権管理強化の観点から連帯保証人制
度を導入した。

計画額 0 0

30,964

決算額 0 0 27,276 33 27,309

30,000 1,500 31,500

0.3 0.0当初予算額 0 0 16,059 10,633H29

高校・高等専門学校の生徒２名、大学・短大・専修学校の学生
５９名に貸し付け、１１１名から返還を受ける。
返還者に現況届を提出させる。

・奨学生採用に係る年度間の公平性
を確保するため、所得基準（上限）を
設けたほか、所得の認定方法を改め
た。
・債権管理室と連携し、滞納の解消に
努めた。

計画額 0 0

26,692

決算額 0 0 26,556 32 26,588

30,000 1,500 31,500

0.3 0.0当初予算額 0 0 23,906 4,644

計画額 0 0

28,550

決算額 0 0 25,217 3,107 28,324

31,500



3,091 計画値 3,000 計画値 3,000

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値 2,829

償還金額 貸し付けた奨学金の当該年度に償還（返還）された金
額。

万円
計画値 2,885 計画値 3,064

実績値 3,136 実績値 2,728 実績値 2,656

貸付金額 当該年度に交付した奨学金貸付金の額。

万円
計画値 3,154

計画値 3,000 計画値 3,000

実績値 3,095 実績値 3,472 実績値 3,092 実績値 2,522

成
果
指
標

奨学金交付決定者数 当該年度に奨学金を新規に交付することにより、進学
又は修学することができた学生等の人数。

人
計画値 18 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

19 計画値 17 計画値 17

実績値 22 実績値 15 実績値 23 実績値 23

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18 点

4 点

21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 5

理
由

市以外の奨学金制度（日本学生支援機構、香川県等）もあることから、それらとの違いを明確に
し、市の奨学金制度の在り方を検討していく必要がある。

　大学や専修学校等への進学率が高いなか、家庭の経済的事情によって就学の機会を失うこ
とがないようにするためには必要な事業である。
　現行の制度を維持しつつ、別枠により、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に沿った、若者の市
内定住促進を図っていく制度の創設が必要であると考える。
　滞納の発生により、貸付金の原資となる返還金が全額回収できていないため、債権管理室と
連携した滞納整理が必要である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.6

2,030

0 2,270

決算額 0 0 0 2,026

当初予算額 0

2,0830 0 2,083

2,028

0.1

62,500 0 13,495 75,995

2,935

0.8 0.1

69,004

102,5450 7,245

2,270

2,2700 2,270

0.1

2,026

0.4 0.2

62,500

―

0 0 3,445

3,4453,445

0

110,530

3,445

0.7

110,101

95,300

0 0

0 2,935

0 6,504

102,54595,300 0 7,245

95,300

学校再編計画推進のため、関係者に対する説明会又は統合
準備委員会等を実施するなどし、意見聴取するとともに、理解
を深め、統合に関する詳細を決定。

寒川小学校開校に向け、統合準備委
員会における全ての協議を終えた。

決算額

学校等の統合のため、関係者等に対する説明会等を実施する
など、意見を聴取し、統合の時期・場所等について決定した。
・「前山・長尾小学校」の統合に際し、保護者又は地域説明会
を実施（計4回）　・「神前・石田小学校」の統合に際し、保護者
又は地域説明会を実施（計12回）　・「津田地区の幼稚園及び
保育所」の統合に関する保護者説明会を実施（計4回）

次年度における小学校の統合に関す
る統合準備委員会等を設置し、統合
についての詳細事項を決定した。

計画額 0

0

0 0 2,028

0 0 2,030

計画額 0 0

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

石田・神前小学校（寒川小学校）の統合に関して、H29では統
合準備委員会を計6回、標準服・体操服選定委員会を計2回実
施した。
また、長尾・造田小学校の統合に関して、造田地区の幼稚園
及び保育所の保護者意見交換会を実施した。

寒川小学校の校歌・校章が完成し、
登下校ルートの決定に伴い、通学路
の危険個所の確認と改善要望を行っ
た。また、遠距離通学となる児童の支
援として、スクールバスの利用対象エ
リアと乗降場所を決定した。

計画額

0

0

0

H28

H29統合「前山・長尾小学校」保護者協議会は、計4回実施。ま
た、統合に伴う前山小学校の備品移転業務を実施。
H31統合「神前・石田小学校」統合準備委員会は、計5回実施。
また、標準服・体操服選定委員会は、計3回実施。
H31統合「津田町幼稚園・保育所」については、新園舎建築予
定地の旧津田中学校の解体工事を実施。

保護者協議会では、通学方法の協議
決定を行い、統合準備委員会では、
学校名称や、校章・校歌について協
議・決定した。なお、この協議内容及
び結果については、お知らせ等によ
り、地域にも情報提供を行った。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 15,230

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

学校等の統合に関し保護者・地域・学校等との意見交換、協
議、検討を行い、学校等の施設・設備環境の整備に必要な業
務を実施する。

文科省の教育指針、学校再編計画や
本市教育指針等を踏まえ、より良い
学習環境を提供できるよう説明会等
により理解を深め、意見聴取、協議、
検討し、子どもの健全育成を図ること
を目的とする。

―95,300 0 14,801

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

教育総務費

50

10 事務局費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校再編計画推進事業 担当課 学校再編対策室 記入日 令和1年6月19日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　石田・神前小学校の統合に関しては、統合準備委員会における全ての協議を終え、円滑に寒
川小学校へ引き継いだ。
　検討中である長尾地区における統合については、今後も、保護者や地域の意見聴取と児童数
の推移を勘案しながら、方向性や統合時期を決定していく必要がある。
　また、既に統合を終えた学校についても、児童・生徒・園児数を注意深く観察し、推移を考慮し
ながら、適正規模の維持、学校等運営が良好に保てるよう取り組みを行う必要がある。

　市内における適正な学校規模を確保すること及び学習環境の公平性を保ち、より良い学習環
境を提供する必要があることから、「さぬき市学校再編計画」に基づき、学校の再編を進めてき
ており、今後は、長尾地区の小中学校の施設の方向性を検討するとともに、長尾地区における
就学前教育及び小中学校等のあり方を検討する必要がある。
　学校再編計画の計画内容を推進するとともに、スムーズな統合になるよう、学校、保護者、地
域が連携して協議調整を行うために必要な事業であり、統合時に保護者、児童が学校運営で混
乱を招かぬよう、スムーズな統合を行うためにも必要であると考える。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21
優先度高い

点 20 点

4 点

4 点

計画値

75

実績値 71 実績値 71 実績値 78 実績値 78

71 計画値

計画値 計画値

71 計画値

計画値

計画値 75

実績値実績値 実績値

実績値 20 実績値
活
動
指
標

％
計画値

統合に関する情報提供に
ついての実施回数

統合に関する説明会、統合準備委員会などの決定事
項について、広報、たより等により関係地域に対し情
報提供した実施回数を示す。

小学校等の統合に関する保護者説明会、地域説明
会、統合準備委員会等の実施回数を示す。

計画値

実績値

成
果
指
標

統合に関する進捗状況 学校再編計画に示す学校等の統合に関し、その進捗
状況を数値化する。小14校1分校を6校、中6校を3校、
幼12園1分園を6園（15／34）
・当該年度末学校（園）数／計画学校（園）数15

4

実績値 2 実績値 6 実績値 6 実績値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

2 計画値 4
回

計画値 2 計画値

計画値
統合準備委員会及び保護
者説明会等の実施回数

単位 H27 H28 H29

5
回

計画値 10

12

5 計画値 4

実績値 10

計画値 4

H30

拡充 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公立学校施設台帳図面整備事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

項 05

事業費（千円）

事務局費

H28

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理
※志度中学校改修に伴う登録処理を予定していたが、校舎面
積の増減等の作業が不要となったことから、２８年度は事業を
実施しない。

業者による登録処理を必要とする施
設の新設や変更、面積増減等は無
かったため、各学校施設の教室配置
に基づく教室属性の更新のみ行っ
た。

事
業
概
要

公立学校施設台帳システムを整備し、学校施設の適切な情報
管理を行う。

学校施設の施設情報や大規模改修
履歴等の情報をシステムにて管理す
る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

724

具
体
的
取
組

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理
（登録処理対象施設：さぬき南小学校・さぬき南幼稚園・志度
中学校）

前年度に整備したさぬき南小学校、さ
ぬき南幼稚園及び志度中学校の施
設データを更新した。

H30

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理
（登録処理対象施設未定のため事業計画額も未定）

業者による登録処理を必要とする施
設の新設や変更、面積増減等は無
かったため、各学校施設の教室配置
に基づく教室属性の更新のみ行っ
た。

H29

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理
（登録処理対象施設未定のため事業計画額も未定）

業者による登録処理を必要とする施
設の新設や変更、面積増減等は無
かったため、各学校施設の教室配置
に基づく教室属性の更新のみ行っ
た。

決算額 0

924

―0 0 724 724

0 724 0.1

0 0 724

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

724

―

0 0 924

0.00

0.0

0 0 724 724

0 0 724 724

0

決算額

0.1

0

0 200 200

0 0 0 0

当初予算額 0 0 0 0

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 0

0 0

0

計画額

決算額

0.1

0

0 0 0

0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 0

0

決算額 0 0 0 0 0

00 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

0 計画値 0計画値3 計画値 0

計画値 計画値計画値

実績値 03 実績値 0 実績値 0
活
動
指
標

％
計画値

計画値

成
果
指
標

最新情報への更新比率 学校施設データを最新情報へ更新した比率。

計画値

実績値

登録処理件数 整備した学校施設の情報を登録処理した件数。
（登録処理対象施設が生じた場合に計上）

件
計画値

実績値

100 計画値

実績値 100

100 計画値 100 計画値 100

100 実績値 100 実績値 100

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

3 点点

点18

点

点

4 点

3

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　公立学校施設台帳は、学校施設の施設規模・建築年月・構造等を把握するとともに、過去の
大規模改修履歴や国庫補助金充当の有無、各施設の工事図面等、学校施設に係る様々な情
報を管理しており、国庫補助等を活用した学校施設整備のための正式な資料として位置付けら
れている。また、毎年公立学校施設の実態調査が行われており、これについては文科省から指
定されたデータ形式での提出しなければならないことから、今後も継続して管理する必要がある
と考える。

　公立学校施設台帳は、学校施設の施設規模・建築年月・構造等を把握するとともに、過去の
大規模改修履歴や国庫補助金充当の有無、各施設の工事図面等、学校施設に係る様々な情
報を管理していることなどから、今後も継続していく必要がある。
　また、幼稚園及び小・中学校の施設データを、毎年県へ報告する必要があることからも必要で
ある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 遠距離通学児童生徒支援事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 05

事業費（千円）

学校教育総務費

H28

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行する。

保護者に対する説明会の実施等によ
り、運行経路、乗降時間の変更に対
して理解を求め、安全かつ安価な運
行経路を選択した。

事
業
概
要

遠距離通学が必要になった児童生徒を対象としたスクールバ
スの運行事業である。

スクールバスを運行することにより、
遠距離通学が必要な生徒の負担を
軽減する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

108,171

具
体
的
取
組

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行した。

運行ルートは、乗車場所を含め、バス
が安全に走行できる経路のなかで最
短距離のものを選択した。また、全車
両にスタッドレスタイヤを装着し、冬場
の安全運行に努めた。

H30

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用いた輸
送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びそ
の維持管理に必要な経費である。

これまで統合により遠距離通学となった児
童・生徒に限定していたスクールバスの利
用対象者について見直しを行い、平成31
年度より対象区域を拡大した。なお、この
事業は、機構改革のため、令和元年度か
ら学校教育課に移管する。

H29

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用いた輸
送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びそ
の維持管理に必要な経費である。

保護者に対する説明会の実施等によ
り、運行経路、乗降時間の変更に対
して理解を求め、安全かつ安価な運
行経路を選択した。

決算額 0

439,671

―0 0 386,328 386,328

0 108,171 0.2

0 0 108,171

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

108,171

―

0 0 439,671

0.094,484

0.0

0 0 297,265 297,265

0 0 77,754 77,754

0

決算額

0.2

77,243

0 108,500 108,500

0 0 0 77,243

当初予算額 0 0 0 94,484

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 94,317

0 0

94,317

計画額

決算額

0.2

71,078

0 111,500 111,500

0 0 0 71,078

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 89,356

計画額 0 111,500

89,356

決算額 0 0 0 71,190 71,190

111,5000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

6,320 計画値 6,300計画値6,653 計画値 6,300

計画値 計画値計画値

実績値 6,6765,593 実績値 5,649 実績値 6,702
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 スクールバスを利用して通学する児童・生徒の数。

計画値

実績値

運行日数 スクールバスの年間運行便数。

便
計画値

実績値

442 計画値

実績値 409

424 計画値 450 計画値 450

442 実績値 424 実績値 419

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

3 点点

点19

点

点

4 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　遠距離通学児童・生徒の登下校時における負担を軽減する手段として有効であり、本事業に
ついては、今後も継続して実施していく必要がある。

　市立学校の統廃合に伴い、遠距離通学となった児童・生徒の負担を軽減する手段として必要
不可欠な事業であると考えており、登下校時の安全確保の観点からも継続して取り組んでいく
必要がある。
　また、毎年の入学・卒業によって利用者が変動することを念頭に置き、支援対象家庭の負担も
考慮し、効率的で経済的な運行経路等の策定を図る必要があると考える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

0.1 0.0当初予算額 0 6,400 380 0 6,780

195 0 3,695

0 0 0

H29

※H29から中学校統合事業のうち、通学支援に関するハード
面の整備を引き継ぎ実施した。
旧津田中学校をスクールバスの乗降場所として利用する生徒
は、旧津田中学校駐輪場を使用していたが、津田こども園の
整備のため、駐輪場を撤去する必要が生じたことから、利用者
50名分の駐輪場を整備した。

駐輪場の移転に当たり、業者調整と
事前周知を徹底し、工事現場との区
画を設け、新駐輪場を利用する生徒
の安全を確保した。

計画額 0 0

決算額 0 3,500

当初予算額

決算額

3,500 195 0 3,695

― ―

0

6,400 380 0 6,780

0 0 0

決算額

H30

※H29で本事業（ハード整備）終了。ただし、スクールバスの運
行については、引続き教育総務課が実施する。

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

遠距離通額となる児童のスクールバス購入や、バス停まで自
転車通学する生徒用の駐輪場など、通学支援に関するハード
面の計画及び整備を行う。

学校再編計画により、遠距離通学と
なる児童及び生徒に対し、ハード面
における通学支援の計画及び整備
し、負担等の軽減を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 15 学校教育総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 遠距離通学児童生徒支援事業 担当課 学校再編対策室 記入日

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

点

一次評価（担当者）

⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

余地はない

点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

優先度高い優先度低い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

― 計画値 50 計画値 ―

点

必要性低い

計画値 計画値

実績値 実績値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計
チェック項目（１～５点で評価）

点

⇒

計画値

実績値 ―― 実績値 50

実績値

なっていない ⇒

点
余地がある ⇒

実績値

成
果
指
標

通学支援用駐輪場の駐輪
可能台数

学校の統合によって、遠距離通学となった生徒に対
し、スクールバスでの通学支援を実施するため、それ
に関連する駐輪場の整備である。
・駐輪場の駐輪可能台数

台
計画値 ― 計画値

実績値 ― 実績値

計画値

実績値 ―

計画値

―

―― 計画値 1

実績値 1

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

遠距離通学者支援用駐輪
場整備数

学校の統合によって、遠距離通学となった生徒に対
し、スクールバスでの通学支援を実施するため、それ
に関連する駐輪場の整備である。
・遠距離通学生徒用駐輪場整備箇所数

箇所
計画値 ―

計画値

実績値 ― 実績値

計画値

活
動
指
標

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値 計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校施設管理事業(学校教育課分） 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月7日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10 小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 05 学校管理費

429,392

― ―0 70 381,718 381,788

0 80 429,312
H27

|
H30

事
業
概
要

小学校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。 基本施策である「主体性・創造性・生
きがいを育む教育・文化のまちづくり」
の達成に向けて、教育環境の整備と
教育内容の充実を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 2,361

H30

・小学校8校の学校運営及び施設の維持管理
・道徳の教科化に伴う教師用教科書・指導書の購入
・研究指定による授業等研究（県学力向上モデル校事業1校、
県心の交流事業2校、市ふるさと教育推進事業2校）

・児童用机椅子の整備（長尾小）
・次年度以降の電気代の節減に向け
た取り組みとして、電力供給会社の
入札を行った。光熱水費の推移をグ
ラフ化し、節減の意識付けを行った。

決算額 800

H27

具
体
的
取
組

・小学校9校の学校運営及び施設の維持管理
・小学校教科書の改訂に伴う教師用教科書・指導書の購入
・研究指定による授業等研究（県学力向上モデル校事業2校、
県心の交流事業1校、市新設校教育研究事業2校、市ふるさと
教育推進事業1校、その他1校）

・電気代節減のため、電力会社によ
る研修を行ったほか、各校の電気代
の推移をグラフ化し、節減の意識付
けを行った。・学校事務職員に対し、
会計課職員による適正な会計事務処
理等についての研修を行った。

計画額 0

H28

・小学校9校の学校運営及び施設の維持管理
・前山小学校と長尾小学校の統廃合
・研究指定による授業等研究（県学力向上モデル校事業1校、
県心の交流事業2校、県道徳教育地域支援委託事業1校、市
ふるさと教育推進事業1校）

・前山小学校と長尾小学校を統廃合
・電気代節減のため、電力の入札を
行い次年度以降の電気代の節減に
向けた取り組みを行った。
・児童用机椅子の整備（長尾小・造田
小）

H29

計画額 0

当初予算額 0

107,348

4.4 7.0

800 193 356,966 360,320

0 136 101,320

0 20 107,328

102,256

0 20 107,328 107,348

6.0当初予算額 0 0 20 88,142

95,281

決算額 0 800 50 90,643 91,493

4.3 6.0当初予算額 0 0 20 95,261

81,089 82,142

20

0

107,328 107,348

1.9

107,348

・小学校8校の学校運営及び施設の維持管理
・研究指定による授業等研究（県学力向上モデル校事業2校、
県心の交流事業2校、県道徳教育地域支援委託事業1校、県
小学校外国語教育研究推進モデル地域事業1校、市ふるさと
教育推進事業2校、市外国語教育研究推進モデル校事業1
校）

・児童用机椅子の整備（長尾小・造田
小）
・次年度以降の電気代の節減に向け
た取り組みとして、電力供給会社の
入札を行った。光熱水費の推移をグ
ラフ化し、節減の意識付けを行った。

計画額 0 0

88,162

決算額 1,050 0 3

20 107,328

4.7

20 107,328 107,348

決算額 511 0 4 83,914 84,429

7.0当初予算額 0 0 10 90,987

計画額 0 0

90,997



計画値 8

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

9 計画値 8計画値

計画値 5

実績値 7 実績値 5 実績値 9

小学校数 市立小学校の数

校
計画値 9

実績値 9 実績値 9 実績値 8 実績値 8

研究指定事業に取り組む
小学校数

国・県・市等の指定を受け、授業研究等に取り組む延
べ小学校数

実績値 5

成
果
指
標

児童一人当たりの学校運
営及び施設管理経費

学校運営及び施設管理に係る経費
（事業費決算額÷児童数）

千円
計画値 42 計画値

校
計画値 7 計画値 5

42 計画値 42

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 5

計画値 42

実績値 42 実績値 40 実績値 37 実績値 39

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

22

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

小学校の学校運営及び施設の維持管理を適切に行い、まちづくりの基本目標である「学ぶ意欲
と豊かな心を育むまち」の達成に向けて、教育環境の整備と教育内容の充実を図る必要があ
る。

次の世代を担う子どもたちが未来に向けて「生きる力」を確実に育むためには、学校における教
育内容の充実を図る必要がある。また、そのためには、学校における良好な学習環境を整備す
るとともに、その維持管理を適切に行っていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

総合計

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

総合計

総合戦

拡充 統合・廃 拡充 要改善 統合・廃現状維持 要改善 抜本的見 現状維持 抜本的見



小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校施設整備事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 10

事業費（千円）

学校管理費

H28

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を実施する。 学校からの修繕要望に対して、現地
調査により緊急性や危険性を判断
し、優先順位を付けて工事、修繕を実
施した結果、良好な教育環境を維持
することができた。

事
業
概
要

小学校施設の改修工事及び営繕補修を行う。 小学校施設の危険個所、破損個所等
を聞き取りや現場確認により把握し、
工事、修繕を行うことで、施設の環境
改善、安全確保を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

7,354

具
体
的
取
組

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を実施した。 緊急性の高い個所から優先的に工
事・修繕を実施し、教育環境の改善
及び生徒の安全確保に努めた。

H30

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。 保守点検や現地調査により現状を把握
し、工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育環境
の改善を最大限に図ることができた。な
お、この事業は、機構改革のため、令和元
年度から学校教育課に移管する。

H29

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。 聞き取りや現地調査により緊急性や
危険性を判断し、優先順位を付けて
工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育
環境の改善を最大限に図ることがで
きた。

決算額 0

37,354

―0 8,348 40,594 48,942

0 7,354 0.1

0 0 7,354

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

7,354

―

0 0 37,354

0.015,934

0.0

0 6,187 48,374 54,561

0 0 8,278 8,278

0

決算額

0.1

16,023

0 10,000 10,000

0 0 6,187 9,836

当初予算額 0 0 8,348 7,586

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 11,037

0 0

11,037

計画額

決算額

0.1

14,429

0 10,000 10,000

0 0 0 14,429

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 14,617

計画額 0 10,000

14,617

決算額 0 0 0 15,831 15,831

10,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

16 計画値 24計画値16 計画値 24

計画値 計画値計画値

実績値 2723 実績値 21 実績値 24
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所数 聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

修繕件数 劣化又は故障した施設・設備の効用を回復させた修
繕及び工事の件数。

件
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

1 計画値 0 計画値 0

3 実績値 1 実績値 1

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　長尾小学校及び造田小学校は、施設の老朽化が進んでいることから、他校と比較して遜色な
い学校環境となるよう、施設整備を計画的に実施していく必要がある。また、消防設備や遊具、
昇降機等は保守点検により見つかった不良箇所をできるだけ早く修繕することで、安全性を確
保していく必要があり、本事業については、今後も継続を要する。

　各施設の老朽化が進む中、安全・安心な教育環境の維持を図り、良好な教育環境を維持して
いくためには必要不可欠な事業である。
　予算的な制約の中で、施設の現状把握を的確に行い、優先度も考慮しながら計画的に教育環
境の保全及び児童の安全確保に努めていかなければならないと考えるが、突発的で緊急性が
高い修繕等への予算対応が難しいことが多い。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校施設管理事業(教育総務課分） 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 10

事業費（千円）

学校管理費

H28

各小学校の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持管理
に必要な機器保守点検、土地借上等を実施する。

保守点検結果に基づいた修繕等を実
施したことにより、施設の安全性が確
保された。

事
業
概
要

小学校９校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業であ
る。

事務の効率化及び施設の定期点検
による安全確保等を目的とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

17,025

具
体
的
取
組

各小学校の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持管理
に必要な機器保守点検、土地借上等を実施した。

保守点検結果に基づいた修繕等によ
り、施設の安全性が確保された。

H30

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用
である。

施設・設備の定期的な保守点検を実施し
たことにより、教育環境の安全性を維持し
た。また、事務機器、土地の借上げ等によ
り学校運営が適切に行われた。なお、この
事業は、機構改革のため、令和元年度か
ら学校教育課に移管する。

H29

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用
である。

各小学校の設備保守管理委託及び
事務機器、土地の借上げ等により、
学校運営が適切に行えるよう環境整
備を図った。

決算額 0

66,117

―0 0 66,694 66,694

0 17,025 0.3

0 0 17,025

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

17,025

―

0 60 66,057

0.016,201

0.0

0 0 62,347 62,347

0 0 15,836 15,836

0

決算額

0.2

15,429

20 17,072 17,092

0 0 0 15,429

当初予算額 0 0 0 16,201

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 16,162

0 0

16,162

計画額

決算額

0.2

15,178

20 15,980 16,000

0 0 0 15,178

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 17,306

計画額 0 16,000

17,306

決算額 0 0 0 15,904 15,904

15,9800 20



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

142 計画値 133計画値142 計画値 133

計画値 計画値計画値

実績値 132142 実績値 142 実績値 133
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所
数。

聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

保守点検回数。 施設の安全性を確保するために行った保守点検の回
数。

回
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

1 計画値 0 計画値 0

3 実績値 1 実績値 1

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　小学校の運営及び施設の維持管理上、必要不可欠な経費であるため、継続して実施する。 　施設の適切な管理運営及び安全性を確保するためには、年間を通じての維持管理に努めて
いく必要があることから、今後も継続して実施する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.2

404

0 600

決算額 0 0 0 4,592

当初予算額 0

4850 0 485

6,285

0.1

0 0 6,093 6,093

0

0.3 0.1

1,097

4,2000 4,200

600

7,1500 7,150

0.1

4,592

0.3 0.3

0

―

0 0 476

476476

0

12,426

476

0.7

8,866

0

0 0

0 0

0 1,097

1,6200 0 1,620

0

円滑な統合を図るため、該当小学校の児童交流の支援及び
閉校となる学校で実施される、閉校記念事業に対し、補助金を
交付した。
また、新学校で必要となる既存学校の備品について、移転作
業を実施した。

円滑に閉校記念事業が行われるよう
各種調整を行った。
また、スムーズに備品移転作業がで
きるよう両校及び委託業者間の調整
を行った。

決算額

「長尾・前山小」及び「神前・石田小」の統合が円滑になるよう
各統合校の児童間の交流学習の実施。
・統合時期、位置が未定であったことから、事業実施を見送っ
た。

平成28年度事業実施に向け、学校間
での調整を依頼した。

計画額 0

0

0 0 6,285

0 0 404

計画額 0 0

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

統合予定である神前・石田小学校を対象に、両校児童の交流
を目的として、交流学習や校外学習の実施に伴い、バスの配
車を行った。
校外学習用の大型バス貸切　7台
両校の交流学習（市所有バス）　10台

両校で授業速度に差が生じているた
め、学習科目によっては、交流に不
向きな点がある。このことを踏まえ
て、交流できる機会を検討し、計画的
に実施できるよう、学校へ周知した。

計画額

0

0

0

H28

「長尾・前山小」の統合に伴う、児童間交流を実施。
前山小の閉校による「閉校記念事業」に対する補助金を交付。
「神前・石田小学校」の児童間交流の推進及び計画を実施。

学校規模や行事に応じて、大型バス
等の借上げ、市所有バスの運行を、
臨機応変に対応した。

計画額

決算額

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 12,426

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備
し、学校再編(統合）を円滑に進める。

平成20年6月に策定した「さぬき市学
校再編計画」の後期計画期間の計画
内容を具体的に推進し、円滑な学校
の統合になるよう諸準備や調整を図
る。

―0 0 8,866

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

小学校費

50

05 学校管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校統合事業 担当課 学校再編対策室 記入日 令和1年6月19日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　神前・石田小学校の閉校に伴い、地域を中心とした閉校記念事業を実施、それら事業費の一
部について補助を行った。
　次年度以降については、長尾地区における統合に関して、必要な取り組みの準備を行う。

　交流学習については、統合により新しい学習環境となるため、円滑な統合になるよう児童の不
安の軽減を図ることを目的として、今後の統合に際しても実施する必要があると考える。
　また、閉校記念事業についても、地域を中心とした取り組みを行っていることから、必要に応じ
て支援するものとする。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

0 実績値 9

優先度低い ⇒

4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21
優先度高い

点 21 点

4 点

4 点

19

4 計画値

実績値 0 実績値 5 実績値 実績値

4 計画値

計画値 2 計画値

2 計画値

4 計画値

計画値

実績値実績値 0 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

交流平均時間数（神前・石
田小学校分）

円滑に統合できるよう両小学校の児童が共に過ごし
た延べ時間数で推し量る。
・交流延べ時間数

時間
計画値

交流（学習等）実施回数
（神前・石田小学校分）

スムーズな統合に向け、児童間の交流を深めるため
に交流学習を実施する。（神前・石田小学校分）

スムーズな統合に向け、児童間の交流を深めるため
に交流学習の実施回数（前山小学校分）
※28年度で終了。

計画値

実績値

成
果
指
標

交流平均時間数（前山小
学校分）

円滑に統合できるよう両小学校の児童が共に過ごし
た延べ時間数で推し量る。
・交流延べ時間数
※28年度で終了。

時間

2

実績値 0 実績値 0 実績値 2 実績値 12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1 計画値 2
回

計画値 1 計画値

計画値
交流（学習等）実施回数
（前山小学校分）

単位 H27 H28 H29

回
計画値 1

1

2 計画値

実績値

計画値

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 拡充 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校施設整備事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 15

事業費（千円）

学校管理費

H28

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を実施する。 学校からの修繕要望に対して、現地
調査により緊急性や危険性を判断
し、優先順位を付けて工事、修繕を実
施した結果、良好な教育環境のを維
持することができた。

事
業
概
要

中学校施設の適正・効率的な整備を行い、良好な教育環境の
維持を図る。

中学校施設の危険個所、破損個所等
を聞き取りや現場確認により把握し、
工事、修繕を行うことで施設の環境改
善、安全確保を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

2,800

具
体
的
取
組

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を実施した。 緊急性の高い個所から優先的に工
事・修繕を実施し、教育環境の改善
及び生徒の安全確保に努めた。

H30

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。 保守点検や現地調査により現状を把握
し、工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育環境
の改善を最大限に図ることができた。な
お、この事業は、機構改革のため、令和元
年度から学校教育課に移管する。

H29

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。 聞き取りや現地調査により緊急性や
危険性を判断し、優先順位を付けて
工事、修繕を実施した結果、限られた
予算内で施設の安全確保及び教育
環境の改善を最大限に図ることがで
きた。

決算額 0

12,700

―0 30,000 21,552 51,552

0 2,800 0.1

0 0 2,800

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

2,800

―

0 0 12,700

0.035,679

0.0

0 28,423 22,704 51,127

0 0 2,726 2,726

0

決算額

0.1

35,311

0 2,900 2,900

0 0 28,423 6,888

当初予算額 0 0 30,000 5,679

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 905

0 0

905

計画額

決算額

0.1

1,830

0 3,500 3,500

0 0 0 1,830

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 12,168

計画額 0 3,500

12,168

決算額 0 0 0 11,260 11,260

3,5000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

6 計画値 9計画値6 計画値 9

計画値 計画値計画値

実績値 1513 実績値 6 実績値 8
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所数 聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

修繕件数 劣化又は故障した施設・設備の効用を回復させた修
繕及び工事の件数。

件
計画値

実績値

0 計画値

実績値 2

0 計画値 0 計画値 0

0 実績値 1 実績値 0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　長尾中学校は、施設の老朽化が進んでいることから、他校と比較して遜色ない学校環境とな
るよう、施設整備を計画的の実施していく必要がある。また、消防設備や昇降機等は保守点検
により見つかった不良箇所をできるだけ早く修繕することで、安全性を確保していく必要があり、
本事業については、今後も継続を要する。

　各施設の老朽化が進む中、安全・安心な教育環境の維持を図り、良好な教育環境を維持して
いくためには必要不可欠な事業である。
　予算的な制約の中で、施設の現状把握を的確に行い、優先度も考慮しながら計画的に教育環
境の保全及び生徒の安全確保に努めていかなければならないと考えるが、突発的で緊急性が
高い修繕等への予算対応が難しいことが多い。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



46,416

決算額 141 0 183 42,010 42,334

1.8 2.0当初予算額 0 0 20 46,396

計画額 0 0 57,673

1.7 2.0当初予算額 0 0 30 52,571 52,601

146 44,264 44,630

50 57,623 57,673

H29

・中学校3校の学校運営及び施設の維持管理
・研究指定による授業等研究（県心の交流事業1、市ふるさと
教育推進事業2校）

・生徒用机椅子の整備（長尾中）
・次年度以降の電気代の節減に向け
た取り組みとして、電力供給会社の
入札を行った。光熱水費の推移をグ
ラフ化し、節減の意識付けを行った。

計画額 0 0

決算額 220 0

2.0当初予算額 0 0 30 60,429 60,459

17 54,056 54,293

0 0

決算額 220 0

1.3

50 57,623 57,673

1.4 1.0

0 387 185,348 186,661

― ―

0 50 57,623 57,673

230,692

0 130 217,019 217,149

0 200 230,492

0 50 57,623

決算額 345 0 41 45,018 45,404

50 57,623

H30

・中学校3校の学校運営及び施設の維持管理

H27

具
体
的
取
組

・中学校3校の学校運営及び施設の維持管理
・研究指定による授業等研究（県心の交流事業2、市統合校教
育研究事業2校、市ふるさと教育推進事業1校、その他1校）

・電気代節減のため、電力会社によ
る研修を行ったほか、各校の電気代
の推移をグラフ化し、節減の意識付
けを行った。　　・学校事務職員に対
し、会計課職員による適正な会計事
務処理等についての研修を行った。

計画額 0

当初予算額 0

57,673

H28

・中学校3校の学校運営及び施設の維持管理
・中学校教科書の改訂に伴う教師用教科書・指導書の購入
・研究指定による授業等研究（県心の交流事業1、市ふるさと
教育推進事業1校）

・電気代節減のため、電力の入札を
行い次年度以降の電気代の節減に
向けた取り組みを行った。
・生徒用机椅子の整備（長尾中）

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

中学校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。 基本施策である「主体性・創造性・生
きがいを育む教育・文化のまちづくり」
の達成に向けて、教育環境の整備と
教育内容の充実を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 926

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 05 学校管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15 中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校施設管理事業(学校教育課分） 担当課 学校教育課 記入日 令和1年6月7日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

中学校の学校運営及び施設の維持管理を適切に行い、まちづくりの基本目標である「学ぶ意欲
と豊かな心を育むまち」の達成に向けて、教育環境の整備と教育内容の充実を図る必要があ
る。

次の世代を担う子どもたちが未来に向けて「生きる力」を確実に育むためには、学校における教
育内容の充実を図る必要がある。また、そのためには、学校における良好な学習環境を整備す
るとともに、その維持管理を適切に行っていく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

22
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点22

点 4 点

点 4

36 計画値 36 計画値 36

実績値 36

計画値 計画値

43 実績値 37

36 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

生徒一人当たりの学校運
営及び施設管理経費

学校運営及び施設管理に係る経費
（事業費決算額÷生徒数）

千円
計画値

実績値 36 実績値

実績値 実績値

1

実績値 3

研究指定事業に取り組む
中学校数

国・県・市等の指定を受け、授業研究等に取り組む延
べ中学校数

校
計画値 6 計画値 計画値 3

実績値 6 実績値 2 実績値 3 実績値

33 計画値

3 計画値 3 計画値 3

3

中学校数 市立中学校の数

校
計画値 3

実績値 3 実績値 3 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校施設管理事業(教育総務課分） 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

項 15

事業費（千円）

学校管理費

H28

各中学校の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持管理
に必要な機器保守点検、土地借上等を実施する。

保守点検結果に基づいた修繕等を実
施したことにより、施設の安全性が確
保された。

事
業
概
要

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業であ
る。

事務の効率化及び施設の定期点検
による安全確保等を図ることを目的と
する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

7,835

具
体
的
取
組

各中学校の運営に必要な事務機器借上及び施設の維持管理
に必要な機器保守点検、土地借上等を実施した。

保守点検結果に基づいた修繕等によ
り、施設の安全性が確保された。

H30

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用
である。

施設・設備の定期的な保守点検を実施し
たことにより、教育環境の安全性を維持し
た。また、事務機器、土地の借上げ等によ
り学校運営が適切に行われた。なお、この
事業は、機構改革のため、令和元年度か
ら学校教育課に移管する。

H29

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持
管理に必要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用
である。

各中学校の設備保守管理委託及び
事務機器、土地の借上げ等により、
学校運営が適切に行えるよう環境整
備を図った。

決算額 0

31,762

―0 0 34,074 34,074

0 7,835 0.3

0 0 7,835

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

7,835

―

0 150 31,612

0.08,285

0.0

0 0 31,075 31,075

0 0 7,505 7,505

0

決算額

0.2

7,393

50 7,877 7,927

0 0 0 7,393

当初予算額 0 0 0 8,285

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 9,054

0 0

9,054

計画額

決算額

0.2

8,259

50 7,950 8,000

0 0 0 8,259

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 8,900

計画額 0 8,000

8,900

決算額 0 0 0 7,918 7,918

7,9500 50



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

54 計画値 54計画値54 計画値 54

計画値 計画値計画値

実績値 5454 実績値 54 実績値 54
活
動
指
標

箇所
計画値

計画値

成
果
指
標

施設・設備の危険箇所数 聞き取りや現場確認により把握した施設・設備の危険
箇所数。

計画値

実績値

保守点検回数 施設の安全性を確保するために行った保守点検の回
数。

回
計画値

実績値

0 計画値

実績値 2

0 計画値 0 計画値 0

0 実績値 1 実績値 0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

5 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

中学校の運営及び施設の維持管理上、必要不可欠な経費であるため、継続して実施する。 　施設の適切な管理運営及び安全性を確保するためには、年間を通じての維持管理に努めて
いく必要があることから、今後も継続して実施する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 統合小学校整備事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

項 10

事業費（千円）

学校建設費

H28

実施設計、外構設計、ボーリング調査及び樹木伐採を行う。 設計では学校現場の意見・要望を抽
出し反映させた。統合予定地周辺が
山林であるため、通学時の安全面に
配慮し、樹木伐採を行った。
建築実施設計・外構実施設計は委託
期間延長によりＨ29へ繰越。

事
業
概
要

旧天王中学校の施設を神前・石田統合小学校として利用する
ために改修・整備を行う。

学校規模の適正化と学習環境の整
備を図ると共に、施設整備において
は、高機能且つ多様な教育に対応で
きる学習環境を整備する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

0

具
体
的
取
組

神前・石田統合小学校施設に係る基本設計及び耐震診断の
実施準備に着手した。
※平成２７年１２月開催市議会で補正予算の承認を得た後、２
月から基本設計を開始したが、業務期間が不足するため、予
算を全額繰越すこととした。

各校から教室配置等の意見を抽出
し、設計内容へ反映させた。

H30

外構工事、樹木伐採及び児童用机・椅子等の備品整備を行
う。
なお、この事業は、統合整備完了のため、３０年度で終了す
る。

定期的に工程会議を実施し、進捗を
管理すると共に学校からの整備要望
等についての検討を行った。
児童用机・椅子等必要な学校備品を
納入した。

H29

建築工事及び樹木伐採を行う。 定期的に工程会議を実施し、進捗を
管理すると共に学校からの整備要望
等についての検討を行った。建築工
事は工期延長によりＨ30へ繰越。
（H28繰越分：起債27,000，基金
1,465，一財1）

決算額 0

192,210

―1,069,800 143,559 20,770 1,503,658

0 0 0.2

0 0 0

決算額 316,658

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 269,529

0

―

0 0 192,210

0.064,070

0.0

1,057,900 138,681 10,790 1,524,029

0 0 0 0

0

決算額

0.7

17,217

0 64,070 64,070

0 10,600 609 6,008

当初予算額 0 46,300 0 17,770

0 0計画額

0.0当初予算額 247,588 866,100 45,669 1,510

0 0

1,160,867

計画額

決算額

0.6

412,315

0 64,070 64,070

0 390,600 20,617 1,098

0.6 0.0当初予算額 21,941 157,400 97,890 1,490

計画額 0 64,070

278,721

決算額 316,658 656,700 117,455 3,684 1,094,497

64,0700 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

100 計画値 100計画値0 計画値 100

計画値 計画値計画値

実績値 1000 実績値 100 実績値 13
活
動
指
標

㎡
計画値

計画値

成
果
指
標

竣工床面積 統合小学校の竣工床面積。（H27時点での予定床面
積）

計画値

実績値

事業進捗率 統合小学校整備事業の進捗率。（当該年度の設計及
び工事に関する進捗行程に基づく達成度を表す）
※H28実施設計、H29建築工事、H30建築工事

％
計画値

実績値

0 計画値

実績値 5,697

0 計画値 0 計画値 5,463

0 実績値 0 実績値 0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

5 点点

点19

点

点

4 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　平成３０年度をもって全ての工事が完了したため、事業は廃止となった。 　さぬき市学校再編計画に基づき、旧天王中学校の施設を神前・石田統合小学校として利用す
るための改修・整備を行い、一連の事業が完了した。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
1

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

39,900 39,900

31,0000 0

当初予算額

0

当初予算額

計画額 0 31,000

計画額

決算額

0.3

48,730

0 37,700 37,700

0

当初予算額 0 0 0 51,546

0

0計画額

決算額

0

0.0

0 0 74,502 74,502

0 0

0

51,546 0.0

―

0 0 137,177

25,772 25,772

0 0 28,577 28,577

0 0 48,730

H27
|

H30

28,577

0.4

0 0 28,577

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

137,177

―0 0 80,123 80,123

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

※平成29年度より、学校ICT環境整備事業に統合

H28

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策
ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。
教育委員会サーバを更新する。

機器の老朽化に伴い、教育ネット
ワークシステムにおけるセンターサー
バ及びネットワーク機器の更新を実
施した

事
業
概
要

情報教育の充実を図るため、小学校における児童のパソコン
授業に使用する教育用パソコンと教員が校務で使用する校務
用パソコンの維持管理事業である。

情報化社会に対応できる児童を育て
る、情報教育の充実を図ることを目的
とした事業である。

H27

具
体
的
取
組

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策
ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。

児童、教諭が安心して情報教育を受
けられる環境を整えた。

事業費（千円）

学校管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校パソコン管理事業 担当課 教育総務課 記入日

担当職員数(人）

④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

教育用コンピュータ１台当
たりの児童数

市立小学校全児童数／教育用パソコン現有台数。
※値が少ないほど、充実している。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値

実績値

7 実績値 6 実績値

実績値

計画値 計画値

4

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

7 計画値

実績値

6 計画値 5 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
教育用パソコンの賃借台
数

小学校における教育用パソコンの賃借台数。

活
動
指
標

実績値238 実績値 238 実績値

実績値 実績値

計画値

実績値

60

H28 H29 H30単位 H27

238 計画値 238計画値
台

計画値 238

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

20,800 20,800

21,8000 0

当初予算額

0

当初予算額

計画額 0 21,800

計画額

決算額

0.3

21,066

0 17,800 17,800

0

当初予算額 0 0 0 23,456

0

0計画額

決算額

0

0.0

0 0 30,708 30,708

0 0

0

23,456 0.0

―

0 0 75,503

9,642 9,642

0 0 15,103 15,103

0 0 21,066

H27
|

H30

15,103

0.4

0 0 15,103

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

75,503

―0 0 38,559 38,559

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

※平成29年度より、学校ICT環境整備事業に統合

H28

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策
ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。
教育委員会サーバを更新する。

機器の老朽化に伴い、教育ネット
ワークシステムにおけるセンターサー
バ及びネットワーク機器の更新を実
施した

事
業
概
要

情報教育の充実を図るため、中学校における生徒のパソコン
授業に使用する教育用パソコンと教員が校務で使用する校務
用パソコンの維持管理事業である。

情報化社会に対応できる生徒を育て
る、情報教育の充実を図ることを目的
とした事業である。

H27

具
体
的
取
組

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策
ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。

生徒、教諭が安心して情報教育を受
けられる環境を整えた。

事業費（千円）

学校管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校パソコン管理事業 担当課 教育総務課 記入日

担当職員数(人）

④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

教育用コンピュータ１台当
たりの生徒数

市立中学校全生徒数／教育用パソコン現有台数
※値が少ないほど、充実している。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値

実績値

8 実績値 5 実績値

実績値

計画値 計画値

5

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

8 計画値

実績値

7 計画値 6 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
教育用パソコンの賃借台
数

中学校における教育用パソコンの賃借台数。

活
動
指
標

実績値80 実績値 130 実績値

実績値 実績値

計画値

実績値

30

H28 H29 H30単位 H27

80 計画値 80計画値
台

計画値 80

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校ICT環境整備事業 担当課 教育総務課 記入日 令和1年6月24日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 15 学校教育総務費

212,680

― ―0 0 209,870 209,870

0 0 212,680
H27

|
H30

事
業
概
要

小・中学校における教育の情報化を推進するためのICT機器
及び教員が校務で使用する校務用システムの導入及び維持
管理を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

小・中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス
対策ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。

教育の情報化を推進するためのICT機器
の維持管理及び校務用システムの導入を
行った。
なお、この事業は、機構改革のため、令和
元年度から学校教育課に移管する。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

H28

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

60,700

43,680

0.8 0.0

0 0 183,910 183,910

0 0 35,414

0 0 43,680

35,414

0 0 43,680 43,680

0 40,032

55,500

0.0当初予算額 0 0 0 48,305

75,002

決算額 0 0 0 69,796 69,796

0.6 0.0当初予算額 0 0 0 75,002

38,668

小・中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス
対策ソフトの更新、回線使用料、修繕費用及び保守料である。
小中学校校務用PC及び中学校教育用PCの更新。

機器の老朽化に伴い、小中学校教職
員が使用する校務用ＰＣと中学校の
PC教室における教育用PCの更新を
実施した。

計画額 0 0

48,305

決算額 0 0 0

0 55,500

40,032

0.6

0.0当初予算額 0 0 0 42,883

計画額 0 0

42,883

38,668

0 60,700

0.6

52,8000 52,800

決算額 0 0



教育用パソコンの賃借台数小中学校における教育用パソコンの賃借台数。

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

4.0

7.0 実績値 5.4 実績値

318 計画値

実績値 223

計画値

318

90318 計画値 318 計画値

計画値

実績値 368 実績値 564

実績値 実績値 実績値

計画値

活
動
指
標

計画値

市立小中学校全児童生徒数／教育用パソコン現有台
数
※値が少ないほど、充実している。

教育用コンピュータ１台当
たりの児童生徒数

実績値

成
果
指
標

人
計画値

台
計画値

実績値

実績値

実績値

計画値

7.3 計画値

実績値 実績値

二次評価（所属長）

5.9 実績値 5.7

計画値 計画値計画値

実績値

6.0 計画値 5.0 計画値

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

22 点

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

5 点

22
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点 4 点

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

⇒ 優先度高い優先度低い

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

・国の目標値では、教育用コンピュータを３クラスに１クラス分程度、大型提示装置・実物投影機
の整備100％、超高速インターネット接続率及び無線LAN整備率100％、校務用コンピュータ教
員１人１台の整備を目指すとともに、校務支援システムの整備やICT支援員の配置などの環境
整備が推進されており、特定の教科に限らず、どの教科でも活用される当事業の有効性は高い
と考える。
・情報化社会に対応できる生徒を育てるため、多様化するコンピューター学習に対応できるよ
う、教諭の研修にも努めていかなくてはならない。

日々、グローバル化が進展する現代に対応するためには、義務教育課程の時点から積極的に
パソコン等を活用したコンピュータ学習を行うことの有益性は極めて高いと考えられることから、
国の指針等に沿うよう、今後においても環境整備は必要であると考える。
校務用パソコンは、教員が児童のデータを管理するため有効であるが、教育用パソコンは、児
童の授業に使用するため学校により利用頻度の差が生じることから、教諭の研修や、支援員の
配置が必要と考える。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 小学校統合事業 担当課 学校再編対策室 記入日 令和1年6月19日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 10 事務局費

0

― ―12,800 0 1,592 14,392

0 0 0
H27

|
H30

事
業
概
要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備
し、学校再編(統合）を円滑に進める。

平成20年6月に策定した「さぬき市学
校再編計画」の後期計画期間の計画
内容を具体的に推進し、円滑な学校
の統合になるよう諸準備や調整を図
る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

　寒川小学校へ通学する児童のうち、遠距離通学に指定され
た地区児童については、スクールバスによる通学支援を行う
ため、マイクロバス２台を購入し、スクールバスの運行に関す
る業務委託の準備を進めた。

通学支援を行うため、マイクロバス２台を
購入し、運行に関する業務委託を完了し
た。なお、新規場所で普通乗合車を２台以
上保管する場合は、陸運局へ車両管理者
（有資格者）の届けが必要なため、この業
務委託も合わせて行った。

決算額

H27

具
体
的
取
組

計画額

H28

H29

計画額

当初予算額

11,400 1,319 124 12,843

当初予算額

決算額

当初予算額

0.3

0

計画額

決算額

0 0

決算額 0 11,400 1,319 124 12,843

0.3当初予算額 0 12,800 0 1,592

計画額 0 0

14,392



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

― 計画値 ―計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

スクールバス購入台数 学校統合により通学する学校の位置が変わった児童
のうち、遠距離通学となった児童の通学支援のため、
スクールバスを購入した台数。

台
計画値 ―

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ― 実績値 2

実績値

成
果
指
標

新規購入のスクールバス
に対する利用児童数

新規に購入したスクールバスで通学する児童数。

人
計画値 ― 計画値

計画値 計画値

― 計画値 ―

― 計画値 ―

活
動
指
標

新規購入のスクールバス
に対する1便当たりの乗車
人数

スクールバスの運行便数に対する、1便当たりの乗車
児童数の平均数。
　利用児童総数／運行便数（複数台運行する場合あ
り）

人
計画値

計画値

計画値 69

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ― 実績値 70

計画値 17

実績値 ― 実績値 ― 実績値 ― 実績値 17

― 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

17

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

　本事業は、学校開校前の準備事業であり、バス運行管理は他課が所管する。今後は、市内の
遠距離通学支援で運行しているスクールバスの見直しなどについて、検討を要する可能性があ
り、バスの購入から管理を一環して所管することが効率的である。

　さぬき市学校再編計画に基づき、統合により遠距離通学となった生徒には、スクールバスによ
る通学支援を実施することとしており、通学の安全確保や防犯面からも必要である。
　今後は、市内の遠距離通学支援で運行しているスクールバスの対象基準の見直しなどについ
て、検討をする必要があり、バスの購入から管理を一環して所管することが効率的であると考え
る。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 拡充 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 現状維持 抜本的見直し 



決算額

当初予算額

計画額

当初予算額

計画額 0

当初予算額

0.1 0.0492 0 7,492

0.1 0.0

0 0

0

0 0 0

0 0 0 0

7,000

7,000

0 0 0

―

7,000

0

0

7,492

492

0

492 0

492 0

7,4920

7,492

決算額

H29

※中学校統合については、学校再編計画の予定を完了してい
るためH28で事業終了。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

志度・志度東中学校の統合に伴い土日・祝日及び長期休業日
の通学支援を実施するに当たり、志度東中学校既存駐輪場を
活用予定であったが、学校跡地の利活用の観点から撤去予
定であることから、その代替として新たに新設する。(駐輪台数
50台)・学校跡地の利活用計画が未定であったことから、事業
実施を見送った。

・学校跡地利活用計画の中に、駐輪
場又は駐輪スペースの確保を盛り込
むをことを依頼した。
※Ｈ28年度に旧志度東中学校の既
存駐輪場が撤去となることから、代替
案を検討する。

計画額 0

H28

さぬき南中学校へ通う、津田地区生徒の内、旧津田中学校か
らスクールバスで通学する生徒の駐輪場について、認定こども
園の新設により、既存駐輪場を撤去するため、新たに設置す
る。なお、H28実施予定であった志度中学校へ通う、旧志度東
中学校校区の生徒駐輪場については、新社会体育施設の整
備に併せて、同施設に附随するものとして計画を見直す。

生徒だけでなく、周辺施設の利用者
も駐輪場を利用できるよう、設置場所
や設置方法を検討した。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

決算額

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―14,000 984 0 14,984

7,000

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備
し、学校再編や学校施設整備を円滑に進める。

平成20年6月に策定した「さぬき市学
校再編計画」の後期計画期間の計画
内容を具体的に推進し、円滑な学校
の統合になるよう諸準備や調整を図
る。 0 0 0 0

50

05 学校管理費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15

④ ④教育環境の整備・充実 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

中学校費

教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中学校統合事業 担当課 学校再編対策室 記入日



評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
点点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点
必要がある

点点
優先度低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点
点

点

点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点 点

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっていない ⇒

点

―

実績値 0 実績値 0 実績値 ― 実績値 ―

― 計画値計画値5050 計画値

活
動
指
標

台
計画値

計画値

実績値

学校の統合によって、遠距離通学となった生徒に対
し、スクールバスでの通学支援を実施するため、それ
に関連する駐輪場の整備である。
・遠距離通学生徒用駐輪場整備箇所数

箇所
計画値 1

遠距離通学者支援用駐輪
場整備数

成
果
指
標

通学支援用駐輪場の駐輪
可能台数

学校の統合によって、遠距離通学となった生徒に対
し、スクールバスでの通学支援を実施するため、それ
に関連する駐輪場の整備である。
・駐輪場の駐輪可能台数

計画値

実績値 0

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

0

1 計画値 ―

実績値 ―

計画値 ―

H28 H29 H30

実績値

単位 H27

実績値 ―

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

0 0

00 0

当初予算額

0

当初予算額

計画額 0 0

計画額

決算額

0 0 0

当初予算額

0

0計画額

決算額

0

0.0

5,000 311 0 10,064

5,000 311

0

―

6,700 405 0

0 10,064

6,700 405 0 10,541

H27
|

H30

10,541

0.2

6,700 405 0

決算額 4,753

当初予算額 3,436

計画額 3,436

決算額 4,753

10,541

―6,700 405 0 10,541

計画額 3,436

当初予算額 3,436

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

H28

※平成27年度で事業終了

事
業
概
要

地震時に致命的な事故を引き起こす可能性が高いとされる屋
内運動場等の大規模空間に設置された吊り天井について、天
井撤去・補強等の落下防止対策事業である。

地震時の吊り天井落下による被害を
防ぐため、落下防止対策を講じるもの
である。

H27

具
体
的
取
組

小学校施設のうち、延床面積200㎡以上又は高さ6ｍ以上に設
置された吊り天井等については、落下防止対策を実施する必
要があるため、さぬき北小学校屋内運動場で対策工事を行っ
た。（27年度で事業終了）

屋内運動場の天井部材（金網板）を
撤去することにより、天井等落下防止
対策が完了した。

事業費（千円）

学校管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 吊り天井対策事業（小学校） 担当課 教育総務課 記入日

担当職員数(人）

④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

小学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 10



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

天井等落下防止対策箇所
（室）数

吊り天井撤去又は天井改修により天井等落下防止対
策が完了した室数。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

室
計画値

実績値

1 実績値 - 実績値 -

実績値

計画値 計画値

-

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

1 計画値

実績値 -

- 計画値 - 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
事業進捗率 吊り天井対策事業（小学校）の進捗率。（設計、工事）

活
動
指
標

実績値100 実績値 - 実績値 -

実績値 実績値

計画値

-実績値

-

H28 H29 H30単位 H27

- 計画値 -計画値
％

計画値 100

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

0 0

00 0

当初予算額

0

当初予算額

計画額 0 0

計画額

決算額

0 0 0

当初予算額

0

0計画額

決算額

0

0.0

20,900 1,201 0 25,449

20,900 1,201

0

―

22,000 1,247 0

0 25,449

22,000 1,247 0 26,595

H27
|

H30

26,595

0.2

22,000 1,247 0

決算額 3,348

当初予算額 3,348

計画額 3,348

決算額 3,348

26,595

―22,000 1,247 0 26,595

計画額 3,348

当初予算額 3,348

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

H28

※平成27年度で事業終了

事
業
概
要

地震時に致命的な事故を引き起こす可能性が高いとされる屋
内運動場等の大規模空間に設置された吊り天井について、天
井撤去・補強等の落下防止対策事業である。

地震時の吊り天井落下による被害を
防ぐため、落下防止対策を講じるもの
である。

H27

具
体
的
取
組

中学校施設のうち、延床面積200㎡以上又は高さ6ｍ以上に設
置された吊り天井等については、落下防止対策を実施する必
要があるため、さぬき南中学校屋内運動場で対策工事を行っ
た。（27年度で事業終了）

武道場及びトレーニングルームの天
井を改修することにより、天井等落下
防止対策が完了した。

事業費（千円）

学校管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 吊り天井対策事業（中学校） 担当課 教育総務課 記入日

担当職員数(人）

④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

天井等落下防止対策箇所
（室）数

吊り天井撤去又は天井改修により天井等落下防止対
策が完了した室数。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

室
計画値

実績値

2 実績値 - 実績値 -

実績値

計画値 計画値

-

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

2 計画値

実績値 -

- 計画値 - 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
事業進捗率 吊り天井対策事業（中学校）の進捗率。（設計、工事）

活
動
指
標

実績値100 実績値 - 実績値 -

実績値 実績値

計画値

-実績値

-

H28 H29 H30単位 H27

- 計画値 -計画値
％

計画値 100

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

0 0

00 0

当初予算額

0

当初予算額

計画額 0 0

計画額

決算額

0 0 0

当初予算額

0

0計画額

決算額

0

0.0

55,200 2,989 0 81,123

55,200 2,989

0

―

67,100 3,546 0

0 81,123

67,100 3,546 0 85,827

H27
|

H30

85,827

0.3

67,100 3,546 0

決算額 22,934

当初予算額 15,181

計画額 15,181

決算額 22,934

85,827

―67,100 3,546 0 85,827

計画額 15,181

当初予算額 15,181

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

H28

※平成27年度で事業終了

事
業
概
要

志度中学校と志度東中学校の統合に伴い、志度中学校校舎
の改修を行うものである。

志度中学校と志度東中学校が平成２
７年４月に統合することから、必要な
教室数の確保と学習環境の向上のた
め志度中学校校舎等の改修を行うも
のである。

H27

具
体
的
取
組

平成２６年度改修工事による増築棟完成後に着手した、旧音
楽室・美術室・職員室・保健室等の改修及び屋上防水改修工
事等を実施した。（27年度で事業終了）

工程会議等で学校の要望を抽出する
と共に、施工に際し細かい打合せを
行うことで、工程通り工事を進めるこ
とができた。

事業費（千円）

学校建設費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度中学校改修事業 担当課 教育総務課 記入日

担当職員数(人）

④ ④教育環境の整備・充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15主要施策

財源内訳

中学校費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 15



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

改修床面積 増築棟を含めた改修床面積。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

㎡
計画値

実績値

491 実績値 - 実績値 -

実績値

計画値 計画値

-

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

491 計画値

実績値 -

- 計画値 - 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
事業進捗率 志度中学校整備事業の進捗率。（設計、工事）

活
動
指
標

実績値100 実績値 - 実績値 -

実績値 実績値

計画値

-実績値

-

H28 H29 H30単位 H27

- 計画値 -計画値
％

計画値 100

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

昨年度まで県委託事業であった「就学前保
護者啓発事業」の家庭教育講座を、市独自
の事業として小学校・幼稚園・子ども園にて
引き続き実施。また、子育てに関する「気づ
きの場」として親育ちﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開催した他、
親子ﾏﾈｰ講座など親子が共に学び、ふれ合
える機会を設けた。

H30

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触
れ合いながら学んでいく場所づくり（親育ちプログラム）提供、
子育て相談や座談会、講演会等の開催、県や他課の事業との
コーディネートをすることで、親の不安解消を図る。各部署の
子育て情報の集約に取り組む。 2,998 2,998

1.7当初予算額 0 3,415

具
体
的
取
組

家庭教育の問題は、先輩保護者や保護者同士のコミュニケー
ションが緊密であれば助けになることが多いことから、ファシリ
テーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触れ合い
ながら学んでいく場所づくり（親育ちプログラム）提供をはじめ、
子育て相談や座談会、講演会等を開催した。

0.2 1.7

2,8530 8

0

0.2

3,204

0 0

1.7

2,921

9

0.2

0 10 3,405

190 9 3,0050

計画額 190 0

3,365

3,005 3,204

当初予算額 50 0 10 3,305

0 21 11,591 12,072

0 2

9 3,002 3,201

0.2

0 11 2,864 3,075

1.7当初予算額 150 0 9 3,076

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触
れ合いながら学んでいく場所づくり（親育ちプログラム）提供、
子育て相談や座談会、講演会等の開催、県や他課の事業との
コーディネートをすることで、親の不安解消を図る。

県委託事業のおやじ力向上事業みん
なで朝ごはんﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施や就学
前保護者啓発事業でクリアファイルを
作成。また、体験講座を実施し「学び
の場」としてではなく「気づきの場」とし
て話し合える機会を設けた。

決算額 460

0

県委託事業のみんなで朝ごはんプロ
ジェクトや就学前保護者啓発事業の
実施した。その他、マネー講座や親
育ちプログラム等を開催したほか、家
庭教育の広報啓発活動として新たに
「育ちのツボ」を毎月発行した。

計画額

2,876

―

0 9 2,999

3,078

0 9 2,999 3,196

0

3,235

決算額 200

―13,211

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

・コーディネーターを配置し、家庭教育の広報啓発活動や、先
輩保護者や保護者同士のコミュニケーションの場づくり、親育
ちプログラム後の子育て相談や座談会、講演会、講座等の開
催、県や他課の事業とのコーディネート、将来的には各部署の
子育て情報の集約を目指す。
・ファシリテーターによる親育ちプログラムの実施。

専門知識を持った人材をコーディネー
ターとして配置し、体験講座や講演
会、親育ちプログラム、就学前保護者
啓発事業の実施等、家庭教育の充実
を図ることを目的とする。

12,805

188

H28

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触
れ合いながら学んでいく場所づくり（親育ちプログラム）提供、
子育て相談や座談会、講演会等の開催、県や他課の事業との
コーディネートをすることで、親の不安解消を図る。各部署の
子育て情報の集約に取り組む。

県委託事業「就学前保護者啓発事業」で
小学校・幼稚園で家庭教育講座を開催し
た。また、近年の子育て家庭の変容や啓
発の定着を探るため、アンケート調査を実
施した他、体験講座では、もの作りを通し
た親子のふれ合いの機会を設けた。 決算額

決算額 200

H27

H29

計画額 190

当初予算額 188

60

3,196

36

0 38 12,785

758

当初予算額 388

12,011

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①家庭教育の啓発と推進 目 05 社会教育総務費

基本施策 23 (23) 家庭と地域の教育力の強化 項 30 社会教育費

基本目標 款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 家庭教育支援事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月4日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

5

理
由

　核家族化・地域とのつながりの希薄化・少子化の進行など、家庭や地域における子育て環境
や社会状況が大きく変化している中で、地域での子育て学習の必要性は増大していることか
ら、引き続き、家庭教育講座や講演会等、保護者に基本となる家庭教育の重要性を認識しても
らう場を設ける。
　各部署や団体との連携を密にし、子どもの発達過程に応じた子育てができるように支援し、豊
かな家庭づくりの応援をする。

　近年、無責任な放任や過保護・過干渉など、家庭の教育力の低下が指摘されており、改めて、
子供の教育や人格形成に対し最終的な責任を負うのは家庭であり、子供の教育に対する責任
を自覚し、家庭が本来、果たすべき役割を見つめ直していく必要が増大している。引き続き家庭
教育講座や講演会等を実施するとともに、学校等の関係機関と連携し、家庭教育関係の情報を
工夫して市民に分かりやすく提供することで、家庭教育の充実を図る。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

19１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点 3 点

5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

3 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

19余地はない

3 点

点

5 点

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

家庭教育講座・講演会等
参加者数

家庭教育講座・講演会等参加者数

計画値

計画値 1,000

実績値 1,039 実績値 1,089 実績値 911 実績値 991

計画値

1,0001,000 計画値 1,000 計画値

計画値

人
計画値

計画値 17 計画値
回

実績値

H28 H29

30計画値 28計画値

実績値 23実績値 31

計画値

実績値 42

17

計画値 16 16 計画値 16

実績値 17 実績値 16

単位

計画値 28

実績値 28

家庭教育講座・講演会等
開催回数

家庭教育講座・講演会等開催回数

回

H30

28

H27

活
動
指
標

就学前保護者啓発回数 就学前保護者啓発回数
（H29前山小学校統廃合のため計画値減）

実績値 16

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



H30

現在５か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、
コーディネーター（１人）を配置し、各小学校・ボランティア・福
祉部局等との連携を図り事業を進める。また、ボランティアの
募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかけ
る。 814 2,551

1.0当初予算額 1,698 2,803

具
体
的
取
組

現在４か所で子ども教室を実施した。運営委員会を開催したほ
か、コーディネーター（１人）を配置し、各小学校・ボランティア・
福祉部局等との連携を図りつつ事業を進めた。 0.3

1.0

2,415

167

0.3

0 236 869

2,675

741 2,364

7440 211

167 7410

2,359

1,502

0.3

2,364

0 235

計画額 1,456 0

当初予算額 1,667 0 199 840

当初予算額 1,630 0 220 825

736

0.3

708 2,271

計画額

現在５か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、
コーディネーター（１人）を配置し、各小学校・ボランティア・福
祉部局等との連携を図り事業を進める。また、ボランティアの
募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかけ
る。

５か所で子ども教室を継続して実施
するとともに、現在実施している子ど
も教室の一つが未実施の小学校に統
合されることから、ボランティアの協
力依頼と実施場所の検討を行った。

決算額 5,208

0

決算額 1,386

0 789

0 177

0 166

167

４か所で子ども教室を継続して実施
するとともに、未実施校区のさぬき北
小学校で平成28年度から教室が設
置できるよう、学校やボランティアへ
の協力依頼を行った。

計画額

1,095

―

0 167 736

2,121

0 167 736 2,359 1.0

9,358

2,359

668

1.02,706

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

教育委員会と福祉部局が連携を図り、少子化や核家族化の進
行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機能・教育
力の低下等子どもを取り巻く環境を踏まえ、小学校区で放課
後の子どもの安全な活動場所を確保し、総合的な放課後対策
として実施し、次世代を担う児童の健全育成を支援することを
目的とする。

放課後や週末等に小学校の余裕教
室等を活用し、地域の方々の参画を
得て、子どもたちに学習やスポーツ・
文化活動、地域住民との交流活動等
の機会を提供する。

9,446

1,456

H28

現在５か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、
コーディネーター（１人）を配置し、各小学校・ボランティア・福
祉部局等との連携を図り事業を進める。また、ボランティアの
募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかけ
る。

５か所で子ども教室を継続して実施
するとともに、未実施校区のさぬき南
小学校で平成30年度から教室が設
置できるよう、学校やボランティアの
協力依頼と実施場所の検討を行っ
た。

決算額

1,456未実施校区であったさぬき南小学校
でさぬき南子ども教室を新規実施し、
未実施校区の造田小学校で平成31
年度から教室が設置できるよう、学校
やボランティアの協力依頼と実施場
所の検討を行った。

決算額 860

H27

H29

計画額 1,456

当初予算額 1,456

1,460

国県支出金 地方債 その他

―0 822 3,270 10,543

計画額 5,824

当初予算額 6,451

2,9540

3,361

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 放課後子ども教室推進事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月7日

(23) 家庭と地域の教育力の強化 項 30 社会教育費

基本目標

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

05 社会教育総務費主要施策 ② ②家庭・地域・学校の連携による教育環境の充実 目

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）

基本施策 23

款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費



理
由

　少子化の進行や保護者の就労形態の多様化、女性の社会進出等により、子どもたちの放課
後の安全な居場所づくりの必要性は増加していることから、今後、地域の要望により事業実施
地区が拡大することに伴い、コストの増加が見込まれる。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4 点 ／25点

点193 点

3

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

19
4 点

余地はない

4 点

点

5 点

4

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

実績値

必要性低い ⇒ 必要性高い

実績値 実績値

成
果
指
標

放課後子ども教室参加述
べ人数

各放課後子ども教室参加述べ人数

計画値

計画値 7,000

実績値 7,408 実績値 6,564 実績値 4,913 実績値 4,652

計画値

7,0006,600 計画値

計画値 200

7,000 計画値

計画値

人
計画値

実績値

計画値

5計画値 5計画値

実績値 5実績値 4

計画値

実績値 6

H28 H29

放課後子ども教室実施箇
所数

放課後子ども教室実施箇所数

箇所

回
実績値 226

計画値 320

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位

計画値 4

実績値 4

計画値 320 計画値 200

H30

5

H27

活
動
指
標

放課後子ども教室実施回
数

各放課後子ども教室開催実施回数
（H29前山小学校統廃合のため計画値減）

実績値 212実績値 319 実績値 325

　放課後の安全な居場所づくりの必要性は増加している。利用児童の増加に伴うボランティアの
確保を行い、放課後子ども教室活動の更なる充実・推進を図るとともに新放課後子どもプランに
基づき放課後児童クラブとの一体化・連携を図っていく必要がある。

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



H30

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会
の設置。全中学校区に学校支援地域コーディネーターを配置
し、学校の要望を踏まえて様々な地域住民の参加を得なが
ら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の校内
の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活
動、学校行事の運営支援などを行う。

1,099 3,249

0.0当初予算額 2,430 3,649

具
体
的
取
組

既実施のさぬき南中学校区に加え、新たに志度中学校区に学
校支援地域コーディネーターを配置し、学校の要望を踏まえて
様々な地域住民の参加を得ながら、授業の補助、部活動の指
導、校内の環境整備、登下校時の安全確保に係る活動、学校
行事の運営支援などを行った。

0.3

0.0

3,181

0

0.3

0 0 1,219

3,649

943 2,827

1,0630 0

0 9430

2,827

2,150

0.3

2,827

0 0

計画額 1,884 0

当初予算額 2,044 0 0 1,023

当初予算額 2,432 0 0 1,217

943

0.3

1,012 2,982

計画額

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会
の設置。長尾中学校区にも学校支援地域コーディネーターを
配置し、学校の要望を踏まえて様々な地域住民の参加を得な
がら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の校
内の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活
動、学校行事の運営支援などを行う。

長尾中学校区にコーディネーターを
配置し、市内全域で支援する体制が
整った。その他、養成講座の開催や、
年３回発行している「たより」を第２号
より、中学校区別に２種類発行し、よ
り多くの情報発信ができた。

決算額 7,664

0

決算額 1,970

0 0

0 0

0 0

0

志度中学校区にコーディネーターを
配置し、活動依頼内容に応じてボラン
ティアを派遣した。また、養成講座を２
回開催し、学校、地域、ボランティア
の交流に努めた。「たより」による活
動報告、啓発活動も継続している。

計画額

721

―

0 0 739

2,147

0 0 739 2,219 0.0

11,559

2,219

0

0.03,067

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

地域住民が学校支援ボランティアとして学校の教育活動を支
援する体制づくりを推進することにより、地域住民が学校や児
童生徒と関わりながら自らの知識や経験を活用する機会の拡
充を図り、もって市民参加による地域の教育力の向上に寄与
する。

学校や子どもの活動を総合的に支援
する体制を整備し、子どもへの教育
がより充実されるとともに、地域住民
が自らの知識や経験を生かす場が広
がり、生涯学習社会の実現や地域の
教育力の向上を目的とする。

10,700

1,480

H28

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会
の設置。全中学校区に学校支援地域コーディネーターを配置
し、学校の要望を踏まえて様々な地域住民の参加を得なが
ら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の校内
の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活
動、学校行事の運営支援などを行う。

市内全域にコーディネーターを配置し
支援している。その他、養成講座を年
に２回開催し、年３回発行している「た
より」による活動報告・啓発活動・学
校支援ボランティア募集に努めた。

決算額

1,884市内全域にコーディネーターを配置し
支援している。その他、養成講座を年
に２回開催し、年3回発行している「た
より」による活動報告・啓発活動・学
校支援ボランティア募集に努めた。

決算額 1,426

H27

H29

計画額 1,884

当初予算額 1,480

2,118

国県支出金 地方債 その他

―0 0 4,198 12,584

計画額 7,132

当初予算額 8,386

3,5680

3,895

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校支援ボランティア推進事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月7日

(23) 家庭と地域の教育力の強化 項 30 社会教育費

基本目標

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

05 社会教育総務費主要施策 ② ②家庭・地域・学校の連携による教育環境の充実 目

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）

基本施策 23

款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費



理
由

　豊富な人材を有効活用できるよう、協議会において各学校等の活動依頼状況を情報共有する
とともに、学校等に積極的に活動依頼を呼びかけ、学校等が既に持っている人材バンクや地域
の既存のボランティア団体との交流を図り、連携して学校支援につなげていく。
　コーディネーターを旧町全5地区に1人ずつ配置し、地区ごとの特徴を生かしたコーディネート
に努める。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4 点 ／25点

点183 点

3

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

19
3 点

余地はない

4 点

点

5 点

3

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

実績値

必要性低い ⇒ 必要性高い

実績値 実績値

成
果
指
標

学校支援ボランティア活動
実績延べ人数

学校支援ボランティア活動実績延べ人数

計画値

計画値 11,000

実績値 24,271 実績値 38,876 実績値 38,816 実績値 37,978

計画値

11,00010,000 計画値

計画値 31

11,000 計画値

計画値

人
計画値

実績値

計画値

2,500計画値 2,500計画値

実績値 2,359実績値 2,475

計画値

実績値 2,205

H28 H29

学校支援ボランティア活動
日数

学校でのボランティア活動日数

日

か所数
実績値 39

計画値 32

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位

計画値 1,250

実績値 1,667

計画値 23 計画値 31

H30

2,500

H27

活
動
指
標

学校支援ボランティア活動
実施か所数

学校支援ボランティア活動実施小・中学校・幼稚園・保
育所・児童館等数
（H29前山小学校統廃合のため計画値減）

実績値 37実績値 23 実績値 39

　本事業における地域教育協議会の会議において、各地区の課題や目標が共通認識され、学
校・家庭・地域の連携効果とそれぞれの教育力の向上が期待できる。
　学校等に積極的に活動依頼を呼び掛け、学校等が既に持っている人材バンクや地域の既存
のボランティア団体との交流を図り、連携して学校支援を行うようにしていく。

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会教育事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月3日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30 社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①生涯学習の推進 目 05 社会教育総務費

19,647

― ―0 0 22,417 22,417

0 0 19,647
H27

|
H30

事
業
概
要

社会教育（生涯学習）の全般的な推進を行う。
さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委
員の会を開催する。

社会教育全般にかかる事業であると
ともに、専門分野に属さないが多岐に
わたる事業を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

社会教育全般に関る事業を処理する。
さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委
員の会などを開催する。

社会教育委員の会を開催し、生涯学
習関連の施策の方針等について、議
論した。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

社会教育全般に関る事業を処理した。
さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委
員の会などを開催した。

統合により廃校となった中学校に設
置されていた空調機器を社会教育施
設に移設し機器の有効利用を図っ
た。また、第２次生涯学習基本計画を
社会教育委員の会で立案検討し、策
定した。

計画額 0

H28

社会教育全般に関る事業を処理した。
さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委
員の会を２回開催した。

社会教育委員の会を開催し、生涯学
習関連の施策の方針等について議
論した。
香川県において、中国四国地区社会
教育研究大会が開催され、さぬき市
より２４名参加した。

H29

計画額 0

当初予算額 0

15,692

0.2 0.0

0 0 19,170 19,170

0 0 13,089

0 0 15,692

13,089

0 0 15,692 15,692

0.0当初予算額 0 0 0 1,533

1,355

決算額 0 0 0 1,148 1,148

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 1,355

1,448 1,448

0

0

1,815 1,815

0.4

1,071

社会教育全般に関る事業を処理する。
さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委
員の会などを開催する。

社会教育委員の会を２回開催し、生
涯学習関連の施策の方針等につい
て、議論した。

計画額 0 0

1,533

決算額 0 0 0

0 1,071

0.4

0 1,069 1,069

決算額 0 0 0 3,485 3,485

0.0当初予算額 0 0 0 3,837

計画額 0 0

3,837



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

2 計画値 2計画値

実績値 2 実績値 2 実績値 2 実績値 1

計画値

実績値

計画値

実績値

成
果
指
標

住民満足度 生涯学習基本計画見直し時の住民アンケート等を用
いて住民満足度を図る。（３年に１度程度）　　※H27-
30については、H26実施アンケートにおける「生涯学
習の必要性」に対する肯定的回答率を代用する。

％
計画値 60 計画値

計画値 計画値

活
動
指
標

実績値 実績値

社会教育委員の会開催回
数

市の生涯学習の推進方針等の審議を行う。

回
計画値 4

計画値 80

実績値 63 実績値 63 実績値 63 実績値 63

60 計画値 60

4 点

点

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

4 点

20

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

優先度低い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

点

　本事業は、社会教育分野における個別案件以外のもの、または、多分野に渡るものを取り
扱っており、緊急性及び多機能的に事業拡大することも考えられるが、平常時における事業に
ついては生涯学習の中心的役割を担う社会教育委員の会において、適切な助言や指導をいた
だいていることから現状維持とする。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

社会教育全般で、他に属さない案件、又は、他の事業全体に係る案件を実施する事業でもある
ため、現状維持とする。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4
余地がある ⇒ 余地はない

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,300

決算額 0 0 0 1,248 1,248

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 1,300

計画額 0 1,3001,3000 0

決算額 0

計画額

決算額

1,163

0.0当初予算額 0 0 0 1,300

0 0

1,300 0.4

1,208

0 1,300 1,300

0 0 0 1,208

0.0

0

1,300

計画額

1,023

0 0 1,300 1,300

0 1,023

当初予算額 0 0 0 1,300

0 0

0.0

決算額

0.4

1,163

0 1,300

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 成人式実施事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

式典や交流会をはじめ、記念冊子の企画から当日受付等運
営業務に至るまで全てを新成人の手で行う実行委員会形式で
成人式を開催した。
参加者379人／対象者527人

県外在住の実行委員とも自発的・積
極的に情報の共有や意見交換を行
い、企画、運営に至るまで新成人たち
の手による成人式となった。新成人た
ちの社会人としての自覚や地元への
愛着心を高めた。

H30

新成人自らの手で成人式を創りあげる経緯を以って、社会人
としての自覚を促すとともに、心に残る成人式とする。

実行委員による自発的・積極的に情
報共有や意見交換、企画や準備、運
営が行われ、新成人たちの手による
成人式及び交流会が実施された。

H29

新成人自らの手で成人式を創りあげる経緯を以って、社会人
としての自覚を促すとともに、心に残る成人式とする。

県外在住の実行委員とも自発的・積
極的に情報共有や意見交換、企画や
準備、運営を行い、新成人たちの手
による成人式となった。

―

0 0

0 0 1,300

5,200

0.4

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月4日

目

社会教育費

05

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

新成人自らの手で成人式を創りあげる経緯を以って、社会人
としての自覚を促すとともに、心に残る成人式とする。

実行委員が自発的・積極的に企画・
準備・運営を行い、新成人たちの手に
よる成人式となった。

事
業
概
要

1,300

当初予算額 0

計画額

計画額

1,300

0 0 0

5,2000

当初予算額 0
H27

|
H30

成人式典及び交流会事業、記念冊子の企画等から当日受付
等運営業務に至るまでを、新成人の手で決め、行う。

新成人による実行委員会を立ち上
げ、成人式の企画運営に取り組む中
で、新成人の社会人としての自覚を
促すことを目的とする。

決算額 0

事業費（千円）

①生涯学習の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 5,200 5,200

0 0 4,642 4,642

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

方向性は変更せず現状維持とし、新成人には、成人式を通して自ら考え実行する力を身につけ
てもらい、地域への愛着を深めてもらいたい。

　さぬき市出身及び在住の新成人が一堂に会する機会を設け、新成人の門出を祝うとともに、
成人としての自覚を持ち、責任感ある社会人への成長を促す催しとして必要である。これまでと
同様に、新成人の実行委員による声かけ・勧誘により成人式の参加率も増加傾向にあり、出身
中学校間の交流も盛んであるため現状維持とする。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

3 点

計画値

74

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

3 点

点4

20

評価点

点
点

成
果
指
標

成人式参加率 成人式出席対象者数に対する参加率。

実績値

75 計画値

実績値 69

75 計画値 75 計画値

72 実績値 74 実績値

計画値

％
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

75

実績値

91 実績値 95 実績値 82

計画値 計画値 計画値

78

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
成人式実行委員会参加者
数

新成人たちの手による企画・運営を目的として開催さ
れる実行委員会への延べ参加人数。

人
活
動
指
標

計画値 80

実績値実績値

80

H28 H29 H30単位 H27

80 計画値 80計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



73

決算額 0 0 0 73 73

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 73

計画額 0 73730 0

決算額 0

計画額

決算額

73

0.0当初予算額 0 0 0 73

0 0

73 0.1

73

0 73 73

0 0 0 73

0.0

0

73

計画額

73

0 0 73 73

0 73

当初予算額 0 0 0 73

0 0

0.0

決算額

0.1

73

0 73

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 青年会補助支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

青年間における相互理解と親善を図り、以って地域社会の発
展に寄与する。

県青年会負担金　23千円
青年会活動補助金50千円

新たな会員を募ることを目的とし、親
睦を図るための企画を立ち上げ、県
内で行われるイベントにも積極的に
参加した。

H30

青年間における相互理解と親善を図り、以って地域社会の発
展に寄与する。

新たな会員を募ることを目的とし、親
睦を図るための企画を立ち上げ、県
内で行われるイベントにも積極的に
参加した。

H29

青年間における相互理解と親善を図り、以って地域社会の発
展に寄与する。

新たな会員を募ることを目的とし、親
睦を図るための企画を立ち上げ、県
内で行われるイベントにも積極的に
参加した。

―

0 0

0 0 73

292

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月4日

目

社会教育費

05

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

青年間における相互理解と親善を図り、以って地域社会の発
展に寄与する。

新たな会員を募ることを目的とし、親
睦を図るための企画を立ち上げ、県
内で行われるイベントにも積極的に
参加した。

事
業
概
要

73

当初予算額 0

計画額

計画額

73

0 0 0

2920

当初予算額 0
H27

|
H30

活動家研修会や青年大会地区予選等を主催し、勤労青年の
交流を深める。

青年間における相互理解と親善を図
り、以って地域社会の発展に寄与す
る。

決算額 0

事業費（千円）

①生涯学習の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 292 292

0 0 292 292

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

生涯学習の基本理念として『いつでも・どこでも・どんなときでも』学習する意欲を掻き立てる素地
を造らなければならないとされている。この理念の達成には、全年代を通して生涯学習を進めて
いく必要があり、青年期の多感な時期において様々な活動に触れさせることで将来の指導者と
しての素養を身につける基盤としていきたいため、現状維持とする。なお、会員数が減っており、
今後の活動範囲が縮小しないように、会員の確保をする必要がある。

　青少年を取り巻く環境が厳しさを増す中、健やかな成長の手助けとなる指導者の養成や青少
年育成団体への支援は、地域の青少年健全育成活動の促進を図るうえで必要であり、生涯学
習の基本理念として、『いつでも・どこでも・どんなときでも』学習する意欲を掻き立てる素地を造
らなければならないとされている。乳幼児期から高齢期の各年代を通しての生涯学習の観点か
ら、青年期の多感な時期を様々な活動を行うことで自身及び子孫の繁栄を目指せるため、現状
維持とする。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

18余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

3

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

3 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

青年会主催事業数 青年会の活動として、主催事業の企画・運営を指標と
することで活性化を図る。

実績値

3 計画値

実績値 3

3 計画値 4 計画値

4 実績値 3 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

4

実績値

13 実績値 9 実績値 9

計画値 計画値 計画値

6

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
青年会会員数 青年会活動の基本となる会員数を増加させることによ

り活動内容の多様化や、更なる会員確保につながる
ため。

人
活
動
指
標

計画値 20

実績値実績値

25

H28 H29 H30単位 H27

20 計画値 20計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



H30

さぬき市婦人団体連絡協議会は、婦人会相互の情報交換や
研修、講演会、また、家庭、学校、地域社会との連携する活動
及び、ボランティア活動に関する活動を行う。女性団体連絡会
は市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野におい
て、学習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により
住みよい社会づくりに貢献していく活動を行う。

1,165 1,165

0.0当初予算額 0 1,165

具
体
的
取
組

さぬき市婦人団体連絡協議会は、婦人会相互の情報交換や
研修、講演会、また、家庭、学校、地域社会との連携する活動
及び、ボランティア活動に関する活動を行った。女性団体連絡
会は市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野におい
て、学習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により
住みよい社会づくりに貢献していく活動を行った。

0.2

0.0

1,165

0

0.2

0 0 1,165

1,165

1,165 1,165

1,1650 0

0 1,1650

1,165

0

0.2

1,165

0 0

計画額 0 0

当初予算額 0 0 0 1,165

当初予算額 0 0 0 1,165

1,165

0.2

1,165 1,165

計画額

さぬき市婦人団体連絡協議会は、婦人会相互の情報交換や
研修、講演会、また、家庭、学校、地域社会との連携する活動
及び、ボランティア活動に関する活動を行う。女性団体連絡会
は市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野におい
て、学習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により
住みよい社会づくりに貢献していく活動を行う。

婦人団体連絡協議会は、適切な指導
や助言のほか、自主的な活動に対し
て援助を行うよう努めた。女性団体に
ついては、各団体との情報の共有化
を図り、学習機会の提供に努めた。

決算額 0

0

決算額 0

0 0

0 0

0 0

0

婦人団体連絡協議会は、適切な指導
や助言のほか、自主的な活動に対し
て援助を行うよう努めた。女性団体に
ついては、各団体との情報の共有化
を図り、学習機会の提供に努めた。

計画額

1,165

―

0 0 1,165

1,165

0 0 1,165 1,165 0.0

4,660

1,165

0

0.01,165

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

婦人団体連絡協議会は、市内地区婦人会の相互の連携及
び、現代に則する婦人の資質を高める地位の向上を図る。女
性団体連絡会は、市内の女性団体が共に支援協力することに
より、それぞれが地域社会における役割を果たし、さぬき市の
発展に寄与することを目的とする。

婦人団体連絡協議会や女性団体連
絡会へ補助金を交付し、団体が協力
し、相互に支援し合うことにより、それ
ぞれの団体が地域社会における役割
を果たすことを目的とする。

4,660

0

H28

さぬき市婦人団体連絡協議会は、婦人会相互の情報交換や
研修、講演会、また、家庭、学校、地域社会との連携する活動
及び、ボランティア活動に関する活動を行う。女性団体連絡会
は市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野におい
て、学習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により
住みよい社会づくりに貢献していく活動を行う。

婦人団体連絡協議会は、適切な指導
や助言のほか、自主的な活動に対し
て援助を行うよう努めた。女性団体に
ついては、各団体との情報の共有化
を図り、学習機会の提供に努めた。

決算額

0婦人団体連絡協議会は、適切な指導
や助言のほか、自主的な活動に対し
て援助を行うよう努めた。女性団体に
ついては、各団体との情報の共有化
を図り、学習機会の提供に努めた。

決算額 0

H27

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

国県支出金 地方債 その他

―0 0 4,660 4,660

計画額 0

当初予算額 0

4,6600

4,660

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 婦人団体補助支援事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月7日

(24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30 社会教育費

基本目標

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

05 社会教育総務費主要施策 ① ①生涯学習の推進 目

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）

基本施策 24

款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費



理
由

　婦人団体連絡協議会については、各種行事の応援や支援、自主的な講演会の実施など、積
極的な活動を展開しており、その活動回数も増加傾向である。最低限の活動補助を行ってお
り、団体自らが活動時のコスト節減に努めているため現状維持で行う。
　女性団体連絡会については、現在さぬき市の教育、福祉及び経済関係を代表する4団体が所
属し、講演会の実施等を行っているが、加入団体数が減少しており、複数の団体に所属してい
る会員には負担となるなど課題もみられるため、今後の活動方針について検討する必要性があ
る。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4 点 ／25点

点183 点

5

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

16
3 点

余地はない

3 点

点

4 点

3

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

実績値 1,478

必要性低い ⇒ 必要性高い

実績値 1,417 実績値

成
果
指
標

女性団体連絡会参加者数 女性団体連絡会での講演会等参加人数

人
計画値

計画値 250

実績値 265 実績値 257 実績値 357 実績値 289

1,400 計画値

250

1,400

250 計画値

1,293

計画値 50

婦人団体連絡協議会参加
者数

婦人団体連絡協議会での学習会等参加者数

250 計画値

1,400 計画値

人
計画値

1,537 実績値

計画値 1,400

10計画値 10計画値

実績値 16実績値 11

計画値

実績値 13

H28 H29

女性団体連絡会活動回数 女性団体連絡会での講演会等実施回数

回

回
実績値 68

計画値 50

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位

計画値 10

実績値 9

計画値 50 計画値 50

H30

10

H27

活
動
指
標

婦人団体連絡協議会活動
回数

婦人団体連絡協議会での学習会等実施回数

実績値 63実績値 51 実績値 64

　婦人団体連絡協議会については、各種行事の応援や支援、自主的な講演会の実施など、積
極的な活動を展開している。最低限の活動補助を行っており、団体自らが活動時のコスト節減
に努めているため現状維持で行う。
　　現代に即する婦人の資質を高める地位の向上を図り、相互に支援協力を図る活動を支援す
ることは、市の責務と考える。

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,043

決算額 0 0 0 1,043 1,043

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 1,043

計画額 0 1,0431,0430 0

決算額 0

計画額

決算額

1,044

0.0当初予算額 0 0 0 1,043

0 0

1,043 0.5

1,043

0 1,044 1,044

0 0 0 1,043

0.0

0

1,044

計画額

1,044

0 0 1,044 1,044

0 1,044

当初予算額 0 0 0 1,044

0 0

0.0

決算額

0.5

1,044

0 1,044

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 子ども会補助支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

市内の子ども会育成会が相互に連携し、情報の交換・交流を
通して子どもの健全育成並びに育成者の資質向上を図った。
　指導者・育成者研修会　2回（125名、173名）
　子ども会リーダーキャンプ　1回（105名）
　ジュニアリーダー研修会　1回（10名）

キャンプでは定員以上の参加募集が
あったが全員の参加を受け入れ、よ
り多くの子ども達が体験活動を経験し
た。また、子どもが主体となる子ども
会活動にするためのテーマを中心に
育成者研修会を行った。

H30

市内の子ども会育成会が相互に連絡し、情報の交換・交流を
通して適切な事業や運営を研究し、子どもの健全育成並びに
育成者の資質向上に資する。

子ども会活動や育成者の役割につい
て、意識を高める研修会等を行った。
実践的な活動方法についても情報を
発信し、子ども会本来の姿である「子
どもの手による子ども会活動」ができ
るよう支援した。

H29

市内の子ども会育成会が相互に連絡し、情報の交換・交流を
通して適切な事業や運営を研究し、子どもの健全育成並びに
育成者の資質向上に資する。

キャンプでは定員以上の参加募集があっ
たが全員の参加を受け入れ、多くの子ど
も達が体験活動を経験した。子ども会活
動や育成者の役割について意識を高める
研修会等も行い、実施後のアンケート結
果で意識の高まりが見られた。

―

0 0

0 0 1,044

4,175

0.5

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月4日

目

社会教育費

05

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

市内の子ども会育成会が相互に連絡し、情報の交換・交流を
通して適切な事業や運営を研究し、子どもの健全育成並びに
育成者の資質向上に資する。

子ども会活動や育成者の役割につい
て、意識を高める研修会等を行った。
実践的な活動方法についても情報を
発信し、子ども会本来の姿である「子
どもの手による子ども会活動」ができ
るよう支援した。

事
業
概
要

1,044

当初予算額 0

計画額

計画額

1,044

0 0 0

4,1750

当初予算額 0
H27

|
H30

宿泊キャンプを主催し、小規模校の増加等により、キャンプに
参加できない子どもたちに対し、自然に親しむ機会を設ける。
また、指導者・育成者研修等で、育成者の意識を高める。

少子化により、キャンプなどを単位子
ども会等で行うことが難しくなってきた
ため、子ども達に自然に親しむ場や
体験活動の場を提供する。また、研
修会により、育成者に子ども会活動
の運営方法などを伝えている。

決算額 0

事業費（千円）

①生涯学習の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 4,174 4,174

0 0 4,174 4,174

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　青少年を取り巻く環境が激変する中、子ども達の学校教育・家庭教育の範疇に収まらない分
野における知識・思考力を育むとともに、育成者である親世代に対しても、子ども及び地域との
連携を強化する機会を提供するため、現状維持としたい。

　少子化が進行する中、異年齢の子どもが活動を共にする子ども会活動は、子供たちの大切な
知恵・考える力を育てるとともに、社会的な成長にとって欠かせないものであることから、指導者
の養成や青少年育成団体への支援を継続して行っていく必要がある。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

67

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

20

評価点

点
点

成
果
指
標

市子ども会育成連絡協議
会主催事業参加率

子どもだけでなく育成者（保護者等）の研さんも目的と
しているため、両者を含めた参加率としている。

実績値

80 計画値

実績値 75

80 計画値 80 計画値

77 実績値 73 実績値

計画値

％
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

80

実績値

4 実績値 5 実績値 4

計画値 計画値 計画値

5

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
市子ども会育成連絡協議
会主催事業数

単位子ども会や校区子ども会ではできない取組を市
子ども会育成連絡協議会が行うことで、子どもたちに
様々な体験学習の場を提供する。

件
活
動
指
標

計画値 4

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 4計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



120

決算額 0 0 0 120 120

0.0 0.3当初予算額 0 0 0 120

計画額 0 1201200 0

決算額 0

計画額

決算額

120

0.3当初予算額 0 0 0 120

0 0

120 0.0

120

0 120 120

0 0 0 120

0.3

0

120

計画額

120

0 0 120 120

0 120

当初予算額 0 0 0 120

0 0

0.3

決算額

0.0

120

0 120

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ＰＴＡ補助支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

学校・家庭・地域社会との連携を深め、幼児・児童・生徒の健
全育成と福祉の増進を図った。

学校と保護者との連携強化を図ると
ともに、地域社会との関わりを深め、
地域で子どもを見守り育てるよう努め
た。

H30

学校・家庭・地域社会との連携を深め、幼児・児童・生徒の健
全育成と福祉の増進を図り、社会の発展に寄与する。

学校と保護者との連携強化を図ると
ともに、地域社会との関わりを深め、
地域で子どもを見守り育てるよう努め
た。

H29

学校・家庭・地域社会との連携を深め、幼児・児童・生徒の健
全育成と福祉の増進を図り、社会の発展に寄与する。

学校と保護者との連携強化を図ると
ともに、地域社会との関わりを深め、
地域で子どもを見守り育てるよう努め
た。

―

0 0

0 0 120

480

0.0

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月4日

目

社会教育費

05

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

学校・家庭・地域社会との連携を深め、幼児・児童・生徒の健
全育成と福祉の増進を図り、社会の発展に寄与する。

学校と保護者との連携強化を図ると
ともに、地域社会との関わりを深め、
地域で子どもを見守り育てるよう努め
た。

事
業
概
要

120

当初予算額 0

計画額

計画額

120

0 0 0

4800

当初予算額 0
H27

|
H30

クリーン活動やスポーツ大会、学習会等を催し、地域への貢献
とともに、子ども・保護者・学校間の交流を深める。

学校と保護者との連携強化を図ると
ともに、地域社会との関わりを深め、
地域で子どもを見守り育てるよう努め
る。

決算額 0

事業費（千円）

①生涯学習の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 480 480

0 0 480 480

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　ＰＴＡ活動に対する支援は、将来を担う子どもたちの育成とともに、親世代と地域を結ぶ大事な
事業である。青少年の健全育成と社会貢献等の発展に寄与する事業であるため現状維持とし
たい。

　ＰＴＡ活動に対する支援は、将来を担う子どもたちの育成とともに、親世代と地域を結ぶ大事な
事業である。青少年の健全育成と福祉の増進を図り、社会貢献等の発展に寄与する事業であ
るため現状維持とする。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

76

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

19

評価点

点
点

成
果
指
標

母親代表研修会参加人数 研修会参加人数を指標とすることで、研修内容の魅力
及び要望講座、また、出席しやすい曜日・時間が把握
できるため、より良い研修となる。

実績値

80 計画値

実績値 64

80 計画値 80 計画値

79 実績値 80 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

80

実績値

4 実績値 4 実績値 4

計画値 計画値 計画値

3

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
母親代表研修会開催回数 各地域における母親同士の交流の機会を作り、研修

会を行うことで、子育てに関する知識を深め、家庭教
育の充実化を目指す。

回
活
動
指
標

計画値 4

実績値実績値

4

H28 H29 H30単位 H27

4 計画値 4計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



119,934

決算額 200 0 77,000 30,602 107,802

0.2 0.0当初予算額 241 0 86,869 32,824

計画額 0 32,29331,2930 1,000

決算額 0

計画額

決算額

29,887

0.0当初予算額 291 0 1,000 29,844

0 0

31,135 0.2

31,387

1,000 31,293 32,293

291 0 1,000 30,096

0.0

0

31,407

計画額

31,110

0 1,000 30,680 31,680

1,000 30,110

当初予算額 0 0 1,000 30,407

0 0

0.0

決算額

0.2

41,626

1,000 30,680

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化団体支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

さぬき市文化協会に補助金を交付したほか、志度音楽ホー
ル・平賀源内記念館の指定管理者である（公財）さぬき市文化
振興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会にそれぞれ管理運営
助成金を交付した。
また、平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育
英会に支払った。

各団体が主催する事業に協力し、文
化振興を図った。

H30

さぬき市文化協会に補助金を交付する。
志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者であります、
（公財）さぬき市文化振興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会
にそれぞれ管理委託料を支払いする。
平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会
に支払いをする。

各団体が主催する事業に協力し、文
化振興を図った。

H29

さぬき市文化協会に補助金を交付する。
志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者であります、
（公財）さぬき市文化振興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会
にそれぞれ管理委託料を支払いする。
平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会
に支払いをする。

各団体が主催する事業に協力し、文
化振興を図った。

―

0 4,000

0 1,000 30,680

123,946

0.2

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化振興費

令和元年6月19日

目

社会教育費

40

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

さぬき市文化協会に補助金を交付する。
志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者であります、
（公財）さぬき市文化振興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会
にそれぞれ管理運営助成金を交付する。
平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会
に支払いをする。

各団体が主催する事業に協力し、文
化振興を図った。
現年分　３０，８８７
Ｈ２７繰越分　１０，７３９

事
業
概
要

31,680

当初予算額 0

計画額

計画額

31,680

10,739 0 1,000

127,9460

当初予算額 532
H27

|
H30

市内各種文化団体の育成を図ると共に、活発な活動をとおし
て市の文化振興を図ると共に助成金等を交付する。また、志
度音楽ホールの維持管理を行う財団には、市民の創作活動を
助長すると共に音楽芸術活動の拠点となるよう助成する。

市内各種文化団体の育成を通して、
市の文化振興を図る。

決算額 11,230

事業費（千円）

①生涯学習の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 89,869 123,755 214,156

0 80,000 120,695 211,925

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　各団体・実行委員会への運営助成金・補助金を交付し、自主的に運営をすることで、市民の芸
術文化への意識向上の推進、地域住民の交流を行っている。

　志度音楽ホール及び平賀源内記念館については、施設の運営について指定管理により行う。
また、市内各種文化団体へ補助金を交付し、団体の育成を図ると共に、活発な活動を通して市
の文化振興を図る。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値 26,762

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

18余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

29,346 実績値 37,989 実績値

4 点

28,000 計画値

1,785

28,000 計画値 28,000

28,701

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

19

評価点

点
点

成
果
指
標

文化協会加入会員数 文化協会加入会員数

人

実績値

1,800 計画値

実績値 1,741

1,800 計画値 1,800 計画値

1,708 実績値 1,899 実績値

計画値 28,000
志度音楽ホール入館者数 志度音楽ホール入館者数

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

1,800

実績値

142 実績値 153 実績値 151

計画値 計画値 計画値

150

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
文化協会加入団体数 文化協会加入団体数

団体
活
動
指
標

計画値 140

実績値実績値

140

H28 H29 H30単位 H27

140 計画値 140計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保健体育事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月18日

50

05 保健体育総務費

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

② ②生涯スポーツの推進 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

保健体育費

教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 10,064 10,064

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

市民の生涯スポーツ推進指導者であるスポーツ推進委員に対
する報酬。そのスポーツ推進委員の資質向上を図るため県内
外の研修会に派遣する。
次世代のスポーツ指導者の育成に向け、各種指導者研修会
参加者に対する旅費を補助。特色ある総合型地域スポーツク
ラブ設立検討委員会委員に対する謝礼。

生涯スポーツの推進指導者であるス
ポーツ推進委員資の資質向上と意識
向上を図ることで、市民への生涯ス
ポーツの普及と推進を行い、健康と
体力づくりの意識定着を目指す。 0 0 9,382 9,382

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修
会等に参加し、スポーツ推進委員の資質向上と生涯スポーツ
推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツ
リーダーとして生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主
的活動をサポートし、各種団体の組織活性化及びスポーツの
振興を目指す。

スポーツ推進委員会広報研修部にお
いて、スポーツ推進委員の資質向上
に役立つ内容の研修会を実施した。
また、四国地区連絡協議会、県連絡
協議会主催の推進委員向け研修へ
の参加を促した。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修
会等に参加し、スポーツ推進委員の資質向上と生涯スポーツ
推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツ
リーダーとして生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主
的活動をサポートし、各種団体の組織活性化を図った。

スポーツ推進委員会の広報研修部会
において、スポーツ推進委員の資質
向上に役立つ内容の研修提案を行
い、研修会を実施した。

計画額 0

H28

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修
会等に参加し、スポーツ推進委員の資質向上と生涯スポーツ
推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツ
リーダーとして生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主
的活動をサポートし、各種団体の組織活性化及びスポーツの
振興を目指す。

引続き、スポーツ推進委員会広報研
修部において、スポーツ推進委員の
資質向上に役立つ内容の研修会を
実施した。また、四国地区連絡協議
会、県連絡協議会主催の推進委員向
け研修への参加を促した。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修会等に
参加し、スポーツ推進委員の資質向上と生涯スポーツ推進指導者とし
ての意識向上を図り、本市の地域スポーツリーダーとして生涯スポー
ツ団体、競技スポーツ団体の自主的活動をサポートし、各種団体の組
織活性化及びスポーツの振興を目指す。
【予定】推進委員向けの研修会の増加,スポ少指導者との合同研修会

スポーツ推進委員会広報研修部にお
いて、スポーツ推進委員の資質向上
に役立つ内容の研修会を実施した。
また、四国地区連絡協議会、県連絡
協議会主催の推進委員向け研修へ
の参加を促した。

決算額 2,246

―

0

0

0

2,349

0

0

0 9,832

0 2,349

2,3492,349

9,832計画額 0

当初予算額

0.3 0.10 2,344 2,344

0.2 0.0

0 0

2,253

0 2,463 2,463

0 0 0 2,253

0

0

0 2,246

0.0当初予算額 0 0 0 2,467

0 0

2,467 0.3

2,904

計画額 0 0

2,352

0 2,510 2,510

0 0 0 2,352

2,5100 2,510

2,904

決算額 0 0 0 2,531 2,531

0.2 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 4

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H28 H29 H30

実績値5

スポーツ推進委員向けの
研修を企画提案する広報
研修部会の開催数

研修の企画提案を行う広報研修部会の開催数
計画値 2

実績値 1 実績値 2 実績値 2 実績値 2

計画値 1 計画値 2 計画値 2

5
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

スポーツ推進委員向けの研修参加者募集のための周
知回数

回
計画値 5

スポーツ推進委員を対象
とした市・県・その他の主
体が開催した研修への参
加案内回数

成
果
指
標

スポーツ推進委員向けの
研修への参加者数

周知された研修に対して実際に参加した人数

計画値

回

実績値

50

実績値 52 実績値 50 実績値 47 実績値 50

50 計画値計画値5050 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点 19 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点 ／25点

理
由

　地域・市民スポーツを推進する上で指導者の養成は必要不可欠であり、人材育成は地方公共
団体の努力義務としてスポーツ基本法第11条にも定められている。今後も引き続き、スポーツ
推進委員に対し研修の提案と研修会参加の案内を行っていく。
　また、スポーツ推進委員以外の市民に対して、県の主催する指導者養成講座等の周知案内を
行っていくことは検討の余地があり、昨年に引き続き普通救命講習会をスポーツ推進委員とス
ポーツ少年団の指導者で合同で開催した。普通救命講習会については、より多くの人が参加で
きる機会を確保するため、年2回の実施を試験的に行った。
　今後も各団体合同の研修会の実施などを模索していくが、やはり周知する対象をどうするか
や周知にかかるリソースコスト（人・時間・費用）について考える必要があるため、現状維持で進
めて行きたい。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

　地域・市民スポーツを推進する上で基礎知識を含め、より実践的な指導者の養成は必要不可
欠であり、人材育成は地方公共団体の義務でもある。今後も引き続き、スポーツ推進委員に対
し研修の提案と研修会参加の案内を行っていく。

必要がある
4 点

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

4

点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 スポーツ普及事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月18日

50

05 保健体育総務費

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

② ②生涯スポーツの推進 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

保健体育費

教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 1,449 1,449

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

各種教室や各種大会を開催し、広く市民に生涯スポーツの普
及と推進を図り、健康と体力づくりの意識の定着と市民相互の
連帯感を醸成し、明るく健康な街づくりを目指す。

日頃運動機会に接していない市民を
対象として各種教室やニュースポー
ツ教室を開催し、生涯スポーツの普
及と推進を目指す。

0 0 1,198 1,198

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室や
ニュースポーツ教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図
る。
また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民
の交流を図り連帯感の醸成と健康体力づくりを図る。

ニュースポーツ教室とキンボールの
大会開催した。また、近年注目の集
まっている障害者スポーツの体験教
室としてボッチャ教室を実施するな
ど、新規の取組も行った。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室や
ニュースポーツ教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を
図った。
また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民
の交流を図り連帯感の醸成と健康体力づくりを目指した。

各種ニュースポーツ教室を継続開催
するとともに、ニュースポーツの大会
としてキンボール大会を開催した。

計画額 0

H28

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室や
ニュースポーツ教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図
る。
また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民
の交流を図り連帯感の醸成と健康体力づくりを図る。

引続きニュースポーツ教室とキンボー
ルの大会開催した。要望のあった子
供会や学校PTC活動でのニュース
ポーツ教室だけでなく、商工会と協力
し、婚活イベントにニュースポーツを
利用するなど、新規取組みを行った。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室や
ニュースポーツ教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図
る。
また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民
の交流を図り連帯感の醸成と健康体力づくりを図る。
【予定】ニュースポーツ教室、キンボール大会、ボッチャ教室

ニュースポーツ教室とキンボールの
大会開催した。また、障害者スポーツ
のボッチャ教室を公民館で子ども向
けに実施するなど、新しい取組も行っ
た。

決算額 243

―

0

0

0

265

0

0

0 1,127

0 265

265265

1,127計画額 0

当初予算額

0.3 0.00 446 446

0.2 0.0

0 0

387

0 286 286

0 0 0 387

0

0

0 243

0.0当初予算額 0 0 0 446

0 0

446 0.3

292

計画額 0 0

356

0 288 288

0 0 0 356

2880 288

292

決算額 0 0 0 212 212

0.3 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 11

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

12 計画値 12

実績値 13

計画値 12

H28 H29 H30

実績値12

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

17
活
動
指
標

キンボール大会の参加者
数

大会参加者数

人
計画値

計画値

実績値 40

市民からの依頼に基づき開催した出前教室等

回
計画値 10

ニュースポーツやその他
各種の出前教室の開催数

成
果
指
標

各種ニュースポーツの出
前教室の参加者数

教室参加者数

人
計画値 40

実績値

500

実績値 534 実績値 619 実績値 640 実績値 670

500 計画値計画値500500 計画値

計画値 50

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

24実績値

50 計画値 50 計画値

27実績値 44 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点 18 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点 ／25点

理
由

　ニュースポーツの出前教室や障がい者支援施設での出前ゲーム教室といった各種の教室を
毎年行っている。高齢者向けの独自の歌体操も、引続き市民に紹介しており、また、パラリン
ピックなどで注目が高まっている障害者スポーツについては、ボッチャ体験教室を実施するなど
の取組を行い、公民館での子ども教室でボッチャを実施するなどこれまどとは違う場所での広が
りを見せている。。
　平成27年度から実施している小学生向けのキンボール大会については、ニュースポーツの定
着具合の指標と考えられるため、大会の参加人数が増加していくようチラシの配布以外にも紙
以外の媒体を使用した広報活動を検討していきたい。また、平成30年度からは、小学生のみで
はなくその家族を対象とするなど大会自身の改善も行っている。
　今後の事業の進め方については、継続して行ってきたもの（ニュースポーツ教室等）と新しく始
めた活動（障害者スポーツの体験教室等）の双方を継続して実施していく。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

　市民が気軽に参加できるニュースポーツの出前教室や障がい者支援施設での出前ゲーム教
室といった各種の教室を毎年行っており、市民の活発な交流と体力作りに必要な事業である。
今後とも各種教室や大会の参加人数が増加していくよう広報活動を行っていく。

必要がある
4 点

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

3

点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



14,858

決算額 0 0 0 14,808 14,808

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 14,858

計画額 0 15,20015,2000 0

決算額 0

計画額

決算額

13,476

0.2当初予算額 0 0 0 15,347

0 0

15,347 0.4

14,254

0 15,200 15,200

0 0 0 14,254

0.0

0

14,720

計画額

15,780

0 0 15,050 15,050

0 15,780

当初予算額 0 0 0 14,720

0 0

0.1

決算額

0.4

13,476

0 15,050

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 スポーツ奨励事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

県予選会等を経て県代表となり、世界大会・全国大会に参加
する個人に対し賞賜金を交付したほか、生涯スポーツの推進
に中心的な役割を担っている、市内各種団体、実行委員会に
対し運営補助金を交付した。また、スポーツ少年団が8月にド
イツスポーツ少年団と交流を行った。このほか、寒川高校の甲
子園出場に際して激励金を交付した。

各団体が主催するスポーツ事業にス
ポーツ推進委員も協力しスポーツの
振興を図った。また、スポーツ振興賞
賜金制度について広報で制度周知を
行った。

H30

県予選会等を経て県代表となり、世界大会・全国大会に参加
する個人に対し賞賜金を交付する。
生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内各種
団体、実行委員会に対し運営補助金を交付（体育協会・市民
運動会・スポーツ少年団・へんろウォーク・クロスカントリー）。
【予定】クロスカントリー50回記念大会の特別事業（招待選手など）

例年と同じく、各種事業を実施した。
記念大会を迎えたクロスカントリー大
会については、招待選手を呼び普段
実施していないランニング教室を行う
などの拡張的な事業が実施された。

H29

県予選会等を経て県代表となり、世界大会・全国大会に参加
する個人に対し賞賜金を交付する。
生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内各種
団体、実行委員会に対し運営補助金を交付（体育協会・市民
運動会・スポーツ少年団・へんろウォーク・クロスカントリー）。

例年と同じく、各団体が主催するス
ポーツ事業にスポーツ推進委員も協
力し、スポーツの振興を図った。ま
た、スポーツ振興賞賜金制度につい
て広報で制度周知を行った。

―

0 0

0 0 15,050

60,500

0.6

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ② 保健体育総務費

令和元年6月18日

目

保健体育費

05

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

県予選会等を経て県代表となり、世界大会・全国大会に参加
する個人に対し賞賜金を交付する。
生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内各種
団体、実行委員会に対し運営補助金を交付（体育協会・市民
運動会・スポーツ少年団・へんろウォーク・クロスカントリー）。

例年と同じく、各団体が主催するス
ポーツ事業にスポーツ推進委員も協
力し、スポーツの振興を図った。ま
た、スポーツ振興賞賜金制度につい
て広報で制度周知を行った。

事
業
概
要

15,050

当初予算額 0

計画額

計画額

15,050

0 0 0

60,5000

当初予算額 0
H27

|
H30

地域スポーツの推進と健康体力つくりを推進している、さぬき
市体育協会及び各種団体、実行委員会並びに個人に補助金
を交付し、自主的運営能力の向上と組織活性の推進を図ると
共に、市民の生涯スポーツの推進と体力つくりの習慣性の定
着を図り、健康で活気ある街づくりに資する。

積極的に活動を実施している団体や
スポーツ事業を主催する実行委員会
へ補助金を交付し、地域住民を交流
を推進し、生涯スポーツの普及を目
的とする。

決算額 0

事業費（千円）

②生涯スポーツの推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 59,975 59,975

0 0 58,318 58,318

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　各種団体・実行委員会へ運営助成金・補助金を交付し、自主的な運営を促し、市民の生涯ス
ポーツの推進、地域住民の交流を図っている。
　スポーツ振興賞賜金については、市民への周知が進み定着してきていると思われる。しかし、
全国大会の多い競技とそうでない競技に差があるため、申請が特定の競技に偏りつつあるた
め、より多くの全国大会出場者が利用できるよう運用を検討する必要がある。

　各種団体・実行委員会へ運営助成金・補助金を交付することで、各団体等が組織や大会等の
自主的な運営をしており、市民の生涯スポーツの推進及び地域住民の交流を図ることができて
いる。今後とも補助金等の交付を継続して行い、市民のスポーツ活動が活性化するように努め
る。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

17余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

3 点

計画値

88

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

3 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

スポーツ振興賞賜金の交
付件数

世界大会・全国大会へ出場した選手・監督への賞賜
金交付件数

実績値

120 計画値

実績値 81

104 計画値 100 計画値

54 実績値 100 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

100

実績値

1 実績値 2 実績値 2

計画値 計画値 計画値

1

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
スポーツ振興賞賜金の制
度周知回数

広報紙等での住民への周知回数

回
活
動
指
標

計画値 1

実績値実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,489

決算額 0 0 0 1,284 1,284

0.2 3.4当初予算額 0 0 0 1,489

計画額 0 1,4361,4360 0

決算額 0

計画額

決算額

1,274

3.4当初予算額 0 0 0 1,466

0 0

1,466 0.2

1,272

0 1,436 1,436

0 0 0 1,272

1.8

0

1,446

計画額

1,247

0 0 1,428 1,428

0 1,247

当初予算額 0 0 0 1,446

0 0

2.0

決算額

0.2

1,274

0 1,428

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公民館事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

公民館運営審議会・公民館協力委員会・親子教室・高齢者学
級等の公民館全体の事業を行った。

館独特の色合いを強調させ、公民館
の認知度を高めるため、寒川公民館
長による「館長おでかけ講座」など、
各公民館が自主事業を実施した。

H30

公民館運営審議会(2回）
公民館協力委員会（委託件数5件）
高齢者学級（委託件数5件）
親子教室（11講座）

各事業を継続するとともに、「イング
リッシュ・デイキャンプ」と題した、さぬ
き市ALT（外国語指導助手）を招いて
の親子教室を追加実施した。

H29

公民館運営審議会(2回）
公民館協力委員会（委託件数5件）
高齢者学級（委託件数5件）
親子教室（10講座）
香川県公民館研究大会（８月　さぬき市公民館）

各事業を継続した。香川県教育委員
会事務局と協力し、香川県公民館研
究大会をさぬき市公民館（さぬき市津
田公民館）で開催した。

―

0 0

0 0 1,428

5,728

0.2

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 公民館費

令和元年6月17日

目

社会教育費

10

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

公民館運営審議会(2回）
公民館協力委員会（委託件数5件）
高齢者学級（委託件数5件）
親子教室（10講座）

各事業を継続するとともに、高齢者学
級を魅力的な内容にするために、過
去に実施した講座の情報を各館で情
報共有した。

事
業
概
要

1,428

当初予算額 0

計画額

計画額

1,428

0 0 0

5,7280

当初予算額 0
H27

|
H30

市内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化
に関する各種の事業を行う。

住民の教養の向上、健康の増進、情
操の純化を図り、生活文化の振興、
社会福祉の増進に寄与する。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 5,829 5,829

0 0 5,077 5,077

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　施設使用料及び減免規定の改定を検討し、各施設の使用料のばらつきを解消し、わかりやす
い料金設定を行う。
　今後は公民館利用者の満足度を高め、就労世代も気軽に参加できるような講座等、ソフト事
業の充実に努める。。

　各公民館において開催している高齢者学級や子ども教室について、参加者に満足してもらえ
る講座内容となるよう継続して行っていく。また、施設ごとの使用料のばらつきを解消するため、
施設使用料及び減免規定の改定を検討していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

17余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

70,836

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

公民館利用者数 公民館施設の利用者数

実績値 3,014

80,000 計画値

実績値 73,182

80,000 計画値 80,000 計画値

74,349 実績値 72,166 実績値

計画値

人
計画値

公民館等自主講座生数 公民館の自主講座に参加している生徒数

人
計画値

実績値

計画値

実績値

80,000

実績値

214 実績値 216 実績値 214

3,000 計画値 3,000

3,022

3,000計画値 3,000 計画値

218

2,857 実績値 2,959 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
公民館等自主講座数 公民館で実施されている自主講座数

講座
活
動
指
標

計画値 210

実績値実績値

220

H28 H29 H30単位 H27

220 計画値 220計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



44,051

53,266 0.6 5.4当初予算額 0 0 2,133 51,133

計画額

50,792決算額 0 0 2,227 48,565

5.4当初予算額 0 128,300 2,320 45,112

0 0

0 0

175,732

計画額

決算額

0.6

149,168

2,220 41,831 44,051

0 104,300

41,831

計画額

決算額

0.3

53,781

2,220 41,547 43,767

584 0

当初予算額 584 0 2,320 58,125

0 0

0.6

43,124

3.8

104,300 8,608 183,886 297,378

0

61,029 4.2

0 2,220

43,637

0 2,220 43,124 45,344

1,950 51,247

45,344

当初予算額

2,169 41,468

2,262 42,606

H29

公民館の管理運営を行った。
津田公民館北山分館の耐震改修工事の実施。
津田公民館調理実習室の空調機設置工事の実施。

適正な施設管理及び老朽部分の改
修により施設利用者の生涯学習活動
の環境を確保した。

H27

具
体
的
取
組

公民館の管理運営を行った。
旧鴨部幼稚園（新鴨部公民館）の園庭舗装工事を実施した。

H30

公民館の管理運営を行った。
大川公民館消防設備改修工事の実施。
志度公民館鴨部分館空調機整備工事の実施。
旧志度公民館鴨部分館跡地舗装工事の実施。

適正な施設管理と各種修繕、さらに
整備工事等を順次実施し、利用環境
の向上に努めた。

利用者の利便性を向上をさせること
で、生涯学習活動の活性化を図っ
た。

計画額 0

決算額 0

2,220

0

H28

公民館の管理運営を行った。
津田公民館北山分館の耐震診断の実施。
長尾公民館西側及び郵便局東側駐車場の舗装。
長尾公民館造田分館空調機の移設。

適正な施設管理及び老朽部分の改
修により施設利用者の生涯学習活動
の環境を確保した。

計画額 0

当初予算額 584
H27

|
H30

事
業
概
要

市内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化
に関する各種の事業を行う。

住民の教養の向上、健康の増進、情
操の純化を図り、生活文化の振興、
社会福祉の増進に寄与することを目
的とする。

584決算額

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

177,213

― ―128,300 8,993 197,494 335,371

0 8,880 168,333

事業費（千円）

公民館費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公民館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

担当職員数(人）

③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10主要施策

財源内訳

社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

令和元年6月17日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30



　公民館は、地域のコミュニティ活動の拠点としてだけでなく、緊急避難場所に指定されている
施設も多い。適正な維持管理を行うのはもちろんのこと、今後は施設の老朽化に対応するた
め、修繕のみならず大規模な改修工事、さらには統廃合の検討が必要になる。

　公民館は,地域のコミュニティ活動の拠点としてだけでなく、緊急避難場所・避難所に指定され
ている施設も多いため、維持管理については、今後も利用環境の向上に努めていくが、施設の
老朽化が進み補修や大規模改修を必要とする箇所も増えている。
　さぬき市公共施設再生基本計画に基づき、施設の統廃合や大規模な改修を検討していく必要
がある。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者）

理
由

3 点 ／25点
必要がある ⇒

二次評価（所属長）

3
必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

点

4 点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

3 点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値

4

4

3

17
4 点

点

点

17
点

3 3 点

点

一次評価（担当者）

実績値

計画値

余地がある ⇒ 余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値

実績値 実績値 72,166 実績値 70,836 実績値

80,000 80,000 計画値 80,000 計画値

成
果
指
標

公民館利用者数 各公民館の利用者数

計画値 計画値

80,000

73,182

実績値 実績値

計画値

人
計画値 計画値

74,349

計画値 計画値

実績値 実績値

実績値 実績値 10

計画値

実績値 10実績値 1010

計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値

H28 H29 H30

計画値 1212 計画値 12
公民館運営協力委員会開
催数

各公民館において、より良く快適に公民館を使用する
ための会を開くことで公民館利用者数の増大を図る。

件
活
動
指
標

計画値12

実績値

単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,661

決算額 0 0 372 3,576 3,948

0.1 1.0

4,2300 0 292 4,522

当初予算額 0 0 410 3,251

0 0

3,629

0.2

6,561

292 4,172 4,464

0

0.5

0 1,459 16,907 18,366

0 267 4,012

0.1

292 4,225 4,517

0 426 3,152

0.6

3,578

1.00 292 3,337

H27

4,460

0.2当初予算額 0

具
体
的
取
組

0

決算額 0

00

6,639

0 292 4,168

0 0

394 6,167

0 292 6,347

0

0H29

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる
施設として、維持管理し効率よく運営する。

適正な施設管理及び老朽部分の改
修により施設利用者の生涯学習活動
の環境を確保した。

決算額

当初予算額

計画額

当初予算額

H30

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる
施設として、維持管理し効率よく運営する。

適正な施設管理及び軽微な修繕を行
い、快適な利用環境の確保に努め
た。

H28

志度働く婦人の家階段手摺設置
志度働く婦人の家屋内土足化改修
志度働く婦人の家２階洋式トイレ設置

志度働く婦人の家について、利用者
からの要望を基に、バリアフリー化や
修繕を行い、利用環境を整えた。

計画額

計画額

決算額

社会教育活動を円滑及び活発にするための拠点施設として、
維持管理や効率的な運営に努めた。

志度働く婦人の家利用者協議会から
の施設修繕要望に対応し、修繕等を
行った。

計画額

4,279

0 292 4,168 4,460

計画額 0

当初予算額 0

0決算額

主要施策 ③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 目

H27
|

H30

事
業
概
要

働く女性のための、職場生活と家庭生活との調和と福祉の増
進をするための事業を行うことを目的としているが、近年は男
女共同参画により、男女関係なく総合理解と協力で文化的生
活の増進を図っている。施設の利用を活発にするため、利用
者協議会を設立し、利用者間で施設利用のさらなる活用への
努力を行っている。

社会教育活動を円滑及び活発にする
ために、その拠点となる施設として、
維持管理し効率よく運営する。

国県支出金 一般財源

25 社会教育施設管理費

17,963

― ―0 1,286

16,795

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）地方債

17,103 18,389

0 1,168

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 24

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

その他

款 50 教育費

(24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30 社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 働く婦人の家管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月17日



　地域のコミュニティ活動の拠点として、今後も利用環境の向上に努めていく。
　ただ、施設の老朽化と市民の社会教育活動施設に対するニーズに応えるため、さぬき市公共
施設再生基本計画に基づき、施設の統廃合や大規模な改修を検討していく必要がある。

3

3

4

4

3

3

3

4

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

点

17
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

優先度低い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

点

17
点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

1

なっていない ⇒ なっている

3 点

点

点
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

点 ／25点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
点

⇒ 優先度高い

必要性低い ⇒
１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

評価点 評価点合計

必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

余地がある ⇒

4

1,950

実績値 1,975

1,950 計画値

24,550

計画値

実績値 1,8521,867

計画値

計画値

1

実績値

計画値 25,000 25,000

実績値 24,815 実績値 23,808 実績値 24,474 実績値

計画値 25,000 計画値 25,000 計画値

実績値 実績値

計画値 1

成
果
指
標

利用者数 働く婦人の家の利用者数

活
動
指
標

利用延べ回数 働く婦人の家の利用回数

働く婦人の家における各種事業の企画実施について
調査審議する機関の開催回数

実績値 1,899 実績値
回

人

実績値

1 1 1実績値

実績値 実績値 実績値

計画値

計画値 1,950 計画値 1,950

計画値 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1
働く婦人の家運営委員会
開催回数

回
計画値

H28

計画値1

H30H29単位 H27

　地域のコミュニティ活動の拠点として、維持管理については、今後も利用環境の向上に努めて
いくが、施設の老朽化が進み補修を必要とする箇所も増えている。
　施設使用料及び減免規定の改定利用規程を公民館に準じるように検討する。
　また、さぬき市公共施設再生基本計画に基づき、施設の統廃合や大規模な改修を検討してい
く必要がある。

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



老朽化した高圧開閉器の交換を行
い、利用環境の向上に努めた。

0.1

決算額

0.2当初予算額 0

0 0

0 183 0.2

0.2

2,770

0.2

2,652 2,835

2,904

2,652

0.12,959167 2,792

2,735

2,835

2,631

H30

決算額 0 0 157

104

183社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる
施設として、維持管理し効率よく運営する。

適正な施設管理及び軽微な修繕を行
い、快適な利用環境の確保に努め
た。

0 0

当初予算額

0

0 0

計画額

決算額

当初予算額

当初予算額 0 0 183 0.2

決算額 0 0 174 3,164 3,338

2,648 2,831

0

0 0

3,053

183 2,648

0

2,831

0.2

2,831

0 183 2,870

3,061

53 2,483

0 183 2,648

0 2,587

0 0

716 10,897 11,613

H29

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる
施設として、維持管理し効率よく運営する。

適正な施設管理及び老朽部分の改
修により施設利用者の生涯学習活動
の環境を確保した。

0

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

2,536

183

H27

具
体
的
取
組

社会教育活動を円滑及び活発にするための拠点施設として、
維持管理し効率的な運営に努めた。

計画額

計画額

H28

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる
施設として、維持管理し効率よく運営する。

屋上の雨漏り・水道の水漏れ修繕
等、細かな修繕を行い、利用環境の
向上に努めた。

計画額

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 生涯学習館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月17日

11,670

担当職員数(人）

0 732 10,600

0 488 11,182

その他 一般財源

市民の生涯学習活動の場、地域の拠点として生涯学習館の
維持管理を行う。

計画額
 企業従業員の教育研修及び人材育
成を図り、地域の産業振興及び技術
向上に寄与する。さらに、市民の学習
活動の場に供し、企業と住民の交流
と融和を図る。

11,332

― ―0

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

社会教育費

主要施策 ③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 25

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

国県支出金 地方債

目

事業費（千円）

社会教育施設管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容 財源内訳 非正規
（臨時･嘱託

等）



計画値

H28 H29 H30

計画値 計画値 2

点

17

点

4 点

⇒

15,500

12,604 実績値 10,487

1,000

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

実績値

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 3 点

実績値 961

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

3

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

チェック項目（１～５点で評価）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

なっている

余地がある

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒

優先度低い ⇒

二次評価（所属長）

点

17

必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

理
由

　地域のコミュニティ活動の拠点として、今後も利用環境の向上に努めていく。
　成果指標でもある利用者数が年々減少している。利用者の高齢化と同時に市人口も減少を続
けているため、今後も利用者数は地域人口の減少に沿って減少傾向に進むものと思われる。
　上記問題の対策として、生涯学習館事業以外にも積極的に場所提供を行うことで、各種ソフト
事業実施による施設活用を勧めていくべきだと考える。

点 ／25点
必要がある ⇒

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

　地域のコミュニティ活動の拠点として、維持管理については、今後も利用環境の向上に努めて
いくが、施設の老朽化が進み補修を必要とする箇所も増えている。
　施設使用料及び減免規定の改定利用規程を公民館に準じるように検討する。

点 ／25点
必要はない

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点

9,487

15,500 計画値 15,500 計画値

計画値 1,000 計画値

4

4

3

優先度高い

なっていない ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 3

点

4

実績値 742

1,000

実績値929 849

余地はない

一次評価（担当者）

点

必要性低い

成
果
指
標

合同清掃開催数 利用者同士で清掃を行うことで利用しやすい環境を整
えるとともに、交流と融和を図る。

回
2

2

15,500

活
動
指
標

利用延べ回数 生涯学習館の利用回数

回
計画値

人
計画値

利用者数

実績値

実績値

1,000 計画値

生涯学習館の利用者数

計画値

12,121 実績値

実績値

計画値

計画値

実績値

実績値

計画値

2

2

2

2

計画値

実績値

実績値 実績値実績値

計画値

実績値

2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



5,567

決算額 0 0 124 4,758 4,882

0.4 0.2当初予算額 0 0 271 5,296

計画額 0 5,3625,0900 272

決算額 0

計画額

決算額

5,254

0.2当初予算額 0 0 271 5,340

0 0

5,611 0.4

6,212

272 5,090 5,362

0 0 166 6,046

0.2

0

5,714

計画額

5,488

0 272 5,090 5,362

193 5,295

当初予算額 0 0 271 5,443

0 0

0.2

決算額

0.4

5,426

272 5,090

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 青少年交流プラザ管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

青少年交流プラザの管理運営を行った。 憩いの場としての利用だけでなく、ボ
ランティアなど各団体の会議の利用
や図書館との共催等のイベントを行っ
た。また、月末日休館を変更すること
により、利用者の増加を図った。

H30

青少年交流プラザの管理運営を行う。
平成３０年度は、シーリングファンの点検を行う。

憩いの場としての利用だけでなく、ボ
ランティアなど各団体の会議の利用
や図書館との共催等のイベントを行っ
た。
また、初めて地元説明会の会場とし
て使用された。

H29

青少年交流プラザの管理運営を行う。 憩いの場としての利用だけでなく、ボ
ランティアなど各団体の会議の利用
や図書館との共催等のイベントを行っ
た。

―

0 1,088

0 272 5,090

20,360

0.4

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 社会教育施設管理費

令和元年6月4日

目

社会教育費

25

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

青少年交流プラザの管理運営を行う。
平成２８年度は、シーリングファンの点検を行う。

憩いの場としての利用だけでなく、ボ
ランティアなど各団体の会議の利用
や図書館との共催等のイベントを行っ
た。机椅子等の配置換えを行うことに
より、来館者により快適に過ごしても
らえる空間を作った。

事
業
概
要

5,362

当初予算額 0

計画額

計画額

5,362

0 0 172

21,4480

当初予算額 0
H27

|
H30

市民の相互交流を図り、広く生涯学習を展開する拠点として、
さぬき市青少年交流プラザの維持管理を行う事業である。

交流プラザの情報を市民に提供する
場としての性質だけでなく、老若男女
問わず交流できる場や会議・イベント
を行う場としての機能を持つ施設の
管理運営を行う。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 1,085 21,169 22,254

0 655 21,353 22,008

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

３０年度は青少年交流プラザの入館者数は増加したが、ふれあいコーナーの利用者数が減少し
た。しかしながら、ふれあいコーナーの行事利用は増加しており、また、新たな利用の仕方が出
ていている。青少年交流プラザ全体の入館者数をさらに増加していきたい。

　入館者数は減少したが、青少年交流プラザを利用したイベントの取組や月末日休館の変更
（月末日が土・日曜日の場合は木曜日に変更）などにより、利用者サービスの改善に努めてい
る。ふれあいコーナー等の積極的な利用（会議やイベントなど）により、入館者数を増加させてい
きたい。
　地域密着型、かつ、全世代対応型の施設であることから、今後も必要最小限の経費で長く継
続する必要がある。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

5 点

計画値

8,952

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

ふれあいコーナー利用者
数

青少年交流プラザのふれあいコーナーの利用者数

実績値

10,000 計画値

実績値 8,490

10,000 計画値 10,000 計画値

8,771 実績値 8,944 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

10,000

実績値

3 実績値 6 実績値 8

計画値 計画値 計画値

13

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
行事開催数 青少年交流プラザで開催した行事数

（ふれあいコーナー）
回

活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 南川自然の家管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月13日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30 社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 目 25 社会教育施設管理費

21,002

― ―0 7,901 26,303 34,204

0 7,444 13,558
H27

|
H30

事
業
概
要

豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、自然教室や体験学
習を通じて情操を豊かにし、健全な育成を図る。

青少年の健全育成事業の一環とし
て、自然体験学習及び集団宿泊学習
における教育活動の一端を担う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や
連帯感を深めるとともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、
健全な育成を図る拠点となる施設として、維持管理し、運営す
る。

管理員の雇用方法に変化をもたせ、
土・日及び祝日に２人体制とすること
で、来場者及び利用者の対応に則し
た形となった。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や
連帯感を深めるとともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、
健全な育成を図る拠点となる施設として、維持管理・運営に努
めた。

管理員を常時雇用したことにより、相
談及び見学等施設利用者に利便性
を高めることができ、また、料金徴収
の面においても有効な手段となった。

計画額 0

H28

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や
連帯感を深めるとともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、
健全な育成を図る拠点となる施設として、維持管理し、運営す
る。

管理員の雇用方法に変化をもたせ、
土・日及び祝日に２人体制とすること
で、来場者及び利用者の対応に則し
た形となった。

H29

計画額 0

当初予算額 0

5,217

0.4 1.0

0 8,505 23,551 32,056

0 2,322 2,608

0 1,861 3,356

4,930

0 1,861 3,356 5,217

2.0当初予算額 0 0 2,010 8,539

6,857

決算額 0 0 2,094 4,471 6,565

0.3 2.0当初予算額 0 0 2,020 4,837

7,838 9,791

1,861

0

3,419 5,280

0.2

5,284

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や
連帯感を深めるとともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、
健全な育成を図る拠点となる施設として、維持管理し、運営す
る。

管理員の雇用方法に変化をもたせ、
土・日及び祝日に２人体制とすること
で、来場者及び利用者の対応に則し
た形となった。

計画額 0 0

10,549

決算額 0 0 1,953

1,861 3,423

0.2

1,861 3,360 5,221

決算額 0 0 2,136 8,634 10,770

2.0当初予算額 0 0 2,010 9,571

計画額 0 0

11,581



計画値 10

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

8 計画値 10計画値

実績値 7 実績値 8 実績値 8 実績値 8

計画値

実績値

計画値

実績値

成
果
指
標

施設利用者数 自然体験学習や集団宿泊学習のため、また、趣味・娯
楽のため訪れる利用者の数

人
計画値 8,000 計画値

計画値 計画値

活
動
指
標

実績値 実績値

ＰＲ活動 雑誌及び電話相談における施設のＰＲ回数

件
計画値 5

計画値 9,500

実績値 10,432 実績値 8,704 実績値 10,050 実績値 8,644

9,000 計画値 9,500

4 点

点

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

4 点

20

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

優先度低い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 4 点

点

　東讃圏域で集団宿泊施設を市営で運営している施設は当該箇所のみであり、また、個人キャ
ンパーから集団までの多様な分野において利用可能な面もあり現状維持とした。
　豊かな自然環境の中で、集団生活や野外活動が体験できる施設の存在意義は非常に高い。
　施設の老朽化に対する維持工事を計画的に実施していく。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

管理員の雇用等ソフト面の充実を期してきているが、施設の老朽化に対する維持工事が必要と
なってきている。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4
余地がある ⇒ 余地はない

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,602

決算額 0 0 0 4,507 4,507

0.6 0.9当初予算額 0 0 0 4,602

計画額 0 4,5994,5870 12

決算額 0

計画額

決算額

3,880

0.9当初予算額 0 0 12 4,475

0 0

4,487 0.9

4,453

12 4,587 4,599

0 0 0 4,453

0.9

0

3,952

計画額

3,205

0 12 4,587 4,599

12 3,193

当初予算額 0 0 12 3,940

0 0

0.9

決算額

0.9

3,894

12 4,587

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 図書館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

平成２７年１０月に図書館新システムを導入した。
※図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事
業への参加など、図書館全体としての共通事業であるため、
本事業には志度・寒川両図書館で不可分な共通経費を計上し
ている。

図書館協議会委員を追加募集し、１
名充足した。図書館協議会を計画通
り実施したほか、子ども読書活動推
進会議については、計画見直しもあ
り、例年より１回多く実施した。

H30

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業
への参加など、図書館全体の事業の運営を行う。従って、本
事業は、志度・寒川両館で不可分な共通経費を計上する。

図書館協議会委員の改選年度であ
り、関係団体の推薦や公募３名行っ
たが、２名の応募があり定員の１０名
中９名で図書館協議会を計画通り実
施したほか、子ども読書活動推進会
議についても、計画通り実施した。

H29

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業
への参加など、図書館全体の事業の運営を行う。従って、本
事業は、志度・寒川両館で不可分な共通経費を計上する。

図書館協議会委員が現職中に亡くな
り、その補充として公募を行い、定員
の１０名で図書館協議会を計画通り
実施したほか、子ども読書活動推進
会議については、委員の改選年度で
あり、委員９名を委嘱し計画通り実施

―

0 48

0 12 4,587

18,348

0.9

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 図書館管理費

令和元年6月4日

目

社会教育費

30

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業
への参加など、図書館全体の事業の運営を行う。従って、本
事業は、志度・寒川両館で不可分な共通経費を計上する。

図書館協議会委員の改選年度であ
り、関係団体の推薦や公募３名行い、
定員の１０名で図書館協議会を計画
通り実施したほか、子ども読書活動
推進会議についても、計画通り実施
した。

事
業
概
要

4,599

当初予算額 0

計画額

計画額

4,599

0 0 14

18,3960

当初予算額 0
H27

|
H30

市民への図書館サービスの拡大と地域の活性化を図るため、
さぬき市図書館の総括的な事業を行う。

図書館協議会や子ども読書活動推進
会議の図書館関係会議や図書館シ
ステム等両図書館に共通する事業で
ある。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 36 17,604 17,640

0 26 16,033 16,059

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

貸出冊数の年々の減少など、図書館にとって厳しい状況が数字に表れているが、図書館協議
会や子ども読書活動推進会議など、図書館をより良くするため、話し合いや検討を行っていきた
い。

　さぬき市図書館をよりよくするための図書館協議会、子どもの読書について考える子ども読書
推進会議やブックスタートなど、両図書館が共通する事業をスムーズに行うため、連絡を取り合
い連携を図っていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

153,681

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

貸出点数 視聴覚資料等を含めた書籍類の貸出点数（志度・寒
川図書館合計点数）

実績値 2

157,000 計画値

実績値 147,384

157,000 計画値 157,000 計画値

161,292 実績値 157,089 実績値

計画値

点
計画値

子ども読書活動推進会議
開催回数

子ども読書活動の効果的な推進を図るための会議の
回数

回
計画値

実績値

計画値

実績値

157,000

実績値

2 実績値 2 実績値 2

2 計画値 2

2

2計画値 2 計画値

2

3 実績値 2 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
図書館協議会開催回数 図書館運営に関し館長の諮問に応じるとともに図書館

サービスについて意見を述べる会議の回数
回

活
動
指
標

計画値 2

実績値実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



11,461

決算額 0 0 5 10,975 10,980

0.0 2.4当初予算額 0 0 2 11,459

計画額 0 9,5269,4940 32

決算額 0

計画額

決算額

8,984

2.4当初予算額 0 0 1 11,291

0 0

11,292 0.7

11,059

32 9,494 9,526

0 0 3 11,056

2.4

0

9,289

計画額

9,489

0 32 9,494 9,526

132 9,357

当初予算額 0 0 13 9,276

0 0

2.4

決算額

0.7

8,986

32 9,494

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 寒川図書館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供した。
児童を対象にした子ども実験教室やボランティア団体養成講
座等の行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組み
を行った。

おはなし会、工作教室、読書週間行
事などを開催し、子ども読書活動推
進のための取り組みを行った。

H30

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児
童を対象にした子ども実験教室やボランティア団体養成講座
等の行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組みを
行う。

おはなし会や行事としてミニコンサー
トや季節のイベントを行ったり、友の
会主催の手づくり工作などを開催し
て、子どもの読書への推進に取り組
んだ。

H29

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児
童を対象にした行事を開催し、子ども読書活動推進のための
取り組みを行う。

おはなし会や行事としてミニコンサー
トや新たに友の会主催の手づくり工
作などを開催して、子どもの図書への
推進に取り組んだ。

―

0 128

0 32 9,494

37,976

0.7

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 図書館管理費

令和元年6月7日

目

社会教育費

30

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児
童を対象にした行事を開催し、子ども読書活動推進のための
取り組みを行う。

おはなし会や新しい行事として図書
館クイズ・図書関連のビンゴゲーム・
ミニコンサートなどを開催して、子ども
の図書への推進に取り組みました。

事
業
概
要

9,526

当初予算額 0

計画額

計画額

9,526

0 0 2

38,1040

当初予算額 0
H27

|
H30

図書館は、市民が教養を深めたり、問題解決や自己実現に向
けた活動をするための生涯学習の拠点としての身近な施設で
ある。昨今の社会情勢は高度化・専門化・多様化しており、変
化に対応するための資料の提供場所として図書館の必要性
が高まっている。そのため、資料を収集・保存・提供するととも
に、図書館サービスの充実を図る。

市民や図書館利用者に十分な情報
が提供できるよう、図書購入や職員・
司書等の図書館運営に必要な知識
の強化による図書館の充実、また、
学校との連携による子どもの読書推
進等を目的とする。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 48 41,520 41,568

0 142 40,372 40,514

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

入館者数及び利用者数、貸出冊数ともに減少している。寒川図書館の特徴として、子どもの利
用が多いことから、季節のイベントを開催して家族での利用に繋げたい。

　図書館資料の充実や行事の工夫・周知などを行い来館者が増加するよう取り組んでいる。今
後も、図書の充実・テーマ展示などをし、図書の配架場所を利用者にわかりやすくし、利用者
サービスの向上に努めていく。
　生涯学習の拠点となる施設であることから、今後も資料の充実化を図ることで文化のまちづく
りに有効に寄与できるものである。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

47,283

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

来館者数 寒川図書館に来館した人数（貸出・返却者含む）

実績値 847

43,000 計画値

実績値 46,397

43,000 計画値 43,000 計画値

42,016 実績値 46,077 実績値

計画値

人
計画値

新規購入の図書冊数 新しく購入した図書の冊数

冊
計画値

実績値

計画値

実績値

43,000

実績値

3 実績値 4 実績値 5

900 計画値 900

817

900計画値 900 計画値

5

869 実績値 896 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
図書館行事 図書館で開催している行事

回
活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



16,952

決算額 0 0 7 16,560 16,567

1.0 4.2当初予算額 0 0 22 16,930

計画額 0 16,10316,0810 22

決算額 0

計画額

決算額

16,001

4.2当初予算額 0 0 22 16,514

0 0

16,536 1.0

16,118

22 16,081 16,103

0 0 6 16,112

4.2

0

16,346

計画額

15,716

0 22 16,081 16,103

12 15,704

当初予算額 0 0 22 16,324

0 0

4.2

決算額

1.0

16,007

22 16,081

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度図書館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供した。
各種行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組みを
行った。

２６年度から開始した雑誌スポンサー
制度について、２７年度も同様の協力
が得られた。また、減少傾向にあった
図書貸出冊数も、回復しつつある。

H30

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各
種行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組みを行
う。

雑誌スポンサー制度については、３０
年度からは６社１０冊となった。ボラン
ティア団体のおはなし会を行うことに
より未就学児や小学生等の集客を行
い、来館者数は増加した。

H29

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各
種行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組みを行
う。

雑誌スポンサー制度については、２９
年度は現状維持を保てた。ボランティ
ア団体のおはなし会を行うことにより
未就学児や小学生等の集客を行い、
イベントの開催などが功を奏したの
か、全体の来館者数は昨年度より増

―

0 88

0 22 16,081

64,324

1.0

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 図書館管理費

令和元年6月4日

目

社会教育費

30

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各
種行事を開催し、子ども読書活動推進のための取り組みを行
う。

雑誌スポンサー制度については、２８
年度は１社の離脱があったが、新た
に１社の協力が得られた。ボランティ
ア団体のおはなし会を行うことにより
未就学児や小学生等の集客を行った
が、全体の来館者数は減少した。

事
業
概
要

16,103

当初予算額 0

計画額

計画額

16,103

0 0 6

64,4120

当初予算額 0
H27

|
H30

市民に必要な情報を提供するとともに、生涯学習の拠点として
志度図書館を管理運営するための事業である。

市民や図書館利用者に十分な情報
が提供できるよう、図書購入や職員・
司書等の図書館運営に必要な知識
の強化による図書館の充実、また、
学校との連携による子どもの読書推
進等を目的とする。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 88 65,849 65,937

0 31 64,377 64,408

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成３０年度は入館者数は増加したが、利用者数、貸出点数は減少した。寒川図書館との資料
充実と周知を引き続き行い、また、それぞれの図書館の特徴を出していき、入館者数等を増や
していきたい。

　イベントの実施など図書館に足を運んでもらうための取り組みを継続して行うほか、図書の充
実・テーマ展示などの工夫・周知を行い、図書の配架場所を利用者にわかりやすくすることで、
利用者サービスの向上に努めていく。
　生涯学習の拠点となる施設であることから、今後も資料の充実化を図ることで文化のまちづく
りに有効に寄与できるものである。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

93,012

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

入館者数 志度図書館に来館した人数（貸出返却者数含む）

実績値 1

100,000 計画値

実績値 100,759

100,000 計画値 100,000 計画値

97,077 実績値 92,046 実績値

計画値

人
計画値

学校図書館支援活動 学校図書館への協力・支援活動の回数

回
計画値

実績値

計画値

実績値

100,000

実績値

1,904 実績値 1,791 実績値 2,315

5 計画値 5

5

5計画値 5 計画値

1,963

3 実績値 5 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
新規購入図書冊数 新しく購入した図書の冊数

冊
活
動
指
標

計画値 2,200

実績値実績値

2,200

H28 H29 H30単位 H27

2,200 計画値 2,200計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



9,907

決算額 0 0 0 10,005 10,005

0.1 3.0当初予算額 0 0 0 9,907

計画額 0 9,4119,4110 0

決算額 0

計画額

決算額

8,520

3.0当初予算額 0 0 0 9,512

0 0

9,512 0.6

8,747

0 9,411 9,411

0 0 0 8,747

3.0

0

8,914

計画額

8,572

0 0 9,227 9,227

0 8,572

当初予算額 0 0 0 8,914

0 0

2.0

決算額

0.3

8,520

0 9,227

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 雨滝自然科学館事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

・雨滝自然科学館の最低限の維持管理。
・小・中学校の長期休暇に合わせて、企画展と親子教室を年
間3回開催。
・市内小学校への体験学習の実施。

さぬき市内をはじめ県内の自然科学
をわかりやすく伝えるために情報発
信をしているが、館運営体制を整備・
強化する必要がある。

H30

・雨滝自然科学館の最低限の維持管理。
・企画運営に係る業務を行う。
・市内小学校への体験学習の実施。

自然科学に対する興味を持ってもらう
ため、わかりやすい展示で情報発信
をしているが、設備等の経年変化に
対応するためにエアコンの一部修繕
を行った。

H29

・雨滝自然科学館の最低限の維持管理。
・企画運営に係る業務を行う。
・市内小学校への体験学習の実施。

自然科学に対する興味を持ってもらう
ため、わかりやすい展示で情報発信
をしているが、設備等の経年変化に
対応する必要がある。

―

0 0

0 0 9,227

37,276

0.5

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 資料館費

令和元年6月19日

目

社会教育費

35

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

・雨滝自然科学館の最低限の維持管理。
・企画運営に係る業務を行う。
・市内小学校への体験学習の実施。

自然科学に対する興味を持ってもらう
ため、わかりやすい展示で情報発信
をしているが、設備等の経年変化に
対応する必要がある。

事
業
概
要

9,227

当初予算額 0

計画額

計画額

9,227

0 0 0

37,2760

当初予算額 0
H27

|
H30

四国内でも特筆すべき自然科学系の施設であり、世界最古の
ナマズ科化石を始めとする動植物化石の宝庫である雨滝山周
辺の自然環境を次の世代に伝えるため、地域の資料を収集・
展示をし、普及活動に努める。また、学校関係への体験学習
を実施することを通して子どもたちが地域の自然を考えるきっ
かけづくりを提供する。

さぬき市内や県内の自然科学に関す
る資料を展示することにより、自然科
学に興味を持ってもらうと共に、自然
環境を次世代に伝えていく。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 37,560 37,560

0 0 35,844 35,844

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

県内の自然科学施設の拠点の一つとしても有効活用されており、県外からも多くの見学者が訪
れている。

　自然科学学習や自然とのふれあいが大切であるといわれている時代背景がある中、施設の
存在意義は高い。引き続き、施設の適切な管理と企画展示を実施していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

5

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値 3,214

3

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

1,065 実績値 2,184 実績値

4 点

1,000 計画値

11,801

1,000 計画値 1,000

2,155

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

17

評価点

点
点

成
果
指
標

観覧者数 雨滝自然科学館に来館した人数

人

実績値

10,000 計画値

実績値 17,428

10,000 計画値 10,000 計画値

16,979 実績値 18,183 実績値

計画値 1,000
親子教室参加者数 親子教室に参加した人数

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

10,000

実績値

2 実績値 2 実績値 2

計画値 計画値 計画値

3

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
企画展開催数 企画展開催数

回
活
動
指
標

計画値 2

実績値実績値

3

H28 H29 H30単位 H27

3 計画値 3計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



379

決算額 0 0 0 372 372

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 379

計画額 0 4024020 0

決算額 0

計画額

決算額

372

0.0当初予算額 0 0 0 387

0 0

387 0.1

372

0 402 402

0 0 0 372

0.0

0

395

計画額

379

0 0 395 395

0 379

当初予算額 0 0 0 395

0 0

0.0

決算額

0.1

372

0 395

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 津田郷土館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

津田郷土館の最低限の維持管理費。 適正な維持管理に努めた。歴史民俗
資料館をはじめとする他の施設との
一体的な展示を検討する必要があ
る。

H30

津田郷土館の最低限の維持管理費。 適正な維持管理に努めたが、歴史民
俗資料館をはじめとする他の施設と
の一体的な展示を検討する必要があ
る。

H29

津田郷土館の最低限の維持管理費。 適正な維持管理に努めたが、歴史民
俗資料館をはじめとする他の施設と
の一体的な展示を検討する必要があ
る。

―

0 0

0 0 395

1,594

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 資料館費

令和元年6月19日

目

社会教育費

35

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

津田郷土館の最低限の維持管理費。 適正な維持管理に努めたが、歴史民
俗資料館をはじめとする他の施設と
の一体的な展示を検討する必要があ
る。

事
業
概
要

395

当初予算額 0

計画額

計画額

395

0 0 0

1,5940

当初予算額 0
H27

|
H30

津田地区を中心とする貴重な歴史資料を保管展示するための
事業。

主に津田地区に伝承され続ける歴
史、民俗を次の世代に伝える。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 1,556 1,556

0 0 1,495 1,495

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

津田地区の歴史資料を中心に保存されており、保存施設としては必要な施設である。 　津田地区の歴史資料を保存する施設として、必要な施設である。
　今後は、他の類似施設との統廃合を検討していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 2

2

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

2

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

15余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

3 点

計画値

80

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

3 点

点2

14

評価点

点
点

成
果
指
標

津田郷土館入館者数 郷土館入館者数

実績値

500 計画値

実績値 50

500 計画値 200 計画値

300 実績値 180 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

200

実績値

8 実績値 5 実績値 3

計画値 計画値 計画値

3

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
津田郷土館利用回数 郷土館の利用回数

回
活
動
指
標

計画値 10

実績値実績値

10

H28 H29 H30単位 H27

10 計画値 10計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,084

決算額 0 0 59 3,695 3,754

0.1 2.0当初予算額 0 0 80 4,004

計画額 0 3,5283,4480 80

決算額 0

計画額

決算額

3,716

0.0当初予算額 0 0 80 3,546

0 0

3,626 0.3

3,474

80 3,448 3,528

0 0 64 3,410

0.0

0

3,677

計画額

3,471

0 80 3,381 3,461

64 3,407

当初予算額 0 0 84 3,593

0 0

0.0

決算額

0.2

3,746

80 3,381

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 さぬき市歴史民俗資料館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務、資料館と
して地域の貴重な資料を保管展示するための業務、企画運営
に係る業務を行った。

設備等の経年変化に対応する必要
がある。

H30

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館と
して地域の貴重な資料を保管展示するための業務、企画運営
に係る業務を行う。

本市の歴史を分かりやすく伝えるた
めの展示の検討を行い、昨年に引き
続き中世の特徴を分かりやすく展示
した。

H29

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館と
して地域の貴重な資料を保管展示するための業務、企画運営
に係る業務を行う。

本市の歴史を分かりやすく伝えるた
めの展示を行い、特に中世の特徴を
分かりやすく展示した。

―

0 320

0 80 3,381

13,658

0.3

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 資料館費

令和元年6月19日

目

社会教育費

35

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館と
して地域の貴重な資料を保管展示するための業務、企画運営
に係る業務を行う。

本市の歴史を分かりやすく伝えるた
めの展示を行い、特に古代の特徴を
分かりやすく展示した。

事
業
概
要

3,461

当初予算額 0

計画額

計画額

3,461

0 0 30

13,9780

当初予算額 0
H27

|
H30

本市唯一の歴史民俗資料館として、所蔵する資料の展示の充
実をさせ、地域に伝承され続ける歴史、民俗を次の世代に伝
えるため、地域の資料を収集・展示をし、普及活動に努める。
また、学校関係への学習見学を実施することを通して子どもた
ちが地域の歴史、民俗を考えるきっかけづくりを提供する。

さぬき市の歴史、民俗を資料展示等
を通して次の世代に伝えていく。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 324 14,524 14,848

0 217 14,228 14,445

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　本市の歴史を分かりやすく伝える拠点施設として重要な施設であり、子どもたちにも歴史資料
を実際に体験できる施設として必要な施設である。

　本市の歴史を伝える施設であり、歴史に関心を示す市民の郷土史学習の場として、また、子
供たちが伝統産業や郷土史を学ぶことができる場として、施設を適切に維持管理するとともに、
企画展示等に取り組んでいく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

1,107

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

18

評価点

点
点

成
果
指
標

歴史民俗資料館入館者数 歴史民俗資料館の入館者数

実績値

2,000 計画値

実績値 1,873

2,000 計画値 2,000 計画値

2,029 実績値 3,106 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

2,000

実績値

2 実績値 1 実績値 1

計画値 計画値 計画値

1

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
企画行事等 企画行事数

回
活
動
指
標

計画値 1

実績値実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



141

決算額 0 0 0 132 132

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 141

計画額 0 1941940 0

決算額 0

計画額

決算額

133

0.0当初予算額 0 0 0 191

0 0

191 0.1

146

0 194 194

0 0 0 146

0.0

0

191

計画額

111

0 0 191 191

0 111

当初予算額 0 0 0 191

0 0

0.0

決算額

0.1

133

0 191

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 門入工房管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

施設の適正な維持管理に努めた。 これまでの活動を行いながら、利用し
やすい環境を整えた。

H30

施設の維持管理をする。 施設の適切な管理に努めた。

H29

施設の維持管理をする。 施設の適切な管理に努めた。

―

0 0

0 0 191

770

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 文化振興費

令和元年6月19日

目

社会教育費

40

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

施設の維持管理をする。 施設の適切な管理に努めた。

事
業
概
要

191

当初予算額 0

計画額

計画額

191

0 0 0

7700

当初予算額 0
H27

|
H30

施設管理を行うと共に市内文化芸術関係者及び文化団体等
の連携、創作意欲の助長と活動育成を図る。

市民が芸術作品等を創作する場の提
供。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 714 714

0 0 522 522

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　市民が陶芸をはじめとした芸術活動を行うための施設として、必要な施設である。 　市民が気軽に陶芸等の工芸作品を製作するための施設として、必要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

3

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

15余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

3 点

計画値

632

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

3 点

点3

15

評価点

点
点

成
果
指
標

利用者数 門入工房を利用した人数

実績値 2

400 計画値

実績値 680

400 計画値 400 計画値

480 実績値 111 実績値

計画値

人
計画値

団体数 門入工房を利用した団体数

団体
計画値

実績値

計画値

実績値

400

実績値

68 実績値 13 実績値 82

3 計画値 3

2

3計画値 3 計画値

74

2 実績値 2 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
利用件数 門入工房を利用した件数

件
活
動
指
標

計画値 70

実績値実績値

70

H28 H29 H30単位 H27

70 計画値 70計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会体育施設管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月11日

50

08 体育施設管理費

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

保健体育費

教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 12,835 44,768 57,603

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

生涯スポーツの振興・普及のための拠点施設である社会体育
施設の維持管理を行い、健康で活力と活気にあふれた街づく
りの創生を行う。

スポーツ基本法の理念に基づき市民
が生涯にわたって自主的かつ自律的
にその適性及び健康状態に応じたス
ポーツを行うことができる施設の整
備・改善等を行う。 0 11,883 46,168 58,051

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行
う。

適正な施設管理により施設利用者の活動
の場を確保した。長寿命化による修繕経
費削減などを検討する必要がある。
古い機器など交換部品が希少となった
ケースや交換部品がない場合などの対応
を行う。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行っ
た。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

計画額 0

H28

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行
う。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行
う。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減やLED照明導入を検
討する必要がある。

決算額 15,979

―

0

3,149

0

14,391

3,317

0

13,268 43,257

3,317 11,074

14,39111,074

56,525計画額 0

当初予算額

0.5 0.63,159 11,488 14,647

0.3 0.2

0 0

13,649

3,317 10,663 13,980

0 0 2,894 10,755

0

0

0 12,830

0.2当初予算額 0 0 3,169 13,357

0 0

16,526 0.4

8,849

計画額 0 0

17,350

3,317 10,760 14,077

0 0 2,896 14,454

14,0773,317 10,760

12,039

決算額 0 0 2,944 8,129 11,073

0.5 0.5当初予算額 0 0 3,190



単位 H27

実績値 5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H28 H29 H30

実績値5

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

5
活
動
指
標

社会体育施設利用者の事
故発生数

社会体育施設利用者の事故発生数

人
計画値

計画値

実績値 0

各地区毎に定期使用説明会を行うことで、効率的な施
設の使用を促す。（志度、津田、大川、長尾、寒川、各
1回ずつ）

回
計画値 5

定期使用説明会の実施

成
果
指
標

社会体育施設の利用者数 施設の利用者数

件
計画値 0

実績値

127,000

実績値 118,314 実績値 123,937 実績値 126,116 実績値 116,766

127,000 計画値計画値127,000127,000 計画値

計画値 0

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

0実績値

0 計画値 0 計画値

0実績値 0 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点 18 点

4 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

／25点 4 点 ／25点

理
由

施設の老朽化も進行しており、修繕を必要とする箇所、修繕要望が増加している。
大規模な修繕を必要とするケースも増加していることから、長寿命化や統廃合を含めた長期的
な視点で社会体育施設の維持管理について考えていく必要がある。
また、２０２１年以降の一部の水銀灯が製造禁止となることから、照明設備のLED化を検討する
必要がある。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

　幼児から高齢者までの市民のスポーツ推進と健康増進を支援していくことは今後においても
必要であり、自治体にはスポーツ基本法に基づきその環境を積極的につくる役割がある。
　大規模な修繕を必要とするケースも増加していることから、長寿命化や統廃合を含めた長期
的な視点で社会体育施設の維持管理について考えていく必要がある。

必要がある
4 点

4 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

4

点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校開放施設管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月11日

50

08 体育施設管理費

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 目

Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款

保健体育費

教育費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 7,969 34,954 42,923

0

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

学校体育施設を地域住民に開放し、生涯スポーツ、青少年の
健全育成の推進を図り、住民の健康体力づくりの拠点施設と
して活用するための維持管理を行う。

学校体育施設を地域住民に開放し、
生涯スポーツ、青少年の健全育成の
推進を図り、住民の健康体力づくりの
拠点施設として活用する。

0 6,645 36,695 43,340

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

決算額

H29

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。 適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行っ
た。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

計画額 0

H28

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。 適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。
令和元年度から新たに学校開放施設とするため、津田小学校
体育館、さぬき南中学校運動場・体育館に対し改修工事等を
行った。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。
長寿命化による修繕経費削減やLED
照明導入を検討する必要がある。

決算額 10,935

―

0

1,896

0

10,693

2,149

0

8,596 34,328

2,149 8,544

10,6938,544

42,924計画額 0

当初予算額

0.4 0.32,000 9,056 11,056

0.2 0.2

0 0

10,734

2,149 8,544 10,693

0 0 1,740 8,994

0

0

0 9,039

0.3当初予算額 0 0 1,910 8,775

0 0

10,685 0.5

8,579

計画額 0 0

10,435

2,149 8,620 10,769

0 0 1,539 8,896

10,7692,149 8,620

10,489

決算額 0 0 1,470 9,766 11,236

0.6 0.5当初予算額 0 0 1,910



単位 H27

実績値 5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H28 H29 H30

実績値5

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

5
活
動
指
標

学校開放施設利用者の事
故発生数

学校開放施設利用者の事故発生数

人
計画値

計画値

実績値 0

各地区毎に定期使用説明会を行うことで、効率的な施
設の使用を促す。（志度、津田、大川、長尾、寒川、各
1回ずつ）

回
計画値 5

定期使用説明会の実施

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数

回
計画値 0

実績値

200,000

実績値 181,001 実績値 153,964 実績値 152,773 実績値 141,453

200,000 計画値計画値200,000200,000 計画値

計画値 0

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19

0実績値

0 計画値 0 計画値

0実績値 0 実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

なっていない ⇒

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点 19 点

4 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点 ／25点

理
由

スポーツ少年団や社会体育団体等、様々な団体が利用している。
令和元年度から津田小学校体育館、さぬき南中学校運動場、体育館を新たに学校開放施設と
して供用を開始することとなったが、今後も利便性の向上を図り、市民のスポーツによる健康体
力づくりの環境を提供する。
修繕等の対応が必要となる施設が増加しているが、今後も利用者が安全に利用できるように、
適切な維持管理を行う。
また、２０２１年以降の一部の水銀灯が製造禁止となることから、照明設備のLED化を検討する
必要がある。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

　誰でも身近な場所で気軽にスポーツができる学校体育施設の開放は、地域における生涯ス
ポーツの中核であり、市が主体的に運営管理する必要がある。市内の小・中学校の体育館及び
運動場については全て開放しており、継続して利用調整を行っていく。

必要がある
4 点

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

4

点点２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



8,067

決算額 0 0 1,705 5,219 6,924

0.2 0.0当初予算額 0 0 1,907 6,160

計画額 0 9,4567,7500 1,706

決算額 0

計画額

決算額

3,420

0.0当初予算額 0 80,000 35,411 1,404

0 0

116,815 0.6

128,619

1,706 7,750 9,456

0 93,900 33,604 1,115

0.0

0

105,990

計画額

7,784

0 1,706 7,636 9,342

1,726 6,058

当初予算額 0 69,800 34,917 1,273

0 0

0.1

決算額

0.6

5,213

1,706 7,682

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室・マリンスポーツ
大会・水泳大会

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

H30

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室・マリンスポーツ
大会・水泳大会を実施。
教室参加者は水辺のレクリエーションを通して活動するととも
に、危険な場所の確認やセルフレスキューの行動が取れるよ
うに講習会を行った。

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。
各種教室指導者拡充、プール監視員
の確保が年々厳しくなっている。

H29

○カヌー教室・マリンスポーツ大会
○B＆G海洋センター水泳プール改修工事
・建築改修工事、設備工事、浄化槽新設工事
・改修工事施工監理
・浄化槽新設工事実施設計
・備品整備

プール建築改修工事とカヌー教室の
実施ならびにマリンスポーツ大会へ
の参加。

―

0 6,824

0 1,706 7,636

30,818

0.4

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 海洋センター管理費

令和元年6月18日

目

保健体育費

35

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室・マリンスポーツ
大会・水泳大会

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

事
業
概
要

9,342

当初予算額 0

計画額

計画額

9,388

0 0 1,793

37,6420

当初予算額 0
H27

|
H30

カヌーや水泳等の海洋性スポーツレクリエーションを通じて、
青少年の健全育成と幼児から高齢者までの健康づくりの拠点
としての施設整備や維持管理、また更なる事業規模の拡大振
興を図る。

次世代を担う子供たちの健やかな心
や体の育成及び地域の健康の増進、
さらに四国ブロックマリンスポーツ大
会等をとおして向上心や競争心の養
成、相互の親睦・交流を図り様々なよ
り広い視野をもってもらうこと。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―149,800 73,941 16,473 240,214

93,900 38,828 15,812 148,540

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

例年参加していただいている指導者について、高齢化に伴い教室の開催が厳しくなっている状
態である。新たな指導者の確保と現在の教室内容の引継ぎが必要。
また、6月からのプール開館に際し監視員の確保が例年難しい。毎年来ていただいている方も
いるが、高齢化が進み次年度も勤務される保証が無い。人員の確保の厳しい状態が続いてお
り、業者委託や開館時間の短縮等検討の必要がある。

　豊かな自然環境の中で、マリンスポーツの体験や、プールでの水泳教室の実施など施設の存
在意義は非常に高い。
　各種教室については、参加者の増減はあるもののマリンスポーツの推進や健康増進を図るた
め、続けていくべきだと考えている。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値 0

3

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

17余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

0 実績値 0 実績値

4 点

0 計画値

14,421

0 計画値 0

0

二次評価（所属長）

評価点合計

点

5 点

点4

19

評価点

点
点

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数

回

実績値

20,000 計画値

実績値 21,104

20,000 計画値 20,000 計画値

19,558 実績値 17,337 実績値

計画値 0
施設利用者の事故発生数 施設利用者の事故発生数

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

20,000

実績値

18 実績値 18 実績値 6

計画値 計画値 計画値

24

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
教室開催数 水泳、アクアフィットネス、カヌーなど各種教室開催延

回数
回

活
動
指
標

計画値 18

実績値実績値

24

H28 H29 H30単位 H27

18 計画値 6計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



39,808

決算額 0 0 535 39,546 40,081

0.7 0.2当初予算額 0 0 552 39,256

計画額 0 46,16645,6300 536

決算額 0

計画額

決算額

44,086

0.1当初予算額 0 0 578 41,411

0 0

41,989 0.4

42,407

536 45,630 46,166

0 0 613 41,794

0.0

0

40,127

計画額

46,099

0 536 44,801 45,337

474 45,625

当初予算額 0 0 470 39,657

0 0

0.0

決算額

0.5

44,610

536 44,801

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 総合運動公園管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

・テニスコート照明灯塗装・テニスコート人工芝部分張替・芝生
広場トイレ改修工事・汚水処理施設修繕・野球場バックスク
リーン塗装・コテージ塗装及びエアコン設置・パターゴルフ塗
装・防球ネット修繕・駐車場区画線修繕　等

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

H30

テニスコート人工芝部分張替・伐採及び剪定・照明修繕・コ
テージ塗装及びエアコン設置・ゲートボール場駐車場修繕・野
球場塗装修繕　等

指定管理者と連携し、適正な施設管
理を行い施設利用者の活動の場を確
保した。修繕を必要とする施設が数
多くあることから、指定管理者と連携
を密にし適切な修繕を継続して行う。

H29

・テニスコート人工芝部分張替・伐採及び剪定・防球ネット修
繕・照明修繕・貯水槽清掃・コテージ塗装及びエアコン設置・消
防設備修繕・スポーツトラクタ購入　等

指定管理者と連携し、適正な施設管
理を行い施設利用者の活動の場を確
保した。今後も連携を密にし長寿命化
による経費削減と状況に応じた修繕
を継続して行う。

―

0 2,144

0 536 44,801

180,862

0.3

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 総合運動公園管理費

令和元年6月11日

目

保健体育費

42

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

・テニスコート人工芝部分張替・高圧受電設備修繕・運動広場
バックネット塗装・雨水処理施設修繕・防球ネット修繕・照明修
繕・コテージ塗装及びエアコン設置・駐車場区画線修繕・多目
的広場芝補植　等

指定管理者と連携し、適正な施設管
理を行い施設利用者の活動の場を確
保した。今後も連携を密にし長寿命化
による経費削減と状況に応じた修繕
を継続して行う。

事
業
概
要

45,337

当初予算額 0

計画額

計画額

45,337

0 0 524

183,0060

当初予算額 0
H27

|
H30

効率的な施設運営のため、市内３箇所にある総合運動公園を
指定管理者制度を導入し、サービスの向上生涯スポーツの普
及・振興を図る。また、スポーツ活動及び憩いの場として安全
快適な施設の提供と適正な管理運営に努める。

市民の健康と体力つくりや各種イベン
ト等スポーツ活動だけでなく、地域間
交流や校外活動の場としての役割を
担う施設であり、適正な管理運営を
行うことで健康で活力のある人・街づ
くりを目的としている。

決算額 0

事業費（千円）

③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 2,136 165,125 167,261

0 2,146 171,051 173,197

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

継続して維持管理、修繕を行っているが、施設の老朽化に伴い修繕等を必要とする箇所は数多
くある。
市民がより満足できる施設を維持するため、長期的な視点で計画的な更新や統廃合・長寿命化
等を検討する。
特に、２０２１年以降の一部の水銀灯が製造禁止となることから、照明設備のLED化について
は、多額の費用が見込まれる改修ではあるが検討が必要。

　指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の修繕を行う。な
お、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。また、住民に交流と憩いの場を
提供し、健康で活力ある街づくりに努める。
　しかしながら、人口減少や施設の老朽化が進む中、施設維持に係る管理経費や施設利用の
在り方など課題が生じていることから、長期的な視点で計画的な更新や統廃合・長寿命化等を
行い、財政負担の軽減や公共施設の最適な配置の検討が必要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値 0

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

0 実績値 0 実績値

4 点

0 計画値

102,691

0 計画値 0

0

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

20

評価点

点
点

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数

回

実績値 75

130,000 計画値

実績値 104,147

130,000 計画値 130,000 計画値

121,161 実績値 113,990 実績値

計画値 0
公園利用者の事故発生数 公園利用者の事故発生数

人
計画値

運動広場の清掃活動回数 施設管理のための除草や清掃等の活動回数

回
計画値

実績値

計画値

実績値

130,000

実績値

13 実績値 13 実績値 13

67 計画値 67

89

67計画値 67 計画値

13

67 実績値 74 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
総合運動公園施設の日常
点検回数

指定管理者による遊具の点検を含む施設の日常点検
回数

回
活
動
指
標

計画値 13

実績値実績値

13

H28 H29 H30単位 H27

13 計画値 13計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



48,134

決算額 330,900 39,373 902 371,175

0.8 0.0当初予算額 0 38,200 8,674 1,260

計画額 0 39,400 52,800

0.4 0.0当初予算額 0 488,700 54,300 38 543,038

19,808 0 197,108

54,300 38 543,038

H29

○社会体育施設整備工事の着手
　・建築工事実施設計(繰越）
　・建築工事、電気設備工事、機械設備工事
　・建築工事施工監理
　・外構工事実施設計

社会体育施設の整備に伴う工事なら
び外構工事の実施設計を実施し、翌
年度の工事工程について関係課との
協議を行った。

計画額 0 488,700

決算額 0 177,300

0.2当初予算額 0 0 0 0 0

367 41 3,208

0 0

決算額 0 2,800

0.3

18,770 0 18,770

511,000 59,548 943 571,491

― ―

0 0 0 0

614,608

526,900 62,974 1,298 591,172

528,100 73,070 13,438

0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

0 13,400

H30

○外構工事等の着手 繰越していた志度東体育館建築工
事、電気設備工事、機械設備工事と
外構工事を実施した。

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

当初予算額 0

0

H28

○社会体育施設整備に向けた各種取組 社会体育施設の整備に向け、実施設
計に着手するとともに、各種関係機関
と協議を実施した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

市民スポーツの活動拠点となる社会体育施設を建設する。 学校再編計画に基づき廃止された学
校開放施設に代わる新たな施設を集
約して社会体育施設を整備すること
により、市民スポーツの活動拠点なら
びに避難所としての機能を確保する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

体育施設管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営 目 08

基本施策 24

款 50 教育費

(24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35 保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 社会体育施設整備事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月19日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



余地はない

点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

20 点4 点
余地がある ⇒

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

必要性低い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

理
由

志度東体育館に係る全ての工事等が完了した。

点 ／25点

志度東体育館に係る全ての工事等が完了した。

必要がある ⇒ 必要はない

4

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4 点
⇒

4 点

4

必要性高い

点 4 点

0 実績値 0

実績値

0 計画値 1 計画値 0

実績値 1

計画値 計画値

実績値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

社会体育施設整備数 社会体育施設の整備数

施設
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

実績値 0

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 0

2

実施設計の策定件数 建築及び外構工事に係る実施設計の策定件数

件
計画値 0

実績値 0 実績値 0 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



9,040

決算額 0 0 78 8,070 8,148

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 9,040

計画額 0 2,8722,8720 0

決算額 0

計画額

決算額

1,909

0.0当初予算額 567 0 9 5,656

0 0

6,232 0.1

5,735

0 2,872 2,872

486 0 9 5,240

0.0

0

15,295

計画額

2,549

0 9 2,816 2,825

10 2,539

当初予算額 6,000 0 6,009 3,286

0 0

0.0

決算額

0.1

12,868

0 2,816

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化財保護事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活
用を図ると同時に指定文化財候補についても現状調査を継続
して行った。また、香川県立文書館との共催事業である古文書
講座も継続開催した。

これまでの取組をさらに検討しながら
より効果的な方法を検討したい。

H30

・文化財保護審議会の開催し
・指定文化財候補の現状調査
・古文書整理

本市の文化財を保護するために、文
化財調査を行い、文化財指定を行っ
た。

H29

・文化財保護審議会の開催
・指定文化財候補の現状調査
・古文書講座開催

本市の文化財を保護するために、文
化財調査を行い、また世界遺産登録
を目指した取り組みの一環として、昨
年実施した遍路道の調査成果をまと
めた。

―

0 9

0 9 2,816

11,376

0.2

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活
用を図ると同時に指定文化財候補についても現状調査を継続
して行う。また、香川県立文書館との共催事業である古文書講
座も継続して開催する。

本市の文化財を保護するために、文
化財調査を行い、また世界遺産登録
を目指した取り組みの一環として遍路
道の調査も行った。

事
業
概
要

2,825

当初予算額 0

計画額

計画額

2,816

5,148 0 5,811

11,3850

当初予算額 6,567
H27

|
H30

市内にある指定文化財を中心とした保護・活用を図るための
事業

市内に所在する文化財を調査し、保
護していくための必要な措置を講じて
いく事業である。

決算額 5,634

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 6,027 20,798 33,392

0 5,908 17,758 29,300

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市内に所在する文化財の現状を継続的に調査すると共に、適切な保存方法についても検討し、
適切な保存を実施していく必要がある。

　貴重な文化財を適切に保護するために状況調査を行い、各文化財の適切な保護措置を検討
していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

21余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

103

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

文化財数 指定文化財の件数

実績値

105 計画値

実績値 105

106 計画値 107 計画値

103 実績値 103 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

108

実績値

3 実績値 2 実績値 3

計画値 計画値 計画値

3

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
調査件数 調査、保護した文化財数

件
活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

3

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,167

決算額 0 0 0 432 432

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 4,167

計画額 74 2,1402,0660 0

決算額 74

計画額

決算額

2,795

0.0当初予算額 84 0 0 1,939

74 0

2,023 0.1

1,818

0 2,066 2,140

84 0 0 1,734

0.0

0

8,959

計画額

2,066

0 0 2,026 2,100

3 1,989

当初予算額 84 0 6,050 2,825

0 0

0.0

決算額

0.1

8,919

0 2,026

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化財保全事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行
い、史跡の環境整備を行うとともに、雨滝城跡の案内板の改
修、志度寺縁起絵図修復に伴う事業者への負担金。

地域住民と連携した取組を検討して
取り組んだ。

H30

大串石切場跡をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行
い、史跡の環境整備を行う。

文化財保護協会員と連携しながら取
り組んだ。

H29

大串石切場跡をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行
い、史跡の環境整備を行う。

文化財保護協会員と連携しながら取
り組んだ。

―

0 0

0 0 2,026

8,184

0.2

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

74

H28

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行
い、史跡の環境整備を行う。

地域住民と連携しながら取り組んだ。

事
業
概
要

2,100

当初予算額 74

計画額

計画額

2,026

84 0 6,040

8,406222

当初予算額 242
H27

|
H30

指定文化財を後世に伝えるために適切な補修や環境整備を
図るための事業。

指定文化財をはじめ市内の貴重な文
化遺産の具体的な保護措置を行うた
めの事業。

決算額 242

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 6,050 10,957 17,249

0 6,043 6,950 13,235

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

史跡等を適切に管理し、本市の歴史遺産としての有効活用に努めていくことで、地域資源の掘
り起こしに繋がり、本市の歴史的特性を活かすことができる。

　史跡や天然記念物等の指定文化財の補修や環境保全を継続して行っていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

5

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

現地見学会等の件数 史跡等を分かりやすく伝える為の見学会等の件数

実績値

10 計画値

実績値 3

10 計画値 15 計画値

5 実績値 5 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

20

実績値

20 実績値 18 実績値 15

計画値 計画値 計画値

12

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
補修、環境整備の文化財
数

補修、環境整備を行った文化財数

件
活
動
指
標

計画値 20

実績値実績値

15

H28 H29 H30単位 H27

20 計画値 20計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

決算額 0

計画額

決算額

916

0.0当初予算額 0 0 0 929

0 0

929 0.1

828

0 914 914

0 0 0 828

0.0

0

4,179

計画額

895

0 0 896 896

0 895

当初予算額 0 0 3,262 917

0 0

0.0

決算額

0.1

916

0 896

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 富田茶臼山古墳管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状
保護に努めた。

津田古墳群を含めた総合的な観点か
ら今後のあり方を検討する必要があ
る。

H30

※平成30年度より、史跡等管理事業に統合

H29

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状
保護に努める。

富田茶臼山古墳の適切な管理に向
けた取り組みを行い、小学生の郷土
歴史学習として活用した。

―

0 0

0 0 896

2,706

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状
保護に努める。

富田茶臼山古墳の適切な管理に向
けた取り組みを行っている。

事
業
概
要

896

当初予算額 0

計画額

計画額

896

0 0 0

2,7060

当初予算額 0
H27

|
H30

富田茶臼山古墳をはじめ通池公園も含めた施設の維持管理。 国指定史跡である「富田茶臼山古
墳」を適切な状態で管理し、本市の歴
史財産として有効活用するための事
業。

決算額 0

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 3,262 2,742 6,004

0 0 2,639 2,639

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

点

計画値

300

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

点

点

評価点

点
点

成
果
指
標

活用数 小学生等の現地見学資料としての活用数

実績値

500 計画値

実績値 ―

500 計画値 500 計画値

400 実績値 430 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

―

実績値

5 実績値 5 実績値 5

計画値 計画値 計画値

―

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
現状の保護管理 草刈等を行い史跡の現状保護に努めた活動数

回
活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

―

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



2,376

決算額 663 0 0 1,633 2,296

0.1 0.0当初予算額 663 0 0 1,713

計画額 0 1,0021,0020 0

決算額 0

計画額

決算額

1,215

0.0当初予算額 0 0 0 2,268

0 0

2,268 0.2

2,251

0 1,002 1,002

0 0 0 2,251

0.0

0

1,307

計画額

967

0 0 982 982

0 967

当初予算額 0 0 0 1,307

0 0

0.0

決算額

0.2

1,215

0 982

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 旧恵利家住宅管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、
光熱水費、修繕費等の維持管理に必要な経費。

歴史民俗資料館と一体的な活用をさ
らに検討してく必要がある。

H30

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、
光熱水費、修繕費等の維持管理に必要な経費。

歴史民俗資料館見学者にも旧恵利
家住宅を説明し、活用の機会を設け
るように努めた。一部屋根と壁面の
補修を行った。

H29

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、
光熱水費、修繕費等の維持管理に必要な経費。

歴史民俗資料館見学者にも旧恵利
家住宅を説明し、活用の機会を設け
るように努めた。

―

0 0

0 0 982

3,968

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、
光熱水費、修繕費等の維持管理に必要な経費。

県下最古の農家住宅で国指定の建
造物を、本市の貴重な財産として有
効活用した。

事
業
概
要

982

当初予算額 0

計画額

計画額

982

0 0 0

3,9680

当初予算額 663
H27

|
H30

国指定文化財である旧恵利家住宅の管理・公開によって、見
学者が市の歴史に触れる場を確保し、より深く先人が歩んだ
歴史についての理解を深める場を提供する。

県下最古の農家住宅で国指定の建
造物である旧恵利家住宅の適切な状
態で管理し、本市の歴史財産として
有効活用するための事業。

決算額 663

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 6,270 6,933

0 0 6,066 6,729

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

県内最古の農家住宅を適切に管理していくことで、本市の歴史的特性を活かすことに繋がるも
のである。

　適切な管理を行うとともに、国指定であり、県下最古の農家住宅である旧恵利家住宅を市内
外に周知し、当時の生活の様子を分かりやすく伝えていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

6,249

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

観覧者数 旧恵利家住宅来館人数

実績値

5,000 計画値

実績値 4,905

5,000 計画値 5,000 計画値

6,353 実績値 7,190 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

5,000

実績値

30 実績値 30 実績値 30

計画値 計画値 計画値

30

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
現状の保護管理 草刈等をはじめ、重要文化財の現状保護に努めた活

動数
回

活
動
指
標

計画値 30

実績値実績値

30

H28 H29 H30単位 H27

30 計画値 30計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



5,088

決算額 0 0 0 4,987 4,987

0.1 0.0当初予算額 32 0 0 5,056

計画額 0 3,7513,7510 0

決算額 0

計画額

決算額

5,832

0.0当初予算額 0 0 0 4,938

0 0

4,938 0.1

4,872

0 4,677 4,677

0 0 0 4,872

0.0

0

5,055

計画額

3,537

0 0 3,677 3,677

0 3,537

当初予算額 0 0 0 5,055

0 0

1.0

決算額

0.1

5,832

0 5,677

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化財施設管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物
の細川家住宅の最小限の維持管理を行った。

遍路文化を市民によりわかりやすく伝
えるための方法等について検討する
必要がある。

H30

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物
の細川家住宅の最小限の維持管理業務。

お遍路文化を分かりやすく伝える拠
点施設として適切な管理に努めた。

H29

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物
の細川家住宅の最小限の維持管理業務と防災施設修繕。

お遍路文化を分かりやすく伝える拠
点施設として適切な管理に努めた。

―

0 0

0 0 3,677

17,782

0.3

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物
の細川家住宅の最小限の維持管理と共に市指定建造物であ
る納屋の屋根修理業務。

遍路文化を市民に分かりやすく伝え
るための展示と、お遍路文化と同時
代の国指定建造物の有効活用に努
めた。

事
業
概
要

3,677

当初予算額 0

計画額

計画額

5,677

0 0 0

17,7820

当初予算額 32
H27

|
H30

四国遍路文化資料の貴重な歴史的資料に見学者が触れるこ
とを目的に保管・展示を行い、市の歴史について理解を深める
ための場を確保するとともに、全国に向けて四国遍路の情報
発信を行う。また、遍路道沿いにある国指定文化財である細
川家住宅の屋根修理を行い、貴重な歴史資料を保護する。

四国唯一のお遍路資料館と国指定建
造物である細川家住宅を適切な状態
で管理し、本市の歴史財産として有
効活用するための事業。

決算額 0

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 18,726 18,758

0 0 19,228 19,228

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

四国四県が取り組んでいる四国八十八箇所と遍路道の拠点施設として、重要である事から、今
後も適切な管理が必要である。

　国指定建造物となっている細川家住宅の適切な管理を行う。へんろ資料館には館長を配置し
て、四国遍路の文化を伝えていく。
　また、市内外に周知を行い学習教材だけでなく、市の文化財産として有効活用できるように、
適切な管理を行い文化財保護意識の高揚に努める。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値 9,716

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

13,627 実績値 12,273 実績値

4 点

15,000 計画値

841

15,000 計画値 15,000

10,400

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

20

評価点

点
点

成
果
指
標

細川家住宅入場者数 細川家住宅の入場者数

人

実績値

1,500 計画値

実績値 1,051

1,500 計画値 1,500 計画値

1,476 実績値 1,002 実績値

計画値 15,000
へんろ資料館入場者数 へんろ資料館の入場者数

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

1,500

実績値

15 実績値 18 実績値 20

計画値 計画値 計画値

20

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
現状の保護管理 資料の整備や重要文化財の現状保護に努めた活動

数
回

活
動
指
標

計画値 20

実績値実績値

30

H28 H29 H30単位 H27

30 計画値 30計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



9,400

決算額 6,220 0 1,555 458 8,233

0.1 0.0当初予算額 7,520 0 1,880 0

計画額 3,290 3,29000 0

決算額 3,585

計画額

決算額

0

0.0当初予算額 2,144 0 6,480 537

2,314 0

9,161 0.1

8,393

0 586 2,900

1,525 0 6,479 389

0.0

0

0

計画額

4,653

0 930 0 4,647

930 138

当初予算額 0 0 0 0

5,320 0

0.0

決算額

0.1

0

0 1,330

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 史跡等購入事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を
行った。

関係機関と連絡をとりながら、円滑に
事業を進めることが必要である。

H30

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を
行う。

国史跡である富田茶臼山古墳を有効
活用するために、関係機関と協議し
て適切な措置を講じた。

H29

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を
行う。

国史跡である富田茶臼山古墳を有効
活用するために、関係機関と協議し
て適切な措置を講じた。

―

0 930

0 930 0

1,916

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,717

H28

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を
行う。

国史跡である津田古墳群及び富田茶
臼山古墳を有効活用するための事
業。

事
業
概
要

4,647

当初予算額 3,717

計画額

計画額

6,650

0 0 0

17,48714,641

当初予算額 13,381
H27

|
H30

津田古墳群指定範囲の公有地買上げ事業。 国史跡である津田古墳群を有効活用
するために公有地として買い上げる
事業。

決算額 11,330

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 9,290 537 23,208

0 8,964 985 21,279

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

史跡を適切に管理するためにも、地権者の了解を得ながら公有地化に取り組む必要がある。 史跡を適切に管理するために、地権者の了解を得ながら公有地化に取り組んでいく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

1

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

購入した用地件数 史跡指定された古墳に関係する用地件数

実績値

1 計画値

実績値 2

1 計画値 1 計画値

1 実績値 0 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

1

実績値

25 実績値 5 実績値 5

計画値 計画値 計画値

5

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
関係機関との協議数 関係機関や地権者との協議、現地立会等

件
活
動
指
標

計画値 20

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,322

決算額 0 0 0 2,760 2,760

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 3,322

計画額 0 0 5,000

― ―当初予算額H29

計画額

決算額

―当初予算額

決算額

―

― ―

0 0 2,760 2,760

― ―

5,000

0 0 3,322 3,322

0 0 5,000

決算額

0 5,000

H30

国史跡である津田古墳群や富田茶臼山古墳を有効活用する
ための基本方針を定め、適切に管理する。

国史跡である津田古墳群や富田茶
臼山古墳を有効活用するために、史
跡指定記念行事を開催し、適切な管
理に努めた。

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

国史跡となった津田古墳群と富田茶臼山古墳を本市の歴史財
産として一体的に有効活用を図るための事業。

国史跡である津田古墳群や富田茶
臼山古墳を有効活用するための基本
方針を定め、適切に管理する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①文化財の保存と活用 目 15 文化財保護費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30 社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 史跡等管理事業 担当課 生涯学習課 記入日 令和元年6月19日

款 50 教育費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

津田古墳群、富田茶臼山古墳を中心とする史跡を適切に保護管理する事業で、活きた歴史教
材としての有効活用をはかる上でも適切な保全・管理が必要である。

津田古墳群及び四国一の規模をもつ富田茶臼山古墳を本市の歴史財産として、保存管理計画
の策定を行うとともに、引き続き適切に管理していく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

5 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点23

点 4 点

点 4

- 計画値 - 計画値 10

実績値 10

計画値 計画値

- 実績値 -

- 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

現状の保存管理 津田古墳群、富田茶臼山古墳の環境整備等現状確
認

回
計画値

実績値 - 実績値

実績値 実績値

実績値 0

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

- 計画値 - 計画値 2

-

協議回数 検討委員会等の協議回数

回
計画値 -

実績値 - 実績値 - 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

決算額 0

計画額

決算額

2,856

0.0当初予算額 0 0 0 3,055

0 0

3,055 0.1

1,834

0 5,000 5,000

0 0 0 1,834

0.0

0

5,398

計画額

957

0 0 304 304

0 957

当初予算額 0 0 0 5,398

0 0

0.0

決算額

0.1

2,884

0 1,924

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 津田古墳群保存整備事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

津田古墳群を有効活用するための基本方針を定めた、保存管
理計画の策定準備作業を行った。

津田古墳群の適切な保存管理をする
ための検討委員会を開催した。

H30

※平成30年度より、史跡等管理事業に統合

H29

保存管理計画に基づいて、津田古墳群の保全整備を実施す
る。

津田古墳群及び富田茶臼山古墳の
有効活用を行うために、現状調査を
行った。

―

0 0

0 0 304

7,228

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 文化財保護費目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

津田古墳群を有効活用するための基本方針を策定するため
に保存管理計画を作成する業務で、印刷製本費、現地調査費
を行い、保存管理計画書を刊行する。

津田古墳群及び富田茶臼山古墳の
適切な保存管理をするための事業。

事
業
概
要

304

当初予算額 0

計画額

計画額

1,924

0 0 28

7,2280

当初予算額 0
H27

|
H30

国史跡となった津田古墳群を本市の歴史財産として有効活用
を図るための事業。

国史跡である津田古墳群を、本市の
歴史財産の核として有効活用するた
めの事業。

決算額 0

事業費（千円）

①文化財の保存と活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 8,757 8,757

0 28 5,647 5,675

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

点

計画値

10

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

点

点

評価点

点
点

成
果
指
標

現状の保存管理 津田古墳群の環境整備等現状確認

実績値

10 計画値

実績値 ―

10 計画値 10 計画値

8 実績値 10 実績値

計画値

回
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

―

実績値

1 実績値 1 実績値 0

計画値 計画値 計画値

―

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
協議回数 検討委員会等の協議回数

回
活
動
指
標

計画値 2

実績値実績値

―

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 さぬき市史編さん事業 担当課 秘書広報課

25

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

10

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(25) 歴史・文化の伝承 項 05

一般会計

令和1年6月20日記入日

事業費（千円）

文書広報費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

各旧町史が編さんされた後の各町の歴史の空白を埋めるため
旧町史の続編にあたる「補遺」を編さんする。

担当職員数(人）

主要施策 ② ②地域の歴史と伝統文化の伝承

35,033

―

旧町史が編さんされてから30年近く
経過し、その間について記録したもの
もなく、さぬき市の歴史の空白部分と
なっている。その間のさぬき市の歴史
を後世に残すことを目的とする事業で
ある。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 0 78,558 78,558

0 0 35,033

0 0 50,113 50,113

委託業者から送られてくる原稿の校正作業を進めていき、不
足資料の収集、市の現役・OB職員等への聞取り作業等を行
い、原稿の精度を高めていった。編さん委員会でも、刊行物に
ついての最終的な意見交換を行った。
なお、この事業は、刊行物が完成したため、３０年度で終了す
る。

昨年度からの体制の強化もあり、そ
れぞれの役割に応じて、作業が分担
でき、効率化を図ることができた。

0 0

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

平成26年度に引き続き、原稿執筆の基になる旧町の関係資料
を収集し、刊行に向けて原稿の作成及び編さん委員会での協
議確認を行った。

H29

2年度事業年度を延長し、平成30年度末での完成を目指し、不
足する資料の収集及び複写作業を進めていく。また委託業者
から5町の初校原稿が順次送られてくる予定であり、事務局で
目次構成の修正、原稿の校正作業、各委員との意見交換を進
めていく。

事務局を手狭であった本庁舎から余
裕のあった寒川支所に移したことで、
効率的に作業を行うことができた。ま
た、体制も嘱託職員を新たに任用す
るなど強化した。

計画額

H28

平成27年度から1年度繰越をし、平成28年度での完了を目指
して年表に関する委員との意見交換や原稿の目次構成案に
ついて検討作成を行っていったが、不十分な体制により旧町
の関係資料の収集及び複写作業に多くの時間を費やすことに
なった。

不足している資料の収集及び複写作
業を重点的に行っていったが、その
量が膨大であり、事務局の体制強化
が必要であった。そのため、年度途
中であったが、体制を強化した。

決算額

0.3 2.0

35,033

決算額 0

35,033原稿執筆を業者委託しているが、そ
の原稿の基になる行政資料の収集
は事務局が行わなければならず、当
初は事務局長1名体制で進めていた
が、臨時職員1名を追加採用し、2名
体制で資料の収集作業を行った。

0 00

0 0 3,949 3,949

0 0 35,033 35,033

2.0当初予算額 0 0 0 5,141

0 0

5,141

計画額

1.4

9,818

0 0 0

0 0 0 9,818

3.0当初予算額 0 0 0 9,751

0 0

9,751

計画額

決算額

1.0

7,934

0 0 0

0 0 0 7,934

0

1.0 3.0当初予算額 0 0 0 28,633

計画額 0 0

28,633

決算額 0 0 0 28,412 28,412

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 -

H28 H29 H30単位 H27

3 計画値 -2

計画値計画値

成
果
指
標

原稿執筆の進捗度 原稿がどのくらい仕上がっているか。
【補足：原稿を執筆するには基になる資料の収集を行
い、執筆を進めていくが、平成27、28年度はその資料
収集が中心であった】

実績値

活
動
指
標

実績値 3実績値 1 実績値 2 実績値 1

計画値

計画値 計画値

計画値

計画値
市史編さん委員会の開催 市史編さんの具体的な方針等について協議する委員

会を設置、開催をする。
回

実績値

％
実績値 100

100 計画値 - 計画値

実績値

実績値

-

70

実績値 実績値

計画値計画値

30 実績値 50

100 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 実績値

計画値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

3点

5

この事業は、さぬき市史編纂事業の完成により、３０年度で終了する。

5

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 実績値

なっていない ⇒ なっている

55

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

3 点 3

21

点

優先度高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
5 点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

３０年度をもって、今回の事業である旧町史続編の編さんが完了したが、今後は、さぬき市合併
以降の記述に加え、旧町史で記述されていた通史部分（古代～近代）を新たな調査等によって
分かった情報を基に編さんする「さぬき市史」に向けて、検討を行っていく必要がある。

5 点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 



17,108

決算額 450 0 0 16,333 16,783

0.1 0.0当初予算額 1,100 0 0 16,008

計画額 0 12,20112,2010 0

決算額 0

計画額

決算額

12,614

0.0当初予算額 1,200 0 0 14,278

0 0

15,478 0.1

14,884

0 12,201 12,201

996 0 0 13,888

0.0

0

14,048

計画額

11,448

0 0 11,667 11,667

0 11,448

当初予算額 1,200 0 0 12,848

0 0

0.0

決算額

0.1

12,874

0 11,967

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 発掘調査事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査、市
内に残されている石造物の現状を確認するための確認調査を
行った。

調査の成果を市民に周知する場を多
くもつことも必要である。

H30

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、
市内に残されている石造物の現状を確認するための確認調査
費。

公共事業や民間開発から埋蔵文化
財を保護すると共に、市内に所在す
る石造物の現状を確認した。

H29

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、
市内に残されている石造物の現状を確認するための確認調査
費。

公共事業や民間開発から埋蔵文化
財を保護すると共に、市内に所在す
る石造物の現状を確認した。

―

0 0

0 0 11,667

48,036

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ② 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、
市内に残されている石造物の現状を確認するための確認調査
費。

公共事業や民間開発から埋蔵文化
財を保護すると共に、市内に所在す
る石造物の現状を確認した。

事
業
概
要

11,667

当初予算額 0

計画額

計画額

11,967

260 0 0

48,0360

当初予算額 3,500
H27

|
H30

公共事業をはじめとする開発計画に円滑に対応すると共に、
市内に残されている石造物の現状を確認するための事業。

公共事業や民間開発に迅速に対応
するための事前調査や、石造物等市
内の遺跡について調査するための事
業。

決算額 1,706

事業費（千円）

②地域の歴史と伝統文化の伝承

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 54,801 58,301

0 0 54,283 55,989

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市内の埋蔵文化財の状況を適切に把握し、開発内容との協議調整を適切に行い、遺跡の保護
と開発の円滑な調整を行うために必要である。

　本市の歴史を調査し、価値ある遺跡や遺物を地域の宝として保護・保存していくために必要な
事業であり、公共事業や民間開発から遺跡の保存や資料整理を継続して行っていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

1

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

遺跡数 保護措置が図れた遺跡等

実績値

5 計画値

実績値 3

5 計画値 5 計画値

4 実績値 1 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

5

実績値

4 実績値 1 実績値 1

計画値 計画値 計画値

3

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
調査件数 開発等に伴い、調査が必要となった遺跡等

件
活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



880

決算額 0 0 0 880 880

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 880

計画額 0 8988980 0

決算額 0

計画額

決算額

1,081

0.0当初予算額 0 0 0 880

0 0

880 0.1

880

0 898 898

0 0 0 880

0.0

0

1,180

計画額

880

0 0 880 880

0 880

当初予算額 0 0 0 1,180

0 0

0.0

決算額

0.1

1,081

0 880

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化財保護団体支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化
財「南川太鼓」保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」
保存会、「筒野虎獅子」保存会へ保存継承のための活動補助
金を交付した。

今後の保存と活動にあたり、地域住
民の減少や高齢化が懸念されること
から、後継者を確実に養成していくこ
とが必要である。

H30

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化
財「南川太鼓」保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」
保存会、「筒野虎獅子」保存会への保存継承活動のための助
成業務。

後継者を確実に養成していために、
クラブ活動等の体験する場の提供が
必要である。

H29

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化
財「南川太鼓」保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」
保存会、「筒野虎獅子」保存会への保存継承活動のための助
成業務。

後継者を確実に養成していために、
クラブ活動等の体験する場の提供が
必要である。

―

0 0

0 0 880

3,556

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ② 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化
財「南川太鼓」保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」
保存会、「筒野虎獅子」保存会への保存継承活動のための助
成業務。

無形文化財の保存継承のための助
成業務であり、後継者を確実に養成
していくことが必要である。

事
業
概
要

880

当初予算額 0

計画額

計画額

880

0 0 0

3,5560

当初予算額 0
H27

|
H30

文化財保護関係団体の保護継承活動を活発化することによ
り、文化財保護意識及び市民への普及活動を効果的に行う。

本市の民俗芸能を後世に伝え後継者
を育成するための事業である。

決算額 0

事業費（千円）

②地域の歴史と伝統文化の伝承

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 3,820 3,820

0 0 3,721 3,721

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市内の小・中学と連携して、後継者を養成していくことが、本市の伝統文化を後世に継承するこ
とに繋がる。

　本市の民俗芸能を後世に分かりやすく伝え残す為にも、後継者養成に取り組む。
　指定文化財については、市として保存する責務があり、市内の貴重な文化財の調査・研究を
行う文化財保護協会の役割は大きい。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

4

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

20

評価点

点
点

成
果
指
標

後継者継承活動 後継者を継承するための活動

実績値

4 計画値

実績値 4

5 計画値 5 計画値

4 実績値 5 実績値

計画値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

5

実績値

4 実績値 5 実績値 4

計画値 計画値 計画値

4

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
協議件数 助成事務や後継者継承活動に向けた協議件数

件
活
動
指
標

計画値 4

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



2,228

決算額 0 0 0 2,228 2,228

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 2,228

計画額 0 2,2002,2000 0

決算額 0

計画額

決算額

2,200

0.0当初予算額 0 0 0 2,231

0 0

2,231 0.1

2,231

0 2,200 2,200

0 0 0 2,231

0.0

0

2,200

計画額

2,200

0 0 2,200 2,200

0 2,200

当初予算額 0 0 0 2,200

0 0

0.0

決算額

0.1

2,200

0 2,200

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市民文化祭助成事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会
に助成金を交付した。

27年度は、例年どおり5つの文化祭を
開催した。28年度についても、引き続
き各団体に協力し、文化振興を図っ
ていく。

H30

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会
に助成金を交付する。

30年度は、例年どおり5つの文化祭を
開催した。30年度についても、引き続
き各団体に協力し、文化振興を図っ
ていく。

H29

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会
に助成金を交付する。

29年度は、例年どおり5つの文化祭を
開催した。29年度についても、引き続
き各団体に協力し、文化振興を図っ
ていく。

―

0 0

0 0 2,200

8,800

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 文化振興費

令和元年6月19日

目

社会教育費

40

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会
に助成金を交付する。

28年度は、例年どおり5つの文化祭を
開催した。29年度についても、引き続
き各団体に協力し、文化振興を図っ
ていく。

事
業
概
要

2,200

当初予算額 0

計画額

計画額

2,200

0 0 0

8,8000

当初予算額 0
H27

|
H30

旧５町ごとに市民文化祭を実施、発表の場所や機会を提供し
市の文化振興を図る。

市民文化祭を助成することにより、市
の文化振興を図る。

決算額 0

事業費（千円）

③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 8,859 8,859

0 0 8,859 8,859

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　旧５町ごとに市民文化祭を実施し、芸術文化活動を行っている市民、児童生徒に対し、発表の
場所と機械を提供し市の文化振興を図るため必要である。

　文化祭実行委員会に助成金を交付し、旧５町ごとに市民文化祭を実施する。芸術文化活動を
行っている市民、児童生徒に対し、発表の場所と機会を提供し市の文化振興を図る。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

226

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

20

評価点

点
点

成
果
指
標

市民文化祭参加団体数 市民文化祭参加団体数

実績値

200 計画値

実績値 272

200 計画値 200 計画値

226 実績値 281 実績値

計画値

団体
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

200

実績値

5 実績値 5 実績値 5

計画値 計画値 計画値

5

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
市民文化祭開催箇所数 市民文化祭開催箇所数

か所
活
動
指
標

計画値 5

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0

決算額 0 0 0 0 0

0.0 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 1,2221,2220 0

決算額 1,000

計画額

決算額

1,018

0.0当初予算額 1,200 0 0 1,200

0 0

2,400 0.1

2,368

0 1,222 1,222

1,000 0 0 1,368

0.0

0

2,400

計画額

2,315

0 0 1,198 2,396

0 1,315

当初予算額 1,200 0 0 1,200

0 0

0.0

決算額

0.1

2,018

0 1,198

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公開活用事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の
歴史財産として有効活用を図るための台帳整備を進めるとと
もに、発掘成果を示す講演会を開催した。

一人でも多くの市民に興味を持っても
らう為の周知活動を今後も検討する
必要がある。

H30

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の
歴史財産として有効活用を図るために遺物台帳を作成する業
務。
※令和元年度より、史跡等管理事業に統合

平成30年度は未実施

H29

・過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の
歴史財産として有効活用を図るために遺物台帳を作成する業
務。
・遺跡見学会

・本市の歴史を具体的に伝えるため
に、本市で出土した土器を復元して
展示すると共に、出土した現地の見
学会を開催した。

―

0 0

0 0 1,198

4,840

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 文化財保護費

令和元年6月19日

目

社会教育費

15

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,198

H28

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の
歴史財産として有効活用を図るために遺物台帳を作成する業
務。

過去の発掘調査で未整理となってい
る遺物を再整理し、本市の歴史財産
として有効活用に努めている。

事
業
概
要

2,396

当初予算額 1,198

計画額

計画額

1,198

1,000 0 0

6,0381,198

当初予算額 3,598
H27

|
H30

過去の発掘調査で出土した土器等を再整理し、市内の歴史を
物語る貴重な歴史資料を有効活用するための事業。

過去に実施された文化財調査で未整
理となっている土器や遺物再整理し、
本市の歴史財産として有効活用する
ための事業。

決算額 3,000

事業費（千円）

③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 3,598 7,196

0 0 3,701 6,701

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市内の歴史財産として有効活用を図ること、及び史跡を適切に保護管理する必要があることか
ら史跡等管理事業に統合する。

一人でも多くの市民の方に関心を持ってもらう活動を今後も継続して取組む必要があることから
史跡等管理事業に統合し、引き続き事業を継続していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

21余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

200

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点3

19

評価点

点
点

成
果
指
標

参加者数 講演会への市民参加者数

実績値

200 計画値

実績値 0

300 計画値 300 計画値

150 実績値 250 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

300

実績値

1 実績値 1 実績値 1

計画値 計画値 計画値

0

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
開催回数 講演会等の開催回数

回
活
動
指
標

計画値 1

実績値実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 



4,306

決算額 0 0 273 3,808 4,081

0.4 2.0当初予算額 0 0 279 4,027

計画額 0 3,8813,6020 279

決算額 0

計画額

決算額

3,628

2.0当初予算額 0 0 279 3,750

0 0

4,029 0.4

3,962

279 3,602 3,881

0 0 244 3,718

2.0

0

4,066

計画額

3,491

0 279 3,532 3,811

302 3,189

当初予算額 0 0 279 3,787

0 0

2.0

決算額

0.4

3,894

279 3,532

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文化資料展示館管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

管理人２名で館の維持管理と運営を行った。 施設の老朽化が進み、補修の必要な
個所がある。

H30

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。 施設の老朽化が進み、補修の必要な
個所がある。

H29

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。 施設の老朽化が進み、補修の必要な
個所がある。

―

0 1,116

0 279 3,532

14,268

0.2

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 文化振興費

令和元年6月19日

目

社会教育費

40

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。 施設の老朽化が進み、補修の必要な
個所がある。

事
業
概
要

3,811

当初予算額 0

計画額

計画額

3,811

0 0 266

15,3840

当初予算額 0
H27

|
H30

発表の機会と場の提供することにより、芸術文化とのふれあい
を深め、人生にゆとり潤いを実感できる芸術活動の拠点として
の役割りを担う施設として維持管理と運営を行う。

発表の機会と場の提供することによ
り、芸術文化とのふれあいを深め、芸
術文化の拠点となる施設にする。

決算額 0

事業費（千円）

③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 1,116 15,096 16,212

0 1,085 14,343 15,428

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　当館は芸術活動を行っている市民にとって、作品を発表する貴重な場であり、観覧する市民
の文化意識の向上に寄与している。

　当館は芸術活動を行っている市民にとって、作品を発表する貴重な場であり、観覧する市民
の文化意識の向上に寄与していることから、適切な維持管理を行っていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

20余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

14,655

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

20

評価点

点
点

成
果
指
標

文化資料展示館観覧者数 文化資料展示館観覧者数

実績値

14,000 計画値

実績値 13,496

14,000 計画値 14,100 計画値

16,518 実績値 14,815 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

14,100

実績値

36 実績値 38 実績値 37

計画値 計画値 計画値

33

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
文化資料展示館貸館数 文化資料展示館貸館数

回
活
動
指
標

計画値 35

実績値実績値

35

H28 H29 H30単位 H27

35 計画値 35計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0

決算額 0 0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 1,86700 1,867

決算額 0

計画額

決算額

0

0.0当初予算額 0 0 0 0

0 0

0 0.1

0

1,867 0 1,867

0 0 0 0

0.0

0

0

計画額

4,086

0 1,831 0 1,831

1,650 2,436

当初予算額 0 0 0 0

0 0

0.0

決算額

0.1

1,643

1,831 0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度音楽ホール施設整備事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

志度音楽ホールは開館２８年が経ち、施設内の設備に不具合
が生じていることから、修繕計画に沿って整備を実施した。

施設の雨漏り修繕工事を行った。

H30

音楽ホールの維持管理をする。 芸術活動の発表や鑑賞を通して、市
民が芸術文化とのふれあいを深めら
れる拠点となる施設にする。

H29

音楽ホールの維持管理をする。 芸術活動の発表や鑑賞を通して、市
民が芸術文化とのふれあいを深めら
れる拠点となる施設にする。

―

0 7,396

0 1,831 0

0

0.1

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ③ 文化振興費

令和元年6月19日

目

社会教育費

40

基本施策 25 (25) 歴史・文化の伝承 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

音楽ホールの維持管理をする。 施設のトイレ改修工事を行った。
現年分　０
Ｈ２７繰越分　１，６４３

事
業
概
要

1,831

当初予算額 0

計画額

計画額

1,831

1,643 0 0

7,3960

当初予算額 0
H27

|
H30

発表の機会と場の提供をすることより、芸術文化とのふれあい
を深め、人生にゆとりと潤いを実感できる芸術活動の拠点とし
ての役割を担う施設として維持管理を行う。

芸術活動の発表や鑑賞を通して、市
民が芸術文化とのふれあいを深めら
れる拠点となる施設にする。

決算額 1,643

事業費（千円）

③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 1,831 0 1,831

0 1,650 2,436 5,729

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　市の芸術文化活動の拠点であり、ホールで行われる芸術をとして、市民が人生にゆとりと潤い
を実感できる施設である。

　市の芸術文化活動の拠点であり、ホールで行われる芸術をとおして、市民が人生にゆとり潤
いを実感できる施設である。
　市内唯一の音楽ホールとして活用されており、適切な維持管理を行うことでホールとしての機
能及び利用者の安全を確保する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

4

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

19余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

4 点

計画値

28,701

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

4 点

点4

19

評価点

点
点

成
果
指
標

総入場者数 音楽ホール入場者数

実績値 322

28,000 計画値

実績値 26,762

28,000 計画値 28,000 計画値

29,346 実績値 37,989 実績値

計画値

人
計画値

貸館業務件数 貸館件数

件
計画値

実績値

計画値

実績値

28,000

実績値

1 実績値 1 実績値 1

350 計画値 350

404

350計画値 350 計画値

1

329 実績値 368 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
工事種別数 施設の工事件数

工事
活
動
指
標

計画値 1

実績値実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

0 計画値 1計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,084

決算額 0 0 0 3,052 3,052

0.0 0.8当初予算額 0 0 0 3,084

計画額 0 2,4822,4820 0

決算額 0

計画額

決算額

2,771

1.2当初予算額 0 0 0 2,986

0 0

2,986 0.0

2,927

0 2,478 2,478

0 0 0 2,927

1.0

0

2,822

計画額

2,424

0 0 2,464 2,464

0 2,424

当初予算額 0 0 0 2,822

0 0

0.8

決算額

0.0

2,771

0 2,468

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 少年育成センター運営事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事
業内容等について協議を行う。10月には上半期事業について
書面にて中間報告を行う。

育成センターの事業内容等について
協議を行い、単なる事業報告ではなく
事業を実施した結果を詳細に報告

H30

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事
業内容等について協議を行う。10月には上半期事業について
書面にて中間報告を行う。

育成センターの事業内容等について
協議を行い、事業を実施した結果を
詳細に報告する。また、関係機関との
連携・状況に応じた対応が必要であ
ることから、今年度も連携を密にして
いくことに重点をおき事業を進める。

H29

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事
業内容等について協議を行う。10月には上半期事業について
書面にて中間報告を行う。

育成センターの事業内容等について協議
を行い、２７年度以降より事業実施報告を
詳細に報告している。また、関係機関との
連携・状況に応じた対応が必要であること
から、３０年度も連携をきちんとしていくこ
とに重きをおき、事業を進める。

―

0 0

0 0 2,464

9,892

0.0

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月5日

目

社会教育費

05

基本施策 26 (26) 青少年の健全育成 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事
業内容等について協議を行う。10月には上半期事業について
書面にて中間報告を行う。

育成センターの事業内容等について
協議を行い、単なる事業報告ではなく
事業を実施した結果を詳細に報告、
運営委員より「一年間の成果が良く分
かった。」との意見があった。今後も
上記の方針で行う。

事
業
概
要

2,464

当初予算額 0

計画額

計画額

2,468

0 0 0

9,8920

当初予算額 0
H27

|
H30

育成センターの設置目的に基づき、育成センターの業務に関
する基本的な事項を協議し決定する事業である。

育成センターの事業内容等について
協議を行い、単なる事業報告ではなく
事業を実施した結果を詳細に報告

決算額 0

事業費（千円）

①青少年健全育成活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 11,356 11,356

0 0 11,174 11,174

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

運営委員の意見を聞き、連携・協力・情報の共有をしながら、青少年健全育成のために良い方
向を示した事業としたい。

　青少年を取り巻く社会環境は一段と複雑になり、人間関係もより希薄になってきており、モラル
の喪失や規範意識の低下が見られる。そのような状況を改善するためにも、子どもたちに対す
る地域の大人の関わりと支援が今後ますます必要となることから、運営委員会等での協議は必
要である。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

3

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

21余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

5 点

計画値

13

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

5 点

点3

20

評価点

点
点

成
果
指
標

運営委員会出席人数 運営委員会の出席者人数

実績値

30 計画値

実績値 14

30 計画値 30 計画値

21 実績値 22 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

30

実績値

2 実績値 2 実績値 2

計画値 計画値 計画値

2

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
運営委員会開催回数 運営委員会の開催回数

※運営委員会（２回）・中間報告（１０：上半期事業分）
回

活
動
指
標

計画値 2

実績値実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,167

決算額 0 0 0 3,047 3,047

0.0 1.2当初予算額 0 0 0 3,167

計画額 0 2,5742,5740 0

決算額 0

計画額

決算額

2,581

1.2当初予算額 0 0 0 2,594

0 0

2,594 0.0

2,540

0 2,570 2,570

0 0 0 2,540

1.6

0

2,504

計画額

4,555

0 0 2,560 2,560

0 4,555

当初予算額 0 0 0 2,504

0 0

1.2

決算額

0.0

2,700

0 2,564

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 補導事業 担当課 生涯学習課 記入日

H27

具
体
的
取
組

問題行動が見られる少年の低年齢化が言われるなか、日々
の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努め、問
題行動少年を早期に発見、学校関係機関と適切な連携を図
り、問題行動の立ち直り支援を行った。また、「子どもＳＯＳ」の
設置場所を維持することで、関係機関や団体・地域との連携
のもと不審者から子どもを守ることを徹底した。

日々の街頭補導や巡回、「子ども
SOS」設置場所の検討・維持により、
関係機関や団体地域と連携を図りつ
つ不審者から子どもを守ることができ
た。

H30

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努
め、問題行動少年を早期に発見、学校関係機関と適切な連携
を図り、問題行動の立ち直り支援をする。また、「子どもＳＯＳ」
の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域との
連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

日々の街頭補導や地域のイベント等
の補導巡回はもとより、小・中・高校
生への交通ルールのマナーについて
の指導や声掛けに努める。

H29

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努
め、問題行動少年を早期に発見、学校関係機関と適切な連携
を図り、問題行動の立ち直り支援をする。また、「子どもＳＯＳ」
の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域との
連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

不審者情報や青少年の非行防止及
び健全育成のために、学校の先生方
に青色パトロール講習を実施、また、
学校に青色パトロール車を貸出し、見
せる防犯活動に努める。

―

0 0

0 0 2,560

10,268

0.0

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

担当職員数(人）

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月5日

目

社会教育費

05

基本施策 26 (26) 青少年の健全育成 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H28

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努
め、問題行動少年を早期に発見、学校関係機関と適切な連携
を図り、問題行動の立ち直り支援をする。また、「子どもＳＯＳ」
の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域との
連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

本年度はポケモンGOが全国的に流
行し、子ども達の動向が気になった
が、トラブル的な情報はなかった。関
係機関と連携をとり店舗等へのチラ
シ配布や巡回を行った。今後も継続し
て街頭補導を充実していきたい。

事
業
概
要

2,560

当初予算額 0

計画額

計画額

2,564

0 0 119

10,2680

当初予算額 0
H27

|
H30

学校等関係機関、団体との連携により、地域ぐるみの青少年
の健全育成を積極的に推進する。

低年齢化による問題行動が多くなっ
ている。日々の街頭補導や巡回及び
地域の祭り等の巡回を実施し、問題
行動少年を早期に発見、学校及び関
係機関と適切な連携を図っている。

決算額 0

事業費（千円）

①青少年健全育成活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

―0 0 10,825 10,825

0 119 12,723 12,842

財源内訳
事業費計



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

子ども達が、ＳＮＳ等ネットでの犯罪被害・トラブル・不審者等に遭わないように、安全な生活を
するためには、他関係機関と連携を取り、相互に連携して対応する。

　青少年を取り巻く社会環境は一段と複雑になり、人間関係もより希薄になり、モラルの喪失や
規範意識の低下が見られる。そのような状況を改善するためにも、子どもたちに対する地域の
大人の関わりと支援が今後ますます必要であり、現状を維持しつつ、他関係機関ともタイアップ
した補導活動を行っていく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

4

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

⇒
点

点

点

点 ／25点
必要がある

実績値

5

評価点合計 評価点

必要性低い

優先度高い

24余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

優先度低い

⇒ なっている

実績値 実績値

5 点

計画値

252

計画値

二次評価（所属長）

評価点合計

点

5 点

点4

22

評価点

点
点

成
果
指
標

補導活動人数 声かけ（補導活動）の実施は、非行に走る子どもの抑
止に繋がってきた。今後も、声かけ（補導活動）を継続
することで非行に走る子どもの減少に繋げる。

実績値

1,000 計画値

実績値 294

1,000 計画値 1,000 計画値

301 実績値 240 実績値

計画値

人
計画値

計画値

実績値

計画値

実績値

1,000

実績値

356 実績値 294 実績値 343

計画値 計画値 計画値

293

実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
補導実施回数 通常・特別補導の実施回数

回
活
動
指
標

計画値 470

実績値実績値

470

H28 H29 H30単位 H27

470 計画値 470計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



285

0.0 1.1当初予算額 50

決算額 57 0 0 228

0 0 235

計画額 50 2862360 0

285

57 0 0 213

0.7

0

計画額

決算額

0.0 1.1当初予算額 65 0 0 217

50 0

282

65

当初予算額 50

決算額

0.0

0.0

0 0 203

262

0 230

270

0 236 286

0 0 230 280

280

0 0 197

0 0 238 288

230

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 広報啓発・推進事業 担当課 生涯学習課 記入日

地方債 その他 一般財源

主要施策 ① 社会教育総務費

令和元年6月5日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

社会教育費

05

基本施策 26 (26) 青少年の健全育成 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

H30

広報さぬきに育成センターだよりを４・５・８・１０・１２・３月の６
回掲載。小・中・高生による「子どもの一日補導員」を実施。ま
た、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓
発。市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、
優秀標語をカレンダーとして作成。市内全児童・生徒や公民館
等公共施設に配布して広報活動を行う。

市民の青少年健全育成に対する意
識の高揚に努め、「子ども一日補導
員」を実施し、万引き防止キャンペー
ンやＳＮＳ・ネットトラブルを未然に防
止するためにチラシ等を配布、啓発を
行う。

H29

広報さぬきに育成センターだよりを４・５・８・１０・１２・３月の６
回掲載。小・中・高生による「子どもの一日補導員」を実施。ま
た、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓
発。市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、
優秀標語をカレンダーとして作成。市内全児童・生徒や公民館
等公共施設に配布して広報活動を行う。

0.4

0

当初予算額

H27
|

H30

市民の青少年健全育成に対する意識の高揚に努め、理解と
協力を求める事業である。
・小・中学生、高校生による「子どもの一日補導員」を実施し、
啓発活動を行う。
・「家族みんなで考える青少年健全育成標語」優秀標語入りカ
レンダーを作成・配布し、広報活動を行う。

市民の青少年健全育成に対する意
識の高揚に努め、理解と協力を求め
る事業である。小・中・高校生による
「子ども一日補導員」を実施。市内
小・中学生を対象に青少年健全育成
標語を募集した。

決算額

計画額

H28

広報さぬきに育成センターだよりを４・５・８・１０・１２・３月の６
回掲載。小・中・高生による「子どもの一日補導員」を実施。ま
た、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓
発。市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、
優秀標語をカレンダーとして作成。市内全児童・生徒や公民館
等公共施設に配布して広報活動を行う。

マスコットキャラクター「いくちゃん」を
作成し、小・高校生による「万引き防
止キャンペーン活動」時に、地域住民
に呼びかけた。参加した生徒達も活
動による意識も高まった。小・中学生
による健全育成標語も募集した。

事
業
概
要

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

H27

具
体
的
取
組

広報さぬきに育成センターだよりを毎月掲載。小・中・高生によ
る「子どもの一日補導員」を実施した。また、市内巡回して広報
車から青少年健全育成を呼びかけ、啓発に努めた。このほ
か、市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、
優秀標語をカレンダーとして作成、市内全児童・生徒や公民館
等公共施設に配布して広報活動を行った。

事業費（千円）

①青少年健全育成活動の推進

0 0 841 1,085

財源内訳
事業費計

担当職員数(人）

920

200

215

244

1,132

―

0 932

1,135

0

―0 0

「子ども一日補導員」万引き防止キャン
ペーン及び薬物乱用防止活動を保護司会
第３部会とタイアップして実施、児童生徒と
共に、市民及び子ども達に「万引きは犯
罪」・「防ごう薬物乱用」ということを認識し
てもらう事を目的とし、市民や児童生徒自
らが自覚できるような事業としたい。

268

280

計画額

決算額 65

小・中・高校生による「子ども一日補
導員」を実施したほか、市内小・中学
生を対象に青少年健全育成標語を募
集した。「健全育成標語」はスマホ・
LINEでの応募も目立った。

050

50当初予算額

計画額

50



　青少年を取り巻く社会環境は一段と複雑になり、人間関係もより希薄になり、モラルの喪失や
規範意識の低下が見られる。そのような状況を改善するためにも、広く市民に青少年健全育成
について考える機会を与えることは大変重要であり、今後も継続して関係機関ともタイアップした
広報啓発を行っていく。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

青少年健全育成の広報啓発活動を、個々の事業だけでするのではなく、いろいろな機関とタイ
アップして実施。

点 ／25点
必要がある

実績値 339

評価点合計 評価点 評価点合計

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4点

5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

3 点 3

23

400 計画値 400 計画値

363

二次評価（所属長）

評価点

点
点21

点

点

点

優先度高い

5

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5
余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点
⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4
優先度低い ⇒

余地はない

⇒ なっているなっていない

点

400 計画値

実績値 1 実績値

実績値 375 実績値

必要性低い

成
果
指
標

児童・生徒による一日補
導参加者数

小・中学生による一日補導は、大人が呼びかけるより
効果的である。

点

実績値 1

11 計画値

実績値 35

20 計画値 20 計画値

14 実績値 19 実績値

1 実績値

345 実績値

400
家族みんなで考える「青少
年健全育成標語」応募点
数

各地区文化祭で入賞作品を展示することにより、市民
への啓発活動に努める。

人
計画値

家族みんなで考える「青少
年健全育成標語」募集回
数

家族で考えるというところに重点を置いて、児童・生徒
に募集した回数。

回
計画値

実績値

計画値

20

19

3 実績値 5 実績値 3

1 計画値 1

1

1計画値 1 計画値

3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
児童・生徒による一日補
導実施回数

児童・生徒が積極的実践的な啓発活動を行った回
数。

回
活
動
指
標

計画値 3

実績値実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.00.420

22

0.6 0.0

0.6 0.0

0.4 0.014,481

14,322

21,065

14,136

13,877

64,048

19,745

民間保育所の一部が情報発信者とし
て登録し、事業の充実が図れた。

サーバーの更新を行い、仮想化によ
り物理サーバーの台数を減らした結
果、保守費用も圧縮が図れた。 46,297

47,390

0

0

0

00

0

当初予算額

決算額

メール開封確認システムの運用を開
始した。
東部養護学校が新たに情報発信者と
して登録となった。

0

0 0 35

0

0

0

0

0

計画額

00

14,116

13,855

0

14,287

21,050

安全安心コミュニティシステムの維持管理に関する事業であ
る。

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る
設備や端末の管理を行う。

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る
設備や端末の管理を行う。

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る
設備や端末の管理を行った。
信頼性確保のためサーバーの更新を行った。

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る
設備や端末の管理を行った。

事業費（千円）

15,202

42,503

63,574

15,805

15,805

20

20

15,785

15計画額

当初予算額

決算額

同報系防災行政無線更新に伴い、
メール、告知放送、屋外放送の一体
的発信が可能となった。 10

市民へ電子メールや音声告知放送な
ど複数の手段で情報提供を行うこと
を目的としたもの。情報発信者を増や
すことで、関連するコミュニティ参加者
を増やし、全体の加入数を増加させ
る。

61,649

事業費計

107,449

107,996

99,118

財源内訳

65

46,347

47,494

99,053

一般財源

59,9550

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

②

26

Ⅳ

②健全な社会環境づくり

(26) 青少年の健全育成

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

地域情報課 記入日 令和1年6月18日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

担当課

70

05

10

01 一般会計

目

項

款

会計

15,785

19,730

14,471

H27
|

H30

事
業
概
要

15,155

42,488

17,277

16,658

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

総務費

コミュニティ放送管理費

総務管理費

安全安心コミュニティ事業

事業目的 / 改善内容事業内容

具
体
的
取
組

H30

0

0

0

0

0

0

0

15

47

15

0

0



計画値

実績値

実績値

計画値

1,600

1,477

計画値

実績値

18,500

実績値

計画値

実績値

H30

計画値

実績値

計画値

1,550

1,825

一次評価（担当者）

20 点

チェック項目（１～５点で評価）

人

4 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

⇒

18,400

19,140

計画値

19,496

20 点

実績値

計画値

実績値

計画値

H29

18,000

18,408

計画値

実績値

1,500

1,490

計画値

実績値

評
価

計画値

点3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

活
動
指
標

実績値実績値

情報発信数

安全安心コミュニティ情報
取得者数

5

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

メール登録者数及び音声告知端末設置台数の合計

Ｗｅｂカメラや潮位計等観測機器の老朽化及び設置位置については、関係機関等と協議し、更
新等が必要なものについては実施する。

3 点

5 点

二次評価（所属長）

／25点

方
向
性

理
由

Ｗｅｂカメラや潮位計などの観測機器が古くなってなっており、設置場所の見直しを含め更新が
必要となっている。

市役所及び各コミュニティからの情報発信数

指標名 H28H27

1,450

1,550

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回
計画値

計画値

実績値

18,600

19,482

3

点

点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

実績値

計画値

実績値

点

5 点

4 点

3 点

／25点

5
必要性高い

なっている

優先度高い

⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



5,691

0.0 1.9当初予算額 0

決算額 0 0 0 5,691

0 0 5,845

計画額 0 2,4082,4080 0

5,845

0 0 0 5,084

1.3

0

計画額

決算額

0.0 1.9
当初予算額 0 0 0 4,597

0 0

4,597

0

当初予算額 0

決算額

0.0

0.0

0 0 2,368

4,499

0 2,395

5,084

0 2,404 2,404

0 0 2,391 2,391

2,395

0 0 4,499

0 0 4,521 4,521

2,391

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育支援事業 担当課 生涯学習課 記入日

地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ 社会教育総務費

令和元年6月5日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

社会教育費

05

基本施策 26 (26) 青少年の健全育成 項 30

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

H30

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登
校できない児童・生徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、
通級生一人一人に応じた支援を実施。不登校やいじめ等青少
年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象にカ
ウンセリングを実施。来所や少年相談電話による少年相談を
実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

通級生について、午前中は学習に集
中し、午後からは体験活動を楽しみ
社会性を養うための活動を実施。通
級生や不登校生の情報については、
スクールソーシャルワーカーとのケー
ス会を持ち、学校・家庭・関係機関と

H29

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登
校できない児童・生徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、
通級生一人一人に応じた支援を実施。不登校やいじめ等青少
年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象にカ
ウンセリングを実施。来所や少年相談電話による少年相談を
実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

1.0

0

当初予算額

H27
|

H30

学校に登校する意思がありながら、様々な理由で登校できな
い子どもたち一人一人に対応した支援を行ったり、少年相談や
臨床心理士によるカウンセリングを実施し、不登校、非行やい
じめ等青少年の問題行動解消への援助を行う事業である。

学校に登校する意思がありながら、
様々な理由で登校できない子ども達
一人一人に対応したカウンセリング
実施した。まだまだ悩みを持つ子ども
や保護者の理解に努め信頼される相
談活動を推進。

決算額

計画額

H28

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登
校できない児童・生徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、
通級生一人一人に応じた支援を実施。不登校やいじめ等青少
年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象にカ
ウンセリングを実施。来所や少年相談電話による少年相談を
実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

通級生外にも活動の案内を広めたと
ころ、親の会やデイキャンプ等に参加
者が増え、不登校の解消につながる
手だてとなった。

事
業
概
要

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

H27

具
体
的
取
組

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登
校できない児童・生徒の学校復帰や社会的自立をめざし、通
級生に応じた支援を実施したほか、不登校やいじめ等青少年
の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象にカウン
セリングを行った。来所や少年相談電話による少年相談も実
施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行った。

事業費（千円）

③相談・支援活動の充実

0 0 17,642 17,642

財源内訳
事業費計

担当職員数(人）

17,354

0

0

0

9,598

―

0 9,598

17,354

0

―0 0

学校復帰に向け、一人一人の通級生に
あった個別指導や支援をした。また、学
校、学校教育課、スクールソーシャルワー
カーとのケース会を持ち、通級生や不登
校生の情報を共有し、より良い支援を行っ
た。今後も学校家庭・関係機関と連携をし
て、保護者や子ども達の不安の軽減に努
めたい。

2,368

2,391

計画額

決算額 0

学校に登校する意思がありながら、
様々な理由で登校できない子ども達
一人一人に対応したカウンセリング
実施した。今後も悩みを持つ子どもや
保護者の理解に努め、信頼される相
談活動を推進したい。

00

0当初予算額

計画額

0



　学校に登校する意思がありながら、登校できない児童生徒の学校復帰及び社会自立をめざ
し、通級生一人一人に応じた支援を実施しつつ学校連携や相談等の支援を行う必要がある。
　悩みを持つ子どもや保護者の理解に努め、信頼される相談活動を推進するため、カウンセリン
グや体験活動の参加にかかる啓発活動を行う。

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

通級生については、彼らの気持ちを尊重することを目的とし、自己表出の出来る居場所を提供
し、学校と連携しつつ、それぞれの支援が効果的に働くようにしていく。

点 ／25点
必要がある

実績値

評価点合計 評価点 評価点合計

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5点

5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

5 点 4

25

計画値 計画値

二次評価（所属長）

評価点

点
点22

点

点

点

優先度高い

5

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5
余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点
⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3
優先度低い ⇒

余地はない

⇒ なっているなっていない

点

計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

必要性低い

成
果
指
標

少年相談件数 子どもに関する相談件数（面談・電話など）

実績値

400 計画値

実績値 66

400 計画値 400 計画値

328 実績値 102 実績値

実績値

実績値

件
計画値

計画値

実績値

計画値

400

74

180 実績値 318 実績値 215

計画値 計画値 計画値

275

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
学校等連携回数 通級児童・生徒の在籍校などと連携して対応した回数

回
活
動
指
標

計画値 200

実績値実績値

300

H28 H29 H30単位 H27

200 計画値 300計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



当初予算額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額

500

0 0 0 425

当初予算額 0 0 0 500

0 0計画額

当初予算額 0 ―

0 0 500

0.0500

―

0 0 425 425

決算額

0.1

425

0 500

※この事業は、国際交流事業（総務費）と統合するため、28年
度で終了する。

決算額

500

―0 0 500 500

―

決算額 0

当初予算額

計画額

計画額 0

項 30

事業費（千円）

社会教育総務費

H28

市民が国際文化への理解を深める機会を提供するとともに、
国際的な文化交流を支援するため、韓国との交流を実施した
団体に対して補助金を交付し、その活動を支援した。
【事業名】第3回日韓親善芸術祭（4月23日）
【交流先】韓国・大田広域市　伝統舞踊団体等29人
【観客等】450人（志度音楽ホール）

案内チラシの全戸配布やプログラム
の改善など、実施団体の活動を支援
したことで、第2回芸術祭に比べて参
加者が大幅に増加し、事業効果をよ
り高めることができた。

事
業
概
要

各種の国際交流事業費の補助を行う。 国際文化の理解に資する音楽、美
術、文学、芸能等の交流や日本文化
の紹介等により、異なる文化の違い
に触れ、幅広い視野や知識を養うこと
で人材育成を図ることを目的とした団
体への支援を行う事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

具
体
的
取
組

※平成28年度から室が設置されたため、事業実績なし。

H30

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①国際交流活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

社会教育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 国際交流事業 担当課
秘書広報課男女共同参
画・国際交流推進室

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日

款 50 教育費

基本施策 27 (27) 交流事業の推進



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点点

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

点

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値 実績値 実績値

実績値

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

― 計画値

実績値 ―

100 計画値 ― 計画値 ―

― 実績値 450 実績値 ―

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

国際交流事業の参加者数 国際交流事業の参加者数。

計画値

実績値

国際交流事業の実施回数 国際交流事業の実施回数。

回
計画値 計画値 ―

計画値 計画値計画値

実績値 ―― 実績値 1 実績値 ―

単位 H27

1 計画値 ―計画値―

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.1 0.0

500

0

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

0韓国大田広域市と本市の中学生等のホームステイや中学校
訪問等を通して、日韓親善交流を図る事業に対し補助を行う。

※この事業は、国際交流事業（総務費）と統合するため、28年
度で終了する。

韓国の中学生らによる本市でのホームステイや国際文化交流
等を支援するため、事業実施団体に対して補助金を交付し、
その活動を支援した。
【事業名】第7回日韓青少年交流事業（8月5日～7日、2泊3日）
【交流先】韓国・大田広域市　中学校2校、小学校3校
【受入】児童生徒10人、引率者2人

※平成28年度から室が設置されたため、事業実績なし。

ホームステイ交流を通して、異なる地
域の生活や文化の違いに触れ、幅広
い視野や知識を養うとともに、次代を
担う人材育成を目的とし実施する団
体への支援を行う事業である。

計画額

当初予算額

92

500

500

500

0

0

事業内容

担当課

10

05

50

01

秘書広報課男女共同参
画・国際交流推進室

事業目的 / 改善内容

記入日

― ―

事業費（千円）

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H27
|

H30

事
業
概
要

事業実施団体の活動を支援するとと
もに、補助金の適正な執行に努め
た。

決算額

計画額

決算額

H29

H30

決算額

0

0

500

500

92

00

0

0

0

その他地方債 一般財源
事業費計

一般会計

目

項

款

会計

教育費

事務局費

国県支出金

――

92

500

財源内訳

Ⅳ

①国際交流活動の推進

(27) 交流事業の推進

Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

教育総務費

中学生国際交流事業（日韓交流事業）

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

①

具
体
的
取
組

主要施策

基本施策

0

27

0

500

92

0

0



―実績値

―

―

H30

計画値

実績値

実績値

計画値20

20

計画値

実績値

計画値

―

実績値

計画値

実績値

―

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

方
向
性

理
由

なっている

優先度高い

／25点

点

計画値

実績値

計画値

―

計画値

H29

1

実績値

計画値

H28H27

活
動
指
標

成
果
指
標

今
後
の
方
向
性

実績値

計画値

実績値

評
価

交流参加者数 国際交流参加人数。

指標名

国際交流事業の実施回数

1

―

―

―

点

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

一次評価（担当者）

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点合計

計画値

実績値

必要性低い

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

計画値

計画値

実績値

評価点

⇒

計画値

実績値

人
―

点

／25点点

必要性高い

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回
計画値

国際交流事業の実施回数。

点

実績値

評価点評価点合計

点

計画値

―

―

点

点

⇒

必要はない必要がある

点
⇒

余地はない

なっていない

点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,277

決算額 0 0 0 112 112

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 1,277

計画額 0 0 500

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 594 594

0 145 145

0 500 500

H29

・国際交流事業（2回）　・グローバルセミナー（2回）　・ALT交流
事業（1回、教育総務課共催）　・職員研修（1回、秘書広報課共
催）

・多文化共生社会の実現を目指し、
「やさしい日本語」をテーマにした市
民・職員研修を初めて開催した。
・国際交流事業を継続開催し、市民と
外国人が交流する機会を提供した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 197 197

0 82 82

0 0

決算額 0 0

0.1

0 197 197

0.1 0.0

0 0 721 721

― ―

0 0 397 397

1,594

0 0 2,465 2,465

0 0 1,594

0 0 397

決算額 0 0 0 382 382

0 500

H30

・国際交流事業（2回）　・グローバルセミナー（1回）　・ALT交流
事業（1回）　・日本語ボランティア養成講座（1回 ： 延べ8回）

・国際交流事業を継続して開催する
一方、香川県国際交流協会と連携し
て「日本語ボランティア養成講座」を
開催するなど、外国人住民との相互
理解に関心のある市民の知識を高め
た。

H27

具
体
的
取
組

翻訳業務、アイゼンシュタット市政報告業務を委託し、国際姉
妹都市であるオーストリア国アイゼンシュタット市でのチャリ
ティーコンサートをさぬき市協賛で開催した（7月10日）。
各国際交流団体への支援を行った。

国際姉妹都市で、さぬき市協賛の
チャリティーコンサートを開催した。

計画額 0

当初予算額 0

397

H28

・国際交流事業（1回）　・グローバルセミナー（1回）　・ランチタ
イムコンサート（1回）　・国際交流企画事業（石田高校中国語
人形劇、1回）　等

・新たに国際交流事業を実施し、幅広
い年齢の市民と外国人との会話やふ
れあい、文化交流の機会を提供でき
た。　・フランス人講師によるセミナー
を開催し、異文化交流や多文化共生
の大切さを伝えた。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

各種の国際交流事業を推進する。 国際姉妹都市との交流を行うととも
に、各国際交流団体への支援をし、
国際交流の活性化を図る事業であ
る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①国際交流活動の推進 目 05 一般管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 27 (27) 交流事業の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 国際交流事業 担当課
秘書広報課男女共同参
画・国際交流推進室

記入日 令和1年6月25日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

さぬき市に暮らす外国人住民は増加傾向にあることから、国籍や性別などの違いにとらわれな
い市民意識の醸成や多文化共生への理解を促す取組を継続する。
なお、日本語学習者への支援活動の一環として、香川県国際交流協会（アイパル香川）と連携
した日本語ボランティア養成講座を開催したが、今後の事業方針は手探りの段階であり、政策
方針決定の参考とするためにも外国人住民の実態把握が必要である。

外国人住民施策を考慮するうえで、市内外国人住民の7割を占める技能実習生が不可欠の要
素となり得ることから、まずは、市内事業所に対し、外国人の受入状況などの把握を目的とする
実態調査を行い、今後の事業方針を決定し、国籍に関わりなく、誰もが暮らしやすい多文化共
生のまちづくりの実現を目指す取組を、関係機関と連携して行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20

点 4 点

点 4

60 計画値 60 計画値 60

実績値 321

計画値 計画値

290 実績値 230

30 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

参加者数 国際交流事業の参加者の延べ人数。

人
計画値

実績値 35 実績値

実績値 実績値

実績値 6

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

2 計画値 2 計画値 2

6

国際交流活動回数 国際交流団体等と協働による活動回数。

回
計画値 1

実績値 1 実績値 4 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 姉妹都市等児童交流事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 27 (27) 交流事業の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②国内友好都市等交流事業の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

項 05

事業費（千円）

事務局費

H28

平成28年度は、さぬき市交流団が剣淵町を訪問した。
・交流委員会を開催した。
・引率者打合せ会を訪問前に2回、訪問後に1回行うことによ
り、詳細な打合せや反省をすることができた。
・剣淵町での町内研修とホームステイを実施した。

  体験活動、移動等が班行動である
ため、班のメンバーや、引率者との交
流を深める機会を結団式で設けたこ
とにより、多くの場面でよい結果と
なった。

事
業
概
要

友好交流都市である剣淵町との交流を通じ、児童間、学校間
及び市町間の友好親善を深めるとともに、郷土の歴史や異な
る地域の生活や文化に対する理解を深める機会をつくる。
また、ホームステイや団体行動及び家族から離れた生活を通
じて社会生活上のルールを身に着ける。

児童間、学校間、市町間の交流を通
して、歴史や文化の違いを肌で感じる
体験をする。また、団体生活の中で
協調性や自立心を養い、さぬき市の
未来を担う児童の育成を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

1,500

具
体
的
取
組

平成27年度は、剣淵町交流団の受入れを行った。
・交流委員会と27年度からの新しい取組として保護者による実
行委員会を開催した。
・竹細工、流しそうめん、津田の松原での海水浴、女木島での
研修を実施した。

新たに保護者等で構成する実行委員
会を設け、当該実行委員会が主体的
に内容を企画し、運営を行った。

H30

平成30年度は、さぬき市交流団が剣淵町を訪問する。
・交流委員会を開催し、交流事業の概要について、協議する。
・引率者打合せ会を行い、事業の内容についてや往路・復路
の動き等について、詳細な打合せをする。
・剣淵町で道内研修、町内研修、ホームステイを実施する。

   往路・復路の班行動時に、班長を
置き、児童同士で集合確認や点呼を
行い、引率者に報告する体制とした。
剣淵町での研修時にも、多くの場面
でよい結果に結びついた。

H29

平成29年度は、剣淵町交流団の受入れを行う。
・27年度に引き続き、交流委員と保護者による実行委員会を
開催する。
・うどん作り、竹細工、津田の松原での海水浴、小豆島での研
修を実施する。

  交流委員や保護者で構成する実行
委員会を設け、事業の内容について
協議を行い、企画・運営を行った。実
行委員の県内研修への参加を検討
し、協議や企画した内容について、一
緒に体験できるようにしていきたい。

決算額 0

5,200

―0 0 8,300 8,300

0 1,500 0.2

0 0 1,500

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

1,500

―

0 0 5,200

0.02,000

0.0

0 0 6,899 6,899

0 0 1,009 1,009

0

決算額

0.3

1,943

0 1,100 1,100

0 0 0 1,943

当初予算額 0 0 0 2,000

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 0 2,200

0 0

2,200

計画額

決算額

0.3

1,515

0 1,500 1,500

0 0 0 1,515

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 2,600

計画額 0 1,100

2,600

決算額 0 0 0 2,432 2,432

1,1000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値1 計画値 1

計画値 計画値計画値

実績値 11 実績値 1 実績値 1
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

交流児童数 剣淵交流に参加した児童数。

計画値

実績値

交流団の派遣及び受入回
数

本市と剣淵町の交流団の派遣及び受入回数。

回
計画値

実績値

45 計画値

実績値 32

45 計画値 45 計画値 45

38 実績値 38 実績値 42

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点21

点

点

4 点

4

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

  平成4年度に小田小学校で取り組みを始め、合併後も市内小学校が徐々に参加するようにな
り、平成20年度からは、全小学校を対象とした交流事業となっている。
  隔年で受入と訪問を行っており、今年度は、訪問年であったため、さぬき市交流団が剣淵町を
訪問し、、児童間、学校間、市町間の友好・親善を深めると共に、異なる地域の生活や文化に対
する理解を深めることができた。
  また、団体行動を通して、社会生活上のマナーやルールを身に着けたり、協調性や自立心を
養うことに役立っている。
  家族を離れて、4泊5日を過ごしたことにより、家族の大切さや温かさを再確認するよい機会と
なった。5年生については、自分たちが交流中に体験した思いや感じたことを来年度の受入時に
活かせるように、児童の意識を高めていきたい。

　友好姉妹都市との交流により、児童間、学校間、市町間の友好・親善を深めると共に、異なる
地域の生活や文化に対する理解を深め、ホームステイや団体行動を通して社会生活上のマ
ナーやルールを身に付けることができる。
　本市においては、児童の交流事業として唯一継続しているものであり、児童にとって北海道と
いう全く違った地域との交流は貴重な事業であることから、今後も継続していく必要があると考
える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額

0.1

0 0 687 687

0 0

―

0 0 886

687 687

0 0 886 886

H27
|

H30

886

0.1

0 0 886

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

886

―0 0 886 886

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

H28

※H28年度より秘書広報課男女共同参画・国際交流推進室
（新設）に事業移管する。

事
業
概
要

平成25年度策定の「第2次さぬき市男女共同参画プラン」（平
成26年度～35年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協
議会の意見も聞きながら啓発活動等を実施する。【具体的な
内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団体によ
る自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポー
ターとの連携による取組等

性別に関わりなく責任を分かち合い、
個性と能力を十分に発揮することが
できる男女共同参画社会(＝自分らし
くともにいきいきと生きることができる
まち）の実現に向けた啓発活動等を
行う事業である。

H27

具
体
的
取
組

・男女共同参画推進協議会の開催（4回）・男女共同参画パネ
ル展（6月20日～28日）・市民サポーターセミナー（6月28日）・
市民企画事業（5団体）・女性が輝く地域づくり講演会（1月24
日）・第2次男女共同参画プラン進捗状況調査　等。※計画・予
算額は「あらゆる暴力の根絶関係」を含むものとし、決算額は
事業実施テーマにあわせて分離している。

・H28年度パネル展に向け、新たに小
学生の参加を促した。・市民企画事業
実施団体間の連携強化を目指して座
談会を開催した。

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 男女共同参画推進事業①（あらゆる暴力の根絶関係除く） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

① ①様々な分野における男女共同参画の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 28 (28) 男女共同参画の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値 ――

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

男女共同参画講演会又は
セミナーへの男性参加割
合

市が主催又は共催した男女共同参画講演会又はセミ
ナーの参加者アンケート等集計結果（無回答は除く）
による。
男性参加人数／参加人数　※小数点以下切り上げ

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

男女共同参画推進市民サ
ポーター数

男女共同参画推進市民サポーターに登録している人
数

％
計画値

男女共同参画推進市民サ
ポーター企画・運営事業
数

男女共同参画推進市民サポーターが企画し、運営す
るセミナー等の開催回数

―

15 計画値

実績値 ―

― 計画値 ― 計画値

―

15 実績値 ― 実績値 ―

実績値

実績値 11 実績値 ― 実績値

― 計画値 ― 計画値11 計画値

計画値 ― ―計画値 ―計画値

実績値 ― 実績値

―

―

実績値

計画値

実績値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
子どもを対象とした男女共
同参画を推進するための
啓発事業数

市が主催する、子どもを対象とした、男女共同参画の
意識を啓発するための事業数（例：講演会、セミナー、
男女共同参画パネル展）

回

活
動
指
標

実績値1 実績値 ― 実績値 ―

1

―実績値

―

H28 H29 H30単位 H27

― 計画値 ―計画値
回

計画値 1

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,407

決算額 0 0 0 2,780 2,780

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 3,407

計画額 0 0 880

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 3,304 3,304

0 2,762 2,762

0 880 880

H29

・男女共同参画推進協議会（4回）　・男女共同参画講演会（2
回）　・市民企画事業（5事業）　・男女共同参画パネル展（3回）
・男女共同参画セミナー（4回）　・市民サポーター出前講座（1
回）　・男女共同参画プラン（後期計画）意識調査　等
※計画・予算額は「あらゆる暴力の根絶関係」を含むものとし、
決算額は事業実施テーマにあわせて分離している。

・関係機関と連携し、女性活躍の推進
をテーマとした企業研修会を初めて
開催した。　・ワーク・ライフ・バランス
について考えてもらう学生向けセミ
ナーを開催するなど、若年層からの
意識啓発に取組んだ。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 886 886

0 597 597

0 0

決算額 0 0

0.1

0 880 880

0.1 0.1

0 0 6,826 6,826

― ―

0 0 886 886

3,526

0 0 8,483 8,483

0 0 3,526

0 0 886

決算額 0 0 0 687 687

0 880

H30

・男女共同参画推進協議会（6回）　・男女共同参画講演会（2
回）　・市民企画事業（5事業）　・男女共同参画パネル展（3回）
・男女共同参画セミナー（2回）　・市民サポーター出前講座（2
回）　・第2次さぬき市男女共同参画プラン（改訂版）策定　等
※計画・予算額は「あらゆる暴力の根絶関係」を含むものとし、
決算額は事業実施テーマにあわせて分離している。

・女性活躍の推進を明記した『第2次
さぬき市男女共同参画プラン（改訂
版）』を策定し、関係機関と連携しなが
ら市民と事業所への啓発活動を実施
した。

H27

具
体
的
取
組

・男女共同参画推進協議会（4回）　・女性が輝く地域づくり講演
会（県共催、1回）　・市民企画事業（5事業）　・男女共同参画パ
ネル展（1回）　・市民サポーターセミナー（1回）　・第2次男女共
同参画プラン進捗状況調査　等
※計画・予算額は「あらゆる暴力の根絶関係」を含むものとし、
決算額は事業実施テーマにあわせて分離している。

・H28年度パネル展に向け、新たに小
学生の参加を促した。　・市民企画事
業実施団体間の連携強化を目指して
座談会を開催した。

計画額 0

当初予算額 0

886

H28

・男女共同参画推進協議会（4回）　・男女共同参画講演会（1
回）　・市民企画事業（5事業）　・男女共同参画パネル展（3回）
・男女共同参画セミナー（2回）　・市民サポーター出前講座（2
回）　・第2次男女共同参画プラン進捗状況調査　等
※計画・予算額は「あらゆる暴力の根絶関係」を含むものとし、
決算額は事業実施テーマにあわせて分離している。

・男女共同参画市民サポーターを講
師とする出前講座を新たに実施した。
・県共催事業として男性の家事等の
参画を促す連続講座を市内で開催し
た。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

平成25年度策定の「第2次さぬき市男女共同参画プラン」（平
成26年度～35年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協
議会の意見も聞きながら啓発活動等を実施する。【具体的な
内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団体によ
る自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポー
ターとの連携による取組等

性別に関わりなく個性と能力を十分
に発揮することができる男女共同参
画社会(自分らしく、ともにいきいきと
生きることができるまち）の実現に向
けた啓発活動等を行う事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①様々な分野における男女共同参画の推進 目 30 企画費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 28 (28) 男女共同参画の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 男女共同参画推進事業①（あらゆる暴力の根絶関係除く） 担当課
秘書広報課男女共同参
画・国際交流推進室

記入日 令和1年6月25日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

男女共同参画社会の実現につながる意識啓発を推進するため、「関係機関との連携」を前年度
から継続してテーマに掲げ、子育て支援アプリを紹介するセミナーや高齢者学級との連携事業
などに取組んだ。
『第2次さぬき市男女共同参画プラン』の見直し過程では、審議委員や市民グループ、担当課か
ら共通の課題として「市民一人ひとりのの意識改革が必要」との意見が共通して提議されたこと
から、重点的に啓発すべき分野や具体的課題の抽出、効果的な啓発方法の検討などに継続し
て取組む必要がある。

男女共同参画推進協議会において、市民一人ひとりのの意識改革につながる取組についての
検討を継続して行うとともに、男女共同参画推進市民サポーターや関係機関と連携した取組を
通して、性別に関わりなく、一人ひとりの個性を尊重し、個人の能力を十分に発揮できる社会の
実現を目指す。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

15 実績値 1414 実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点20

点 4 点

点 4

31 計画値 32 計画値 33

実績値 28

13 計画値 15 計画値 17

29 実績値 29

30 計画値

活
動
指
標

男女共同参画推進市民サ
ポーター数

男女共同参画推進市民サポーターに登録している人
数

人
計画値 11 計画値

成
果
指
標

附属機関等の女性委員の
割合

附属機関等の委員の構成及び会議の公開に関する
指針の対象及び地方自治法第180条の5を設置根拠と
するものの女性委員の割合

％
計画値

実績値 28 実績値

実績値 11 実績値

5

実績値 2

男女共同参画推進市民サ
ポーター企画・運営事業
数

男女共同参画推進市民サポーターが企画し、運営す
るセミナー等の開催回数

回
計画値 1 計画値 計画値 3

実績値 1 実績値 5 実績値 6 実績値

22 計画値

2 計画値 2 計画値 2

2

子どもを対象とした男女共
同参画を推進するための
啓発事業数

市が主催する、子どもを対象とした、男女共同参画の
意識を啓発するための事業数（例：講演会、セミナー、
男女共同参画パネル展）

回
計画値 1

実績値 1 実績値 2 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

当初予算額

計画額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額

0.0

0 0 20 20

0 0

―

0 0 886

20 20

0 0 886 886

H27
|

H30

886

0.1

0 0 886

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

886

―0 0 886 886

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

H29

H28

※H28年度より秘書広報課男女共同参画・国際交流推進室
（新設）に事業移管する。

事
業
概
要

平成25年度策定の「第2次さぬき市男女共同参画プラン」（平
成26年度～35年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協
議会の意見も聞きながら、ＤＶ防止法に基づくあらゆる暴力の
根絶などをめざした啓発活動を実施する。なお、被害相談業
務等は、子育て支援課が所管。【具体的な内容】講演会やキャ
ンペーンの開催等

ＤＶ防止法に基づきくあらゆる暴力の
根絶をめざすための啓発活動等を行
う事業である。

H27

具
体
的
取
組

デートＤＶ防止啓発講演会（長尾中11/26・さぬき南中11/27・
志度中11/29　各1回。子育て支援課共催）
※計画・予算額は「さまざまな分野における男女共同参画の
推進関係」を含むものとし、決算額は事業実施テーマにあわせ
て分離している。

会場ごとに違う講師を招へいし、中学
生が理解しやすい講演会の進行方法
を研究した。

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 男女共同参画推進事業②（あらゆる暴力の根絶関係） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

② ②あらゆる暴力の根絶

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 28 (28) 男女共同参画の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

評価点合計

点

点

点

点 点

実績値 ――

点

点

点

点

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

⇒

必要性低い

優先度高い

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度低い

成
果
指
標

ＤＶ（デートＤＶ）被害相談
件数

子育て支援課が集計する相談のべ件数

％
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

ＤＶ被害について「どこ（だ
れ）に相談していいかわか
らなかった」とする市民の
割合

男女共同参画プラン策定時の市民アンケート結果より
※現状値：25.0％（H24年度調査）。次回調査：H29年
度予定

件
計画値

ＤＶなどの暴力に関する知
識向上活動数

女性に対する暴力をなくす運動（11月12日～25日）、Ｄ
Ｖ（デートＤＶ）相談窓口、各種ハラスメント（セクハラ・
マタハラ）に関する知識を増やすための広報回数（広
報紙での周知、キャンペーン活動等）

―

55 計画値

実績値 ―

― 計画値 ― 計画値

―

57 実績値 ― 実績値 ―

実績値

実績値 25 実績値 ― 実績値

― 計画値 ― 計画値20以下 計画値

計画値 ― ―計画値 ―計画値

実績値 ― 実績値

―

―

実績値

計画値

実績値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
ＤＶ（デートＤＶ）防止啓発
活動数

市主催又は市民企画事業で実施するＤＶ（デートＤＶ）
防止をテーマにした講演会又はセミナーの開催回数

回

活
動
指
標

実績値3 実績値 ― 実績値 ―

3

―実績値

―

H28 H29 H30単位 H27

― 計画値 ―計画値
回

計画値 3

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



3,407

決算額 0 0 0 10 10

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 3,407

計画額 0 0 880

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 3,304 3,304

0 1 1

0 880 880

H29

・デートDV防止啓発講演会等（長尾中学校、県立津田高校、
子育て支援課共催）　・啓発街頭キャンペーン　・啓発広報掲
載（2回）　・啓発パネル展示（3回）　等
※計画・予算額は「さまざまな分野における男女共同参画の
推進関係」を含むものとし、決算額は事業実施テーマにあわせ
て分離している。

・県立高校と連携してデートDV防止
啓発講演会を初めて開催するなど、
若年層からの意識啓発に取組んだ。
・男女共同参画パネル展でDV防止特
別展示を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 886 886

0 15 15

0 0

決算額 0 0

0.1

0 880 880

0.1 0.0

0 0 46 46

― ―

0 0 886 886

3,526

0 0 8,483 8,483

0 0 3,526

0 0 886

決算額 0 0 0 20 20

0 880

H30

・デートDV防止啓発講演会等（志度中学校、県立志度高校、
藤井学園寒川高校、子育て支援課共催）　・啓発広報掲載（2
回）　・啓発パネル展示（3回）　等
※計画・予算額は「さまざまな分野における男女共同参画の
推進関係」を含むものとし、決算額は事業実施テーマにあわせ
て分離している。

・中学校・高校と連携してデートDV防
止啓発講演会を継続して開催するな
ど、若年層からの意識啓発に取組ん
だ。

H27

具
体
的
取
組

デートＤＶ防止啓発講演会（長尾中、さぬき南中、志度中　計3
回、子育て支援課共催）
※計画・予算額は「さまざまな分野における男女共同参画の
推進関係」を含むものとし、決算額は事業実施テーマにあわせ
て分離している。

会場ごとに違う講師を招へいし、中学
生が理解しやすい講演会の進行方法
を研究した。

計画額 0

当初予算額 0

886

H28

・デートDV防止啓発講演会（さぬき南中、子育て支援課共催）
・市民企画事業（市マスコットキャラクターを活用したDV・児童
虐待防止啓発支援）　・DV防止啓発パネル展（1回）　等
※計画・予算額は「さまざまな分野における男女共同参画の
推進関係」を含むものとし、決算額は事業実施テーマにあわせ
て分離している。

・デートDV防止啓発講演会を継続実
施したほか、オレンジリボン・パープ
ルリボンに関する市民主体の啓発活
動を支援した。　・パネル展等で市マ
スコットキャラクターを活用したＤＶ防
止啓発を実施した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

平成25年度策定の「第2次さぬき市男女共同参画プラン」（平
成26年度～35年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協
議会の意見も聞きながら、ＤＶ防止法に基づくあらゆる暴力の
根絶などをめざした啓発活動を実施する。なお、被害相談業
務等は、子育て支援課が所管。【具体的な内容】講演会やキャ
ンペーンの開催等

ＤＶ防止法に基づきくあらゆる暴力の
根絶をめざすための啓発活動等を行
う事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ② ②あらゆる暴力の根絶 目 30 企画費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 28 (28) 男女共同参画の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 男女共同参画推進事業②（あらゆる暴力の根絶関係） 担当課
秘書広報課男女共同参
画・国際交流推進室

記入日 令和1年6月25日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

DV被害相談件数については、頻繁に相談を受けていた事案が解決に向かったことで、大幅に
減少した。
DV相談は問題解決に向けた入口に過ぎないことから、二次的被害防止や自立支援など関係機
関と連携した切れ目ない取組を継続する必要がある。

引き続き、若年層からの意識啓発や、相談窓口の周知の徹底、関係機関等との情報共有など
暴力を許さない意識づくりにつながる取組みを継続する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5
必要性低い ⇒

点

4 点
余地がある ⇒

点

3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

12 実績値 1225 実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点19

点 3 点

点 4

60 計画値 63 計画値 66

実績値 18

20以下 計画値 20以下 計画値 15以下

83 実績値 52

55 計画値

活
動
指
標

ＤＶ被害について「どこ（だ
れ）に相談していいかわか
らなかった」とする市民の
割合

男女共同参画プラン策定時の市民アンケート結果より
※現状値：25.0％（H24年度調査）。次回調査：H29年
度予定

％
計画値 20以下 計画値

成
果
指
標

ＤＶ（デートＤＶ）被害相談
件数

子育て支援課が集計する相談のべ件数

件
計画値

実績値 57 実績値

実績値 25 実績値

2

実績値 6

ＤＶなどの暴力に関する知
識向上活動数

女性に対する暴力をなくす運動（11月12日～25日）、Ｄ
Ｖ（デートＤＶ）相談窓口、各種ハラスメント（セクハラ・
マタハラ）に関する知識を増やすための広報回数（広
報紙での周知、キャンペーン活動等）

回
計画値 3 計画値 計画値 4

実績値 2 実績値 4 実績値 3 実績値

43 計画値

4 計画値 4 計画値 5

7

ＤＶ（デートＤＶ）防止啓発
活動数

DV（デートDV）を啓発するための活動総数
（講演会、セミナー、パネル展、キャンペーン、DV
（デートDV）防止をテーマにした市民企画事業）

回
計画値 3

実績値 4 実績値 7 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 82 0 0 6,925 7,007

8,200 8,600

306

9,8000 0

0.0当初予算額 425 0 0 7,196

400

0.8 0.0当初予算額 306 0 0 8,765

計画額 400 10,200

9,071

計画額

決算額

0.6

6,366

0 8,500 8,900

440

0 0 6,312

当初予算額 515 0 0 7,154

400

0

7,621

計画額

決算額

0.8

6,618

0

0.0

0 0 25,648 26,890

0 0

0

7,669 0.0

―

0 0 34,735

6,485 6,899

0 0 8,235 8,709

0 0 5,926

H27
|

H30

8,709

0.6

0 0 8,235

決算額 1,242

当初予算額 474

計画額 474

決算額 414

36,409

―0 0 31,350 33,070

計画額 1,674

当初予算額 1,720

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るた
め、講演会・研修・キャンペーン等を行う。人権・同和問題市民
意識調査を行い、過去の調査結果を踏まえ、事業内容の見直
しを行う。 ２市１町人権・同和問題担当者会として、県外等の
取組に学ぶため、研修を行う。

市民一人ひとりが部落差別をはじめ
とするあらゆる人権課題について正し
い理解と認識を深めるため、関係機
関・団体と連携し研修会の開催等を
行った。また人権・同和問題市民意識
調査を実施し、結果の分析を行った。

H29

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るた
め、講演会・研修・キャンペーン等を行う。

市民一人ひとりが人権尊重の理念に
ついて正しい理解と認識を図るため、
関係機関・団体と連携し研修会の開
催等を行った。

H28

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るた
め、講演会・研修・キャンペーン等を行う。２市１町人権・同和
問題担当者会として、県外等の取組に学ぶため、研修を行う。
「さぬき市差別をなくし、人権を擁護する条例」の改正。

関係機関・団体と連携し研修会の開
催等を行った。また、平成29年7月の
「さぬき市差別をなくし、人権を擁護す
る条例」の改正へ向けて作業を進め
た。

事
業
概
要

市民一人ひとりが人権意識の高揚に努めるとともに相互理解
を深め、部落差別をはじめとするあらゆる差別のない明るい社
会の実現に向けて取り組む。

市民に人権・同和問題の正しい理解
と認識を図るため、関係機関団体と
連携し研修会の開催等を行う。

H27

具
体
的
取
組

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図った。
・人権・同和問題講演会の開催
・人権・同和問題啓発用パンフレットの作成

市民一人ひとりが人権尊重の理念に
ついて正しい理解と認識を図るため、
関係機関・団体と連携し研修会の開
催等を行った。

事業費（千円）

人権推進費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 人権・同和対策事業 （旧 同和対策事業） 担当課 人権推進課 記入日

担当職員数(人）

① ①人権教育・啓発活動の推進と充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

令和1年6月25日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

部落差別ををはじめとするあらゆる人権問題の解決のため、引き続き取組を継続していかなけ
ればならない事業である。市民一人ひとりが人権問題の解消に向けて自分自身の問題として取
り組むことができるよう、平成30年度に実施した人権・同和問題意識調査の結果を踏まえ、さぬ
き市におけるこれまでの人権教育及び人権啓発の取組の成果と課題を明らかにし、今後の人権
教育・啓発の取組の方向性と施策の整理を行っていく。

　本事業は、部落差別をはじめとするあらゆる人権問題の解決のため、継続的、断続的に取組
む必要があり、市民や企業が主体的に取組まなければならず、これらの人権問題の解消につい
ては、行政の責務であることから、研修内容を参加体験型等、効果的な内容の充実に向けて取
組む。
　また、人権・同和問題市民意識調査の結果を分析した上で、本市における重点課題を明らか
にし、人権教育・啓発活動への取組む方向性を見出し、施策へ反映するよう進める。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

21

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

さぬき市人権・同和問題講
演会の参加者数

市民を対象とした、人権・同和問題の正しい理解と認
識を深めるための講演会の参加者数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値

実績値

251 実績値 350 実績値 231

実績値

計画値 2 2計画値 2

400

実績値

計画値

実績値 1

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

1

400 計画値

実績値 178

400 計画値 400 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
さぬき市人権・同和問題講
演会の開催回数

市民を対象とした、人権・同和問題の正しい理解と認
識を深めるための講演会の開催回数

回

活
動
指
標

実績値1 実績値 1 実績値 1

2

実績値 1 実績値

企業啓発 企業に対しての人権・同和問題における講演会や研
修会の開催回数

1

計画値

1実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値
回

計画値 1

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



14,689

決算額 0 0 3,993 10,996 14,989

4.5 4.0当初予算額 0 0 4,990 9,699

計画額 0 0 800

4.2 4.1当初予算額 0 0 0 771 771

0 539 539

0 800 800

H29

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する
研修会への参加促進を図る。

正規・臨時に関わらず機会があれ
ば、積極的な参加を呼びかけた。

計画額 0 0

決算額 0 0

4.4当初予算額 0 0 0 753 753

0 479 479

0 0

決算額 0 0

5.2

0 800 800

4.7 4.4

0 3,993 12,491 16,484

― ―

0 0 786 786

3,186

0 4,990 12,009 16,999

0 0 3,186

0 0 786

決算額 0 0 0 477 477

0 800

H30

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する
研修会への参加促進を図る。
※本事業に関する予算・決算額は「保育所管理事業」の再掲
となっている。

正規・臨時に関わらず機会があれ
ば、積極的な参加を呼びかけた。

H27

具
体
的
取
組

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する
研修会への参加促進を図った。

複数の研修会が開催されており、積
極的に参加している。テーマを絞り若
手を中心に発表にも取り組み、さまざ
まな経験を積み重ねることができてい
る。

計画額 0

当初予算額 0

786

H28

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する
研修会への参加促進を図る。

正規・臨時に関わらず機会があれ
ば、積極的な参加を呼びかけた。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

保育所人権教育事業は、「保育所保育指針」に基づき、保育
所職員を対象とする人権教育の推進を図るものである。

各保育所等が取り組んだ研究の成果
を発表したり聞いたりすることで、人
権教育についての意識を高める。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①人権教育・啓発活動の推進と充実 目 15 公立保育所費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保育所人権教育事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 令和1年6月28日

款 15 民生費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　子どもの人権が尊重され、差別や偏見のない望ましい未来を創り出す力の基礎を培っていくこ
とができるよう、人権を大切にする心を育てる保育を推進していくため、今後も継続実施してい
く。

　積極的に人権教育に関する研修会に参加を促進し、引き続き人権教育事業を実施していきた
い。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4
必要性低い ⇒

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

実績値実績値

必要性高い

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点18

点 4 点

点 3

100 計画値 100 計画値 100

実績値 60

計画値 計画値

83 実績値 42.7

100 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

研修参加率 研修に参加した保育士数／保育所保育士数

％
計画値

実績値 80 実績値

実績値 実績値

実績値 235

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

120 計画値 120 計画値 120

248

研修参加者数 研修に参加した保育所職員数（延べ）

人
計画値 120

実績値 280 実績値 286 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

研究大会及び研修会に参加すること
で、全職員の人権意識を高め、知識
を深めることができた。

H30

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。
・香川県人権・同和教育研究大会
・人権・同和教育指導者研修会
・四国地区人権教育研究大会
・全国人権・同和教育研究大会 478 478

0.0当初予算額 0 553

具
体
的
取
組

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進した。
・香川県人権・同和教育研究大会
・人権・同和教育指導者研修会
・四国地区人権教育研究大会
・全国人権・同和教育研究大会

0.2 0.0

5470 0

0

0.5

900

0 0

0.0

547

0

0.5

0 0 553

0 0 9000

計画額 0 0

640

900 900

当初予算額 0 0 0 640

0 0 2,104 2,104

0 0

0 900 900

0.2

0 0 373 373

0.0当初予算額 0 0 0 884

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。
・香川県人権・同和教育研究大会
・人権・同和教育指導者研修会
・四国地区人権教育研究大会
・全国人権・同和教育研究大会

研修会に参加することで、全職員の
人権意識を高め、知識を深めること
ができた。

決算額 0

0

研修会に参加することで、全職員の
人権や同和教育に対する正しい理解
と認識を深めるとともに人権意識を高
め合う職員集団づくりを目指した。

計画額

706

―

0 0 903

706

0 0 903 903

0

884

決算額 0

―2,980

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

学校教職員・行政職員に対する人権・同和教育を推進するた
め、研修会及び研究大会への参加を支援する。

研修会に参加することで、全職員の
人権や同和教育に対する正しい理解
と認識を深めるとともに人権意識を高
め合う職員集団づくりを目指す。

3,603

0

H28

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。
・香川県人権・同和教育研究大会
・人権・同和教育指導者研修会
・四国地区人権教育研究大会
・全国人権・同和教育研究大会

研修会に参加することで、全職員の
人権意識を高め、知識を深めること
ができた。

決算額

決算額 0

H27

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

903

0

0 0 2,980

0

当初予算額 0

3,603

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①人権教育・啓発活動の推進と充実 目 20 人権教育費

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 30 社会教育費

基本目標 款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 研修会・研究大会等開催参加事業 担当課 人権推進課 記入日 令和1年6月25日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4

理
由

人権・同和問題の解決は、行政の責務であり、全庁的に取り組むことが必要であることから、人
権・同和問題の解決と正しい理解と認識を深めるため、今後も各種研修会への参加支援を継続
して行う。

　部落差別をはじめとするあらゆる人権問題の解決に向け、学校や行政職員の資質の向上を
図ることを目的としていることから、今後も継続して先進的な取組を学ぶため、学校教職員、行
政職員等が参加する各種研修会への参加を支援する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 3 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

4 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

19余地はない

3 点

点

4 点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

人権・同和教育研究大会
参加者数

香同教・指導者研修・四人権・全人教大会参加者数

計画値

計画値 150

実績値 147 実績値 131 実績値 134 実績値 152

計画値

150150 計画値 150 計画値

計画値

人
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

4計画値 4計画値

実績値 4実績値 4

計画値

実績値 4

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 4

実績値 4

人権・同和教育研究大会
開催回数

香同教・指導者研修・四人権・全人教大会開催回数

回

H30

4

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額

決算額

参加する職員を変えていくことで、幅
広い人権・同和教育指導者の育成に
取り組んでいる。

H30

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。
・全国人権保育研究集会  ・四国地区人権教育研究大会
・香川県就学前人権教育研究集会
・全国人権・同和教育研究大会
・全人教教育課題別研究会
・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）　他

1,202 1,202

0.0当初予算額 0 1,553

具
体
的
取
組

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を周知啓発した。
・全国人権保育研究集会  ・四国地区人権教育研究大会
・香川県就学前人権教育研究集会
・全国人権・同和教育研究大会
・全人教教育課題別研究会
・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）　他

0.2 0.0

1,4330 0

0

0.2

1,070

0 0

0.0

1,433

0

0.4

0 0 1,553

0 0 1,0700

計画額 0 0

1,787

1,070 1,070

当初予算額 0 0 0 1,787

0 0 4,563 4,563

0 0

0 1,070 1,070

0.2

0 0 1,114 1,114

0.0当初予算額 0 0 0 1,528

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。
・全国人権保育研究集会  ・四国地区人権教育研究大会
・香川県就学前人権教育研究集会
・全国人権・同和教育研究大会
・全人教教育課題別研究会
・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）　他

参加する職員を変えていくことで、幅
広い人権・同和教育指導者の育成に
取り組んでいる。

決算額 0

0

各種研修会・研究大会に参加し、人
権・同和教育指導者に対する資質向
上を図るとともに、先進的な事例研究
を行うことで、人権感覚を磨きながら
人権・同和教育の推進した。

計画額

814

―

0 0 1,073

814

0 0 1,073 1,073

0

1,528

決算額 0

―5,941

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

人権・同和教育指導者に対する資質向上のため、研修会及び
研究大会への参加支援をする。

学校教職員等の人権・同和教育指導
者の資質向上のため、県内外で開催
される研究大会への参加支援に取り
組んでいる。

4,283

0

H28

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。
・全国人権保育研究集会  ・四国地区人権教育研究大会
・香川県就学前人権教育研究集会
・全国人権・同和教育研究大会
・全人教教育課題別研究会
・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）　他

参加する職員を変えていくことで、幅
広い人権・同和教育指導者の育成に
取り組んでいる。

決算額

決算額 0

H27

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

1,073

0

0 0 5,941

0

当初予算額 0

4,283

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 20 人権教育費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 30 社会教育費

基本目標 款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 人権同和教育指導者資質向上事業 担当課 人権推進課 記入日 令和1年6月25日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4

理
由

教職員をはじめとした、人権同和教育に携わる職員の人権意識の向上と指導力を高めるため
に今後も継続の必要がある。

　部落差別をはじめとするあらゆる人権問題の解決に向け、学校や行政職員の資質の向上を
図ることを目的としていることから、今後も継続して先進的な取組を学ぶため、学校教職員、行
政職員等が参加する各種研修会への参加を支援する必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 3 点

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

3 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

18余地はない

3 点

点

4 点

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

人権・同和教育指導者資
質向上研修会参加者数

人権・同和教育指導者に対する資質向上研修会参加
者数

計画値

計画値 120

実績値 114 実績値 157 実績値 166 実績値 174

計画値

120120 計画値 120 計画値

計画値

人
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

5計画値 5計画値

実績値 5実績値 5

計画値

実績値 5

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 5

実績値 5

人権・同和教育主任研修
会開催回数

市内保・幼・小・中学校人権・同和教育主任に対する
研修会開催回数

回

H30

5

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 0 670 670

670 670

0

9000 0

0.0当初予算額 0 0 0 670

0

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 670

計画額 0 900

670

計画額

決算額

0.5

1,398

0 900 900

0

0 0 670

当初予算額 0 0 0 1,398

0

0

670

計画額

決算額

0.3

670

0

0.0

0 0 3,408 3,408

0 0

0

1,398 0.0

―

0 0 3,140

670 670

0 0 670 670

0 0 1,398

H27
|

H30

670

0.5

0 0 670

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

3,140

―0 0 3,408 3,408

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

保護司会及び更生保護女性会への補助金・活動支援を行う。
【具体的な内容】中学校弁論大会等の開催や「社会を明るくす
る運動」街頭キャンペーン等により、犯罪や非行のない明るい
社会づくりを進める活動への支援・協力や、更生保護施設等
からの一日も早い社会復帰支援として、更生保護施設慰問へ
の支援・協力 等

保護司及び更生保護女性会ととも
に、キャンペーン活動を行う等、更生
保護活動の支援を行った。また、更生
保護女性会とともに更生保護施設で
慰問及び研修を行い施設の現状につ
いて学んだ。

H29

保護司会及び更生保護女性会への補助金・活動支援を行う。
【具体的な内容】中学校弁論大会等の開催や「社会を明るくす
る運動」街頭キャンペーン等により、犯罪や非行のない明るい
社会づくりを進める活動への支援・協力や、更生保護施設等
からの一日も早い社会復帰支援として、更生保護施設慰問へ
の支援・協力 等

保護司及び更生保護女性会ととも
に、キャンペーン活動を行う等、更生
保護活動の支援を行った。

H28

【予定】・「社会を明るくする運動」街頭キャンペーンにて啓発冊
子等の配布等（津田小学校）・更生保護女性会更生施設慰
問、更生保護女性会県外研修（和歌山刑務所）、長尾更生保
護女性会大窪寺キャンペーン活動への支援及び協力　等

保護司及び更生保護女性会ととも
に、キャンペーン活動を行う等、更生
保護活動の支援を行った。また、更生
保護女性会においては、和歌山刑務
所への県外研修を実施した。

事
業
概
要

保護司会及び更生保護女性会への補助金・活動支援を行う。
【具体的な内容】中学校弁論大会等の開催や「社会を明るくす
る運動」街頭キャンペーン等により、犯罪や非行のない明るい
社会づくりを進める活動への支援・協力や、更生保護施設等
からの一日も早い社会復帰支援として、更生保護施設慰問へ
の支援・協力 等

保護司会及び更生保護女性会に対し
て支援・協力を行うことにより、更生保
護活動への理解を図り、犯罪や非行
のない安全で安心に暮らせる社会の
実現をめざす。

H27

具
体
的
取
組

・「社会を明るくする運動」街頭キャンペーンにて啓発冊子の配
布等（東かがわ市）
・更生保護女性会更生施設慰問（丸亀少女の家、修斉会）、更
生保護女性会研修（高松少年鑑別所等）、長尾更生保護女性
会大窪寺キャンペーン活動への支援及び協力　等

今後の更生保護活動に活かすため、
平成28年度に更生保護女性会和歌
山刑務所研修を実施することを決定
した。

事業費（千円）

人権推進費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 更生保護事業 担当課 人権推進課 記入日

担当職員数(人）

② ②人権問題に関する相談体制の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

令和1年6月25日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

保護司は、法務大臣から委嘱を受けた無報酬の国家公務員として、保護司法に基づき犯罪を犯
した人等の改善・更生を助け、保護観察や犯罪予防活動を行っており、更生保護女性会は、ボ
ランティア団体として更生保護に理解と協力を得るための活動を行っていることから、公益性の
ある団体である。
犯罪を犯した人たちの更生や犯罪のない社会の形成には、保護司を中心とした地域社会の協
力が不可欠であることから、行政として今後も引き続き協力・支援していき、地域全体で立ち直り
を支える社会づくりを進めていく。

　最近では、再犯率の増加が社会問題なっている中、保護司法に基づく保護司は、刑を終えた
人等の更生や社会復帰を助ける活動に取組み、更生保護女性会は、ボランティア団体として地
域社会の中で更生保護に理解と協力を得るための啓発活動、更生保護施設等への慰問を実施
していることから、公益性のある団体であり、これらの団体の活動を協力、支援するものである。
　これらの活動のほか、「社会を明るくする運動」に代表されるように、街頭キャンペーンやパ
レードなど、広報啓発活動を実施し、犯罪の未然防止や青少年の非行防止を呼びかけ、明るく
住みよいまちづくりの実現に向け、活動を行っており、その事業内容は有効かつ効果的なもので
ある。
　このようなことから、今後も本事業に対し継続して、協力、支援する必要がある一方で、より自
主運営が図れるよう指導する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値2

点

点 3

点

点20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

21

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

更生保護施設慰問回数 丸亀少女の家、修斉会、四国少年院等の更生保護施
設等への慰問回数

回
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

街頭キャンペーン実施回
数

「社会を明るくする運動」街頭キャンペーンや長尾更生
保護女性会大窪寺キャンペーン活動等の実施回数

回
計画値

実績値 2

4 実績値 4 実績値 4

実績値

計画値 計画値

3

4

実績値

計画値

実績値

実績値 2 実績値

3 計画値 3 計画値3 計画値

4 計画値

実績値

4 計画値 4 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
保護司会及び更生保護女
性会の活動支援件数

「社会を明るくする運動」街頭キャンペーンへの参加
等、保護司会及び更生保護女性会の活動への支援件
数活

動
指
標

実績値5 実績値 5 実績値 3

実績値 実績値

計画値

実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値
件

計画値 5

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 



決算額 7,825 0 504 4,797 13,126

4,100 11,538

7,798

4,7000 540

2.0当初予算額 7,739 0 540 5,820

6,898

0.8 2.0当初予算額 7,799 0 467 6,336

計画額 6,898 12,138

14,602

計画額

決算額

0.5

13,615

540 4,700 12,138

7,738

0 797 4,415

当初予算額 7,954 0 1,288 6,306

6,898

0

14,099

計画額

決算額

0.8

13,010

540

1.0

0 2,130 17,953 49,471

0 432

0

15,548 2.0

―

0 2,160 17,659

3,261 9,720

0 540 4,159 11,597

0 397 5,480

H27
|

H30

11,597

1.3

0 540 4,159

決算額 29,388

当初予算額 6,898

計画額 6,898

決算額 6,027

47,411

―0 2,835 22,621 55,846

計画額 27,592

当初予算額 30,390

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

地域住民の福祉向上や、様々な人権問題の解決のための各
種事業を実施する。【具体的な内容】・小中学生学習会・地域
交流事業（夏のつどい、じんけんフェスタ）・小中学校、社会教
育団体、研究グループの現地研修・就労支援事業としてパソコ
ン教室・相談事業・各種教養文化講座事業　等

｢冬のつどい・じんけんフェスタ｣と｢夏
のつどい｣の開催。人権同和問題に
関する講演会の開催。人権問題を中
心とした相談活動、各種教養文化講
座の実施した。

H29

地域住民の福祉向上や、様々な人権問題の解決のための各
種事業を実施する。【具体的な内容】・小中学生学習会・地域
交流事業（夏のつどい、じんけんフェスタ）・小中学校、社会教
育団体、研究グループの現地研修・就労支援事業としてパソコ
ン教室・相談事業・各種教養文化講座事業　等

｢冬のつどい・じんけんフェスタ｣と｢夏
のつどい｣の開催。人権同和問題に
関する講演会の開催。人権問題を中
心とした相談活動、各種教養文化講
座の実施した。

H28

【予定】・辛立文化センターにて「じんけんフェスタ」と「冬のつど
い」の同時開催・定期的な地元の行政書士による専門相談・
隣保館運営審議会県外研修の実施・小中学生学習会・地域交
流事業（夏のつどい、じんけんフェスタ）・小中学校、社会教育
団体、研究グループの現地研修・就労支援事業としてパソコン
教室・相談事業・各種教養文化講座事業　等

｢じんけんフェスタ｣と｢冬のつどい｣の
同時開催。人権問題を中心とした相
談活動、各種教養文化講座の実施。
隣保館運営審議会県外研修を実施
し、先進地での人権問題に関する取
組等について学んだ。

事
業
概
要

地域住民の福祉向上や、様々な人権問題の解決のための各
種事業を実施する。
【具体的な内容】・小中学生学習会・地域交流事業（夏のつど
い、じんけんフェスタ）・小中学校、社会教育団体、研究グルー
プの現地研修・就労支援事業としてパソコン教室・相談事業・
各種教養文化講座事業　等

人権啓発の住民交流の拠点となる開
かれたコミュニティーセンターとして、
地域住民の福祉や人権意識の向上
を図るとともに、人権・同和問題の解
決に資することにより、あらゆる差別
のない社会の実現をめざす。

H27

具
体
的
取
組

・小中学生学習会・地域交流事業（夏のつどい、じんけんフェ
スタ）
・小中学校、社会教育団体、研究グループの現地研修・就労
支援事業としてパソコン教室・相談事業・各種教養文化講座事
業　等

これまで冬に志度音楽ホールで実施
していた「じんけんフェスタ」を「冬のつ
どい」と辛立文化センターにて同時開
催することにより、イベント運営経費
の削減及びより多くの参加者を得るこ
とができた。

事業費（千円）

隣保館費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 隣保館運営事業 担当課 人権推進課 記入日

担当職員数(人）

③ ③啓発活動拠点施設の活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

35主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

令和1年6月25日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　辛立文化センターは、地域住民の福祉の向上を図り、地域住民の生活上の問題や人権問題
の解決のための各種相談事業を行い、各種講座・サークル活動等を通じて住民交流を進め、人
権啓発の拠点となる開かれたコミュニティーセンターとして、重要な役割を担っている。このた
め、今後も継続的に事業を実施していく必要がある。
　隣保館の存在目的をより多くの市民に理解してもらい、人権問題等に対する理解を深め、人
権文化の発信基地としての辛立文化センターを中心とした人権啓発を進めるとともに、県外研
修を実施し、先進地での取組み状況等を学び、今後も多くの市民が交流できる交流拠点施設の
機能の強化に取り組んでいく必要がある。

　本事業は、人権文化の発信基地である辛立文化センターの管理運営を行っているものであ
る。当該施設は、部落差別をはじめとするあらゆる人権問題の早期解決に向け、地域住民の福
祉の向上、生活上の問題及び人権問題の解決を図るための各種相談事業の実施、教養文化
講座等の実施による地域交流、また、学びの場としての各種研修会等、開かれたコミュニティセ
ンター活動を通じ、市民が様々な人権問題に対し、正しい理解と認識を深めるための事業展開
を進めており、人権・同和教育や啓発活動に大きな役割を果てしている。　これらのことから、住
民福祉の向上や市民交流を促進、学びの提供をするため、今後も継続する必要があるととも
に、市民が安心して使用できるよう施設の適正な管理に努める。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値 2,6002,000

点

点 4

点

点20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

21

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

小・中学校学習会参加者
数

本来は学習成果を挙げるべきだが、測定が困難なの
で参加者数で代用

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

夏のつどい・じんけんフェ
スタ（冬のつどい）参加者
数

開催を通して、行政・教育関係者・地域住民等の相互
理解を深めることを目的とした、地域交流イベントの参
加者数

人
計画値

実績値 2,500

1,820 実績値 2,371 実績値 2,431

実績値

計画値 2 2計画値 2

1,500

1,800

実績値

計画値

実績値 2

実績値 1,200 実績値

1,500 計画値 1,500 計画値1,500 計画値

2

1,800 計画値

実績値 1,922

1,800 計画値 1,800 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
小・中学校学習会開催回
数

小・中学校の学習意欲の奮起を促し、地区の教育力
を高めることや、仲間づくり等人権啓発学習を開催し
ている学習会の開催回数

回

活
動
指
標

実績値60 実績値 64 実績値 64

2

実績値 1 実績値

夏のつどい・じんけんフェ
スタ（冬のつどい）開催回
数

開催を通して、行政・教育関係者・地域住民等の相互
理解を深めることを目的とした、地域交流イベントの開
催回数

2

計画値

54実績値

60

H28 H29 H30単位 H27

60 計画値 60計画値
回

計画値 60総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 



計画額

決算額

公文明教育集会所のトイレ貯水槽、
エアコン等の修繕を行った。
鴨部集会所については利用者が現
在見込めず、継続的な維持管理のみ
とする。

H30

教育集会所の適切な維持管理を行う。

236 236

0.0当初予算額 0 193

具
体
的
取
組

教育集会所の適切な維持管理を行った。

0.2 0.0

1780 0

0

0.3

336

0 0

0.0

178

0

0.2

0 0 193

0 0 3360

計画額 0 0

307

336 336

当初予算額 0 0 0 307

0 0 1,487 1,487

0 0

0 336 336

0.2

0 0 788 788

0.0当初予算額 0 0 0 313

教育集会所の適切な維持管理を行う。 公文明教育集会所のエアコンが故障
したため、新しく購入した。
鴨部教育集会所については、利用者
が現在見込めず、継続的な維持管理
のみとする。

決算額 0

0

鴨部教育集会所については、実質利
用者がいないことから、解体も視野に
入れた今後のあり方の検討を開始し
た。

計画額

285

―

0 0 336

285

0 0 336 336

0

313

決算額 0

―1,149

計画額
H27

|
H30

事
業
概
要

教育集会所（同和対策事業の一環として同和地区に設置され
る、社会福祉施設の一種である。）の維持管理をする。

鴨部教育集会所及び公文明教育集
会所の維持管理費である。

1,344

0

H28

教育集会所の適切な維持管理を行う。 鴨部教育集会所については、利用者
が現在見込めず、継続的な維持管理
のみとする。

決算額

決算額 0

H27

H29

計画額 0

当初予算額 0

0

336

0

0 0 1,149

0

当初予算額 0

1,344

事業目的 / 改善内容

一般財源

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

主要施策 ③ ③啓発活動拠点施設の活用 目 20 人権教育費

基本施策 29 (29) 人権教育の推進 項 30 社会教育費

基本目標 款 50Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

事業費（千円）

教育費

年度 事業内容

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育集会所管理事業 担当課 人権推進課 記入日 令和1年6月25日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

4

理
由

地域で必要とされている施設であることから、今後も継続的に適切な維持管理を続けていくも
のである。

　地域コミュニティ機能や市民の学習の場としての機能を有する施設であることから、安心安全
な施設となるよう適正な維持管理に努める。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

16１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点 3 点

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
余地がある ⇒

なっていない

3 点
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くな
る）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

点

16余地はない

3 点

点

3 点

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値実績値 実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

教育集会所における人権
啓発活動（公文明）

人権啓発活動（自治会活動を含む）の回数

計画値

計画値 12

実績値 12 実績値 12 実績値 12 実績値 12

計画値

1212 計画値 12 計画値

計画値

回
計画値

計画値 計画値

実績値

H28 H29

1計画値 1計画値

実績値 1実績値 1

計画値

実績値 1

計画値 計画値

実績値 実績値

単位

計画値 1

実績値 1

管理人の配置数 鴨部教育集会所の維持管理人の配置数
（公文明教育集会所については、自治会館管理）

人

H30

1

H27

活
動
指
標

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



基本目標５

人と地球にやさしいまち



1000 0

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 100

0

決算額 0 0 0 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 0

0 0

0

計画額

決算額

0.2

0

0 100 100

0 0 0 0

100

0 0 0 0

当初予算額 0 0 0 0

0 0計画額

当初予算額 0

3,329

―

0 0 3,629

0.00

0.0

0 0 3,161 3,161

0 0 3,161 3,161

0

決算額

0.2

0

0 100

○さぬき市環境基本計画（Ｈ２８－３８）の進行管理
○環境保全意識の高揚
○環境保全や美化活動の推進

環境保全活動(地域清掃)の推進及び
環境保全意識の高揚を図った。

決算額 0

3,629

―0 0 3,329 3,329

0 3,329 0.2

0 0 3,329

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

○さぬき市環境基本計画（Ｈ２８－３８）の進行管理
○環境保全意識の高揚
○環境保全や美化活動の推進

環境保全活動(地域清掃)の推進及び
環境保全意識の高揚を図った。

事
業
概
要

地球温暖化対策などの環境問題への対応が重要視されてい
る中、エネルギー政策の転換が必要となっており、環境負荷の
低減につながる再生可能エネルギーの導入促進及び環境基
本計画の見直しを行うことで、今後の課題やそれを実現するた
めの施策を検証する。

環境保全を図るため、環境負荷低減
に取り組む意識づくりを官民が協働し
て取り組む事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

3,329

具
体
的
取
組

○さぬき市環境基本計画（Ｈ２８－３８）の進行管理
○環境保全意識の高揚
○環境保全や美化活動の推進

さぬき市環境基本計画（Ｈ２８－３８）
を作成し公表した。

H30

○さぬき市環境基本計画（Ｈ２８－３８）の進行管理
○環境保全意識の高揚
○環境保全や美化活動の推進

環境保全活動(地域清掃)の推進及び
環境保全意識の高揚を図った。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①環境保全意識の高揚と活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

保健衛生費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 環境エネルギー対策事業①（環境保全関係） 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成２８年３月に定めたさぬき市環境基本計画（Ｈ２８－Ｈ３８）に基づき、課題の克服に向けた
取り組みを推進する。

本市の風土を後世に継承し、住みよい環境にするために、環境保全意識の向上を図るための
啓発や美化活動を推進する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

11,800 計画値

実績値 8,173

11,900 計画値 12,000 計画値 12,100

12,330 実績値 12,205 実績値 11,758

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

環境保全活動(地域清掃)
参加者数

環境保全活動(地域清掃)に参加した者の延べ人数
（環境保全活動実施に伴うごみ袋支給申請書により、
対象団体、参加人数を把握する）

計画値

実績値

環境保全活動(地域清掃)
の実施回数

ごみ袋支給申請書の申請件数をもって環境保全活動
の実施回数

回
計画値 120 計画値 120

計画値 計画値計画値

実績値 117129 実績値 132 実績値 135

単位 H27

120 計画値 120計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



10,8000 0

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 9,808

計画額 0 10,800

9,808

決算額 0 0 0 9,304 9,304

0.0当初予算額 0 0 0 9,970

0 0

9,970

計画額

決算額

0.2

9,566

0 10,800 10,800

0 0 0 9,566

10,600

0 0 0 8,566

当初予算額 0 0 0 10,055

0 0計画額

当初予算額 0

10,390

―

0 0 42,590

0.010,055

0.0

0 0 36,451 36,451

0 0 9,015 9,015

0

決算額

0.2

8,566

0 10,600

○清掃ボランティア活動に対して、ごみ袋の配布及び収集ご
み回収等の支援を実施する。
○環境美化、環境負荷低減に関するパンフレットの配布や広
報をする。

清掃ボランティア活動に対して、ごみ
袋の配布及び収集ごみ回収の支援し
た。

決算額 0

42,590

―0 0 40,223 40,223

0 10,390 0.2

0 0 10,390

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 10

事業費（千円）

塵芥処理費

H28

○清掃ボランティア活動に対して、ごみ袋の配布及び収集ご
み回収等の支援を実施する。
○環境美化、環境負荷低減に関するパンフレットの配布や広
報をする。

清掃ボランティア活動に対して、ごみ
袋の配布及び収集ごみ回収の支援し
た。

事
業
概
要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環
境をつくる。

環境美化に関する市民の関心を高
め、環境負荷低減や住みよいまちづ
くりの実現に向けて、市民の自主的な
清掃活動を推進する事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

10,390

具
体
的
取
組

○清掃ボランティア活動に対して、ごみ袋の配布及び収集ご
み回収等の支援を実施した。
○環境美化、環境負荷低減に関するパンフレットの配布や広
報を行った。

清掃ボランティア活動に対して、ごみ
袋の配布及び収集ごみ回収の支援し
た。

H30

○清掃ボランティア活動に対して、ごみ袋の配布及び収集ご
み回収等の支援を実施する。
○環境美化、環境負荷低減に関するパンフレットの配布や広
報をする。

清掃ボランティア活動に対して、ごみ
袋の配布及び収集ごみ回収の支援し
た。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②環境美化運動と景観の保全

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

清掃費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 塵芥処理事業①（清掃ボランティア活動関係） 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

環境美化に関する市民の関心を高め、環境負荷低減や住みよいまちづくりの実現に向けて、市
民の自主的な清掃活動を推進する。

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、廃棄物の適正な収集運搬、処分を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

11,800 計画値

実績値 8,173

11,900 計画値 12,000 計画値 12,100

12,330 実績値 12,205 実績値 11,758

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

環境保全活動(地域清掃)
参加者数

環境保全活動(地域清掃)に参加した者の延べ人数
（環境保全活動実施に伴うごみ袋支給申請書により、
対象団体、参加人数を把握する）

計画値

実績値

環境保全活動(地域清掃)
の実施回数

ごみ袋支給申請書の申請件数をもって環境保全活動
の実施回数

回
計画値 120 計画値 120

計画値 計画値計画値

実績値 117129 実績値 132 実績値 135

単位 H27

120 計画値 120計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1700 0

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 157

計画額 0 170

157

決算額 0 0 0 155 155

0.0当初予算額 0 0 0 158

0 0

158

計画額

決算額

0.2

156

0 170 170

0 0 0 156

160

0 0 0 168

当初予算額 0 0 0 158

0 0計画額

当初予算額 0

152

―

0 0 652

0.0158

0.0

0 0 630 630

0 0 151 151

0

決算額

0.2

168

0 160

○不法投棄禁止等の看板の配布
○さぬき警察署に対して不法投棄の通報
○適正なごみ収集の啓発
○不法投棄多発場所の監視カメラ等の注意喚起

○警察署と共に不法投棄をした者を
特定し、正しい知識を指導した。
○不法投棄を防止するための注意喚
起を行った。

決算額 0

652

―0 0 625 625

0 152 0.2

0 0 152

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 10

事業費（千円）

塵芥処理費

H28

○不法投棄禁止等の看板の配布
○さぬき警察署に対して不法投棄の通報
○適正なごみ収集の啓発
○不法投棄多発場所の監視カメラ等の注意喚起

○警察署と共に不法投棄をした者を
特定し、正しい知識を指導した。
○不法投棄を防止するための注意喚
起を行った。

事
業
概
要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環
境をつくる。

不法投棄を予防し、住みよいまちづく
りを実現する事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

152

具
体
的
取
組

○不法投棄禁止等の看板の配布
○さぬき警察署に対して不法投棄の通報
○適正なごみ収集の啓発
○不法投棄多発場所の監視カメラ等の注意喚起

○警察署と共に不法投棄をした者を
特定し、正しい知識を指導した。
○不法投棄を防止するための注意喚
起を行った。

H30

○不法投棄禁止等の看板の配布
○さぬき警察署に対して不法投棄の通報
○適正なごみ収集の啓発
○不法投棄多発場所の監視カメラ等の注意喚起

○不法投棄を防止するための注意喚
起を行った。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③ごみの不法投棄の防止

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

清掃費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 塵芥処理事業②（不法投棄予防関係） 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

不法投棄を予防し、住みよいまちづくりを実現する。 本市の風土を後世に継承し、住みよい地域にするため、廃棄物の適正な処理を啓発するととも
に、不法投棄廃棄物の回収を推進し、再発防止に向けた看板設置等の対策を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

40 計画値

実績値 27

40 計画値 40 計画値 40

45 実績値 34 実績値 27

活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

不法投棄の認知件数 不法投棄の認知件数は、市民等からの不法投棄に関
する通報を受け、現地調査を実施した件数（実数）とす
る。

計画値

実績値

不法投棄通報等による現
地調査件数

市民等からの不法投棄に関する通報を受け、現地調
査を実施した件数（実数）

件
計画値 40 計画値 40

計画値 計画値計画値

実績値 2745 実績値 34 実績値 27

単位 H27

40 計画値 40計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



00 10,000

0.2 0.0当初予算額 0 0 7,000 38

計画額 0 10,000

7,038

決算額 0 0 5,887 35 5,922

0.0当初予算額 0 0 8,040 0

0 0

8,040

計画額

決算額

0.2

5,972

10,000 0 10,000

0 0 5,951 21

10,000

0 0 5,895 17

当初予算額 0 0 10,000 55

0 0計画額

当初予算額 0

10,080

―

0 40,000 80

0.010,055

0.0

0 24,280 505 24,785

0 6,547 432 6,979

0

決算額

0.2

5,912

10,000 0

○かがわみどりのカーテン育成講習会
○住宅太陽光発電システム設置費補助金

○住宅用太陽光発電システムを設置
する市民に対し、さぬき市共通商品
券を交付した。
○「かがわ緑のカーテン育成講習会」
を実施した。

決算額 0

40,080

―0 35,040 173 35,213

10,000 80 0.2

0 10,000 80

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

○かがわみどりのカーテン育成講習会
○住宅太陽光発電システム設置費補助金

○住宅用太陽光発電システムを設置
する市民に対し、さぬき市共通商品
券を交付した。
○「かがわ緑のカーテン育成講習会」
を実施した。

事
業
概
要

地球温暖化対策などの環境問題への対応が重要視されてい
る中、エネルギー政策の転換が必要となっており、環境負荷の
低減につながる再生可能エネルギーの導入促進及び環境基
本計画の見直しを行うことで、今後の課題やそれを実現するた
めの施策を検証する。

地球温暖化対策などの環境問題へ
の対応が重要視されている中、エネ
ルギー政策の転換が必要となってお
り、環境負荷の低減につながる再生
可能エネルギーの導入促進をする事
業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

10,080

具
体
的
取
組

○かがわみどりのカーテン育成講習会
○住宅太陽光発電システム設置費補助金

○住宅用太陽光発電システムを設置
する市民に対し、さぬき市共通商品
券を交付した。
○「かがわ緑のカーテン育成講習会」
を実施した。

H30

○かがわみどりのカーテン育成講習会
○住宅太陽光発電システム設置費補助金

○住宅用太陽光発電システムを設置
する市民に対し、さぬき市共通商品
券を交付した。
○「かがわ緑のカーテン育成講習会」
を実施した。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④地球温暖化対策と公害等の防止

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

保健衛生費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 環境エネルギー対策事業②（自然エネルギー関係） 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○住宅用太陽光発電システムを設置する市民に対しさぬき市共通商品券を交付することによ
り、再生可能エネルギーの利用の推進及び地球温暖化の防止に寄与する。
○「かがわ緑のカーテン育成講習会」を実施する。

地球環境の負荷逓減に向けて、再生可能エネルギーの普及やエネルギー使用量の抑制を推進
する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

1,200 計画値

実績値 1,195

1,200 計画値 1,200 計画値 1,200

1,250 実績値 1,188 実績値 1,247

活
動
指
標

原油換
算キロ
リット
ル

計画値

計画値

成
果
指
標

市内公共施設のエネル
ギー使用量

公共施設(本庁、支所、市立保育所、温泉施設、火葬
場)におけるエネルギー使用量(灯油、軽油、A重油、ガ
ス、電気の使用量)の合計を原油使用量に換算し、省
エネ状況を把握する

計画値

実績値

住宅用太陽発電システム
設置促進事業補助金受付
件数

住宅用太陽発電システム設置促進事業補助金受付
件数

件
計画値 75 計画値 75

計画値 計画値計画値

実績値 6072 実績値 62 実績値 61

単位 H27

75 計画値 75計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



1,6200 0

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 1,958

計画額 0 1,620

1,958

決算額 0 0 0 1,363 1,363

0.0当初予算額 0 0 0 1,476

0 0

1,476

計画額

決算額

0.2

1,310

0 1,620 1,620

0 0 0 1,310

1,588

0 0 0 1,142

当初予算額 0 0 0 1,476

0 0計画額

当初予算額 0

1,588

―

0 0 6,416

0.01,476

0.0

0 0 4,923 4,923

0 0 1,108 1,108

0

決算額

0.2

1,142

0 1,588

○水質検査
○水質公害検査（生活環境項目・健康項目）
○騒音常時監視
○相談・現地調査
○香川県大気汚染緊急時対策要綱に基づく措置

河川14箇所、海域9箇所、ため池3箇
所、水路2箇所の計28箇所の水質測
定を行った。
市民からの相談に対応し、安心安全
な生活環境をめざした。

決算額 0

6,416

―0 0 6,498 6,498

0 1,588 0.2

0 0 1,588

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

公害対策費

H28

○水質検査
○水質公害検査（生活環境項目・健康項目）
○騒音常時監視
○相談・現地調査
○香川県大気汚染緊急時対策要綱に基づく措置

河川14箇所、海域9箇所、ため池3箇
所、水路2箇所の計28箇所の水質測
定を行った。
市民からの相談に対応し、安心安全
な生活環境をめざした。

事
業
概
要

公共用水域の水質状況を把握することにより、水質汚濁を未
然に防止し、市民の健康保護及び生活環境の保全を図る。
また、自動車騒音の状況及び対策の効果等を把握し、自動車
騒音公害防止の基礎資料となるよう道路を走行する自動車の
運行に伴い発生する騒音に対して、地域が曝される年間を通
じて平均的な状況について継続的に把握する。

公共水域の水質を監視するとともに、
公害に関する市民からの相談に対応
する事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

1,588

具
体
的
取
組

○水質検査
○水質公害検査（生活環境項目・健康項目）
○騒音常時監視
○相談・現地調査
○香川県大気汚染緊急時対策要綱に基づく措置

河川14箇所、海域9箇所、ため池3箇
所、水路2箇所の計28箇所の水質測
定を行った。
市民からの相談に対応し、安心安全
な生活環境をめざした。

H30

○水質検査
○水質公害検査（生活環境項目・健康項目）
○騒音常時監視
○相談・現地調査
○香川県大気汚染緊急時対策要綱に基づく措置

河川14箇所、海域9箇所、ため池3箇
所、水路2箇所の計28箇所の水質測
定を行った。
市民からの相談に対応し、安心安全
な生活環境をめざした。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④地球温暖化対策と公害等の防止

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

25

保健衛生費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公害対策事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法等の各種法令に基づいて、香川県をはじめと
する関係機関と連携して、公害に係る適切な対応を行う。

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法等の各種法令に基づいて、香川県をはじめと
する関係機関と連携して、公害に係る適切な対応を行う。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

0 計画値

実績値 1

0 計画値 0 計画値 0

0 実績値 1 実績値 1

活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

水質異常等の認知件数 水質検査、騒音常時監視、香川県大気汚染緊急時対
策要綱に基づく措置等で監視している数値に人体に
影響がある基準値を超える異常な数値が検出され、
現地調査を行う等の対応をした件数

計画値

実績値

異常数値の検出による対
応件数

水質検査、騒音常時監視、香川県大気汚染緊急時対
策要綱に基づく措置等で監視している数値に人体に
影響がある基準値を超える異常な数値が検出され、
現地調査を行う等の対応をした件数

件
計画値 0 計画値 0

計画値 計画値計画値

実績値 00 実績値 0 実績値 0

単位 H27

0 計画値 0計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



00 7,545

0.5 0.0当初予算額 0 0 7,146 89

計画額 0 7,545

7,235

決算額 0 0 6,592 0 6,592

0.0当初予算額 0 0 7,270 -272

0 0

6,998

計画額

決算額

0.5

6,726

7,545 0 7,545

0 0 6,722 4

7,228

0 0 6,848 0

当初予算額 0 0 7,072 -26

0 0計画額

当初予算額 0

7,745

―

0 29,951 112

0.07,046

0.0

0 26,999 232 27,231

0 6,837 228 7,065

0

決算額

0.5

6,848

7,228 0

○適正な飼養に係る啓発（看板・ちらし）
○狂犬病予防注射の接種
○犬の避妊去勢手術補助金を交付
○野犬等の捕獲支援

狂犬病予防注射の接種業務を香川
県獣医師会に委託して実施するとと
もに、飼い犬の避妊・去勢手術費の
一部を補助した。

決算額 0

30,063

―0 29,121 -97 29,024

7,633 112 0.5

0 7,633 112

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

環境衛生費

H28

○適正な飼養に係る啓発（看板・ちらし）
○狂犬病予防注射の接種
○犬の避妊去勢手術補助金を交付
○野犬等の捕獲支援

狂犬病予防注射の接種業務を香川
県獣医師会に委託して実施するとと
もに、飼い犬の避妊・去勢手術費の
一部を補助した。

事
業
概
要

狂犬病の発生を予防することにより、公衆衛生の向上及び公
共福祉の増進を図る。また、犬の不必要な繁殖を抑制し、周囲
に対する危害、迷惑の防止を図るとともに動物の愛護及び管
理についての意識の高揚を図る。

良好なコミュニティを形成するため、
適切な動物の愛護及び管理を進める
事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

7,745

具
体
的
取
組

○適正な飼養に係る啓発（看板・ちらし）
○狂犬病予防注射の接種
○犬の避妊去勢手術補助金を交付
○野犬等の捕獲支援

狂犬病予防注射の接種業務を香川
県獣医師会に委託して実施するとと
もに、飼い犬の避妊・去勢手術費の
一部を補助した。

H30

○適正な飼養に係る啓発（看板・ちらし）
○狂犬病予防注射の接種
○犬の避妊去勢手術補助金を交付
○野犬等の捕獲支援

狂犬病予防注射の接種業務を香川
県獣医師会に委託して実施するとと
もに、飼い犬の避妊・去勢手術費の
一部を補助した。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤ペットの適切な飼養に向けた対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

保健衛生費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 飼い犬・野犬等対策事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 30 (30) 自然環境との共生



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○動物を飼養する世帯が増えていることから、動物の飼養方法の正しい知識を普及推進する。
○狂犬病予防注射の接種業務を香川県獣医師会に委託して実施するとともに、飼い犬及び飼
い猫の不妊・去勢手術費の一部を補助する。

狂犬病の発生を予防することにより、公衆衛生の向上及び公共福祉の増進を図るとともに、動
物の愛護及び管理についての意識の高揚を図り、良好な生活環境を形成する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点21

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 3,885 実績値 3,903 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値 3,893

60 計画値

実績値 58

60 計画値 60 計画値 60

59 実績値 60 実績値 58

3,859

活
動
指
標

％
計画値

犬登録数 犬登録数
計画値

成
果
指
標

狂犬病予防注射接種率 狂犬病予防注射を接種した犬の数／犬登録数
（小数点以下切り上げ）

計画値

頭

実績値

狂犬病予防注射を接種し
た犬の数

狂犬病予防注射を接種した犬の数

頭
計画値 2,490 計画値 2,400

4,150 計画値 4,100 計画値 4,000計画値 4,050

実績値 2,2032,279 実績値 2,318 実績値 2,225

単位 H27

2,460 計画値 2,430計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.0当初予算額 0 0 71,746 467,552

計画額 0 783,00085,000

1.1539,298

決算額 0 0 81,849 450,529 532,378

698,0000

0.0当初予算額 0 150,300 81,996 479,302

0 222,000

711,598

計画額

決算額

1.1

706,256

85,000 714,100 1,021,100

150,300 81,074 474,882

決算額

1.1

1,069,876

85,000 710,923 1,173,023

0 316,700 80,801 672,375

当初予算額 0 316,700 88,581 672,610

0 377,100

1,077,891

775,39687,801 687,595

0

計画額

82,512 691,890 918,502

0 87,801 687,595 775,396

0

0.0

1.1H27

具
体
的
取
組

○ごみの正しい出し方のちらしを作成し配布。○一般廃棄物
の収集を委託する。○資源ごみ・ペットボトル・廃食用油・小型
家電製品部品の再資源化○香川県東部清掃施設組合運営経
費支援○生ごみ処理機補助金

ごみの正しい出し方のちらしを作成、
配布した。
香川県東部清掃施設組合の一般廃
棄物溶融処理に係る費用を負担し
た。

0.0

611,100 326,236 2,289,676 3,227,012

144,100

H30

○ごみの正しい出し方のちらしを作成し配布。○一般廃棄物
の収集を委託する。○資源ごみ・ペットボトル・廃食用油・小型
家電製品部品の再資源化○香川県東部清掃施設組合運営経
費支援○生ごみ処理機補助金

香川県東部清掃施設組合の一般廃
棄物溶融処理に係る費用を負担し
た。

H28

○ごみの正しい出し方のちらしを作成し配布。○一般廃棄物
の収集を委託する。○資源ごみ・ペットボトル・廃食用油・小型
家電製品部品の再資源化○香川県東部清掃施設組合運営経
費支援○生ごみ処理機補助金

香川県東部清掃施設組合の一般廃
棄物溶融処理に係る費用を負担し
た。

H29

○ごみの正しい出し方のちらしを作成し配布。○一般廃棄物
の収集を委託する。○資源ごみ・ペットボトル・廃食用油・小型
家電製品部品の再資源化○香川県東部清掃施設組合運営経
費支援○生ごみ処理機補助金

香川県東部清掃施設組合の一般廃
棄物溶融処理に係る費用を負担し
た。

当初予算額 0

計画額 0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環
境をつくる。
分別収集の徹底による減量化を図るため、「正しい出し方」チ
ラシの作成により、啓発を行う。収集業務は、民間業者に委託
し、業務の効率化を図り、処理施設を運営している東部清掃施
設組合に負担金を負担する。

ごみの適切な処理及び減量・再資源
化を行う事業である。

0

正規
(再任用含む）

国県支出金

決算額

―3,104,183

599,100計画額 0

当初予算額

342,801 2,810,618

財源内訳
事業費計

非正規
（臨時･嘱託

等）

―

事業費（千円）

塵芥処理費

0

3,752,519

467,000 330,124 2,307,059

担当職員数(人）

その他 一般財源

主要施策 ① ①ごみの減量化と３Ｒ運動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

目

地方債

10

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 塵芥処理事業③（リサイクル関係） 担当課 生活環境課 記入日 令和1年6月28日

清掃費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款 20 衛生費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 31 (31) 資源循環型社会の構築 項 10



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

循環型社会の形成に向けてごみの減量化（リデュース）、再利用（リユース）、再資源化（リサイク
ル）の考え方を普及啓発し、家庭から排出されるごみを適正に処理する。

地球環境の負荷逓減を図るため、発生量の抑制、再使用、再利用を啓発し、循環型社会を形成
する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

27.6 計画値

実績値 21.5

27.8 計画値 28.1 計画値 28.4

24.8 実績値 23.6 実績値 22.3
％

計画値

計画値

成
果
指
標

ごみの資源化(リサイクル)
率

資源化量／ごみの総排出量
（資源ごみの分別収集など資源化に向けた目標値を
設定している）

計画値

計画値 計画値計画値

計画値 316

実績値 303実績値 313 実績値 307 実績値 305

312

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
市民一人当たりのごみの
排出量

収集業者が収集した可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、
資源ごみの総量／市人口 キログ

ラム

H28 H29 H30単位 H27

314 計画値 313計画値

活
動
指
標

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



57,5000 37,500

0.4 0.0当初予算額 0 0 38,800 50,933

計画額 0 95,000

89,733

決算額 0 0 36,020 50,749 86,769

0.0当初予算額 0 0 39,850 52,989

0 0

92,839

計画額

決算額

0.4

89,466

39,100 56,600 95,700

0 0 36,456 53,010

94,600

0 0 36,129 53,906

当初予算額 0 0 40,900 52,675

0 0計画額

当初予算額 0

95,366

―

0 157,621 223,045

0.093,575

0.0

0 145,525 212,806 358,331

0 36,920 55,141 92,061

0

決算額

0.4

90,035

39,700 54,900

○し尿収集業務を委託し、浄化槽清掃業を許可する。
○大川広域行政組合の大川広域志度クリーンセンターの運営
を支援する。

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し
た。
大川広域志度クリーンセンターの運
営費を負担した。

決算額 0

380,666

―0 160,871 210,642 371,513

41,321 54,045 0.6

0 41,321 54,045

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 10

事業費（千円）

し尿処理費

H28

○し尿収集業務を委託し、浄化槽清掃業を許可する。
○大川広域行政組合の大川広域志度クリーンセンターの運営
を支援する。

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し
た。
大川広域行政組合の大川広域志度
クリーンセンターの運営費を負担し
た。

事
業
概
要

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し、快適な環境をつくる。 し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理
し、快適な環境をつくる事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

95,366

具
体
的
取
組

○し尿収集業務を委託し、浄化槽清掃業を許可する。
○大川広域行政組合の大川広域志度クリーンセンターの運営
を支援する。

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し
た。
大川広域行政組合の大川広域志度
クリーンセンターの運営費を負担し
た。

H30

○し尿収集業務を委託し、浄化槽清掃業を許可する。
○大川広域行政組合の大川広域志度クリーンセンターの運営
を支援する。

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し
た。
大川広域志度クリーンセンターの運
営費を負担した。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②し尿収集・処理体制の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

清掃費

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 し尿処理事業 担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月28日

款 20 衛生費

基本施策 31 (31) 資源循環型社会の構築



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

し尿及び浄化槽汚泥を収集し、適切な処理を行うとともに、大川広域志度クリーンセンターの運
営を支援する。

し尿及び浄化槽汚泥を収集し、適切な処理を行うとともに、大川広域行政組合志度クリーンセン
ターの運営を支援する。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

評価点

点 5

実績値

評価点合計

点

5 点点

点25

点

点

5 点

実績値

計画値

実績値 実績値

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 4,960 実績値 5,172 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 5,590

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

0 実績値 0 実績値 0

5,399

活
動
指
標

件
計画値

浄化槽汚泥の収集量 委託業者より報告のあった収集量（生活排水処理構
想より目標値を設定。浄化槽利用者人口が大幅に増
えることは想定できないため、収集量については人口
減少率に応じて減少する見込み。）

計画値

成
果
指
標

水質異常等の認知件数 し尿処理により水質異常等を防いでいることから、水
質検査の数値に人体に影響がある基準値を超える異
常な数値が検出され、現地調査を行う等の対応をした
件数とする。

計画値

キロ
リット
ル

実績値

し尿処理の収集量 委託業者より報告のあった収集量（平成21年度から25
年度までの収集量の減少率と今後の人口予測による
減少率を合算して収集量の減少率を算出。生活排水
処理構想より目標値を設定。）

キロ
リット
ル

計画値 1,617 計画値 1,453

5,076 計画値 5,020 計画値 4,908計画値 4,964

実績値 1,4151,602 実績値 1,540 実績値 1,462

単位 H27

1,561 計画値 1,506計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 0 水道事業会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 上水道事業会計(健全経営関係） 担当課 水道課 記入日 平成30年6月15日

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①上水道事業の健全経営 目

3,608,569

― ―0 3,500,259 310,288 3,810,547
H27

|
H30

事
業
概
要

給水区域への上水道の安定供給
（長尾地区南部（簡易水道）を除く）

老朽化した配水管を改良し、安全で
おいしい水の安定供給を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

給水戸数　　　　　　２１，１３０戸
年間総給水量      ６，１９４千㎥

老朽化した配水管を改良し、安全で
おいしい水の安定供給を行った。

計画額 0

0 3,483,190 125,379

0 1,186,190 50,379 1,236,569

1.7 2.0

0 3,565,176 376,246 3,941,422

決算額 0 0 1,189,452 123,772 1,313,224

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

1.8 2.0当初予算額 0 0 1,151,522 122,148H28

給水戸数　　　　　　２１，２６５戸
年間総給水量      ６，１５８千㎥

老朽化した配水管を改良し、安全で
おいしい水の安定供給を行った。

計画額 0 0

1,273,670

決算額 0 0 1,187,054 118,536 1,305,590

1,153,000 17,000 1,170,000

1.5 2.0当初予算額 0 0 1,162,547 137,761H29

給水戸数　　　　　　２１，２７０戸
年間総給水量      ６，１００千㎥

老朽化した配水管を改良し、安全で
おいしい水の安定供給を行った。

計画額 0 0

1,300,308

決算額 0 0 1,188,670 133,938 1,322,608

1,144,000 58,000 1,202,000

当初予算額

計画額

決算額

H30

※平成30年4月より香川県広域水道企業団に統合



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値 1,500 計画値 1,500 計画値 ―

H28 H29 H30

実績値 ―

計画値 計画値

実績値 1,803 実績値 2,043 実績値 1,661

配水管改良 老朽配水管等の改良工事延長

ｍ
計画値 1,500

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

有収率 総配水量に対する有収水量の割合

％
計画値 89 計画値

活
動
指
標

89 計画値 89 計画値 ―

実績値 89 実績値 94 実績値 91 実績値 ―

計画値 計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20 点

4 点

21
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

今後、水需要の減少に伴い給水収益も減少傾向が続くと予想されている中で、単純に施設を更
新することは財政収支を悪化させることにつながるため、香川県広域水道企業団として計画的
な更新を行う。

今後、水需要の減少に伴い給水収益も減少傾向が続くと予想されている中で、単純に施設を更
新することは財政収支を悪化させることにつながるため、香川県広域水道企業団として計画的
な更新を行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 0 水道事業会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 上水道事業会計（上水道施設整備関係） 担当課 水道課 記入日 平成30年6月15日

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項

基本目標 Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②計画的な上水道施設の整備 目

3,608,569

― ―0 3,500,259 310,288 3,810,547
H27

|
H30

事
業
概
要

給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化
に向けた協議や耐震管の整備等を進める。
※事業費再掲

Ｈ30年4月の統合に向け、県内各市
町と協議を進めるとともに、将来にわ
たり安全で良質な水道水を安定的に
供給する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化
に向けた協議や耐震管の整備等を進めた。

県内各市町と協議を進めるとともに、
安全で良質な水道水の安定供給を
行った。

計画額 0

0 3,483,190 125,379

0 1,186,190 50,379 1,236,569

2.2 0.0

0 3,565,176 376,246 3,941,422

決算額 0 0 1,189,452 123,772 1,313,224

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

2.2 0.0当初予算額 0 0 1,151,522 122,148H28

給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化
に向けた協議や耐震管の整備等を進めた。

県内各市町と協議を進めるとともに、
安全で良質な水道水の安定供給を
行った。

計画額 0 0

1,273,670

決算額 0 0 1,187,054 118,536 1,305,590

1,153,000 17,000 1,170,000

2.2 0.0当初予算額 0 0 1,162,547 137,761H29

給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化
に向けた協議や耐震管の整備等を進める。

県内各市町と協議を進めるとともに、
安全で良質な水道水の安定供給を
行った。

計画額 0 0

1,300,308

決算額 1,188,670 133,938 1,322,608

1,144,000 58,000 1,202,000

当初予算額

計画額

決算額

H30

※平成30年4月より香川県広域水道企業団に統合



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値 1 計画値 1 計画値 ―

H28 H29 H30

実績値 ―

計画値 計画値

実績値 1 実績値 2 実績値 2

配水管改良 老朽配水管等の改良工事延長（健全経営関係と活動
指標を共用）

km
計画値 1

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

有収率 総配水量に対する有収水量の割合（健全経営関係と
成果指標を共用）

％
計画値 89 計画値

活
動
指
標

89 計画値 89 計画値 ―

実績値 89 実績値 94 実績値 91 実績値 ―

計画値 計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

22 点

5 点

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点

点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

広域水道企業団として粛々と進めていく。 広域水道企業団において、施設の更新時期や規模を踏まえた適切な更新基準を設定し、計画
的な更新を行う。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.03.6

事業内容

3,355

3,390

認可区域の中で、重要性、緊急性を
考慮し効率的な下水道施設の整備に
努めた。

認可区域の中で、重要性、緊急性を
考慮し効率的な下水道施設の整備に
努めた。

229,000 6,300

638,624317,900

3.6 0.0

3.6 0.0

記入日 令和1年6月10日

3.6 0.0

事業費（千円）

313,700

担当課

25

下水道課

公共下水道事業特別会計

目

項

款

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

決算額

計画額

当初予算額

決算額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

認可区域の中で、重要性、緊急性を
考慮し効率的な下水道施設の整備に
努めた。

健康で快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全及び
頻発する都市型浸水を防除するため、下水道未整備地域の
解消と下水道施設の老朽化に伴う改築更新等による生活環
境の向上に努める。

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業
　　汚水管　　L=713m
・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　塩屋、新開 雨水ポンプ場（予定）

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業
　　汚水管　　L=869m
・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　津田東部浄化センター
・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　鵜部、塩屋、新開 雨水ポンプ場

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業
　　汚水管　　L=535m
・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　鴨部川、津田東部 浄化センター
・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　流田、鵜部、新開 雨水ポンプ場

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業
　　汚水管　　L=891m
・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　津田西部浄化センター
・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）
　　流田、鵜部、新開　雨水ポンプ場

事業目的 / 改善内容

145,717

229,000

271,750

1,266,400 8,833

2,833

45,107

2,000

323,400

163,700

313,500

180,507

210,364

27,301

276,409

330,000

311,400

314,700

52,463

49,491

71,425

635,482

552,000

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

財源内訳

国県支出金

――

670,685

50,148

2,000

6,201

268,750

268,750

会計

134,356

2,606,925

955,750

1,081,500

777,773

7,300

44,809

2,000

1,893,588

384,351

552,000

653,058

351,415

7,500

6,086

522,340

決算額

計画額

2,258,284

602,284

644,558

19,261

16,208

6,201

Ⅴ

③下水道事業の推進と健全経営

(32) 上下水道の維持・整備

Ⅴ人と地球にやさしいまち

その他地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

③

具
体
的
取
組

4,260

261,600

5,445

3,868

276,000

221,291

265,000

公共下水道事業特別会計①（建設改良関係）

一般財源
事業費計

主要施策

基本施策

324,500

32

H29

41,369

552,000229,000

2,864

182,400

1,295,800

919,100

324,500

36,059

健康で快適な生活環境の確保、公共
用水域の水質保全及び頻発する都
市型浸水を防除するため、下水道未
整備地域の解消と下水道施設の老
朽化に伴う改築更新等による生活環
境の向上に努める。
認可区域の中で、重要性、緊急性を
考慮し効率的な下水道施設の整備に
努めた。



1,000

713

H30

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値48

方
向
性

理
由

下水道事業等の計画区域内は、概ね整備が終了しつつあり、健康で快適な生活環境の確保、
公共用水域の水質保全及び頻発する都市型浸水を防除するため、老朽化する施設の改築等を
図る。
また、改築費用が増大することが予想されるが、引き続き国・県の補助制度を活用しながら効率
的な整備を図る。

一次評価（担当者）

46実績値実績値 47

下水道事業等の計画区域内は、概ね整備が終了しつつあり、健康で快適な生活環境の確保、
公共用水域の水質保全及び頻発する都市型浸水を防除するため、老朽化する施設の改築等を
図る。
また、改築費用が増大することが予想されるが、引き続き国・県の補助制度を活用しながら効率
的な整備を図る。

点 5 点

実績値

計画値

実績値

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要がある

計画値

実績値

計画値

1,000

H29

実績値

1,620

実績値

49

計画値

実績値

計画値

869

計画値

計画値

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

評
価

実績値

指標の説明

活
動
指
標

H28H27指標名

管渠敷設距離 汚水管等の敷設距離

総人口に対して下水道を利用できる区域（処理区域）
の人口の割合で、下水道の整備状況を示す。

実績値

1,000

891

48

535

％

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

単位
総合計画・
総合戦略指標

ｍ
計画値

計画値

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
／25点

5 点

評価点合計

計画値

実績値

5 点

点

49

47

点5 点

評価点

⇒

計画値

25 点

なっていない

必要性低い

チェック項目（１～５点で評価）
評価点評価点合計

5

47

普及率

／25点点

⇒

必要はない

5 点

5 点

25

5 点
⇒

余地はない

必要性高い

なっている

優先度高い

5

5

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 25 公共下水道事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 公共下水道事業特別会計②(施設の維持管理関係） 担当課 下水道課 記入日 令和1年6月10日

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項

④ ④下水道施設の適切な維持管理 目

Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―100,000 1,305,427 5,146,648 6,552,075

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理
・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

6,692,716計画額 0

当初予算額 0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

健康で快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全及び
頻発する都市型浸水を防除するため、整備済み区域における
水洗化の促進、水質改善のための適切な汚水処理場及び雨
水ポンプ場の維持管理と水質監視を行う。

健康で快適な生活環境の確保、公共
用水域の水質保全及び頻発する都
市型浸水を防除するため、整備済み
区域における水洗化の促進、水質改
善のための適切な汚水処理場及び
雨水ポンプ場の維持管理を行う。

決算額

H29

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理
・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額

当初予算額 0 5,000

0

H27

具
体
的
取
組

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理
・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額 0

H28

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理
・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0 0

決算額

93,900 1,316,730 4,991,985 6,402,615

1,201,460 1,532,199

―

0

計画額

330,739

0

1,626,716

324,046

0

1,347,586 5,345,130

324,046 1,302,670

1,584,4421,260,396

4.0 2.0328,902 1,254,040 1,587,942

4.0 2.0

0 0

1,577,338

337,514 1,334,486 1,672,000

0 4,400 331,741 1,241,197

2.0当初予算額 0 40,000 332,237 1,305,078

0 0

1,677,315 4.0

1,327,134

計画額 0 0

1,637,845

341,583 1,349,417 1,691,000

0 34,900 329,545 1,273,400

1,703,000344,443 1,358,557

1,702,376

決算額 0 54,600 324,705 1,275,928 1,655,233

4.0 2.0当初予算額 0 55,000 320,242



単位 H27

実績値 54,097

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

49,291

50,000 計画値 55,000

実績値 51,234

計画値 60,000

H28 H29 H30

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

成
果
指
標

水洗化率 処理区域内において、下水道へ接続している人口の
割合で、排水施設への接続状況を示す。

計画値

実績値 47,791 実績値

計画値

活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

事業費のうち修繕費の額。

千円
計画値 49,000

修繕費

90

実績値 85 実績値 86 実績値 87 実績値 86

90 計画値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

点

9090 計画値

実績値

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

25

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 25 点

5 点

5 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

／25点 5 点

下水道は市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼夜を問わず維持管理を
行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

下水道は市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼夜を問わず維持管理を
行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

／25点
必要がある

5 点点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 30 農業集落排水事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業集落排水事業特別会計 担当課 下水道課 記入日 令和1年6月10日

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項

④ ④下水道施設の適切な維持管理 目

Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 119,992 486,008 614,000

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

636,000計画額 0

当初予算額 8,000

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

整備済み区域における水洗化の促進と施設の適正な維持管
理を行い、公共水域の水質保全に努める。

整備済み区域における水洗化の促進
と施設の適正な維持管理を行い、公
共水域の水質保全に努める。

決算額

H29

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額

当初予算額 0 0

0

H27

具
体
的
取
組

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額 0

H28

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0 0

決算額

0 122,414 457,943 588,357

116,455 147,592

―

0

計画額

31,137

8,000

153,000

31,498

0

128,854 507,146

31,498 121,502

153,000121,502

1.1 0.029,498 121,502 151,000

1.1 0.0

0 0

143,750

32,176 129,824 162,000

0 0 30,782 112,968

0.0当初予算額 0 0 29,498 122,502

0 0

152,000 1.1

120,502

計画額 0 0

144,863

32,407 128,593 161,000

0 0 30,797 114,066

160,00032,773 127,227

158,000

決算額 8,000 0 29,698 114,454 152,152

1.1 0.0当初予算額 8,000 0 29,498



単位 H27

実績値 6,674

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

6,824

7,000 計画値 9,000

実績値 6,784

計画値 11,000

H28 H29 H30

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

成
果
指
標

水洗化率 処理区域内において、農業集落排水施設へ接続して
いる人口の割合で、排水施設への接続状況を示す。

計画値

実績値 6,899 実績値

計画値

活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

事業費の内修繕費の額。

千円
計画値 7,000

修繕費

90

実績値 87 実績値 87 実績値 88 実績値 89

90 計画値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

点

9090 計画値

実績値

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

25

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 25 点

5 点

5 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

／25点 5 点

本事業は下水道事業と同様に、市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼
夜を問わず維持管理を行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

本事業は下水道事業と同様に、市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼
夜を問わず維持管理を行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

／25点
必要がある

5 点点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 35 漁業集落排水事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 漁業集落排水事業特別会計 担当課 下水道課 記入日 令和1年6月10日

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項

④ ④下水道施設の適切な維持管理 目

Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 28,992 142,908 171,900

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

漁業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

174,700計画額 0

当初予算額 0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

整備済み区域における水洗化の促進と施設の適正な維持管
理を行い、公共水域の水質保全に努める。

整備済み区域における水洗化の促進
と施設の適正な維持管理を行い、公
共水域の水質保全に努める。

決算額

H29

漁業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額

当初予算額 0 0

0

H27

具
体
的
取
組

漁業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

計画額 0

H28

漁業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理 各施設の重要性、緊急性に鑑みて維
持管理を行い、安定的かつ継続的な
経営に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0 0

決算額

0 28,484 135,827 164,311

33,923 41,042

―

0

計画額

7,119

0

42,700

7,398

0

29,131 145,569

7,398 35,302

42,70035,302

0.9 0.07,398 35,402 42,800

0.9 0.0

0 0

41,052

7,292 36,708 44,000

0 0 7,131 33,921

0.0当初予算額 0 0 7,098 36,302

0 0

43,400 0.9

35,902

計画額 0 0

41,146

7,211 36,789 44,000

0 0 7,167 33,979

44,0007,230 36,770

43,000

決算額 0 0 7,067 34,004 41,071

0.9 0.0当初予算額 0 0 7,098



単位 H27

実績値 2,656

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

2,927

3,000 計画値 4,000

実績値 2,830

計画値 5,000

H28 H29 H30

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

成
果
指
標

水洗化率 処理区域内において、漁業集落排水施設へ接続して
いる人口の割合で、排水施設への接続状況を示す。

計画値

実績値 2,704 実績値

計画値

活
動
指
標

％
計画値

計画値

実績値

事業費の内修繕費の額。

千円
計画値 3,000

修繕費

90

実績値 87 実績値 89 実績値 90 実績値 91

90 計画値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

点

9090 計画値

実績値

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

25

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 25 点

5 点

5 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

／25点 5 点

本事業は下水道事業と同様に、市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼
夜を問わず維持管理を行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

本事業は下水道事業と同様に、市民生活に無くてはならないライフラインであり、年中無休、昼
夜を問わず維持管理を行わなければならない必要不可欠な事業である。
快適で衛生的な市民生活が送れるよう各施設において日々安定した運転の継続が求められて
おり、これまでのところ大きな問題なく安心確実に運転されている。
今後は施設の老朽化が進み、維持管理費用が増大することが予想されるため、使用料の改定
を視野に入れながら、施設の統廃合や効率化を検討し、経費節減を図る。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

／25点
必要がある

5 点点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 浄化槽設置整備事業 担当課 下水道課 記入日 令和1年6月10日

20

30 合併処理浄化槽費

基本施策 32 (32) 上下水道の維持・整備 項 05

⑤ ⑤合併処理浄化槽の設置促進と適切な利用の啓発 目

Ⅴ Ⅴ人と地球にやさしいまち 款

保健衛生費

衛生費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 91,927 408 163,465

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区
域）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　75基
□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　7基

国・県の補助制度を活用して合併処
理浄化槽設置者に対して補助金を交
付した。

156,009計画額 71,146

当初予算額 71,130

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

生活排水による公共用水域の水質汚濁防止を図ることを目的
とし、浄化槽設置整備に係る経費に対する補助金を交付す
る。

生活排水による公共用水域の水質汚
濁防止を図ることを目的とし、浄化槽
設置整備に係る経費に対する補助金
を交付する。

決算額

H29

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区
域）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　75基
□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　 9基

国・県の補助制度を活用して合併処
理浄化槽設置者に対して補助金を交
付した。

計画額

当初予算額 13,798 0

0

H27

具
体
的
取
組

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区
域）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　56基
□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　12基

国・県の補助制度を活用して合併処
理浄化槽設置者に対して補助金を交
付した。

計画額 17,388

H28

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区
域）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　62基
□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）
　　・合併処理浄化槽設置基数　　10基

国・県の補助制度を活用して合併処
理浄化槽設置者に対して補助金を交
付した。

決算額

H30

当初予算額 17,388 0

決算額

0 78,640 101 147,555

27 32,983

―

0

計画額

18,867

68,814

40,085

22,595

14,089

84,455 408

22,595 102

40,085102

1.0 0.019,334 102 33,234

1.0 0.0

18,288 0

35,052

21,093 102 39,483

15,848 0 19,181 23

0.0当初予算額 17,158 0 22,780 102

18,288 0

40,040 1.0

102

計画額 17,182 0

40,309

21,093 102 39,483

18,595 0 21,690 24

36,95819,674 102

50,106

決算額 20,282 18,902 27 39,211

1.0 0.0当初予算額 22,786 0 27,218



単位 H27

実績値 82

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

72

67 計画値 70

実績値 84

計画値 65

H28 H29 H30

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

成
果
指
標

設置基数 合併処理浄化槽補助設置基数

計画値

実績値 68 実績値

計画値

活
動
指
標

基
計画値

計画値

実績値

合併処理浄化槽補助申請基数

基
計画値 81

申請申請基数

65

実績値 68 実績値 72 実績値 84 実績値 82

70 計画値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒

点

6781 計画値

実績値

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

25

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 25 点

5 点

5 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

／25点 5 点

下水道認可等以外の区域において、公共用水域の水質汚濁を防止するために必要な事業であ
り、浄化槽の設置工事期間や設置費用を鑑みて、設置者本人の負担を軽減させ、浄化槽の設
置促進を図るために有効な手段である。
引き続き国・県の補助制度を活用しながら効率的な運用を図る。

下水道認可等以外の区域において、公共用水域の水質汚濁を防止するために必要な事業であ
り、浄化槽の設置工事期間や設置費用を鑑みて、設置者本人の負担を軽減させ、浄化槽の設
置促進を図るために有効な手段である。
引き続き国・県の補助制度を活用しながら効率的な運用を図る。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

／25点
必要がある

5 点点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



基本目標６

市民協働による、持続可能な自主自律のまち



0.02.50

0

2.0 0.0

2.0 0.0

2.0 0.010,089

9,904

8,718

9,285

9,072

計画額

事業目的 / 改善内容

予算書、成果説明書及び公会計制度
に基づく財務４表の作成し、市民等に
対して公表する。財政の健全化に向
け、適切な財政管理を行う。

予算書・成果説明書の作成・公表の
ほか、新公会計制度に対応するため
の固定資産台帳整備を実施した。

予算書・成果説明書の作成・公表の
ほか、新公会計制度に対応するため
の固定資産台帳整備及び開始貸借
対照表作成を実施した。さらに、番号
制度に対応するための財務会計シス
テムを改修した。

0

0

0

0

0

0

0

0

0

18,639

8,7180

9,285

9,072

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

予算書・成果説明書の作成・公表を
実施したほか、新公会計制度に対応
した固定資産台帳の整備及び財務４
表を作成した。

予算書・成果説明書の作成・公表を
実施したほか、新公会計制度に対応
した固定資産台帳の整備及び財務４
表を作成した。

0

0

0

0

0

0

0

0

0

事業内容

9,904

8,718

予算編成をはじめとした財政管理全般に係る事業であり、財
政状況の説明資料（予算書・成果説明書・公会計制度に基づく
財務４表）の作成・公表なども実施する事業である。

平成３０年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の
印刷製本費をはじめとした財政管理に係る事務費のほか、新
公会計制度に対応する固定資産台帳更新及び財務書類作成
に係る経費を計上している。

平成２９年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の
印刷製本費をはじめとした財政管理に係る事務費のほか、新
公会計制度に対応する固定資産台帳更新及び財務書類作成
に係る経費を計上している。

平成２８年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の
印刷製本費をはじめとした財政管理に係る事務費のほか、前
年度から進めている新公会計制度に対応するための固定資
産台帳整備と財務システム対応業務委託料に係る経費を計
上している。

平成２７年度については、前年度と同様に予算書・成果説明書
の印刷製本費をはじめとした財政管理に係る事務費のほか、
新公会計制度に対応するための固定資産台帳整備に係る経
費を計上した。

事業費（千円）

12,444

19,661

20,384

12,596

12,596

0

0

12,596

0

0

0

0

52,354

事業費計

50,059

52,354

49,693

財源内訳

0

0

0

49,693

一般財源

50,059

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

①

33

Ⅵ

①長期的視点に立った持続可能な安定的財政運営の推進

(33) 財政の健全化

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

政策課予算調整室 記入日 令和1年6月20日

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

事業名

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

担当課

15

05

10

01 一般会計

目

項

款

会計

12,596

8,718

10,089

H27
|

H30

事
業
概
要

12,444

19,661

20,384

18,639

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

総務費

財政管理費

総務管理費

財政管理事業

具
体
的
取
組

H30

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0



計画値

実績値

実績値

計画値

5

7

計画値

実績値

0.415

実績値

計画値

実績値

H30

計画値

実績値

計画値

7

7

一次評価（担当者）

19 点

チェック項目（１～５点で評価）

経常収支比率

－

％

3 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

⇒

0.415

0.422

計画値

0.427

19 点

86.5

実績値

計画値

実績値

計画値

H29

実績値

6

6

計画値

実績値

評
価

計画値

点5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

活
動
指
標

実績値

87.0

89.1 92.7

0.410

0.414

計画値

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

財政力の強さを示す。1を超えると地方交付税不交付
団体となる。

今後も継続可能な行財政運営を行っていく必要がある。
さまざまな課題解決に向けて事業に取り組んでいかなくてはならないが、「選択と集中」により適
切な財政管理に努めていきたい。
市の財政状況については、引き続き公表していく必要がある。

5 点

5 点

二次評価（所属長）

／25点

方
向
性

理
由

平成２９年度をもって普通交付税の合併算定替が終了するなど、本市の財政環境が厳しさを増
す中、持続可能な行財政運営を継続していくため、引き続き適切な財政管理を行うとともに、市
の財政状況について、市民等に対して公表していく必要がある。

ホームページ及び市広報紙での財政状況等の公表回
数。
〔予算の概要、財政事情（年2回）、普通会計決算状
況、財務諸表、健全化判断比率等〕

指標名 H28H27

6

6

実績値

財政状況等の公表回数

財政力指数

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

財政の弾力性を示す。80％を超えると財政の弾力性
が失われつつあるとされる。

計画値

計画値

実績値

0.420

0.418

86.0

95.6

3

点

点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

実績値

86.5

92.7

計画値

実績値

5 点

3 点

3 点

3 点

／25点

3
必要性高い

なっている

優先度高い

⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 財産管理事業 担当課 管財課 記入日 令和元年6月25日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①市有財産の適正処分と有効活用 目 25 財産管理費

687,162

― ―281,600 23,026 360,084 664,710

0 23,584 663,578
H27

|
H30

事
業
概
要

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業
務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持
管理業務を行う。また、普通財産の解体撤去も行う。

普通財産及び市庁舎の維持管理等
を行う事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 720

H30

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業
務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持
管理業務を行う。

本庁舎の維持管理費の抑制のため、
電灯や空調機の適正利用等の実施
を行った。また、寒川庁舎開庁に向け
て、本庁と寒川庁舎間を内線にて通
話ができるよう整備を行った。

決算額 720

H27

具
体
的
取
組

普通財産整備等状況
整備業務（6件）、調査業務（1件）、工事実施設計業務（3件）、
整備工事（2件）

企業誘致のために市有地を整地及び
施設の有効利用を目的とし旧幼稚園
施設の改修工事を行った。

計画額 0

H28

旧志度東中学校外1施設解体工事を実施した。
本庁舎等の維持管理、修繕を行うとともに市有地の整備を
行った。

企業誘致のために旧志度東中学校
外1施設の解体を行い市有地を整地
した。

H29

計画額 0

170,215

0.9 0.0

298,100 23,390 283,427 605,637

0 5,847 80,735

0 5,842 164,373

87,302

当初予算額 0 0 5,842 164,373 170,215

5,842 164,373 170,215

0.0当初予算額 0 104,500 5,755 65,556

252,754

決算額 0 194,000 5,843 74,496 274,339

0.8 0.0当初予算額 0 177,100 5,735 69,919

67,998 177,924

5,950

0

167,416 173,366

0.7

173,366

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業
務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持
管理業務を行った。また、普通財産の解体撤去にかかる設計
委託料、工事請負費および登記手数料を計上し、旧富田小学
校校舎等解体工事を実施した。

旧富田小学校施設の解体を行い市
有地を整地した。

計画額 0 0

175,811

決算額 0 104,100 5,826

5,950 167,416

0.8

決算額 0 0 5,874 60,198 66,072

0.1当初予算額 0 0 5,694 60,236

計画額 0 0

65,930



計画値 10

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

10 計画値 10計画値

計画値 6

実績値 6 実績値 6 実績値 5

市有地の維持管理をした
回数

市有地の草刈、清掃を実施した回数

回
計画値 10

実績値 10 実績値 10 実績値 10 実績値 10

市有地情報のＰＲ件数 市有地の情報をホームページに掲載した件数

実績値 5

成
果
指
標

市有地を処分した件数 市有地を新規に売却または貸付した件数

件
計画値 3 計画値

件
計画値 6 計画値 6

3 計画値 3

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 6

計画値 3

実績値 3 実績値 0 実績値 1 実績値 0

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

15

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

15４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

2

理
由

旧市営住宅跡地や教育施設の廃止により行政財産から普通財産に変更となり、管理すべき件
数が増加している。それに伴い、維持管理（整備・修繕）の件数も増加傾向にあり、職員の直接
施工の回数も増えている。
また、本庁舎の維持管理についても経年劣化による修繕が出てきており、早期発見及び早期修
繕を心掛けて対応していきたい。

本事業は財産管理が主たる目的であり、老朽化した市営住宅の撤去、学校の統廃合等により
管理する財産は増加の一途である。既存財産も含め、これらの管理に係る経費も必要であるた
め、職員が直接作業し対応しているのが現状で普通財産の管理については職員の負担軽減を
図る上でも外部委託等、検討する必要がある。また、未利用地の売却等の処分については市
ホームページに掲載し、情報公開しているが、問合せ等はあるものの最終処分に至っていない
状態であるため、今後はインフラ整備をし付加価値を高め民間業者との連携等により事業効果
を高める必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 土地開発公社債務解消事業 担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月20日

款 10 総務費

基本施策 34 (34) 歳入の確保

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①市有財産の適正処分と有効活用

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30

項 05

事業費（千円）

企画費

H28

・さぬきの森森林浴公園の既存案内板を改修した。
・江の口埋立用地を活用して公園（金屋第４号公園）を整備す
るための工事を行い、都市公園としての供用を開始した。

・さぬきの森森林浴公園の拡張に伴
い、既存の案内板を改修し、公園全
体の概要を表示することで利用者の
利便性の向上を図った。　・都市公園
を整備し、市民の憩いの場、交流の
場の創設を図った。

事
業
概
要

土地開発公社の債務解消を図るため、公社が長期保有してい
る土地の利活用方法を検討し、保有土地を処分していく事業
である。

土地開発公社が保有している土地の
活用方法を検討し、処分を実施して
いくことによって公社債務の解消を図
り、市の財政負担軽減につなげてい
く。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

108,944

具
体
的
取
組

・平成25年度に取得した小田峠造成事業用地を活用して森林
浴公園を拡張・整備するための整備工事を実施。
・江の口埋立用地整備事業用地を取得し、都市公園にするた
めの整備案を検討。

・市民の健康増進により寄与するよう
に、さぬきの森森林浴公園の拡張整
備工事を実施した。　　・江の口埋立
用地整備事業用地を取得し財政状況
も考慮しながら都市公園としての整備
案を検討した。

H30

雇用促進住宅用地整備事業用地を取得し、防災公園として整
備するための実施設計を行う。（用地費：235,026千円、設計委
託料：700千円）
また、旧武道館駐車場整備事業用地を取得し、公園として整
備するための実施設計を行う。（用地費：66,217千円、設計委
託料：500千円）

実績なし

H29

土地開発公社債務解消事業としての予定事業はないが、公社
有地の有効な活用方法を鋭意検討し、公社有地の処分、債務
解消に努めていく。

実績なし

決算額 0

434,287

―103,200 0 8,313 111,513

0 5,744 0.3

103,200 0 5,744

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

108,944

―

412,100 0 22,187

0.02,569

0.0

98,800 0 6,498 105,298

98,800 0 5,248 104,048

103,200

決算額

0.3

1,250

0 12,326 244,526

0 0 0 1,250

当初予算額 0 0 0 2,569

0 232,200計画額

0.0当初予算額 0 0 0 0

0 71,000

0

計画額

決算額

0.3

0

0 3,817 74,817

0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 0

計画額 0 6,000

0

決算額 0 0 0 0 0

3005,700 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 0計画値1 計画値 0

1,000 計画値 1,200 計画値 20計画値 20

実績値 01 実績値 0 実績値 0
活
動
指
標

千円
計画値

土地開発公社保有土地貸
付に係る使用料収入

土地開発公社が保有している土地を短期的に貸し付
け、使用料収入を確保することによって簿価の上昇を
抑制する。

計画値

成
果
指
標

土地開発公社保有土地に
係る簿価

土地開発公社が保有している土地の簿価を減少させ
ることが、土地開発公社の債務軽減につながり、市の
財政負担の軽減につながっていく。

計画値

千円

実績値

利活用の方向性が定まっ
た土地開発公社保有土地
数

土地開発公社保有土地に係る利活用の方向性が定
まることで、土地の売却の見通しが立ち、簿価の減少
へとつながっていく。

箇所
計画値

実績値 1,170

663,166 計画値

実績値 514,118

663,166 計画値 361,923 計画値 361,923

663,166 実績値 663,166 実績値 566,665

1,354

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 1,230 実績値 1,285 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点20

点

点

4 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市土地開発公社は、平成１４年４月１日に津田町、大川町、志度町、寒川町、長尾町が合
併したことに伴い、旧５町の土地開発公社を統合して設立された。
土地開発公社は、地域の秩序ある発展に必要となる公有地となるべき土地等の取得、造成、管
理などを市に代わって機動的に行うことを目的として設立されたものであるが、土地取得後の社
会経済情勢の変化や厳しい財政状況など様々な事情から、保有期間が長期化し、市の再取得
の方法や時期を明確にできない土地が殆どとなっている。
このため、企業誘致用地としての売却・活用や、合併特例債を使った公共施設用地としての活
用について積極的に検討し、順次土地の処分を行ってきた。その甲斐あってか、一時は３１億円
を超える土地と借入金を抱えていたが、現在は、約５．１億円まで縮小した。
しかしながら、市の将来的な財政負担等を考慮すれば、土地開発公社の運営を更に健全なもの
としていくため、保有する土地をこれからも計画的に処分していかなければならないと考える。

土地開発公社の保有地については、今後も引き続き、保有地の処分や有効活用を図りながら、
累積債務の早期解消に取り組んで行く。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

4,600

0

0

398

287

0

0

0

0

22,169

23,945

23,145

5,745

5,745

1,126

1.0

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 総務費

税務総務費

具
体
的
取
組

4,325

5,020

4,895

4,600

決算額

計画額

4,745

1,145

1,145

1,200

5,293

②

34

Ⅵ

②市税の適正な賦課と徴収体制の強化

(34) 歳入の確保 徴税費

窓口・照会事業

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

177

1,200

担当課

05

10

10

01 一般会計

目

項

款

会計

5,835

――

6,146

一般財源

2,720

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

5,347

5,800

6,176

5,800

決算額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

税務課 記入日

事業目的 / 改善内容

法令に基づく税務関係諸証明等の交
付及び国、他自治体からの賦課照
会、公用交付申請を適正かつ迅速に
行うため、窓口対応に当たる期間業
務職員を配置する。

法令に基づく税務関係諸証明等の交
付及び国、他自治体からの賦課照
会、公用交付申請を適正かつ迅速に
行うため、窓口対応に当たる期間業
務職員を配置した。

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

0

4,600

452

1,200

1,656

1,804

当初予算額

決算額

0.0 3.0

0.0 3.0

0.0 3.0

事業費（千円）

0

0

0

5,470

5,800

5,878

5,517

5,480

5,230

財源内訳

18,400

19,620

19,449

4,600

4,600

事業費計

3.0

事業内容

4,520

4,031

0

法令に基づく税務関係諸証明等の交
付及び国、他自治体からの賦課照
会、公用交付申請を適正かつ迅速に
行うため、窓口対応に当たる期間業
務職員を配置した。

法令に基づく税務関係諸証明等の交
付及び国、他自治体からの賦課照
会、公用交付申請を適正かつ迅速に
行うため、窓口対応に当たる期間業
務職員を配置した。

法令に基づく税務関係諸証明等の交
付及び国、他自治体からの賦課照
会、公用交付申請を適正かつ迅速に
行うため、窓口対応に当たる期間業
務職員を配置した。

・各種証明書の交付申請の審査、交付
・国、他自治体からの公用申請に対する回答

・各種証明書の交付申請の審査、交付
・国、他自治体からの公用申請に対する回答

・各種証明書の交付申請の審査、交付
・国、他自治体からの公用申請に対する回答

・各種証明書の交付申請の審査、交付
・国、他自治体からの公用申請に対する回答

・各種証明書の交付申請の審査、交付
・国、他自治体からの公用申請に対する回答

計画額

当初予算額



点

点

余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

活
動
指
標

成
果
指
標

計画値計画値

実績値

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

実績値

H28H27指標名

計画値

実績値

計画値

計画値

実績値

今
後
の
方
向
性

評
価

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

方
向
性

理
由

一次評価（担当者）

点

点

点

点

／25点 ／25点

点 点

点

二次評価（所属長）

⇒ 点

必要はない必要がある ⇒

点

計画値

実績値

実績値

計画値

H30

計画値

実績値

計画値

計画値

実績値

計画値計画値

実績値

計画値

チェック項目（１～５点で評価）

点

実績値 実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

法定（地方税法）事業のため事務事業評価対象外 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市税賦課事業 担当課 税務課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 10 徴税費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化 目 10 賦課徴収費

284,138

― ―0 0 59,115 340,795

0 0 16,000
H27

|
H30

事
業
概
要

市税（市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税）の課税
資料の収集整理及び賦課

地方税及び市税条例等に基づく適正
な市税課税事務を行う。

計画額 268,138

当初予算額 281,680

決算額 275,744

H30

・課税台帳整備（賦課資料作成）
・各税納税通知書等発送業務
・固定資産関係委託料
・納税者団体活動費補助金
・還付金及び還付加算金

地方税及び市税条例等に基づく適正
な市税課税事務を行った。

決算額 64,015

H27

具
体
的
取
組

・課税台帳整備（賦課資料作成）
・各税納税通知書等発送業務
・固定資産関係委託料
・納税者団体活動費補助金
・還付金及び還付加算金

地方税及び市税条例等に基づく適正
な市税課税事務を行った。

計画額 63,138

H28

・課税台帳整備（賦課資料作成）
・各税納税通知書等発送業務
・固定資産関係委託料
・納税者団体活動費補助金
・還付金及び還付加算金

地方税及び市税条例等に基づく適正
な市税課税事務を行った。

H29

計画額 74,000

63,138

16.8 0.0

0 0 25,205 300,949

0 0 0

0 0 0

64,015

当初予算額 63,138 0 0 0 63,138

0 16,000 90,000

0.0当初予算額 76,000 0 0 19,454

115,661

決算額 76,954 0 0 18,793 95,747

16.9 0.0当初予算額 76,000 0 0 39,661

6,412 82,789

0

0

0 67,500

15.0

63,500

・課税台帳整備（賦課資料作成）
・各税納税通知書等発送業務
・固定資産関係委託料
・納税者団体活動費補助金
・還付金及び還付加算金

地方税及び市税条例等に基づく適正
な市税課税事務を行った。

計画額 67,500 0

95,454

決算額 76,377 0 0

0 0

15.9

決算額 58,398 0 0 0 58,398

0.0当初予算額 66,542 0 0 0

計画額 63,500 0

66,542



計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

計画値 計画値

計画値 計画値

計画値

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点
余地がある ⇒ 余地はない

点

点

点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

理
由

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

法定（地方税法）事業のため事務事業評価対象外 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市税収納・徴収事業 担当課 税務課 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 10 徴税費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化 目 10 賦課徴収費

59,540

― ―0 4,800 28,301 53,399

0 4,800 25,900
H27

|
H30

事
業
概
要

市税の収納及び徴収 公平な税負担と税収確保
計画額 28,840

当初予算額 20,298

決算額 20,663

H30

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

決算額 10,797

H27

具
体
的
取
組

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図った。現年課税分の滞納については、電話催告
を行うなど、早期に対応した。また、滞納管理システムの機能
を十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、
引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進
機構との共同徴収を実施した。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

計画額 11,840

H28

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

H29

計画額 0

13,040

4.0 1.0

0 4,905 22,322 47,890

0 1,221 0

0 1,200 0

12,018

当初予算額 11,840 0 1,200 0 13,040

1,200 14,300 15,500

1.0当初予算額 0 0 1,200 12,066

13,883

決算額 0 0 1,212 11,331 12,543

4.9 1.0当初予算額 0 0 1,200 12,683

10,991 12,238

1,200

0

7,800 15,500

4.0

15,500

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

計画額 6,500 0

13,266

決算額 0 0 1,247

1,200 3,800

4.9

決算額 9,866 0 1,225 0 11,091

3.0当初予算額 8,458 0 1,200 3,552

計画額 10,500 0

13,210



計画値 50

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

50 計画値 50計画値

計画値 3,000

実績値 8,757 実績値 5,554 実績値 2,800

差押件数 給与・預金・保険等の差押えを行った件数

件
計画値 50

実績値 75 実績値 155 実績値 97 実績値 106

実態調査件数 滞納者の相続調査・財産調査を行った件数

実績値 5,145

成
果
指
標

市税の滞納繰越分の収納
率

年度末における滞納繰越分の徴収
収納額／調定額×100
（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保
険税の合計）

％
計画値 22.8 計画値

件
計画値 3,000 計画値 3,000

22.9 計画値 23.0

97.7 計画値 97.8

活
動
指
標

市税の現年課税分の収納
率

徴収率＝収納額／調定額
（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保
険税の合計）

％
計画値

計画値 3,000

計画値 23.1

実績値 27.3 実績値 32.0 実績値 34.6 実績値 31.9

計画値 97.8

実績値 98.1 実績値 98.2 実績値 98.4 実績値 98.7

97.7 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

年金・医療などの社会保障や福祉・水道・道路などの社会資本整備、教育・消防等の公的サー
ビスは私たちの暮らしに欠かせないものである。このような公的サービスを実施するためにも財
源の確保は重要である。また、９割以上の納税者の方が納期内に納付しており、大多数の納税
者を裏切らないためにも、滞納整理を強化し租税負担の公平性の確保に努めることが必要であ
る。そのためには、大川広域行政組合や香川滞納整理推進機構と連携し早期解消に努めると
ともに、研修会への積極的な参加等で職員のスキルアップを図っていく。

年金・医療などの社会保障や福祉・水道・道路などの社会資本整備、教育・消防等の公的サー
ビスは私たちの暮らしに欠かせないものである。このような公的サービスを実施するためにも財
源の確保は重要である。また、９割以上の納税者の方が納期内に納付しており、大多数の納税
者を裏切らないためにも、滞納整理を強化し租税負担の公平性の確保に努めることが必要であ
る。そのためには、大川広域行政組合や香川滞納整理推進機構と連携し早期解消に努めると
ともに、研修会への積極的な参加等で職員のスキルアップを図っていく。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



4,318

決算額 0 0 66 3,894 3,960

0.1 0.0当初予算額 0 0 151 4,167

計画額 0 0 8,989

0.1 0.0当初予算額 0 0 151 4,133 4,284

482 3,520 4,002

80 8,844 8,924

H29

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う。 債権管理室と協力し未納者の督促や
集金を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 154 5,195 5,349

3,569 1,592 5,161

0 0

決算額 0 0

0.8

120 10,406 10,526

0.7 0.0

0 9,768 10,810 20,578

― ―

0 270 7,964 8,234

36,673

0 726 21,459 22,185

0 520 36,153

0 270 7,964

決算額 0 0 5,651 1,804 7,455

50 8,939

H30

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う。 債権管理室と協力し未納者の督促や
集金を行った。

H27

具
体
的
取
組

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行った。 債権管理室と合同で未納者の督促に
あたった。

計画額 0

当初予算額 0

8,234

H28

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行った。 債権管理室と合同で未納者の督促や
集金を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

使用料等未納者への督促・収納業務。 市運営時のＣＡＴＶ使用料未納者へ
督促収納を行う。未納額がＣＡＴＶ使
用料だけではない場合があり、債権
管理室が各課と調整しながら納付の
話を進めている。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ③ ③各種使用料等の適正化と未収金の解消 目 70 コミュニティ放送管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティ放送管理事業 担当課 地域情報課 記入日 令和1年6月3日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 ／25点 2

理
由

債権管理室と協議しながら徴収に努めているが、残ってきている者のほとんどが他に債務もあ
り、困難になってきている。

債権管理室とも協議・連携しながら、事業を行っているが、ＣＡＴＶ使用料だけでなく、税金等他
の債務がある徴収困難者の比率が年々高くなってきているため、徴収が困難になってきてい
る。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

13
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

点

2 点
余地がある ⇒ 13

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

90 実績値 65

実績値

170 計画値 150 計画値 130

実績値 64

計画値 計画値

実績値

200 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

使用料未納者数 年度末の未納者数を示す

人
計画値

実績値 187 実績値

実績値 実績値

実績値 0

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

100 計画値 70 計画値 50

6

分納の約束件数 未納者の内分納の約束をとれた件数（納付計画作成
分）

人
計画値 150

実績値 124 実績値 38 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 債権管理事業 担当課 税務課債権管理室 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 10 徴税費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③各種使用料等の適正化と未収金の解消 目 10 賦課徴収費

39,554

― ―0 0 32,997 32,997

0 0 39,554
H27

|
H30

事
業
概
要

税外債権の回収及び適正管理に向けた助言・指導 納付の公平性の確保と歳入の確保
計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

各種債権間の調整を行うとともに、債権の種類に応じた効率
的な回収を行う。また、債権管理専門員と担当課との共同徴
収により、債権管理専門員の持つ専門的な知識や技術を担当
課職員に伝えることで、担当課職員の資質向上を図り、各種
債権の適正管理と滞納の早期解消に取り組む。

担当課と綿密に協議をしながら、適正
かつ効率的な債権回収に努めた。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

各種債権間の調整を行うとともに、債権の種類に応じた効率
的な回収を行う。また、債権管理専門員と担当課との共同徴
収により、債権管理専門員の持つ専門的な知識や技術を担当
課職員に伝えることで、担当課職員の資質向上を図り、各種
債権の適正管理と滞納の早期解消に取り組んだ。

担当課と綿密に協議をしながら、適正
かつ効率的な債権回収に努めた。

計画額 0

H28

各種債権間の調整を行うとともに、債権の種類に応じた効率
的な回収を行う。また、債権管理専門員と担当課との共同徴
収により、債権管理専門員の持つ専門的な知識や技術を担当
課職員に伝えることで、担当課職員の資質向上を図り、各種
債権の適正管理と滞納の早期解消に取り組む。

担当課と綿密に協議をしながら、適正
かつ効率的な債権回収に努めた。

H29

計画額 0

9,854

0.0 2.0

0 0 24,421 24,421

0 0 6,467

0 0 9,854

6,467

当初予算額 0 0 0 9,854 9,854

0 9,900 9,900

2.0当初予算額 0 0 0 6,656

9,745

決算額 0 0 0 6,103 6,103

0.1 2.0当初予算額 0 0 0 9,745

5,912 5,912

0

0

9,900 9,900

0.0

9,900

各種債権間の調整を行うとともに、債権の種類に応じた効率
的な回収を行う。また、債権管理専門員と担当課との共同徴
収により、債権管理専門員の持つ専門的な知識や技術を担当
課職員に伝えることで、担当課職員の資質向上を図り、各種
債権の適正管理と滞納の早期解消に取り組む。

担当課と綿密に協議をしながら、適正
かつ効率的な債権回収に努めた。

計画額 0 0

6,656

決算額 0 0 0

0 9,900

0.1

決算額 0 0 0 5,939 5,939

2.0当初予算額 0 0 0 6,742

計画額 0 0

6,742



計画値 200

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

200 計画値 200計画値

計画値 30

実績値 42 実績値 14 実績値 20

滞納者実態調査件数 債務者、保証人等の所在調査、相続調査、財産調査
等を行った件数

件
計画値 200

実績値 233 実績値 527 実績値 339 実績値 481

滞納処分・支払督促件数 債権管理室の職員が滞納処分や支払督促を行った件
数

実績値 10

成
果
指
標

回収金額 債権管理室の職員が関与して回収することができた
金額

千円
計画値 20,000 計画値

件
計画値 30 計画値 30

20,000 計画値 20,000

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値 30

計画値 20,000

実績値 21,955 実績値 26,292 実績値 23,641 実績値 17,228

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

4 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

保育料、給食費、水道料等の債権は、市税同様公的サービスを受けるためには欠かせないも
のであり、納付の公平性の確保に努めることが必要である。そこで、これまで以上に担当課との
連携を蜜にし滞納債権の早期回収に努めたい。また、債権管理専門員のもつノウハウを担当課
職員に伝えることで職員の資質の向上を図り、各債権の効率的な回収を図る。

保育料、給食費、水道料等の債権は、市税同様公的サービスを受けるためには欠かせないも
のであり、納付の公平性の確保に努めることが必要である。そこで、これまで以上に担当課との
連携を蜜にし滞納債権の早期回収に努めたい。また、債権管理専門員のもつノウハウを担当課
職員に伝えることで職員の資質の向上を図り、各債権の効率的な回収を図る。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 秘書事業（まちづくり寄附（ふるさと納税）関係） 担当課 秘書広報課

34

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

05

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(34) 歳入の確保 項 05

一般会計

記入日

事業費（千円）

一般管理費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

まちづくり寄附（ふるさと納税）についてのＰＲ活動等を充実さ
せることにより、さぬき市の情報発信に努めるとともに、自主財
源の確保に寄与していく。

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④新たな歳入の確保

316

―

寄附を通して、寄附者のさぬき市行
政への関心と参画意識を高めるとと
もに、自主財源の確保に寄与する事
業である。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 0 1,251 1,251

0 0 316

0 0 1,214 1,214

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

１０月に寄附者に対する返礼品のリニューアルを行った。それ
に伴い、申請書の様式変更を行った。ふるさと納税関連サイト
への掲載、広報さぬきへの掲載による広報活動を行った。

H29

※平成29年度から、まちづくり寄附推進事業に名称変更。

計画額

H28

返礼品を２品目追加した。広報さぬき及びタウン情報誌への掲
載や県人会へチラシの配布を行ったほか、関西圏で行われる
同窓会の案内文にチラシを同封してもらい、周知を行った。
庁内で返礼品のアイディアを募集したほか、商工会への返礼
品募集の依頼や返礼品提供事業者募集の説明会を開催し
た。

　返礼品の拡充に向け、庁内アイディ
アを募集、説明会を２回開催した。事
務委託にむけ、プロポーザルを行っ
た。

決算額

0.3 0.0

158

決算額 0

158ふるさと納税の返礼品を寄附者が選
択できるようにした。

0 00

0 0 581 581

0 0 158 158

0.0当初予算額 0 0 0 1,093

0 0

1,093

計画額

0.4

633

0 158 158

0 0 0 633

当初予算額

計画額

決算額

当初予算額

計画額

決算額

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 ―

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 ―1

計画値計画値

成
果
指
標

寄附金額の総額 まちづくり寄附の１年間の総額。

実績値

活
動
指
標

実績値 ―実績値 1 実績値 2 実績値 ―

計画値

計画値 計画値

計画値

計画値
広報紙への掲載回数 広報紙によるまちづくり寄附（ふるさと納税）のＰＲ記

事掲載回数。
回

実績値

万円
実績値 ―

500 計画値 ― 計画値

実績値

実績値

―

―

実績値 実績値

計画値計画値

1,391 実績値 1,089

300 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 実績値

計画値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 実績値

なっていない ⇒ なっている

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

点

点

優先度高い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

総合計画 

総合戦略 

現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 拡充 



45,938

決算額 0 0 0 32,219 32,219

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 45,938

計画額 0 0 159

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 21,935 21,935

0 27,899 27,899

0 159 159

H29

クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るため、一
括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注管理、問合
せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載する。
返礼品を随時追加し、チラシやＨＰの修正を行う。

一括代行業務委託を実施し、委託業
者のサイトに本市の内容を掲載した。
商工観光課と協力し、返礼品の追加
に努め、随時チラシやＨＰの修正を
行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

当初予算額

決算額

0 0 60,118 60,118

― ―

318

0 0 67,873 67,873

0 0 318

決算額

0 159

H30

クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るため、一
括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注管理、問合
せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載する。
返礼品を随時追加し、チラシやＨＰの修正を行う。

1万円以上2万円未満の寄附に対する返礼品の
区分を設けたほか、プロポーザル方式により新
たな一括代行業務委託先を選定し、返礼品提供
業者への説明会を開催した。
また、寄附者の個人情報を安全に管理するた
め、ふるさと納税管理システムを導入した。

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

まちづくり寄附（ふるさと納税）についてのＰＲ活動等をじゅうじ
つさせることにより、さぬき市の情報発信に努めるとともに、自
主財源の確保及び地場産業の活性化に寄与していく。

寄附を通して、寄附者のさぬき市行
政への関心と参画意識を高めるとと
もに、自主財源の確保及び、地場産
業の活性化に寄与する事業である。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ④ ④新たな歳入の確保 目 05 一般管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 まちづくり寄附推進事業 担当課 秘書広報課 記入日 令和1年6月20日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1 点 ／25点 1

理
由

　クレジットカード決済等による決済方法の充実など、寄附者の利便性向上を図るため、まちづ
くり寄附金事務の一括代行業務委託を行っている。
　各市町が寄附金額を増加させるため、PR活動を行っている中、本市においても寄附件数・寄
附金額を増加させるためには、新たなPR活動が必要となる。そこで、ふるさと納税に関するパン
フレットの作成を予定しており、各香川県人会等への配布を予定している。
　寄附金の増加及び市内地場産業の活性化を図るためには、PR活動だけでなく、季節を問わ
ず魅力的な返礼品のラインナップを用意することも必要である。
　令和元年6月より、ふるさと納税指定制度が始まり、指定の対象となるための基準が示される
ことから、これらの基準を守りながら、PR活動を行うほか、関係各課と協力して新たな返礼品事
業者の開拓を行う必要があると考えている。

この事業は、組織の見直しにより令和元年度から総務課に移管する。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

15
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

点

3 点
余地がある ⇒ 15

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

― 実績値 6,805

実績値

― 計画値 400 計画値 500

実績値 7,082

計画値 計画値

実績値

― 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

寄附金額の総額 まちづくり寄附の１年間の総額。

万円
計画値

実績値 ― 実績値

実績値 実績値

実績値 2

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

― 計画値 2 計画値 2

3

広報紙への掲載回数 広報紙によるまちづくり寄附（ふるさと納税）のＰＲ記
事掲載回数。

回
計画値 ―

実績値 ― 実績値 ― 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業①（総合計画・企画関係） 担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月20日

款 10 総務費

基本施策 35 (35) 行政改革の推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①総合計画に基づく戦略的な行財政運営の実践

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30

項 05

事業費（千円）

企画費

H28

①市民憲章の制定
②第2次総合計画前期基本計画進捗状況調査
③まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況調査及び改訂
④地方創生加速化交付金採択事業の実施
 　（通称「源内の改革プロジェクト2016」、Ｈ27繰越事業）　　ほ
か

まち・ひと・しごと創生総合戦略の検
証結果を踏まえ、総合戦略第5節の
改訂を行った。

事
業
概
要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題について、調査、
検討及び企画、調整等を主に行う事業である。

総合計画で定めた将来像「自然豊か
で人いきいき　笑顔あふれて快適に
みんなで暮らす　ふるさとさぬき」の実
現に向け、中長期的な視点で解決す
べき課題に取り組む。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

4,307

具
体
的
取
組

①第2次総合計画（基本構想・前期基本計画・実施計画）の周
知
②人口ビジョン及びまち・ひと・しごと総合戦略の策定
　　（H27年10月30日策定、Ｈ26繰越事業）
③地方創生先行型交付金上乗せ交付金(タイプⅡ)採択事業
の実施

実施計画書について、総合計画上の
位置付けと事務事業の関係が分かり
やすく、かつ、見やすさに配慮した様
式に変更した。

H30

・第2次総合計画前期基本計画推進と進捗状況調査
・第2次総合計画中期基本計画の策定
・まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況調査及び改訂
・その他の調査、企画、地域課題解決施策等　　ほか

第2次総合計画中期基本計画策定に
向け、市民ワークショップの開催、審
議会の開催、各課へのヒアリング等
を行った。
※H30予算額は企画事業全体の再掲

H29

①第2次総合計画前期基本計画の推進と進捗状況調査
②第2次総合計画中期基本計画策定のための市民アンケート
調査
③まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況調査及び改訂
④地方創生推進交付金採択事業の実施
　（通称「源内の改革プロジェクト2017」）　ほか

第2次総合計画中期基本計画策定の
ための市民アンケート調査を行った。
※H29予算額は企画事業全体の再掲

決算額 14,520

11,807

―0 1,073 64,909 73,937

473 29,970 0.7

0 473 3,834

決算額 27,652

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 7,955

30,443

―

0 473 11,334

0.16,520

0.1

0 801 58,046 86,499

0 201 18,720 33,441

0

決算額

1.1

22,055

0 3,000 3,000

5,169 0 200 16,686

当初予算額 0 0 200 6,320

0 0計画額

0.1当初予算額 4,107 0 200 12,091

0 0

16,398

計画額

決算額

1.0

13,791

0 3,500 3,500

4,228 0 200 9,363

1.0 0.1当初予算額 3,848 0 200 16,528

計画額 0 1,000

20,576

決算額 3,735 0 200 13,277 17,212

1,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 5計画値5 計画値 5

計画値 計画値計画値

実績値 25 実績値 3 実績値 3
活
動
指
標

地域活性化支援事業実施
件数

地域活性化支援事業の採択を受けて実施した事業数

％
計画値

計画値

成
果
指
標

総合計画の指標達成度 目標値を上回った指標数／全指標数（69指標）

件
計画値

実績値

まち・ひと・しごと創生有識
者会議開催数

まち・ひと・しごと創生有識者会議開催回数

回
計画値

実績値

60.0 計画値

実績値 39.2

70.0 計画値 70.0 計画値 75.0

49.6 実績値 50.8 実績値 42.7

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値 4

4 計画値

実績値 3 実績値

23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

6 計画値 6 計画値 6

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値 2

評価点合計

点

5 点点

点23

点

点

4 点

1

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

第２次さぬき市総合計画中期基本計画策定に係る市民ワークショップを開催し、市民が考えるさ
ぬき市の魅了について、建設的な意見の集約ができた。
また、各課ヒアリングを実施し、総合計画で定めた将来像「自然豊かで人いきいき　笑顔あふれ
て快適に　みんなで暮らす　ふるさとさぬき」の実現に向け、基本施策の見直しや、指標の進捗
状況の確認をし、庁内全体において目標とする像の再認識ができた。
これらの踏まえ、審議会の委員の意見も反映し、策定された中期基本計画をもとに、今後も、中
長期的な視点で解決すべき課題に今後も取り組む必要がある。

第2次総合計画に掲げたまちの将来像「自然豊かで人いきいき　笑顔あふれて快適に　みんな
で暮らす　ふるさとさぬき」の実現に向け、「守る　つなぐ　進化する」の基本理念の下、中長期的
な視点で解決すべき様々な課題に全庁を挙げて取り組んでいく必要がある。
また、総合計画の重点プロジェクトの一つに掲げた人口減少対策プロジェクトの一環として、ま
ち・ひと・しごと総合戦略の策定をはじめ、地方創生交付金を活用した「源内の改革プロジェクト」
などの事業に取り組んできており、今後も引き続き、総合戦略に掲げた個別施策について、有
識者会議等でKPI（重要業績評価指標）の達成度を検証しながら各事業の効果的な推進を図っ
ていく必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 人事管理事業 担当課 秘書広報課

35

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

05

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(35) 行政改革の推進 項 05

一般会計

令和1年6月20日記入日

事業費（千円）

一般管理費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

　将来にわたって、計画的に適正な人事管理、職員の健康管
理及び安全衛生の管理を行う。

担当職員数(人）

主要施策 ② ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

88,859

―

　適正な人員配置及び人事管理を行
う事業である。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 13,330 153,108 166,438

0 13,568 75,291

0 12,117 123,005 135,122

　職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。 適正な人事管理を行うため、人事給
与システムにおいて、修正適用作業
を行った。

0 3,396

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

　職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。
平成２７年度は、共済保険における標準報酬制への移行に対
応するための人事給与システム改修を実施する。

H29

　職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。 適正な人事管理を行うため、人事給
与システムにおいて、修正適用作業
を行った。

計画額

H28

　職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。 適正な人事管理を行うため、人事給
与システムにおいて、法改正等に伴
う修正適用作業を行った。

決算額

3.5 0.0

26,328

決算額 0

22,940適正な人事管理を行うため、人事給
与システムにおいて、共済保険の標
準報酬制及びマイナンバー制度に対
応したシステム改修を行った。

0 3,3880

0 3,150 26,895 30,045

0 3,388 22,940 26,328

0.0当初予算額 0 0 3,288 26,960

0 0

30,248

計画額

3.9

21,454

3,388 17,367 20,755

0 0 2,905 18,549

0.0当初予算額 0 0 3,289 50,428

0 0

53,717

計画額

決算額

4.2

43,526

3,396 17,492 20,888

0 0 3,083 40,443

17,492

4.2 0.0当初予算額 0 0 3,365 52,780

計画額 0 20,888

56,145

決算額 0 0 2,979 37,118 40,097

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 12

H28 H29 H30単位 H27

12 計画値 1212

計画値計画値

成
果
指
標

システムによる障害発生
件数

人事給与システムの運用上における障害発生件数。

実績値

活
動
指
標

実績値 9実績値 46 実績値 43 実績値 6

計画値

計画値 計画値

計画値

計画値
人事給与システム保守件
数

人事給与システムの運用における修正適用の件数。

件

実績値

件
実績値 0

0 計画値 0 計画値

実績値

実績値

0

0

実績値 実績値

計画値計画値

0 実績値 0

0 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 実績値

計画値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

3点

5

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行うため、今後も適正に業務を行う必要
がある。

5

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 実績値

なっていない ⇒ なっている

33

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

3 点 3

17

点

優先度高い

17４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
3 点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

人事給与システムによる給与等の支払いに関しては、特に障害は発生していないため、今後も
法改正等に伴う修正を行い、継続して適正な給与等支払業務を行っていく。

3 点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 0 1,926 1,926

2,000 2,000

0

2,0000 0

1.0当初予算額 0 0 0 1,959

0

3.0 1.0当初予算額 0 0 0 1,961

計画額 0 2,000

1,961

計画額

決算額

2.9

1,901

0 2,000 2,000

0

0 0 1,917

当初予算額 0 0 0 1,917

0

0

1,959

計画額

決算額

3.0

1,917

0

1.0

0 0 7,601 7,601

0 0

0

1,917 1.0

―

0 0 7,877

1,857 1,857

0 0 1,877 1,877

0 0 1,901

H27
|

H30

1,877

2.9

0 0 1,877

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

7,877

―0 0 7,714 7,714

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正か
つ迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期間業務
職員を配置する。

受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及び
し尿汲取関係）に係る市民サービス
を、生活環境課において提供した。

H29

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正か
つ迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期間業務
職員を配置する。

受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及び
し尿汲取関係）に係る市民サービス
を、生活環境課において提供した。

H28

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正か
つ迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期間業務
職員を配置する。

受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及び
し尿汲取関係）に係る市民サービス
を、生活環境課において提供した。

事
業
概
要

本庁舎を訪れる市民に、受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）に係る市
民サービスを、生活環境課において提供する。

受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係)に関し、事務所
が本庁舎から離れたところにあること
による市民の不便を解消し、窓口
サービスを提供する事業である。

H27

具
体
的
取
組

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正か
つ迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期間業務
職員を配置した。

受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及び
し尿汲取関係）に係る市民サービス
を、生活環境課において提供した。

事業費（千円）

一般管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市民窓口サービス事業(生活環境課分） 担当課 生活環境課 記入日

担当職員数(人）

② ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

行政の施策の多様化・複雑化に対応し、適切な市民サービスの提供をめざす。 受付事務（福祉関係、教育関係、水道関係、下水道関係)に関し、事務所が本庁舎から離れたと
ころにあることによる市民の不便を解消するため、窓口サービスを提供する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値

点

点 5

点

点25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

苦情件数 窓口サービスにおける苦情件数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

件
計画値 0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値

0 実績値 0 実績値 0

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 計画値計画値

実績値 実績値

0

実績値

計画値

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
受付件数 受付件数（過去五年間（H２２～２６）の平均値を計画

値とする。）
活
動
指
標

実績値26,495 実績値 26,396 実績値 24,064 19,092実績値

20,365

H28 H29 H30単位 H27

20,365 計画値 20,365計画値
件

計画値 20,365

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



5,849

決算額 0 0 0 5,812 5,812

1.2 4.0当初予算額 0 0 0 5,849

計画額 0 0 5,849

1.2 4.0当初予算額 0 0 0 5,866 5,866

0 5,781 5,781

0 5,866 5,866

H29

市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）の出張所におい
て、各種証明書の交付及び受付業務を迅速かつ的確に行い、
市民サービスの向上と利便性の確保に努めるため臨時職員
の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員の人件費である。

Ｈ29年度から事業名を「市民窓口
サービス事業」から出張所に係る部
分のみを切り離し「出張所運営業務」
に変更した。地域と行政をつなぐ窓口
機関として、親切丁寧で住民生活に
寄り添った窓口対応に努めていく。

計画額 0 0

決算額 0 0

当初予算額

決算額

0 0 0 0

― ―

0

0 0 0 0

0 0 0

決算額

0 5,849

H30

市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）の出張所におい
て、各種証明書の交付及び受付業務を迅速かつ的確に行い、
市民サービスの向上と利便性の確保に努めるため臨時職員
の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員の人件費である。

平成31年5月からの支所、出張所再
編に伴い、今後も地域と行政をつなぐ
窓口機関として、市民サービスの低
下をもたらさないよう、関係各課と協
議し、市民生活に寄り添った窓口対
応に努めていく。

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ② ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化 目 05 戸籍住民基本台帳費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 15 戸籍住民基本台帳費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 出張所運営業務 担当課 市民課 記入日 令和元年６月２０日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

平成２９年度には、職員の政策研究の課題として「支所・出張所のあり方」について取り上げ、
様々な角度から分析検討を行い、寒川庁舎内に４つの支所を統合した総合支所を設置し、津
田・大川・長尾の支所を出張所とし、市内８ケ所の出張所を開所するという方向性を導き出し
た。
出張所は、高齢者や交通弱者にとっては、利便性の高い地域の拠点窓口となっているが、利用
者数の減少や一人職場の治安問題等から、今の状態で存続することには課題が多い。今後も
持続可能な出張所のあり方について、開所日数を含め、市の方向性を早急に決定する必要が
あると考える。

市内４支所については、建設から４０年前後経過しており、耐震性が確保されておらず、来庁者
や職員の安全確保が危惧される状況である。
また、出張所も、近年、施設の老朽化も著しく利用者数の減少も続いており、地域と行政をつな
ぐ重要な窓口ではあるが、より簡素・効率的で、将来にわたり持続可能な運営を目指すため、現
在の支所・出張所の見直しに関する協議が進められた。
平成３１年５月の分庁舎統合支所の開設に合わせ、津田・大川・長尾の支所を出張所とし、市内
８ケ所の出張所にするという見直しを行った。
最終的には、高齢化社会に対応した行政側と住民側の納得のいく見直しが必要であると考え
る。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

15
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

2

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 3

点

4 点
余地がある ⇒ 15

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

― 実績値 8,353

10 実績値 10

― 計画値 10,000 計画値 10,000

実績値 9,741

― 計画値 10 計画値 10

― 実績値

― 計画値

活
動
指
標

出張所における待ち時間 各種証明書の申請から交付までに要する時間の短
縮。

分
計画値 ― 計画値

成
果
指
標

年間利用者数 地域に密着した行政の窓口として、利便性が高く交通
弱者や地域性から必要不可欠な事業である。

人
計画値

実績値 ― 実績値

実績値 ― 実績値

実績値 5

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

― 計画値 8 計画値 8

5

行政サービスの向上を図
るための配置人員数

窓口サービスへの配置人員数。

人
計画値 ―

実績値 ― 実績値 ― 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 職員研修事業 担当課 秘書広報課

35

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

05

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(35) 行政改革の推進 項 05

一般会計

令和1年6月20日記入日

事業費（千円）

一般管理費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

各種研修機会の提供による職員の意欲向上及び効果的な職
員研修の実施による人材育成の実践。
人事評価制度の導入及び適正な運用。

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③人材育成の推進と人事評価制度の検討

9,792

―

外部研修への職員の参加を推進する
とともに、さぬき市独自の人材育成を
充実することにより、個々の職員の能
力・意欲・意識を向上し、行政サービ
スと組織全体の業務レベルの更なる
向上を図る。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 4,788 9,646 14,434

0 3,728 6,064

0 1,915 8,439 10,354

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町
村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデ
ミー）、市長会等の研修参加及び自治大学校への職員の派遣
を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップを図
るための独自研修として、ハラスメントに対する予防等の研修
を実施する。

職員全体でハラスメントに対する意識
を高めるため、ハラスメントへの予防
や対応などに関する研修を実施した
ほか、若手女性職員を対象とした
キャリアアップ研修を実施した。

0 932

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町
村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデ
ミー）、市長会等の研修参加及び自治大学校への職員の派遣
を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップを図
るための独自研修を実施するとともに、平成２７年度は、人事
評価制度の導入のための研修費を計上している。

H29

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町
村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデ
ミー）、市長会等の研修参加及び自治大学校への職員の派遣
を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップを図
るための独自研修を実施する。

日本語に不慣れな外国人の方への
窓口対応等に活かせる「やさしい日
本語」に関する研修を実施したほか、
生産性の向上に関する働き方改革等
について研修を実施した。

計画額

H28

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町
村アカデミー）等の研修参加及び自治大学校への職員の派遣
を行うほか、前年度に引き続き、人事評価制度に係る評価者
を対象とした研修、女性の活躍を推進するための女性職員を
対象とした研修及び障害者差別解消法を受けて作成した職員
対応要領に関する研修を実施する予定である。

女性の活躍を推進するため、男女共
同参画の分野と連携したキャリアアッ
プ研修を実施したほか、障害者雇用
差別解消法の施行に伴う合理的配慮
等について研修を実施した。

決算額

0.5 0.0

3,453

決算額 0

2,521女性の活躍を推進するため、男女共
同参画の分野と連携したリーダー育
成研修を実施したほか、人事評価制
度の導入に伴う評価者・被評価者に
対するそれぞれの研修を実施した。

0 9320

0 422 2,100 2,522

0 932 2,521 3,453

0.0当初予算額 0 0 927 2,017

0 0

2,944

計画額

0.5

2,562

932 1,181 2,113

0 0 136 2,426

0.0当初予算額 0 0 1,192 2,816

0 0

4,008

計画額

決算額

0.5

2,851

932 1,181 2,113

0 0 447 2,404

1,181

0.5 0.0当初予算額 0 0 1,737 2,292

計画額 0 2,113

4,029

決算額 0 0 910 1,509 2,419

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 220

H28 H29 H30単位 H27

220 計画値 220220

計画値 10計画値

成
果
指
標

外部研修への参加者数 外部研修受講者数及び他団体への派遣者数の合
計。

実績値

活
動
指
標

独自研修への参加者数

実績値 222実績値 226 実績値 227 実績値 228

10

計画値

計画値 10 計画値 10

計画値

回

計画値
外部研修の実施回数 市町職員研修センター、市町村アカデミーなど外部で

実施する研修と他団体への派遣回数の合計。
回

実績値

独自研修受講者数。

独自研修の実施回数 さぬき市で独自に実施した研修の回数。

人
実績値 105

130 計画値 130 計画値

実績値

実績値 1921

130

137

25 実績値 20 実績値

400 計画値 400400 計画値

152 実績値 145

130 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 765 実績値 765

400
人

計画値

点

582

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

3点

3

職員の資質向上や意識改善を図るため、各種研修を実施、受講することが必要であることか
ら、外部研修については、今まで通り積極的に周知し参加者を募るとともに、独自研修について
は、必要性の高い内容の研修を企画し、実施する必要がある。

3

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 276 実績値

なっていない ⇒ なっている

44

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

4 点 4

17

点

優先度高い

17４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
3 点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

　外部研修については、研修機会は十分にあり、参加者数も計画数を超えており、現状維持で
良いと思われるが、個々のスキル・モチベーションアップを目指すため、今後も職員への周知を
行っていく。
　また、市で独自に実施している研修については、ハラスメント予防等に対する研修を実施した
など今後も時代に即した必要性の高い内容の研修を実施していく必要があると思われる。

3 点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

200

59,410

15,540

15,540

10,182

11,524

11,205

11,005

3,816

3,255

11,569

④

35

Ⅵ

④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進

(35) 行政改革の推進

一般管理費

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 総務費

総務管理事務事業（行政事業） 令和1年6月21日

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

10,523

H30

具
体
的
取
組

47,039

200

282

200

決算額

計画額

44,939

11,5240

0

13,671

13,560

13,538

3,816

2.6

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

担当課

05

05

10

01 一般会計

目

項

款

会計

総務管理費

総務課 記入日

事業目的 / 改善内容

市の事務事業の枠組である条例や
予算の議会への提出をはじめとする
総務管理的な事項を適切に実施する
ことで円滑な市政の推進を図るととも
に、庁内の経常的経費の総額抑制と
執行における効率性向上を図る。
マイナンバー制度の施行に向けて、
遅れていた各種広報啓発活動を推進
し、出前講座やＣＡＴＶ番組の制作・
放映等で理解の促進に努めた。

計画額

0

H27
|

H30

事
業
概
要

14,630

14,705

15,808

14,705

決算額

3,300

0

当初予算額

決算額

200

147

計画額

当初予算額

4,003

14,597

14,460

15,772

14,639

200

10,423

11,205

13,764

決算額

0

0

0

0

0

0

1,844

当初予算額

1,794

3,897

3,925

13,882 15,805

14,279

財源内訳

800

800

816

200

200

200

129

3,300

10,489

0

0

0

0

258

4,003

2.1 0.0

事業費（千円）

3,816

0 ――

一般財源

45,317

2.7 0.4

2.9 0.0

その他地方債国県支出金

59,671

61,399

指定管理者の管理体制について、施
設の所管課が行っている各種報告書
による管理体制に加え、第三者の視
点を入れた評価制度について検討
し、平成２９年度からの新たな取組導
入を図った。
指定管理者の管理体制について、第
三者の視点を取り入れた評価体制の
実施に向けた整備を図った。

ペーパーレス議会システム事業とし
て、市議会の議案書等を電子化する
ことにより、コピー用紙及びコピー代
の抑制に取り組んだ。

議案の収集・提出、例規の審査、指定管理者選定審議会の運
営などのほか総務管理的取組を実施する。
庁内に共通する経常的経費である印刷用消耗品や郵送料等
を総括的に執行する。

議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者選定審議会
の開催、マイナンバー制度への諸対応などのほか、郵便料金
の取りまとめと支払い、コピー用紙の調達、コピー代等の支払
いを行う。

議案の収集・提出、例規の審査、指定管理者選定審議会及び
特別職報酬審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応など
のほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コピー用紙の調達、
コピー代等の支払いを行う。

議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者選定審議会
の開催、マイナンバー制度への諸対応などのほか、郵便料金
の取りまとめと支払い、コピー用紙の調達、コピー代等の支払
いを行う。

議案の収集・提出、例規の審査、指定管理者選定審議会及び
特別職報酬審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応など
のほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コピー用紙の調達、
コピー代等の支払いを行ったほか、番号制度の施行に伴い、
必要となる例規整備や制度に関する周知啓発を実施した。

事業内容
事業費計

0.0



１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

5,700

6,947

4

点

点

計画値

点

3

チェック項目（１～５点で評価）

計画値

実績値

点

活
動
指
標

成
果
指
標

1

0

5,700

計画値

実績値

0

計画値

実績値

5,651

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

指標名

コピー代（総務課支払い
分）の抑制に係る職員周
知

1年間に支払をしたコピー
代（総務課支払い分）

H28

上半期、下半期のコピー代の金額に対し、前年度各
半期と比較し、金額が増加している場合には職員へコ
ピー代抑制に係る職員周知を行った回数。

　事務の増加や煩雑化の中で増加傾向にある経常経
費抑制に向けた取組の成果としての１年間に支払った
コピー代（総務課支払い）の金額。

計画値

計画値

実績値

H27

計画値

実績値
千円

今
後
の
方
向
性

評
価

方
向
性

理
由

　庶務的な内容が多いが、市の多くの部署に関わる内容であるため、的確な方針に基づき、適
切かつ堅実な事務の遂行と予算の執行を進めていく必要があり、基本的にはこれまでの方向
性を踏襲しつつ、可能な改善を図りながら事業を推進していくことが妥当であると考えられる。

一次評価（担当者）

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

必要はない必要がある ⇒

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

⇒

⇒

⇒優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い

　庶務的な内部事務（事業）であるが、今後とも的確な方針に基づき、堅実な事務及び効率的な
経常的経費の執行に努めていきたい。なお、成果指標に掲げているコピー代の実績値が計画
値を大きく上回ったが、これについては、分庁舎の整備関連など通年業務以外の業務によるも
のと考えている。

点 4 点

5 点

二次評価（所属長）

⇒ 16
4 点

4 点

2 点

4 点

／25点

3

必要性高い

なっている

優先度高い

2

実績値

計画値5,700

／25点

実績値

計画値

実績値

19 点

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点

計画値

5,551

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

H29

実績値

1 1

0

6,128

H30

計画値

実績値

計画値

1

0

計画値

実績値

計画値

5,700

実績値 実績値

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.1

108

0 198

決算額 0 0 0 151 151

当初予算額 0 0 0 205

0 0 108

0

1240 0 124

205

0.0

0 0 379 379

68

0.1 0.0

52

1980 198

198

1980 198

0.0

0.1 0.0

0

―

0 0 198

198198

0

792

198

0.1

602

0

0 0

0 68

0 52

750 0 75

0

・行政改革推進委員会の開催
・行政改革実施計画の進捗管理
・次期行政改革実施計画の策定

行政改革推進委員会を4回開催し、
次期行政改革実施計画を策定した。
また、行政改革実施計画の進捗状況
について委員からの意見を取りまと
め、市長に提言を行った。

決算額

・行政改革推進委員会の開催
・行政改革実施計画の進捗管理

行政改革推進委員会を2回開催し、
行政改革実施計画の進捗状況につ
いて委員からの意見を取りまとめ、市
長に提言を行った。

計画額 0

H28

・行政改革推進委員会の開催
・行政改革実施計画の進捗管理

行政改革推進委員会を2回開催し、
行政改革実施計画の進捗状況につ
いて委員からの意見を取りまとめ、市
長に提言を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

・行政改革推進委員会の開催
・行政改革実施計画の進捗管理

行政改革推進委員会を3回開催し、
行政改革実施計画の進捗状況につ
いて委員からの意見を取りまとめ、市
長に提言を行った。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 792

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

行政改革実施計画について、各所管課が自ら進捗管理を行う
とともに、行政改革推進委員会から市民目線での意見を伺
い、改革に反映させる。

行政改革に関する調査や研究を行
い、改善に向けた方策を提言し、行政
全般の改革に活かしていく。 ―0 0 602

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

30 企画費

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 行政改革推進事業 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

行政改革については、これまでも各種取組を行っているが、更なる行政改革を推進するために
は、職員の意識改革が必要であり、平成27年度からスタートしている第2次総合計画前期基本
計画に「基本施策35 行政改革の推進」を明記している。今後、更なる市民サービスの向上を目
指すためには、事務事業の改善は必要不可欠であるため、行政改革推進委員会からの市民目
線での提言を受けながら、更なる行政改革に取り組む必要があると考えている。

行政改革の更なる推進を図るためには、職員の意識改革が必要であり、第2次総合計画でも「
行政改革の推進」を明記している。
今後とも簡素、効率的で将来にわたり持続可能な行財政運営の実現と市民サービスの向上を
目指し、行政改革推進委員会からの提言を受けながら、行政改革実施計画に掲げた目標達成
に向けて進捗管理を行っていく。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19
優先度高い

点 18 点

4 点

4 点

計画値

1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

1 計画値

計画値 計画値

1 計画値

計画値

計画値 1

実績値実績値 実績値

実績値 2 実績値
活
動
指
標

回
計画値

行政改革実施計画の進捗
状況調査

行政改革実施計画の進捗状況の調査回数

行政改革推進委員会を開催する回数

計画値

実績値

成
果
指
標

行政改革推進委員会から
の提言数

行政改革推進委員会からの提言数

1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

1 計画値 1
回

計画値 1 計画値

計画値
行政改革推進委員会の開
催数

単位 H27 H28 H29

4
回

計画値 2

2

2 計画値 2

実績値 3

計画値 2

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.5

144

0 311

決算額 0 0 0 0 0

当初予算額 0 0 0 0

0 0 144

0

2820 0 282

0

0.0

0 0 408 408

140

0.3 0.1

124

3110 311

311

3110 311

0.1

0.2 0.0

0

―

0 0 311

311311

0

1,244

311

0.2

904

0

0 0

0 140

0 124

3110 0 311

0

事務事業の改善を図るため、活動指標や成果指標を設定して
目標を明確にし、費用対効果を勘案しながら、事業内容や実
施手法等について各所管課自らが行う内部評価と行政評価委
員による外部評価を実施する。

外部評価は実施せず、事務事業評価
調書の作成を行い、全調書の公開を
行った。

決算額

・総合計画実施計画及び事務事業評価調書の作成
・行政評価委員会の開催（全5回）
・行政評価委員会委員による外部評価の実施
　（評価事業数　12事業）
・平成27年度さぬき市行政評価委員会報告書の作成・公表

・外部評価当日の、委員と職員との質
疑応答時間不足の解消を狙い、事業
説明等の時間配分を見直した。　・第
2次総合計画前期基本計画スタート
に合わせ、事務事業評価調書の改善
に取り組んだ。

計画額 0

H28

・総合計画実施計画及び事務事業評価調書の作成
・新調書作成に係る職員研修会の開催（4月26日）
・行政評価委員会の開催（全5回）
・行政評価委員会委員による外部評価の実施
　（評価事業数　12事業）
・平成28年度さぬき市行政評価委員会報告書の作成・公表

・第2次総合計画前期基本計画初年度（27
年度）の評価であることから、外部評価対
象事業の選定方法の見直しと、新しい事
務事業評価調書での評価に取り組んだ。
また、事務事業の透明性を高めるため、
全調書の公表を開始した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

・総合計画実施計画及び事務事業評価調書の作成
・行政評価委員会の開催（全5回）
・行政評価委員会委員による外部評価の実施
　（評価事業数　12事業）
・平成29年度さぬき市行政評価委員会報告書の作成・公表

外部評価対象を実施し、事務事業評
価の充実を図った。
また、事務事業の透明性を高めるた
め、全調書の公表を開始した。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 1,244

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

各事業の活動指標や成果指標を設定して目標を明確にし、費
用対効果を勘案しながら、事業内容や実施手法等について各
所管課自らが行う内部評価と行政評価委員会委員による外部
評価を実施するもの。

事務事業の効率性と有効性を見直す
ことで、職員が自発的に業務改善に
取り組む風土を醸成するとともに、各
事務事業の透明性を確保し、説明責
任を果たしていくことにつなげる。

―0 0 904

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

30 企画費

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 行政評価推進事業 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

「総合計画実施計画及び事務事業評価調書」の作成を行い、内部評価を充実させ、予算査定の
根拠資料の一つとして取扱い、事務事業のスクラップアンドビルドにつなげることが重要だと思
います。

正規職員が減少する中、市民サービスの向上を目指すためには、事務事業の改善は必要不可
欠なものであるため、効率的、効果的な行政運営に向けた取組を進めるとともに、制度改善や
執行体制の整備に取り組んでいく必要がある。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

20
優先度高い

点 19 点

4 点

3 点

計画値

0

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

0 計画値

計画値 計画値

0 計画値

計画値

計画値 0

実績値実績値 実績値

実績値 5 実績値
活
動
指
標

事業
計画値

行政評価外部評価事業数 行政評価委員会委員による外部評価を受けた事業数
（のべ）

行政評価委員会（外部評価含む）の開催回数

計画値

実績値

成
果
指
標

行政評価委員会が「抜本
的見直し」と指摘した事業
数

さぬき市行政評価報告書（事務事業評価結果項目一
覧表）において「抜本的見直し」と指摘された事業数

60

実績値 12 実績値 24 実績値 36 実績値 0

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

28 計画値 44
事業

計画値 12 計画値

計画値
行政評価委員会の開催

単位 H27 H28 H29

0
回

計画値 5

5

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 電算システム維持管理事務事業 担当課 総務課 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ⑤ ⑤全庁的取組による電算システムの効率化 目 35 電子計算費

784,317

― ―0 6,383 1,201,782 1,235,215

0 5,578 748,131
H27

|
H30

事
業
概
要

電算システムのシステム及び機器の導入と運営を行う事業で
あり、主に全庁的に運用する情報（事務）系システムと、住民
情報・税業務を担う基幹業務系システムの2つを所管する。国
等の制度改正に対応しながら、機能性とコスト面を含めた効率
性に配慮した適切な機器の調達及びシステム改修と運営を実
施する。

行政運営上欠かすことのできない電
算システムの導入・運用に関して、利
便性を含めた機能性とコスト面を含
めた効率性の両立による最適化を
図っていくことを目的とする。

計画額 30,608

当初予算額 27,050

決算額 70,485

H30

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティポリシーの策定、職員に対する電算シス
テム利用に関する研修、啓発などを実施する。

「情報システム最適化計画」に基づ
き、システム調達に競争性を持たせ
るため、グループウェアシステム更新
の際、企画提案競争（プロポーザル）
方式による導入業者の選定を実施し
た。

決算額 43,578

H27

具
体
的
取
組

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティ関係の啓発などのほか、特徴的内容とし
て、マイナンバー制度に対応したシステム改修を行った。

マイナンバー制度に対応した適切な
システム改修や効果的・効率的な
ネットワークの再構築等を進める一
方、サイバー攻撃等による情報漏え
い事故が発生しないよう、適宜情報
提供や注意喚起を行った。

計画額 20,608

H28

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達支援。機器等の調達、廃棄及び保守等
の維持管理と電算関係消耗品の調達。情報セキュリティポリ
シーの策定、職員に対するシステム利用に関する研修、啓発
等。また、マイナンバー制度対応システム改修と自治体情報シ
ステム強靭化モデル事業を実施する。

マイナンバー制度に係る情報連携に
向け統合運用テストを実施した。又、
新たな情報セキュリティ強化対策とし
て「自治体情報システム強靭性向上
モデル」構築と「自治体情報セキュリ
ティクラウド」への接続を行った。

H29

計画額 10,000

207,962

1.2 0.0

0 5,509 1,123,615 1,199,609

0 1,351 197,225

0 1,289 186,065

242,154

当初予算額 20,608 0 1,289 186,065 207,962

1,289 190,500 201,789

0.0当初予算額 0 0 1,351 460,265

213,030

決算額 17,807 0 1,347 166,590 185,744

1.3 0.0当初予算額 6,442 0 1,351 205,237

448,998 455,927

1,500

0

190,216 191,716

1.0

182,850

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティポリシーの策定、職員に対する電算シス
テム利用に関する研修、啓発など。特徴的内容として、基幹業
務システムの更新を予定している。

「情報システム最適化計画」の策定と
並行して、住民情報（住民基本台帳・
税業務）システムの更新を実施。（大
規模災害等に対する）事業継続性、
効率性の高さを考慮し、クラウド方式
の情報システムへ移行した。

計画額 0 0

461,616

決算額 5,619 0 1,310

1,500 181,350

1.0

決算額 3,481 0 1,501 310,802 315,784

0.0当初予算額 0 0 2,392 350,215

計画額 0 0

352,607



計画値 20

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

20 計画値 20計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

システム保守点検報告書
の受領・確認回数

電算システムを適切に運用するためには、定期及び
必要に応じた保守点検が必要であることから、月次・
随時の保守点検報告書の受領に基づく確認回数を指
標とする

回
計画値 20

実績値 15 実績値 38 実績値 35 実績値 25

実績値

成
果
指
標

事業コスト 市民一人当たりのコスト（当該年度事業費／市人口）

千円
計画値 4.50 計画値

計画値 計画値

4.50 計画値 4.00

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値

計画値 4.00

実績値 4.75 実績値 3.66 実績値 9.13 実績値 6.42

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　電算システム導入の本来の目的である事務事業の効率化、コスト削減効果の観点から、既存
システムを再評価し、電子自治体の構築に取り組みつつ住民の利便性の向上と行政事務の合
理化、簡素化を両立出来る電算システムの再構築に取り組むものである。
　しかしながら、電算システム維持管理事務事業では、国の政策や法改正に伴う市の情報シス
テムの大規模改修や、新規の情報システムの導入がたびたび発生する。そういった事案におい
て、市側に許される裁量の範囲内で、最も費用対効果の高いシステムや機器の選択を行うこと
とする。

　平成29年度に策定した「さぬき市情報システム最適化計画」及び「情報システム調達ガイドラ
イン」に基づき、グループウェアシステムの更新業務については効率的に取り組めた。今後にお
いては、他の業務システムについて、クラウドサービスへの移行を推進するとともに、システム
の運用コストなどの適正化を図っていくものである。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

出張所は、地域に密着した行政の窓
口であり、市民課は、総合窓口として
の機能を有することから、混雑を解消
し、迅速に的確なサービスの提供に
努める。

一般財源

10,569

296

事業費計

20,055

0.9 4.2

1.3 4.1

23,327

10,658

11,255

11,799

9,397

11,503

4,503

0

※Ｈ29年度から「市民窓口サービス事業」を廃止して、市民課
窓口の臨時職員に関する部分を「戸籍・住民異動等管理事
業」に包含し、出張所運営に関する部分を新たに「出張所運営
業務」として移行し、2事業に分離したた。

市民課窓口及び市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）
の出張所において、各種証明書の交付及び受付業務を迅速
かつ的確に行い、市民サービスの向上と利便性の確保に努め
るため臨時職員の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員の
人件費である。

鴨庄、小田、鴨部、造田、多和出張所において、証明書の交
付及び市税等の徴収、各種市提出書類の受付を行っている。
また、２７年度については１０月からマイナンバー制度の運用
開始により窓口の混乱が予想されることから、市民課窓口の
充実を図るため、臨時職員の配置を行った。事業の内容は全
て臨時職員の人件費である。

出張所での取扱い業務の増加に伴
い、業務内容を見直し、負担軽減を
図ることが課題である。市民課におい
ては、マイナンバーカード交付事務に
係る時間外勤務が発生したため、時
間外勤務手当を支給した。

出張所毎に取扱う業務量に差異があ
る。地域住民との関連もあるが、業務
量の極端に多い出張所については今
後負担軽減を図ることが課題である。

当初予算額

決算額

事業内容

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

4,288

11,255

684

0

5,686

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

決算額

計画額

市内５ヶ所の出張所においては、各種証明書の交付や市税等
の徴収その他申請書の受付業務を行ない、地域に密着した行
政の窓口として利便性の確保に努め、市民課においては、窓
口の混雑を解消し、迅速かつ的確で親切なサービスの提供に
努める。

0

0

0

0

0

0

0

695

11

計画額

担当課

05

15

10

01

市民窓口サービス事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

②

35

Ⅵ

②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

(35) 行政改革の推進

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

市民課 記入日

会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――
H27

|
H30

22,783

11,528

11,528

財源内訳

22,783

23,031

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

8,791

11,528

296

4,883

H30

款

0

0

0

0

0

0

11,528

0

0

0



計画値

実績値

実績値

計画値

―

―

―

H30

計画値 計画値8

H29

実績値

理
由

出張所における待ち時間

人

分

二次評価（所属長）

点

必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

方
向
性

点

点

点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

点

点

計画値

実績値

実績値

計画値

―実績値 8

実績値

計画値

―

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

⇒

⇒

計画値 ―

１ → ２ → ３ → ４ → ５

今
後
の
方
向
性

実績値

10,000
年間利用者数

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

成
果
指
標

10

8

8

9

指標名

行政サービスの向上を図
るための配置人員数

計画値

計画値

各種証明書の申請から交付までに要する時間の短
縮。

活
動
指
標

計画値

実績値

10

8

H28H27

窓口サービスへの配置人員数。

地域に密着した行政の窓口として、利便性が高く交通
弱者や地域性から必要不可欠な事業である。

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

人

計画値

実績値

10,000

10,31310,367

評価点

点

チェック項目（１～５点で評価）

点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

実績値

―

―

―

―

―

／25点

点
点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

―

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

統合・廃止 



計画額 59 0

4.1

13,859

20,970 -6,403

決算額 302 0 14,321 0 14,623

当初予算額 59 0 14,850 0

0 13,805 0

0

14,6220 20,970 -6,403

14,909

1.6

0 50,365 0 50,880

0

4.6 0.9

11,260

11,56111,505 0

14,622

14,90914,850 0

1.0

4.2 1.4

0

―

0 11,497 0

11,5530

11,073

52,645

11,553

3.4

52,897

0

0 11,497

0 11,138

11,166 0

11,8130 14,237 -2,478

0

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の
交付を行う。事業の主な内容は、戸籍電算システム等の運用
委託、保守、機器借上料が主なもので、他は諸事務経費であ
る。戸籍FAXについては、再リース契約を予定している。

戸籍事務へのマイナンバー制度導入
の準備として、戸籍に使用している文
字情報を収集した。戸籍ＦＡＸについ
ては、翌年５月の支所・出張所の再
編を見越し再リース契約を締結した。

決算額

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の
交付を行う。事業の主な内容は、戸籍電算システムの運用委
託、保守、機器借上料が主なもので、マイナンバー制度開始
に伴い窓口の整備及び申請書の様式変更を行った。

マイナンバー制度開始に伴い「住民
票の写し等に係る本人確認及び委任
状に関する要綱」を制定し、窓口での
本人確認書類の拡充を図った。

計画額 56

H28

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の
交付を行う。事業の主な内容は、戸籍電算システムの運用委
託、保守、機器借上料が主なもので、他は諸事務経費である。
本年度は、住基法施行令第３４条に該当する戸籍附票のデー
タ作成業務を行うこととしている。

昨年作成した本人確認のための要綱
に基づき、各種証明書の誤交付を防
ぐため、本人確認と書類審査方法の
徹底を図った。予定していた戸籍附
票のデータ作成作業についても円滑
に終了した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 56

決算額 65

H27

具
体
的
取
組

54

当初予算額 55

94

当初予算額

計画額 226

当初予算額 224

決算額 515

H29

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の
交付を行う。事業の主な内容は、戸籍電算システム等の運用
委託、保守、機器借上料が主なもので、他は諸事務経費であ
る。戸籍FAXについては、リース期間が満了となり、再リース契
約を予定している。なお今年度から市民課窓口臨時職員２名
分の人件費が含まれた。

Ｈ29年度に市の基幹住民情報システ
ムが「フィット」から”ミサリオ”へ更改
された。そのため新システムの操作
研修等を計画的に行い、スムースな
窓口業務の対応に繋げた。また、戸
籍ＦＡＸについては再リース契約を締
結した。

計画額

54

56

55

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

58,822 -6,403

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の
交付を行う。事業の主な内容は、戸籍電算システムの運用委
託、保守、機器借上料が主なもので、他は諸事務経費である。

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑
登録事務等、市民の窓口として正確
かつ迅速な対応を図り、市民サービ
スの向上を図る。

―0 61,554 -8,881

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ⑤ ⑤全庁的取組による電算システムの効率化 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

戸籍住民基本台帳費

10

05 戸籍住民基本台帳費

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 15

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 戸籍・住民異動等管理事業 担当課 市民課 記入日 令和元年６月２０日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

戸籍の不正取得事件やマイナンバー制度の導入により、市民課が保有する個人情報の管理が
一段と厳しくなっている。
そのため、特定個人情報に係る電子データのセキュリティ管理、戸籍や住民票郵送請求等に係
る発行可否の書類審査も厳格に行わねばならず、業務量が年々増加傾向にある。
一方で来庁者には窓口での本人確認書類の提示や、場合によっては、請求理由の記載が義務
付けられ、窓口でトラブルに発展することもしばしばである。
これまでも迅速かつ正確な窓口対応を心掛けてきたが、来庁者の要望を正確に聞き取りより柔
軟な対応を心がける必要がある。

窓口サービスの資質向上は市民課職員における最重要項目と位置付けている。
毎年、異動職員を対象に業務用パソコンの操作研修や研修会への参加を行い、他部局等の担
当者と信頼関係を構築し、業務に関する幅広い基礎知識の習得、情報収集に力を入れている。
加えて、各職員が窓口にくる市民のニーズに対応し、日々市民目線にたった対応を念頭に、接
客能力の向上に努めているところである。
マイナンバー制度の導入後、事務も煩雑になり、本人確認の厳格化など、概して対応時間が長
引く傾向にあるが、今後も接客技術の研鑽に努め、服務規律を遵守し、公正、正確、迅速で市
民目線で好感度の高い窓口サービスを目指し、職務を遂行する。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

17
優先度高い

点 17 点

2 点

3 点

計画値

10

実績値 10 実績値 10 実績値 10 実績値 10

10 計画値

計画値 計画値

10 計画値

計画値

計画値 10

実績値実績値 実績値

実績値 5 実績値
活
動
指
標

分
計画値

当該事務への配置人員数。

計画値

実績値

成
果
指
標

戸籍届出及び住所異動等
処理時間の短縮

戸籍届出及び住所異動等処理を迅速に行います。

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
市民サービスの向上を図
るための配置人員数

単位 H27 H28 H29

5
人

計画値 5

5

5 計画値 5

実績値 5

計画値 5

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 3,937 0

3.1

13,418

3,680 4,560

決算額 3,714 0 180 10,858 14,752

当初予算額 9,969 0 3,449 7,821

0 202 9,523

0

20,4640 3,223 7,560

21,239

1.7

0 4,285 38,939 72,633

11,295

3.4 0.8

15,133

11,1173,680 3,500

12,177

14,6173,680 7,000

1.0

3.1 0.6

0

―

0 3,680 10,478

32,11010,478

3,680

70,021

32,110

2.5

85,004

0

0 3,680

0 29,330

223 7,263

11,1910 16 6,179

0

住民異動等の管理、公的個人認証等事務、マイナンバーカー
ドの交付を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内
容は、住基ネットワークシステムの委託料、保守料及び機器の
賃借料とマイナンバーカード交付に係る事務負担金であり、本
年度は、住基ネットシステムサーバーの更新を行う。

住基システムサーバーの更新を行っ
た。情報提供ネットワークによる情報
連携が拡大され、より慎重な確認作
業を要することから、システムを適正
に運用し、個人情報についても、細心
の注意を払い適切な管理に努めた。

決算額

住民異動等の管理、住民基本台帳カードの発行、公的個人認
証等事務、マイナンバーカードの交付を行い市民サービスに
寄与している。事業の主な内容は、住基ネットワークシステム
の委託料、機器の賃借料及びマイナンバーカード交付に係る
事務負担金と関連機器の購入に伴う備品購入費である。

セキュリティの高いネットワークシステ
ムの維持管理とともに、住民基本台
帳カードの発行、公的個人認証等事
務、平成28年1月からマイナンバー
カードの交付を行った。

計画額 17,952

H28

住民異動等の管理、公的個人認証等事務、マイナンバーカー
ドの交付を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内
容は、住基ネットワークシステムの委託料、保守料及び機器の
賃借料とマイナンバーカード交付に係る事務負担金である。

Ｈ28.１からのマイナンバーカードの本
格的な窓口交付に伴い、複数体制で
の交付事務を行うなど迅速で適正な
カードの交付に努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 17,952

決算額 14,355

H27

具
体
的
取
組

3,693

当初予算額 9,681

7,647

当初予算額

計画額 29,763

当初予算額 42,598

決算額 29,409

H29

住民異動等の管理、公的個人認証等事務、マイナンバーカー
ドの交付を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内
容は、住基ネットワークシステムの委託料、保守料及び機器の
賃借料とマイナンバーカード交付に係る事務負担金である。Ｈ
29年度から事業名を「住民基本台帳ネットワーク管理事業」に
変更した。

Ｈ29年度は、基幹システム更改に伴
うＧＷサーバの更新を行うとともに、
関連部署との業務調整や新システム
の操作研修を行い、スムースな新シ
ステムでの業務移行に努めた。

計画額

4,996

3,937

3,937

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

14,720 25,538

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

ＬＧＷＡＮ（統合ネットワーク）は、地方公共団体相互間のコミュ
ニケーションの円滑化及び情報を共有し高度利用を図るため
の基盤として整備された行政専用のネットワークシステムであ
り、セキュリティの高いネットワークシステムの維持管理ととも
に、マイナンバーカードの交付と公的個人認証サービスの交
付等を行う事業である。

ＬＧＷＡＮは、地方公共団体相互間の
コミュニケーションの円滑化及び情報
を共有し高度利用を図るための基盤
として整備された行政専用のネット
ワークシステムであり、マイナンバー
カードの交付等を行う。

―0 10,368 32,038

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ⑤ ⑤全庁的取組による電算システムの効率化 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

戸籍住民基本台帳費

10

05 戸籍住民基本台帳費

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 15

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住民基本台帳ネットワーク管理事業(旧ＬＧＷＡＮ事業） 担当課 市民課 記入日 令和元年６月２０日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

マイナンバー制度の導入により、個人情報管理が一段と厳しくなった。住基ネットに関する情報
セキュリティ対策として、チェックリストを用いた自己点検システムの構築や国からの外部監査が
実施されるなど、それらに伴う業務も増加し、日常業務も細部まで注意を払う必要性が生じてい
る。
平成２９年度から、情報ネットワークシステムによる情報連携が開始され、利用範囲も大幅に拡
大しているため、証明書を発行する代わりに住基ネットシステムによる確認作業が増加傾向に
ある。マイナンバーカードを利活用できる範囲も今後拡大されていくことから、ネットワークシステ
ムの適正な運用管理の確立と職員の個人情報管理の徹底を確立する必要がある。

平成２９年度から情報ネットワークシステムによる情報連携が開始され、利用範囲も大幅に拡大
し、税や福祉の分野に関する行政の各種申請書に添付する証明書等が不要になりつつあり、
証明書を発行する代わりに住基ネットシステムによる確認作業が増加している。
現在、市のマイナンバーカードの普及割合は9％台と伸び悩んでいるが、本市も含めて、全国的
に交付率が低い要因としては、現時点においては当該カードの活用機能が低いことが指摘され
ており、市としては、今後の機能の拡大等を含めて、交付を受けるメリットの啓発に取り組み、交
付率の向上に努めたい。マイナンバーカードの利活用の拡大に向けた施策の展開によっては、
今後の交付件数の増加も予想されるが、個人情報管理には特に注意を払い、迅速で適正な
カードの交付事務に努めていく。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

20 実績値 20

優先度低い ⇒

20

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

16
優先度高い

点 16 点

2 点

3 点

20

20 計画値

500

実績値 794 実績値 3,124 実績値 556 実績値 364

2,000 計画値

計画値 20 計画値

800 計画値

20 計画値

計画値 1,000

実績値実績値 20 実績値

実績値 4 実績値
活
動
指
標

マイナンバーカードの交付
に係る時間の短縮を図る

マイナンバーカード交付に係る事務処理が煩雑である
ため、事務処理の簡素化を図り、待ち時間の短縮と市
民サービスの向上に努める。

人
計画値

当該事務への配置人員数。

計画値

実績値

成
果
指
標

マイナンバーカードの交付
件数

幅広い分野での利用が図られることが想定されるた
め、交付前処理の迅速化と個人情報管理に努め、マ
イナンバーカードの発行枚数の拡大に努める。

分

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
市民サービスの向上を図
るための配置人員数

単位 H27 H28 H29

6
人

計画値 4

6

6 計画値 6

実績値 6

計画値 6

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 0 17,864 17,864

14,868 14,868

0

14,8680 0

0.0当初予算額 0 0 0 15,497

0

0.3 0.0当初予算額 0 0 0 17,360

計画額 0 14,868

17,360

計画額

決算額

0.1

14,596

0 14,597 14,597

0

0 0 14,596

当初予算額 0 0 0 14,597

0

0

15,497

計画額

決算額

0.1

14,596

0

0.0

0 0 61,653 61,653

0 0

0

14,597 0.0

―

0 0 58,930

14,597 14,597

0 0 14,597 14,597

0 0 14,596

H27
|

H30

14,597

0.1

0 0 14,597

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

58,930

―0 0 62,051 62,051

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 15 民生費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国
保・健康課の健康管理システムの保守及びサポートサービス
を実施し、効率的で安定したシステムの運用を行うことで、市
民に遅延のないサービスを行う。

遅延ないサポート体制により、市民に
対しても安心してサービスを提供でき
た。
また、次年度にシステム更新を迎え
ることから、市にとって最適な運用方
法を検討した。

H29

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国
保・健康課の健康管理システムの保守及びサポートサービス
を実施し、効率的で安定したシステムの運用を行うことで、市
民に遅延のないサービスを行う。

遅延ないサポート体制により、人事異
動な制度改正によりシステムに不慣
れな職員が安心して効率的にシステ
ムを使用でき、市民に対しても安心し
てサービスを提供できた。

H28

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国
保・健康課の健康管理システムの保守及びサポートサービス
を実施し、効率的で安定したシステムの運用を行うことで、市
民に遅延のないサービスを行う。

サポートの早期対応及び消耗部品の
早期交換を委託業者に徹底したこと
により、住民に不利益が起こらないよ
うサービスを提供した。

事
業
概
要

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国
保・健康課の健康管理システムの保守及びサポートサービス
を実施し、効率的で安定したシステムの運用を行うことで、市
民に遅延のないサービスを行う。

総合福祉・健康管理システムの運用
により、適正な福祉サ－ビスを提供
する。

H27

具
体
的
取
組

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国
保・健康課の健康管理システムの保守及びサポートサービス
を実施し、効率的で安定したシステムの運用を行うことで、市
民に遅延のないサービスを行った。

定期保守点検及び消耗部品の交換
実施等により遅延なく福祉サ－ビスを
行った。システムの入力方法、確認
の手順等質問内容に対し具体的サポ
－トにより、各福祉制度に対応したサ
－ビスを提供した。

事業費（千円）

社会福祉総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保健福祉事務所運営事業 担当課 福祉総務課 記入日

担当職員数(人）

⑤ ⑤全庁的取組による電算システムの効率化

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05主要施策

財源内訳

社会福祉費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

適正で迅速な福祉サービスの提供をするためには、住民基本情報等が必要であり、業務内容
によって窓口が分散していることから、効率的で安定したシステムの運用が不可欠であるととも
に、そのサポート体制についても遅延ない対応が今後も求められる。
平成３１年度のシステム更新時には、効率的、かつ、災害に強いシステムを構築することによ
り、安全で安定的なサービスの供給ができるよう、導入方法を検討する。

健康福祉部の情報ネットワークとして、総合福祉・健康管理システムを導入・運用しているが、
「さぬき市情報システム最適化計画」で計画する「災害への備え」「業務効率の向上」「コスト最
適化」他、高度で質の高い市民サービスの提供を進めるうえで、重要な業務である。また、市民
の個人情報を扱うことから、データ管理及び処理については、定期的な保守及びサポートサー
ビスを実施することで、適正かつ慎重に取り扱うこと。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

優先度低い

成
果
指
標

システムサポ－ト件数 子育て支援課・長寿障害福祉課・国保・健康課等から
問合わせした業務内容に対して対処した件数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

件
計画値 120 計画値

実績値 167

120 計画値 120 計画値

126 実績値 93 実績値 352

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 計画値計画値

実績値 実績値

120

実績値

計画値

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
保守点検回数 定期保守点検及び消耗部品の交換等回数

活
動
指
標

実績値4 実績値 9 実績値 5 3実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値
回

計画値 2

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業②（公共施設の整理・再編関係） 担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月20日

款 10 総務費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①計画的な公共施設の整理・再編と管理運営の最適化

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30

項 05

事業費（千円）

企画費

H28

・公共施設再生基本計画に基づいた個別計画の作成 公共施設再生基本計画の進捗状況
調査を行った。
※H28予算額は企画事業全体の再掲

事
業
概
要

公共施設の適量化と管理運営の最適化を図る取組である。 公共施設再生基本計画を策定し、計
画に基づき施設の総量縮減を図るこ
とを目的とした事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

10,800

具
体
的
取
組

・公共施設再生基本計画の策定 公共施設の今後の方向性を示した公
共施設再生基本計画を市議会の説
明を経て策定した。

H30

・公共施設再生基本計画に基づいた個別計画の進捗管理 ※H30予算額は企画事業全体の再掲

H29

・公共施設再生基本計画に基づいた個別計画の進捗管理 ※H29予算額は企画事業全体の再掲

決算額 14,520

13,800

―0 1,073 64,909 73,937

473 29,970 0.1

0 0 10,800

決算額 27,652

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 7,955

30,443

―

0 0 13,800

0.06,520

0.0

0 801 58,046 86,499

0 201 18,720 33,441

0

決算額

0.1

22,055

0 1,000 1,000

5,169 0 200 16,686

当初予算額 0 0 200 6,320

0 0計画額

0.0当初予算額 4,107 0 200 12,091

0 0

16,398

計画額

決算額

0.1

13,791

0 1,000 1,000

4,228 0 200 9,363

0.1 0.0当初予算額 3,848 0 200 16,528

計画額 0 1,000

20,576

決算額 3,735 0 200 13,277 17,212

1,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値0 計画値 1

計画値 計画値計画値

実績値 10 実績値 1 実績値 1
活
動
指
標

施設
計画値

計画値

成
果
指
標

公共施設再生基本計画達
成施設数（廃止のみ）

公共施設再生基本計画において廃止が達成された施
設数

計画値

実績値

公共施設再生基本計画の
進捗状況調査

公共施設再生基本計画の進捗状況の調査回数

回
計画値

実績値

0 計画値

実績値 13

0 計画値 0 計画値 5

2 実績値 7 実績値 11

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

5 点点

点22

点

点

4 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公共施設再生基本計画の基本的な方向性に基づき、今後10年間の個別の計画を立て、計画の
実現に向けて進捗管理を行っていく。

公共施設マネジメントについては、平成27年度で公共施設再生基本計画と公共施設等総合管
理計画の策定を終えたところである。今後は、各施設の将来的な方向性に基づき、施設所管課
において個別の計画を立て、施設の適量化と管理運営の最適化に取り組んで行く必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額

当初予算額

0.1 0.00

決算額

0 201 18,720 33,441

18,720 33,441

―

0

201

14,520

10,800

473

14,520

0 10,800

0 10,800

30,44329,970

ハコモノの総量縮減を目的とした公共
施設再生基本計画にインフラ部分の
情報を盛り込んだ公共施設等総合管
理計画を策定した。

計画額 0

H28

※27年度で事業終了

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

10,800計画額 0

当初予算額 0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

公共施設の適量化と管理運営の最適化を図る取組である。 公共施設等総合管理計画を策定し、
施設の総量縮減を図ることを目的とし
た事業である。

決算額

H29

計画額

当初予算額

0

H27

具
体
的
取
組

・公共施設等総合管理計画を策定

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 473 29,970 30,443

0

10

30 企画費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進 項 05

② ②公共施設総合管理計画の策定 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

総務費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業③（公共施設総合管理計画関係） 担当課 政策課 記入日



評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
点点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点
必要がある

点点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点
点

点

点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

／25点 点

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

実績値

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっていない ⇒

点

―1 計画値 ―

実績値 1 実績値 ― 実績値 ― 実績値 ―

― 計画値

計画値

活
動
指
標

計画数
計画値

計画値

実績値

公共施設等総合管理計画の対象となる施設数（ハコ
モノのみ）

施設
計画値 331

公共施設等総合管理計画
対象施設（ハコモノのみ）

成
果
指
標

公共施設等総合管理計画
策定数

公共施設等総合管理計画策定数

計画値

実績値 331

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

―

― 計画値 ―

実績値 ―

計画値 ―

H28 H29 H30

実績値

単位 H27

実績値 ―

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.1

13,791

0 1,000

決算額 3,735 0 200 13,277 17,212

当初予算額 3,848 0 200 16,528

0 200 9,363

0

16,3980 200 12,091

20,576

0.0

0 801 58,046 86,499

18,720

0.1 0.0

22,055

1,0000 1,000

1,000

1,0000 1,000

0.0

0.1 0.0

0

―

0 0 10,800

30,44329,970

201

13,800

10,800

0.1

73,937

0

0 473

0 33,441

200 16,686

6,5200 200 6,320

0

・使用料の改定
・一元管理と施設予約システムの導入の検討

※H30予算額は企画事業全体の再掲

決算額

公共施設使用料の見直しに関しては、現在実施している公共
施設全般の見直しと合わせ、存続する施設の効用を高めるこ
となどとセットで改めて検討していくことが効率的であることか
ら、まずは公共施設の方向性を示した、公共施設再生基本計
画の策定を優先する方向で取組を進めることとした。

公共施設の方向性を示した公共施設
再生基本計画の策定を優先的に進
めた。

計画額 0

H28

・先進自治体の取組調査 関係課による担当者会を開催した。
※H28予算額は企画事業全体の再掲

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 14,520

H27

具
体
的
取
組

4,228

当初予算額 4,107

5,169

当初予算額

計画額 0

当初予算額 7,955

決算額 27,652

H29

・使用料見直しの対象とする施設の選定や現状分析、料金設
定に伴う調査
・料金設定に向けた協議、検討

※H29予算額は企画事業全体の再掲
計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 13,800

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

公共施設の使用料の見直しを図る取組である。 公共施設使用料を見直し、受益と負
担の公平性を確保することを目的とし
た事業である。 ―0 1,073 64,909

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③公共施設使用料の見直し 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

30 企画費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業④（公共施設使用料の見直し関係） 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公共施設使用料や減免の規定については、施設間で統一されておらず、格差や不均衡が生じ
ている状況は好ましいものではなく、施設の有効活用や公平で明確な利用者負担の適正化を
図る意味でも早急な見直しが必要であることから、令和2年4月施行を目途に協議・調整を進め
ていく。

公共施設使用料の見直しについては、かねてから懸案となっているが、利用者負担の公平性を
確保するうえで、慎重に取り扱う必要があると考えている。
平成27年度に公共施設再生基本計画等の策定が完了したことから、施設の再編整備の方向性
を踏まえ、今後もサービスを継続していく施設については、施設所管課において利用条件等を
勘案しながら使用料の適正化を図っていくこととする。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19
優先度高い

点 19 点

4 点

4 点

計画値

1

実績値 0 実績値 0 実績値 0 実績値 0

0 計画値

計画値 計画値

0 計画値

計画値

計画値 0

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

回
計画値

関係所属との協議回数

計画値

実績値

成
果
指
標

使用料改定回数 施設使用料金の改定回数

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
使用料改定協議回数

単位 H27 H28 H29

2
回

計画値 1

1

1 計画値 2

実績値 0

計画値 2

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.3

13,791

0 1,000

決算額 3,735 0 200 13,277 17,212

当初予算額 3,848 0 200 16,528

0 200 9,363

0

16,3980 200 12,091

20,576

0.0

0 801 58,046 86,499

18,720

0.3 0.2

22,055

1,0000 1,000

1,000

1,0000 1,000

0.2

0.3 0.2

0

―

0 0 10,800

30,44329,970

201

13,800

10,800

0.1

73,937

0

0 473

0 33,441

200 16,686

6,5200 200 6,320

0

・「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基い
た各種協議・調整

※H30予算額は企画事業全体の再掲

決算額

・小田小学校を社会福祉法人に売却
・松尾幼稚園を地元支会に貸付
・鴨部幼稚園を鴨部公民館として用途転用
・大川第一中学校をさぬき南小・幼として用途転用

・小田小学校⇒売却先が施設の一部
を地元へ開放及び地元雇用優先によ
り地域活性化
・松尾幼稚園⇒地元のまちづくり活動
拠点としてのコミュニティ醸成

計画額 0

H28

・「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基い
た各種協議・調整
・松尾小学校施設を民間企業に貸付

※H28予算額は企画事業全体の再掲
計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 14,520

H27

具
体
的
取
組

4,228

当初予算額 4,107

5,169

当初予算額

計画額 0

当初予算額 7,955

決算額 27,652

H29

・「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基い
た各種協議・調整

※H29予算額は企画事業全体の再掲
計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 13,800

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

学校跡地の利活用を促進する。 学校跡地を利活用することにより、コ
ミュニティの醸成や地域活性化の促
進等を図ることを目的とした事業であ
る。

―0 1,073 64,909

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④学校跡地施設の利活用の推進 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

30 企画費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業⑤（学校跡地施設の利活用関係） 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

学校跡地の利活用については、さぬき市学校等施設跡地利用決定フローに基づき、利活用に
向けて進めていく。また、地元による利活用及び民間企業への賃貸・売却の申出等に対応でき
る様、事前準備や調査をしておく必要がある。

学校跡地の利活用については、平成27年度に多和小学校を地域活性化複合施設に転用し、小
田小学校を社会福祉法人に売却するなど、一定程度進捗しており、津田、志度東、天王中学校
についてもそれぞれ計画が進んでいる。小中学校の統廃合により、今後も廃校施設が増えるた
め、地元利用によるコミュニティの醸成や企業誘致等による地域活性化の促進等を更に進めて
行く必要がある。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

20
優先度高い

点 19 点

4 点

4 点

計画値

1

実績値 5 実績値 2 実績値 0 実績値 1

1 計画値

計画値 計画値

1 計画値

計画値

計画値 1

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

件
計画値

学校跡地の地元意向調査回数

計画値

実績値

成
果
指
標

利活用件数 学校跡地の利活用成立件数

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
地元意向調査

単位 H27 H28 H29

0
回

計画値 0

2

2 計画値 0

実績値 2

計画値 0

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



教育総務費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 旧学校施設管理事業 担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和1年6月24日

款 50 教育費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ④ ④学校跡地施設の利活用の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

項 05

事業費（千円）

事務局費

H28

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧
富田小、旧松尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧
学校施設の施設管理、遊具撤去、樹木管理等の維持管理を
実施する。

旧鴨部小学校体育館は社会体育団
体への使用を許可しており、施設の
有効利用を図っている。

事
業
概
要

統廃合による旧学校、幼稚園施設（１１施設）の維持管理に要
する経費である。

跡地利用計画が決定するまでの期
間、施設の維持管理を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

20,419

具
体
的
取
組

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧
富田小、旧松尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧
学校施設の施設管理、遊具撤去、樹木管理等の維持管理を
行った。

廃校により不要となった机、椅子等の
備品を市民に販売し、好評を得た。

H30

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧
富田小、旧松尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧
学校施設の施設管理、遊具撤去、樹木管理等に必要な維持
管理経費である。

借地であった旧鴨部小学校敷地につ
いて、後の跡地利用を見越して用地
購入した。

H29

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧
富田小、旧松尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧
学校施設の施設管理、遊具撤去、樹木管理等に必要な維持
管理経費である。

使用予定の無い旧鴨部小学校の校
舎棟を解体し,、跡地利用の計画を立
てやすくした。

決算額 0

50,419

―76,000 0 61,206 137,206

0 20,419 0.1

0 0 20,419

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

20,419

―

0 0 50,419

0.08,519

0.0

68,600 1,093 49,062 118,755

0 178 15,094 15,272

0

決算額

0.1

8,909

0 20,000 20,000

0 0 117 8,792

当初予算額 0 0 0 8,519

0 0計画額

0.0当初予算額 0 76,000 0 13,281

0 0

89,281

計画額

決算額

0.3

77,558

0 5,000 5,000

0 68,600 385 8,573

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 18,987

計画額 0 5,000

18,987

決算額 0 0 413 16,603 17,016

5,0000 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

8 計画値 7計画値10 計画値 7

計画値 計画値計画値

実績値 610 実績値 8 実績値 6
活
動
指
標

件
計画値

計画値

成
果
指
標

事故件数 当該管理施設の敷地内における事故件数。

計画値

実績値

管理施設数 旧小田幼稚園、旧多和小学校槙川分校、旧松尾小学
校、旧富田小学校、旧鴨部小学校、旧津田中学校、
旧志度東中学校、旧天王中学校の維持管理施設数。
※旧富田幼稚園、旧小田小学校はＨ27廃止

校
計画値

実績値

0 計画値

実績値 0

0 計画値 0 計画値 0

0 実績値 0 実績値 0

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

1

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

12

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

2

評価点

点 2

実績値

評価点合計

点

2 点点

点10

点

点

3 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　跡地利用が決定するまでの間、敷地内の草刈等、必要最低限の維持管理を継続する必要が
ある。

　閉校した学校施設については、跡地利用が決定するまでの間、必要最低限の管理を継続する
必要があると考える。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
1

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

2

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



29,970

当初予算額

計画額

決算額

－

0

200 －当初予算額

当初予算額

計画額

決算額

6,520

決算額 22,055

245,052232,700

6,320

200 16,686

0 12,352

5,169 0

0 0

0.1 0.0

0 401 35,406 55,496

15,336

33,441

30,443

15,336

―

0 0

473

18,7200 201

計画額

H29

0

※平成28より、庁舎整備事業へ移行

分庁舎の整備に向け、基本計画を含
んだ基本設計に着手するとともに、市
議会への説明を行った。

決算額

当初予算額

H28

計画額
・分庁舎用地確定測量調査の実施（繰越）
・分庁舎建設工事基本設計の委託（繰越）

庁舎整備事業へ移行
※H28予算額は企画事業全体の再掲

0

0

14,520

232,700

H30

防災拠点及び行政機能の集約となる分庁舎を整備する。 分散型行政の解消と地震等に対応し
た防災拠点を整備することを目的とし
た事業である。

・庁舎の在り方に関する基本構想（案）に対するパブリックコメ
ントの実施
・分庁舎の整備に向けた基本設計（基本計画を含む）の着手

H27
|

H30

260,388

―0 673 36,290 36,963

0 27,688
事
業
概
要

計画額 0

当初予算額 0

決算額 19,689

H27

具
体
的
取
組

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

10

30 企画費

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進 項 05

⑤ ⑤庁舎の再編整備 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

総務費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企画事業⑥（庁舎の再編整備関係） 担当課 政策課 記入日



１ → ２ → ３ → ４ → ５

0

0
施設

計画値

0 実績値 0

1

余地はない

⇒

点 ／25点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

優先度高い

なっていない ⇒

必要性低い ⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５
点

なっている

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
必要性高い

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

点

優先度低い

余地がある ⇒ 点

点

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

点

点

点

点

計画値

実績値

実績値 実績値

―

計画値 ― 計画値 ―

― 実績値 ―

計画値 ―

実績値 ― 実績値 ―

計画値

基本設計の策定件数

活
動
指
標

基本設計の策定件数
計画値 1

実施設計の策定件数 実施設計の策定件数

件

0

実績値

実績値

計画値

0 計画値

単位 H27

―

実績値 ―

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

件
計画値

実績値 0 実績値

1

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

計画値

成
果
指
標

分庁舎整備数 分庁舎の整備数

0

計画値

―

H28 H29 H30

0 計画値

実績値 ―

計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 庁舎整備事業 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日

基本施策 36

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

(36) 公共施設マネジメントの推進 項

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

05 総務管理費

27 庁舎建設費

担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債

主要施策 ⑤ ⑤庁舎の再編整備 目

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

その他 一般財源

2,049,944

― ―1,413,800 0 181,898 1,595,698

0

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）

149,955 1,504,555

H27
|

H30

事
業
概
要

防災拠点及び行政機能の集約となる分庁舎を整備する。
計画額

分散型行政の解消と地震等に対応し
た防災拠点を整備することを目的とし
た事業である。

105,5440

当初予算額 0

決算額 0 1,354,600

1,944,400 0

・庁舎の在り方に関する基本構想（案）に対するパブリックコメ
ントの実施
・分庁舎の整備に向けた基本設計（基本計画を含む）の着手

決算額

当初予算額

計画額 0

0 0分庁舎の整備に向け、基本計画を含
んだ基本設計に着手するとともに、市
議会への説明を行った。

計画額

・分庁舎整備に向けた各種取組
基本設計（11,880千円）
地質調査（7,148千円）
造成工事実施設計（1,815千円）
分庁舎整備に伴う用地購入（69,917千円）

H28 0 8,721

0

245,052

0 3,000

0 0

分庁舎敷地が決定したため、地権者
3名より用地購入を行った。また、関
係機関や地元水利組合等とも協議を
すすめ、平成29年度の建設工事着工
に向け、造成工事実施設計や地質調
査を実施した。

寒川庁舎の建設及び開庁に向けた
備品整備や維持管理を行うとともに、
来庁者及び公用車等の駐車場整備
を行った。

・寒川庁舎の建設及び開庁に向けた各種取組

0 0

H27

具
体
的
取
組

・分庁舎建設工事の着手
造成工事及び建設工事実施設計の実施
建設・機械設備・電気設備工事の発注

H30

232,700

決算額 0 75,400

164,400

0

- -

0

00 0 0 0

0 0

0.8当初予算額 0 1,182,600 0 70,817

1,711,700

1,253,417

395,000 424,3350 29,335

1.1 0.8当初予算額 0 173,121

0 8,635 84,035

0 12,352

90,192

169,160

H29

分庁舎建設工事、電気設備工事及び機械
設備工事の請負契約を締結し、工事に着
手するとともに、工事施工監理業務を委託
した。年度末時点で建設工事の進捗率は
18.4％であり、平成30年度に予算を繰り越
し、工期を延長した。

計画額 0

決算額 0

1.4

2.1

1,801,892

0.8当初予算額 0 66,800 0 102,360

計画額 0 3,000

決算額 0 884,200 0 111,985 996,185

0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 0

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 0計画値
基本設計の策定件数 基本設計の策定件数

件
計画値

活
動
指
標

実績値

0 計画値 1 計画値 0計画値 0

0

実績値 00 実績値 1 実績値 0

施設
計画値

実施設計の策定件数 実施設計の策定件数
計画値

成
果
指
標

分庁舎整備数 分庁舎の整備数

計画値

件

実績値

0

実績値

実績値 0

0 計画値

実績値 1

0 計画値

0 実績値 0 実績値 0

1 計画値

実績値 0 実績値 0 実績値 1

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

二次評価（所属長）

実績値

計画値 計画値

実績値 実績値

計画値

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

19 点

点

3

5 点

点

点 ／25点
必要がある

点3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

点 3点

5
必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ なっている

優先度低い ⇒ 優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

余地がある ⇒ 余地はない

点

19

3

１ → ２ → ３ → ４ → ５

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

点

理
由

分庁舎の整備については、合併特例債の期限である平成29年度に着工し、令和元年5月の開
庁に向け、分庁舎の整備内容を固めるとともに、分庁舎整備後の支所・出張所の在り方につい
て並行して検討を進め、具体的な調整や市民への周知を行った。

3 点 ／25点 3

寒川庁舎の整備については、令和元年5月の開庁に向け、建設工事後に備品整備や来庁者や
公用車の駐車場整備を行い、期日に共用を開始した。今後は、旧寒川支所を解体後、駐車場と
して整備することとしている。

⇒ 必要はない

なっていない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育庁舎整備事業 担当課 教育総務課 記入日 令和1年6月24日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 36 (36) 公共施設マネジメントの推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

主要施策 ⑤ ⑤庁舎の再編整備 目 27 教育庁舎整備事業

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,431

― ―18,200 0 1,231 19,431

18,200 0 1,231

13,000 0 1,196 14,196

H27
|

H30

事
業
概
要

平成３１年３月で閉校となる石田小学校施設を教育庁舎等とし
て利用するため、改修工事を行う。

平成３０年度で閉校となる石田小学
校施設を教育委員会事務局の庁舎
及び文書保管施設として利用するた
めの改修と体育館及びプールの除却
を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

決算額

計画額

決算額

当初予算額

H29

計画額

決算額

当初予算額

0.2

0 1,231 19,431

0.0当初予算額 0 18,200 0 1,231 19,431

0 1,196 14,196

H30

平成３１年３月で閉校となる石田小学校施設を教育庁舎等とし
て利用するため、実施設計を行う。

平成３０年度で閉校となる石田小学
校施設を教育委員会事務局の庁舎
及び文書保管施設として利用するた
めの改修と体育館及びプールの除却
を行う。

計画額 0 18,200

決算額 0 13,000



事業進捗率 教育庁舎整備事業の進捗率。
（当該事業の設計・工事に関する進捗行程に基づく
達成度を表す。）　
※H30実施設計、H31工事

活
動
指
標

％
計画値 - 計画値 -

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27 H28 H29 H30

計画値 - 計画値 100

実績値 - 実績値 - 実績値 - 実績値 100

計画値 計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

教育庁舎整備数 教育庁舎整備数

施設
計画値 計画値 - 計画値 - 計画値

計画値

0

実績値 - 実績値 - 実績値 - 実績値 0.0

-

計画値 計画値

点

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

評価点合計

22 点

必要性低い

余地がある ⇒ 余地はない

優先度高い

点 4 点

5

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

なっている

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

理
由

　現在の教育委員会建物（津田支所）は、内外部共に老朽化が進行している。加えて、耐震性
能不足や津波被害想定区域に入っていることなど、災害に対する脆弱性が問題であり、移転を
前提とした対策が急がれる。また、文書保管施設の整備により、市内のあらゆる施設に散在す
る行政文書の一元的且つ適正な管理が期待される。
　本施設は、『香川県福祉のまちづくり条例』を参考として、エレベーター、多目的トイレ、スロー
プ等を設置するなど、多様な利用者にとって障壁とならぬよう、各設備の規格・形状等の検討を
行っている。

　現在の津田庁舎は、内外部共に老朽化が著しく、耐震性能不足や津波被害想定区域に入っ
ていることなど、災害に対する脆弱性が問題であることから対策が急がれている。また、市発足
後、市内のあらゆる施設に散在する行政文書の一元的且つ適正な管理のため、文書保管施設
の整備が必要となっている。
　これらのことから、教育庁舎及び文書保管施設を一体的に整備することで、事業の効率化が
図られるとともに、旧小学校施設の利活用が図られるものと考える。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

優先度低い ⇒

点 ／25点

23 点

5

点

点 4 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっていない

5４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

5 点

⇒

⇒ 必要性高い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 文書広報事業 担当課 秘書広報課

37

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

10

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05

一般会計

令和1年6月20日記入日

事業費（千円）

文書広報費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

広報活動により、行政活動の説明責任を果たし、市民が主体
となるまちづくりを構築する。

担当職員数(人）

主要施策 ① ①広報活動の充実

29,872

―

紙媒体による情報発信をするため、
年１２回、広報紙「広報さぬき」を発行
し、自治会等を通じて配布する。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 1,096 30,521 31,617

0 896 28,976

0 1,127 28,298 29,425

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。 文字の大きさ等を配慮し、読みやす
い紙面づくりに努めた。
特集ページを意識して、魅力ある紙
面づくりに努めた。

0 224

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。

H29

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。 字の大きさ等を配慮し、読みやすい紙面
づくりに努めた。
新規にデジタルカメラを購入し、より鮮明
で充実した写真を撮影することに努めた。
広報2月号より、広告枠を２つから４つに
増やし、収入の増加を図る。

計画額

H28

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。 文字の大きさ等を配慮し、読みやす
い紙面づくりに努めた。
また、Ｈ２８年度には、姿勢の概要を
説明する市政要覧を新たに作成し
た。（前回作成年度：Ｈ２１年度）

決算額

0.5 0.0

7,417

決算額 0

7,193文字の大きさ等を配慮し、読みやす
い紙面づくりに努めた。

0 2240

0 178 6,990 7,168

0 224 7,193 7,417

0.0当初予算額 0 0 224 7,931

0 0

8,155

計画額

0.5

7,501

224 7,193 7,417

0 0 313 7,188

0.0当初予算額 0 0 224 7,938

0 0

8,162

計画額

決算額

0.5

7,385

224 7,295 7,519

0 0 237 7,148

7,295

0.5 0.0当初予算額 0 0 424 7,459

計画額 0 7,519

7,883

決算額 0 0 399 6,972 7,371

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 16,000

H28 H29 H30単位 H27

16,000 計画値 16,00016,000

計画値計画値

成
果
指
標

広報紙世帯配布率 広報紙配布数を本市世帯数で除した配布率。

実績値

活
動
指
標

実績値 16,324実績値 16,719 実績値 16,592 実績値 16,493

計画値

計画値 計画値

計画値

計画値
広報紙配布数 自治会経由及び設置店舗を通じて配布した部数。

部

実績値

％
実績値 78

75 計画値 75 計画値

実績値

実績値

75

79

実績値 実績値

計画値計画値

80 実績値 80

75 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 実績値

計画値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

4点

2

市民に対する行政情報の提供には、ホームページと並んで広報紙は不可欠である。
今後も引き続き、誰もが読みやすく、理解しやすい紙面づくりが必要である。

2

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 実績値

なっていない ⇒ なっている

55

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

4 点 4

18

点

優先度高い

18４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
3 点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

　広報紙は、月々の行政情報を掲載しており、ホームページ等の電子媒体を利用できない住民
にとっても、重要な情報媒体である。しかしながら、現在の広報紙は文字量が多く、字が小さい
ことや、写真が少ない等の課題もあることから、今後も、原課と協議しながら、利用者にとってよ
り見やすい広報紙を作成してくことが重要である。
　また、さぬき市ならではの「特集ページ」など、利用者が手に取って読んでくれるような工夫をし
ていくことも大切であると考える。

3 点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ホームページ管理運営事業 担当課 秘書広報課

37

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）一般財源

10

総合計画上の位置付け 会計 01

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

総務管理費(37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05

一般会計

令和1年6月20日記入日

事業費（千円）

文書広報費

当初予算額 0

決算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

市ホームページにより、市内外に向けて情報を発信する。

担当職員数(人）

主要施策 ① ①広報活動の充実

4,208

―

市ホームページを通して、市内外へ
正確な行政情報等を発信するため、
ホームページの内容の修正のほか、
より利用しやすいページ作りに努め
る。

計画額 0

基本施策

款 10 総務費

その他国県支出金

目

―0 960 11,833 12,793

0 960 3,248

0 1,180 10,326 11,506

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信す
る。

目に障害を持つ人を含む、全ての人
が見やすいホームページへの改修を
実施した。また、魅力発信を目的とし
て、フォトリポートのコンテンツを作成
し、運用を開始した。

0 240

当初予算額 0H27

具
体
的
取
組

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信す
る。

H29

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信す
る。

利用者の満足度を高めるため、内容
の充実・修正に努めた。
他市のホームページの更新方法を学
ぶため、丸亀市と東かがわ市へ視察
に行った。

計画額

H28

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信す
る。

利用者の満足度を高めるため、内容
の充実・修正に努めた。
Ｈ２８年度に、利用者の利便性の向
上を目的とし、トップページに「ライフ
イベント」コンテンツの設置等の改修
を実施した。

決算額

0.4 0.0

1,051

決算額 0

811利用者の満足度を高めるため、内容
の充実・修正に努めた。

0 2400

0 220 794 1,014

0 240 811 1,051

0.0当初予算額 0 0 240 1,237

0 0

1,477

計画額

0.4

1,442

240 811 1,051

0 0 345 1,097

0.0当初予算額 0 0 240 1,552

0 0

1,792

計画額

決算額

0.5

1,191

240 813 1,053

0 0 285 906

813

0.5 1.0当初予算額 0 0 240 8,233

計画額 0 1,053

8,473

決算額 0 0 330 7,529 7,859

H30



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 500

H28 H29 H30単位 H27

500 計画値 500500

計画値計画値

成
果
指
標

アクセス件数 ホームページへのアクセス件数。

実績値

活
動
指
標

実績値 1,042実績値 762 実績値 910 実績値 1,041

計画値

計画値 計画値

計画値

計画値
更新件数 ホームページを更新した件数。

件

実績値

件
実績値 205,393

300,500 計画値 300,750 計画値

実績値

実績値

301,000

227,986

実績値 実績値

計画値計画値

257,398 実績値 238,901

300,250 計画値

計画値

点

必要性低い

実績値 実績値

計画値

点

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

3点

2

　インターネットを利用して、行政の情報、魅力を発信することは大変重要であり、効果も期待で
きるものがある。
　今後も引き続き、全ての人にわかりやすく、利用しやすいホームページとなるよう、的確に更新
を行い正しい情報を発信することが必要である。

2

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点

点

実績値 実績値

なっていない ⇒ なっている

55

１ → ２ → ３ → ４ → ５

⇒ 必要性高い

4 点 4

18

点

優先度高い

18４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

必要はない
4 点 ／25点

必要がある

点余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

⇒

⇒

点

方
向
性

理
由

　様々な人がインターネットを利用しており、市内外にむけて、市ホームページを通して行政情
報を適切に発信していくことが大切であると考える。
　平成28年に障害者差別解消法等を背景として、ウェブアクセシビリティ対応に関するガイドライ
ン（総務省作成）が公表され、2017年度末までに達成すべきJIS規格の適合レベルが示されてお
り、本市においては平成30年度に改修を実施した。今後はマニュアルに沿って、運用していく。
　アクセス数が減少してきているため、新規コンテンツを作成するなど、増加させる取組が重要
であると考える。

4 点５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
優先度低い

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 



100

決算額 0 0 0 54 54

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 100

計画額 0 0 307

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 60 60

0 37 37

0 257 257

H29

年２回の番組審議会を実施する。 放送法で規定された番組審議会の運
営を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 124 124

0 37 37

0 0

決算額 0 0

0.3

0 307 307

0.4 0.0

0 0 178 178

― ―

0 0 251 251

1,122

0 0 535 535

0 0 1,122

0 0 251

決算額 0 0 0 50 50

0 307

H30

年２回の番組審議会を実施する。委員改選の年である。 年２回番組審議会を行った。

H27

具
体
的
取
組

年２回の番組審議会を実施した。 放送法で規定された番組審議会の運
営を行った。

計画額 0

当初予算額 0

251

H28

番組審議会委員の改選を行った。年２回の番組審議会を実し
た。

放送法で規定された番組審議会の運
営を行った。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

コミュニティ放送の番組制作に係る番組審査会等の運営を行
う事業である。

放送法で規定された番組審議会の運
営を行う。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①広報活動の充実 目 70 コミュニティ放送管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティ放送運営事業 担当課 地域情報課 記入日 令和1年6月3日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

放送法で義務付けられているため、現状維持である 法律により、設置が義務づけられているため、コミュニティ放送を実施するためには必要であ
る。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1 点

16
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

1

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 1

点

5 点
余地がある ⇒ 16

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

3 実績値 5

実績値

6 計画値 6 計画値 6

実績値 5

計画値 計画値

実績値

6 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

企画番組制作本数 審議会の答申内容（番組内容の充実）に基づき、掘り
下げた内容で独自に制作した企画番組の本数

本
計画値

実績値 5 実績値

実績値 実績値

実績値 2

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

2 計画値 2 計画値 2

2

番組審議会の開催 自主放送番組に関する審議会の開催回数

回
計画値 2

実績値 2 実績値 2 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



169

決算額 0 0 0 0 0

0.0 0.0当初予算額 0 0 0 169

計画額 0 0 171

0.0 0.0当初予算額 0 0 0 167 167

0 0 0

0 171 171

H29

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。
（１人派遣予定）

技術向上のための研修について必要
な研修がなかったため利用がなかっ
た。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.0当初予算額 0 0 0 167 167

0 0 0

0 0

決算額 0 0

0.0

0 167 167

0.1 0.0

0 0 0 0

― ―

0 0 167 167

676

0 0 670 670

0 0 676

0 0 167

決算額 0 0 0 0 0

0 171

H30

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。
（１人派遣予定）

技術向上のための研修について必要
な研修がなかったため利用がなかっ
た。

H27

具
体
的
取
組

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。 本年度は職員の異動がなく、技術向
上のための研修も必要な研修がな
かったため利用がなかった。

計画額 0

当初予算額 0

167

H28

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。 技術向上のための研修について必要
な研修がなかったため利用がなかっ
た。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

コミュニティ放送管理運営担当者等の技術研修事業に係る経
費である。

担当職員の技術向上や新たなしくみ・
設備・制度の知識向上を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①広報活動の充実 目 70 コミュニティ放送管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 技術研修事業 担当課 地域情報課 記入日 令和1年6月3日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1 点 ／25点 1

理
由

人事異動で新規の者が来た場合や、新たな技術取得が必要場合であり、事業として単独で維
持するよりは他の研修事業と統合が望ましい。

新規の異動者に対しての技術取得事業であるが、ここ数年、新たな受講者がいない状況なの
で、統合・廃止が望ましいと考える。他に対応可能な事業があれば考えたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

1

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1 点

5
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

1

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 1 点

点 1

点

1 点
余地がある ⇒ 5

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

1

0 実績値 0

実績値

0 計画値 0 計画値 0

実績値 0

計画値 計画値

実績値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

映像に対する技術的なク
レーム

映像を見て不快感を抱いた等のクレーム件数

件
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

実績値 0

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

1 計画値 1 計画値 1

0

技術研修参加回数 ケーブルテレビ事業に関する技術向上のため研修へ
の参加回数

回
計画値 1

実績値 0 実績値 0 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



34,057

決算額 0 0 1,217 28,281 29,498

0.5 0.3当初予算額 0 0 1,231 32,826

計画額 0 0 29,547

0.5 0.3当初予算額 0 0 1,166 21,060 22,226

1,327 18,865 20,192

1,180 28,367 29,547

H29

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う。
停波事故防止のため番組送出設備の更新を予定している。

地上放送用変調装置を制御するサー
バーが故障し更新を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.3当初予算額 0 0 1,166 36,852 38,018

1,296 35,032 36,328

0 0

決算額 0 0

0.4

1,150 32,018 33,168

0.6 0.4

0 5,077 116,059 121,136

― ―

0 1,166 25,613 26,779

119,041

0 4,729 116,351 121,080

0 4,676 114,365

0 1,166 25,613

決算額 0 0 1,237 33,881 35,118

1,180 28,367

H30

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う。 議会中継システム及び番組送出設備
の更新を行った。

H27

具
体
的
取
組

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行った。 データ放送でＬアラート対応を行っ
た。
また、支所統合に伴う設備移設の準
備として改修工事を実施した。

計画額 0

当初予算額 0

26,779

H28

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行った。
大川センターへ設備移設を行った。

自主放送に係る設備を停波なく大川
へ移設した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

コミュニティ放送施設の管理に関する事業である。 一般放送事業者として許可を受けて
おり、停波事故はあってはならないこ
とから、放送設備の管理を行うもので
ある。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①広報活動の充実 目 70 コミュニティ放送管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティ番組放送事業 担当課 地域情報課 記入日 令和1年6月3日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

自主放送としてチャンネルを維持するために必要な経費である。
スタジオ設備の更新が必要となっている。

コミュニティ放送事業を現状維持するにあたり、設備・機器等の更新が必要であるが、自主放送
を存続させるために必要な経費であり、事業としては継続すべきと考える。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

点

5 点
余地がある ⇒ 20

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

0 実績値 0

実績値

0 計画値 0 計画値 0

実績値 0

計画値 計画値

実績値

0 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

停波事故発生件数 500 世帯以上が影響し2 時間以上の停波事故件数
(総務省へ報告義務のある停波事故）

件
計画値

実績値 0 実績値

実績値 実績値

実績値 2

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

2 計画値 2 計画値 2

2

保守点検回数 停波事故防止のため設備保守点検

回
計画値 2

実績値 2 実績値 2 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



13,900

決算額 0 0 1,659 11,593 13,252

1.6 0.6当初予算額 0 0 2,160 11,740

計画額 0 0 10,952

1.6 0.6当初予算額 0 0 2,160 11,859 14,019

2,065 11,343 13,408

2,700 8,252 10,952

H29

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う。 議会だより、LGBTや子供医療費など
の特別番組を制作した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.6当初予算額 0 0 2,640 11,562 14,202

2,239 10,691 12,930

0 0

決算額 0 0

1.6

2,640 8,264 10,904

1.3 0.8

0 8,180 40,783 48,963

― ―

0 2,640 8,254 10,894

43,702

0 9,600 43,415 53,015

0 10,680 33,022

0 2,640 8,254

決算額 0 0 2,217 7,156 9,373

2,700 8,252

H30

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う。 ドローンによる空撮映像を番組に取り
入れることができた。

H27

具
体
的
取
組

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行った。 職員減少による戦力ダウンを補うた
め、番組制作会社からカメラマンの派
遣委託を開始した。

計画額 0

当初予算額 0

10,894

H28

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行った。 選挙啓発や源内改革プロジェクトなど
の特別番組を制作した。

計画額

H27
|

H30

事
業
概
要

コミュニティチャンネルで放送する自主制作番組に関する事業
である。

市議会中継、市内のニュースなどを
視聴者に届ける。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

主要施策 ① ①広報活動の充実 目 70 コミュニティ放送管理費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティ番組制作事業 担当課 地域情報課 記入日 令和1年6月3日

款 10 総務費



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

職員数が以前に比べ半数以下となった現状では、番組審議会などで意見の出される企画番組
制作や内容向上には対応しきれていない。
　指定管理や民営化などにより自主放送の在り方を見直す時期に来ている。

職員数の減少により、番組審議会からの要望等に対応できていないのが現状である。
指定管理や民間委託等など自主放送のあり方の検討が必要である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 4 点

点 3

点

3 点
余地がある ⇒ 18

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

2,239 実績値 2,065

実績値

2,640 計画値 2,640 計画値 2,640

実績値 1,659

計画値 計画値

実績値

2,640 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

スポンサー放送数 一年間にスポンサー放送を行った金額

千円
計画値

実績値 2,217 実績値

実績値 実績値

実績値 227

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

230 計画値 230 計画値 230

221

自主制作番組制作本数 一年間に市で制作した番組本数

本
計画値 230

実績値 226 実績値 225 実績値

計画値

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 0 16 16

21 21

0

210 0

0.0当初予算額 0 0 0 17

0

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 17

計画額 0 21

17

計画額

決算額

0.5

16

0 20 20

0

0 0 16

当初予算額 0 0 0 20

0

0

17

計画額

決算額

0.4

16

0

0.0

0 0 65 65

0 0

0

20 0.0

―

0 0 82

17 17

0 0 20 20

0 0 16

H27
|

H30

20

0.3

0 0 20

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

82

―0 0 74 74

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機関等会議
の開催に関する指針の運用）

市政懇談会を開催した。
机を配し筆記が可能となった。
自治会からの要望に対応した。

H29

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機関等会議
の開催に関する指針の運用）

市政懇談会を開催した。
机を配し筆記が可能となった。
自治会からの要望に対応した。

H28

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機関等会議
の開催に関する指針の運用）

市政懇談会を開催した。
机を配し筆記が可能となった。
自治会からの要望に対応した。

事
業
概
要

市政懇談会を開催することにより、市政への市民参画を促し、
協働のまちづくりを進めるほか、市民本位の市政の充実を図
るため、意見メールや自治会要望等の広聴活動に努める。

まちづくりは、市民参加、情報共有及
び協働を基本として進めなければな
らない。このため、市民参加の機会を
つくる事業である。

H27

具
体
的
取
組

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機関等会議
の開催に関する指針の運用）

市政懇談会を開催した。
自治会からの要望に対応した。

事業費（千円）

自治振興費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 自治振興事業①（広聴活動関係） 担当課 生活環境課 記入日

担当職員数(人）

② ②広聴活動の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

50主要施策

財源内訳

総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市民協働のまちづくりを推進するため、自治会からの要望や意見等に適切に対応し、開かれた
まちづくりの実現を目指す。

市政に係る市民参加、協働を推進し、市民と情報の共有を図るため、自治会等からの要望や市
民意見に対して適切に対応する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値

点

点 5

点

点25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

市政懇談会の参加率 参加者数／参加対象者数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

％
計画値

市政懇談会の参加対象者
数

市政懇談会の参加要件を自治会長としているので自
治会の数と同数とする

371

50 計画値

実績値 45

50 計画値 55 計画値

371

38 実績値 38 実績値 43

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 372 372計画値 372計画値

実績値 371 実績値

60

実績値

計画値

実績値 374

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
市政懇談会の参加者数 市政懇談会に参加した者の数（参加対象者数の２／３

を計画値とする。）

人

活
動
指
標

実績値200 実績値 141 実績値 248

374

166実績値

248

H28 H29 H30単位 H27

248 計画値 248計画値
人

計画値 249

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 総務管理事務事業（文書管理事業） 担当課 総務課 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③適切な情報公開と公文書の適正管理 目 05 一般管理費

4,323

― ―0 0 6,157 6,157

0 0 4,323
H27

|
H30

事
業
概
要

適正な文書事務及び文書管理を行うことで、市の意思決定過
程のの適正化・明確化とそうした公文書の公開による説明責
任を全うすることを推進するための事業である。

行政文書の適正な執行・管理と、公
文書の保存・廃棄等の適正化を推進
する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

文書事務の手引を改訂して周知し、公文書の適正な管理・執
行を推進するほか、公印の管理や文書の保存・廃棄等を行う
とともに、文書保管施設についての検討を行う。

旧町文書の整理及び廃棄作業を行う
とともに、現行の文書事務の手引の
見直しや、文書保管施設の運営等に
ついて検討を行った。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

文書事務の手引を改訂して周知し、公文書の適正な管理・執
行を推進したほか、公印の管理や文書の保存・廃棄等を行っ
た。また、情報公開と関連する個人情報開示及びその前提と
なる個人情報の取扱いの厳格化を図るため、個人番号制度の
開始に合わせて個人情報取扱事務登録簿の再構築業務を実
施し、データベース化を図った。

平成28年度以降、事業の関連性か
ら、個人情報取扱事務登録簿に係る
経費については、情報公開・個人情
報保護事務に移行した。

計画額 0

H28

文書事務の手引を改訂して周知し、公文書の適正な管理・執
行を推進するほか、公印の管理や文書の保存・廃棄等を行う
とともに、文書保管施設についての検討を行う。

文書廃棄を適切に行うため、これまで
廃棄文書を職員のみで対応していた
支所においてもパッカー車を配備す
るなど対応を行った。

H29

計画額 0

3,597

0.3 0.0

0 0 6,602 6,602

0 0 3,499

0 0 3,597

3,499

当初予算額 0 0 0 3,597 3,597

0 238 238

0.0当初予算額 0 0 0 97

68

決算額 0 0 0 56 56

0.7 0.0当初予算額 0 0 0 68

69 69

0

0

244 244

0.9

244

文書事務の手引を改訂して周知し、公文書の適正な管理・執
行を推進するほか、公印の管理や文書の保存・廃棄等を行う
とともに、文書保管施設についての検討を行う。

文書廃棄を適正に行うため、パッカー
車を配備するなど対応を行った。

計画額 0 0

97

決算額 0 0 0

0 244

0.8

決算額 0 0 0 2,978 2,978

0.0当初予算額 0 0 0 2,395

計画額 0 0

2,395



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

2 計画値 2計画値

計画値

実績値 実績値 実績値

適正な文書事務を推進す
るための啓発

職員に対する文書事務手引きの周知
新人職員に対する文書事務説明会の実施

回
計画値 2

実績値 2 実績値 1 実績値 1 実績値 1

実績値

成
果
指
標

文書廃棄量 毎年実施する文書廃棄時の廃棄量（排出量）
トン
（ ｔ ）

計画値 20 計画値

計画値 計画値

20 計画値 20

計画値

活
動
指
標

計画値

計画値

計画値 20

実績値 22 実績値 18 実績値 18 実績値 44

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

4

理
由

　公文書の適正な管理が必要なことから、現在周知している作成・保管・廃棄手続きについて、
全職員が更に共通認識できるよう周知をしていく必要がある一方で、現在の文書管理体制の整
備状況に不十分な点があることから、平成３０年度から文書管理体制の再構築に取り組んでい
る。
　適正な文書管理について職員の認識をより高めていくと同時に、文書管理体制の再整備など
の検討課題については、委託業者と連携をし、できることから整備を進めていくとともに、他市の
先進事例の整備状況を参考にしながら検討を進める必要がある。

　文書管理の仕組については、より有効性・効率性に優れた取組に改善していく必要があるた
め、平成３０年度から専門性を有する事業者と連携しながら、文書管理体制の再構築に取り組
んでいる。これらと並行しながら、文書保管施設の運営等についても検討を進めていくものであ
る。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 総務行政不服申立等事務事業 担当課 総務課 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③適切な情報公開と公文書の適正管理 目 05 一般管理費

14,328

― ―0 0 14,328 14,328

0 0 14,328
H27

|
H30

事
業
概
要

市民からの不服申立に対する対応や、事務の執行上生じる諸
問題に対する法的対応としての弁護士相談や争訴手続きなど
を行う事業。

行政執上生じる諸問題に関して、市
民の権利・利益の救済を図るととも
に、法律や例規の解釈の相違に適正
に対応することにより、事務事業その
もののより適切な執行を推進すること
を目的とする。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価審査委員
会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等に
関する事務。固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問
弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等を行う。

訴訟代理人の委任等に関する事務を
行った。
行政不服審査法に基づく申立が１件
あり、不備の無いよう手続を進めてい
るところである。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価審査委員
会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等に
関する事務。固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問
弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等を行った。また行政
手続法や行政不服審査法改正に伴う例規整備と不服申立制
度変更への対応を行った。

市民の問合せにスムーズに対応でき
るよう市の処分や根拠を示した行政
手続台帳を整備したほか、改正行政
不服審査法の施行に合わせた例規
整備や、審理員制度及び第三者機関
設置のための準備を行った。

計画額 0

H28

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価審査委員
会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等に
関する事務。固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問
弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等を行う。

弁護士相談案件の増加に伴い、相談
結果を蓄積をすることで、同様案件の
発生時の参考となることから、結果の
蓄積に向け、職員に対し相談手続の
周知を行った。

H29

計画額 0

4,959

0.4 0.0

0 0 6,470 6,470

0 0 3,258

0 0 4,959

3,258

当初予算額 0 0 0 4,959 4,959

0 3,123 3,123

0.0当初予算額 0 0 0 3,123

3,123

決算額 0 0 0 1,366 1,366

0.4 0.0当初予算額 0 0 0 3,123

521 521

0

0

3,123 3,123

0.5

3,123

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価審査委員
会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等に
関する事務。固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問
弁護士への法律相談、訴訟代理の委任等を行う。

行政不服審査法に基づく申立が１件
あり、不備の無いよう手続を進めた。
弁護士相談内容の蓄積に向け、弁護
士相談の依頼があるときには、相談
結果記録票についても記入するよう
促した。

計画額 0 0

3,123

決算額 0 0 0

0 3,123

0.4

決算額 0 0 0 1,325 1,325

0.0当初予算額 0 0 0 3,123

計画額 0 0

3,123



計画値 2

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

2 計画値 2計画値

計画値 2

実績値 2 実績値 2 実績値 2

固定資産評価審査委員会
の開催

市民から固定資産評価審査申出があった場合、専門
的・中立的な第三者機関として当該委員会を開催する
回数。

件
計画値 2

実績値 1 実績値 2 実績値 1 実績値 1

市に関わる法律問題等解
決のための顧問弁護士契
約

市が直面する諸問題に対応すべく、法的専門知識を
有する弁護士と顧問契約を締結する契約数。

実績値 2

成
果
指
標

固定資産評価審査委員会
への審査申出件数

固定資産課税台帳に登録された価格に不服がある場
合の審査申出件数。

件
計画値 2 計画値

件
計画値 2 計画値 2

2 計画値 2

10 計画値 10

活
動
指
標

顧問弁護士への相談案件
数

トラブル発生件数は成果とは言えない面もあるが、制
度を活用して正しい法律解釈が促進されるといった側
面に着目し、相談案件数を指標とする。

件
計画値

計画値 2

計画値 2

実績値 0 実績値 2 実績値 0 実績値 0

計画値 10

実績値 7 実績値 13 実績値 15 実績値 17

8 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

17

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

18４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

　この事業として実施すべき体制はほぼ整っているため、今後も、規程に則し適切な手続きを行
うことやより効率的な実施、活用を進めていく必要がある。

　事業として必要なメニューは準備できており、より迅速かつ適切な対応といった点に留意して
取り組んでいく必要がある。また、顧問弁護士への相談事案については取扱い窓口として、速
やかな対応に心がける。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 情報公開・個人情報保護事務事業 担当課 総務課 記入日 令和1年6月21日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③適切な情報公開と公文書の適正管理 目 05 一般管理費

96

― ―0 0 7,691 7,691

0 0 96
H27

|
H30

事
業
概
要

個人情報の保護に関する施策を実施するとともに、情報公開
条例及び個人情報保護条例に基づく情報公開請求への対応
を行う事業である。

個人情報の有用性に配慮しつつ個人
の権利利益を保護することを目的と
する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H30

個人情報保護制度に基づく個人情報取扱事務及び目的外利
用事務の管理、情報公開条例及び個人情報保護条例に基づ
く開示請求に対する対応などを実施する。
また、個人情報取扱事務登録簿について、必要な見直しと運
用を行うとともに、特定個人情報の安全管理措置のための取
組を進める。

特定個人情報等の安全管理措置に
係る特定個人情報の取扱マニュアル
の更新や個人番号利用（関係）事務
における内部監査を実施した。また、
個人情報の取扱いに関する職員研
修を実施した。

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

個人情報保護制度に基づく個人情報取扱事務及び目的外利
用事務の管理、情報公開条例及び個人情報保護条例に基づ
く開示請求に対する対応などを行った。

開示請求のあった各案件に対して、
迅速かつ適切な運用に努めた。

計画額 0

H28

個人情報保護制度に基づく個人情報取扱事務及び目的外利
用事務の管理、情報公開条例及び個人情報保護条例に基づ
く開示請求に対する対応などを実施する。
また、前年度に再構築した個人情報取扱事務登録簿につい
て、必要な見直しと運用を行うとともに、特定個人情報に関す
る安全管理措置のための取扱規程等の作成を行う。

番号法の規定に基づき、個人番号利
用事務等実施者が講ずべき安全管
理措置として、特定個人情報取扱実
施手順等の作成を行った。

H29

計画額 0

24

0.6 0.0

0 0 5,876 5,876

0 0 33

0 0 24

33

当初予算額 0 0 0 24 24

0 24 24

0.0当初予算額 0 0 0 4,215

233

決算額 0 0 0 194 194

0.5 0.0当初予算額 0 0 0 233

3,133 3,133

0

0

24 24

0.6

24

個人情報保護制度に基づく個人情報取扱事務及び目的外利
用事務の管理、情報公開条例及び個人情報保護条例に基づ
く開示請求に対する対応などを実施する。
また、個人情報取扱事務登録簿について、必要な見直しと運
用を行うとともに、特定個人情報の安全管理措置のための取
組を進める。

特定個人情報等の安全管理措置に
係る特定個人情報の取扱マニュアル
の更新や個人番号利用（関係）事務
における内部監査を実施した。

計画額 0 0

4,215

決算額 0 0 0

0 24

0.5

決算額 0 0 0 2,516 2,516

0.0当初予算額 0 0 0 3,219

計画額 0 0

3,219



計画値 1

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

1 計画値 1計画値

計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 1

情報公開制度に関する市
ＨＰ掲載回数

市民へ制度を周知するために、市ホームページに紹
介記事を掲載する。（様式等の掲載を含む。）

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 1 実績値 1

情報公開制度による開示
状況等の市広報紙掲載回
数

市民への啓発を兼ね、開示請求状況・開示状況を市
広報紙に掲載する。

実績値 1

成
果
指
標

公文書開示請求件数 公文書の開示請求件数。

件
計画値 35 計画値

回
計画値 1 計画値 1

40 計画値 40

35 計画値 35

活
動
指
標

個人情報開示請求件数 個人情報の開示請求件数。

件
計画値

計画値 1

計画値 40

実績値 29 実績値 20 実績値 25 実績値 22

計画値 35

実績値 36 実績値 35 実績値 27 実績値 31

30 計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

　市民に対する説明責任や市民参加による開かれた行政を推進するとともに、個人情報の有用
性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するための施策として必要な取組である。
　特定個人情報の適正な取扱いに関する整備についても引き続き整備していく必要がある。

　市民に対する説明責任や市民参加による開かれた行政を推進していくうえで根幹となる取組
であり、引き続き、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するため、厳格な
運用に努めていく必要がある。
　また、特定個人情報に関しても、取扱規程や実施手順の周知・啓発のほか、変更箇所等につ
いて必要な整備を行って行くこととする。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 5,000 48,749 53,749

50,150 55,150

0

50,1500 5,000

0.0当初予算額 0 0 5,000 54,550

0

0.3 0.0当初予算額 0 0 5,000 49,250

計画額 0 55,150

54,250

計画額

決算額

0.2

55,587

5,000 50,150 55,150

0

0 5,000 49,073

当初予算額 0 0 5,000 54,113

0

0

59,550

計画額

決算額

0.3

54,073

5,000

0 6,100 49,487

0.0

0 37,284 202,162 239,446

0 21,184

0

59,113 0.0

決算額 0

― ―

79,150

0.4

29,000 50,150

44,000 200,600

208,063 252,063

54,853 76,037

0 29,000 50,150 79,150H27

具
体
的
取
組

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○地域まちづくり活動事業補助金
○コミュニティの活動支援

自治会運営補助金、さぬき市連合自
治会補助金、コミュニティ助成事業補
助金、地域まちづくり活動事業補助金
を交付した。

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

事
業
概
要

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニティ
助成事業補助金、地域まちづくり活動事業補助金等の交付を
はじめとしてコミュニティの活動を支援する。
※事業費再掲「自治振興事業②④」

H30

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

自治会運営補助金、さぬき市連合自
治会補助金、コミュニティ助成事業補
助金、補助金を交付した。

H28

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

自治会運営補助金、さぬき市連合自
治会補助金、コミュニティ助成事業補
助金、補助金を交付した。

H29

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

自治会運営補助金、さぬき市連合自
治会補助金、コミュニティ助成事業補
助金、補助金を交付した。

0

当初予算額 0

計画額 0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 自治振興事業②（コミュニティ活性化関係） 担当課 生活環境課 記入日

地方債

まちづくりは、市民参加、情報共有及
び協働を基本として進めなければな
らない。このため、自治会等の活動を
支援する事業である。

0

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

決算額

0

244,600

0 44,000

令和1年6月28日

款 10 総務費

目

計画額 0

担当職員数(人）

主要施策 ① ①コミュニティ意識の高揚と地域内団体の活動支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

その他 一般財源

50

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

0

当初予算額

事業費（千円）

自治振興費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

地域活動の推進と住民自治の発展のため、継続的に支援を行う必要がある。 まちづくりは、市民参加、情報共有及び協働を基本として進めなければならない。このため、自
治会等の活動を支援する必要がある。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値

点

点 5

点

点25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

自治会加入率 ４月１日現在の自治会加入世帯数／市内総世帯数
（近年、世帯分離に基づく新たな世帯の自治会加入が
特に減少傾向にあり、共生のまちづくりのためにも加
入率の上昇を目指す。）

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

％
計画値 80 計画値

実績値 76.00

80 計画値 80 計画値

77.83 実績値 77.10 実績値 76.41

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 計画値計画値

実績値 実績値

80

実績値

計画値

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
コミュニティ助成事業補助
金の交付件数

コミュニティ助成事業補助金の交付件数

活
動
指
標

実績値2 実績値 3 実績値 2 2実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値
件

計画値 1

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

②

具
体
的
取
組

2,465

28,149

30,098

28,030

主要施策

基本施策

0

0

38

財源内訳

Ⅵ

②まちづくり活動拠点の整備

(38) 地域コミュニティの活性化

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

1,972

32,370

31,443

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

総務管理費

0

0

0

8,882

その他地方債 一般財源
事業費計

一般会計

目

項

款

会計

総務費

支所費

32,563

27,920

32,5630

2,686

H29

H30

1,871

決算額 0

1,926

0

30,835

32,563

34,296

33,415

2,465

0

0

0

2,421

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H27
|

H30

事
業
概
要

庁舎及び周辺施設の適正管理に努
めた。

庁舎及び周辺施設の適正管理に努
めた。

決算額

計画額

決算額

0

記入日 令和元年6月24日

0.4 0.0

事業費（千円）

0

0

0

0

0

0

0

9,022

2,465

28,424

30,098

0

0

国県支出金

――

支所庁舎管理業務

0

0

0

0

事業内容

担当課

40

05

10

01

長尾支所（総括）

事業目的 / 改善内容

2,4650

122,537

130,252

32,563

32,563

113,515

119,807

25,499

30,098

120,392

30,098

30,098

庁舎及び周辺施設の適正管理に努
めた。

寒川・大川・長尾・津田支所各庁舎施設設備の維持管理に要
する経費である。

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。
多額の経費を伴う主なもの：なし

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。
多額の経費を伴う主なもの：なし

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。
多額の経費を伴う主なもの：なし

庁舎施設及び周辺施設の管理を行った。
多額の経費を伴う主なもの：なし

来庁者が利用する庁舎施設設備の
適正管理に努める。

0計画額

当初予算額

0

29,309

0庁舎及び周辺施設の適正管理に努
めた。

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

9,860

2,620

1,943 30,367

31,180

0.4 0.0

0.4 0.0

128,689

2,465

30,6500 0.00.4



⇒

必要はない必要がある

点
⇒

余地はない

なっていない

点

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

計画値

点

実績値

評価点評価点合計

点

計画値

点

点

必要性低い

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

計画値

計画値

実績値

評価点

⇒

計画値

実績値

点

／25点点

必要性高い

点

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

一次評価（担当者）

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点合計

計画値

実績値

指標名

今
後
の
方
向
性

実績値

計画値

実績値

評
価

H27

活
動
指
標

成
果
指
標

計画値

実績値

計画値

計画値

H29

実績値

計画値

H28

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

点 点

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

方
向
性

理
由

なっている

優先度高い

／25点

点

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値実績値

H30

計画値

実績値

実績値

計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

内部管理事業のため事務事業評価対象外 



計画額 0 0

12.8

6,734

0 8,946

決算額 0 0 0 8,585 8,585

当初予算額 0 0 0 9,243

0 21 6,713

0

9,2440 0 9,244

9,243

5.0

0 83 30,426 30,509

8,448

12.9 4.0

6,704

8,9460 8,946

8,946

8,9460 8,946

4.0

9.4 6.0

0

―

0 0 8,946

8,9468,946

38

35,784

8,946

10.9

36,590

0

0 0

0 8,486

24 6,680

9,1570 0 9,157

0

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民
サ－ビスの維持向上と福祉の増進を図る。

来庁者の円滑な各種窓口事務対応
に努めた。

決算額

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民
サ－ビスの維持向上と福祉の増進を図った。

住民サービスの維持向上と福祉の増
進に努めた。

計画額 0

H28

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民
サ－ビスの維持向上と福祉の増進を図る。

来庁者の円滑な各種窓口事務対応
に努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民
サ－ビスの維持向上と福祉の増進を図る。

来庁者の円滑な各種窓口事務対応
に努めた。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 35,784

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

津田、大川、寒川、長尾支所の業務遂行に必要とする経費で
ある。

来庁者の円滑な各種窓口事務対応
に努める。

―0 0 36,590

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

40 支所費

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 支所運営業務 担当課 長尾支所（総括） 記入日 令和元年6月24日



一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

支所は、地域住民の拠点として市民と行政各課を繋ぐパイプ役を担っており、また身近な行政
機関としても必要不可欠なものであるが、支所配置職員の人件費及び支所施設の老朽化に伴
う維持管理経費を考慮し、平成３１年度において支所を統合することとなった。各支所の窓口を
統合した総合支所を寒川庁舎に開設することに伴い、出張所も再編される。引き続き、市民
サービスが低下することのないよう、協議検討していく必要がある。

支所は、地域住民の最も身近な行政拠点として、窓口業務やまちづくりの推進、住民活動の支
援など、市民サービスに直結した業務を行っており、現時点ではなくてはならない行政組織とし
て評価している。しかしながら、人件費や施設の維持管理経費等のコスト削減の観点から支所
の整理・統合、廃止が検討され、平成31年5月に統合されることとなった。これに伴い市民への
サービス低下を招かないよう統合される支所や支所の廃止に伴い新たに開所される出張所の
効率的な運用を協議検討する必要がある。

4 点 ／25点
必要がある

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている

／25点
⇒ 必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

4

なっていない ⇒

優先度低い ⇒

4

今
後
の
方
向
性

計画値

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

点

点

4

１ → ２ → ３ → ４ → ５

20 点

4 点

4 点

点

余地がある ⇒ 点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20

点

4 点

点
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

計画値 10 計画値

成
果
指
標

計画値

10

実績値 8 実績値 8 実績値 8 実績値 8

10

実績値 実績値

計画値

実績値

実績値 29,540 実績値

各種証明書の申請から交付までに要する時間の短縮支所窓口における待ち時
間

税関系証明書の発行と閲
覧等の処理件数

納税証明・所得課税証明・固定資産評価証明・価格通
知書、臨時ナンバー発行等の処理件数

出生届・婚姻届・離婚届・死亡届・転籍届等の戸籍受
理件数、転入届・転出届・転居・世帯変更等の住基異
動件数、戸籍・住基関係の証明書発行件数

計画値

分
計画値

計画値

実績値

10 計画値

計画値 9,000

実績値 9,804 実績値 7,726 実績値 8,966 実績値 7,036

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

9,000 計画値 9,000
件

計画値 9,000 計画値

活
動
指
標

戸籍、住基の異動処理と
証明書等の発行件数

単位 H27 H28 H29

件
計画値 29,000

28,711

29,000 計画値 29,000

実績値 28,940 実績値 25,562

計画値 29,000

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0 4,117 4,117

5,0000 0

0.0当初予算額 0 0 0 8,551

0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 8,479

計画額 0 5,000

8,479

決算額 0 0

0 0 2,212

当初予算額 0 0 0 5,000

0

0計画額

決算額

0 5,000

0

0

5,000 0.0

計画額

決算額

0.1

2,840

0 5,000 5,000

0

H27
|

H30

5,000

0.1

0 0 5,000

2,841 2,841

0 0 5,000 5,000H27

具
体
的
取
組

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニ
ティ活動の拠点整備を行い、円滑な運営を図る。

自治会集会場建設等事業費補助金
を交付した。

H30

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニ
ティ活動の拠点整備を行い、円滑な運営を図る。

自治会集会場建設等事業費補助金
を交付した。

0 0 2,840

0 0決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

―

0 0 20,000

0.0

12,010 12,010

0 0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 自治振興事業③（コミュニティ活動拠点関係） 担当課 生活環境課 記入日

地方債 その他

目

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

事業費（千円）

自治振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容 財源内訳

一般財源

H29

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニ
ティ活動の拠点整備を行い、円滑な運営を図る。

自治会集会場建設等事業費補助金
を交付した。

当初予算額 0

H28

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニ
ティ活動の拠点整備を行い、円滑な運営を図る。

自治会集会場建設等事業費補助金
を交付した。

事
業
概
要

市民が主体のまちづくりを推進するため、自治会組織の活動
拠点の活性化と健全な発展を目指す。

まちづくりは、市民参加、情報共有及
び協働を基本として進めなければな
らない。このため活動拠点の整備を
支援する事業である。

決算額 0

0 0 27,030

計画額 0

令和1年6月28日

事業費計

担当職員数(人）

20,000

―27,030

8,551 0.1

2,212

5,000

50

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

集会場建設等事業においては、自治会活動の拠点となる集会所の整備を支援する必要があ
る。また、小さな拠点事業においては、社会福祉協議会の主催するいきいきネットを支援し、コ
ミュニティ活動の活性化を推進する。

本市は、人口減少に対応するため、平成27年度から平成31年度までを計画期間とする「さぬき
市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、高齢になっても安心して暮らせる地域づくりをめざ
して「小さな拠点」の形成を推進することとしている。少子高齢化の進展による生活サービス機
能（医療・物流・燃料供給）やコミュニティ機能の低下に対応するため、これらの機能を集積して
拠点化を推進する。まずは、高齢者が集える体制づくり（ふれあいサロン活動、ボランティア活
動）を支援する。
 また、自治会活動の拠点となる集会場の整備を支援する。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 25

⇒

点
必要がある

点 5

⇒

5

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点
必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

点

5 点

点

点

5 点

なっていない

必要性低い

優先度高い
5 点

優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 25

なっている

／25点

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

実績値

計画値 計画値

点

成
果
指
標

小さな拠点施設整備率 小さな拠点づくり事業で整備した施設の数
（H28-30年度の合計）／（目標値の５施設）

計画値

0 計画値

実績値 20

20 計画値 40 計画値

0 実績値 20 実績値 20

実績値

実績値

計画値計画値

実績値 実績値

100

実績値

計画値

計画値

計画値

％
計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
小さな拠点施設数 小さな拠点づくり事業で整備した施設の数

（H28-30年度の合計）／（目標値の５施設）
活
動
指
標

実績値0 実績値 1 実績値 1
施設

計画値 0

1実績値

5

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 2計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額 0 0 1,849 360 2,209

500 2,360

0

5000 1,860

0.0当初予算額 0 0 1,873 11

0

0.1 0.0当初予算額 0 0 1,920 487

計画額 0 2,360

2,407

計画額

決算額

0.1

2,044

1,860 461 2,321

0

0 1,756 0

当初予算額 0 0 1,903 352

0

0

1,884

計画額

決算額

0.1

1,756

1,860

0.0

0 7,348 728 8,076

0 1,857

0

2,255 0.0

―

0 7,440 1,922

210 2,067

0 1,860 461 2,321

0 1,886 158

H27
|

H30

2,321

0.1

0 1,860 461

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

9,362

―0 7,556 1,311 8,867

計画額 0

当初予算額 0

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

志度コミュニティセンター及び大川コ
ミュニティセンターの設備の修繕等を
行うとともに、市民に会議室等の提供
を行った。

H29

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

志度コミュニティセンター及び大川コ
ミュニティセンターの設備の修繕等を
行うとともに、市民に会議室等の提供
を行った。

H28

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

志度コミュニティセンター及び大川コ
ミュニティセンターの設備の修繕等を
行うとともに、市民に会議室等の提供
を行った。

事
業
概
要

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持
管理を行う。

まちづくりは、市民参加、情報共有及
び協働を基本として進めなければな
らない。コミュニティの活動を支援する
ため、活動拠点となるコミュニティセン
ターの維持管理を行う事業である。

H27

具
体
的
取
組

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

志度コミュニティセンター及び大川コ
ミュニティセンターの設備の修繕等を
行うとともに、市民に会議室等の提供
を行った。

事業費（千円）

自治振興費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 コミュニティセンター管理事業 担当課 生活環境課 記入日

担当職員数(人）

③ ③ボランティア活動への支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

50主要施策

財源内訳

総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

令和1年6月28日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

まちづくりは市民参加、情報共有及び共働を基本として進めなければならない。コミュ二ティの活
動を支援するため、活動拠点となるコミュ二ティセンターを設置する。

まちづくりは、市民参加、情報共有及び協働を基本として進めなければならない。コミュニティの
活動を支援するため、活動拠点となるコミュニティセンターを設置する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値

点

点 5

点

点25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

コミュニティ施設利用者数 コミュニティセンター及び公民館を使用した者の延べ
人数

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値 82,500 計画値

実績値 75,560

82,500 計画値 82,500 計画値

76,504 実績値 75,332 実績値 74,161

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 計画値計画値

実績値 実績値

82,500

実績値

計画値

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
志度コミュニティセンター
及び大川コミュニティセン
ターの設備の修繕件数

志度コミュニティセンター及び大川コミュニティセンター
の設備の修繕件数

活
動
指
標

実績値6 実績値 1 実績値 2 0実績値

0

H28 H29 H30単位 H27

0 計画値 0計画値
件

計画値 0

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 寒川農村環境改善センター管理事業 担当課 農林水産課 記入日 令和元年６月２８日

款 30 農林水産業費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05 農業費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備 目 22 農業農村施設費

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

寒川農村環境改善センターの適切な管理、運営を行うことによ
り、農業者及び一般利用者の生活の向上、発展に資する。

施設を利用した研修、講習会、その
他文化的な活動を通じて、地域農業
者、及び地域住民の生活環境の向上
を図り、健康で文化的な生活の実現
を目指す。

計画額 0 19,678

― ―0 2,180 19,727 21,907

0 1,000 18,678

当初予算額 0

決算額 0

0.2 0.00 250 4,609 4,859

0 2,650 17,941 20,591

0 250 4,609 4,859

決算額 0 0 143 4,283 4,426

H27

具
体
的
取
組

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営 屋根雨漏部分の修繕を実施した。そ
の他施設の適切な維持管理のため
必要な修繕を実施した。

計画額 0

当初予算額 0

H28

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営 施設の適切な維持管理のため、高圧
受変電設備等の修繕を実施した。

計画額 0

計画額 0

0.2 0.0

0 0 836 7,868

当初予算額 0 0 200 8,176

0

8,376

決算額

250 4,730 4,980

250 4,730 4,980

8,704

250 4,609 4,859

0.1 0.0当初予算額 0 0 900

H29

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営 施設の適切な維持管理のため、空調
設備の修繕等を実施した。

計画額 0 0

決算額 0

0.1 0.0830 3,740 4,570

854 3,008 3,862

0

H30

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営 施設の適切な維持管理のため、空調
設備の修繕等を実施した。

0

当初予算額 0 0

4,102

決算額 0 0 817 2,782 3,599

3,202



H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値

実績値 実績値

H28

計画値 計画値

計画値 3 計画値
修繕箇所数 施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用できる

ように適宜修繕を施す。
箇所

計画値 3

活
動
指
標

20,000 計画値 20,000 計画値 20,000

実績値

計画値

実績値 4 実績値 5 実績値 5 実績値 5

3

計画値

3

成
果
指
標

施設利用者数 年間の施設利用者数。

人
計画値 20,000 計画値

実績値

21,108

計画値 計画値

実績値 実績値

実績値 20,915 実績値 21,188

点

実績値 実績値 21,759

計画値 計画値

実績値 実績値

⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点

⇒

評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18
4

点

5

１ → ２ → ３ → ４ → ５

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

2

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

点

⇒ 優先度高い

なっていない なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
余地がある 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点2 点

3 点 ／25点 3５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

理
由

 周囲に寒川支所や市民病院等があり利便性が良いうえ、寒川公民館が当施設の受付をしてい
るため各種会合等に頻繁に使用されている。
　また、他団体に室を貸出しているので年間使用料が入り有効活用できている。
　地域における様々な活動の拠点となっている重要な施設のため、設備機器等の修繕について
は適宜実施し、施設の適切な維持管理に努める。

様々な講習会で施設は利用されており、地域住民の生活環境向上を図り、健康で文化的な生
活を送るための場を提供できている。老朽化により設備機器等の更新等もあるが、多くの利用
者の体育的、文化的活動の拠点、また災害時の緊急避難場所となっているため、施設の維持
管理については、優先順位を決め適宜実施していく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 大川農村環境改善センター管理事業 担当課 農林水産課 記入日 令和元年６月２８日

款 30 農林水産業費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05 農業費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備 目 22 農業農村施設費

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

大川農村環境改善センターの適切な管理、運営を行うことによ
り、農業者及び一般利用者の生活の向上、発展に資する。

施設を利用した研修、講習会、その
他文化的な活動を通じて、地域農業
者及び地域住民の生活環境の向上
を図り、健康で文化的な生活の実現
を目指す。

計画額 0 11,365

― ―0 301 11,989 12,290

0 10 11,355

当初予算額 0

決算額 0

0.1 0.00 10 3,093 3,103

0 407 10,590 10,997

0 10 3,093 3,103

決算額 0 0 0 2,651 2,651

H27

具
体
的
取
組

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営 空調設備機器据付修繕を実施し、快
適な施設環境を維持した。台風・強風
による被害を受けた軒天の修繕を実
施した。

計画額 0

当初予算額 0

H28

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営 非常用照明等取替修繕等及び鳩の
糞害対応のため防鳥ネットの設置等
を実施し、使用者が安全で衛生的に
使用できるよう施設の維持管理に努
めた。

計画額 0

計画額 0

0.1 0.0

0 0 97 3,534

当初予算額 0 0 97 3,996

0

4,093

決算額

0 2,986 2,986

0 2,986 2,986

3,631

0 2,290 2,290

0.1 0.0当初予算額 0 0 97

H29

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営 空調設備や照明設備の修繕により、
施設環境を整備した。また、台風・強
風による被害を受けた軒天の修繕を
実施した。

計画額 0 0

決算額 0

0.1 0.097 2,244 2,341

155 1,840 1,995

0

H30

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営 空調設備や照明設備の修繕により、
施設環境を整備した。また、軒天の修
繕も実施した。

0

当初予算額 0 0

2,753

決算額 0 0 155 2,565 2,720

2,656



H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値

実績値 実績値

H28

計画値 計画値

計画値 2 計画値
修繕箇所数 施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用できる

ように適宜修繕を施す。
箇所

計画値 2

活
動
指
標

3,000 計画値 3,000 計画値 3,000

実績値

計画値

実績値 2 実績値 5 実績値 5 実績値 5

2

計画値

2

成
果
指
標

施設利用者数 年間の施設利用者数。

人
計画値 3,000 計画値

実績値

4,604

計画値 計画値

実績値 実績値

実績値 5,224 実績値 4,350

点

実績値 実績値 5,141

計画値 計画値

実績値 実績値

⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点

⇒

評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

15
4

点

3

１ → ２ → ３ → ４ → ５

15
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

2

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点 2

点

⇒ 優先度高い

なっていない なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
余地がある 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点2 点

4 点 ／25点 4５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

理
由

　大川農村環境改善センターは、水道企業団が入居しているため事務所機能も持つ施設であ
る。
　老朽化のため適宜修繕をしながら、使用者が安全・快適に使用できる施設環境の維持管理に
努める。

老朽化により設備機器等の更新等が必要であるが、水道企業団が入居し事務所機能も有して
いる施設であり、また多くの利用者の文化的活動の拠点となっているため、施設の維持管理に
ついては、優先順位を決め適宜実施していく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業農村施設管理事業（農林水産課分） 担当課 農林水産課 記入日 令和元年６月２８日

款 30 農林水産業費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05 農業費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備 目 22 農業農村施設費

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

各種施設の適切な管理、運営を行うことにより、地域内外との
交流を図り地域の活性化に資する。

農村地域社会を対象に農村の環境
改善を図り、農業者の生産と生活環
境の改善向上に寄与すること。

計画額 0 37,814

― ―0 15,192 38,092 53,284

0 992 36,822

当初予算額 0

決算額 0

0.4 0.00 251 8,126 8,377

12,800 22,004 23,486 58,290

0 251 8,126 8,377

決算額 0 0 295 8,530 8,825

H27

具
体
的
取
組

○志度構造改善センター施設管理、運営
○生産物直売所施設管理及び浄化槽修繕、外部通路柵撤
去、高圧気中開閉器（ＰＡＳ）修繕の実施。
○うのべ展望ふれあい公園施設管理

生産物直売所施設に係る外部通路
柵撤去、高圧気中開閉器（PAS）の修
繕を早急に実施したことにより、未然
の事故を防ぐことが出来た。

計画額 0

当初予算額 0

H28

○志度構造改善センター施設管理、運営及び屋根改修工事
○生産物直売所施設管理
○うのべ展望ふれあい公園施設管理

志度構造改善センターの屋根改修工
事の実施により老朽化した施設の適
切な維持管理に努めた。

計画額 0

計画額 0

0.3 0.0

0 0 14,954 3,877

当初予算額 0 0 261 19,896

0

20,157

決算額

240 4,400 4,640

240 4,400 4,640

18,831

261 19,896 20,157

0.4 0.0当初予算額 0 0 248

H29

○志度構造改善センター施設管理、運営及び吊天井改修及
び照明機器取付工事
○生産物直売所施設管理
○うのべ展望ふれあい公園施設管理

志度構造改善センター大集会室の吊
天井改修工事を実施することによっ
て安全性を確保した。また、施設の適
切な維持管理のため、生産物直売所
施設の幹線ケーブルや照明設備の
修繕を実施した。

計画額 0 0

決算額 0

0.4 0.014,432 5,805 20,237

6,547 5,217 24,564

0

H30

○志度構造改善センター施設管理、運営
○生産物直売所施設管理
○うのべ展望ふれあい公園施設管理

志度構造改善センターの屋根修繕や
台風・強風による被害を受けたガラス
の修繕等を実施した。

12,800

当初予算額 0 0

4,513

決算額 0 0 208 5,862 6,070

4,265



H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

計画値

実績値 実績値

H28

計画値 計画値

計画値 2 計画値
修繕箇所数 施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用できる

ように適宜修繕を施す。
箇所

計画値 2

活
動
指
標

20,000 計画値 20,000 計画値 20,000

実績値

計画値

実績値 3 実績値 4 実績値 8 実績値 4

2

計画値

2

成
果
指
標

施設利用者数（志度構造
改善センター）

年間の施設利用者数。

人
計画値 20,000 計画値

実績値

12,606

計画値 計画値

実績値 実績値

実績値 17,045 実績値 16,429

点

実績値 実績値 12,966

計画値 計画値

実績値 実績値

⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点

⇒

評価点合計 評価点 評価点合計

点
優先度低い

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

17
4

点

4

１ → ２ → ３ → ４ → ５

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

2

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4

点

⇒ 優先度高い

なっていない なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

点
余地がある 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

点2 点

4 点 ／25点 4５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

理
由

志度構造改善センターは定期使用団体やスポーツ少年団等の使用により、年間使用者数は多
い。
　また、当施設は避難場所に指定されているため、重点的に修繕を実施し、施設を安全・快適に
使用できるよう適切な維持管理に努める。

様々な講習会で施設は利用されており、地域住民の生活環境向上を図り、健康で文化的な生
活を送るための場を提供できている。老朽化により設備機器等の更新等もあるが、多くの利用
者の体育的、文化的活動の拠点となっている。また、志度構造改善センターは災害時の緊急避
難場所になっているため、施設の維持管理については、優先順位を決め適宜実施していく必要
がある。特に志度構造改善センターについては、避難所にも指定されているこから、今後も重点
的に修繕等維持管理していく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



農業費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業農村施設管理事業（土地改良課分） 担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 令和元年６月２６日

款 30 農林水産業費

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

22

項 05

事業費（千円）

農業農村施設費

H28

施設の維持管理及び運営
○前山活性化センター（平屋建）
○田園交流センター（平屋建）

簡易な修繕は、できる限り職員で対
応し、コスト削減を図った。

事
業
概
要

各種施設の適切な管理、運営を行うことにより、地域内外との
交流を図り地域の活性化に資する。

地域内の世代間交流や地域外との
交流の場として利用されていることか
ら、安全かつ快適に利用できるよう施
設の管理に努める。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

3,714

具
体
的
取
組

施設の維持管理及び運営
○前山活性化センター（平屋建）
○田園交流センター（平屋建）

簡易な修繕は、できる限り職員で対
応し、コスト削減を図った。

H30

○前山活性化センター（平屋建）
○田園交流センター（平屋建）

簡易な修繕は、できる限り職員で対
応し、コスト削減を図った。

H29

○前山活性化センター（平屋建）
○田園交流センター（平屋建）

簡易な修繕は、できる限り職員で対
応し、コスト削減を図った。

決算額 0

14,856

―0 160 15,237 15,397

40 3,674 0.5

0 40 3,674

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

当初予算額 0

3,714

―

0 160 14,696

0.03,860

0.0

0 186 15,222 15,408

0 43 4,363 4,406

0

決算額

0.5

3,636

40 3,674 3,714

0 0 44 3,592

当初予算額 0 0 40 3,820

0 0計画額

0.0当初予算額 0 0 40 3,989

0 0

4,029

計画額

決算額

0.4

3,842

40 3,674 3,714

0 0 44 3,798

0.4 0.0当初予算額 0 0 40 3,754

計画額 0 3,714

3,794

決算額 0 0 55 3,469 3,524

3,6740 40



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 H28 H29 H30単位 H27

8 計画値 8計画値8 計画値 8

計画値 計画値計画値

実績値 36 実績値 3 実績値 5
活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

施設の利用者数 前山活性化センター・田園交流センターの年間利用者
数

計画値

実績値

施設及び設備の老朽化等
により発生した修繕件数

前山活性化センター・田園交流センターの修繕件数

件
計画値

実績値

12,000 計画値

実績値 11,933

12,000 計画値 12,000 計画値 12,000

13,627 実績値 12,273 実績値 13,170

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

4 点点

点17

点

点

3 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

地域内の世代交流や、地域外との交流の場として広く利用されている各施設は、老朽化により
修繕個所や経費が増加する傾向にある。これらの核施設を迅速的・計画的に修理を実施するこ
とにより、安全かつ快適に利用できるよう市民組織やボランティア等の協力を得ながら施設の管
理・雲煙に努めることにより、地域の活性化に資するものである。

前山活性化センター並びに田園交流センター施設を安全安心かつ快適に利用できるよう、効率
的な管理・運営を図るべく、定期的な見廻りや施設職員との情報の共有を行うと共に地域内外
の関係団体との交流により、地域の活性化を促進していくものである。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3

点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 志度南交流センター管理事業 担当課 商工観光課 記入日 令和1年6月25日

35

10 商工業振興費

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

② ②まちづくり活動拠点の整備 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

商工費

商工費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 1,846 3,357 5,203

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

施設の環境整備に務めることで、利用者が安心して使うことが
できる施設とする。

市民の方に施設を活用してもらうこと
により、心身のリフレッシュを図るとと
もに地域コミュニティの交流促進を図
る。

決算額

H29

施設内の清掃などを定期的に行い、利用者が使いやすい環
境整備に務める。

駐車場にて雨により土砂流出が生じ
ていたため、修繕を行った。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

施設内の清掃などを定期的に行い、利用者が使いやすい環
境整備に務める。老朽化により、屋根から雨漏りが発生してい
るため、該当箇所の修繕を行った。

施設内の多目的ホールで雨漏りが発
生し、利用者の施設利用に支障をき
たしている状況であったため、屋根の
修繕を行った。

計画額 0

H28

施設内の清掃などを定期的に行い、利用者が使いやすい環
境整備に務める。

施設内の多目的ホールでの雨漏りが
昨年度に引き続き発生したため、修
繕方法についても、業者と協議の上、
修繕を行った。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

施設内の清掃などを定期的に行い、利用者が使いやすい環
境整備に務める。

施設内の多目的ホールで雨漏りが発
生したため、修繕を行った。

決算額

0 1,738 3,399 5,137

639 1,058

―

0

419

0

1,106

564

0

2,256 2,168

564 542

1,106542

4,424計画額 0

当初予算額

0.2 0.0450 867 1,317

0.2 0.0

0 0

1,288

564 542 1,106

0 0 430 858

0

0

0

0.0当初予算額 0 0 406 698

0 0

1,104 0.2

1,250

計画額 0 0

1,103

564 542 1,106

0 0 425 678

1,106564 542

1,676

決算額 0 0 464 1,224 1,688

0.2 0.0当初予算額 0 0 426



単位 H27

実績値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

3 計画値 3

実績値 1

計画値 3

H28 H29 H30

実績値2

開館日数 志度南交流センターの開館日数
計画値 310

実績値 308 実績値 308 実績値 306 実績値 306

計画値 310 計画値 310 計画値 310

3
活
動
指
標

利用回数 利用延べ回数

人
計画値

計画値

実績値 844

施設に係る修繕件数

件
計画値 3

修繕件数

成
果
指
標

利用者数 施設利用延べ人数

回数
計画値 900

日

実績値

4,000

実績値 3,710 実績値 6,996 実績値 8,263 実績値 9,202

4,000 計画値計画値

619実績値 575 実績値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒

点

4,0004,000 計画値

計画値 900

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

15

710実績値

900 計画値 900 計画値

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 14 点

3 点

3 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

／25点 2 点

当施設は、近隣住民のレクリレーションを目的とした様々な活動が行われ、地域住民の交流場
所として重要な施設です。しかし、建築後10年以上経過していることから、施設の老朽化に起因
する修繕が増加しています。平成30年度は、多目的ホールの雨漏り修繕を実施しました。今後
も、利用者が安心して利用するために、施設の安全点検、危険個所の早期修繕等の維持管理
に努めます。

平成14年に建設された志度南交流センターは、地域住民がスポーツなどを定期的に行ってお
り、住民同士の地域のコミュニティの維持といったことだけでなく、利用者の健康保持、体力増進
といったことについても寄与している施設である。しかし、経年劣化による施設の老朽化が進
み、毎年修繕が発生している状況である。施設利用者が安心して利用できるように施設を維持
することは、管理者の責務であることから、安全点検の定期的な実施により、危険箇所の早期
発見に努める必要がある。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 研修センター管理事業 担当課 商工観光課 記入日 令和1年6月25日

35

10 商工業振興費

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

② ②まちづくり活動拠点の整備 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

商工費

商工費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

基本目標

主要施策

―0 0 400 400

0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

決算額

H27
|

H30

事
業
概
要

指定管理者との連携を図り、市民の人材育成及び産業振興に
寄与する。

指定管理者との連携を図り、市民の
人材育成及び産業振興に寄与する。

決算額

H29

利用者が使用しやすい施設とするべく、指定管理者と連携し、
施設の維持管理を行う。

指定管理者と連絡を取りながら、施
設の維持管理に努めた。

計画額

当初予算額 0

H27

具
体
的
取
組

研修センターは、地元の自治会を指定管理者として指定して
いるが、平成２７年度末で５年間の指定管理期間が終了する
ことから、これまでの管理で生じた検討課題などを協議し、今
後の管理運営方法の見直しを図った。

施設の管理運営について、これまで
の期間で生じた検討課題の洗い出し
を行い、今後の指定管理内容を定め
た基本協定書の内容見直しを行っ
た。

計画額 0

H28

利用者が使用しやすい施設とするべく、指定管理者と連携し、
施設の維持管理を行う。

指定管理者と連絡を取りながら、施
設の維持管理に努めた。

決算額

H30

当初予算額 0

計画額

利用者が使用しやすい施設とするべく、指定管理者と連携し、
施設の維持管理を行う。

指定管理者と連絡を取りながら、施
設の維持管理に努めた。

決算額

0 0 54 54

0 0

―

0

0

0

100

0

0

0 400

0 100

100100

400計画額 0

当初予算額

0.2 0.00 100 100

0.2 0.0

0 0

0

0 100 100

0 0 0 0

0

0

0

0.0当初予算額 0 0 0 100

0 0

100 0.1

100

計画額 0 0

54

0 100 100

0 0 0 54

1000 100

100

決算額 0 0 0 0 0

0.1 0.0当初予算額 0 0 0



単位 H27

実績値 12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

12 計画値 12

実績値 12

計画値 12

H28 H29 H30

実績値12

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値 計画値 計画値

12
活
動
指
標

人
計画値

計画値

実績値

施設巡回回数

回
計画値 12

巡回回数

成
果
指
標

利用者数 施設利用人数

計画値

実績値

1,400

実績値 1,355 実績値 1,212 実績値 1,078 実績値 1,164

1,400 計画値計画値

実績値 実績値

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒

点

1,4001,400 計画値

計画値

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

18

実績値

計画値 計画値

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

点 17 点

3 点

4 点
余地がある ⇒ 余地はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

／25点 4 点

研修センターについては、志度臨海工業団地の企業従業員の教育研修及び人材育成を図り、
地域産業の振興と技術向上に寄与するとともに、併せて地域住民の社会教育活動の場に供し、
企業と住民の交流と融和を図るため建設されたものでありますが、現在は、地域住民の自治会
館としても使用されています。このことから、地元の自治会により効率的な管理を行うことができ
ていると思いますが、今後も、指定管理者側と綿密に連携を取り、施設の適切な維持管理に努
めます。

現在、本研修センターは、基本協定のもと地元自治会を指定管理者として、効率的な運営管理
業務に取組んでいるところである。施設及び施設備付け物品の経年劣化等の問題や運営上発
生する課題に際しては、協議が行われていることから、今後についても、地域住民の社会活動
の場として利活用できるよう努める。また、一方で施設の老朽化が進行していることから、将来
使用できない状態に陥った時の自治会館機能についての検討が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

優先度高い
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

／25点
必要がある

3 点点
優先度低い ⇒

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4 点点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.1

480

0 480

決算額 0 0 0 575 575

当初予算額 0 0 0 576

0 0 480

0

4800 0 480

576

0.0

0 0 1,832 1,832

0

0.1 0.0

777

4800 480

480

4800 480

0.0

0.1 0.0

0

―

0 0 480

480480

0

1,920

480

0.1

2,016

0

0 0

0 0

0 777

4800 0 480

0

指定管理者制度により、地域にとっての有益な活用及び活性
化が図れるよう委託管理者を指導し、施設の維持管理運営を
行う。

施設の適正管理、利用者の増加及び
満足を得るために、自主事業や施設
の運営について指導・助言を行った。
なお、この事業は、機構改革のため、
令和元年度から教育総務課に移管す
る。

決算額

指定管理者制度を活用し、地域にとっての有益な利活用を
行って、地域の活性化が図れるよう管理者を指導し、施設の
維持管理運営を行う。
・次年度からの当該施設指定管理者の再指定を実施。
・具体的な維運営計画及び自主事業の立案。

自主事業による利用啓発等により、さ
らに施設の利用と地域の活性化が図
られるよう、企画の立案を指導した。
また、次年度からは施設の長寿命化
を図るため、細かなメンテナンスを指
示した。

計画額 0

H28

指定管理者制度により、地域にとっての有益な活用及び活性
化が図れるよう委託管理者を指導し、施設の維持管理運営を
行う。

施設の適正管理、利用者の増加及び
満足を得るために、自主事業や施設
の運営について指導・助言を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

H28から指定管理者として基本協定を結び、H33年までの5ヶ
年の施設運営及び管理を委託している。
施設条例の目的を達成するため、管理運営方法、事業予算等
を審査し、適切な運営がされるよう、指示指導を行った。

施設の適正管理、利用者の増加及び
満足を得るために、自主事業や施設
の運営について指導・助言を行った。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 1,920

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

志度小学校末分校（現末ふれあいひろば）は学校統合により、
平成２１年３月に廃校となった。廃校となった学校施設につい
ては、その後の利活用が困難であり、管理も十分に行えない
状況であることから、指定管理者制度を活用し、地域の有益な
利活用及び活性化が図れるよう管理者を指導し、施設の維持
管理運営を行う。

指定管理者に対し、末地区の活性化
に繋がる施設の活用を検討させ、管
理者による自主事業等を実施し、利
用者の増加を図ると共に、施設の維
持管理を行う。

―0 0 2,016

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②まちづくり活動拠点の整備 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

教育総務費

50

10 事務局費

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

教育費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 末ふれあいひろば管理事業 担当課 学校再編対策室 記入日 令和1年6月19日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　本施設は、地域活性等を目的として設置しており、施設の維持管理については、指定管理者
制度により行っている。指定管理者との基本協定において、H28からH33までの5ヶ年を協定期
間としており、今後も事業を継続する。
　ただし、施設の性質を考慮した上で、管理所管を検討する必要がある。

　本事業は、学校の跡地施設の利活用における、市内のモデルでもある。公の施設を指定管理
者に管理及び運営を委託することにより、条例の範囲内で指定管理者の裁量で運営することが
できることから、地域に必要な学習の場の提供、自主事業により地域活性化を促進等の事業が
展開され、地域の拠点施設として有効的に運営されている。
　施設を指定管理者に施設の管理及び運営を委託することにより効率的で、地域の活性化にも
寄与できている。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

135 実績値 167

優先度低い ⇒

100

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19
優先度高い

点 18 点

4 点

4 点

150

100 計画値

2,600

実績値 3,556 実績値 3,527 実績値 4,359 実績値 3,904

2,600 計画値

計画値 100 計画値

2,600 計画値

100 計画値

計画値 2,600

実績値実績値 136 実績値

実績値 12 実績値
活
動
指
標

施設利用者増減率 指定管理者制度導入時の年間利用者計画数（2,600
人）に対する、当該年度の利用者数の増減率を示す。
・当該年度利用者数／2,600人

人
計画値

管理施設に対して職員が実施した点検回数を示す。
・施設の破損、設備の不備、避難経路等に関して、日
常確認を除く、詳細な点検を実施した回数。

計画値

実績値

成
果
指
標

施設利用人数 地域会合やその他団体、自主事業等によって施設を
利用した年間人数を示す。　　・末地区人口350人が年
4回の施設利用（1,400人）、自主事業等を年2回（700
人）、その他利用（500人）（当初計画値）

％

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
施設総点検回数

単位 H27 H28 H29

12
回

計画値 12

12

12 計画値 12

実績値 12

計画値 12

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



0.1 0.0当初予算額 0 0 5,000 49,250

計画額 0 55,150

54,250

決算額 0 0 5,000 52,882 57,882

50,1500 5,000

決算額 0

244,600

決算額

49,487

当初予算額 0

0.0当初予算額 0 0 5,000 49,550

0 0

54,550

計画額

0.1

54,073

5,000 50,150 55,150

0 0 5,000 49,073

0 0

54,850 0.0

決算額

0.1

55,587

5,000 50,150 55,150

0 0 6,100

―

0 44,000

0 29,000 50,150

200,600

0.1 0.0

0 76,037

0 29,000 50,150 79,150

21,184 54,853

―0 44,000 198,800 242,800

0 37,284

基本施策 38 (38) 地域コミュニティの活性化 項 05

③ボランティア活動への支援

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 自治振興事業④（ボランティア活動支援関係） 担当課 生活環境課 記入日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務管理費

基本目標 Ⅵ

担当職員数(人）

主要施策 ③ 自治振興費

令和1年6月28日

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

地方債 その他 一般財源

50

財源内訳
事業費計

款 10 総務費

事業費（千円）

0

H28

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促
進する。

NPO法人設立に関し香川県と調整す
る。
社会福祉協議会のボランティア活動
事業と調整を図った。
また、政策課の地域活性化事業と調
整を図った。

事
業
概
要

79,150

当初予算額 0

計画額

計画額

H27

具
体
的
取
組

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促
進した。

NPO法人設立に関し香川県と調整す
る。
社会福祉協議会のボランティア活動
事業と調整を図った。
また、政策課の地域活性化事業と調
整を図った。

H30

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促
進する。

NPO法人設立に関し香川県と調整す
る。
社会福祉協議会のボランティア活動
事業と調整を図った。

H29

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促
進する。

NPO法人設立に関し香川県と調整す
る。
社会福祉協議会のボランティア活動
事業と調整を図った。

計画額

0 5,000 49,850

206,295 243,579決算額 0

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

0

当初予算額 0
H27

|
H30

市民が主体のまちづくりを推進するため、ボランティア団体等
との協働のまちづくりを進める。
※事業費再掲「自治振興事業①②③」

まちづくりは、市民参加、情報共有及
び協働を基本として進めなければな
らない。このため、ボランティアやNPO
などの市民活動を支援する事業であ
る。



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

まちづくりは、市民参加、情報共有及び共働を基本として進めなければならない。ボランティアや
ＮＰＯなどの市民活動を支援する。

まちづくりは、市民参加、情報共有及び協働を基本として進めなければならない。このため、ボラ
ンティアやNPOなどの市民活動を支援する。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値

点

点 5

点

点25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

5
必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

優先度低い

成
果
指
標

ＮＰＯ法人設立認可団体
数

香川県がさぬき市に主たる事務所を置くＮＰＯ法人を
設立認可した団体数の総数（香川県のホームページ
で確認）　平成27年度までに12団体が設立されてい
る。

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

団体
計画値 12 計画値

実績値 15

12 計画値 12 計画値

13 実績値 15 実績値 15

実績値

実績値 実績値 実績値

計画値 計画値計画値

計画値 計画値計画値

実績値 実績値

12

実績値

計画値

実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
NPO法人の新規設立認可
団体数

香川県がさぬき市に主たる事務所を置くNPO法人の
新規設立認可団体数（当該年度に設立認可された団
体数）活

動
指
標

団体
計画値 1

実績値1 実績値 2 実績値 0 0実績値

1

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 1計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.1

41,163

0 45,000

決算額 0 0 0 35,584 35,584

当初予算額 0 0 0 37,530

0 0 41,163

0

44,1250 0 44,125

37,530

0.0

0 0 157,057 157,057

41,614

0.1 0.0

38,696

45,0000 45,000

45,000

45,0000 45,000

0.0

0.1 0.0

0

―

0 0 44,067

44,06744,067

0

179,067

44,067

0.1

166,042

0

0 0

0 41,614

0 38,696

40,3200 0 40,320

0

広域事務運営費（大川広域行政組合の総務管理に係る負担
金）として、35,584,000円を負担した。

さぬき市と東かがわ市が共同事務処
理を行うことによって、両市の財政面
への影響が緩和される。

決算額

広域事務運営費（大川広域行政組合の総務管理に係る負担
金）として、41,614,000円を負担した。

さぬき市と東かがわ市が共同事務処
理を行うことによって、両市の財政面
への影響が緩和される。

計画額 0

H28

広域事務運営費（大川広域行政組合の総務管理に係る負担
金）として、38,696,000円を負担した。

さぬき市と東かがわ市が共同事務処
理を行うことによって、両市の財政面
への影響が緩和される。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

広域事務運営費（大川広域行政組合の総務管理に係る負担
金）として、41,163,000円を負担した。

さぬき市と東かがわ市が共同事務処
理を行うことによって、両市の財政面
への影響が緩和される。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 179,067

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織して、消
防、し尿処理、その他の事務を共同して実施していくための事
業である。

単独で全ての事務を処理するには限
りがあり、また、不効率であるため、
共同処理によって効率化を目指す。 ―0 0 166,042

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①広域的な行政の推進 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

65 地方振興費

基本施策 39 (39) 広域的行政の推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地方振興事業 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

地方振興事業は、さぬき市及び東かがわ市が、広域一部事務組合を組織して、消防、し尿処
理、その他の事務を共同して実施していくための事業であり、共同で事務を行うことによって両
市それぞれの財政面に対してメリットがあるため、今後もこれまで同様の取り組みが必要である
と考える。

地方振興事業については、大川広域行政組合において共同処理を行っている老人福祉、消防・
救急、し尿処理等の事業のうち、組合の総務管理に係る広域事務運営費について負担金として
支出しているもので、今後も組合の効率的な運営や広域的な処理等について、引き続き構成団
体と協議していく。
また、市町村の枠組みの変化や少子高齢化の進展など、複雑・多様化する行政課題に対し、的
確に対応していくため、より効率的な事務処理や広域的なまちづくりを進めて行く必要があると
考えている。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21
優先度高い

点 21 点

4 点

4 点

計画値

18

実績値 17 実績値 17 実績値 17 実績値 17

18 計画値

計画値 計画値

17 計画値

計画値

計画値 18

実績値実績値 実績値

実績値 41,614 実績値
活
動
指
標

個
計画値

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金

計画値

実績値

成
果
指
標

一部事務組合による事業
実施数

一部事務組合で共同で処理する事務の数

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
広域事務運営費

単位 H27 H28 H29

35,584
千円

計画値 44,067

38,696

45,000 計画値 45,000

実績値 41,163

計画値 45,000

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



計画額 0 0

0.1

554

0 1,200

決算額 0 0 0 698 698

当初予算額 0 0 0 2,000

0 0 554

0

2,0000 0 2,000

2,000

0.0

0 0 3,229 3,229

1,257

0.1 0.0

720

1,2000 1,200

1,200

1,2000 1,200

0.0

0.1 0.0

0

―

0 0 1,200

1,2001,200

0

4,800

1,200

0.1

7,200

0

0 0

0 1,257

0 720

2,0000 0 2,000

0

・小学生6年生に対し文化芸術鑑賞機会の提供（学校教育課）
・老健施設へのデリバリーアーツ事業（生涯学習課）

連携中枢都市圏へ発展的移行を行
い、各種事業についての進捗状況調
査のほか、新たな事業の拡充に向け
ての調査を行った。

決算額

・小学生6年生に対し文化芸術鑑賞機会の提供（学校教育課）
・老健施設へのデリバリーアーツ事業（生涯学習課）
・市のＰＲを行う内容の映画製作支援（政策課）
・連携中枢都市圏への移行

各種事業についての進捗状況調査
のほか、新たな事業の拡充に向けて
の調査を行った。

計画額 0

H28

・小学生6年生に対し文化芸術鑑賞機会の提供（学校教育課）
・老健施設へのデリバリーアーツ事業（生涯学習課）
・市のＰＲを行う内容の映画製作支援（政策課）

連携中枢都市圏へ発展的移行を行
い、各種事業についての進捗状況調
査のほか、新たな事業の拡充に向け
ての調査を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

・小学生6年生に対し文化芸術鑑賞機会の提供（学校教育課）
・老健施設へのデリバリーアーツ事業（生涯学習課）
・市のＰＲを行う内容の映画製作支援（政策課）

連携中枢都市圏へ発展的移行を行
い、各種事業についての進捗状況調
査のほか、新たな事業の拡充に向け
ての調査を行った。

計画額

0

0

0

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 4,800

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

「生活機能の強化」「結びつきやネットワークの強化」「圏域マ
ネジメント能力の強化」の３つの視点に基づく具体的な取組を
１つ以上規定する協定を結び、これをもとにして高松市が策定
する共生ビジョンに沿って具体的な事業を展開していく。

定住のために必要な生活機能等を確
保し、圏域内への人の流れを創出す
る。 ―0 0 7,200

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②定住自立圏の取組の推進 目

Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款

総務管理費

10

30 企画費

基本施策 39 (39) 広域的行政の推進 項 05

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 連携中枢都市圏事業（旧定住自立圏事業） 担当課 政策課 記入日 令和1年6月20日



５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

人口減少が進む中、市町村の枠を超えて広域的な圏域の中で、互いのまちの有する機能を補
完し合っていくことは重要である。平成28年度から定住自立圏から連携中枢都市圏へ発展的に
移行しており、連携中枢都市である高松市に対し、積極的に実質的な協議を働きかけ、取組を
より有効なものにする必要がある。

本格的な人口減少が到来する中、近隣市町との広域的な連携の下、圏域全体の活性化を進め
て行く取組が重要になってきている。瀬戸高松定住自立圏については、平成28年度から連携中
枢都市圏へ発展的に移行したところであり、今後さらに連携中枢都市である高松市や周辺市町
との連携を密にしながら、実効性のある取組を進めていく必要がある。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20
優先度高い

点 20 点

4 点

4 点

計画値

0

実績値 △ 193 実績値 △ 294 実績値 △ 296 実績値 △ 125

△ 80 計画値

計画値 計画値

△ 120 計画値

計画値

計画値 △ 40

実績値実績値 実績値

実績値 25 実績値
活
動
指
標

人
計画値

ビジョンに掲載されている取組事業数

計画値

実績値

成
果
指
標

人口の社会増減数 市の人口の社会増減数

実績値 実績値 実績値 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
取組事業数

単位 H27 H28 H29

43
数

計画値 26

42

26 計画値 27

実績値 42

計画値 27

H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 


